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はじめに

本報告書は、平成１２～１４年度文部科学省科学研究費補助金（基盤研究（Ｂ）

（２））により、広島大学教育開発国際協力研究センター（ＣＩＣＥ）の教官が中心

になって実施した「欧米諸国における対発展途上国教育援助政策・手法に関す

る比較研究」の成果をとりまとめたものである。

１９９０年の「万人のための教育国際会議」（タイ）以降、教育分野での、特に

初等中等教育への国際協力の重要性が再評価される中で、世界最大の援助国の

一つである日本としても、この分野での積極的な貢献が求められている。しかし、

日本のこの分野でのこれまでの貢献は、校舎建設などいわゆるハード面での援

助に限られており、教育行政整備、教員養成・研修の促進、カリキュラム開発、

学校・学級経営の改善などいわゆるソフト面での援助が本格的に始まったのは、

ようやく１９９０年代の中頃からであった。したがって我が国には、教育援助政策

や手法に閲し、学問的、実践的な知識やノウハウがほとんど蓄積されておらず、

いわば手探りで教育援助が行われているのが実情である。

このような状況から、今後我が国がこの分野で効果的・効率的に援助を進め

ていく上で、教育援助について比較的豊富な経験と実績を有する欧米諸国のノ

ウハウを学び、それを日本の中に蓄積しておくことが重要と考え、本研究を実
施した。

本研究の一つの特徴は、従来国際比較研究で行われてきたような日本人研究

者が現地へ赴き調査を行うという方法に加え、それぞれの国の事情を熟知して

いる現地の研究者等を研究協力者として活用し共同研究を行ったことである。

またこれまで十分情報が収集されて来なかった、ドイツ、フランスの教育援助

についても、ある程度事情を知ることができたことも本研究の一つの成果とい
えよう。

ＣＩＣＥは、発展途上国に対する教育協力に閲し実践的・開発的な研究を行う

ことを目的とした我が国唯一の大学の研究機関として平成９年に設置されたも

ので、教育援助政策研究は主要な研究テーマのひとつとなっている。ここで報

告する研究成果が、ＣＩＣＥの財産の一つとして蓄積され、我が国における国際
教育協力研究の確立と発展に貢献できることを願うものである。

平成１５年３月
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広島大学教育開発国際協力研究センター咽際教育協力論動第４巻第２号（２００１）ｐｐ．１２５～１３４

１．国際開発援助について「北」は何を議論してきたのか

－最近の国際開発援助に関する考え方の動向－

黒　田　則　博

（広島大学教育朋発国際協力研究センター）

はじめに

国際開発援助１に携わって日の浅い筆者よ

うな者にとって、この分野でのいわば業界用

語（ｊａｒｇｏｎ）の多さとめまぐるしい変化に

は、まさに戸惑うばかりである。Ｐａｒｔｎｅ「

Ｓｈｉｐ、Ｏｗｎｅｒｓｈｉｐ、Ｓｅｃｔｏｒｐｒｏｇｒａｍｍｅ、さ

らに最近では、Ｋｎｏｗ１９ｄｇｅ－ｂａｓｅｄａｉｄや貧

困削減戦略ペーパー（ＰｏｖｅｒｔｙＲｅｄｕｃｔｉｏｎ

ＳｔｒａｔｅｇｙＰａｐｅｒ＝ＰＲＳＰ）等々、枚挙に暇が

ない。実際、開発関係の文書を手にしてみる

と、その略語の多いことに驚かされる。その

ためたいがいは略語の用語集が付されている。

率直にいって現実の進展よりは、概念や戦

略ばかりが先走りしているかのように見え

る。またなぜ、「北」が次から次へと新しい

アイディアを出してくるのか、それは「北」

側の事情なのか、「南」側の問題からか、と

いう疑問もある。しかも、これらのめまぐる

しい展開は、ほとんど「北」２のイニシヤティ

ヴ３によるもので、「南」がこれにどう関与し

たのかがあまり見えてこない。

本稿は、これらの素朴な疑問を基に、開発

援助に関わるいくつかの主要な概念や戦略が

どのような背景から生まれ、そしてまた、そ

れらの額面上の主張とは別に、実際にそれら

が含意するものは何かを、いくつかの文献の

レヴューや関係者との議論を通じ、筆者なり

に理解しようとする試みである。これは、い

わばおおまかなスケッチであり、その意味で

研究ノートである。

また、もう一つの重要な問題がこのノート

では扱われていない。それは、これらの新た

なアイディアや戦略が単にレトリックに過ぎ

ないのか、あるいは現に「南」において現実

のものになっているのか、という問いであ

る。これに答えるには、「南」の個々の国々

について具体的に検証する必要があり、とり

あえずこのノートの射程には入っていない４。

なお本稿は、平成１２年度に筆者が研軍代

表者として実施した「欧米諸国における対発

展途上国教育援助政策・手法に関する比較研

究」（科学研究費補助金　基盤研究Ｂ－２）の成

果の一部である。

１従来は開発援助（ａｉｄ）というのが通常の用語であったようであるが、近年“援助する側”と‘‘援助され

る側”との対等性を強調するため、開発協力（ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｃ∞ｐｅｒａｔｉｏｎ）といういい方が好まれるよう

である。しかしここでは、言葉の取替えと内実とが一致しているかどうか議論の余地があるため、あえて

開発援助という用静を使用する。

２“先進国”、“発展途上国”という言葉を使う代わりに、表現の上での両者の非対等性を避けるため、“北”、

“南’’という表現が特にヨーロッパで好んで使われるようである。ここではヨーロッパでの議論を多く取
り上げるため、一応このｊａｒｇｏｎに倣った。

３“北”のイニシヤティヴといっても、ほとんどが欧米の一部の国・機関によるもので、日本の影は薄いよう

にみえる。１９９６年のＤＡＣ新戦略に教育に関する数値目標を盛り込むのにイニシヤティヴを発揮したとも
いわれるが。

４この間題を直接扱ったものとしては、ＢｒｉｇｉｔＢｒｏｃｋ－Ｕｔｎｅ（２０００）ＷｈｏｓｅＥｄｕｃａｕｂｎ爪∬ＡＩｌ？Ｆａｌｍｅｒ

ＰｒｅｓｓやＤａｎｉｅｌＮ．Ｓｉｆｕｎａ（２００１）加ｅＴＳｈわ血ＥｄｕｃａｔｋｎａｌＡｓｓｉｇｔａｎｃｅｔｏＡ肋（わｕｎ紐ぬＲｈｅｔｏＴｋ

Ｏｒ尺ｅａ〟抄広島大学教育開発国際協力研究センターなどがある。

－１－



国際開発壌助について「北」は何を議論してきたのか一点近の国際開発援助に関する考え方の動向－

１．「北」で何が起きているか

（１）「北」の援助疲れと被援助国の拡大

上述のとおり「南」の開発について様々な

論議が盛んになされている一方で、「北」に

おけるいわゆる援助疲れがいわれ始めて久し

い。表１に示したＯＥＣＤ／ＤＡＣの政府開発援

助（ＯＤＡ）に関する統計からもその様子が

表１ＤＡＣ加盟国の政府開発援助（ＯＤＡ）の推移

見て取れる。総額においても、対ＧＮＰ比に

おいても、停滞ないしは減少の傾向がみられ

る。対ＧＮＰ比では、国連の目標である０．７％

が達成されたことはなく、むしろ着実に減少

してきており、２０００年には４０年前に比べ半

減している。また１９９０年代中頃以降、援助

額そのものが実質的に減少する傾向すら見ら

れる。

年 総 額 （デ フ レ 一 夕 に よ る 調 整 後 の 額 ） 対 Ｇ Ｎ Ｐ比

実 額 （百 万 ドル ）　　 増 減 （％ ）

■１９６０　６５ ４ ， ６ ７ ６

６ ， ４ ■８ ９　 ３ ８ ． ８－

０ ． ４ ４

０ ． ３ ３

０ ． ３ ４

０ ． ３ ０

７０ ６ ， ７ １ ３ ３ ． ５

７５ １ ３ ， ２ ５ ４　　　　 ９ ７ ． ４

８０ ２ ６ ， １ ９ ５　　　　 ９ ７ ． ６

８５ ２ ８ ， ７ ５ ６　　　　　 ９． ８

８９ ４ ５ ， ７ ３ ５　　　　 ５ ９． ０

９３ ５ ６ ， ４ ８ ６ ２ ３ ． ５

９４ ５ ９ ， １ ５ ２ ４ ． ７ ０ ． ３ ０

９５ ５ ８ ， ．９ ２ ６ － ０ ． ４ ０ ． ２ ６

９６ ５ ５ ， ６ ２ ２ － ５ ． １ 、０ ． ２ ４

０ ． ２ ３

９７ ４ ８ ， ４ ９ ７ － １ ２ ． ２

９８ ５ ２ ， ０ ８ ４ ７ ． ４

９９ ５ ６ ， ３ ７ ８ ８ ． ２ ０ ． ２ ４

２０００ ５ ３ ， ０ ５ ８ ０ ． ２ ２

） ２０００年 の 数 値 は 、 デ フ ーレ 一 夕 に よ る 調 整 が 行 わ れ て い な い 数 値 で あ

実は、援助総額自体が減少傾向にあること

に加え、冷戦の終結に伴って、いわゆる旧東

側の社会主義国、あるいは旧ソヴィエト連邦

からの新独立国を中心に、被援助国が大きく

増えているという事実にも注目しなければな

らない。２０００年１月現在のＤＡＣ被援助国リ

ストによれば、．被援助国１８４ケ国のうち１割

以上の２２ケ国（ロシア、ウクライナ、チェ

コ、ポーランドなど）が冷戦終結後に被援助

国となった束ヨーロッパ諸国である。例え

ば、１９９９年現在、世界のＯＤＡ全体の中で、

ロシアが第５位を占めている。また同年のア

メリカの援助国の中で、ロシアが第２位、ウ

クライナが第４位となっており、それぞれア

メリカの援助総額の９．９％、２．５％という大き

な割合を占めている５。

このことは、縮小しつつあるパイを多くの

国で分け合わなければならないことを意味し

５　０ＥＣＤ／ＤＡＣの統計による。

－２－

（２００１年１月１８日）
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ており、これまで援助を必要としてきたアジ

ア、アフリカ、南米等の国々への援助が一層

減少する可能性を示唆するものである。

（２）開発に対するオプティミズムの終焉

国際開発援助は、「北」における開発に対

するいわばオプティミズムから始まったとさ

れる。「・‥“遅れた’’因も高度に発展した

西欧社会ともども、第三世界の経済成長と近

代化によって利益を被るであろうことが当然

のこととされた。ここでいう経済成長と近代

化とは高度に産業化した西洋の国々に限りな

く近づく　ことを意味していた」

（Ｍａｒｔｉｎｕｓｓｅｎ，Ｊ．１９９７，ｐ．３５）。このように、

１９５０年代から６０年代の中頃までは、西欧諸

国、特に１９４０年代後半から５０年代にかけ

てマーシャル・プランによって戦後のヨー

ロッパの復興に成功したアメリカが、まさに

自信に満ち満ちていた時代であった。西欧流

の発展こそが普遍であるとの確信の時代であ

り、この確信に裏打ちされて当時のケネディ

米大統領は「第一次国連開発の１０年」（１９６１

年から）を提唱したのであった（岡本、１９９６

年、ｐｐ・３－４３）。社会における分業と専門分化、

民主的な政府、官僚を中心とする効率的な国

家機構、法の下での平等など（Ｍａｒｔｉｎｕｓｓｅｎ，

Ｊ・同上、ｐｐ．３８－３９）を特徴とする近代国家の

形成と経済というパイの拡大を両輪とする開

発が信奉された時代であった。パイの拡大は

いわゆる“ｔｒｉｃｋｌｅｄｏｗ㌦効果によって自然

に分配の問題も解決するというオプティミズ

ムが存在していた。

一方、途上国側においても、当時のタンザ

ニア大統領ニエレレの「他が歩いている間

に、我々は走らなければならない」という演

説に象徴されるように、このようなオプティ

ミズムへの信奉があったとされる（Ｓｉｆｕｎａ，

Ｄ・２００１，ｐ．４，Ｗｏｈｌｇｅｍｕｔｈ，Ｌ．１９９９，

ｐ．１５３）。

しかし、下記表２に見るように、東アジア

や東南アジアの高成長率に支えられ、開発途

上国全体としては経済成長しているものの、

サハラ以南のアフリカや後発開発途上国を中

心として経済の停滞が見られ先進国との格

差はもとより、途上国間での格差も広まるば

かりである。多くの途上国にとって、“西洋

の国々に限りなく近づくこどは夢のまた夢

の話であることが明らかになった。特に

１９８０年代のサハラ以南のアフリカは、‘‘失わ

れた１０年’’とまでいわれ、マイナス成長さ

え記録している。また国内的にも、特に１９７０

年代に入り、“ｔｒｉｃｋｌｅｄｏｗｎ”などは幻想で

あり、貧富の差の拡大が強く認識されるよう

になった。

表２　地域別実質∵人当たり所得の年平均伸び率（％）

垂 域
１９６０－７０年 １９７０－８０年 １９８０－９０年

先 進 国 ４． ６ ２１ ９ １． ９

開 発 途 上 国 ２． ０ ２． ８ ３． ５

東 ア ジ ア ２． ′０ ４． ４ ７． ２

ラ テ ン ア メ リカ ・カ リブ 諸 国 ２． ９ ３． ７ － ０． ７

南 ア ジ ア １． ８ ０． ７ ３． ３

東 南 ア ギ ア ・太 平 洋 諸 国 ２． １ ４． １ ２． ８．

サ ハ ラ以 南 ア フ ■リカ １． ４ ０． ９・ － １． ０

疲 発 開 発 途 上 国 ０． ８ － ０． １ － ０． １

（出 典 ） ＵＮＤＰ 肋 椚α乃わｇｖｅＪ呼 椚ｅ乃ＪＲ甲 Ｏｒ‖ ９９６ 経 済 成 長 と 人 間 開 発

（国 際 協 力 出版 会 ） ｐ．１６の 表 １．３に よ る。

－３－



国際開発援助について「北」は何を議論してきたのか一最近の国際開発援助に関する考え方の動向－

このように、特にサハラ以南のアフリカに

おいて、経済成長と近代化こそが開発の目的

であるという幻想は崩れ、開発についての

様々な考えが提起されるようになった。先進

国からの経済的自立を唱え、最終的には社会

主義を目指す‘‘従属論’’、開発が目指すべき

は単に経済的な成長だけではなく市民の生活

水準と福祉の向上であるとする“人間開発

論”、各国の文化的伝統と開発との対話の可

能性を追求する“弁証法的変容論”、開発の

方向と目標を設定するのはそれぞれの国の

人々でありその能力の向上を助けることこそ

が援助であるとする“キャパシティ・ビル

ディング論”、環境問題などいわゆるグロー

バルな問題を背景として登場してきた“持続

可能な開発論”等々である（Ｍａｒｔｉｎｕｓｓｅｎ，⊥

同上、ｐｐ．３４－４５）。これらの議論には、①経

済成長や西欧社会が開発の唯一のモデルでは

なく、開発が目指すべきものには様々な要素

が含まれること、②誰がどのように開発の方

向と目標を定めるのかという、少なくとも２

つの共通する重要な論点が含まれている。

いずれにしても、１９６０年代以降登場して

きた、これら「開発とは何か」に関する様々

な議論は、やはり主として「北」側から提起

されたもので、後に述べるような「北」が途

上国に提示するいわゆる開発アジェンダの増

大と多様化に繋がっていく（ＦＱＳｔｅｒ，Ｆ．

１９９９）。

（３）「北」における経済の悪化と福祉国家

の行き詰まり

援助疲れをもたらしたのは単に、開発に関

する西洋モデルが成功しなかったことだけで

はない。むしろ、「北」の側で起こったいわ

ば内向的傾向（Ｋｉｎｇ，Ｋ．１９９９，ｐ．１４）にも

大きく起因している。

周知のとおり、１９７３年のオイル・ショッ

クを契機として、「北」の経済は大きな打撃

を受けることになる。表２にも示されている

とおり、１９７０年代、８０年代において先進国

ー４－

の経済は低迷を続ける。これは単に経済の問

題だけではなく、社会の在り方そのものの変

更を迫るものであった。すなわち、‘‘福祉国

家”、“大きな政府”から“市場社会”、“競争

社会”そして“夜警国家”への転換である。

１９７９年に保守党のサッチャーが政権の座

に就いたイギリスにその典型的な例が見られ

る。“揺りかごから墓場まで”といわれ、世

界から福祉国家のモデルとみなされていたイ

ギリスは、“英国病”という慢性的な社会の

停滞に直面することになった。そこに登場し

たサッチャー首相は、経済効率の重視、行政

のスリム化・公的関与の縮小、民間活力の導

入、公的サービスへの競争原理の導入、個人

の自助努力・責任の重視など、いわゆる新自

由主義に基づく政策を断行していった。

このように「北」において、国内の建て直

しが最優先課題とされる中で、途上国に対す

る開発援助は次第にその重要性を喪失してい

くこととなった。

（４）冷戦の終結

さらに１９９０年代の冷戦の終結も、開発協

力への熱意を阻喪させる結果をもたらした。

冷戦期において東西両陣営が激しく競争する

中で、特にアメリカ等の政治・経済大国に

とっては、国際開発援助は途上国を自らの陣

営に引きつけるための有効な手段の一つで

あったことは紛れもない事実である。その意

味で、途上国は両陣営から援助を引き出すこ

とのできる優位な立場にあったともいえる。

しかし冷戦の終結は、西側諸国にとっては、

援助することの大きな意義の一つを失ったの

であり、上記の「北」における経済の悪化や

社会変革の課題とも相まって、改めて援助の

意義や効率が問われることとなった

（Ｇｍｅｌｉｎ，Ｇ．１９９９，ｐ．１４７、下村ほか１９９９，

ｐｐ．３－７）。



黒田　則博

２．“普遍的価値”に基づく開発援助と
開発アジェンダの拡大

上述のとおり「北」においては、開発援助

がア・プリオリに意義のあることとはみなさ

れなくなってきており、またその熱意も冷め

つつある中で、開発援助の新たな意義と効果

について、広く国民に説明し合意を取り付け

る必要が生じてきた６。そこで持ち出されて

きたのが、「大半の援助機喝が（下線筆者）共

通に合意する価値に基づく真に開発のための

協力」（Ｇｍｅｌｉｎ同上）という考え方である。

これは従来援助国が個々にそれぞれの政治

的、外交的、経済的等の思惑で行ってきた援

助ではなく、真に途上国の開発に資する援助

であり、また援助国側の協調と調整を可能に

するものだという。

以下では、“普遍的価値”に基づく開発援

助あるいは開発アジェンダとはどのようなも

のであるかをまとめてみた。

（１）構造調整７

周知のとおり構造調整とは、債務返済のた

めの資金繰りが破綻した途上国に対し、その

克服のために世界銀行が１９７９年に初めて導

入したもので、資金支援の見返りとして、一

定の経済・社会の構造改革を行うことが条件

（ｃｏｎｄｉｔｉｂｎａｌｉｔｙ）として強く求められた。そ

の構造調整の中味とは、政府の介入を極力押

さえ、できるだけ市場原理に委ねるというこ

とであった。この原則は経済の分野に限られ

るものではなく、社会のあらゆる分野に及ん

でおり、例えば教育分野では、高等教育のみ

ならず初等教育における授業料の導入、大

学・学校の民営化、教育バウチャーの導入な

どの政策もこの構造調整の原則に基づくもの

である。

構造調整については、社会福祉の切捨てに

よって社会的弱者がいっそう貧窮し経済的な

格差が拡大した、世界銀行による政策の一方

的押し付けで途上国側の主体性が無視され

た、政策を個々の国の実情を無視して機械的

に適用した等、様々な批判がなされている

が、ここで重要なのはその政策の是非ではな

く、この構造調整とは、当時（おそらく現在

も）西側諸国（少なくともワシントンで）で

支配的であった自由市場主義、なかんずく

レーガン元大統領やサッチャー元首相が信奉

した新古典派経済学という“普遍的価値’’に

基づく開発援助であったということである。

そして途上国は、借金の見返りに半ば強制的

にその“普遍的価値”を受入れざるを得な

かったということである。

（２）開発アジェンダの拡大と新たな

ｃｏｎｄｔｉｏｎａ批ｙ？ゐ萱場

１９９０年代に入ると、上記のような経済的

な“普遍的”原則に加えて、政治的、社会的

等の様々な開発アジェンダが、主要な援助国

や国際機閑から提起されるようになる。下村

ほか（同上ｐ．３）は、いわゆるグロー／ヾル・

イシューとしてこれらの課題を以下のように

整理している。

①地球環境問題：生態系の変化、森林な

どの自然資源の破壊、野生生物の絶滅、

地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨、

砂漠化、水質汚染、有害廃棄物など

②貧困などの社会開発のテーマ：貧困、格

差（所得、地域、人種など）、人口、医

療・保健、ジ土ンダー（男女間の性によ

る差別）及びｒ開発と女性」（Ｗｏｍｅｎ

ｉｎＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，ＷＩＤ）、麻薬、新しい

６欧米では既に１９８０年代後半から９０年代初頭にかけてこのような議論が始まったようであるが、日本で

は現在、聖域なき構造改革の下、「第二次ＯＤＡ懇談会」（外務省）においてこの議論がやっと始められた
ようセある。

７「下村ほか、１９９９」に依拠しつつ記述している。

－５－
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感染症・ＨＩＶなど

③市場経済化：計画経済から市場経済へ
の移行など

④政治的なテーマ：民主主義、人権、グッ

ド・ガバナンス、腐敗・汚職、軍縮・軍事

費削減、人種・宗教間紛争、難民間藤な
ど

これらは「南」に特有の課題のみが挙げら

れているというわけではないし、すべてが

１９９０年代になって初めて課題として認識さ

れたというものでもない。ただここで重要な

のは、「南」の開発を考える場合、あるいは

少なくとも「北」が「南」の開発を援助する

という場合、これほど多くの課題を姐上に挙

げなければならなくなってきているというこ

とである。

さらに重要なことは、これらの課題が特定

の内容をもって「北」かう「南」に提示され

た時、それは構造調整の場合と同じようにあ

る種のＣＯｎｄｉｔｉｏｎａｌｉｔｙとして機能するという

ことである。しかも、これだけ幅広い分野に

わたるｃｏｎｄｉｔｉｏｎａｌｉｔｙである。

例えば、スウェーデンはジェンダーの問題

を重視する国の一つとして有名であり、６項

目ある開発援助の目的の一うとして男女間の

平等が挙げられている（Ｈｕｓｅｎ，Ｍ．，２００１）。

開発援助の目的というのは、極端にいえば、

この目的に合意しない、あるいはこの基準に

達しない国には援助しないとの含意を持つも

のでもあり得る。しかも、ここでいう男女の

平等とは今日のスウェーデンで見られる男女

の関係を意味するものであるとすれば、文化

的、歴史的、宗教的な背景や男女の分業のあ

り方等が異なる社会において、これが容易に

受入れられるものなのかどうか。ここには、

西欧のジェンダーの概念が、開発援助の名の

下に、“普遍的価値”として提示され、それ

を「南」が受入れさせられるという危険性を

率んでいる。問題の本質は、上記の課題の名

の下に提示される様々な価値が、「南」を含

めてどれほど普遍性を有するかである。

－６－

広く普遍的なものとして信じられている民

主主義についてさえ、いわゆる‘‘開発独裁，，

によって少なくとも経済開発において一定の

成功を収めてきたマレーシアやシンガポール

などから、それは西欧のモデルにすぎないの

であって、それを押し付けるべきではないと

の批判もある。

さらには、最も普遍的なものとされている

人権についてすら、米中間の人権論争に代表

されるように、西欧と非西欧との相違が顕在

化してきている。これについて例えば大沼

（１９９８，ｐ．２７）は、「・‥人類の八割以上

を占める途上国における人権を考える場合、

人権の押し付けへの反発、法と個人を中心と

する発想と異なる文化、宗教、社会習慣と人

権の普遍化との関係をどのように考えていく

か、というた問題を視野に入れた捉え方が必

要である」として、「・・・人権が他のあら

ゆる理念、制度と同じく、一つの地域、一つ

の時代、すなわち一つの文明の歴史的産物で

ある」との認識にたって、“文際的人権観”を

樹立する必要性を指摘している。

上記のような開発アジェンダが、しばしば

普遍性という衣をまとって提示されるという

問題に加え、「北」の国々がこのようなアジェ

ンダに沿って、ますます協調し始めているこ

とが挙げられる。従来の歴史的、政治・外交

的あるいは経済的な二国間関係に基づく援助

から、「北」の国々の間で相互に合意した価

値に基づく援助へと移りつつある（Ｋｉｎ＆ｐ．

１７）。従来からこのような協調の場として、

ＯＥＣＤ／ＤＡＣがあったが、さらに例えばＥＣ

諸国は共通の援助の枠組みを作りつつあると

いう．（Ｇｍｅｌｉｎ同上）。

しかし、「北」の結束が強まるということ

は、実は、「南」は援助においていっそう弱

い立場に追い込まれることを意味している。

すなわち、「北」が個々ばらばらであれば、

「南」は、例えば冷戦時代のように、援助国

を乗り換える可能性もあったが、「北」の国

がいずれも同じ条件を提示してくるのであれ
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ば＼援助国がどこであれ、それを受入れる以

外に道はないことになる。

３．援助手法の変化

（１）援助国と被援助国との‘‘対等’’な関係

－やａｒｔｎｅｒ計わとＯｗｎｅｒｓｈｂ

「南」は単に援助される者（ｒｅｃｉｐｉｅｎｔ）に

過ぎないのではなく、対等なパートナーであ

るという考え方自体は従来からＮＧＯが盛ん

に唱えてきたものであるが、政府の援助機関

や国際機関が強調し始めたのは、１９９０年代

の中頃になってからである（Ｋｉｎ＆’ｐ．１５）８。

これは明らかに、それまで世界銀行が中心に

なって進めてきた、構造調整における

ＣＯｎｄｉｔｉｏｎａｌｉｔｙの強制への反省によるもので

ある９。

スウェーデン外務省が作成した対アフリカ

開発協力のガイドライン（１９９８）によれば、

パートナーシップに基づく開発協力とは、援

助する者（ｄｏ・ｎＯｒ）と援助される者

（ｒｅｃｉｐｉｅｎｔ）との関係においてなされるもの

ではなく、両当事者（下線筆者）が共同で作

成した目的の達成に向けて連携することで

あって、この協力にはそれぞれが自らの経費

負担によって行う相互交流も含むものだとい

う。何よりも、パートナーの関係を築くには、

協力の前提と条件について両者で合意するこ

とが重要であり、また、そのような条件や前

提は、資金を提供する側（ｆｕｎｄｉｎｇｐａｒｔｎｅｒ）

が一方的に作成するのではなく、両者が共同

で作成するものでなければならないとされ

る。

またこのようなパートナーシップは、当然

のことながら、「南」のパートナー側の強い

オーナーシップ（当事者能力）が前提とされ

る。オーナーシップのないところに、開発の

目的やそれに向けて事業を進めるための前提

や条件について、フアンディング・パート

ナーと対等に対話ができることなどありえな

い。‘‘貰えるものは何でも貰っておこう”と

いった、しばしば批判されるいわば援助メン

タリティーはもはや許されないということで

ある。

冒頭にも述べたとおり、このような一見理

想主義的な言葉がレトリックに過ぎないの

か、それとも現実なのかは、個々のケースに

ついてつぶさに検証する必要のある大きな問

題で、本稿の射程を超えるものであり、ここ

では、次の３点を指摘するに止めておきた

い。

まず極めて単純なことであるが、いかに

パートナーシップと名前を代えてみても、結

局、最終決定権はフアンディング・パート

ナーの側にあるという事実には何ら変わりは

ない。「北」がノーといえば、それで終わり

である。「北」と「南」の力関係は基本的に

は相変わらず同じである。極端にいえば、真

のパートナーシップとは、「南」のオーナー

シップとその能力を信頼して、何らの前提や

条件も付けず資金だけを提供することであろ

う。

第二に、先に述べたように、「北」は「北」

としての開発アジェンダやプライオリティを

有しているのでいるのであって、“両当事者

間で合意される前提や条件’’とは当然これを

反映したものにならざるを得ず、結局のとこ

ろ「南」は“合意’’の上でこれらのアジェン

ダをいわばｃｏｎｄｉｔｉｏｎａｌｉｔｙとして受入れると

いうことたなる。例えば、ある「南」の国が

８例えば、世界銀行総裁ＮｅｗＤｉｒｅｃｔｉｏｎｓａｎｄＮｅｗＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｓ（１９９５）、ＯＥＣＤ／ＤＡＣＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｓｉｎｔｈｅＮｅｗＧｌｏｂａｌＣｏｎｔｅｘｔ（１９９６）、スウェーデン外務省ＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｗｉｔｈＡｆｒｉｃａ

（１９９７）など。

９Ｋｉｎｇ（同上）はさらに、アフリカの新しいリーダーが対等な関係を主張し始めたことも重要な要因であ

ると指摘している。例えば、ガーナの元文部大臣ＨａｒｒｙＳａｗｙｅｒなども強硬にｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐとｏｗｎｅｒｓｈｉｐ

を主張していた。

ー７－
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高等教育開発を重視していたとしても、「北」

におけるプライオリティが低ければ、いくら

オーナーシップを持っていたとしても：受入

れられる可能性は小さいであろう。

最後に、実は「北」はパートナーシップと

いう名目で、「南」のパートナーを選別して

いるというＫｉｎｇ（同上ｐ．１６）の指摘に注目

したい。つまり、オーナーシップを発揮でき

るだけの十分な能力があり、パートナー足り

得る資格を有しない国は開発援助の対象では

ないということになる。選ぶ「北」と選ばれ

る「南」という構図である。この点において

も、「北」と「南」とは“対等”の関係では

ありえない。むろん、このように“優良な”

「南」の国を選ぶという背景には、減少しつ

つあるＯＤＡを有効に活用し、アカウンタビ

リティを納税者に見せなければならないとい

う「北」の国内事情があることも確かであろ

う。

（２）セクター・プログラムとドナー間協調

周知のとおり、セクター・プログラムとは、

それぞれの機関によって名称は異なるもの

の、要するに個々のプロジェクトに対して援

助するのではなく、より上位の保健、教育等

のセクター全体を対象として援助を行ってい

こうとするアプローチで、１９９０年代に入っ

てから本格的に検討され、実施ｌて移されてき

たものである（横関，１９９９）。

そのプロセスの第一は、当該セクターの開

発戦略を策定することである。理想的には、

この開発戦略は「南」の当事国がオーナー

シップを発揮して、自ら策定すべきものとさ

れる。当然ながら、それだけの能力を有して

いることが求められる。一方、援助する「北」

の国々は、個々ばらばらにこの開発戦略の実

施に援助するのではなく、いわばあたかも

一ケ国による援助のごとく協調して援助する

のが理想とされる。

ここでは、セクター・プログラムについて

ドナー間の合意がなかなか得られない１０

等々、これを推進する上での問題点ではな

く、やや原理的な問題について若干の点を指

摘しておきたい。

まず第一に、誰が当該セクターの開発戦

略を策定するのかが鍵である。むろん、上述

のとおり理想的には当＿事国である。しかし、

実際にはそのような能力を有する国はまれで

あり、いずれかの「北」の援助機閑や世界銀

行等の国際機閑が関与している場合が多いと

いわれる。自分で開発戦略が策定できるはど

の国は、さほど援助も必要としないのではな

いかとの逆説も成り立つかもしれない。そう

であるとすれば、先にパートナーシップの関

連で述べたとおり、関与した機関の開発ア

ジェンダが開発戦略に大いに反映してくる可

能性がある。つまり、個々のプロジェクトで

はなく、一国の－セクター全体の開発が「北」

の開発アジェンダに沿って進められる可能性

がある。

このことと関連して、このプログラムがセ

クター全体を対象とした援助であることか

ら、仮にこの援助が失敗した場合、セクター

全体に打撃を与えることになる。個々のプロ

ジェクトにおけるあれこれの失敗とは、規模

が違うであろう。さらに、これも前に述べた

ことであるが、セクター・プログラムにおけ

る、「南」と「北」の関係は、極言すれば「南」

の－ケ国対オール・ドナーとの関係であり、

「南」がよほど強固なオーナーシップと能力

を有していない限り、その対等性を維持する

ことは困難であろう。

要するに、セクター・プログラムは、構造

調整の場合のような直接的なｃｏｎｄｉｔｉｏｎａｌｉｔｙ

こそ提示されてはいないが、実際にはそれと

同じように、その意図に反して相変わらず

ｌＯ推進派が、世界銀行、ＥＵｉ北欧諸国、イギリス等で、慎重派がアメリカ、日本、ドイツ、フランスなど

（横閑、同上ｐ．１０４）。

－８－
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「北」主導の援助になる危険性があるのでは

ないか。

最後に、セクター・プログラムが提唱され

てきた背景には、削減されつつあるＯＤＡを

効率よく活用しなければならないという

「北」の事情があることはいうまでもないこ

とであろう。

４．「北」の問題としての開発

最後に、資源と環境の有限性がますます実

感される中で、今こそ「北」の問題として開

発を捉えなおすべきであるとの主張に耳を傾

けておきたい。

「地球の持つ容量からして、北が現在の消

費や支出のパターンを再考しない限り、

（「北」と「南」が：筆者補）平等でともに持

続可能であるということはありえない」

（Ｋｉｎｇ同上、ｐ．１９）。

「西欧社会が、再生不可能なエネルギーの

一人当たり消費量を（現在のまま：筆者補）

長期的に維持していくことは不可能であり、

まして地球上の他の地域の人々がこれを享受

できることなどありえない。したがって、取

り組まなければならないことは、人間の開発

と、エネルギーその他の再生不可能な資源の

消費を持続可能なレベルに下げることとが調

和した開発モデルを構想することである」

（Ｆｏｓｔｅｒ同上、ｐ．３８）。

ここで主張されていることは、これまでの

開発に関する議論の中でおそらく暗黙のうち

に前提とされてきた、無限の地球、無限の資

源、無限の環境という概念はもはや通用せ

ず、現在認識されつつある有限な地球という

前提に立てば、「北」が現在の生活水準を維

持する限り、「南」が「北」と同じレベルの

生活を享受するようになることは原理的に不

可能であるということである。すなわち、有

限な地球の“資源”を巡って「北」と「南」

とが競合関係にあるとの認識でもある。この

意味で、「北」が少なくとも現在の生活水準

を維持することを欲する限り、実は「南」が

いつまでも貧しいままでいることが「北」が

望んでいることである、との皮肉な見方も

「南」にはないわけではない。

しかし十方で、たとえば、現在その発効に

向けて準備が進められている気候変動に関す

るいわゆる京都議定書は、この発想による新

たな開発に向けての努力の好例であろう。要

するにこの条約は、有限な地球の二酸化炭素

等の許容量を各国にいわば割り当てるもので

あり、・そこには「北」へのこれまでの“配分”

を削減することが含まれている。すなわちあ

る意味で、「北」における経済活動、生活水

準の縮小を求めるものである。

もちろんこの地球有限論に対しては一方

で、科学技術の進歩がこれを解決してくれる

であろうとのオプティミズムが存在している

ことも確かであ．る。しかしいずれにしても、

有限な地球という観点からこれまでの開発援

助を見直したとき、少なくとも以下の三つの

点が指摘できよう。

まず第一に、開発援助は国や援助機関が政

治的、外交的、経済的あるいは倫理的な観点

から途上国に対して行うものでこともすれば

直接国民の生活とは関係のないことして意識

されてきたが、上記のように開発援助を捉え

なおすとすれば、開発援助とは自国民自らの

生活水準や生活スタイルの変更を含意するも

のであり、その意味で開発援助について改め

て国民の合意の形成が必要となろう。

第二に、開発援助が「北」側の生活・消費

スタイルの変更に関わるものであるとするな

らば、開発援助はまさに豊かな「北」が貧し

い「南」を“助ける’’という従来の構図では

なく、逆に「北」が「南」に学ぶという観点

が大きな意義を持ってくるであろう。この時

こそ、真に‘‘援助’’が‘協力”に代わる時で

あろう、。

さらに、上記の二つのことと関連して、従

来、途上国理解のためのあるいは途上国援助

のための教育と狭義に定義されてきたいわゆ
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国際開発援助について「北」は何を議論してきたのか一最近の国際開発援助に関する考え方の動向－

る開発教育も、自らの開発の有り様（有限な

地球を前揺とした生活のあり方）に関する教

育としてその重寧畔と親近性がいっそう増す
こととなろう。

これまで述べてきた「北」の問題としての

開発という発想は、いまだ一部の研究者が提

起しているに止まっているものであり、いわ

ゆる国際援助コミュニティにおいて定着して

いるわけではない。しかし、今後十分考えう

るの開発援助の方向として傾聴に催しよう。
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２．ドイツにおける対発展途上国教育協力

長島啓記

（常葉学園大学）

１．教育協力の理念と政策

（１）開発政策の４０年

ドイツで開発協力に関する独立した省として連邦経済協力省（Ｂｕｎｄｅｓｍｉｎｉｓｔｅｒｉｕｍ払ｒ

Ｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｌｉｃｈｅ Ｚｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔ）が設けられたのは、１９６１年１１月である。それまでは

途上国との協力は、連邦経済省、連邦財務省、連邦農業省など、さまざまな省庁により所

管されており、合わせて１５省庁２３１部局でおよそ千人が開発協力の業務に取り組んでいた。

初代連邦経済協力大臣はシエール（ＷａｌｔｅｒＳｃｈｅｅｌ）であったが、開発協力に関する独立し

た省の設置は、対外政策におけるこの部門の強調、この分野に関する連邦政府の権限の分

散を防ぐという、政策的意図のあらわれであった＜注１＞。

それ以来、４０年以上が経過した。その間に連邦政府の開発協力政策、時代の状況に合わ

せて変化してきており、以下のような変遷をたとった。

（Ｄ１９５０・６０年代

ドイツの開発政策は、１９５２年に国連の拡大技術援助計画（現在のＵＮＤＰ）へ参加するこ

とにより始まった。また１９５６年には、連邦議会が開発援助のための「５千万マルク基金」

を決議した。１９６０年代に開発政策の国際的意義が増大するが、１９６０年代末から７０年代半

ばにかけて連邦開発協力大臣を勤めたエプラー（ＥｒｈａｒｄＥｐｐｌｅｒ）は、「援助において、ド

イツの産業の利益よりも途上国の必要を優先させるかどうかが重要である」として、開発

協力を短期的な自国の利益にのみ結びつけてはならないことを強調した。経済成長の概念

は途上国における生活の質という概念によって補われ、経済的な側面と並んで、例えば健

康や政治的参加、教育機会の拡大といった人間的生活の広範な領域が把握されるようにな

った。

②１９７０年代

１９６０年代末から７０年代半ばにかけて連邦経済協力省の権限は拡大され、１９７２年には連

邦経済省が有していた二国間及び多国間資金協力に関する権限が連邦経済協力省に移管さ

れた。また、連邦開発援助部（Ｂｕｎｄｓｓｔｅ１１ｅ ｍｒＥｎｔｗｃｋｌｕｎｇｓｓｔｅｌｌｅ）と連邦保証清算部

（ＧｅｗａｈｒｌｅｉｓｔｕｎｇｓａｂｗｉｃｋｌｕｎｇｓｓｔｅｌｌｅｄｅｓＢｕｎｄｅｓ）が廃止され、その任務は新たに設立さ

れたドイツ技術協力公社（ＤｅｕｔｓｃｈｅＧｅｓｅｌｌｓｃｈａｆｔＲｉｒＴｂｃｈｎｉｓｃｈｅＺｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔ，ＧＴＺ）

に引き継がれた。

１９７０年代初めに、途上国における貧困の増大などにより、従来の開発協力政策の見直し

が迫られた。連邦政府は１９７１年、最初の開発政策コンセプトを公表し、ばらばらの個別プ

ロジェクトに代えて、世界経済的要因と地域的必要の両方を考慮したプログラムを定める

こととした。その際の重点は、失業の除去、健康・食糧援助であった。１９７０年代半ばのオ

イルショックの際には、開発政策を石油価格の上昇に見舞われた最貧国に集中するという
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施策が講じられた。また、ドイツ、ＯＰＥＣ諸国、途上国間のいわゆる三角協力

（Ｄｒｅｉｅｃｋｓｋｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ）が創案され、ＯＰＥＣ諸国の資金が開発協力に振り向けられた。

③１９８０年代

１９８０年代における開発協力の重要な目標は、平和の確保、大量の貧困の克服、人権の実

現であった。１９７９／８０年の第二次オイルショックは世界経済の景気後退を招き、先進諸国

の保護主義が強まった。さらに、途上国ではエイズの蔓延、麻薬取引の増加、環境破壊な

どの問題が大きくなった。そのような中、１９８６年３月、ヴァルンケ（Ｊ血ｇｅｎⅥｈｒｎｋｅ）連

邦経済協力大臣は新しい「連邦政府の開発政策指針」（Ｇｒｕｎｄｌｉｎｉｅｎ ｄｅｒ

Ｅｎｔｗｉｃｋｌ１１ｎｇＳＰＯｌｉｔｉｋｄｅｒＢｕｎｄｅｓｒｅｇｉｅｒｕｎｇ）を公表し、途上国に特定の開発目標があらか

じめ与えられることができるという考え方、資本の移転によってのみ開発が強いられると

いう考え方を放棄した。

④１９９０年代

東西対立の終焉により、開発政策にも新しい局面が生じた。１９９０年１０月のドイツ統一

により、旧東ドイツ地域の開発協力も連邦経済協力開発省の責任となった。

また、シュプランガー（Ｃａｒｌ－ＤｉｅｔｅｒＳｐｒａｎｇｅｒ）連邦経済協力開発大臣は「新政策基準」

を定め、パートナー国が人権及び民主主義原理を尊重しなければならないこと、特に貧し

い住民階層の社会的状態に配慮しなければならないことを要求した。

⑤現在

１９９８年１０月に就任したヴイーツオレクーツオイル（Ｈｅｉｄｅｍａｒｉｅ Ｗｉｅｃｚｏｒｅｋ－Ｚｅｕｌ）連邦

経済協力開発大臣は、国際的開発協力の強化、貧困の克服と並んで、グローバル化の進む

中で開発政策が平和政策として実施されることを重要視している。また、開発協力の効率

性・有効性を高めるために、二国間協力の対象国を１１８カ国から７０カ国に精選し、開発協

力の内容を重点化することとした。さらに、経済界とのパートナーシップの強化にも努め

ている。

＿＿＿＿（２）教育協力の展開

開発協力は、多様な動機により行われている。その動機は、開発協力の担い手により異

なっている。開発協力の動機あるいは目的には、大きく分けて、途上国に対する援助、そ

れも途上国における社会的公正の実現や先進国としての倫理的責任の履行という面と、開

発協力を行う先進国の利益という面とが含まれる。まず、ドイツの開発協力政策において、

倫理的責任と自己利益の擁護という２つの基本的要素が明示されていることを確認してお

きたい。例えば、連邦経済協力開発省の文書は、次のように述べている。

「開発政策における国家的行為、非国家的行為は、多数の異なる動機によって担われ

ている。このことがしばしば知られ、（国家的）開発協力への批判のきっかけとなる。特

に積極的に参加する市民は、例えば、対外政策的利益・対外経済的利益は開発協力にな

じむものではないという見解を主張する。

国家的開発協力は、途上国に対するドイツの全体政策のひとつの構成部分である。国

家的開発協力は、途上国と先進国の将来のチャンスを等しく確保するのに役立つ、グロ
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ーパルな構造的任務として理解される。こうした観点からすると、どの動機が優位を占

めるということはないことが明らかになる。むしろ、国家的行為の２つの基本的次元一

倫理的責任と自己利益の顧慮－が同等のものとして追求され、政策化されることが重要

である。」＜注２＞

倫理的責任と自己利益の擁護という２つの要素に基づき実施されているドイツの開発協

力政策の重点は、時代とともに変化してきた。現在の重点は、貧困の克服、環境保護・資

源保護、教育・訓練（ＢｉｌｄｕｎｇｕｎｄＡｕｓｂｉｌｄｕｎｇ）という３つの分野である。

連邦政府の開発協力政策において、教育・訓練は、途上国における個々人の能力の展開

と生活条件の自主的改善への可能性の提供、女性の地位の向上などに大きな役割を果たす

ものであり、途上国が自主的に持続して発展していくための中心的要素のひとつであると

とらえられている＜注３＞。

２．教育協力の実施体制・手法

開発協力の原則、方針などについては連邦経済協力開発省が定め、それを多様な機関が

実施するという手法をとっている。開発協力の分野は、技術協力（Ｔｂｃｈｎｉｓｃｈｅ

Ｚｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉも　ＴＺ）、資金協力（Ｆｉｎａｎｚｉｅｌｌｅ Ｚ１１Ｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉも　ＦＺ）、人的協力

（ＰｅｒｓｏｎｅｌｌｅＺｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉもＰＺ）という３つに分けられる。それを図示すれば、図のよ

うであるが、それぞれの分野で教育協力が行われている。

連邦経済協力開発省は、二国間の資金協力及び技術協力について指針（Ｌｅｉｔｌｉｎｉｅｎｆｕｒｄｉｅ

ｂｉｌａｔｅｒａｌｅＦｉｎａｎｚｉｅ１１ｅｕｎｄＴｂｃｈｎｉｓｃｈｅＺｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔｍｉｔＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇｓｌａｎｄｅｒｎ）を定

めている。資金協力の主たる実施機関は復興金融公庫（ＫｆＷ）であり、技術協力の主た

る実施機関はドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）である。

また、連邦経済協力開発省は、教育協力の３つの分野、すなわち基礎教育、職業教育、

高等教育について、それぞれ次のようなセクター・コンセプト（ＳｅｋｔｏｒｋｏｎｚｅｐもＳｅｃｔｏｒ

Ｃｏｎｃｅｐｔ）を作成している。

・セクター・コンセプト「途上国における基礎教育の促進」（Ｆ６ｒｄｅｒｕｎｇ ｄｅｒ Ｇｒｕｎｄ・

ｂｉｌｄｕｎｇｉｎＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｓｌａｎｄｅｒｎ）

・セクター・コンセプト「職業教育」（ＢｅｒｕｎｉｃｈｅＢｉｌｄ１１ｎｇ）

・セクター・コンセプト「高等教育制度における開発協力」（ＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇＳ－

ｚｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔｉｍＨｏｃｈｓｃｈｕｌｗｅｓｅｎ）

これらのセクター・コンセプトは、開発協力の枠組み・原則を示しており、それぞれの

分野における開発協力を実施する際の指針となるものである。

例えば、セクター・コンセプト「途上国における基礎教育の促進」は、次のような構成

となっている。
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図：ドイツの開発協力体制
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セクター・コンセプト「途上国における基礎教育の促進」

１．コンセプトの機能と対象

２．途上国における基礎教育の意義について

３．途上国における基礎教育の状況について

４．基礎教育の促進のための経済的・政治的枠組条件

５．基礎教育の領域における開発協力

６．基礎教育の促進のための原則

付録１：基礎教育領域における事業を判断する際に必要な情報

付録２：実施機関の貢献プロフィール

３．教育協力の機関

連邦経済協力開発省、教育協力の中の技術協力分野において主要な役割を果たしている

ドイツ技術協力公社、資金協力分野において主要な役割を果たしている復興金融公庫など

の実施機関の概要は、以下の通りである。

＿＿＿（１）連邦経済協力開発省（ＢＭＺ）＿

連邦経済協力開発省（Ｂｕｎｄｅｓｍｉｎｉｓｔｅｒｉｕｍｆｕｒ ｗｉｒｔｓｃｈａｆｄｉｃｈｅ Ｚｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔｕｎｄ

Ｅｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇ）は、連邦政府の開発政策の立案と実施に権限を有しており、開発政策のグロ

ーバルな枠組条件の形成、二国間・多国間の開発協力の促進及びパートナー国の開発プロ

グラム・プロジェクトの支援、非政府組織の開発協力の促進、資金使用のコントロールな

どを任務としている。

連邦経済協力開発省の職員はおよそ５７０人で、このうち９０％が同省の所在するボンで活

動しており、１０％は首都ベルリンに置かれた支所で活動している。組織は２０００年に再編さ

れ、４局（Ａｂｔｅｉｌｕｎｇ）から構成されている。第１局は、人事、管理、会計等の部門で、１１

の課（Ｒｅｆｅｒａｔ）から成る。第２局は各国・地域との開発政策を所管しており、アジア・中

東欧、サハラ南部アフリカ、北アフリカ・中東・ラテンアメリカ・カリブの３部に分かれ、

全部で１５課から構成されている。第３局は二国間協力の手段について所管しており、資金

協力調整、技術協力調整など８課から成る。第４局は多国間協力、ＥＵの開発政策など所

管しており、１４課から構成されている。ベルリン支所は６部門から成り、議会や内閣、プ

レス等に関係する仕事を行っている。

（２）ドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）＿＿＿

ドイツ技術協力公社（ＤｅｕｔｓｃｈｅＧｅｓｓｅｌｌｓｃｈａｆｔｆｕｒＴｂｃｌｍｉｓｃｈｅＺｕｓａｍｅｎｎａｒｂｅｉｔ（ＧＴＺ）

ＧｍｂＨ）は１９７５年に設置された。ここでは公社としたが、設置形態はＧｍｂＨである。

これはＧｅｓｅｌｌｓｃｈａｆｔｍｉｔｂｅｓｃｒａｎｋｔｅｒＨａｆｔｕｎｇの略であり、一般には有限会社と訳されて

いる。ドイツ技術協力公社のプロフィールには、「国際協力のために世界的に活動する連

邦企業」（ｅｉｎｗｅｌｔｗｅｉｔｔａｔｉｇｅｓＢｕｎｄｅｓｕｎｔｅｒｎｅｈｍｅｎ）「私経済上の企業」（ｐｒｉｖａか

Ｗｉｒｔｓｃｈａ氏１ｉｃｈｅｓ Ｕｎｔｅｒｎｅｈｍｅｎ）という表現がみられる。この企業（Ｕｎｔｅｒｎｅｈｍｅｎ）
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という語については、ドイツには「営利を目的としない公共企業（６鮎ｎｔｌｉｃ血ｅｓ

Ｕｎｔｅｒｎｅｈｍｅｎ）」も存在するとされ、例えば、西ドイツ時代のドイツ連邦鉄道、ドイツ連

邦郵便がそうであったとされる＜注４＞。ドイツ技術協力公社は公共企業ではないが、そ

の任務を公益的に（ｇｅｍｅｉｎｎ１１ｔｚｉｇ）遂行するとされ、「利益は再び、もっぱら自己の開発

協力のプロジェクトのために使用される」＜注５＞。

ドイツ技術協力公社は、途上国等の政治的・経済的・エコロジー的・社会的開発を積極

的に行い、それらの国の人間の生活条件・展望を改善することを目的として活動し、複雑

な開発・改革のプロセスを支援し、世界の持続的な発展に貢献しようとする。

ドイツ技術協力公社の事業の主要な委託者は連邦経済協力開発省である。その他の連邦

省庁、外国政府、国際機関（欧州委員会、国連、世界銀行など）、一般企業からの委託によ

る事業も行っている。

アフリカ、アジア、ラテンアメリカなど世界１３０か国で１万人以上が協会の事業に従事

しているが。そのうちおよそ８，５００人は現地の人間である。協会は６３か国に地域事務所を

設けている。なお、フランクフルト近郊エシュボーンの本部では、およそ１，０００人の職員

が活動している。

（３）復興金融公庫（ＫｆＷ）

復興金融公庫（ＫｒｅｄｉｔａｎＳｔａｌｔｆｕｒＷｉｅｄｅｒａｕｎ）ａｕ）は、第二次世界大戦後、ドイツ連邦共

和国が成立する以前の１９４８年に、ドイツの経済復興プロジェクトのために中・長期の金融

を供給する公的機関として設立された。１９６０年代以降、途上国向け借款の供与など、開発

銀行としての活動を展開している＜注６＞。同公庫の資本は、連邦政府■が８０％、各州が２０％

所有している。

現在の復興金融公庫の主要な業務は、中小企業への金融、投資財輸出の資金支援、開発

協力、連邦政府への助言などである。開発協力においては、資金協力の中心的役割を果た

している。

復興金融公庫の職員はおよそ２，２００人である。フランクフルトに所在するが、職員のう

ち４００人はベルリン支所で活動している。

（４）その他の政府系機関

ここでは政府系機関としたが、連邦経済協力開発省からの委託や資金による活動の多い

機関として、国際移動開発センター（Ｃｅｎｔｒｕｍ ｆｉｉｒｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅ Ｍｉｇｒａｔｉｏｎ ｕｎｄ

Ｅｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇ，ＣＩＭ）、ドイツ投資開発協会（ＤｅｕｔｓｃｈｅＩｎｖｅｓｔｉｏｎｓ・ｕｎｄ ＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇＳ・

ｇｅｓｅｌｌｓｃｈａｆｔ，ＤＥＧ）、カール・デュイスベルク協会（Ｃａｒｌ・Ｄｌｌｉｓｂｅｒｇ・Ｇｅｓｅｌｌｓｃｈａｆｔ，ＣＤＧ）、

ドイツ学術交流会（ＤｅｕｔｓｃｈｅｒＡｋａｄｅｍｉｓｃｈｅｒＡｕｓｔａｕｓｃｈ・Ｄｉｅｎｓｔ，ＤＡＡＤ）、ドイツ開発奉

仕（ＤｅｕｔｓｃｈｅｒＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇｓｄｉｅｎｓもＤＥＤ）、ドイツ国際開発財団（ＤｅｕｔｓｃｈｅＳｔｉｆｔｕｎｇｆｕｒ

ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅ Ｅｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇ，ＤＳＥ）、中央雇用仲介部（Ｚｅｎｔｒａｌｓｔｅ１１ｅ ｆｕｒ

Ａｒｂｅｉｔｓｖｅｒｍｉｔｔｌｕｎｇ，ＺＡＶ）などがある。
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（５）教会系機関

人道的な立場から、あるいは伝道という観点から開発協力に従事している教会系の機関

として、ＤｉａｋｏｎｉｓｃｈｅｓＷｂｒｋ侶ｒｏｔｆａｒｄｉｅＷｅｌｔ（Ｂ揖Ｗ）、ＥｖａｎｇｅｌｉｓｃｈｅＺｅｎｔｒａｌｓｔｅｌｌｅｆｉｉｒ

ＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇＳｈｉｌｆｅ（ＥＺＥ）、Ｄｉｅｎｓｔｅ　ｉｎ　Ｕｂｅｒｓｅｅ、Ｍｉｓｅｒｅｏｒ／Ｚｅｎｔｒａｌｓｔｅｌｌｅ ｆｉｉｒ

ＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇＳｈｉｌｌｂ、Ｄｅｕｔｓｃｈｅｒ Ｃａｒｉｔａｓｖｅｒｂａｎｄ（ＤＣＶ）、Ａｒｂｅｉｔｓｇｅｍｅｉｎｓｃｈａｆｔｆｕｒ

ＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇＳｈｉｌｌｂ（ＡＧＥＨ）などがある。

（６）政党系の財団

任務の一部として開発協力も行っている政党系の財団として、フリードリヒ・エーベル

ト財団（Ｆｒｉｅｄｒｉｃｈ－Ｅｂｅｒｔ・Ｓｔｉｆｈｎｇ）、コンラート・アデナウアー財団（Ｋｏｎｒａｄ－Ａｄｅｎａｕｅｒ－

Ｓｔｉｆｔｕｎｇ）、フリードリヒ・ナウマン財団（Ｆｒｉｅｄｒｉｃｈ－Ｎａｕｍａｎｎ・Ｓｔｉｆｔｕｎｇ）、ハンス・ザイ

デル財団（Ｈａｎｎｓ－Ｓｅｉｄｅｌ－Ｓｔｉｆｔｕｎｇ）、ハインリヒ・ベル財団（Ｈｅｉｎｒｉｃｈ－Ｂ６１ｌ・Ｓｔｉｆｔｕｎｇ）な

どがある。

（７）民間機開

閉発協力に従事している民間機関（ｐｒｉｖａｔｅＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎ）として、Ｄｅｕｔｓｃｈｅｓ

Ａｕｓｓａｔｚｉｇｅｎ・Ｈｉ脆ｗｅｒｋ（ＤＡＨＷ）、ドイツ赤十字（ＤｅｕｔｓｃｈｅｓＲｏｔｅｓＫｒｅｕｚ，ＤＲＫ）、ドイ

ツ市民大学連盟（Ｄｅ１１ｔＳＣｈｅｒＶｂｌｋｓｈｏｃｈ紀ｈｕｌ・Ｖｂｒｂａｎｄ，ＤＶＶ）、Ｄｅｕｔｓｃｈｅ Ｗｂｌｔｈｕｎｇｅｒｈｉｌｆｅ

（Ｄ．Ｗ）、ＫｏＩｐｉｎｇｗｅｒｋ、ｍｅｄｉｃｏｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ（ｍ．ｉ．）、Ｇｅｓｅｕｓｃｈａｆｔ ｆｕｒ ｓｏｌｉｄａｒｉｓｃｈｅ

ＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇＳＺｕＳａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔ（ＧＳＥ）、ｔｅｒｒｅｄｅｓｈｏｍｍｅｓ、ＤｅｕｔｓｃｈｅｒＧｅｎｏｓｓｅｎｓｃｈａｆｔｓ・

ｕｎｄＲａｉ鮎ｉｓｅｎｖｅｒｂａｎｄ（ＤＧＲＶ）、ＳｐａｒｋａｓｓｅｎｓｔｉｆｔｕｎｇｆｕｒｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅＫｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ、

ＩＮＫＯＴＡ・Ｎｅｔｚｗｅｒｋなどがある。

財源別にみると、技術協力で大きな役割を果たしているドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）、資

金協力の中心機関である復興金融公庫（Ｋ爪Ⅴ）などでは連邦経済協力開発省等からの資金

が大きな割合を占め、教会系の機関は寄付金、教会税、連邦経済協力開発省等からの資金

により、政党系の財団は連邦経済協力開発省等からの資金により、ドイツ赤十字などの民

間機関は寄付金や連邦経済協力開発省等からの資金により、開発協力活動を行っている。

４．教育協力の実績

連邦経済協力開発省は、二国間援助として、１９９０～１９９８年に開発途上国の教育セクター

に計７０億６，１００万マルク支出した。１９９９年の支出額は５億１，３００万マルクである。協力

の中心は、教育施設の建設、ドイツでの開発途上国からの人材の養成などである＜注７＞。

１９９０年の「万人のための教育」以降、ドイツにおいても基礎教育は教育協力の重要な分

野とされている。基礎教育分野における連邦経済協力開発省の支出は、１９９０年代初めの比

較的低い水準から始まって、１９９－５／９６年までに倍増し、その後再び減少している。平均する

と教育協力全体のおよそ２８パーセント、連邦経済協力開発省の開発協力のおよそ４パーセ
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ントが基礎教育の分野にあてられている。１９９０年から１９９８年までに年平均で２億２，６００

万マルクが基礎教育に支出されている。

地域的な重点はサブサハラ・アフリカに置かれており、東南アジア、オセアニア、ラテ

ンアメリカが続く。重要なプロジェクトは、母語教育、自然科学の授業の改善、実践的教

科の改善、教材開発、教員養成・研修である。

教育協力のもうひとつの重要な分野は依然として職業教育であり、１９９８年に２億６，２００

万マルクが支出された。職業教育の分野における協力は、職業教育政策・計画、訓練施設

における職業教育実践の改善、さまざまなレベルの専門家の養成に集中している。

学術研究分野では、開発途上国の大学への支援として、７，８００万マルク（１９９８年）支出

されている。

以下、基礎教育、職業教育、高等教育の３つの分野について、協力の原則や内容につい

て概観する。

（１）基礎教育

連邦経済協力開発省のセクター・コンセプト「途上国における基礎教育の促進」によれ

ば、基礎教育分野の開発協力の原則は、学校での基礎教育と学校外での基礎教育を、また

国・地方・私的担い手による基礎教育を、原則として同等に扱うこと、促進の目標は学校・

学校外基礎教育の量的拡大であり、既存の構造・プログラムの質的改善であることなどで

ある。基礎教育は、公的な課題であるが、国の機関だけでは基礎教育の需要に応えること

はできない。したがって、公的な担い手と私的な担い手との、地域と宗教団体との、教員

団体と家庭との、新しい協力の形態を開発することが重要である。また、財政的・物的・

人的資源の動員、教育提供の計画・実施への教員・家庭・地域の関与も重要である。

基礎教育分野の協力を行っている機関として、ドイツ技術協力公社（ｄＴＺ）、国際移動開

発センター（ＣＩＭ）、ドイツ国際開発財団（ＤＳＥ）、ドイツ開発奉仕（ＤＥＩ））、復興金融公庫

（ＫｒⅣ）、ドイツ市民大学連盟（ＤＶＶ）、教会系の機関、政党系の財団が挙げられる。それ

ぞれの協力内容を概観すれば、以下のようである。

・ドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）：技術協力の枠内で、初等教育における母語の入門教育

についてのプロジェクトに経験が豊富（特にラテンアメリカで）。教材開発及び教員研

修による実践的教科・自然科学教科の促進。基礎教育の地域開発プロジェクトへの統

合。

・ドイツ国際開発財団（ＤＳＥ）：初等教育学校制度及び学校外の基礎教育プログラムの

改善をめざす対話集会・研修。カリキュラム開発・教材開発・教員研修等による授業

の質の向上。機能的識字プログラムの支援。

・ドイツ開発奉仕（ＤＥＤ）：教員養成・研修のための教員派遣（特にアフリカ）。

・国際移動開発センタ∵（ＣＩＭ）：教員・教員養成者への給与補助。

・ドイツ市民大学連盟（ＤＶＶ）：成人教育施設・そのプログラムの支援

・教会系機関：建築の資金協力、物品、寄付による途上国のパートナーの支援。特に

不利を負っているグループの支援。
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また、資金協力の枠内で、これまで若干のプロジェクトが復興金融公庫（ＫｎⅣ）によっ

て行われてきた。それぞれの機関がどの分野で活動しているか、整理すると表１のように

なる。

表１：基礎教育分野での協力実施機関の責献プロフィール

活動分野 促　 進　 領　 域

学校での基礎教育 学校外での基礎教育

セクター構造調整 ＫｆＷ ＧＴＺ

プロジェク ト非関連 ・関連研究 ＧＴＺ，ＣＩＭ，ＫｆＷ ＤＳＥ ＣＩＭ，ＤＶＶ

教育計画 ＧＴＺ，ＣＩＭ，ＤＳＥ，ＤＥＤ ＣＩＭ

教育制度のマネージメン ト ＣＩＭ，ＤＥＤ，ＥＺＥ ＣＩＭ，ＤＳＥ，ＥＺＥ，ＤＶＶ

カリキュラム開発 ＧＴＺ，ＣＩＭ，ＤＳＥ，ＫＺＥ， ＧＴＺ，ＣＩＭ，ＤＳＥ，ＫＺＥ，

ＥＺＥ ＥＺＥ，ＤＶＶ

教材開発 ＧＴＺ，ＣＩＭ，◆ＤＳＥ，ＤＥＤ， ＧＴＺ，ＣＩＭ，ＤＳＥ，ＫＺＥ，

ＫＺＥ，ＥＺＥ ＥＺＥ，ＤＶＶ

教材の作成 ・配布 ＧＴＺ，ＫＺＥ，ＥＺＥ，Ｋ爪Ⅴ ＧＴＺ，ＫＺＥ，Ｅ■ｚＥ，ＤＶＶ

教員 ・インス トラカターの養成 ＧＴＺ，・ＣＩＭ，ＫＺＥ，ＥＺＥ ＣＩＭ，ＤＳＥ，ＫＺＥ，ＥＺＥ，

ＤＶＶ

教員 ・インス トラクターの研鹿 ＧＴＺ，ＣＩＭ，ＤＳＥ，ＤＥＤ， ＧＴＺ，ＣＩＭ，Ｋ叩 ＤＳＥ，

ＫＺＥ，ＥＺＥ ＤＥＤ，ＫＺＥ，ＤＶｐ

教育行政職員の研修 ＧＴ乙 ＣＩＭ，ＫＺＥ ＣＩＭ，ＤＳＥ，ＫＺＥ，ＤＶＶ

試験制度 ＧＴＺ，ＤＳＥ ＧＴＺ

納入と装備 ＧＴＺ，ＫｆＷ ＫＺＥ，ＥＺＥ ＧＴＺ，ＫＺＥ，ＥＺＥ，ＤＶＶ

Ｋ爪Ⅴ

建築 ＧＴＺ，ＫｆＷ ＫＺＥ，ＥＺＥ ＫＺＥ，ＤＶＶＫｎＶ

非政府機関等の支援 ＣＩＭ，ｋｚＥ，ＥＺＥ，Ｋ代Ⅴ ＣＩＭ，ＤＳＥ，ＫＺＥ，ＥＺＥ，

ＤＶＶ Ｘ爪Ⅴ

モニタリングと評価 ＧＴＺ，ＤＳＥ，ＫＺＥ ＧＴＺ，．ＤＳＥ，ＫＺＥ，ＥＺＥ

ＤＶＶ

資料：ＢＭＺ，Ｆ６ｒｄｅｒｕｎｇｄｅｒＧｒｌｌｎｄｂｉｌｄ１１ｎｇｉｎＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｓｌａｎｄｅｒｎ，Ｓｅｋｔｏｒｋｏｎｚｅｐも１９９９

セクター・コンセプト「途上国における基礎教育の促進」によれば、基礎教育がまだ十

分でないすべての途上国と、開発政策に関する政府間交渉とコンサルテーションにおいて、

継続的に、いかにして途上国が自己努力を高めることができるか、いかにして基礎教育が

ドイツとの二国間開発協力に入れられるか、話し合われるべきである。その際、ドイツ側

は、例えば、軍事や一般行政への過度の支出教育予算のための削減、教育予算の再編、就

学率を高めるための前提、社会的公正を目指す教育改革、不利を負ってきたグループ・住

民グループの学習要求の考慮などを目指す。
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」之⊥＿職業教室

職業教育の分野における開発協力は、これまでドイツの教育協力において大きな比重を

占めてきた０１９５０年から１９９７年までに、総額７６億８，６００万マルクが職業教育の分野にお

ける開発協力に支出されており、その内訳を地域別にみると、表２のようになる。

表２：職業教育の分野における開発協力の地域別支出（１９５０－１９９７年）

ヨ】ロツバ　　　　　　　　１７８（百万マルク）２．３（％）

サハラ北部アフリカ　　　　　　４９５

サハラ南部アフリカ　　　　２，２６３

中米・カリブ　　　　　　　　　４２０

南米　　　　　　　　　　　　　６３０

中近東　　　　　　　　　　　　３５６

南アジア　　　　　　　　　　　８４８

東アジア　　　　　　　１，２６９

オセオアニア　　　　　　　　　　４９

地域を越えて／世界　　　１，１７８

６．５

２９．５

５．５

８．２

４．６

１１．０

１６．５

０．６

１５．３

計 ７，６８６　　　　　１００．０

連邦経済協力開発省によれば、途上国における職業教育の促進のためのドイツの貢献は、

－もはや単に職業教育の「デュアル・システム」の輸出ということにあるのではない。シス

テムが適切に移行できる可能性は、個々に検証されなければならない。途上国において初

めから優遇される「ドイツ的方法」というのはない＜注８＞。

職業教育の分野における協力について、資金協力、技術協力、途上国の専門家の訓練・

研修などに分類して、概観する。

①資金協力

職業教育の分野における資金協力は、主として、復興金融公庫（Ｋ爪Ⅴ）により行われて

おり、仕事場の設備への財政措置及び訓練・研修の場の建設・設備に東申している。それ

は、しばしば教育システムの改革とも結びついている０具体的事業として、タイにおける

タイードイツ研究所（Ｔｈａｉ－ＧｅｒｍａｎＩｎｓｔｉｔｕｔｅ，ＴＧＩ）、ウガンダにおける職業教育

（ＢｅｒｕｎｉｃｈｅＢｉｌｄｕｎｇ）があり、いずれも復興金融公庫（ＫｆＷ）により行われている。
②技術協力

職業教育の分野における技術協力は、主として、ドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）により行

われている０技術協力の枠内で、専門家の準備、プロジェクトやプログラムにおける物品

の供給、施設設備の設置、調査研究、パートナー国の専門家の訓練・研修、多様な方法に

よるノウハウの移転、などが行われている。
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また、ドイツ技術協力公社は、従来の、教育訓練あるいは教育訓練助言への個別プロジ

ェクトへの集中から脱して、▽システム開発（現地に固有の開発プロセスの必要に職業教

育・訓練を適合させる際に、教育省、雇用省、その他の関係省庁の支援を目指す。法令の

開発に際しての支援、経済界の代表や団体との協調などを含む）、▽職業教育政策のプログ

ラムへの移転や資源の管理に責任を有する部門などのパートナー組織の制度的キャパシテ

ィの拡大（カリキュラム・教材の開発、雇用スタンダードに関連する教育基準の開発、資

格を有する教員・インストラクターの養成など）、▽職業教育システムの計画と拡充、▽多

様なセクター間で連携した開発戦略、▽女性や障害者など不利を負っているグループの促

進など、広範な手段を開発した＜注９＞。

具体的事業として、ドイツ技術協力公社による、インドネシアにおける職業教育の促進、

インドにおける教育機関のためのメディア開発、ジンバブエにおけるインフォーマルセク

ター支援のためのネットワーク（ＩＳＴＡＲＮ）などがある。

③途上国の専門家の訓練・研修

職業教育の分野における途上国の専門家の訓練・研修は、主として、カール・デュイス

ベルク協会（ＣＤＧ）、ドイツ国際開発財団（ＤＳＥ）、ドイツ学術交流会（ＤＡＡＤ）により行

われている。具体的事業として、生態学的生産デザイン（カール・デュイスベルク協会）、

将来のインフラストラクチャ開発（カール・デュイスベルク協会）、教育・継続教育による

経営人員開発（ＤＳＥ／ＺＧＢ）＜注１０＞、コスタリカにおける適切なマイスター養成（ＤＳＥ

／ＺＧＢ）などがある。

④人的協力

職業教育の分野における人的協力は、主として、ドイツ開発奉仕（ＤＥＤ）、国際移動開

発センター（ＣＩＭ）により行われている。具体的事業として、パプア・ニューギニアにお

ける雇用志向の職業訓練（ＤＥＤ）、インドにおけるＴＶＳ教育ソサエティ（ＣＩＭ）などがあ

る。

⑤非政府機関との協力

職業教育分野での開発協力は、教会系の機関や政党系の財団と協力するかたちにおいて

も行われている。

（３）高等教育

連邦政府は、１９５０年から１９９７年までに、高等教育分野の開発協力に合計およそ２２億マ

ルクを連邦経済協力開発省予算から支出した＜注１１＞。ここでいう高等教育とは、大学だ

けでなく、修業年限が少なくとも３年で大学と同等の入学条件を有する機関を含めている。

高等教育分野における開発協力は、効率（Ｅ瓜ｚｉｅｎｚ）、実践との関連（Ｐｒａｘｉｓｒｅｌｅｖａｎｚ）、

入学（Ｚｕｇａｎｇ）という原則にしたがい、行われてきた＜注１２＞。

・効率：多くの途上国の高等教育は過去に大きく拡大されたが、質とマネージメント

の向上はそれに伴わなかった。今や、既存のキャパシティの質的改善に努めるべき

である。量的な拡大よりも質的な効率の改善が優先される。

・実践との関連：高等教育の質の改善は、開発協力を、開発に関連する学部（自然科
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学、農学、環境保護、工学、経済学、社会科学）へ集中させるということである。

また、教育面では、学生の職業活動への準備につながる内容とする。社会へのサー

ビス・助言面では、成果の経済への活用などが強化される。

・入学：大学への入学は、すべての住民階層の才能を有する者のために、特に女性の

ために、改善されるべきである。

高等教育の分野における開発協力の目標は、教育、文化的・学術的生酒のセンターとし

ての大学に、＼国の発展のために重要な貢献をする能力を与えることである。既存のキャパ

シティの質の向上・効率的利用ということが、キャパシティの拡大よりも優先される。

高等教育の分野における協力について、技術協力、資金協力、人的協力などに分類して、

概観する。

①技術協力

１９８０年代まで、連邦政府の委託によりドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）によって実施された

技術協力の枠内で、とくに大学・学部・課程の拡充が促進された。その間、途上国の多く

の大学は比較的高い水準に達した。大学セクターにおいて、今や、労働市場の需要の質的・

量的な変化を考慮した、教育・研究・助言のキャパシティの構築が重要である。その前提

として、高等教育システム、学術システムが地域に必要とされる知識を算出すること、専

門家を養成することが求められる。

このような目標を達成するため、▽制度の開発、▽教育・研究システムの開発、▽機関

の達成能力の改善（特一に大学院段階）、▽途上国の大学とドイツの大学との共同の大学院段

階のプログラムの開発と実施のための協力、という４つの主要活動領域が開発されている。

具体的事業として、タンザニアのＤａｒｅｓＳａｌａａｍ大学の工学部、南部アフリカ開発共同

体（ＳＡＤＣ）における農業分野の大学院段階教育などがある。

②資金協力

資金協力の重点は、大学施設の建設、修繕、拡充のための投資、実験室や図書館などの

施設設備に置かれている。また、改革実施のためのセクタープログラムへの財政措置、構

造適合などが行われている。具体的事業として、エルサルバドルのＣＩＴＴ職業訓練・助言セ

ンターがある。

③人的協力

高等教育分野における人的協力は、専門家の教育・現職教育が、カール・デュイスベル

ク協会（ＣＤＧ）、ドイツ国際開発財団（ＤＳＥ）、ドイツ学術交流会（ＤＡＡＤ）などにより行

われている。

④学術協力（Ｗｉｓｓｅｎｓｃｈａｆｔｓｋｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ）

さらに近年の協力の新しい重点として、途上国における学術システムの強化のための学

術交流の促進が挙げられる。これに関する連邦経済協力開発省の予算は、１９９５年の２，７００

万マルクから１９９８年の４，０００万マルクへ増加している。また、この協力においては、ドイ

ツ学術交流会（ＤＡＡＤ）やフンボルト財団（Ａｌｅｘａｎｄｅｒ－ＶＯｎ－Ｈｕｍｂｏｌｄｔ・Ｓｔｉｆｔｕｎｇ）による奨

学金が大きな役割を果たしている。

具体的には、ドイツの大学に開発関連の上構学修課程（Ａｕｎ）ａ１１Ｓｔｕｄｉｅｎｇａｎｇ）を設ける
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プログラムがあり、１９８７年以降、２９の課程が設けられ、およそ６５０人分の奨学金が支給

されている。そのほか、途上国の大学とのパートナーシャフトを促進する新しいプログラ

ム、インド、インドネシア、ブラジルなど特定の国との学術的交流などがある。

おわりに

ドイツにおける対発展途上国教育協力について検討するため、まず、ドイツの開発協力

政策、開発協力体制、開発協力実施機関について概観した。次に、教育協力の機関として

連邦経済協力省（ＢＭＺ）、ドイツ技術協力協会（ＧＴＺ）、復興金融公庫（Ｋ封Ⅳ）などの組織

構成等明らかにした後、教育協力の原則や具体的内容について、基礎教育、職業教育、高

等教育の３分野について概観した。原資料に引きずられ、その内容の不十分な紹介という

レベルにとどまっている。最後に、ドイツの教育援助の課題について述べるべきところで

あるが、ドイツの開発協力、教育協力について概観しての特徴と思われる点など記し、ま

とめに代えたい。

第一に、開発協力の理念についてである。開発協力において「倫理的責任」と「自己利

益」という二つの側面が挙げられ、人道的・倫理的な面だけでなく、自己利益という面を

明確にしていること、開発協力を途上国に対する全体的政策の一部としているということ

が確認できた。

第二に、開発協力、教育協力の実施体制についてである。連邦経済協力開発省を中心に

多様な機関により実施されているが、重要な役割を果たしているのは、ドイツ技術協力公

社（ＧＴＺ）、復興金融公庫（ＫｎⅣ）である。そのほか、連邦経済協力省等の委託を受け活動

している機関として、カール・デュイスベルク協会（ＣＤＧ）など多数ある。また、教会系

の機関や民間機関なども見落とすことはできない。今回それぞれの機関の組織や活動につ

いて十分な分析のできなかったことが残念である。

第三に、開発協力、教育協力に関する基本的文書・資料についてである。ドイツの開発

協力、教育協力についてみるとき、連邦政府、連邦経済協力省により示される開発政策に

関する方針・指針を歴史的に押さえておくことが必要であろう。今回、それについては十

分行えなかった。しかし、現在の開発協力、教育協力に関する基本的資料として、連邦経

済協力省による「途上国との二国間資金協力及び技術協力に関する指針」、教育協力に関す

る３つのセクター・コンセプト「途上国における基礎教育の促進」「職業教育」「高等教育

制度における開発協力」について、十分とは言えないが、検討することができた。

以上、言い訳ばかりになってしまい、心苦しい限りである。２００１年２月、２０ｑ２年１月の

二回の現地調査で得た情報・資料のうち未消化のものを生かし、また新たな情報・資料の

収集に努め、研究を続けていきたいと考えている。
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＜注＞

１・ＢｕｎｄｅｓｍｉｎｉｓｔｅｒｉｕｍｆｕｒｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｌｉｃｈｅＺ１１ＳａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔｌｌｎｄＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇ（ＢＭＺ），

４０ＪａｈｒｅＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇｓｐｏｌｉｔｉｋ
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３．ドイツの教育援助政策は変わるか？

⊥一連邦経済協力開発者（ＢＭＺ）『特報』から見えるもの－

松　原　岳　行

（広島大学教育開発国際協力研究センター）

１．はじめに

貧困撲滅や環境保護，医療問題など，開発

援助政策において重要な領域はさまざまある

が，これらを包括する意味においても「教育」

の重要性は疑いを容れないだろう。世界各国

が基礎教育領域の開発政策に力を注ぐなかで

「教育学」の伝統国であるドイツの動向はど

うなのであろうか。教育領域に限らず，そも

そも開発援助政策の閉鎖性がしばしば指摘さ

れる（１）ドイツ連邦共和国－その開発援助政策

の今後を占う上で興味深い小冊子が２０００年６

月に公刊されたので，まずそのスケッチから

始めたい。

ドイツの開発援助政策において指導的な立

場にある連邦経済協力開発省（Ｂｕｎｄｅｓ＿

ｍｉｎｉｓｔｅｒｉｕｍｆｔｌｒｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｌｉｃｈｅＺｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔ

ｕｎｄＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇ：ＢＭＺ）が発行したこの小

冊子の表紙には，黒人・白人・有色人種それ

ぞれ１人ずつ３人の女性の姿があり「Ｗｅｒ

ｂｒａｕｃｈｔＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇｓｐｏｌｉｔｉｋ？（開発政策を必

要としているのは誰？）」という言葉が掲げ

られている。ページを捲ってみると，１２の「見

由し」があり，それぞれに４項目の関連事項

や統計データが工夫の凝らされたＱ＆Ａ形

式で紹介されていることがわかる。簡潔明瞭

な言葉遣い，カラフルな図版や写真の多さか

ら判断しても，おそらく小学校高学年レベル

であれば十分理解できるほどのわかりやすさ

で（２）この小冊子は構成されていると言える。

そして，この小冊子の裏表紙には表紙と同じ

女性たちがやや微笑んだ表情を浮かべており，

そこには「Ｗｉｒａｌｌｅ！（私たちみんな！）」と

いう文字が印刷されている。つまりこの小冊

一２６－

子は，開発政策を必要としているのは地球上

の全人種であるということを，換言すれば，

開発政策にはもはや援助国も被援助国もなく

複数の協力国があるだけだということを象徴

的に伝えているのである。

ＢＭＺが発行する年報その他の報告書や小

冊子には最近“ｏｎｅｗｏｒｌｄ”という文字を組

み入れたロゴマークが付されていることなど

も考慮に入れると（３），どうやらドイツの開発

援助政策は「援助国ドイツが‥・被援助国

に‥・」という従来型の理念からの脱皮を

試みているようにも思えてくる。むろんドイ

ツの開発援助政策が，多くのＮＧＯや援助先

進固からの期待に添うほどのレベルに到達す

るのがいつになるか，またそもそもそのよう

な期待に応えうるかどうかは，批判的に検討

されなければなるまい。その意味では今後も

引き続きドイツの開発援助政策に対しては厳

しい視線が注がれることになろう。しかし，

そのような批判的検討はある一定の期間を経

てはじめて意味があるのであって，現時点で

断定されるべきではない。ここで重要なのは

むしろ，最近の傾向を決定づけたドイツ開発

援助政策の過去１０年間の「実績」と，それに

対する連邦経済協力開発省（ＢＭＺ）の「反省」

的言辞－これらを検証することであろう。そ

れが上述の問題意識に何らかの示唆を与える

もっとも有効な方策ではなかろうか。

そこで本稿では，ドイツ開発援助政策の

１９９０年代の実績をま．とめたＢＭＺ報告書に注

目し　とりわけ我が国においてはこれまでほ

とんど明らかにされでこなかったその内容を

紹介したいと考えている。なお今回とりあげ

る報告書は２０００年４月２６～２８日にダカールで



ドイツの教育援助政策は変わるか一連邦経済協力開発省（ＢＭＺ）ｒ特軌から見えるもの＿

開催された世界教育フォーラムを機縁にして

編集された『特報（ＢＭＺ Ｓｐｅｚｉａｌ，Ｎｒ．１１／

Ａｐｒｉ１２０００）』で『基礎教育領域における開

発協力』（以下『特報』と略記）というタイ

トルでまとめられたものである（この『特報』

からの引用はページ数のみを明記することに

し，他の報告書や文献からの引用と区別する

ことにした）。「教育の１０年（Ｂｉｌｄｕｎｇｓｄｅｋａｄｅ）」

と呼ばれた９０年代にドイツの教育援助政策は

果たしてどのような展開を見せたのであろう

か。

２．ドイツの主要援助機関とその役割

－ＢＭＺと各機関の問係性をめぐって－

（１）基本原則

ドイツ開発援助政策の１９９０年代の実績を確

認する前に，ここではまずドイツの開発援助

政策に携わる各機関の簡単な位置関係を確認

しておきたい（４）。

「教育および専門教育の支援は，貧困撲滅

や環境保護，資金援助とならんでドイツの開

発協力（Ｅｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇｓｚｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔ：ＥＺ）

の中心に位置している。連邦政府はＢＭＺを

通じて，開発諸国の基礎教育や職業教育，大

学数育，そして第三の教育上の措置や計画を

支援している。」（Ｓ．３）

これは『特報』冒頭の言葉だが，ここから

ドイツにおいても教育援助政策が重視されて

いること，またドイツ政府の援助政策が

ＢＭＺによって計画立案されていることがわ

かる。「ＢＭＺは政治的決定機関であり，

ＢＭＺ－はパートナー国政府との対話の中で計

画の受け容れ・継続指導・終了や構想上の主

軸を決定したり，政治的，専門的，戦略的な

目標や原理原則，アウトラインを設定したり

するのである。」（Ｓ．１３）

ただ具体的な援助計画の実施はＢＭＺに委

託された各機関が担当することになる。技術

協力（ＴｅｃｈｎｉｓｃｈｅＺｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔ：ＴＺ）は，

広義に解釈すれば発展途上国の公共機関が目
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指す人間の資質向上全体を包括するものであ

るが，その計画の大部分は狭義の技術協力と

して１９７５年に設立されたドイツ技術協力協会

（Ｄｅｕｔｓｃｈｅ Ｇｅｓｅ１１ｓｃｈａｆｔ ｆｔｌｒ Ｔｅｃｈｎｉｓｃｈｅ

Ｚｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔ：ＧＴＺ）を通じて実行され

る。財政協力（ＦｉｎａｎｚｉｅｌｌｅＺｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔ

：ＦＺ）は，基本的には学校建築や教室整備，

教員養成施設の建設やインフラ整備などを通

じて基礎教育分野に貢献していると言えるが，

基礎教育領域たぉける財政協力の実質的な担

い手は１９４８年に設置された復興金融公庫

（ＫｒｅｄｉｔａｎｓｔａｌｔｆＱｒＷｉｅｄｅｒａｕｆｂａｕ：ＫｆＷ）（５）

であ、る。また基礎教育における人材協力

（ＰｅｒｓｏｎｅｌｌｅＺｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔ：ＰＺ）はドイ

ツ国際開発財団（Ｄｅｕｔｓｃｈｅ Ｓｔｉｆｔｕｎｇ ｆｎｒ

Ｅｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇｓｈｉｌｆｅ ｅ．Ⅴ．：ＤＳＥ）やドイツ開

発サービス（Ｄｅｕｔｓｃｈｅｒ Ｅｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇｓｄｉｅｎｓｔ

：ＤＥＤ）（６），国際人口移動センター

（Ｃｅｎｔｒｕｍ ｆＢｒｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅ Ｍｉｇｒａｔｉｏｎ ｕｎｄ

Ｅｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇ：ＣＩＭ）が中心となって計画を

実行に移している（Ｖｇｌ．Ｓ．４，Ｓ．１５）。

（２）９０年代の動向－ＢＭＺの国際化？一

以上に見たように，ドイツの開発援助政策

は政治的決定機関であるＢＭＺを中心に，具

体的な援助政策の実施に関してはそれぞれの

機関・団体が対応する構図を見せているが，

９０年代には政策実施の点で新たな傾向が見ら

れるようになった。それは，例えばＴＺ（技

術協力）を担当するドイツ技術協力協会

（ＧＴＺ）とＦＺ（財政協力）を担当する復興

金融公庫（ＫｆＷ）とが協力したり，ときには

ＰＺ（人材協力）の諸組織も加わるような「提

携計画」の増加である（Ｖｇｌ．Ｓ‥４，Ｓ．１４）。

ではＢＭＺとドイツ内外の各機関と．の関係性

で何か９０年代に特徴的な傾向は見られないの

だろうか。

基礎教育における開発協力の重点は政治的

にも財政的にも二国間協力にあるわけだが，

開発協力の目標が，非国家的な手段を用いる

ことで迅速かつ効果的に達成されうる場合に
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は，ＢＭＺは非国家的な相互協力という枠組

みでＮＧＯ（非政府組織）（７）と提携すること

もある。また基礎教育の支援には，他のグロー

バルな問題の解決と同様，緊密な国際協力や

国際機関が必要であるが８），ＢＭＺはヨーロッ

パ開発協力の枠組みでは，独自の基礎教育計

画を遂行しているＥＵに対して財政出資をし

ており，また多国間開発協力の枠組みでは，

ドイツ連邦政府が同様に基礎教育援助を促進

している世界銀行および地域開発銀行への関

与を続けているようである（Ｖｇｌ．Ｓ．８）。

「『根本的な学習欲求の充足のための活動

大綱』の履行のために，ＢＭＺはさまざまな

レベルで，パートナー国や他の援助国，また

多国間組織と提携している。ジョムティエン

の後，パリのＵＮＥＳＣＯによって調整された

イ万人のための教育』国際諮問会議において

は，さまざまな場所で開催されている国際教

育ワーキンググループ（ＩＷＧＥ）においてと

同様に，．ＢＭＺは運営委員会に参加している。

Ｆ万人のための教育』国際語開会議およびそ

の事務局によるセネガルのダカールにおける

世界教育フォーラムの準備にもＢＭＺは財政

的に支援している。地域レベルでは，基礎教

育領域がもっとも厳しい状況に置かれている

地域であるアフリカにおける教育開発協会

（ＡＤＥＡ）の創設や活動に加わったり，時に

は支援をしている。」（Ｓ．８）

「いわゆる『教育の１０年』は国連会議の１０

年でもある」（Ｓ．１１）－１９９０年代を『特報』

はこう特徴づけているが，先の引用からも明

らかなように，実際にＢＭＺはこの１０年間に

さまざまなかたちで国際的な会議に関与して

きたと言えよう。それではドイツの教育援助

政策は１９９０年代にどのような展開を見せたの

だろうか。

ー２８－

３．ドイツの教育援助政策における

基本理念

（１）「基礎教育」の重点化構想

今回とりあげている『特報』がすでに「基

礎教育」領域に焦点化したものなので即断は

できないが，「９０年代の初頭から教育助成の

なかでも基礎教育が重要な地位を占めてい

る」（Ｓ．３）と『特報』にもあるように「基

礎教育」の重要性は近年ドイツの開発政策に

おいても高まりを見せていると言える。

「基礎教育における開発協力（ＥＺ）は－

技術協キ（ＴＺ）や財政協力（ＦＺ）における

さまざまな行動様式とは関係なく－ドイツ

の開発協力（ＥＺ）の一般的な原則を指向す

るが，その一般的な原則というのは，貧困の

度合いに応じること，人種の差異に留意する

こと，参加して行動すること，外部の専門家

集団の投入をできるだけ少なく抑えること，

その領域で持続するであろう構造改革に寄与

すること，教育の全（副次的）な領域を観察

すること，そして戦略的に見て重大な弱点か

ら着手・介入するよう定められている。」

（Ｓ．１６）

基礎教育領域の場合もドイツの開発協力政

策は以上のような一般的原則に従ってなされ

ているわけだが，この背景にはやはり１９９０年

の「万人のための教育」世界会議があり，ま

た具体的には以下のような理由があるようだ

（Ｓ．３）。

①８０年代の終わりにＵＮＥＳＣＯによって明確

化された就学率の低下や非識字率の増加など，

「失われた１０年」と呼ばれた破滅的状況を無

視できないから（問題状況それ自体）。

②世界銀行の計算からも明らかなように，基

礎教育への投資はほとんどの開発諸国におい

ても社会的・個人的に高い収益率をもたらす

から（費用対効果）。

③十分な基礎教育が欠けていれば，生涯学習

という意味での継続教育の成功はほとんど見

込まれないから（教育方法学的観点）。
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④基礎教育という理念は，８０年代の終わりか

ら９０年代のはじめにかけて開かれたさまざま

な国連会議によって繰り返し要求されてきた

「人間の教育を受ける権利」を保障する可能

性を有しているから（国際的趨勢）。

「万人のための教育」世界会議では「根本

的な学習欲求の充足」という概念が持ち出さ

れ，それによって「基礎教育」のこのような

拡大解釈が可能となったわけだが（Ｓ．７），

そもそも「基礎教育」とは何なのだろうか。

（２）「基礎教育」の意味内容

「教育援助の課題領域やターゲットグルー

プに目を向けると，基礎教育という名のも・と

で理解されているのは１５歳以下の子どもや青

少年を対象とした公式の学校教育，すなわち

それぞれの教育制度に応じれば，就学前，小

学校，中学校段階のことであるが，他方では，

学校に通っていない，あるいは通学を早い時

期に中断してしまった青年や成人たちにとっ

ては根本的な学習欲求の充足のために学校外

の教育プログラムがある。とりわけ識字教育

プログラムはここに属している。」（Ｓ．６）

「基礎教育」の原語は“Ｇｒｕｎｄｂｉｌｄｕｎ㌻で

あるが，通常これは「初等教育」と訳される

ことが多い。思春期を経て成人にまで教育さ

れるその過程の「基礎」に位置づけられるべ

き教育段階が日本の「小学校教育」＝「初等

教育」に該当し，原語の意味内容を違和感な

く伝えるのに適しているからである。しかし

少なくとも教育援助政策の文脈で用いられて

いるときの“Ｇｒｕｎｄｂｉｌｄｕｎがは年齢段階の限

定を受けるような「初等教育」にとどまらな

い。「基礎教育の課題は，子どもや青年，成

人たちの根本的な学習欲求を満たしてやるこ

とで卒る」（Ｓ．８）と－『特報』にも明記され

ているように，「基礎教育」によってあらゆ

る教育（薮師教育・生涯教育・職業教育など）

の「基礎」の体得が求められているのである。

そのうえ「基礎教育」は教育援助政策の枠内

にとどまらず，その射程を拡張させる（Ｓ．９）。

－２９－

「基礎教育の支援はしたがって‥・ター

ゲットグループの特性に見合った重点の置き

方をすろことによって，貧困撲滅の手段とし

ても，さらに間接的にではあるが資源保護や

環境保護としても貢献するのである。」（Ｓ．

３）

このように考えれば，従来から「基礎教育」

という言葉がドイツの開発援助政策の基本理

念として用いられていることはまず間違いな

い。ではこの「基礎教育」という言嚢の意味

内容は開発政策の文脈においては具体的にど

のようなものになるのだろうか。

「基礎教育は‥・・学習過轟を組織化し，

学習へ向かうよう手ほどきをし，さらなる学

習のための能力を養い，また問題解決的思考

を促進するといった課題を有している。した

がって読み・書き・計算という基本的な能力

の習得と並んでとくに重要なことは，人間が

自らの生活条件を改善したり，自らの素質を

発展させたりする際に必要とする基礎知識と

その能力の習得であって，人間はこうした知

識や能力を，自らが属する社会の発展へと読

み替え，ともに協力して実現させる営みへと

置き換えてきたのである。これには自立や環

境の整備，配慮の行き届いた自然との付き合

いのための能力とかモチベーションも含まれ

ている。」（ＢＭＺａｋｔｕｅｌｌ，Ｎｒ．１０６／Ａｕｇｕｓｔ，９９，

Ｓ．２；Ｖｇｌ．Ｂ叫ＺＳｐｅｚｉａｌ，Ｎｒ．１１／Ａｐｒｉ１２０００，Ｓ．３）

以上に見たように，１９９０年の「万人のため

の教育」世界会議以降，ドイツはすぐれて包

括的な「基礎教育」という理念のもとで独自

の教育援助政策を展開していくことになるの

だが，その実績はどうだったのであろうか。

次章ではドイツの教育援助政策の１９９０年代に

おける実績を，経済的・内容的の両側面から

確認していきたい。
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４．１９９０年代における

ドイツの教育援助政策の実績

（１）経済的な実績

ここでは『特報』の付録として載せられた

「表」を参考に，９０年代におけるドイツの教

育援助政策の経済的な実績を簡単に押さえて

いくことにする。なお，データが１９９０年から

１９９８年までとなっているのは，『特報』発行

時点ではまだ１９９９年以降の金額データが正確

に算出されていなかったからである。

すでに長島によっても指摘されているとお

り（長島啓記２００２年ｐ．５４），１９９０年から１９９８

年までにＢＭＺは教育領域全体で総額７０億

６１３０万マルクを援助している。総額の推移を

年代別に概観すると，１９９０年に７億８８７０万マ

ルクだった援助額は１９９４年には９億４１５０万マ

ルクに達したが，１９９６年を除けばその後は次
ｌ

第に減少し，１９９８年には５億１７９０万マルクに

まで落ち込んでいることがわかる。また総額

を対象地域別に見ると，１８億８４０万マルクで

サハラ以南のアフリカがもっとも多く，次に

１６億３３０万マルクで束アジア・東南アジアお

よびオセアニアが続き，中央・東南ヨーロッ

パおよびソ連後継国が２倦１１５０万マルクで

もっとも少ない拠出額となっている。ほとん

どの地域で１９９４－１９９６年に援助額を増やして

いるなかで，東アジア・東南アジアおよびオ

セアニア地域に対する援助額が徐々にではあ

るが確実に減少しているのが印象的である。

（表１参照）

表１教育領域におけるＢＭＺの全業績の地方配分

１９９０－１９９８年（ＢＭＺ領域構想より）　単位：１００万マルク（ＤＭ）

１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ ・ １９９８ 総 額

地 中海 ／ 近 東 １０５，７ ９２，９ ７９，０ ９８，２ １４７，１ ２１３，４ １５５，８ ９３，５ ４９，７ １０３５，３

サ ハ う 以 南 の

ア フ リーカ ・
１与８，７ １７５，５ １８３，５ ２３９，４ ２０５，７ ２０３，６ ２７６，７ １８２，２ １８３，１ １８０８，４

ラテ ンアメ リカ ９４，８ １０６，８ １２９，９ １４９，２ ９６，５ １４３，７ １３２，６ １２８，６ ′５２，１ １０３４，２

中央・東南ヨ一口ツ

／Ｖソ連後継国
２１，３ １３，２ ２８‘，２ ９，１ ５■７，６ １１，８ ３０，９ ２１，９ １７，７ ２１１，５

東 ・東 南 アジア

とオセアニア
２６２，５ ２÷１２；０ ２３７，１ ２１１，１ １５７，８ １３５，２・ １６６，９ １２３，１ ９７，６ １６０３，３

分 類 不 能 １４５，７ １２９，０ １７３，６ １５７，３ ２７６，８ ７５，２ １４４；７ １４８，６ １１■７，７ １３６８，６

総　　 額 ７８８，７ ７２９，４ ８３１，３ 畠６４，３ ９４１，５ ウ８２，９ ９０７，６ 鍋 ７，９ ５１７，９ ７０６１，３

※出典：Ａｎｈａｎｇｌ－Ｔａｂｅｌｌｅ２Ｉｎ：ＢＭＺＳｐｅｚｉａｌ，２０００．

１９９０年以降，重点化された基礎教育領域で

の経済的実績はどうか。基礎教育領域におけ

るＢＭＺの全業績をまとめた表２を見ると，

基本的には先に見た教育領域全体における実

績に比例していると言えよう。１９９０年から

１９９８年までにＢＭＺは基礎教育領域に対して

総額２０億３３３万マルクを援助しているが，総

－３０－

額の推移を年代別に概観すると，１９９０年に１

億８０００万々ルクだった援助額は１９９５年には３

億８３２０万マルクに達し１９９８年には１９９０年の水

準を下回る１億３８０万マルクにまで落ち込ん

でいる。ただ対象地威別の繚額は様相を異に

しており，５億２３０万マルグでサハラ以南の

アフリカがもっとも多いのは教育領域全体の
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データに比例しているが，次に４億９９２０万マ

ルクで地中海・近東地域と３億６５２０万マルク

のラテンアメリカが続いており，基礎教育領

域においてこれらの地域が重視されているこ

とがわかる（表２参照）。

また教育領域全体との比較で注目すべきは

１９９５年の実績であろう。教育領域全体での

１９９５年の実績は前年と翌年の水準を下回って

いるのに対し，基礎教育領域での１９９５年の実

績は前年と翌年の水準を上回り９０年代の最高

額を記録している。見方を変えれば，１９９５年

の教育領域全体に占める基礎教育領域の経済

的実績の割合は高い数億を示していることに

なる。実際，１９９５年の教育領域全体に占める

基礎教育領域の経済的実額の割合は５０％に迫

る勢いである（表３参照）。また開発協力金

体に占める基礎教育領域の経済的実績の割合

も１９９０年代のなかではもっとも高い数億を記

録している（表４参照）。このような数億の

背景にはアンマン会議があったのではなかろ

うか。この会議は，世界各国の「基礎教育開

発の中間評価」のために１９９６年にヨルダンの

アンマンで開催されたが，Ｆ特報Ｊによれば

ＢＭＺは「アンマンで代表的な役割をつとめ

表２　基礎教育領域におけるＢＭＺの業績の地方配分

１９９０－１９９８年（ＢＭＺ領域構想より）単位：１００万マルク（ＤＭ）

１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ 総 額

地 中 海 ／ 近 東 １０，８ ３１，４ ６，６ １５，５ １０７，－４ １７６，４ １０６，４ ３４，９ ９，８ ４９９，２

サ ハ ラ 以 南 の

ア フ リ カ
３２，９ ４２，２ ４４，８ ・６４，８ ８０，４ ７３，３ ５７，５ ６１，３ ４５，１ ５０２．３

ラ テ ン ア メ リ カ ３０，７ ２７，２ ５０，０ ３６，２ ２６，７ ７６，９

－４７，１

５５，６ １４，８ ３鱒 ，２

中 央 ・東 南 ヨ一口ツ

パ ／ソ連 後 継 国
１４，１ ７，０ １４，２ １，６ １８，１ ９，８ １６，４ ３，８ － ２．０ ８３，０

東 ・東 南 ア ジ ア

と オ セ ア ニ ア
４８，２ ３８，３ ４７，３ ３４，１ 、２７，６ ２７，７ ３５，５ ９，８ １２，１ ２８０，６

分 類 不 能 ４３，３ ３５，０ ３１，０ ３１，２ ４６，６ １９，１ ‘４３，５ ２９，３ 写４，０ ３０３，０

線　　 番 １８０，０ １８１，１ １９３，９ １８３，４ ３０６，８ ３８３，２ ３０６，４ １９４，７ １０３，８ ２０３３，３

※出典：Ａｎｈａｎｇ２－Ｔａｂｅｌｌｅ６Ｉｎ：ＢＭＺＳｐｅｚｉａｌ，２０００．

表３　基礎教育領域におけるＢＭＺの業績

１９９０－１９９８年、教育領域全体に占める割合（％）

１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８

２２，８ ２４，８ ２３，３ ２１，・２ ３２，７ ４８，・・９ ３３，８・－・ ２７，９ ２０，１

※出典：Ａｎｈａｎｇ２－Ｔａｂｅｌｌｅ４Ｉｎ：ＢＭＺＳｐｅｚｉａｌ．２０００．

表４　基礎教育領域におけるＢＭＺの業績

１９９０－１９９８年　開発協力全体に占める割合（％）

■上土９＿９０・・－ ・■■・１９９‾１； －■・１９９’２ ■ ■１９由 １９９４ １９９５■ １９９ｄ－・ １９９７・ ’１９９８ －

２，９ ３，０■ ３，３ ３，ｑ ’ ５，３ ７，０ ５，２ － ３，８
－　２，１・

※出典：Ａｎｈａｎｇ２－Ｔａｂｅｌｌｅ５Ｉｎ：ＢＭＺＳｐｅｚｉａｌ，２０００．

－３１－
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た」（Ｓ．１０）ことになっている。「基礎教育

開発の中間評価」を目的とした会議をリード

する立瘍にあるドイツのＢＭＺにとって，基

礎教育領域における１９９５年の経済的実績はき

わめて重要な意味を持っていたのかもしれな

い。

（２）援助内容の実績

次に，ドイツの連邦経済協力開発省（ＢＭＺ）

が果たした１９９０年代の教育援助政策の内容的

な実績を概観していくが，その前に，どのよ

うな基準で援助対象国＝パートナー国が決定

され，その結果として９０年代にどれほどの計

画が実行に移されたのかを確認しておきたい。

「優先的に協力をうける国は昔も今も，基

礎教育に政治的優先権を認め，そして提携や

改革，財政的自己機能の用意ができているよ

うな国だ。その際しばしば重要になるのは，

その第一段階において基礎教育改革に徹底的

に取り組むような幅広い射程をもつ教育改革

を展由中の諸国である。」（Ｓ．１４）¢㊥

自国の基礎教育改革に熱心な発展途上国に

対してドイツが積極的に働きかけていること

は明瞭である。『特報』によれば「総じて１０

年間で狭義のＴＺ（技術協力）やＦＺ（財政

協力）の１１０もの計画が４１ケ国で着手・実行

された」（Ｓ．４／Ｖｇｌ．Ｓ．１３）とのことである。

ではドイツは「教育の１０年」に具体的に何を

援助したのであろうか細。例えば『特軌に

は次のようにある。

「ドイツの貢献は重点的に学校の初等教育

の援助に傾注しているが，具体的には次のよ

うなことに寄与している。すなわち１９９８年に

は８，２００万人もの子どもが，そのうち４，４００万

人もの女子が１９９０年の時よりも多く就学した

のである。学校外で行われる青年・成人のた

めのノンフォーマル教育の支援はそれに比べ

ると後退した。就学前教育の援助もまた，例

外はあるが，国家的に推進されるべき計画の

対象とはならなかった。横断的テーマとして

の女子および女性の基礎教育はほとんどすべ

－３２－

ての計画の中でテーマとされ，個別のケース

でも特別のプロジェクトを通じて援助され

た。」（Ｓ．１９）８功

女子・女性のための教育や青年・成人のた

めの識字教育に対してドイツからの援助が全

くなされなかったわけではないが，９０年代の

ドイツ教育援助政策の内容的な実績として第

一に挙げられるべきはやはり「初等教育への

支援」（就学率の上昇）である。とりわけ「二

国語ないし母国語による初等教育の徹底」と

いう課題は９０年代のドイツの教育援助政策に

おいて重視され，実際に「ドイツの技術協力

（ＴＺ）はラテンアメリカの文脈ではこのテー

マに取り組んだ先駆的存在であり，またこの

１０年の後半には多くのアフリカ諸国において

もこのようなプロジェクトの類型を拡充して

きた」（Ｓ．１０）。

また『特報』によれば，開発協力（ＥＺ）

が総じて純粋に技術的な伝達から政策および

運営の助言への転換を指向しているように，

基礎教育においても政策や領域の助言がより

いっそう目立ってきているようだが，その背

景には「教育学的革新やシステムの構成要素

の改善はパートナー国の教育領域における構

造改革の核となる」（Ｓ．１６）という認識があ

る。ジョムティエン以前は，ほとんどカリキュ

ラム開発や教材開発とか教育学的・教育科学

的な助言だけが単なる技術協力（ＴＺ）とし

て提供されてきたが，９０年代の後半にはドイ

ツ教育開発政策の重点は転移し，例えば「授

業運営に携わる人材の専門知識の拡大」や「学

校の下部構造の構築と拡充」などが重視され

るようになった（Ｖｇｌ．Ｓ．１６←１７）。また財政

協力（ＦＺ）においては，例えば包括的なセ

クター計画（ｓｅｃｔｏｒｗｉｄｅａｐｐｒｏａｃｈ／ＳＷＡＰ）

の坪内における協調融資〔ＫｏｆｉｎａｎＺｉｅｒｕｎｇ〕

とか，特に世界銀行の領域投資計画への参加

（ｓｅｃｔｏｒｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔｐｒｏｇｒａｍｍｅ／ＳＩＰ）も準備

されているようである（Ｖｇｌ．Ｓ．１７）。さらに

ドイツは「環境教育先進国」として「環境教

育，自然科学的な授業といった開発にとって
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有意義な特別科目，そして労働生活に向けた

準備という意味における実践的科目の助成」

を積極的に推進した（Ｓ．１８）。

５．連邦経済協力開発省（ＢＭＺ）の

「反省」と今後の展望

９０年代のドイツ教育援助政策が「初等教育

への支援」（就学率の上昇）に傾注していた

ことは以上に見たとおりであるが，１９９６年の

アンマン会議「基礎教育開発の中間評価」で

ドイツは次のような認識を持つにいたる。す

なわち，就学率の上昇が認められた点におい

て「初等教育（Ｇｒｕｎｄｂｉｌｄｕｎｇ）」は成果を収

めたが，女子・女性や青年・成人のための教

育が不十分だった点において「基礎教育

（Ｇｒｕｎｄｂｉｌｄｕｎｇ）」は今後の課題として残さ

れたという認識である。

例えば『特報』は「全体を通して自己批判

的にコメントするなら，過去数年の教育援助

の強化が過度に小学校に集中したこと，した

がってまた本来，広範に考えられていたＦ万

人のための教育』という構想が後退したこと

を指摘できよう」（Ｓ．９）として，教育領域

全体に及ぶはずの「基礎教育」の射程が「初

等教育」に限定化されつつあることを「反省」

している。ＢＭＺの目算では「青年や成人の

ためのノンフォーマルな教育の提供，教育の

質的向上・改善を目指した革新のすべてが，

１９９６年以後の教育制度の開発に対して強い影

響力を発揮するべきであったし，またその際

フォーマル・ノンフォーマルな教育領域の堅

固なネットワーク化がなされるはずだった」

（Ｓ．９）のである。

「その結果としてドイツの開発協力（ＥＺ）

は，青年教育においてよりいっそうの支援を

することで基礎教育（Ｇｒｕｎｄｂｉｌｄｕｎｇ）の理解

拡大をかなえようと試みてきた。にもかかわ

らず，この１０年間の終わり頃にはまたこう言

われるはずだ，すなわちドイツの貢献の重点

は依然として学校の初等教育（Ｇｒｕｎｄｂｉｌｄｕｎｇ）

－３３－

の援助に集中しているではないかと。・学校に

出席することを中断し，もはや学校出席の可

能性もないような女子や女性の，また青年や

成人の基礎教育（Ｇｒｕｎｄｂｉｌｄｕｎｇ）というのは

それゆえ２１世紀初頭にあってなお，ドイツの

開発協力（ＥＺ）にとっては引き続き，ひと

つの挑戦なのだ。」（Ｓ．５）

このようなコメントのうちに２１世紀初頭の

ドイツの開発政策に対するＢＭＺの意気込み

を読みとることもできるだろう８㌔１９９５年に

コペンハーゲンで開催された首脳会談は「よ

い教育の門戸がみんなに公平に開かれるとい

う目標」を定式化したが，それによれば，２０００

年までに小学校に通うべき年齢のすべての子

どもの８０％が初等教育を完了させるべきであ

ること，２００５年までに「ジェンダー・ギャッ

プ」，つまり基礎教育への門戸をめぐって未

だに存在する男女間の不平等が克服されるべ

きこと，そして２０１５年までにはすべての子ど

もが就学すべきこと－ニ－これらが教育領域に

おける開発援助政策の世界的な目標である

（Ｖｇｌ・Ｓ・１２）。しかし本稿でも確認したように，

アンマン会議以降のドイツの援助額は減少の

一途を辿っている。逼迫する財政状況を背景

に，現在ではドイツの開発協力の対象国・対

象地域は７０にまで絞り込まれたという佃。こ

のような状況下にあってＢＭＺはドイツの教

育援助政策の今後を，次のようにきわめて悲

観的に展望することになる。

「基礎教育において協力が行われるべきか

どうか，またどのような国々において行われ

るべきかということに対する決断は，これま

で多層的なプロセス（政治的対話，パートナー

国の要求，適格審査のプロセス，援助国の軍

整など）を通じて行われてきた。ドイツ連邦

共和国は９０年代を通じて，極少数の相互援助

国のひとつであった。このような状態が今後

も，すなわちダカールでの世界教育フォーラ

ム後もそのように存続するのかということは，

連邦財政を一瞥すると，現在の統合〔引用者

註：ＥＵ統合のことであろう〕をめぐる苦労
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に直面しては考えられそうにない。」（Ｓ．１９）

‘．おわりに－「変わらぬ」ＢＭＺが

ドイツの開発政策を「変える」？

本稿では，ドイツの開発政策における政治

的決定機関である連邦経済協力開発省

（ＢＭＺ）と各援助実施機関との関係性につ

いて，また国際化とも特徴づけうる９０年代の

ＢＭＺの動向を概観し，１９９０年の「万人のた

めの教育」世界会議以降，ドイツの開兎政策

において重点化された「基礎教育」という理

念の意味内容を考察した。それを承けて「教

育の１０年」におけるドイツの教育援助政策の

実．績を，経済的な側面および内容的な側面か

ら検討し，そして前章ではＦ特報』のうちに

読みとれるＢＭＺの「反省」的言辞と今後の

展望について論じた。収集した資料の制約上，

どうしても本稿は　Ｆ特報』に依存せざるを得

ず，その意味ではＢＭＺの見解を翻訳・紹介

したに過ぎないが，余計な解釈を挟まないこ

との方がかえって有益なこともあるだろうと

考えてこれまでは論じてきた。ただ，やはり

最後に本稿のタイトルに採用した「ドイツの

教育援助政策は変わるか？」という間いに対

して，何らかの回答を提示する義務も論者に

はあるだろう。

連邦経済協力開発省（ＢＭＺ）は具体的な

援助政策の実施に閲しでまＧＴＺやＫｆＷ，

ＤＳＥなどの各援助機閑に「委託」し，自ら

直接的に援助プロジェクトを実行しないこと

は本稿で見たとおりであるが，飽くまでドイ

ツ連邦共和国の開発政策全体の方針や基本理

念を決定する機関としての自らの立場に固執

するＢＭＺに問題はないだろうか。例えば『特

報』には「開発プロセスにおける貢献度とい

う点でドイツの影響力を強化するために諸機

関がその協力の度合いを高めることは歓迎す

べきことである」（Ｓ．１４／Ｖｇｌ．Ｓ．４）という見

解も見受けられる。行政当局としてＢＭＺが

「ドイツーの影響力の強化」を目指すのは当然

－３４－

のことなのかもしれないが，そうなると本稿

の冒頭で紹介したエピソード，すなわち最近

のＢＭＺ報告書に措かれた“ｏｎｅｗｏｒｌｄ”と

いうロゴマークにＢＭＺの体質改善を読みと

ることも許されないだろう。また表２で確認

した基礎教育領域におけるＢＭＺの経済的実

績に関しても『特報』のコメントは「ＢＭＺ

の給付業績は，はじめは比較的低い水準だっ

たが９０年代初頭に突出し９０年代半ばには倍増

したが，１０年間で見るとふたたび後退しつつ

ある」という表現にとどまっている。たしか

に「後退しつつある」のは事実ではあるが，

しかし１９９０年の水準をも下回る１９９８年の実績

に言及しない点にＢＭＺの旧態依然とした閉

鎖的体質を読みとることも可能であろう。・

このように考えれば，ドイツの開発政策を

指導する立場にあるＢＭＺは「変わっていな

い」のかもしれない。ただ，このことが直ち

に本稿の問いに対する否定的な回答を意味す

るわけでもないだろう。ドイツの開発政策が

「変わる」可能性は何もＢＭＺだけに委ねら

れたものではないからである。むしろ論者は

ＢＭＺのこのような姿勢にこそ，ドイツの開

発政策を「変える」可能性もまた潜んでいる

のではないかと考える。ＢＭＺに対するＮＧＯ

や援助実施機関からの批判はこれからも続く

だろう。しかし仮にＢＭＺがＮＧＯの要求ど

おりにその閉鎖的な体質を完全に改め，

ＮＧＯとＢＭＺが開発政策をめぐって大幅に歩

み寄ることになったらどうだろう。「行政当

局であるＢＭＺ」対「その他の援助実施機関

やＮＧＯ団体」という正常な対立図式の解体

によって，かえってドイツの開発政策のダイ

ナミズムはバランスを崩し，その推進力を喪

失するのではなかろうが９。すぐれて逆説的

ではあるが，「変わらぬ」ＢＭＺが－ＮＧＯや

援助実施機関からの批判を誘発することで議

論全体を活気づけ－ドイツの教育援助政策を

「変えていく」かもしれないのである。
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教授）の一部としてまとめられた。また本稿

で使用したＢＭＺ関連の最新資料は上記補助

金による現地調査（ドイツ連邦共和国：平成

１４年１月実施）において得られたものである。

この調査に同行した常葉学園大学の長島啓記

助教授にはＢＭＺ入省・資料収集手続きをは

じめ調査全般にわたって大変お世静になった。

上の場を借りて感謝の意を表したい。

証

（１）例えば次のものを参照。（国際ボランタリー団体

協議会（ＩＣＶＡ）／ユーロステップ（ＥＵＲＯＳＴＥＰ）

編著；ＮＧＯ活動推進センターＯＡＮＩＣ）日本語

版発行：Ｆベールをぬいだ援助，９４；ＮＧＯによ

る先進国路ＯＤＡの検証（ＴｈｅＲｅａｌｉｔｙｏｆＡｉｄ）Ｊ）

（２）例えば１２番目の「見出し」は「Ｓｉｅｍ６ｃｈｔｅｎｍｅｈｒ

ｗｉｓｓｅｎ？（もっと知りたくなったでしょ？）」と

なっており，小冊子全体を通じて教育的な効果

を狙っているようにも思える。

（３）実際，この小冊子には「ＥｉｎｅＷｅｌｔ？（ひとつの

世界って？）」という「見出し」がある。

（４）ドイツの主要援助機関に関しては我が国におい

てもしばしば言及されてきた。例えば次のもの

を参照。（国際協力事業団研修事業部編Ｆ研修プ

ログラム開発「欧米の政府開発援助における人

材育成戦略と制度研究（高等教育を中心として）」

報告書』ｐ．７４／長島啓記「ドイツの大学におけ

る国際教育協力」ｐ．５３）しかし国際協力事業団

研修事業部編の上述ｒ報告書』でも紹介されて

いるように，ＯＤＡの政策と実施に関連して複数

の省庁と実施機関が存在し，州政府やＮＧＯなど

異なるレベルの多様な組織が開発協力に関わっ

ているドイツの開発協力の実態はじつに複雑で

あると言わざるを得ない（国際協力事業団研修

事業部編Ｆ報告書』ｐ．７５）。このように，ドイ

ツの開発政策を論じる場合，ＢＭＺならびにドイ

ツ国内の主要援助機閑について一定の紙幅を割

くことは避けられないようである。

（５）ＫⅣは計画の開発政策的な助成の威厳を吟味し，

実施に際してはパートナーとなる諸国を援助し，

最終的な成果の評価を行う（Ｓ．１５）。

（６）教育学者や教師，数貞養成の専門家などの開発

支援者を派遣するＤＥＤは「教育の１０年」の半ば

以降はじめて基礎教育援助に加わるようになっ

たようである（Ｓ．１５）。

（７）非政府組織＝ＮＧＯはドイツ語では

Ｎｉｃｈｔｒｅｇｉｅｒｕｎｇｓｏｒｇａｎｉｓａｔｉｏｎ：ＮＲＯと表記される。

（８）「教育援助に従事する国連の特別組織，とりわ

けｔｊＮＥＳＣＯ，ＵＮＤＰ，ＵＮＩＣＥＦ，ＵＮＦＰＡ，そし

てＷＨＯはＢＭＺを通じて支援されている。この

ことはとりわけＵＮＥＳＣＯに当てはまるが，それ

はＵＮＥＳＣＯがＢＭＺによって基礎教育措置の遂

行を委託されていて，この目的に向けていわゆ

る信託計画の遂行のための財源を授与されてい

るからである。それゆえＵＮＥＳＣＯその他は，１０

年間の終わりに向けて（ＥＦＡＴｈｅＹｅａｒ２０００

Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ），基礎教育開発および基礎教育援助

の評価・活用のためのデータ調査に際して多数

のアフリカ・アジア諸国を支援してきたわけで

ある。」（Ｓ．８）

（９）例えば「．田舎の地域開発，基礎的な公衆衛生業務，

あるいは難民計画のための複合的な援助プロ

ジェクトというのは可能な限り基礎教育部門を

内包しているべきである∴（Ｓ．１４）という見解が

ｒ特報』にほある。

㈹使用原語が「援助」から「協力」に変わったか

らといって，直ちに「北」と「南」の対等性が

保障されるわけではない。実際ＢＭＺはＦ特報Ｊ

のなかでしきりに「協力」という言葉を使いな

がらも，このようにパートナー国の選別基準・

方法に言及している。まさに「選ぶｒ姐　と選

ばれるＦ南』という構図」（黒田則博２００１年ｐ．１３２）

である。

㈹基礎教育領域におけるドイツの開発政策は，実

際は多種多様に計画され展開されているのだが，

それについてはＦ特報ｊ　の第５章「プロジェク

トと奉仕の実例」（Ｓ．１９－２９）およびＦ特報ｊ巻

末にある付録３「１９９０－２０００年間の基礎教育領

域においてＢＭＺが支援した二国間計画の概観」

を参照されたい。

㈹このような文脈においては「ドイツが何をどれ

－３５－



・松原　岳行

だけ」という言い方はもはや有効ではないのか

もしれない。「教育の１０年」と特徴づけられる１９９０

年代の教育開発援助の内容的な実績はしばしば

開催された国際会議でそのつど確認されてきた

からである。「就学率の上昇と並んで重要な成果

と見なされてよいのは，そうこうするうちに基

礎教育が国際的な議論のテーマになっていった

ということである」（Ｓ．９）と　ｒ特報ｊにも明記

されているとおりである。

８頚Ｆ特報ｊ　には次のようなコメントもある。「この

ような決算からは将来に対する挑戦が結果とし

て生じてくるが，これと並んでとりわけ次のよ

うな課邁が２１世紀の初頭に据えられている。す

なわちそれは教育開発に対するＨＩＶ／エイーズの

影響や含意を考慮することである。危機の防止

や紛争の解決に対する教育の潜在的な貢献度も

また吟味されるべきである。他方また，授業や

学習のための，あるいは南の人間の根本的な学

習欲求の充足のためのメディアやテクノロジー

と同様に，開発協力に対する新たな情報技術の

チャンスと可能性を全般的に確証することが肝

要である。」（Ｓ．１９）

細長島の報告によれば「ドイツでは，近年，財政

事情の悪化や国際情勢の変化等を背景に，開発

協力政策の大幅な見直しが行われ」「連邦政府は，

２０００年５月，開発協力の効率性・有効性を高め

るために，それまでの開発協力国１１８か国を精選

し，それぞれの国の開発協力内容を重点化する

ことを決定した」（長島啓記２００２年ｐ．５４）。本稿

でとりあげたＦ特報Ｊが２０００年４月に発行され

たことを想起すれば，この決定が２０００年５月に

なされたことは非常に奥味深いものがある。む

ろん断言はできないがＦ特報ｊがドイツの開発

協力政策の「大幅な見直し」の契機になった可

能性があるからである。

㈹我が国の教育界における近年の傾向として文部

省（文部科学省）と日本教職員組合の対立図式

のあいまいさを挙げることができる。この傾向を，

将来を担う子どものことや日本の教育のことを

真剣に考えはじめた両者の「生産的歩み寄り」

と捉えることもできるかもしれない。しかし「行

政当局対数組の対決の枠組みが解体した今日の

教育行政の力学は，方向感を失っているように

も思われる」（永井聖二「組合離れ」Ｆ教育キーワー

ド１３７ｊ時事通信社１９９５年ｐ．１６２－１６３所収）と

－３６－

いう指摘も無視できないだろう。というのも，

例えば「ゆとり教育」に代表される昨今の学校

教育の混迷ぶりは，外ならぬこの対立図式の解

体に起因しているように思われるからである。
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４．フランスの教育援助政策の現状と課題

堀　田　泰　司

（広島大学留学生センター）

坂　井　一　成

（神戸大学国際文化学部）

はじめに

フランスの途上国に対する政府開発援助

は、伝統的に旧植民地へ向けたものが多く、

そうした傾向は、現在も根強く存在する。特

に、アフリカの旧フランス植民地への教育援

助は、基本的には、フランス植民地時代の体

制をできるだけ維持していこうとする政策に

とどまっている。フランス政府は、１９６０年

代以降、中等・高等教育を中心に教育協力を

進め、現地エリート要請に重点的に援助し

た。その傾向は現在でも続いており、旧フラ

ンス植民地からのエリ」トの多くは、依然と

してフランス政府の援助のもとフランス国内

で教育を受けるものが多い。また、途上国へ

の教育協力活動も現在では、現地に教師を直

接送るのではなく、主に教育省の政策アドバ

イザーや現地の高等教育の研究活動への専門

家派遣が多い。しかし、近年、基礎教育の重

要性を認め、初等教育への援助を拡大し始め

ているが、フランス文化・言語教育以外は、

政府が直接関与するのではなく、ＮＧＯや国

際機関を通して間接的に支援する活動の方に

重点を置いている。

本稿は、フランス政府の教育援助政策並び

にその活動を解明し、フランスの教育援助の

特徴を明確化することを目的としている。今

日のフランス教育援助の最大の特徴は、その

活動の基盤がフランス外交の重要スローガン

である“Ｓ０ＩｉｄａｒｉｔｉｅｔＩｎｆｌｕｅｎｃ㌻（連帯と影

響力）というフランス語・文化の繁栄とその

影響力の維持に根ざしたものであり、

“ＥｄｕｃａｔｉｏｎＲ）ｒａｌｌ”に代表されるような近年

－３８－

の世界的な援助政策に影響は受けながらも、

依然として、フランス独自のスタンスを維持

している点であろう０

そして、近年、援助活動に関するフランス

政府省庁の再編や改革が進んでいるが、今

後、伝統的に縦割行政の根強い援助政策を改

善して、眉間アクターまでを含んだ協調体制

をどの程度まで構築できるか、さらにそれを

通じて、様々な関越を抱える途上国の教育開

発に対し、どの程度適切に対応していけるの

かが最大の課題であろう０

１．フランス政治外交における教育援助

政策の位置付け

ここでは先ず、フランスの政治外交におい

て、教育援助政策が占める位置について確認

しておきたい。外交の基本は、一般には国民

の生命・財産を守ること、そのために国家主

権を保持しながら国益（ナショナル・インタ

レスト）を追求することである。そのための

具体的な外交目標は、当然国ごとに異な－り、

また同じ国の外交目標でも、短期・中期・長

期目標と分けで考えることが可能であり、そ

れは非常に多様なものとなり得る。

フランスの場合、特に長期的に見てそれは

大国としての威信の回復にプライオリティが

置かれてきた。１９世紀のヨーロッパ国際政

治で大国の地位にあった同国は、第二次世界

大戦でナチス・ドイツの攻勢に苦杯をなめ、

戦後の国際体制を決定付けることになったヤ

ルタ会談のメンバー（米英ソ）から外された

ことに象徴されるように、もはや昔日の大国
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ではなく、中級国家（ミドルパワー）の地位

に甘んじることとなった。戦後、１９６０年代

にかけてフランス政治を主導したドゴール将

軍の目指した外交は、まさにこうした中級国

家から脱却し、米ソに肩を並べる国際政治ア

クターにフランスを再び回帰させることで

あった。

今日、フランス政府が掲げる外交目標は、

「民族自決権、人権および民主主義の尊重、法

治国家の尊重、国家間の協力という基本原則

に立ち」、「フランスがその独立を保つととも

に、地域的、、世界的連帯を発展させる」こと

である。そのために、ヨーロッパ建設の推進、

国際安全保障の確立、国際連合の重視、政府

開発援助の強化、人道活動の実施及びそのた

めのＮＧＯ支援、文化・科学・技術協力の活

性化、世界におけるフランス語圏の維持・強

化などの施策が具体的に挙げられている

（Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ ｄｅｌａ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ ｅｔ ｄｅ

ｌ－Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ・在日フランス大使館広報部、

２２．２５ページ。傍点は引用者）。そしてこう

した諸政策の深層には、言うまでもなく「大

国フランス復活」という目標が通奏低音とし

て流れている。「フランスは、１９６０年代にド

ゴール将軍によって推進された外交政策を規

定する原則、すなわち自立の原則をとりわけ

重視」しており、その姿勢は現在に至るまで

変わっていないのである（Ｍｉｎｉｓｔｅｒｅ ｄｅｓ

Ａｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ，１９９８，ｐ．９１）。

本稿で扱う教育援助政策は、上に見た具体

的重要外交政策にも挙げられているように、

フランス政府として「大国フランス復活」と

いう長期目標を見据えた中で進められている

重要課題の一つと位置付けることが可能であ

る。さらに付言すると、一口に「教育援助」と

言っても、その間口はかなり広く、上に引い

たフランス政府文書で傍点を打った箇所がい

ずれもそれに関わる領域であり、「大国フラ

ンス復活」という明確且つ遠大な目標に向け

た外交政策を進める中で、幅広く且つ独特な

かたちでこれを推し進めていると言えよう。

－３９－

２・フランスの援助活動に関する組織

従来、フランスの援助政策は協力省

（ＭｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｌａＣｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ）が担ってきた

が、１９９８年の行政改革により大規模な変革

がなされた。ミッテランの大統領末期のバラ

デュール内閣のときに動き出し、続く１９９５年

にシラクが大統領に就いてから、援助政策の

対象国の拡大などを進めるに当たり、外交政

策に関わる国家機構全体の効率化・再編が加

速された（増島、３４０．３４３ページ）。この流れ

の中で、１９９８年に協力省は外務省（Ｍｉｎｉｓｔｅｒｅ

ｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ）と統合され、１９９９

年１月１日付けで外務省内に国際協力・開発

総局（ＤｉｒｅｃｔｉｏｎＧ６ｎ６ｒａｌｅｄｅｌａＣｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ

ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅｅｔｄｕＤ６ｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ、以下

ＤＧＣＩＤ）が設置された。今日では、この

ＤＧＣＩＤがフランスの援助活動の中心的組織

となっている（Ｍｉｎｉｓｔｅｒｅ ｄｅｓ Ａｆｆａｉｒｅｓ

ｉｔｒａｎｇｅｒｅｓ，２００１，ｐ．１４）。

これは、教育援助活動でも同様で、教育の

場合、国民教育省や文化省も関わっている

が、予算・政策立案等では外務省がその実権

を握っており、取りまとめの機能を果たして

いる（この他、財務省も関係している）。

また、ＤＧＣＩＤ内では、最近、新たに構造

改革が実施され、ＮＧＯとの協調を目的とし

たＮＧＯ協力室（Ｍｉｓｓｉｏｎｐｏｕｒｌａｃｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ

ｎｏｎｇｏｕｖｅｒｎｅｍｅｎｔａｌｅ）が設置された。また、

日本のような無償、有償という援助の分け方

とは異なる、地域ごとの援助政策という伝統

的スタイルに呼応するように、地域ごとのプ

ロジェクトを外務省の政策方針の下でコー

ディネートする地域協力部（Ｓｅｒｖｉｃｅｄｅｌａ

ＣＯＯｄｉｎａｔｉｏｎｇｅｏｇｒａｐｈｉｑｕｅ）が置かれている。

さらに、多国間協力や国内省庁間の連繋に関

する醜略の分析・企画、政策評価、広報など

に当たる企画・評価部（Ｓｅｒｖｉｃｅ ｄｅｌａ

Ｓｔｒａｔｉｇｉｅ，ｄｅｓｍｏｙｅｎｓｅｔｄｅｌ’ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ）も

置かれている。

教育協力の分野では、特に、ＤＧＣＩＤ内の
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技術協力・開発局の存在が大きい。この中で

基礎教育に関わる教育協力は、教育協力・社

会開発課が主たる担当部署となっている。ま

た、その他の教育協力関係部署としては、フ

ランス語と文化を普及させるための援助を担

当するフランス語・文化協力局、そして、高

等教育レベルでの研究・開発協力を担当する

大学・科学研究協力局がある。

以下は、ＤＧＣＩＤの組織図である

国際協力 ・開発総局 （ＤＧＣＩＰ）の仕組み

出典：ＭｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓｅｔｒａｎｇ主ｒｅｓ，ＤＧＣＩＤｌ，ａｃｔｉｏｎ２０００：Ｒａｐｐｏｒｔａｎｎｕｅｌｄ，ａｃｔｉｖｉｔ６ｄｅｌａＤｉｒｗｉｏｎ

ｇゐ♂和才ｅ血ＪαＣｏ岬ｇ相加月毎ｅｒ乃α血〝αＪピｇ′血β〆ｖビＪ叩ｐｅｍｅ姉２００１，ｐｐ・２－３・

－４０－
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ー４１－

３．予算と政策方針

２００１年の外務省全体の予算は２２０億７６００

万フランであった。そして、そこに示される

優先課題は以下の５つの柱に大別される

（ＭｉｎｉｓｔとｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓｅｔｒａｎｇｅｒｅ，２０００ａ，

ｐ．２）。

１）外務省の改革・刷新の継続

２）多国間協力機関の中でのフランスのプ

レゼンス向上

３）技術協力強化と発展途上国支援推進

４）フランス語圏に対するフランス語・文

化の影響力の維持

５）在外フランス人への支援推進

ここで教育援助において中心的役割を果た

すＤＧＣＩＤについて見ると、主に第３の柱、

第４の柱に関わっている。そしてＤＧＣＩＤの

２０００年度の概算要求は、約９２億５４００万フ

ランで、それは外務省の総予算要求のおよそ

４４％であった（Ｍｉｎｉｓｔｅｒｅ ｄｅｓ Ａｆｆａｉｒｅｓ

６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ，２００１，ｐ・２３）。そこからさらに人

件費や財政援助、食料援助の運搬費等を除い

た実質の援助活動予算（６９億６７００万フラ

ン）を部局別に見た場合、フランス語・文化

協力局が３０億２７００万フランと全体の予算

の約４３％の配分を受けていることが分かる。

次に技術協力・開発局が約１３億８０００万フ

ラン（２０％）、視聴覚設備・通信技術局が約

１１億８７００万フラン（１７％）、大学・科学研

究協力局が約９億４８００万フラン（１４％）、

ＮＧＯ協力部が２億２４００万フラン（３％）の

順であった（Ｍｉｎｉｓｔ主ｒｅ ｄｅｓ Ａｆｆａｉｒｅｓ

６ｔｒａｎｇ色ｒｅｓ，２００１，ｐ．４３）。この予算配分を見

ると、フランス語・文化教育への協力にフラ

ンス外務省が特に力を入れて支援しているこ

とが分かる。

また、２００１年度の予算でＤＧＣＩＤに関わ

る箇所として、次の新たな優先課題の追加が

示された（ＭｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇとｒｅｓ，

２０００ａ，ｐｐ・１ト１３）。

先ず、第３の柱（技術協力強化と発展途上

国支援推進）においては、

・バルカン諸国への助力強化

（２０００万フラン）

・アフリカのエイズ撲滅運動団体への支援

（１０００万フラン）、

・法治国家建一設に対する支援

（６００万フラン）

第４の柱（フランス語圏に対するフランス

語・文化の影響力の維持）では、

・諸外国におけるエリート養成

（１５００万フラン）

・フランスによる各種証明書発行の促進

（６００万フラン）

・社会科学研究の推進（５００万フラン）

・母語としてのフランス語教育の強化

（２００万フラン）

・アルジェリアのフランス文化センター

再開（６００万フラン）

といった事業が重要視されている。

４．フランス教育援助の歴史的変遷

フランスの援助活動の歴史を振り返る場合、

その政策の特徴が直接、現れたのは、やはり

アフリカ、特にサブ・サハラ以南のフランス

旧植民地諸国に対する援助政策であろう。

フランスにとっ－て、旧植民地諸国は、その

外交の主要な舞台の一つであるこ１９世紀の

帝国主義の中で広げたインドシナやアフリカ

といった植民地に対して、「フランス帝国」と

してその影響力を維持し、世界の中でのフラ

ンスの地位の回復・向上につなげることが外

交目標であった。第四共和国憲法（１９４６年）

で定められた「フランス連合」（Ｕｎｉｏｎ

丘ａｎ９ａｉｓｅ）は、まさにフランス帝国を再編し

た組織機構に他ならず、フランスを頂点に東

南アジアやアフリカなど世界の植民地を加え

た連合体で、各地域における内政上の自治も

フランスが握っていた。この「フランス連合」

は、現行の第五共和制憲法（１９５８年）にお
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いて「フランス共同体」（Ｃｏｍｍｕｎａｕｔ６）と

改組され、フランス共和国（本土、アルジェ

リア、海外県・海外領）と国内自治権を有す

る（ただし、外交・防衛・通貨・教育・司法

等はフランス本国と共有する）１２の独立国

家からなる協力体が誕生した。しかし、この

時期脱植民地化が急速に進み、１９６０年にフ

ランス語圏アフリカ諸国が相次いでフランス

に拘束されない完全な独立を達成すると、フ

ランス共同体は実体を失い、「フランス共同

体」条項は、１９９５年に至り憲法からも削除

されたが、これら旧植民地諸国（第三世界の

フランス語圏諸国と言い換えることも出来よ

う）は経済援助等の事情から実質的に旧宗主

国フランスの「配下」にあり、フランスが世

界的なプレゼンスを高めるための重要な拠点

となっている。フランス外務省の公式キャッ

チフレーズとして“Ｓｏｌｉｄａｒｉｔ６ｅｔＩｎｆｌｕｅｎｃｅ”

（連帯と影響力）があるが、このうち

“Ｉｎｎｕｅｎｃｅ”については、当然アフリカを中

心とした旧植民地諸国に対する影響力の維

持・拡大が大きな柱をなしている。

そしてこうした旧植民地諸国との歴史的つ

ながりの深さを背景に、現在でも、約３８％の

フランス援助予算が特にサハラ以南のアフリ

カ諸国に注がれている。これに北アフリカの

マグレブ諸国（アルジェリア、モロッコ、チュ

ニジア）を加えると、その比率は計５１％と、

過半数を超えることとなる（Ｍｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓ

Ａｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ，２００１，ｐ．２６）。ここでは、

フランス植民地であったアフリカ諸国におけ

るフランスの援助活動、特に教育的援助政策

並びにその活動について歴史的に考察する。

１９６０年代以前の植民地に対する教育政策

アフリカ植民地時代のフランスの教育政策

には、第二次世界大戦を境にその前後で政策

に大きな違いがある。終戦までは、公教育と

してフランス政府は、教育を提供していた

が、主に在住フランス人の子女教育であっ

た。また、それらの学校教育は、もっぱらキ

－４２－

リスト教の宣教師によって創設され、フラン

ス政府のより導入された学校教育は、第二次

世界大戦以前は、極めて規模の小さいもので

あった（Ｗｈｉｔｅ，ＰＰ．１１－１２）。よって、１９２０

年代アフリカのフランス植民地では、初等教

育の就学率は、平均で２．３５％しかなかった

（Ｍａｂｏｎ，ｐ．１２６）。トゴーでも７％、サブ・サ

ハラ以南諸国では３％程度であった。しか

し、第二次世界大戦後は、国連の設立、特に

ＵＮＥＳＣＯの設立に深く関与した経緯から、

自らの植民地政策においても基礎教育の普及

の重要性を唱えた。フランスは、植民地の基

礎教育における就学率の向上を目指したが、

実際にはあまり成果はあがらず、例えば、

１９５３年になってもフランス嶺西アフリカで

は８．６％、同中部アフリカでは１９．７％程度ま

でしか増加しなかった。また、比較的発展し

ていたカメルーンでさえ３４．７％、トゴーでも

３２．４％にとどまった（Ｍａｂｏｎ，ＰＰ．１２６－１２７）。

その対策として、大人の識字教育を基礎教育

の中心的活動として推進したが、都市部周辺

に援助が集中し地方の村では、はとんど実施

されなかったため、普及はしなかった。

１９６０年代以降の教育援助政策

１９６０年代には、フランス植民地の多くが

独立し、教育は、独立した新政府に権限が委

ねられたが、新政権の多くは、既存のフラン

スの教育制度をすぐに改革することはしな

かった（Ｃｌｉｇｎｅｔ＆Ｆｏｓｔｅｒ，Ｐｐ・１０－１２）。寧ろ、

逆行するかのように、新政府は、フランス本

国の教育制度をモデルとし、自らの教育制度

をそれを真似る形で改革を進めた。これは、

独立前にフランスのエリート教育しか受けて

こなったローカルエリートが政権を握ったた

め、アフリカの現状にあった教育制度を全く

新しく計画するのが極めて困難であり、結果

的に自らが受けたフランスの都市部集中型の

教育制度を拡充していくだけに留まってし

まったからである。フランス政府は、教育的

援助という形式でそれらの教育開発に関与し
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ていった。しかし、そうした教育的援助の多

くは、中等、高等教育に集中し、主に旧植民

地のローカルエリート養成に援助が注がれ

た。ＤＧＣＩＤの教育協力・社会開発課長であ

るポール・クステール（ＰａｕｌＣｏｕｓｔｅｒｅ）氏は、

この時代に一番発達したのは、それらの諸国

の高等教育であろうと言及している。そし

て、独立当初、大規模に送り続けたフランス

人教員を徐々に撤退させ、行政や施設の発展

に関する援助に重点を置くようになっていっ

た。

１９８０年代以降の教育援助政策

しかし、１９８０年代に入り、フランスの教

育援助と旧植民地での教育開発には、重大な

危機が訪れた。１つは、それらの旧植民地諸

国の経済が国際経済との競争により急激に落

ち込み、それとは反対に人口が増大していっ

た。また、フランス政府もそれらの諸国への

援助活動にも限界がきはじめ、援助離れの傾

向が次第に強くなり、多くのフランス人教員

は∴援助活動から撤退した。クステール氏に

よると、１９８０年代当初には、約８０００人い

た派遣教員が、１９９０年には、その約半数の

４５００人程度に減少し、２０００年には、さらに

１０００人程度まで撤退が進んだ。そして、現

在は、プロジェクトタイプの派遣しか行なわ

ず、派遣期間も２～３年の短期派遣になった。

派遣専門家の半数以上は、地元の教育省への

行政アドバイザーか大学で技術協力を行う専

門家である。しかし、依然として、アドバイ

スする分野としては、基礎（初等・中等）教

育が多く、１９９０年度に全教育分野派遣専門

家４５１８名中、基礎教育関係が３１９０名（約

７０％）あったのが、１９９９年度には、１１２４名

中、８２８人（約７４％）と人数の減少傾向の

中、割合としては、若干、増加傾向にある

（ＭｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ，２０００ｂ，

ｐ．７）。ただし、基礎教育への援助が主流では

あるものの、フランスの教育援助政策の中で

は、依然として中等教育への支援が中ＪＬ、であ

－４３一

り、初等教育への援助は、１９９５年度でも、わ

ずか１４％に留まっていた（Ｓｅｃｒ６ｔａｒｉａｔαＥｔａｔａ

ｌａＣｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ，１９９７，Ｐ．３）。

５．フランスの教育的援助活動の特徴

フランス語・文化繁栄圏としての「優先連

帯地域」（ＺＳＰ）の維持と促進

第１の特長としては、やはりフランスの援

助全体がフランス語を第１言語とする旧植民

地やフランスの文化に多大な影響を受けてい

る地域への影響力を維持し、フランス言語・

文化の繁栄を促進するというのが一番の目標

であることであろう。これは、まず、フラン

スの援助全体が「優先連帯地域」（Ｚｏｎｅｄｅ

ＳＯｌｉｄａｒｉ６ｐｒｉｏｒｉｔａｉｒｅ：ＺＳＰ）という特別地域

を設け、その地域グループに属している諸国

へ重点的に援助を行なっていることでも分か

る。

また、すでに記述したＤＧＣＩＤの２０００年

度、部局別概算要求をみても分かるように、

フランス語・文化教育の支援活動の割合が援

助予算の中で非常に大きい（約４３％）ところか

らも明確である。さらに、予算の地域別援助

の割り振りを見ると分かるように、フランス

の援助の多くが、アフリカ地域を中心に旧植

民地諸国を重点的に支援しているのもこうし

た言語・文化繁栄圏の維持が重要政策である

ことの表れであろう。

トップダウン方式の援助

第２の特徴は、フランス政府の教育援助

は、あくまでもエリート養成を目的としたも

のであり、養成したローカルエリートのよる

下部組織への教育の普及を期待したトップダ

ウン的な援助政策であった点であろう。植民

地時代のフランス政府の教育政策は、中央集

権的で、ローカルエリートの養成を行なって

きたが、植民地の独立後も、新政権による教

育の普及活動が進む中、フランス政府の基本

的姿勢は変わらず、エリート教育を目的とし
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た教育援助を実施し、エリート層以下への教

育の普及は、養成したローカルエリートに

よって行なわれることを期待した（Ｄａｕｎ，

ｐ・４４；Ｃｌｉｇｎｅｔ＆Ｆｏｓｔｅｒ，Ｐ．６）。この傾向は、

さらに実際の教育援助活動のヰでいくつかの

特徴を作っている。１９９５年の活動報告書に

よると、フランスの２国間協力ＯＤＡ（政府

開発援助）に占める教育部門への支出は約

２１．５％で、さらに、教育段階別に見た場合、

高等教育（１９％）、普通中等教育（３５％）、技

術中等教育（２０．３％）、初等教育（１３．３％）で

あった（ＭｉｎｉｓｔとｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ，

２０００ｂ，ｐ．５）。このことからも分かるように、

フランスの教育援助の多くは、高等・中等教

育に集中し、初等教育への関心は、伝統的に

低かうた。また、人材派遣も教育分野でも、

大学の教官や専門家を行政機関、高等教育機

関、研究所、養成学校等を中心に派遣してい

るのである。

しかし、実際には、近年、フランス政府も

２０００年のダカールにおける世界教育フォー

ラムで宣言された“Ｅｄｕｃａｔｉｏｎｆｂｒａｌｌ”に賛

同し、基礎教育への援助活動を積極的に支援

するようになっている。以下は、２０００年度

の予算における基礎教育への新しい援助活動

の政府見解である。

旧植民地独立直後から、これら諸

国の国家官僚養成のため、フランス

の協力政策は中・高等教育の開発を

支援した。だが、それから３０年経っ

たにもかかわらず、初等教育が未だ

に普及していない現状を鑑み、基礎

教育への支援の重要性を再認識した。

こうした観点から、基礎教育の強化

を目指す援助政策予算として、２０００

年度、計９２億フランが次のような形

で計上された。（ＭｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ

ｉｔｒａｎｇ色ｒｅｓ，２０００ｂ，Ｐ．４）

・長期技術援助：７３億フラン

・協力・援助基金：１０億フラン

ー４４－

・教育部門の奨学金：５億フラン

・運営の支援：４億フラン

この９２億フランの基礎教育開発は、２国

間協力の枠組みで行われるが、国際機関（欧

州連合、世界銀行、国際連合、世界フランス

轟圏連合）の様々な計画にもフランスは参加

し、教育部門に関係のあるこうした多国間協

力にはＯＤＡの２５％が拠出されている。

また、青少年と成人のための教育協力計画

は、農業開発（農業教育制度支援、農民団体

構成、家畜の管理・改良などの移牧民族の教

育）、健康、職業訓練、中／ト企業の創設など

のプロジェクトに組み入れられることも多い

（ＭｉｎｉｓｔとｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ，２０００ｂ，

ｐｐ．４－６）。

６．近年の行政改革と教育援助政策の今

後の課題

先述のように、１９９８年の行政改革に際し

て、開発途上国への国際協力活動を一元化す

るため、政府は外務省の中に国際協力・開発

総局（ＤＧＣＩＤ）を設置した。その主な活動

は、以下の通りである。

・経済・技術協力（文化、教育、科学、フラ

ンス語の向上、衛星ネットワーク開発）

・世界の伝統文化の保護とフランス文化普及

活動の推進

・優先連帯地域（ＺＳＰ）に属する６１ケ国との

協力

また、ＤＧＣＩＤ内では、ＮＧＯ協力部や地

域ごとのプロジェクトをコーディネートする

地域協力部等が設置され、効率的且つより効

果的な援助活動の実施を計画している。

さらに、こうした外務省のみの改革にとど

まらず、教育援助の場合は、外務省は国民教

育省や文化省との連繋が不可避となるなど、

援助政策が、多くの場合複数省庁に跨る案件

であると言うことから、援助政策に関わる省

庁間の意見調整を行うための組織として、国

際協力・開発省庁間委員会（Ｃｏｍｉｔ６
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ｉｎｔｅｒｍｉｎｉｓｔ６ｒｉｅｌ ｄｅｌａ Ｃｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ

ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅｅｔｄｕＤ６ｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ：ＣＩＣＩＤ）

が、１９９８年に設置された。同委員会は、首

相が議長を務め、外務省と財務省との共管と

して事務局が置かれている。具体的には、例

えば２０００年には、優先連帯地域（ＺＳＰ）に

属する最貧国への債務軽減に関する検討を行

い、ガイドラインを作成するなど、援助政策

に関わるフランス政府として大きな方針を定

める役割を担っている（Ｍｉｎｉｓｔ色ｒｅ ｄｅｓ

Ａｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇとｒｅｓ，２００１，Ｐｐ．１６－１７．）。

一方、政府は、１９９９年には、首相府諮問

機関として国際協力高等審議会（Ｈａｕｔ

ＣｏｎｓｅｉｌｄｅｌａＣｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎｌｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅ：

ＨＣＣＩ）を設置した。この審議会は、フラン

ス社会を代表する様々な委員によって構成さ

れており、フランスの援助政策へ民間の意見

を取り入れようとする新しい動きである。こ

の審議会は、６０人の民間団体代表者、労働

組合、企業団体、大学、上下両院、地方議員、

社会経済評議会（ＣｏｕｓｅｉｌＥｃｏｎｏｍｉｑｕｅｅｔ

Ｓｏｃｉａｌ）等の代表者によって構成されてい

る。ＨＣＣＩの教育分野担当官であるマリ＝ク

ロード・パピー（Ｍａｒｉｅ－ＣｌａｕｄｅＢａｂｙ）氏に

よると、ここで審議される議題は、実際には、

６０人の委員をいくつかのグループに分けた

各種研究委員会（現在１７委員会）によって

検討され、政策的な原案が作成された後、そ

れを全体会議で討議する。そうして最終的に

決定された政策案は、首相と外務省等関係省

庁にも送られ今後の政策立案や現在実施し

ている活動の改善のためのガイドラインを提

供する。また、もう１つの仕事は、援助団体

や民間組織、地方自治体等が行う優秀な援助

活動に対し、各種の賞を授与することであ

る。現在、ＮＧＯ向けの寅を始め、それ以外

にもいろいろな団体を対象にした９つの賞が

ある。

しかし、この審議会にも懸念される課題が

ある。その最大の課題は、実質的な援助政策、

活動は、あくまでも外務省が行なっており、

－４５－

教育開発関連でも、この審議会の意見を外務

省がどの程度受け入れるか全く分からなしモの

が実情である。パピー氏の見解では、同審議

会の意見を外務省は、現在のところあまり重

要視していないようである。そゐ一例とし

て、近年、もっと教育援助に資金投与すべき

だとＨＣＣＩの報告書で提言したところ、外務

省はそれに対し、内政干渉だと抵抗したこと

があったという。

本来、ＨＣＣＩを設置した理由は、首相府が

後ろ盾になり、民間の専門家の意見を政府の

援助政策に直接、反映させようとしたところ

にある。こうした外務省の抵抗は、予測でき

た当然の結果だと思われるが、それをさらに

超えた影響力を行使する方法を、この審議会

は検討しなければならないであろう。特に、

教育援助分野では、“Ｅｄｕｃａｔｉｏｎｆｂｒａｌｌ”を実

現するためにさまざまな援助活動が行なわれ

なければならない。パピー氏は、審議会で討

議されているいくつかの議論の中で、現地語

とフランス語によるバイリンガル教育の重要

性や、途上国の学校の質、教員の労働環境の

問題、地元のＮＧＯ活動への援助等を指摘す

るが、ＨＣＣＩがそうした課題に関する新しい

政策案を外務省に提出しても、ただ受け取る

だけで、実際に実施させることは非常に難し

いだろうと懸念している。

ＣＩＣＩＤにしてもＨＣＣＩにしても、省庁間の

意思疎通を図り政策調整を行うこと、あるい

は民間的思考を取り入れることなど、ごく当

たり前な目的を遂行するために設けられたわ

けであるが、その成果は必ずしも楽観視でき

ない。教育援助政策の遂行に当たっては、依

然としてかつての「フランス植民地帝国」の

影を引きずり、旧植民地に対して「国際協力」

を看板に掲げながらも、同時に「大国フラン

スの復活」を目標に、フランスの国際的影響

力を維持・拡大するという、すぐれて現実主

義国際政治の力学が色濃く作用している。教

育援助と言うことは当然、国民教育省と外務

省がともに関わるわけであるが、ＣＩＣＩＤの設
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置にも示されるように、両者の間には建前上

は「緊密な連携」がなされているはずである。

しかしその実は、省庁間の縦割り行政の悪弊

が横行し、十分に効率的な援助外交になって

いるとは評価しにくい。縦割り行政は、この

両省間だけでなく、開発援助に関わる部署が

外務省内でも散在しており、外部からはその

理解を一層困難にしている。さらに、ＨＣＣＩ

でも提起される官と民の関係、つまり政府と

ＮＧＯの関係についても、とても協力的とは

言えない状況にあるようである。但し近年

は、エリート外交官僚の養成段階での意識改

革がなされてきている、という指摘もあり、

変革の兆しは見えるようである。

教育援助に限らずＯＤＡは、その有効性・

効率が絶えず問題とされる。フランスの場

合、もちろん現場、つまり被援助国からの具

体的な要請を考慮して膨大な支援プロジェク

トを組んでいるが、‘：Ｓｏｌｉｄａｒｉｔ６ｅｔＩｎｎｕｅｎｃｅ”

（連帯と影響力）を外交政策の一つの重要な

公式キャッチコピーに掲げる同国の場合、む

しろ後者の国際的影響力の維持・拡大という

側面の方が、明らかに色濃く出ているようで

ある。そこでは、外交プレゼンスの向上を追

求することに腐心する政府に対し、「国境な

き医師団」（ＭＳＦ）の如きＮＧＯの活動が、い

かにして相互補完的な形で共存する状況が確

立されるかが課題となっている。

結語

本稿では、フランス政府の教育援助政策と

その活動について、その変遷と現状を具体的

に説明し、フランス外交政策における教育援

助の位置付けを明確化した。フランスの教育

援助は、自国の伝統的エリート教育の範疇か

ら外れることなく、フランス語・文化教育を

中心とした中等教育への支援が主であり、行

政面でも被援助国の中央集権的な支援体制を

支えるかのように、中央政府・教育機関への

アドバイザー派遣が中心的な活動となってい

る。また、援助対象国もフランスの影響力の

強い地域に限定し、自国の影響力の強化と維

持を図っている。こうした教育援助体制は、

昨今、世界的な協調体制（ｃｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ）が

重要視されつつある援助活動とは相反し、フ

ランスの孤立化を招く可能性もある。そこに

は、旧植民地国への政治的・文化的影響力を

保持・強化することを通じた「大国フランス

の復活」を目指す外交政策理念の追求と、一

方で各種国際機関（特に国際連合）における

世界的協調体制への積極的参加を通じて米ソ

に対抗を図ってきたフランスのプレゼンス向

上戦略との間で、一種のジレンマに立たされ

ているという見方も可能である。アメリカへ

の対抗措置という意味では、近年、加速する

経済や文化のグローバリゼーションに対し

て、これを「アメリカナイゼーション」とオー

バーラップさせながら、反グローバリゼー

ションの運動を政府・民間の連携のもとに進

めている点も指摘できる。

しかしながらフランス政府は、こうしたジ

レンマに立たされながら、近年、自国の援助

活動をさまざま視点から包括的に改革し、世

界のニーズに即したより柔軟な援助活動を実

現するための諮問機関の設置や部局の再編成

を行なってきた。今後、フランス政府が自国

の教育援助をより効率的、且つ、効果的に実

施していくためには、官民の枠を越えて国内

外における様々な援助ドナーとの協力体制を

構築し、さらには国際協調の旗印の下で大国

復活外交としての援助政策の柔軟な編成を試

みていく必要があろう。そして“Ｓｏｌｉｄａｒｉｔ６ｅｔ

Ｉｎｎｕｅｎｃｅ”（連帯と影響力）という２つの柱

において、両者のバランスを巧みに取ってい

くことが不可欠である。
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ｇ血ｃ（汀わ乃，（Ⅵ）１３６．ｎｏ．１）ｐｐ．３７－５３．

＊Ｍａｂｏｎ，Ａｒｍｅｌｌｅ（２ＯＯＯ），Ｌ’ａｃｔｉｏｎｓｏｃｉａｌｅ

ＣＯｌｏｎｉａｌｅ，（Ｐａｒｉｓ：Ｌ．Ｈａｒｍａｔｔａｎ）２２１ｐ．

＊ＭｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ（２００１），

βＧＣ〃）Ｊ′αＣ如乃２０００ご点呼クＯｒＪα乃〝〟ｅＪ

（㌢（打か血；（／ぐＪ（７上）涙ぐＪｆり〃．ざ（；ＪＪ（ＪⅢル（ん，／〃

Ｃｏ叩♂ｒ（‡Ｊｏ〃　″ｆｅｒ托ｄわβ〃ｄ ｇピーｄ〃

Ｄ６ｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ，（Ｐａｒｉｓ：Ｍｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓ

Ａｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ）

＊ＭｉｎｉｓｔとｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇとｒｅｓ（２０００ａ），

Ｂｕｄｇｅｔ２００１，（Ｐａｒｉｓ：Ｍｉｎｉｓｔｅｒｅ ｄｅｓ

Ａｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ）

＊ＭｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓｉｔｒａｎｇとｒｅｓ（２０００ｂ），

ど（石化・（両（川Ｊ，＝汀〆りｌ′∫．・⊥’上（化・Ｊｆ（川

～〃ＪｇｒＪｌｄｒわ乃ｄＪｇ ｄｅＪαダｒα乃Ｃｇ，（Ｐａｒｉｓ：

ＭｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ）

＊Ｓｅｃｒ６ｔａｒｉａｔαＥｔａｔａｌａＣｏｏｐｉｒａｔｉｏｎ（１９９７），

エαＣｏ（ｐ♂和才わ〃♪Ⅵ乃ど〟～∫ｅｅＪＪ′＆７〟Ｃ（才Ｊわ〃，

ｌａｃｕｌｔｕｆ？，ｌａＴＹＣｈｅＴｒｈｅ，（Ｐａｒｉｓ：Ｓｅｃｒ６ｔａｒｉａｔ

ｄ－ＥｔａｔａｌａＣｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ）

＊ＭｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ（１９９８），

Ｆｒａｎｃｅ，Ｎｏｕｖｅｌｌｅ６ｄｉｔｉｏｎ，（Ｐａｒｉｓ：Ｌａ

ｄｏｃｕｍｅｎｔａｔｉｏｎｆｒａｎ９ａｉｓｅ）

＊Ｗｈｉｔｅ，ＢｏｂＷ（１９９６），一’ＴｈｌｋａｂｏｕｔＳｃｈｏｏｌ：

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ａｎｄｔｈｅ ｃｏｌｏｎｉａｌｐｒｏＪｅＣｔｉｎ

ＦｒｅｎｃｈａｎｄＢｒｉｔｉｓｈＡｆｒｉｃａ（１８６０－１９６０）’’

Ｃｏ〝甲α用かど以〟ＣαＪわ乃（３２．ｎｏ．１）ｐｐ．９－

２５

【面談者リスト】

＊ＥｄｕＦｒａｎｃｅアジア局コーディネータ、レ

ミー・アルテユス（Ｒ６ｍｙＡｒｔｈｕｓ）（フラ

ンス、パリ：２００１年２月）

＊フランス国際協力高等審議会（ＨＣＣＩ）教

育分野担当官、マリ＝クロード・パピー

（Ｍａｉｅ－ＣｌａｕｄｅＢａｂｙ）（フランス、パリ：

２００２年２月）

＊　フランス外務省国際協力・開発総局

（ＤＧＣＩＤ）フランス語・文化協力局長、

ジャン・ガルブ（ＪｅａｎＧａｒｂｅ）（フランス、

パリ：２００２年２月）

＊　フランス外務省国際協力・開発総局

（ＤＧＣＩＤ）大学・科学研究協力局長、ドゥ

ニ・セニュール（ＤｅｎｉｓＳｅｉｇｎｅｕｒ）（フラ

ンス、パリ：２００２年２月）

＊　フランス外務省国際協力・開発総局

（ＤＧＣＩＤ）技術協力・開発部教育協力・社

会開発課長、ポール・クステール．（Ｐａｕｌ

Ｃｏｕｓｔｅｒｅ）（フランス、パリ：２００２年２月）

＊　フランス国民教育省国際関係・協力部

（ＤＲＩＣ）アフリカ、カリブ地域担当課長、

アンヌ＝マリ・シャンボー（Ａｎｎｅ－Ｍａｒｉｅ

Ｃｈａｍｂｅａｕ）（フランス、，）ｉリ：２００２年２月）
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５．フランスの教育援助政策（追加調査補足）

堀田泰司

（広島大学）
坂井一成

（神戸大学）

本稿は、フランスの教育援助政策の調査報告書である「フランスの教育援助政策の現状と課題」

に対する追加調査の報告である。調査は、２００３年２月３日から７日までの５日間行われ、２００２年
の調査で訪問することができなかったフランス開発庁、並びに、フランス外務省国際協力・開発

総務局（ＤＧＣＩＤ）の企画・評価部、ＮＧＯ協力部、地域企画部の部長、課長をインタビューした。以
下は、インタビューと収集した資料をもとに各部局の活動と現状をまとめたものである。

１・フランス開発庁（ＡｇｅｎｃｅＦｒａｎｓａｉｓｅｄｅＤｅｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ）

訪問先：ジャン・クラウディ・パルメ（Ｊｅａｎ－ＣｌａｕｄｅＢａｌｍｅｓ）氏、

フランス開発庁人材開発部教育・研修課長

アレン・ウイデュマー（ＡｌａｉｎＷｉｄｍａｉｅｒ）氏、

同課スタッフ

訪問日：２００３年２月３日

歴史と目的

▽フランス開発庁（ＡｇｅｎｃｅＦｒａｎＧａｉｓｅｄｅＤｅｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ）は、１９４１年にその前身である

フランス中央公団（ＣａｉｓｓｅＣｅｎｔｒａｌｅｄｅｌａＦｒａｎｃｅＬｉｂｒｅ）としてロンドンに創設され、現

在の名前に１９９８年に改名された。（ｐ．５）
▽創設当初からフランスの海外額土と「優先連帯地域」（ＺＳＰ：Ｚ。ｎｅ ｄｅ ｓ。Ｉｉｄａｒｉｔ６

Ｐｒｉｏｒｉｔａｉｒｅ）の発展を目指し、主に資金の貸し付けを行う開発銀行として、発展して
いった。しかし、９０年代からは最貧国の債務問題を解消するため、無償援助も実施
するようになった。

組織と予算

▽フランス開発庁は、独立法人組織であるが、外務省と財務省と海外圏・海外領土省

が基本的に監督している。しかし、その基本方針と具体的な政策は、ＣＩＣＩＤ（省
庁間会議）　が決定している。

▽　パリの本部の他に世界に３１の地域事務局を持っている。

▽　２００１年度には、１０７億Ｅｕｒｏ（２０００年度から０．８％増）の資金援助を提供しており、
ｂ．５）そのうち約３４％は、債務の帳消しに使われて．いる。

▽　雇用者数は、２００１年度に、１３９６名であった。１９９９年からの実数と比較するとそ
の数は、毎年、少しずつ増えている。

最近の活動と特徴

▽資金援助には、２国間援助と多国間援助の２つのカテゴリーがあり、また、借款と
無償援助の２つのタイプがある。

▽　莫大な負債を抱える最貧国の債務返済は、１９９０年から帳消しにする政策を打ち

出したが、それは、ＡＦＤに返済する代わりに債務国が自国の社会基盤である教育
や福祉、衛生等に関する開発プロジェクトに対し返済額相当の政府予算を支出しな
ければならないという制約を科する方法を取っている。
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▽また、２００２年度からは、ＯＥＣＤのＤＡＣ（ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＡｓｓｉｓｔａｎｃｅＣｏｍｍｉｔｔｅｅ）の

決定に準じて最貧国への無償援助は、すべてｕｎｔｉｅｄにしている。それ以前は、無償

援助は、すべてｔｉｅｄａｉｄであったので、この変革は、著しい。しかし、フランス政府

は、ｕｎｔｉｅｄ化しても、フランスの技術は、国際的にまだ競争力があるので、援助プ
ロジェクトの受注には、さほど影響はないという見解を示している。

教育援助

▽教育分野に対する援助は、多くの場合、セクター全体に影響する開発計画を対象と
しており、パイロットプロジェクト的な個別の援助をフランスだけで行うケースは、
少ない。

▽多国間援助の形態をとることもあり、大きなプロジェクトの一部を担当する場合も
ある。

▽教育援助に対する予算は、「Ｅｄｕｃａｔｉｏｎｆｏｒａｌｌ」の影響で、増加傾向にある。２００２年
の実績は、２６億ユーロであった。

▽職業訓練の援助は、途上国からの要請だけでなく、フランス政府が独自に提供する

一場合もある０また、国全体の職業訓練に対するインフラ整備的な援助や企業の雇用
計画に直結した援助も行なっている。

▽職業訓練に対する援助は、２つの点で問題を抱えている。１つは、雇用促進を目指
し、職業訓練を実施するが受け入れ国の将来の雇用計画と実際の需要の差が生じ、

卒業生が就職できない状況で、もう１つは、雇用のニーズは、あっても産業自体は、
貧弱で、卒業生を全て採用するほどの成長を遂げていない場合である。

２．企画・評価局の調査

訪問先：エティーヌ・ローランド＝ピージェ（由ｅｎｎｅＲｏｌｌａｎかＰｉｅｇｕｅ）氏
外務省国際協力・開発総局企画・評価部長

訪問日：２００３年２月３日

歴史と目的

▽　この局は、２００１年に設置され、フランス援助活動全般の評価と戦略的政策分析を
担当している。また、その活動の大きな目的は、特にＯＥＣＤのＤＡＣが設置したガ

イドラインに基づいて、フランス援助政策とその活動を評価・分析し、対外的に情
報の公開を計ることのようである。

▽　援助活動の評価・政策立案は、外務省のスローガンである“Ｓｏｌｉｄａ，ｉｔｉｅｔＩｎｆｌ。ｅｎＣｅ”（連
帯と影響力）に基づいたものである。

組織と規模

▽企画・評価局には、１）評価課、２）コミュニケーション課　３）多国間援助の
政策企画課、４）２国間援助の政策企画課という４つの事務ユニット（課）がある。

▽それぞれの課のスタッフの規模は、評価課が６名、コミュニケーション課が８人、
多国間援助の政策企画課は、４名、そして２国間援助の政策企画課は、５名である。

活動

▽評価課‥１）全ての活動についての評価を担当する。２）評価は、外部評価であり、
ＤＡＣの基準に準じてフランスの援助活動全般にわたって評価を行なっている。そ

れ以外に各プロジェクトのモニタリングもするが、それはあくまでも内部評価なの
で、「評価」とは呼べない。

▽　コミュニケーション課：主に対外的な印刷物の作成、シンポジウムや会議の企画等
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を担当している。

▽　多国間援助関係の政策企画課：世界銀行やＩＭＦ等に情報を提供し、実際の交渉

を行なっている。また、国連では、共同プロジェクトに直接参加するための政策的

な交渉も行なっている。現在は、ｇｌｏｂａｌｐｕｂｌｉｃｇｏｏｄｓの維持と持続性のある発展を目
指して、フランス援助政策の立案をおこなっている。

▽　二国間援助の政策企画課：主な仕事は、１）ｏＥＣＤのＤＡＣの基準に基づいた評

価とその報告、２）フランス開発庁（ＡＦＤ）との調整、３）国別調査報告の分析、
４）統計処理（分析）、特にＤＡＣに提出ている統計の情報を作成し分析する。また、

ＥＵにおいても交渉や政策的な調整を行なっている。

３．ＮＧＯの役割、ＮＧＯと政府の関係についての調査

訪問先：ジャン＝フランソワ・ランテリ（Ｊｅａｎ－Ｆｒａｎ§ＯｉｓＬＡＮＴＥＲＩ）氏

外務省国際協力開発総局ＮＧＯ協力部国際連帯機関企業係長
訪問日：２００３年２月５日

国とＮＧＯとの関係

▽重要なのは両者のパートナーシップの在り方
▽国家は目的を定める主体であり、ＮＧＯはその実施主体（オペレーター）である

▽その関係の肝は「対話」であり、国家がＮｄｏに命じるような構造になっているわけ
ではない

▽近年の動向として、ＮＧＯの一つとしての地方自治体（地域圏Ｒｉｇｉｏｎと県ｄ６ｐａｒｔｅｍｅｎｔ）
による国際協力活動が活発化してきている

ＮＧＯの財政

▽経費の５０％を上限に政府が出す

▽この範囲内で、政府とＮＧＯの間の交渉によって政府支援額は決定

▽外務省国際協力開発総局（ＤＧＣＩＤ）がＮＧＯに充てる予算は増加傾向にあり、２００１

年度は前年比３０％増である（総額は６４５８万ユーロ）

▽政府の指すＮＧＯの内訳をＤＧＣＩＤ予算の配分で見ると、民間ＮＧＯ５４．９％、青年ボラ
ンティア３１．５％、地方自治体１３．６％である

▽ＮＧＯ協力部の支出について見ると以下の二つがある

①単年度予算（財政法上の予算項目は“ｔｉｔｒｅ４”に分類）．．．額は少なく（７５０万

ユーロ）、フランス国内あるいは「優先連帯地域」（ＺＳＰ：Ｚｏｎｅ ｄｅ ｓｏｌｉｄａｒｉｔ６

ｐｒｉｏｒｉｔａｉｒｅ）に指定されたところ以外の途上国・地域での様々なキャンペーン

（啓発）活動に用いられる。対象分野は、教育開発（ＥＡＤ：Ｅｄｕｃａｔｉ。ｎ ａｕ

ｄ６ｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ）が大きい。

②複数年度予算（財政法上の予算項目ぼ‘ｔｉｔｒｅ６？，に分類）．．．「優先連帯基金」

（ＦＳＰ：Ｆｏｎｄｄｅｓｏｌｉｄａｒｉｔ６ｐｒｉｏｒｉｔａｉｒｅ）として運用され、特に「優先連帯地域」

に指定された国・地域でのプロジェクトに用いられる。額は①より大きく、
２００１年度１１００万ユーロ、２００２年２８００万ユーロ。

ＮＧＯプロジェクトの数、活動地域

▽ＤＧＣＩＤの支援を受けた数は、２００１年度４５０件以上、うち５０％以上がＺＳＰの地域で
行われており、サブサハラは約３分の１を占める

ＮＧＯに対する政府の窓口・審査機関

▽主としてＮＧＯ協力部が担当する
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教育援助の動向

▽フランスでは教育は国家の専権事項であり、そのために援助活動においても教育の分
野ではＮＧＯの参加は非常に遅れたものとなっている

▽それに付随して、教育援助に携わる人材（特に教員）の養成が立ち遅れている

▽しかし、ここ５年はどの間に、ＡｌＤＥＲＡＣＴＩＯＮ、ＧＲＥＦ、Ｌｉｇｕｅｄｅｓｅｎｓｅｉｇｎａｎｔｓといっ

た有力な教育援助ＮＧＯも育ってきている

▽また“ＥｄｕｃａｔｉｏｎｆｂｒＡｌ１〃の提唱以来、基礎教育分野での活動が増えてきている

▽しかし、財政面から見ると、教育分野は政府のＮＧＯ支援額の６％に過ぎず、依然と

してマイナーな分野と言わざるを得ない（多いのは農村部開発や保健医療など）

教育援助から見た、外務省機関内の役割分担

▽フランス開発庁（ＡＦＤ：ＡｇｅｎｃｅｆｒａｎＧａｉｓｅｄｅｄ６ｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ）がハードの面（建造物など）

への援助を扱うのに対し、外務省（ＮＧＯ協力部等）はソフトの面（テキストや教育内
容等）を扱う

４．国際協力政策の重点地域（外務省国際協力開発総局地域企画部の役割）についての調査
訪問先：エレーヌ・ファルノー＝ドゥフロモン（Ｈ６１ａｎｅＦＡＲＮＡＵＤ－ＤＥＦＲＯＭＯＮＴ）氏

外務省国際協力開発総局文化協力フランス語局フランス語課長

カトリーヌ・マクロラン（ＣａｔｈｅｒｉｎｅＭＡＣＬＯＲＩＮ）氏

同課係長

訪問日：２００３年２月７日

国際協力政策における三つの重点地域区分フランス語・フランス文化の普及の観点で
①ヨーロッパ及び国際機閑。つまり、ヨーロッパ諸国及び国際機関におけるフランス語
の地位の維持・向上（英語と対等な言語として）

②フランス語圏（旧植民地中心。近年では非フランス語圏アフリカも射程に）

③新たな戦略地域・国（日本、ラテンアメリカなど）
例えばラテンアメリカの場合、親仏感情は伝統的に強いが、これをフラン

ス語話者の増加へとつなげたい、そのためには職業上フランス語を必要とす
るという環境の整備が必要

地域ごとから分野ごとへ

▽旧来は、国際協力省の下で進められた国際協力政策、旧植民地を中心とする重点地域

（“ｃｈａｍｐ㌔）と非重点地域（“ｈｏｒｓ－Ｃｈａｍｐｓ”）という地域的区分により、プライオリティ
分けがなされていた

▽１９９８年に実施された行政改革により、国際協力省が外務省に統合され、旧国際協力

省の組織を中心とする新たな部局ＤＧＣＩＤが外務省内に創設

▽ＤＧＣＩＤでは旧来の重点地域（“ｃｈａｍｐ㌔）か非重点地域（“ｈｏｒｓ－Ｃｈａｍｐｓ”）かという地
域ごとの政策推進を改め、分野ごとの取り組みという方針転換がなされた

▽このＤＧＣＩＤに設置された地域企画部（Ｓｅｒｖｉｃｅｄｅｌａｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎｇｉｏｇｒａｐｈｉｑｕｅ）は、大

使館と協力して世界各地の地域・国ごとの情報の収集・発信（ただし外務省内部での情

報発信であり一般向けではない）の任に当たり、同部が政策立案をすることはない

フランス語教育に関わる国際協力について

▽ＤＧＣＩＤ文化協力・フランス語局では、国際協力対象国との二国間関係に重きを置い
た政策の企画立案に当たる

▽「フランス語圏」としての多国間関係については、外務大臣官房直属のフランス語圏
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担当部（Ｓｅｒｖｉｃｅｄｅｌａｆｒａｎｃｏｐｈｏｎｉｅ）が担当する（注：現行の内閣構成で見ると、外務大

臣の下に、外務大臣付国際協力フランス語圏担当大臣が置かれており、同担当大臣が

ＤＧＣＩＤとともにフランス語圏担当部を所轄する）
▽フランス語圏としての問題等に当たる国際機関として「国際フランス語圏機関」（０ＩＦ：

Ｏｒｇａｎｉｓａｔｉｏｎｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅｄｅｌａｆｒａムｃｏｐｈｏｎｉｅ）（本部パリ、加盟５６ケ国）が置かれている

が、フランス語圏担当部は０ＩＦ関連の業務を担当する

Ｃｆ．０ＩＦのｗｅｂｓｉｔｅ＝ｈｔｔｐ：小ｗ・ｆｒａｎｃｏｐｈｏｎｉｅ・Ｏｒｇ

▽教育援助における０ＩＦの役割として、フランス語教員の派遣及びフランス語教科書の
配布が挙げられる

▽国際協力政策の一環としてのフランス語教育の普及に当たっては、ＤＧＣＩＤと国民教

育省国際関係協力部（ＤＲＩＣ：Ｄｉ１６ｇａｔｉｏｎａｕｘｒｅｌａｔｉｏｎｓｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅｓｅｔａｌａｃｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ）と

の協力が密であり、双方の人事交流も頻繁に行われている

【収集資料】

．Ｍｉｎｉｓｔｅｒｅ ｄｅｓＡｆＥａｉｒｅｓｉｔｒａｎｇｅｒｅｓ，ＤＧＣＩＤｌ’ａｃｔｉｏｎ２００１＜ＲａｐＤＯｒｔ ａｎｎｕｅｌｄ’ａｃｔｉｖｉｔ６ｄｅｌａＤｉｒｅｃｔｉｏｎ
ヽ

Ｅ６ｎ６ｒａｌｅｄｅｌａＣｏｏＤ６ｒａｔｉｏｎｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅｅｔｄｕＤ６ｖｅｌｏＤＤｅｍｅｎｔ＞，２００２．

・ＭｉｎｉｓｔｅｒｅｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ６ｔｒａｎｇｅｒｅｓ，ＩｐｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＳｏｌｉｄａｒｉｔｙＯｒｇａｎｉｓａｔｉｏｎｓａｎｄＰｕｂｌｉｃＡｕｔｈｏｒｉｔｉｅｓｉｎＦ叫ｒＱＰ９；

ＣｏｍｐａｒａｔｉｖｅＳｔｕｄｖｏｎＮａｔｉｏｎａｌａｎｄＥｕｒｏｐｅａｎＡｉｄａｎｄＣｏｎｓｕｌｔａｔｉｏｎＳｃｈｅｍｅｓ，２００２・

●Ｃｏｍｉｓｓｉｏｎ Ｃｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ Ｄ６ｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ，Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎｓ ｄｅ ｓｏｌｉｄａｒｉｔ６ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅ：Ｒ６ｐｅｒｔｏｉｒｅ２０００，

２０００．

●ＬＥｔａｔ坤ｐａｒＪｅａｎ－ＣｌａｕｄｅＦａｕｒｅ＞，Ｌａ
ｄｏｃｕｍｅｎｔａｔｉｏｎｆｒａｎｅａｌＳｅ，２００２．
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６．仏語周アフリカへのフランスの教育協力

ドミニッタ・デュモン

（ストラスプール大学）

１．筆者紹介

私はブルキナファソで２年間（１９８６～１９８８）、マダガスカルで５年間（１９９０～１９９５）、二度に

わたりアフリカで国際協力員として働いた。当時の私の肩書きは単なる「技術支援貞」で、「顧問」

でもなければ「プロジェクト・リーダー」でもなく、本来の職業である数学教師・研究者として、

私の受入れ国の大学で教鞭をとるというものだった。私はおもに大学院で教え、国家博士号を持

つ者として数学研究を指導し、その研究成果を国際的な科学雑誌に掲載することも行った。

私はフランス協力省で何らかの責任ある地位Ｉこついたことは、パリでも海外「ミッション」に

おいても１度もない（かつて「ミッション」と呼．ばれたものは、最近になって「協力・文化活動

サービス（ＳＣＡＣ）」と名を変えた）。

し牢がって私は、フランスの国際協力の仕組みやそのプログラムの協議・決定・評価手続に精

通した「専門家」ではない。それにこれらの手続は、多くのオブザーバーにとって不透明で謎に

包まれている。正確な数字データや統計を入手することは容易ではなく、入手できたとしてもた

かだか４０年のフランスの国際協力史をカバーするものでしかない。

私はまた、現地のフランス人社会、彼らが作るさまざまな団体やクラブに進んで加わることは

しなかった。彼らは人生の大半を海外、とくにアフリカで過ごし、国際協力で「キャリアを積ん

だ」人たちである。ただし理論上は、国際協力における雇用は一時的なものでなければならない

はずである（国際協力要員の雇用に関する１９７２年７月３日法）。一方私にとって、二度のアフリ

カ勤務は３０年に及ぶ私の大学教師人生の１ページにすぎず、それ以外はおもにフランスで生き

てきた。

以上のことをはっきりさせた上で、かつ責任ある地位についた経験はないにもかかわらず、私

はマダガスカル滞在中、仏語圏アフリカで行われている教育政策、とくに教育で使われる言語の

選択について疑問を感じたと言わざるを得ない。１９９２年にマダガスカル教育当局かフランス語へ

め逆戻りを決定した後、現埠では公の場で論争が巻き起こった。私はこの論争の一部に触発され、

もっとこの間題を深めたいと思った。マダガスカル当局甲決定は、初等教育からフランス語を主

要教授言語とし、とくに理科系の科目ではマダガスカル語による教育を放棄する、というもので

あった。我々フランスの国際協力は、このフランス語回帰のプロセスにいったいどのような影響

を、さらにはいかなる具体的役割を果たしたのだろう。この間題に関して、また後でも述べるが、

アフリカにおけるフランスの国際協力に不透明な点があることに、私はこの時気が付いたのであ

る。それはとりわけ教育や保健という、アフリカ社会の人的開発に関わる分野、最大限の透明さ

と当事者間の最大限の協議を必要とする分野においてだった。当時のマダガスカルに関して言え

ば、フランスの国際協力当局は教授言語論争に公的には関与せず、職員にも関与しないよう求め

ていた。

－５３－



フランス帰国後、私は－もっと考えを深めたいと思い、常設フランス国際協力観測所（ＯＰＣＦ）

という．ＮＧＯに加わっキ。これは我々め国際協力活動についての客観的情報と評価の必要性を訴

える市民団体である。私はこのＯＰＣＦで１９９９年、アフリカにおけるフランスの教育協力につい

てのレポート作成に参加した。そこに私が書いた文章が坂井一成氏の目に留まり、今回黒田一雄

先生が広島大学ＣＩＣＥセミナーにお招き下さったのである。

今臥お二人および仏語圏アフリカの教育当局者と対話する機会を与えてくださ．った招碑者の

方々に厚く感謝する。わたしはここにあくまでも個人の瘡書きで来ており、いかなる組織を代表

するものでもない。アフリカの教育制度の危機を憂えるひとりの「誠実な人間」として当然の大

望はあるが、それ以上の大胆な野心を抱いているわけもない。私はフランスというひとつの国の

市民である。フランスではかなりの教育レベルと表現の自由が保証されているがＪ数年前から憂

慮すべき閉鎖的な傾向がみられ、それが移民の受入れ停止と途上国に対する援助予算の縮小とな

って現れている。．しかし私は世界市民でもありたい。この世界では富める者と貧しい者の格差が

あらゆる分野で拡大している。この溝は政治的に危険であると同時に、人道的・民族的見地から

も耐え難いものである。今こそ、これまで以上に社会開発促進のための南北対話を進める必要が

ある。

乱仏語周アフリカの学校：植民地の遺産をフランスの国際協力によって強化した西欧型学校

少し前、フランスのある政治家が「フランスの歴史上、あなちにとって一番重要な人物は誰で

すか。ジャンヌ・ダルク？ルイ１４世？ナポレオン？それともドゴール将軍？」と尋ねられ

て答えた。「その中の経でもない。私の拠り所はジュール・フェリーだ。」ジュール・フェリーは

１９世紀末、フランスのすべての子供たちのために１４歳までの無償義務教育を実現した人物であ

る。この政治家は、貧しい階層から社会の階段を上り詰めた数多くのフランス人同様、自分が今

あるのはジュール・フェリーのおかげと感じていたのだろう。ジュール・フェリーが作った法律

は、フランスに測りしれない精神的影響を与え、子供たちの教育を受ける権利の平等の原則は、

今日でもフランスの多くの教育者の拠り所となっている。

ジュール・フエー」－はまた、フランス帝国主義の拡大の時代にあって、徹底した植民地主義の

思想家でもあった。１８８８年の有名な演説では、「高等人種は下等人種を文明化する義務がある」

として、自称「文明化の使命」を論拠に植民地の征服とその経済的富の支配を正当化した。植民

地支配の結果、これらの国々にはフラ㌢スのモデルを引き写した学校が設置された。より正確に

は、無宗教の学校とミッション系の学校である。とくにミッション系の学校は、宣教師の活動に

よって大きく発展した。

だがフランスが輸出したのはジュール・フェリーの学校モデルではないことは、すぐに明らか

になった。それどころか、それは最初かう「大多数の教育よりも、植民地における少数の現地人

エリートの養成を優先」するものであった（ＭａｒｉｅぜｒａｎｃｅＬａｎｇｅ『ｏｐＣＦ報告書』ｐ．１０５また同

書鼠１１２に挙げられたＤｅｎｉｓｅＢｏｕｃｈｅの文献も参照のこと）。

１９６０年のアフリカの独立も、この輸入モデルの轟択をこ変化を及ぼさなかった。この学校モデル

は実際にはほんの少数の人間しか対象としていなかったのにである：

「発展の必要かつほぼ十分条件は、ヨーロッパ式の教育制度の普及であると考える国々の需要（を

フランスは満たした）」（フランス協力省『協力省の行動の展望旦Ｐａｎｏｒａｍａ ｄｅｌ’Ａｃｔｉｏｎ ｄｕ

Ｍｉｎｉｓｔ昌ｒｅｄｅｌａＣｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ、１９８１、Ｐ．５１）

この教育制度を担うアフリカ人幹部がいないため、フランスはフランス人の校長や教員を派遣

し続けた。ただし以後彼らの呼称は「技術支援員」となり、新生アフリカ諸国との国際協力の名
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のもと、アフリカに送られて来たのである。

独立後まもなく１９６０年代の半ばになって、ドゴール将軍がフランスの旧植民地に最初の高等

教育機関を設置するととを決めた。アビジャン、ブラザヴィル、ダカール、タナナリヴォ、ヤウ

ンデの５都市に大学が作られた。その資金はすべてフランスによってまかなわれ、当初は教員も

管理職もすべでフランス人だった。しかも当時、これらの大学はフランス国民教育省の管♯で、

やっと１９７３年になって高等教育に対する援助は協力省の所管ｋ移された。

ポスト植民地時代の特徴はまた、フランスとアフリカの人的交流にあった。７０～８０年代、フラ

ンス人技術支援員は今よりずっと数が多く、滞在年数も長かった（現在は１つの国には６年まで

しか居られない）。同様に、フランス国内のアフリカ入学生の数も今より多かった。

仏語圏アフリカにおけるこれらの大学の設立と、フランスの大学におけるアフリカ人留学生の

受入れは、植民地学校に設置された教育制度全体の深化と永続化に非常に大きな役割を果たした。

大学は高等エリートの養成モデルを具現化したものであり、それより下の教育段階（初等・中等

教育）はそれに合わせ優秀な学生を送り込むべきものと見なされたからである。だが実際には、

また後でも触れるが、輸入された教育制度はアフリカに適していないことがわかった。西欧化さ

れたアフリカ人工リートは自らの社会的位置を築くのに役立ったこの制度に愛着を抱いても、庶

民にとってはそれは惨憺たる学業不振の元凶なのであり、いつまでも国に根を下ろせない多くの

アフリカ人指導者や知識人が生まれる原因なのである。

３．いくつかの数字と変化

フランスの国際協力についての数字データは、以下の出典に基づく（発行年順）。

・『アフリカの選択』Ｌｅｃｈｏｉｘｄｅ ｒＡｆｒｉｑｕｅ協力開発省Ｍｉｎｉｓｔ占ｒｅ ｄｅｌａ Ｃｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎｅｔ ｄｕ

ｌ）６ｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ、１９８８年１２月

・『フランスの国際協力と教育、文化、研究』Ｌａｃｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎｆｒａｎｃａｉｓｅｅｔｌ’６ｄｕｃａｔｉｏｎ，ｌａｃｕｌｔｕｒｅ，

１ａｒｅｃｈｅｒｃｈｅ協力担当省Ｓｅｃｒ６ｔａｒｉａｔｄ，ＥｔａｔａｌａＣｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ、１９９７年１０月

・『万人のための教育：１９９０年ジョムティエン会議から２０００年ダカール世界フォーラムに至る

フランスの国際行動』Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｐｏｕｒ ｔｏｕｓ：ｌ’Ａｃｔｉｏｎｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅ ｄｅｌａ Ｆｒａｎｃｅ ｄｅｌａ

Ｃｏｎ館ｒｅｎｃｅｄｅＪｏｍｔｉｅｎ１９９０ａｕＦｏｒｕｍｍＯｎｄｉａｌｄｅＤａｋａｒ２０００フランス外務省　国際協力

開発総局（ＤＧＣＩＤ）、パリ、２０００年３月

†『ｏｐｃＦ報告書』１９９５、１９９８、１９９９、２０００年版、Ｋａｒｔｈａｌａ書店

１９９５年に出たＯＰＣＦの最初の報告書では、冒頭にＰｈｎｉｐｐｅＭａｒｃｈｅｓｉｎの４０ページに及ぶ論

文「数字の神秘－フランスの開発援助制度の不透明」が掲載されている。状況が彼の言うような

ものだとすると、入手できる数字の信頼性は非常に相対的なものでしかありえない！

とはいえ、過去２０年間のフランスのＯＤＡ総額はおおよそ次の通りである。

１９８１年１５０億フラン（３０億ドル）、ＧＮＰ比０．５％

１９８５年　２８０億フラン（３０億ドル）、ＧＮＰ比０．５９％

１９９０年　３９０億フラン（７０億ドル）、ＧＮＰ比０．６０％

１９９５年　４２０億フラン（８０億ドル）、ＧＮＰ比０．５５％

２０００年　３４０億フラン（５０億ドル）、ＧＮＰ比０．３７％
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ＯＰＣＦの報告書によれば、ＯＤＡの額で世界一なのは日本だが、日本のＯＤＡも減少し、１９９５

年の１４０億ドルを頂点にだいたい９０億ドル余りに落ち込んでいる。一方ＧＮＰ比において最も

気前がいいのは小さな北欧諸国で、年によってはＧＮＰの１％をＯＤＡに当てている（国連は先

進国に対し、ＧＮＰの０．７％をＯＤＡにするよう勧告しているが、現状はそれにはるかに及ばない）。

また、最近の先進国の対アフリカ援助の縮小（とくにアメリカに顕著）が、民間による資金調

達の増加に・よって埋め合わされたかというと、現実は反対である。

ＯＤＡには２国間援助と多国間援助（ＥＵや世銀との協力）がある。フランスのＯＤＡのうち多

国間援助の占める割合は増加傾向にあり、現在３０％である。だがフランスの多国間援助に教育分

野の占める割合はまだ少なく、増加傾向とはいえわずか１０％にすぎない。これはおそらく、教育

分野ではフランスは単独行動を行う習慣があるだからだろう。

地理的分配から見ると、フランスの援助を受けるアフリカの国の数は増加した。旧フランス植

民地１４カ国に加えて８０年代に１２カ国がいわゆる「額域」に加わり（つまりフランスの勢力圏

内の行動額域のことである。国際協力はフランスにとって第一に政治の道具だったのであり、現

在もそうであることを忘れてはならない）、被援助国の数はその後さらに増えた。だが同時に、

８０年代にはフランスの援助の６０％を占めていたサブサハラ・アフリカ諸国に対する援助総額は

減少した。１９９８年の国際協力改革の後、今では二つの地域区分がある。ひとつは「新興」地域で、

（国際協力の名のも七）フランスは実際にはこれらの国と貿易を行っている。もう一方は「優先

連帯地域」（ＺＳＰ）で、これには最も開発が遅れた国のうち少なくとも５０ケ国が含まれている。

ＺＳＰは仏語圏アフリカの境界を大幅に越えており、年によって異なるが仏語圏アフリカがフラン

スの援助に占める割合はもはや４５～５０％でしかない。ＺＳＰの中に新たな援助対象国が現れたこ

とと、援助全体の縮小により、仏語圏アフリカ各国への割当分は大きく減少した。

フランスの援助という「パイの分け前」については、国により違いがある。援助を一番多く受

けているのは最も貧しい国々なのではなく、象牙海岸共和国のようにフランスと強いつながりを

主として歴史的理由から保っている国々である。より経済成長期の恩恵を受けたこれらの国々に

はフランス企業が多く進出している。

過去にフランスの植民地だったということと、仏語圏であるということは、必ずしも決定的役

割を演じない。たとえば教育分野では、フランスや欧州の援助にマグレブ諸国離れがみられ、よ

り能力が高いと判断されたＭａｓｂ．ｒｅｑ（リビア、エジプト）やイスラエルの方に援助が向かう傾向

がある（ＯＰＣ万一報告書、２０００年）。

フランスのＯＤＡには複数の省や機関が関わっており、そのため伝統的に意志決定が分散し、

全体としての整合性がなかった。これに批判が集中したため、１９９８年の改革で改善が試みられた。

フランス協力省にはＯＤＡ予算のうち１５～２０％程度しか割り当てられていない。だが教育制度

に対する疲助は協力省の所管なので、我々が注目するのはこ甲予算である。１９９０～１９９５年の協

力省の年間予算は７０億フランだったが、その後およそ６０億フランに減った。その内訳にはいく

つかの分け方がある。

ａ）まず援助形態別の二大区分で、協力人員の派遣と資金・機材の供与がある。

・技術支援（教員・技術者の協力員）

・援助協力基金（ｍｃ）：１９５９年に設立され、１９９８年に優先連帯基金・仲ＳＰ）に改称、プロジ

ェクトに資金を提供する。

ｂ）もう一方はセクター別の区分で、・その１つに農村開発・教育・保健などの社会分野がある。
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我々の関心の対象は教育であるが、教育が協力省予算に占める割合はわずか２０％で、額にして

１０億フラン弱である（すなわち、先に挙げた過去２０年間のフランスの年間ＯＤＡ予算との比較
でいくと、そのわずか３～４％でしかない）。

技術支援と援助協力基金（ｍｃ）の割合はセクターごとに非常に異なる。たとえばこれまで、

国際協力員全体の３分の２が教員の派遣で占められてきたのに対し、教育分野への払Ｃ予算の

配分はわずかである（インフラや経済開発プロジェクト、農村開発プロジェクトへの割当が多い）。

・１９９０～１９９９年まで１０年間にわたる教育分野の二国間援助の内訳は次の通り。
・技術支援：７３億フラン

・援助協力基金：１０億フラン

・奨学金：５億フラン

・運営支援：４億フラン

・総額：９２億フラン

（出典‥『万人のための教育：１如０年ジョムティエン会議から２０００年ダカール世界フォーラム

に至句フランスの国際行動』フランス外務省　ＤＧＣＩＤ、／川、２０００年３月）

これはランジュＭａｒｉｅ・ＦｒａｎｃｅＬａｎｇｅが引用しているものである（ＯＰＣＦ報告書、２０００年、

ｐ・８５）。外務省の国際協力開発総局（ＤＧＣＩＤ）とは、元協力省のことで、１９９８年の改革でより一

貫したフランスの政策のために外務省に統合された。けれどもここでは「協力省」と呼んだ方が
便利なのでこの呼称を続ける。

この内訳を見ると、技術支援の割合が目立って高いが、これには近年大きな変化が起きている。

長期技術支援員の派遣数は１９９０年の４５１８人から１９９９年の１１２４人に激減した（ランジュ既出

報告書・ｐ・朗）。その目的は、アフリカ人教員の代わりにフランス人教員を使う代替協力をやめる

ことだった。すでに教師の仕事を行うに十分なアフリカ人の教員資格者がいる以上、フランス人

教員は必要ないからである。このことは相当以前から予告されていたが、それが現実になったの

はやっと９０年代半ばになってからで、それにも様々な問題が伴った（ＭａｒｃＰ址ｍ，ＯＰＣＦ報告書、
２０００年、ｐ．１２１－１２３）。

教育段階別の内訳は次の通りである。

・初等教育：１３％

・普通中等教育：３５％

・専門・職業中等教育：２０％

・高等教育：１９％

・制度的支援その他：１３％

中等・高等教育が大きな割合を占めていることは、本来ならば初等教育が優先されるべきこと

と矛盾している。つまりフランスの協力省を含め、ジョムティエン会議の全参加国が宣言した基

礎教育重視の方針は、フランスにとってはまだ意志表明にとどまるのである。世銀を含め多くの

専門家やオブザーバーが、折に触れフランスの教育協力を「エリート主義」と批判した理由はこ
こにある。
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４．西欧の学校モデルがアフリカの社会経済状況・文化に合わないことの認識

ここでは、フランスがアフリカに持ちこん、だ教育制度の重大な欠陥を認識しているフランス人

の著作からいくつか引用したい。まず、農学教授で大統額選に環境保護政党から立候補したルネ・

デュモンＲｅｎ占ＤＵＭＯＮＴ。彼はその著作とアフリカに対する関心で知られ、アフリカでも非常

に尊敬されている。

「私はまたそこに戻り、たえず同じ釘の上を叩き続けねばならない。なぜならそこにこそ、アフ

リカの悲劇が端的に現れているからだ。植民地時代の学校が育てたのは、とりわけ下級管理職、

通訳、事務員などであった。ポスト植民地時代の学校はその流れを汲むが、大学から奨学金によ

る留学まで、もっと先に進むことができた。こうして学歴を得た者はたちまち政治や行政上のポ

ストを埋め尽くした。省庁やその官房の数を増やし（セネガルは２２省）、行政機関や税関や軍や

部隊や大使館や飯事館やら何やらを増やした。つまりこれらのポストにつく特権者の数を増やし

たものの、実際の国の規模畔それに比べてはるかに小さく、そのような『一般勤を負担しつつ

持続的な経済を打ちたてられるほど大きくなかった。

このような貧血状態の経済の中で、学校を卒業したこれらの人たち、とりわけ特権者の息子で

あり『相続者』である彼らは、どこへ就職口を見つけるのだろう？商業に少し。ほとんど非効率

な工業の世界にごくわずか。国営企業に少し（これは迂問にも企業を国営化した場合で、国営化

により企業は非常に弱体化した）。一体これらすべての中卒者、高卒者、学士、修士、国家博士は

どこへ行くのだろう？それぞれ自分の学歴に見合った働き口を見つけ、瀧力と生産性によってで

はなく、年功とコネによって出世していく。これに並行して部族主義、縁故主義そして汚職がは

びこる。

この学校制度は破産した。なぜならそれは、欠くことのできないあらゆるレベルの技術者の大

集団を全く「生産」しなかったからである。農・工業の「生産軍の下士官たち」：農畜産技術者、

機械技師、鉄・木工職人、建設や公共事業の専門家、会計士、職工長、測量技師といった、農業

開発に始まり将来の工業開発の基礎となる組織を作ってこなかったのである。ここに『修士失業

者』の悲劇が花開く。それは私がすでに２０年前、その到来（と危険）を予告したものであった

・・・」（Ｒｅｎ６ＤＵＭＯＮＴ『アフリカのために告発する』Ｐｏｕｒｌ，Ａｆｒｉｑｕｅ，ｊ’ａｃｃｕｓｅ，Ｐｌｏｎ，１９８６，

Ｐｒｅｓｓｅｓ・ｐＯＣｋｅｔ，ｐ．２４０）

ルネ・デュモンは有名だが，フランスの国際協力の責任ある地位についたことはなく、あくまで

も個人の資格で発言している。一方、協力省のかつての高官の中にも、同様のテーマを著作で取

り上げている人物がいる。たとえば大著『フラシスとアフリカ』ＦｒａｎｃｅｅｔＡｆｒｉｑｕｅの共著者セル

ジュ・ミシェロフＳｅｒｇｅＭｉｃｂａｉｌｏｆで、この本は１９９３年に出版されると大きな反響を呼んだ。

「基本ニーズにより応えるため、初等教育の考え方と内容とを根本的に改革する。

努力の中心は、万人のための良質の小学校を設置することに置かれなければならない。小学校

以上の段階に進めるのは、優秀な生徒だけである。したがって初等教育は大半の児童にとって、

最終教育段階なのである。したがってそのカリキュラムは開発途上国の責任ある市民の育成に不

可欠な、基本的事項をすべて含んだものでなければならない。すなわち：

・まず地域語、次いで行政語による識字教育

・初歩的な保健衛生

・環境保護意識を伴った基本的な農業技術

・木工・金属加工、日常的な機械、基礎的な水利の知識
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・会計初歩

・公民教育

これらの科剛ま農村部・都市部双方の基本ニーズと社会需要に応えるものである。これを教育課

程の実際の内容と比べると、どれほど教育制度が変革されねばならないかがわかる。アフリカの

若者が、彼らを待ち受けている挑戦に立ち向かえるようにするには、教育制度の革命が必要なの

である。」（ＳｅｒｇｅＭｉｃｈａｉｌ。ｔｒフランスの国際協力は燃やしてしまうべきか？」Ｆａｕｔ・ｉｌｂｒ＆１ｅｒｌａ

ＣＯＯＰ６ｒａｔｉｏｎｆｒａｎｃａｉｓｅ？ｉｎ『Ｆｒａｎｃｅｅｔｌ，Ａｆｒｉｑｕｅ』Ｅｄ・Ｋａｒｔｈａｌａ，１９９３，Ｐ．９３・９４）

同様に、ヨ一口ッ／曙モデルとする普通教育がアフリカ社会に合わない以上、職業・技術教育

を支援するべきだという専門家の意見もある。だが「インフォーマル・セクター」と呼ばれる民

衆経済によって代表される生きているアフリカ経済と、技術教育とをどのように対応させればよ

いのだろうか。２人のフランス人専門家は次のように述べている。

「インフォーマル・セクターにおける見習いは、基礎的なよい専門訓練になると同時に、小企業

の運営・環境についての一般知識を与えてくれる。それは企業家精神を育て、社会参加を促進す

る。だがインフォーマル・セクターは新技術の吸収が難しいため、イノベーション能力という、

企業家精神の本質的特徴のひとつが育たない。新技術の習得を促進するには、見習いに加えて（見

習いの代わりにではなく）、より近代的な技術訓練が必要であろう。また、小規模事業者が技術の

進歩についていくためには、生涯教育の推進が望ましい。

近代的な職業訓練が莫大な費用をかけながらその役目を果たしていない（失業者を育てている

のだから！）一方で、インフォーマル・セクターの見習いには理論的な教育が欠けている。した

がってこの二つは補完的な養成訓練なのであり、両者を結び付ける試みが次第に行われるように

なっている。たとえば見習い工が訓練センターで勉強する間、雇用主に各人の賃金分を補償する

といったことが考えられる。職業訓練センターは、インフォーマルセクターの零細事業者の見習
い工に門戸を開かなければならない。

だが、どうやったら零細事業者とその従業員を職業訓練センターに通わせ、能力・知識を高め

させることができるのだろうか。別の世界のために作られているセンターを、どのようにしたら

この新しい目標に向かわせることができるのだろうか。そのためには政治的意志、これらのセン

ターをインフォーマル・セクターの労働者に開放し、その設備や機材を彼らに提供する政策が必

要である。センターの多くは実際、設備を外部に貸与している…」

（ＪａｃｑｕｅｓＣｈａｒｍｅｓｅｔＸａｖｉｅｒＯｕｄｉｎ，「インフォーマル・セクターにおけるＯＪＴ」雑誌咽代

アフリ加１７２号＜アフリカの教育危機＞Ｆｏｒｍａｔｉｏｎ８ｕｒｌｅｔａｓｄａｎｓｌｅｓｅｃｔｅｕｒｉｎｆｏｒｍｅｌｉｎ

“Ｃｒｉｓｅｄｅｌ，６ｄｕｃａｔｉｏｎｅｎＡｆｒｉｑｕｅ”，ｒｅｖｕｅＡｆｒｉｑｕｅｃｏｎｔ蝕ｐｏｒａｉｎｅｎｏ．１７２，１９９４）

５．教授言辞の問題

「仏語軌を旗印にしたフランス語の普及は、常にフランスの国際協力の主軸のひとつであり、

とりわけ「仏語圏」と呼ばれるアフリカ諸国においてそうであった。これらの国々は独立時、フ
ランス語を公用語とすることを決めたからである。

「（これらの国は）フランス語を貴重な統一要因とみなし、フランス語・フランス文化の伝播ｋつ

とめるフランス政府と立場（を同じくした）。」

（『協力省の活動の展望』協力省、１９８１、ｐ．５１）

「フランス語はあらゆる分野において、フランス・アフリカ親善の基礎を固める連結剤である。」
（同）
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しかし教育分野ではたくさんのフランス人教育学者が、基礎教育において母語も使用すること

の必要性にずいぶん前から気付いていた。英語やフランス語、ポルトガル語のような言語がすで

にアフリカに根付いており、今後も重要な役割を演じつづけるにしてもである。７０年代の終わり

頃、これらの教育学者の意見が、注目すべき雑誌『研究、・教育学・文化』Ｒｅｃｈｅｒｃｈｅ，Ｐ６ｄａｇｏｇｉｅｅｔ

ｃｕｌｔｕｒｅに発表された（この間題に関しては、ＯＰＣＦの１９９９年の報告書でＤｅｎｙｓｅｄｅＳａｉｖｒｅ，

ＭａｒｃｅｌＤｉｋｉ・Ｋｄｉｒｉおよび筆者による引用文献を参照のこと）。わずかな期間ながら、彼らは自分

たちの意見を協力省に受入れさせるのに成功し、協力省は次の通達を出した。

「サヘル諸国およびその他の数カ国では（…）、子供たちはフランス語・フランス文化に囲まれて

いない。＿家ではフランス語以外の言葉を話している子供たちにとっては、フランス語はまったく

馴染みのない言語である。このような場合、話されていないフランス語を小学校低学年から教授

音詩とすることは、学業の失敗にしかつながらない－（…）。

協力省は（・・・）そこから次のように結論した。これらの国々においてフランス語が本当に知ら

れ、使われるためには、一方ではフランス語と地域諸詩とが対立的ではなく補完的な関係にある

とみなされること、その一方でフランス学習の教育プロセスが、言語的・文化的現実から申発す

ることが必要である。仏語圏に属する若者たちにとっては、人格面でもコミュニケーション言語

としてのフラシスの習得の面でも、教育上の困難が段階的に設定されている方が望ましい。つま

り、基礎知識は母語で習得し、フランス語をまず話し言葉でそれから書き言葉で学び、徐々に母

語から教授言語としてのフランス語に移行していくのである。」（協力省、１９７９年１２月１８日通

達４７１２９号）

この通達にわかるように、それまでのフランス語一本槍の支援政策がここでは一から間い直さ

れている。しかしながらこの通達はまったく実施に移されることはなかった。このような言行の

完全な不一致は、今に始まったことではない。

「協力省は自分の省が行っていることを是認しているようには見えない。だがこれまで通り、同

じことを続けている」と、保健政策についての討論の折、あるオブザーバーは記している。（Ｂｒｕ・ｎＯ

Ｆｌ血珊ＯＰＣＦ報告書、１９９８年、ｐ．１７０）

「確かに、アフリカ詩語の振興にブレーキをかけているのはフランスの国際協力ばかりではない。

だが地域語の使用は教育において必要であるばかりでなく、行政や報道の上でも望ましいことだ。

そこには他の政治的・社会的要因が関わってくる。」（ＤｏｍｏｎｉｑｕｅＤｕｍｏｎｔ、ＯＰＣＦ報告書、１９９９）

以上、アフリカの教育について考え、興味深い考えを述べていやフランス人専門家の意見を引

用した。中には、彼らのラディカルな改革目標をある意味で協力省に認めさせるのに成功してい

る専門家もいるのだ！この種の引用をもっと続ければ、多くのオブザーバーや責任者たちが正し

い判断を下し、仏語圏アフリカの教育制度をどのような方向に進めさせるべきなのか、ずっと以

前から知っていたことがわかるだろう。

だが今日まで、フランスの国際協力も仏語圏アフリカ諸国の当局者も、問題の本質を突き詰め、

必要なラディカルな改革を行うことができなかった、あるいはそれを望まなかった。１９９０年のジ

ョムティエン会議や２０００年のダカ→ル・フォーラみのような国際会言動こおいて、あらゆるすば

らしい決議が採択されたにもかかわらず、彼らはそれをしなかったのである。なぜこうまで物事
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を変えようとしないのか、その理由を考えてみよう。実際、危機も現在のような段階にあると、
メンタリティーの変化よりも過去の立場への固執がおこりがちである。

６・アフリカ社会の危機を背景に、依然として家父長的・顧客拡大主義的なフランスの「協力」

アフリカは重大な危機にある。それは経済・社会・政治・環境・文化の上での危機が同時に起

こっている複合危機である。独立以来、就学率は著しく上昇した。１９６０年の約１０％から由によ

り異なるが１９８０年頃には約７０％に達した。だがその後状況は逆転し、１５年ほど前からアフリカ

の農村部では学校に行かなくなる現象が見られるようになった。そのため１９８２年にＢＲＥＤＡ（ア

フリカの教育開発のためのユネスコ地方事務局）が設定した、初等教育の完全普及の目標年を

２０００年以降に先送り・しなければならなくなった。もちろん人口爆発のせいもある。１９６０年から

１９８０年の間の人口増加率は相当なものであった。

だが現在の相当重大な経済的・社会的危機は、とりわけ田舎に住む人々や都市の庶民層を直撃

し、学校危機の決定的要因を作っている。貧窮をきわめる僻地になど、小学校教員であれ医師で

あれ、誰も赴任したがらない。都市部であれ農村部であれ、教材も備品もない学校には、人口増

加と留年のせいで膨れ上がったすし詰め教室があちこちに見られる。しかも国際金融機関が課し

た構造調整のため、これ以上公務員の採用はできない。かつて学校は、村の少年にとって自らの

生活条件から脱出し、いつの日か公務員になるための手段であった。だがこのような状況にあっ

ては学校は存在理由を失う。一方、貧しい家庭の女子の就学は進まない。女子は働き手として必

要だからであり、せっかく通い始めた学校も、‾依然ぜいたく品の【ままであるか、再びぜい，たく晶

に逆戻りしてしまったからだ。

このような危機を背景に、村では人々が生き延びるために始めた民衆経済が相当な規模にまで

発展し、雇用（一時的であれ確かな働き口）の数からすると、－ぉそらく最もダイナミックな部門

を形成している。それは法律や会計の規則の外で行われていることから「インフォーマル」と呼

ばれているが、この経済のニーズから見ると、伝統的な学校教育が一体何の役に立つのか、いま

ひとつよくわからないのである、。

一方学校危機は、子供たちを学校にやるのを断念しなかった恵まれた社会階層をも集っている。

保護者は、少なくとも自分たちが受けたのと同じ質の教育を子供に受けさせるためなら、犠牲も

いとわない。公教育に背を向けた彼らの社会的需要により、有償の私立学校の供給がまたたく間

に増大した。大都市に作られた私立のフランス系学校は、この並行システムのなかでも最もお金

がかかる。ごく一部の少数者しか行けないフランス系学校の卒業生は、フランスの高等教育機関

へ進学する。公立学校を出た生徒も、地元の高等教育の質の低下を逃れるため、フランスや他の

先進国に留学しようとする。そのうちわずか４０００人だけが、ＯＤＡにおいてフランス政府奨学金

を受けることができる。これらフランス政府留学生のうち何％がアフリカに帰国したかについて

は、正確なデータがない。

つまり、既存の学校制度は二つの社会階層の溝をさらに深めているが、両者はともに不満を抱

いている。

一最も恵まれた階層は、質のよい教育を受けるた柳こ、私立学校制度にますます高いお金を払わ

ざるを得ない。

一最も貧しい層は、安売りの学校教育に甘んじなければならない。だが学校が子供たちの将来を

保証してくれるとは思えないため、伝統的な学業を放棄する年齢がますます早まり、払える程

度の学費で私立の短期職業訓練学校に通わせるのも仕方がないと諦めている。
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経済危機はしたがって、初等教育段階においてさえ、教育の私立化と商品化を引き起こしてい

る。・だがこのことは、社会的再分配によって実現される人道主義的連帯の原則とまったく相容れ

ない。１９４８年に国連が採択した世界人権宣言は、２６条で次のように謳っている。

「何人も、少なくとも初等義務蓼育に関する限り、無償の教育を受ける権利がある。」
これは義務教育にはコストがかからないということではない。このコストは公共団体が負担す

るというのが暗に言明されていることである。

連帯の原則を遵守させることは、まず国家が、そして国家間の国際協力がなすべきことである。

このことから、この分野でフランスの国際協力が演じる、あるいは演じなければならない役割が

導かれる。

数字データを挙げた章で見たとおり、フランスの教育分野の国際協力予算の大半は、人（国際

協力員、奨学生、また後で扱うが、研修員）に当てられ、それよりずっと少ない割合がモノや学

校施設に割り当てられる。

フランスの国際協力の投資選択の例を取り上げ、教育経済学の国際専門家による勧告と比べて

みよう。教育経済学者は複数の新興国について、４つの投資種別ごとに投資が教育の進歩にどの

ような影響を与えるかを比較調査した。

一挙校建設と資材供与

「教員の資格と教員給与の増額

一学級定員の縮小

一生徒の手に届く教科書出版

その結果によると、最も有効なのは４番目の投資タイプ、教科書であることがわかった。もち

ろんそれがお金の面でも文化の面でも、生徒の手に届くものであることが条件である

（Ｇ．ＰｓａｃｈａｒｏｐｏｕｌｏｓｅｔＭ．Ⅵｂｏｄｈａ１１，『開発のための教育：投資選択の分析』Ｉ］Ｅｄｕｃａｔｉｏｎｐｏｕｒｌｅ

Ｄ６ｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ：ｕｎｅａｎａｂｒｓｅｄｅｓｃｈｏｉｘｄ，ｉｎｖｅｓｔｉｓｓｅｍｅｎもＥｃｏｎｏｍｉｃａ，１９８８，Ｐ．２３５）

教科書については、仏語圏振興のためフランスは１９８６年以来、国際協力において教科書の贈

与を行っている。だがこれらの教科書はフランスで出版され、フランス語で書かれ、フランスの

生徒のために考えられたもので、アフリカの生徒には合っていない。よその国際協力（とくに私

はマダガスカルでドイツ技術協力公社ＧＴＺの例を観察できた）とは逆に、フランスの国際協力

では、アフリカの生徒のためにアフリカの著者が書いた教科書を進んで作らせることはしなかっ

た。ましてやアフリカの言語を取り入れた教科書を準備することなどなかったのである。

実際、．フランスの国際協力は、教職員に役立つと考えられる投資を重視する方を好む。教育制
度「支援プログラム」というのは、現在フランスで考えられている形においては、アフリカ人の

教員と学校管理者に研修旅行や研修講座を提供するものである。それは「指導者を養成する」も

ので、（「教育科学」を強力な後ろ盾に）内容であれ、カリキュラムであれ、指導方法であれ、果

ては望ましい行財政の運営規則に至るまで、フランス人はアフリカ人にとって何がよいかを知っ

ている、という原則から相も変らず出発している。

この意味において、技術支援員の持続的派遣による代替協力に代わって、教育制度の「強化」

「支援」プロジェクトによる別タイプの協力を徐々に増やしたところで、根本的には何も変わら

なかったのである。同様に、長期の技術支援員を短期の派遣に切り替えたところで、彼らの「宣
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教師的」役割に終止符が打たれたわけではなかった。フランスの国際協力は、植民地時代から続
く家父長的、顧客拡大主義的な姿勢をくずさなかった。

７．フランスの国際協力改革の評価と試み

フランスの国際協力を改革することはできるのだろうか。「協力省は近代化が非常に難しい恐

竜のようなもの」と１９９０年にステファン・エセルＳ均血ａｎｅＨｅｓｓｅｌは打ち明けている（曙きア

フリ加ＪｅｕｎｅＡｆｒｉｑｕｅｎｏ・１５３６，１９９６年６月号のインタビュー）。彼は８０年代初頭、ジャン＝

ピエール・コットＪｅａｎ・ＰｉｅｒｒｅＣＯＴ協力大臣とともに、事態を変化させるべく最も精力的に活動
したフランスの政府当局者のひとりであろう。

フランスの国際協力に対する批判が２０年ほど前から起きているのに対し、フランスの政府当

局者は何度か、それが単なる名称変更にすぎなくても、改革を「予告」さらには√約束」した。

かつて植民地省が入っていた／川の建物は、その後フランス海外額土省となり、次いで協力省、

協力開発省、協力庁となった後、１９９８年の改革後から現在までは、外務省の１「部局」である国

際協力開発総局（ＤＧＣＩＤ）が入居している。このようにして、元協力省は今は外務省の中に吸収
されたのである。

１９９８年２月の改革は・ステファン・エセルポ１９９０年２月に当時の心力ール首榔こ提出した報

告書『フランスと開発途上国の関係ＡＬｅｓｒｅｌａｔｉ。ｎｓｄｅｌ？Ｆｒａｎｃｅａｖｅｃｌｅｓｐａｙｓｅｎｄ６ｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎｔ

を下敷きにしたものだ。エセル報告書は何年もの間秘密にされ、その提案にほぼ基づいた国際協

力改革が着手されるまでに８年を要したというのは、注目に億する。その間、１９９３年のミシェ

ロフＭｉｃｈａｉｌｏｆ報告書、１９９８年のタヴェルニエＴｈｖｅｍｉｅｒ報告書なども出た。

とはいえ、ＯＰＣＦのオブザーバーの発言（１９９９年と２０００年の報告書参照）からすると、フラ

ンスの国際協力改革は現在のところ、極めてためらいがちにしか進んでいない。政治・経済・軍

事分野の「フランサフリカ」マフィア網の支配に対しては無力さを露呈しているし、国際協力の

本額を発揮すべき社会開発分野においても、相変らずインスピレーションと野心に欠ける。フラ

ンスの国際協力の責任者の中には、もしかしたら過去の浪費に自信を失くし、もう何をやったら

よいのかわからなくて自ら予算の削減を求めている人がいるのではないか、と疑われるはどだ。

私たちの世界は変化している。だがフランスの国際協力は多少の違いこそあれ、過去と同じよ

うに機能し続けている。このことは、どうしたら説明がつくのだろう？（大きな差異は１９９４年以

来の著しい予算縮小だが、これは量的差異であって質的差異ではない）。

可能なのは、社会学的な説明である。フランスの資金援助は年月とともに、保守的なひとつの

特権的顧客集団を作り上げた。いやひとつではなく２つの社会階層から集めた２つの顧客集団と

言うべきだろう。一方は仏語圏アフリカのエリー・ト社会の特権的パートナーの集団であり、もう

一方はフランス人の咽際協力のプ占』の集団である。彼らはアフリカの国々を渡り歩いてキャ

リアを積み、管理職になると′Ⅶの協力省のオフィスに時々呼び戻されては罪滅ぼしをする。開

発援助がもたらす「定期収入」に依存するようになった「被援助」アフリカ人工リートのことを

軽蔑的に言う時、それと全く類似した状況で「定期収入」を享受しているフランス人について触
れる事は忘れられがちである。

この二つの顧客層は自分たちの習慣に安住し、何もかもがますます立ち行かなくなっていると
知っていても、変化を恐れている。

「国の運嘗に対する不満がますます高まっているにせよ、基調はやはり国対国の関係にあるよう

だ。そして我々の『モデル』『我々の考える法治国家』『我々の考える公的サービス』などの移転
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に関しては、相変らず『宣教師モデル』（我々のモデルの曙適性』に名において、我々の考え方

を良心をもって移転する）のままなのである。」（ＤｏｍｉｎｉｑｕｅＧｅｎｔｉｌ「ポストから見た国際協力改

革」Ｌａｒｉｆｏｒｍｅｄｅｌａｃｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎｖｕｅｄｅｓｐｏｓｔｅｓ『ｏｐＣＦ報告書２０００』ｐ・７５）

８．一国際協力ｊの概念に本来の意味を取り戻すこと

「国際協加をめぐるフランス人とアフリカ人との関係を如実に表す２つのエピソードを紹介し

たい。１９９０年に書かれたエセル報告書は当時公表されず、１９９８年の国際協力改革によってその

考えが広く取り入れられるまで、「秘密」にされていた。だがすでに１９９０年当時から、この報告

書は人から人へとひそかに渡り、アフリカ統一機構の元事務局長でトーゴの政治的有力者エデ

ム・コジョＥｄｅｍＫｏｄｊｏは、『若きアフリ加ＪｅｕｎｅＡｆｒｉｑｕｅ誌（１９９０年４月３０日第１５３０号）

にそれに対する黄辞を寄せた。だが彼の論説は次のような批判も含んでいた。

「…評議員３２人から成る高等評議会が予定されている。それは常時国際協力のデータを評価し、

援助の方針について考えを深め、開発途上国についての知識を改めるためのものである。

それは決定機関ではなく純粋な諮問機関であり、第三世界の国々には開かれていない。だがも

し政策対話の必要があるとしたら、それは協議機関である高等評議会の中でこそ行われるべきで

ある。これは大きな欠陥だが、今からでもまだ遅くない…」（エデム・コジョ）

それから１０年近く経って、国際協力高等評議会（ＨＣＣＩ）が実際に日の目を見た。それはステ

ファン・エセルが考えたとおりの組織であった（ただ評議員の数は約６０名），。オブザーバーによ

れば、ＨＣＣＩの仕事は悪くない（ＥｍｉｌｅＬｅＢｒｉｓ，ＯＰＣＦ報告書２０００）。だがそれは、完全にフラ

ンス人、フランス国内だけの協議機関で、南北対話の機関ではない。エデム・コジョの提案は実

らなかったのである。その本当の理由はおそらく、フランス人はフランス人の間だけで世界にお

・けるフランスの影響力について話し合いたいことにあるのだろう。

「（国際協力高等評議会によ・り）市民社会の代表者（財臥協会、ＮＧＯ、専門家、教師、ジャー

ナリスト、地方公共団体の代表）はそれぞれの活動分野において意見を述べ、彼らの活動と国の

活動とを収赦させて行くことができる。」（ｒ国際協力改革」ＬａＲ６ｆｏｒｍｅｄｅｌａＣｏｏｐ６ｒａｔｉｏｎ，１９９８

年２月４日の閣議報告、外務省）

この文書は明解である。ここで問題にされているのは彼らの介入、彼らの活動、したがってフ

ランスの影響力なのであり、本来の協力活動なのではない。「影響拡大協力」の概念が使われるこ

ともあるが、この表現は矛盾しており不適当である。なぜならそれが表しているのは「フランス

の影響拡大政策」であり、辞書が本来「協力」の語に与えている草味ではないからである。

本来の国際協力は、もちろんパートナー同士が影響を与え合うことを排除しない。だがもしフ

ランス当局が恐れていることがあるとしたら、それは影響力が逆方向に働くこと、フランス人自

身がアフリカ人に影響されてしまうことである。「アフリカ人」のように振舞うフランス人など考

えるだに恐ろしい！ということだ。この点を如実に語る例をもうひとつ紹介しよう。

／ｉトリック・ラジョエリナＰａｔｒｉｃｋＲａｊｏｅｌｉｎａはマダガスカル生まれのフランス人でＪパリの

内務省の公務員である。彼が国際協力でマダガスカルに行きたいと申し出ると、こういう返事が

返ってきた。「君はラジョエリナというマダガスカル名だ。したがって中国でもロシアでもチリで

もどこへでも行っていい。だがマダガスカルだけは困る。」
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（パトリック・ラジョエリナ編『マダガスカル、土台の再構築と開発：２０００年代の課題は何か』

Ｍａｄａｇａｓｃａｒ；Ｒｅｆｏｎｄａｔｉｏｎ ｅｔ Ｄ６ｖｅｌｏｐｐｅｍｅｎも　Ｑｕｅｌｓ ｅｎｊｅｕｘ ｐｏｕｒｌｅｓ ａｎｎ６ｅｓ　２０００？

ＵＨａｒｍａｔｔａｎ，１９９８，ｐ．９３）

フランスは彼をアフリカ大陸の国になら問題なく派遣できやだろうし、それは実際よく行われ

ていることだ。だが彼をマダガスカルに派遣するとして、いったい何を恐れているのだろう。こ

のフランス人協力員が国に残った家族に影響されることか。彼本来の文化に影響されることか。

マダガスカルの国益擁護に影響されることか。だが彼が生まれた国について親しく持っている知

識は、協力員志望者の最大の切り札とは見なされないのだろうか。国際協力は、現地で効果的に

仕事できる有能な人材を活用することから始めるべきではないのだろうか。

アメリカやドイツその他の国際協力機関には、この種の躊躇はない。マダガスカルでは、ドイ

ツのフリードリヒ＝エーベルト財団がプロジェクト調整員としてマダガスカル人を雇うのを見た。

しかも彼はドイツ在住マダガスカル人の中から選ばれたのではなく、現地採用で選ばれたのであ

る。

アフリカの教育制度改革は、アフリカ人が作り上げる建造物である、という自明の理を忘れて

はなるまい。問題は、外国の協力がどのような形でこの大事業に貢献することができたか、ある

いはできるか、ということである。それについては正確な評価を行うことがふさわしい。教育制

度の現状についての報告書を作ることは、よく行われている。だがそれにとどまらず国際協力の

総括を行った例は、いまだ稀である。

フランスの国際協力の大きな弱点の１つは、プロジェクト評価にある。協力省やアフリカ諸国

で行われている「内部」評価について、我々はほとんど何も知らない。独立の専門家による公式

な「外部」評価は非常に珍しく、公的性格を全く帯びていない。これは外交上の慎重さが「開発

官僚」の小世界（国際金融機関、国連の諸機関、二国間・多国間協力機関）において重視されて

いるからである。

きちんとした評価を行うためには、市民社会に期待するしかない。実際ＯＰＣＦはそのために

１９９５年、設立されたのである。

アフリカの側からフランスの国際協力を評価した例はまだ稀であり、それはＯＰＣＦの中でも他

機関においてもそうである。評価の分野でアフリカ人と協力することは、現地で協力するのと同

じくらい難しい。先に述べたようなアフリカ人パートナーに対するフランス側の警戒心に対し、

多くのアフリカ人は逆方向の警戒心と懐疑心で答えている。彼らは我々の中に信頼できるパート

ナー、アフリカの利益の観点から信頼できるパートナーを見つけることができるのか、疑ってい

るのだろう。

国際協力は、その言葉の崇高な意味において、改めて考え直されなければならない。私自身は

アプリオリに警戒していないし懐疑的でもない。今回、批判的な分析を行う能力がある多くのフ

ランス人の意見を引用し、真実の言葉を語った（とくに第４章で）のは、フランスの国際協力が

蓄積したすべてのマイナス点にもかかわらず、私の国にもアフリカ同様、善意の人間、相互の尊

重の上に立った国際協力の新しい形に向け、対話をする用意がある人々がいるということを、皆

さんにわかっていただきたかったからである。
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７．フランスの国際協力、アフリカの言語、

アフリカにおける教育体系の革新

ドミニッタ・デュモン

（ストラスプール大学）

序文

ここ数年、アフリカの教育制度が、その社会的・文化的環境にとって不適切であるとい

う研究結果が次々と報告されている。これまでに検討された様々な解決策の中で、国際会

議や、専門家による研究結果（例：Ｃｈａ叩ｉｏｎ，１９８６年）などから、教育現場、とりわけ初

等教育におけるアフリカ言語の使用が必要不可欠であるということを、我々は幾度となく

確認してきた。それは「教育に適した順序」という観点に基いている。つまり、子供とい

うのは、まず母語、または自分の住んでいる環境で話されている言語で教えられると、よ

り多くのことを学ぶことが出来るということである。子供が最初の教育を母語で受けた場

合には、後に外国語コミュニケーション能力を高めることもより容易になるということは、

もはや定説となっている。

死文化した通達

これは、国際協力筆の通達の中で１９７９年にも改めて言及されたことである。次の通達は、

２０年前、それによって新穂民地主義から抜け出そうとしていると期待させるものであった

が、結局は単に教育や文化に関する言及でしかなかったと言える。

「サヘル諸国やその他の国々に関しては、フランス語の集中体験学習や文化接触

の機会がなく、家庭でフランス語以外の言語を話している子供には・、我々のフラン

ス語の浸透は見られない。つまりこのような場合、話されてもいないフランス語を、

初等教育の最初から媒介言語としようとしても、結局は失敗することになる。

国際協力省は、そこから以下のような結論に至った。フランス語がこれらの国で

本当に認知され、使用されるようになるためには、フランス語と国語との関係が、
●ヽ－ナ′

互いに反発し合う状態で－はなく、補足し合うような関係でなければならない。また、

フランス語を学習するにあたっては、言語や文化に直に触れることから出発しなけ

ればならない。フランス語圏の国々の子供にとって、教育を受ける際に困難な事項

ほ、段階的に学ぶのが好ましい。それは、人格形成の面と同様に、フランス語をコ

ミュニケーシ去ン言語として修得する場合にも言えることである。つまり、基礎知

識を母語によって習得し、フランス語を学ぶ際にはまず話すことから始め、次に書

くことを学ぶ。そして教育の媒介言語を母語からフランス語へと徐々に移行してい

くということである。」（国際協力省、１９７９年）

実際のところ、この通達は死文化してしまった。それは恐らくこの通達が、実の決定者
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ではなく、教育省に属する教育専門家の手だけで作成されたからであろう０結局のところ、

この通達が広まり、実践されることはなかった。その後の十年問、我々の国際協力省が公

式文書の中で、アフリカ言語について言及することははとんどなく、「現代性や経済的発

展に追いつく手段としての先進言語・フランス語」（国際協力省、１９８８年）という青から

の呪文めいた言葉を発するばかりであった。

果たしてこの「忘却」の責任を、ただフランスの協力省だけに押しっけて良いのだろう

か？彼らめ一貫性のなさについて、あえて汚名を雪ごうとする必要はない。問題はもっと

深くに根差しているということを、我々は知っておかねばならない。実を言うと、サハラ

以南の全てのフランス語圏の国々では、学校教育への国語の導入は遅々として進まず、足

踏み状態で、マダガスカルのように後退している国さえある。

最近になってあちこちでモデル実験が試みられてはいるが、それは教育機関の外でのこ

とである。フランスのものを含む外国からの援助は、地方自治体、たいていの場合は農村

が、イニシアチブを取ることを援助するためのものである。

「多くの国々、特にサヘル諸国において、公立の教育機関はほんの一部の子供し

か受け入れることができない。その上その多くは、諸事情によって初等教育を終え

る前に学校を静めてしまう。従って、初等教育を半ばで断念してしまった者のため

の、実用的な識字教育と後識字教育のプログラムは、・基礎的な知識とノウハウを広

めるための第二のチャンスとしての学校である。多くの国々が、形式的なシステム

と形式的でない教育とをいかにうまく補い合うかを探求している。」（国際協力省

閣外大臣、１９９７年）

彼らの援助は、ＮＧＯボランティア（ＧＲＥＦ，Ａｉｄａｎｄ Ａｃｔｉｏｎ）に頼っている。そして、

全てはまるで公立学校という重病の患者に対して匙を投げてしまったかのような状態であ

る。特権階級の都会人向けの私立学校が享受している、この定期的で適切な援助（この場

合もちろん、フランス語の強化という目的を含む援助だが）や、あるいは、教育を低く評

価しているのを隠すため．のもっともらしい言い回しである「第二のチャンス」と言われる

農村での識字教育計画に対する援助ほ、本来なら公立学校に与えられねばならないはずで

ある。しかし残念ながら、この重病の患者には何の治療も施されていない。対略した言語

の地位の間に、一種の階級制のようなものが生き続けていることがわかる。

政治体質という障害

我々は、学校におけるアフリカ言語の使用の実践が困難だということを十分に論じてき

た。アフリカ言語は、その数が多すぎ、標準化されておらず、書き言葉としての伝統がな

かったり、また語彙が少なすぎて理数系分野の教育には適さなかったりするという事情も

考えられる。これらの問題点はおそらく事実であり、そのことにつ．いてまた後に述べるこ

とにするが、その問題点はもうーつの、もっと決定的な「政治体質」という障害を学んで

いる。

この障害の目に見える部分、それはアフリカ諸国が、国家の退廃という現実に対処出来
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ないという障害に加えて、政治の意思の欠如、アフリカ人指尊者の不在、フランスの援助

がないこと、他方では、特に都市の中流階級での社会的要率の欠如という障害である。

マダガスカルの例は、この点に関しては特筆すべき事柄がある。マダガスカル語は特殊

な言語だが、その言葉は公用語であるし、書き言葉としての歴史も長く、専門用語なども

数多く持っている言語である。それゆえ、国語の使用への非難が向けられているのは、マ

ダガスカルの場合は特殊であり、しかるべき理由もないことなのである。「マダガスカル

語化」は９０年代の初めに大きな不運に見舞われたが、それにはフランスからの協力援助が

大きく関わっていた。彼らは、フランス語による教育を巨大なカリキュラムで再開するた

めに、下層中産階級の社会的要求を利用したのである。この戦略は、約２０年にわたって公

立の教育機関において高い位置を占めていた、マダガスカル語に与える損害を顧みないも

のだった。その上、教育学者が皆口をそろえて、国語を奨励することの必要性について主

張しても、それはいっも権力者の不誠意や、この主張を行動に移すことへの拒否によっ撥

ね付けられてしまった。

現在はあちこちで、かなりの数にのぼる教育プロジェクトが、盛んに学校教育に国語を

導入しようとしているのは確かだが、これらの良い心掛けが果たして過去の２０年の経験か

ら教訓を引き出せたのかどうか、まだ疑いの余地が残るところである。このテーマ笹関す

る研究は、７０年代から８０年代にかけてすでにかなり進んでおり、この時期に‘Ｄｏｓｓｉｅｒｓ

ｐｅｄａｇｏｇｉｑｕｅｓ（教育に関する資料）“や‘Ｒｅｃｈｅｒｃｈｅ，ＰｅｄａｇＱｇｉｅ ｅｔ Ｃｕｌｔｕｒｅ（教育と文化

に関する研究）“１）などといっ．た協力省関係の雑誌に、その詳しい研究がすでに発表され

ていたということを、我々は忘れがちである。一方、専門家たちによるこれらの優れた研

究が、決定権保有者たちの無理解や無気力という壁にぶつかっているということも、我々

は知らないふりをしているだけである。

国語の問題の改善に関して、アフリカ人を含む多くの当事者たちの消極性や、さらには

敵意といったものの原因は、その地方固有の言語でほない言語の使用と、ある種の権力行

使の手段との間にある深い関連性である。「権力」という語について、ここでは全ての語

意を受け入れることにしよう。つまり、政治権力ほもとより、この場合には経済的、技術

的、文化的な「権力」ということである。

一般論で言う「言語＝権力」という等式を懸念するので、「後植民地」という特定の状

況に限らないのが好ましかろう。そして、後にこの問題について再び論じるために、これ

を頭に置いておくことにしよう。事実フランスは、自分達が育てたエリートを仲立ちにし

て、過去の植民地に影響を及ぼし続けているということを、忘れてほならないだろう。つ

まり、フランスが文化に関してもたらした「援助」、しかし実際は「自身の権力を強化す

ることを狙いとした援助」は、「国民の結束を弱め」、「幾っかの集団がその金利収入に

よって国という塊から独立する」という事態を引き起こしているのである。（†ｉｎｏｋｕｒ，１９

９８年）

書き言葉と権力

太古の苦から大文明は、主に書き言葉を介して言語を強制することによって顕現してき

た。広大な領土を獲得し、階層化が進むことによって、書き言葉とそれに詳しい学識のあ
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る者に頼ることが必要になった０その点については、アフリカの前植民地時代の文明も例

外ではないが、とはいえ、アフリカの場合は他の文明と比べると、書き言糞がそれ程発達
しなかった。（Ｇｏｏｄｙ，１９８６年）

書き言葉は、まず宗教的な目的のために使用され、それから政治権力や経済的権力を強

固にする目的で使用された０後者については、国際条約、契約、所有地の譲・渡、関税、会

計、人口調査、信用状などにおいてであるが、忘れてはならないのが、支配者の命令の伝

達という目的である。「命令は、書き言葉でしかも権威のある署名を伴っていた場合、よ

り背きにくくなる」。（Ｇｏｏｄｙ，ユ９８６年：１２８）

つまり、権力行使には不可欠な「書く」という文化によって、多かれ少なかれ文化的な

植民地化を免れた国が幾っもある。西洋と対面した際、アジアの文明とアフリカの文明は

それぞれ異なった反応を見せたが、二者はそれによって全く別の運命を辿ることになる。

前者は、西洋の文化的影響力に対してよく耐え抜いた。今日、結果として、それぞれの国

語の地位の明らかな差が見て取れる０アジアにおいて、書き言葉として確立され、また教

育の場で広く使用されている国語０一方で、話し言葉の段階にとどまり、単に「土着」言

語という地位に甘ん．じているアフリカの、中でも特に「フランス語圏」と呼ばれる国々の

国語。しかしながら、この「フランス語圏」という位置付けは、フランス語を押しのけて

日常的に生き生きと使用されている幾つかのアフリカ土着言語（ｖｏｌｏｆ，ｂａ皿ｂａｒａ，ＳａｎｇＯ，

１ｉｎｇａｌａなど）の力強さを考えれば、非常に軽蔑的であろう．。

教育を受ける権利

現代になり、我々は他にも様々な急務を抱えている。それは、識字教育であり、あるい

は学校教育を万人に受けさせることであるが、当然そこには女性も、恵まれない階層の人

々も含ま串ぼならない。これらの改革は、まだアフリカでは始まったばかりだが、貧困を

脱するためには欠かせない改革である。またそれを可能にするのは、社会の発展、民主主

義や人権に対する意識の向上によってもたらされる真の経済の発展である。人間の基本的

人権の一つに、とのような部分がある０「全ての人は、少なくとも初等義務教育に関して

は、教育を無償で受ける権利がある。」（ＶＮＯ）２）

この原則もまたアフリカでは死文と化している。１９８２年にバマコで、ＢＲＥＤＡ（アフ

リカにおける教育のためのユネスコ地方局）がヾ「２０００年には全ての人に教育を」という

スローガンを掲げた。１９４８年に発表された国連のこの立派な条項と、ユネスコの力強いス

ローガンは、今日のアフリカの厳しい現実に打ちのめされた。前者はまだまだ遠い理想で

あるし、後者はただの大言壮語でしかなかった。

しかし、真の問題はまず質に関することであり、量では’ないだろう。学校が「全ての人」

に開かれる前に、「どんな学校なのか？」という質問に答えるべきである。（Ｌ昌Ｔｈａｎｂ

弘ａｉ，１９９２年：１９３）

どんな学校に？どんな資格のために？

ユネスコ憲章が定められて以来、我々は「アフリカの今の状態のままで学校教育の制度
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化が進められるなら、状況は今日我々が知っているよりもっと惨澹たるものになるだろう」

ということを指摘して巷た。（Ｂｅｌｌｏｎｅｌｅ，１９８４年：１５）

年々、アフリカにおける教育制度の改革の必要性が叫ばれている０フランスの国際協力

省の責任者たち、正確には昔の責任者たちは、この課題に対して比較的根本から変化をも

たらした。

「初等教育の概念と内容を抜本的に改革し、基本的欲求により的確に応える０

力を入れるべき点は、質の良い、全ての人のための小学校を造ることでなければな

らず、そのうちの優秀な生徒だけが高等教育過程に進むことになろう０従って初等

教育がほとんどの生徒にとって最終過程であるということを考慮しなければなら－な

い。つまりそのカリキュラムは、発展途上にある国を担っていく国民として、最低

限必要な基礎知識を身に付けさせるものでなければならないということである０

・まず土着言語、次に行政上の言語による識字教育

・衛生学、基礎的な健康管理

・環境保護に留意した農業技術

・木工、鉄加工、電気・水力工学の基礎

・初級簿記

・公民

これらの教育科目は、都市と同様農村においても、基本的欲求と社会的要求に応

え得るものである。これは、アフリカの子供たちが、将来待ち受けている困難に立

ち向かう下準備をさせる教育体系であると言えるが、現行のカリキュラムと比較し

て、これらの薮育科目は大きな変革をもたらすであろうと推測することがで善る。」

（Ｋｉｃｈａｉｌｏｆ，１９９３年：９３－９４）

ここでまず、職業訓練や技術訓練に属する事柄、次に市民教育に関わる問題について論

じていこう。

前者については、残念なことにアフリカでは、技術教育の質の低下が嘆かれて久しい０

そこにもまた、遠い過去の後遺症のようなものが存在している。アフリカにおいて肉体労

働は、伝統的に文盲の人々の仕事であった。植民地学校は、この状況を変えようとはしな

かったが、それは植民地学校が「幹部」になるべき人材を育てることだけを任務としてい

たからである。この背景には、免状というものに対する一種のフェティシズムの定着があ

るが、それはつまりその免状を免状そのもののために、またその免状がもたらすと思われ

ている官僚の地位のために取得し、技術を有しているという証しのために取得するのでは

ないということである。

仕事をするのに必要な技術を学ぶための準備期間としての就学期間という原理を、アフ

リカで実行に移すことが困難なのは異常なことであるが、その歴史を考えれば理解はでき

ることである。

アフリカにおける「技術」と「書物から得たもの」、「実践」と「理論」との間の断絶

は、他の地域と比較してもかなり目立っている。そして恐らく、そのせいで技術教育がそ

の指標を見つけることが困難になっている。解決策は、地域開発計画に沿った市町村議会
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や共同体の後援を受けて、技術専門学校とその卒業生を受け入れる製造業者の連帯を適し
て少しずつ見えてきている。（ＯＥＣＤ／ＣＩＬＳＳ，１９９８）

それでも、「実用的な」識字教育の支持者たちが、この識字教育を技術革新の前提条件

と見なしたがっている場合、それは非現実的であるということを付け加えておこう。実際、

農民、職人、芸術家の間でのノウハウの伝達には、書き言葉は大して必要ではなく、むし

ろ模倣、例示、身振りや言葉に頼るところが大きい０この問題に関して、識字教育の必要

性を引き合いに出すことは、「間違った実用性」（Ｂｅｌｌｏｎｅｌｅ，１９８４年）である。また、我

々は時として「教養のない学識人」（Ｐａｓｅｙｒｏ，１９８６年）よりも文盲の人々からより多くの、

真の知識を得ることがあるということを我々に喚起させる研究者もいる。これらは全て、

書き言葉の重要性を相対化するものであり、アフリカが、役者たち（読み書きが出来るに

しろ出来ないにしろ）のバイタリティーによって、不適切にも「非公式の」と呼ばれてい

る大衆経済をいかに改善できるかを我々に教示している０我々がとりわけＪｏｍｔｉｅｎの会議

の際に奨励したように、学校がこの明らかになりっっある大衆経済の利益になる存在たな

るため－には、学校がその実態、マニュアル、語学教育から抜本的に改革しなければならな
い。

国語と理数系分野の教育

読み書きや計算ができること．は、とりわけ異なった文化や背景を持っ人々が意思疎通を

図ろうとする場合に非常に重要である。「農民ドとって、識字教育は何よりまず、外の世

界から身を守るための手段である０それは、自分達の生産物の売買を取り仕切るというこ

とに関してである。」（Ｂｅｌｌｏｎｅｌｅ，１９８４年：１１１）

それは・、経済・計算・重量・面積・貨幣単位・度量単位の換算に関する用語、広く言え

ば異なる認識・習慣・言語・科学・民族間での変換や翻訳についての知識が最重要である
ということを意味する。

この点に関して、「未開の」民族の言語はもともと「劣っており」、「宜しく」、とり

わけ「曖昧」であるということが言われ続けて来た０我々が、それらの言語を宗教・詩・

文学・・芸術ざ関する表現において豊かであると認めるならば、それは直ちに理数系分野に

関してそれらの言語の適性を否定するということである。マグレブ諸国やマダガスカルに

おいては依然、Ｆｉｔｏｕｒｉ（１９８３年）によって提唱された二言語併用の概念に基いて教育科目

を分離する傾向にある０我々はこの二言語併用を分裂病として位置付けよう。

・宗教、歴史、文学など文化的アイデンティティーや内の世界に関する事項は全て、子
供たちは国語で学ぶ。

・計算、数学、理科、公民、法律などの科目ほ、逆に「現代への入口」であるフランス

語で教えられるが、子供がフランス語に堪能でない場合、それほどこにつながる「入口」

でもなく、彼らは何も学ぶことが出来ない。

この二分状態は、頭脳詐欺のようなものである０我々は母国語で計算を習うことの社会

的重要性を思い起こしたばかりである０しかも、ある言語が本質的に他より「劣っている」

とするこの「言語差別」（Ａｕｒｏｕｘ，１９９６年）は、根拠がないことなのである。どのような

言語であっても、正確かっ理数系分野に関する語彙を適切に表現し得る言語になるために
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は、書き言葉の段階を経てそこから変化し、新たな慣用に適応していかねばならない。

「言語を固定させるかに見える書き言糞は、実は言語を変化させる。書き言葉は、単語そ

のものを変えることはないが、その言語の持つ特性を変える。書き言葉は、正確さではな

く表現の豊かさを生み出す」（Ｒｏｕｓｓｅａｕ，Ａｕｒｏｕｘの引用による。１９９６年）。正確であるこ

とによって得られるものは、表現力において失われる。全ての書き言葉は、この損失と獲

得の過程を経て現在も使用され、生き残っている。

ところで、ある言語が学問的表現において、本質的に他の言語より好ましいとする主張

は馬鹿げている。全ての言語には、哲学者や法学者が「論じ」たり、論理学者や数学者が

「証明し」たりといった、「議論する」のに必要な道具は揃っている。言語の使用域の話

し言葉から書き言葉への移行が、言語表現をかなり大きく変えることは明らかだが、全て

の言語に初期の言語表現域（辞書のようなもの）が存在することは、学問の分野において

どのような言語にも潜在能力があるということを明らかにしている。

言語類型学（例えば屈折語、膠着語、孤立語など言語の属性）の視点からは、このよう

な言語なら現代化の過程において本質如こ有利であるとか、逆に不利であるといったいか

なる主張も無効である。ただ社会のバイタリティーだけがその差をつけるのであり、歴史

の過程でその言語が生き残り浸透するか、また絶滅の危機に晒されるかほ社会集団の活力

にかかっているのだ。

よって、ある言語が科学的・専門的語彙に乏しいといった・危倶は、実際は不要である。

語彙は、単に習慣の問題だから．である。だから、語彙を豊かにすることに努めるべきなの

だが、それは必ず「純粋主義者」と「借用擁護者」との論争を巻き起こすだろう。しかし、

言葉の其の改革に付随して起こる事件をあまり大袈裟に騒ぎ立てるべきではなく、それよ

り辞書や文法書を作り、またそれらを広めるための資力を得ることが必要である。

国語と公式文書

ある言語において語彙が入念に練り上げられていれば、その言語環境で育っ子供が自分

の言糞で患者を組み立てたり、社会環境での発見を通してその認識能力を伸ばしたりする

ことがより容易になる。また、実際に仕事を始める時や、科学的な論証、哲学や法学を論

じる準備としての公民や道徳の教育にも大きく役立つ。ここでは、将来の農民、職人、商

人が市民の権利を行使し、行政や司法に対して身を守ることが出来るようになることが争

点だが、そのためには、彼らはまず公式文書を理解することが必要である。

「田舎」の国を含むフランス語圏の国々で、たった１０～１５％の人しか法律を知らないと

いうのは尋常ではない。だから、最も基本的な民主主義の名のもとに、健全な概念をもっ

てまず具体的な問題に取り組み、アフリカ言語をたた書き言葉として新しい語彙で筆かに

するだけではなく、アフリカ言語自身も「公式」にしなければならない。具体的に言えば、

一市民が母語で土地台帳、民法典、森林法典などに触れることができるようにしなければ

ならないということである。

母語で読み書きや計算を習うことは、その言葉が公の填で認められ使用されている場合

に限ってしか有用ではない。学校で国語を奨励することは、その言語が同時に行政、ジャ

ーナリズム、司法などに導入されているのでなければ、全く意味がない。関係機関は、国
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語を書き言葉として自分のものにするだけではなく、それらを効果的に使うことに努めな

ければならない（ＯＥＣＤ／ＣＩＬＳＳ，１９９８年‥１５）ｏだから、民主主義の浸透につながる一種の

「文化改革」が重要なのであるし、全ての先進国はこの過程を経験してきた。が、アフリ

カでは、扇動的に「真正性」を謳う独裁権力が国語の使用を拒否するということは十分に
有り得ることである。

アフリカ言語の教育に視聴覚教材（テレビ、遠隔授業など）を導入することを奨励する

人々もいるが、このことはそれらの言語を話し言葉に限定してしまう危険性を学んでいる。

今の時代、他の地域と同じようにアフリカでも、権力の歯車の中に遍在している書き言葉

の支配を逃れることは出来ない０それは、フランス語で得た「文化的財産」で儲けようと

躍起になっている司法書士による訴訟手続きなどを思い起こすだけでも、明らかなことで
ある。

何故どんな学校でもまず読み書きを習い、「数を数える」ことだけでなく「数式を立て

る」ことを学ぶのかは、この事き言葉の支配という観点から考えれば理解が出来る。平面

に置かれた座標の表し方を知っていれば、清算も無理なく解けるからである。子供たちは、

「遠くから」視聴覚的な伝達ツールだけではこの方法を学ぶことが出来ないのは明らかで
ある。

アフリカ言語重視の必要性

アフリカ言語の地位が、社会全体を意味する書き言葉の文化にまで高められないなら、

言語間の階層制は残り続けるだろう０ある言葉を重視し、同時にその言葉を、今日行われ

ているように、下級甲用途に限られているのだから初等教育だけに使用すれば良いという・
主張は間違っている。

「言語は、高等教育の現場で教えられている（使われていれば尚良い）からこそ

認知されるのである０一般常識とは逆だが、この言葉を小学校で普及させる前に、

まず大学や高校に導入することが好ましい０そうすればこの言葉は、学問・技術分

野の知識を伝達し得る言葉だから入念に取り扱うべきだ、という印象を与えること

が出来る０こうした印象は、これまで確立されてきた言語の特徴でもある。

言語が認知されるためには、その言語が恵まれない階層の人々（例えば辺邸な農

村の子供など）に優先的に教えられたりしてはならない０なぜなら、確立された言

語をマスターすることが子供の明るい未来への近道であり、この言語はかえって家

族にとって足助になってしまうからである０だからまず、この言語は都会の、権威

ある学校などでその地位を固めなければならない０（略）はとんどの場合、社会文

化のアイデンティティーを決定づける言語と、社会において有効な言語、言い換え

れば、人生における成功の要因となる言語とでは、家族は後者の言語の方をより重

視するということを知っておかねばならない０だから、前者に関して、この言語は

社会で果たす役割や、職業資格の取得への貢献度が大きいのだから、この言語を学

ぶことによって子供たちが評価の高い職業に就く経路を辿ることが出来る、という

ことを家族に保証しなければ、その言語は学校での地位を確立することが出来ない
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だろう。」（Ｖｉｇｎｅｒ，１９９６年）

ＧｅｒａｒｄＶｉｇｎｅｒは、ここで重要な点に触れているが、そのことは我々にマダガスカル、

ギニア、ペナンなどで国語が実験的に導入されたことを思い起こさせる０それらの実験車

全体的には失敗と見なされ、開始から数年後には、多くの場合家族からの要望によって中

止された。

ある言語を奨励することは、その社会の発展を促進するための必要条件ではあっても、

十分条件ではない。逆に、発展を拒否することは国語を故に回すことになる０この点につ

いてこれから考えていくことにしよう。

「アフリカが発展を拒否したとしたら・‥」万人のための教育？

これらの国々で国語の導入が失敗に終わったのは、Ｇ昌ｒａｒｄＶｉｇｎｅｒが暗に指摘している

悪い癖に彼らが陥ってしまったからである８一方では、国語が庶民階級の子供たちが通う－

小学校でだけ導入され、特権階級の子供たちの私立学校では、フランス語での教育という

形態が維持され．たままだったという事にこの失敗の原因がある０他方では、評価の高い職

業‡と就くための選考の段階で、フランス語の能力が判断基準の一つとして採用され続けて

いた事か理由である。

真実性とか国民主義という乳よけの後ろで、国語の普及計画はただの理想にとどまり、

社会における実際の役割は空っぽな状態のままであった０全く新しい仕事に対して準備の

出来ていない教師達は、教育方針に関する助言指導、教材、地方言語で書かれた教科書も

ないまま、独断で授業をするしかなかった０　この政策は、本来なら愛国心によってこの世

代を一つに固めるはずだったのだが、逆に二つの経路によって彼らを分断してしまうこと

になった。フランスの国際協力省が、私立学校の経路の方で行ったことは結果的に、欧米

びいきのエリート達を利用して庶民階層の人々に不利益を与え、学校における二重主義を

さらに強調しただけであった。

「エリート達にとって、学校の状況がこのようになってしまった以上、彼らをか

つては昇進させたが、今や彼らを脅かしているこの（フランス語による教育という）

梯子を取り去ることで彼らは自分の身を守ることが出来る。エリート達は、自分た
■１．■′

ちの子供を先進国の学校に行かせれば済むことなのだから、この梯子を取り去るこ

とは簡単である。（略）だからエリート達ほ、公立学校の状況が悪化するままにし

ておくのだ。そして将来を奪われた若者達の問題が現れてくると、彼らをもはや脅

かさない伝統的な社会に戻すことや、または地方言語での教育を発展させることに

好意的な態度を取ることが、彼らにとっては有益なのである０」（Ｖｉｎｏｋｕｒ，１９９４年

：８９）

国語での苦い経験の後、フランス語で教える学校のシステムや、さらには「フランスへ

の回帰」という戦略は、この二重主義から抜け出し、「万人のための」フランス語を媒介

に、子供たちの間に平等なルールを設定し得るのだろうか？マダガスカル当局が９０年代の
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初めに主張したように、「平等な機会」を子供達に与え得るのだろうか？

そのようなことは決して有り得ない。それは、リエージュ大学の社会言語学者がその時

代に指摘した通りである。彼は、世界銀行から望まれていた人材であるが、マダガスカル

の権力機関もフランスの国際協力省も彼に耳を傾けようとしなかった。

「二言語数育という環境で得られた学問的知識に関して、我々は次のような予測

を立てることが出来る。教育の媒介言語としてのフランス語の導入が早いほど、ま

たその改革が早く実現するはど、マダガスカル語しか話せない農村の子供達の大部

分にとって、結果は悲惨なものになるだろう。一般的に都市に住む教養のある家庭

の子供、その多くほバイリンガルなのだが、そうした子供達にとっては、フランス

語による教育ほよい結果を生むだろう。

フランス語による教育体制は、「平等な機会」を与えるかのように思われている

が、決してそうではない。むしろ逆に、この改革が農村と都会の間の社会的な溝を

より深くしているというのは、十分に有り得ることである。」（Ｃｒａｂａｙ，１９９１年）

Ｘａｒｃｅｌ Ｃｒａｈａｙの予測は、残念なことにその通りになってしまった。マダガスカル当局

と、ＰＲＥＳＥⅡ３）に基いたフランスの国際協力省との一致協力によってなされた、マダガス

カル化の放棄とフランス語への回帰は、結果的にこの二つの世界間の断絶を大きくするこ

とになった。マダガスカルでは．子供達全体の学力は下がる傾向にあり、田舎の学校は次々

と閉校している。そうしている間に、都会の少数派の子供達は、フランスを模範とし、悲

惨な環境で生き残るために、私立学校で教育を受けているのである。

深まるばかりの社会文化間の溝

この同種の溝は、サハラ以南の他の元植民地でも生まれており、フランス語圏の国々に

関する公式な資料もそれを認めている。「フランス語圏のアフリカでは、奇妙な特徴が見

受けられる。１９８５年から１９９４年の間、フランス語による教育実施率は増加したにもかかわ

らず（１９８５年には７８％、１９９４年には９８％）、就学率は減少した（１９８５年には１９％、１９９４年

には１４％）。」（Ｇａｓ，１９９７年）

別の言い方をすれば、フランス語による教育を受ける生徒の割合が増加すればする程

（１９８５年にはマダガスカルやペナンなど、幾つかの国ではまだ行われていた母語による教

育を受ける生徒はもうほとんどいなかった）、クラスーつ一つで見れば生徒の数は少数に

なった。ここで我々は、三つの現象の間の相関関係に注目する。これらの国々の学校制度

におけるフランス語の覇権的存在、社会階層間での社会文化的な溝の深まり、普遍的教育

を実行することの不可能性という三つの現象である。

様々な実験の失敗を考慮に入れて分析をすると、おそらくこういう事になるだろう。一

言語主義も、二言語主義も、はたまた多言語主義も、学校がこのような状態である限り、

社会階層の差が広がるのを食い止める事は出来ないし、人間的な発展という困難な課題を

解決する事も出来ない。言語の選択に関して我々が断言出来るのは、次に述べる事だけで

ある。
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・国語を放棄するということは、国民の統一と国家の発展を放棄するということである０

「外国語を使用することでは国の発展は実現しない。それどころか、外国語の使用によ

って、その言葉を話す者と話さない者の間に格差が生じ、国家の中に二つの国家が生ま

れる事になる。」（Ｌｅ Ｔｈａｎｈ Ｋｈｏｉ，１９９２年‥４９）

．しかし、国語が社会で有効と見なされず、社会に組み込まれたものとして国語の地位

が向上しない限り、子供を危険な教育実験のモルモットにさせようとする親はいない。

どんな親も、それなら自分達がやって乗たように「白人学校」の外向的なスタイルの方

を好むだろう。

アフリカでは、質の良い教育、またはそう呼ばれているものは、まだ高額な学費がかか

り、どこにでもあるわけではなく、学校の教育方針が明らかになるまでほ、多かれ少なか

れ欧米のやり方を模倣したものに過ぎない。このような状況で、国家を担っているエリー

ト達は、まず自分自身の子供の将来のことを考え、他人の子供達が文盲たなっても仕方な

いと思っている。こうした状況に対′し、共同体はこの国家の崩壊を諦めて受け入れる事な

く、国家の新しい在り方を模索している。

真剣に投資をすることが必要不可欠だ

この袋小路から脱出するためには、アフリカ人とマダガス・カル人は創造性と責任感を示

し、自らの可能性や文化的価値を拠り所とし、また決して外国語の学習も軽んずることな

く、母国語を尊重していくべきだ。

教育が高額な学費を必要とせず、従って皆に手の届くようになるために重要な要素は、

投資である。

遅かれ早かれこれらの国々は、最低限の教育を全ての子供に受けさせるためには、国語

の表現力や国民の潜在能力を引き出さねばな．らないだけでなく、それに必要な設備も整え

なければならない。専門家によると、援助によって建設された学校の設備投資のレベルを

見れば、言語教育に関わる事は除外して、その学校で行われている教育の質を判断出来る

からである。（Ｃｌｉｇｎｅｔ ａｎｄ ＥｒｎＳｔ，１９９５年）

いかなる先進国でも、大規模な公共投資によって、実体を伴った「教育を受ける権利」

が国民に与えられるようになった。アフリカの一国がこの行程を辿るには、公正で政治意

思のある外国のパートナーからの多額の融資が必要だが、ほとんどの場合そのような国が

不足しているのが現状だ。

授業計画に関して、もっと一般的には社会の発展計画に関して、多くのアフリカ人責任

者たちは今日、首尾一貫した主張もなく、物質的な手段もなく、自国の問題を外国からの

援助に委ねているのである。

フランス国際協力省といかに協力するか

現在の状況でほ、アフリカ諸国は外国からの援助に対して、強い依存を示している。こ

の側面に関して、争点はフランス国際協力省の援助の在り方に戻ってくるのだが、この省

はフランス語圏のアフリカ諸国に関して、文化や教育の発展の面で主要なパートナーであ
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る。言い換えれば、第一の出資者であるだけでなく、教育計画に関するアイデアの第一の

提供者であり、さらには実質的な決定者なのである。

この状況は今始まったことではない（Ｄｅｂｌｅ，１９９４年）が、時とともに退廃的になりっっ
ｌ

ある。「ＯＰＣＦは、（そのご立派な宣言では）フランス国際協力省が、受け入れ国の決定し

た政策に、体系的に自らの提案を組み入れていくことを奨励している」（ＯＰＣＦ，１９９８年：

１５６）が、現実ほその逆である。大抵の場合、フランス国際協力省が決定した政策に、ア

フリカ政府が体系的に自らの捷案を組み入れているのである。この点に関して、一つ面白

い小話（１９９４年）がある。

ある日アフリカのある国で、ある人が「どうすればこの国の国語（このような場合に限

って）とフランス語が丁度いいバランスを保っことが出来るでしょうか」と教育大臣に尋．

ねた。そしてその人物は、バイリンガルの教科書を作ればいいではないかという考えに辿

り着いた。国語とフランス語の両方で書かれた教科書なら、お互いが相手について知るこ

とになり、この二言語間での文化的な相互対話が可能になる。ニヶ国語で書かれた数学や

地理の教科書なら、異なった教育のバックグラウンドを持っ生徒それぞれに対応するから、

フランス語が堪能な生徒にも、フランス語は理解出来ないが国語では読み書きの出来る生

徒にも、同時に有益ではないか、とその人は提奏した。「それは素晴らしい考えだ」と大

臣は言った。「また、現在の我が国の状況（若い世代の９０％がフランス語に関してほとん

ど無知であり、また教科書不足が深刻である）を考えれば恵もふさわしい提案だ。しかし」

と大臣は付け加えた。「そのた．めには資金を調達しなければならない。私達の最大のパー

トナーはフランスの国際協力省だ。フランス協力省が、フランス語で書かれていない教科

書を作るのに金を払ってくれるかどうか、疑わしいものだ。」

この提案を受けた文化参事官は、大臣の言葉どおりそれを拒否した。バイリンガルの教

科書を作るというユートピア的な発想はこうして葬り去られ、フランス語で書かれた教科

書で良しとする伝統的な案に取って代わられた。当然この国の人々は、バイリンガルの教

科書を作るという発想を、自国の教育省が一瞬でも弁護したという事実を知ることはなか

った。なぜなら教育に関する政策は、公の場では討議されず、フランスと話し合われるこ

ともＪないからだ。

アフリカとフランスは協力関係にはない。フランスは、陰で実権を握り、内密に相手国

を操作しているのだ。かつての光の時代、偉大な哲学者たちの祖国であったこの国は、ア

フリカとの関係において反啓蒙主義への退行を経験することになった。

フランスが文化間の相互対話を拒否したとしたら？

フランスがアフリカ言語の普及のために人道的、物質的な投資をしたり、教育政策に関

してこれまでとは別のやり方で援助をしてくれるという期待は、大部分のアフリカ人にと

ってほ非現実的である。アフリカは、この必要不可欠な国語の地位向上のために、フラン

スではなく他の援助機関（一般的に北アメリカや北ヨーロッパの援助機閑）に頼ることが

出来る。

一般的に考えられているのは、フランスはパートナーと利益が一致する場合にしか援助

協力を行わないということだ。フランス語がその例であり、この言語はフランス語圏の国
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国（特に独立に際してフランス語を公用語としたアフリカ諸国）と共有されているが、こ

こにフランス語を公用語にすることによって独立が許されるというアフリカ諸国の利益、

フランス語の普及によって自国の権力を固めたいというフランスの利益、といった双方の

利益が存在する。しかし、アフリカ言語についてはそうはいかない。

このように考えると、フランスはその歴史と中央集権主義が理由で、自国の言葉と文化

しか知らず、いかなる真の文化的な相互対話も受け入れない。ヨーロッパ全体で見ると、

改革が始まろうとしている今に及んでもなお、地域言語の問題に対するフランスの態度は

実に古くさいものである。反対に、過去の植民地においては、尊大な反射的思想が今も根

付いている。

この威圧的で古い思想は、フランスが敵対する帝国に乗っ取られるのではないかという

強迫観念を伴っている。つまり、北アメリカの財団がサヘル諸国の子供達に、英語による

識字教育を実施し、ガーナでその地方出身の教師に教育実習を（英語で！）行うのではな

いかということである。ファショダ事件を再び蘇らせるにはこれ以上ない状況である。

しかしフランス語圏のアフリカでは、フランス語の地位は決して脅かされてなどいない。

フランス語はこれからも、インドでの英語のように公用語という役割を担っていき、教育

の媒介言語として母語に次ぐ主要言語としての地位を確立するだろう。アングロ＝サクソ
ヽ

ン系民族に征服されなかった国においては、英語は「外国語」という先に述べたフランス

語とは違う次元に位置している。英語は第一の世界共通語であり、従って非常に有効だが、

この場合には外国語という地杜にとどまっているに過きない。

フランスがアフリカ諸国の政策を決定するという不条理は、アフリカの知識人たちの間

に反フランス感情を生み、ブレーンのアメリカへの流出を引き起こすことは確かである。

結局フランス語やフランス文化はこの不条理によって被害を被るだけである。

フランスーアフリカ間の対談は最終段階に来ている。アフリカが外の世界にも関心を持

ち、外匡ほ計を学び、南南協力を含む様々なパートナーシップを望む（か．といってフランス

語圏からの援助も忘れてはならないが）ことは当然である。

ここでアフリカは、相互文化・多言語コミュニーケーションに関して古い伝統を持って

いることを思い出さねばならない。社会における絆、ホスピタリティー、社交性の面で、

おそらく我々はアフリカに教えるべき事より、ア′フリカから学ぶべき事の方が多いであろ

う。「我々が気付かない事、または気付きにくい事、それはアフリカがまだ社会関係を築

く余地のある、もっと正確に言えば社会に新風を吹き込む余地のある唯一の大陸であると

いうことだ。」（Ｅｎｇｅｌｈａｒｄ，１９９６年：２８）

論点は他にもある。我々の学問的・技術的知識はおそらく、自由・自主独立・批判精神

の価値も持っている。しかし、我々とアフリカの関係が調和のとれたものになるためには、

この関係が急激な変化を遂げなければならない。我々が補助したり、支持者を煽ったりす．

る政策から、「公共の福祉」、「相互利益」、「共有財産」に裏付けられたパートナーシ

ップへと進化していくべきであるが、これらの言葉の定義をもう一度考え直す必要もある

（Ｅｎｇｅｒｈａｒｄ；１９９６年：４５３から続く）。ここで、地政や経済の問題は抜きにして、文化や人

間関係の次元で良い協力関係を築きたいと願うフランス人向けの、いくっかの知恵を提案
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して本論の結論としたい。

一般的に、我々は以下のことを心掛けるべきだろう。我々は、これまでの尊大な姿勢を

改め、一種の思い上がりによる自民族中心主義を排し、謙虚さを学び、我々のフランス語

は普遍的な言語ではないということを認め、またフランス語圏の国々の文化カミ葦かになら

たのと同じように「他の文化が我々の文化に意義を与えるために」（Ｅｎｇｅｌｈａｒｄ，１９９６年：

５３４）我々の客人たちの言語を学び、最終的には我々の資質の基盤にあるべき相互扶助の

精神を思い起こさなければならない。

我々が、アフリカの文化的な植民地解放（Ｅｌｍａｎｄｊｒａ，１９９６年）に向かって新たな一歩を

踏み出す時、社会の変化や普遍的教育の問題に真筆な態度で取り組むアフリカ人を目の当

たりにすることだろう。そして、アフリカの教育体系の革新に向けて、我々はアフリカ人

たちと有益に協力し合っていくことが出来るだろう。

注

１）　参考文献一覧の中程にある。Ｊｏｓｅｐｈ Ｐｏｔｈを見よ。

２）　基本的人権に関する世界宣言，ＵＮＯ，１９４８年，ａｒｔ．２６．

３）　ＰＲＥＳＥⅡ：マダガスカルにおける教育システムの強化プログラム。フランス寄りの統

制経済プログラムで、１９９１年に制定された。失敗にもかかわちず現在も効力を持っ

ている。
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ＶａさｔＯ　¶ａｃｈｉｅｖｅ ａ、ｈｉｇｈｅｒさｔａｎｄａｒｄ．ｄｆ・１ｉｖｉｎｇ ａ鱒ｄ ｆａｉ上ｅｒ

ｌｉｖｉｎｇ ｃｏｎｄｉｔｉｏｎＢ ｆｏｉ ｐｏｏｒ ｐｅｏｐｌｅ，さＯ ａ８ｔＯ．８ａｔｉ岳ｆＹｔｈｅｉｒ

ｂａ８ｉｑ ｎｅｅｄ層ａｎｄｉｎァ０１ｖｅ ｔｈｅｍｉｎ ｐｏｌｉｔｉｃａｌ ｄｅｃｉＢｉｏｎ＄ｔｈａｔ

９０ＶｅｒｎβＯＣｉｅｔａｌ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ－－（ＳＯロ１卯７…１３）・℡ｂｉ８０Ｖｅｒａｌｌ

ｇｏａｌ ｖａＢ ｄｉｖｉｄｅｄｉｎｔｏ ｔｈｅ ｆｏｌｌｏｗｉｎｇ早ＰｅＣｉｆｉｏ ｏｂｊｅｃｔｉｖｅｓ‡．

●　ｅｅＯｎＯｍｉｅ ｇｒｏｖｔｂ

・ｅｅＯｎＯｍｉｅ ａｎｄ８０Ｃｉａｌ、ｅｑｎａｌｉｔｙ

●・ｅｅＯｎＯｍｉｅ ａｎｄ ｐｏｌｉｔｉｅａｌｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｅｅ

．ｄｅｍｏｃｒａｔｉｃ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

Ｓｉｎｃｅ ｔｈｅｎ，ｔＷＯ ａｄｄｉｔｉｏｎａｌ ｏｂｊｅｃｔｉｖｅＢ ｈａｖｅ’ｂｅｅｎ ａｄｄｅｄ！

●　ｅｎＶ土ｒｏｎｍｅｎｔａ工ｐｒｏｔｅｅ七ｉｏｎ

．９ｅｎｄｅｒ ｅｑｕａｌ土ｔｙ

Ｏｖｅｒ ｔｉｍｅ，ｉｔ ｈａＢ ｂｅｃｏｍｅ ｍｏｒｅ ａｎｄ血Ｏｒｅ Ｃｌｅａｒ ｔｈａｔ

ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｉｓ ａ ｖｅｒｙ ｃｏｍｐｌｅｘ．ｉＢＳｕｅ（Ｗｈｉｃｈ ｃａｎｎＯｔ ｂｅ■＄０１ｖｅｄ

ｗｉｔｈ ａｎｙ ｐｒｅ－ｄｅｆｉｎｅｄ ｆｏｍｕｌａ．Ｔｈｅ阜ｉｘ ｏｂｊｅｃｔｉｖｅＢ ｆｏｒ Ｓｗｅｄｉ＄ｈ

ｄｅｖｅｌｏｐｍｅ＊ｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ ａｒｅｉｍｐｏｒｔａｎｔｉｎ’ｔｈｅｍ５ｅｌｖｅｓ，ｂｕｔ

ａｂｏｖｅ ａｌｉ ｔｈｅＹ ａｒｅ ＣｒｕＣｉａｌ－ｃｏｍｐｏｎｅｎｔＳ．ｆｏｒ ｔｈｅ ｏｖｅｒａｌｌ ａｉｍ ｏｆ

ｐｏｖｅｒｔｙ ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ．
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Ｓｉｄａｉ＄ｔｈｅ Ｓｗｅｄｉｓｈ ｇｏｖｅｍｍｅｎｔ ａｇｅｎｑＹ ｄｅａｌｉｎｇ ｗｉｔｈ ｂｉｌａｔｅｒ己１

ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ ａｎｄ ｔｈｅ ｍａコＯｒ ｐａｒｔ ｏｆ
●

ｔｈｅ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ ｗｉｔｈ Ｃｅｎｔｒａｌ ａｈｄ Ｅａｓｔｅｒｎ Ｅｕｒｏｐｅ．Ｔｈｅ

Ｐａｒｌｉａｍｅｎｔ ａｎｄ ｔｈｅ Ｇｏ∀ｅｒｎｍｅｎｔ ｏｆ Ｓｗｅｄｅｎ ｄｅｔｅｒｎｉｎｅ ｔｈｅ

ｅｃｏｎｏｍｉｃ ｆｒａｍｅｗｏｒｋｉｅ ｔｈｅ ｃｏｕｎｔｒｉｅｓ ｔｈｅ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ ｗｉｌｌ ｂｅ

ｕｎｄｅｒｔａｋｅｎ ｗｉｔｈ ａｎｄ ｔｈｅ ｅｍｐｈａＢｉＥ；Ｏｆ ｔｈａｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ．Ｓｉｄａ

ｄｒａｗＢ ｕｐ ｔｇｅ ｆｒａｍｅｗｏｒｋ ｆｏｒ ｏｐｅｒａｔｉｏｎｓ，ｍａｋｅ ｐｏｌｉｃＹ ｄｅｃｉＢｉｏｎ８

ａｎｄ ｅｎ＄ｕｒｅ ｔｈａｔ ｔｈｅ ｄｅｃｉｓｉｏｎＢ Ｏｆ ｔｈｅ Ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ ａｎｄ

Ｐａｒｌｉａｍｅｎｔ ａｒｅｉｍｐｌｅｍｅｎｔｅｄ・Ｓｉｄａ ｅｍｐｌｏＹＳ ＳＯｍｅ５５０ｐｅｏｐｌｅ ａｔ

ｔｈｅ ｈｅａｄｑｕａｒｔｅｒｉｎ Ｓｔｏｃｋｈｏｌｍ．ｐｌｕＢ ａ ｆｕｒｔｈｅｒ ｈｕｎｄｒｅｄ ｏｒ ＢＯ

ＯＶｅｒＳｅａ＄ａｔ ｅｍｂａ＄Ｓｉｅｓ ａｎｄ ｃｏｎｓｔｌｌａｔｅｓｉｎ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｎｇ ｐａｒｔｎｅｒ

ＣＰｕｎｔｒｉｅｓ（ＳＯｍｅｔｉｎｅｓ ｃａｌｌｅｄ ｒｅｃｉｐｉｅｎｔ ｃｏｕｎｔｒｉｅｓ）．Ｓｉｄａ－Ｂ

Ｓｔａｆｆ ａｔ Ｓｗｅｄｉ芦ｈ ｅ血ｂａｓ８ｉｅＢ ａｎｄ ｃｏｎ＄ｕｌａｔｅ＄ｉ８ｒｅ８ｐＯｎＳｉｂｌｅ・ｆｏｒ

ｔｈｅｉｎｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎ ｏｆ ｔｈｅ・Ｓｗｅｄｉｓｈ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ．

Ａｔ ｐｒｅｓｅｎｔ・０，７５％ｏｆ ＧＮＰｉ８　ａｌｌｏｃａｔｅｄ．ｆｏｒ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ＣＯＯＰｅｒａｔｉｏｎ・Ｚｔｉｓ ｓｌｏｗｌｙｉｎｃｒｅａｓｉｎｇ ｅｖｅｒｙ ｙｅａｒ ｔｏ ｒｅａｃｈｌ％

Ｗｈｉｃｈｉｔ ｕＢｅｄ ｔｏ ｂｅ ｆｏｒ ｍａｎＹ ｙｅａｒ＄ｂｅｆｏｒｅ ｔｈｅ Ｓｗｅｄｉｓｈ

ｅｃｏｎｏｍｉｃ ｒｅｃｅｓｓｉｏｎ ｉｎ ｔｈｅ１９９０Ｂ．

ざｉｄ貞一ｇ ｔａｇよｉｇ七Ｏ ａｇβｉ５七山¢ｒｅａ七山ダｅＯ月ｄｉｔｊｏ月ｇ Ｃ“ｌ血¢ｔｊγＯ

ｔｏ血８月ダＯ ａｎｄ ｔｏ ｇｏ¢ｉａユエア′　Ｏｅ“ｌＯ劇ｊぐａユエア８月ｄ ｏ月γｊｒｏｎ瓜○力ｔａユエア

ＳｔＪＳｔａｉＪ）ａｂｌｅ ｄｅＹｅｌｏｐＪＡｅＪ）ｔ．＝ｎ ｏｒｄｅｒ ｔｏ ｓｈｏｗ ｈｏｗ Ｓｉｄａｉｎｔｅｎｄｓ

ｔｏ ｗｏｒｋ ｔｏ ａｃｃｏｍｐｌｉｓｈ ｔｈｅ Ｓｗｅｄｉｓｈ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ

Ｏｂｊｅｃｔｉｖｅｓ，Ｓｉｄａ ｈａｓ ｅｓｔａｂｌｉｓｈｅｄ ｆｏｕｒ ａｃｔｉｏｎ ｐｒｏｇｒａｍｍｅｓ．

Ｔｈｅｓｅ ａｒｅ ｃｏｎｃｅｒｎｅｄ ｗｉｔｈ！

●　Ｐｏｖｅｒｔｙ ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ

．Ｓｐ＄ｔａｉｎａｂｌｅ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

●　Ｐｅａｃｅ，ｄｅｍｏｃｒａｃｙ ａｎｄ ｈｕｍａｎ ｒｉｇｈｔｓ

●　Ｇｅｎｄｅｒ ｅｑｕａｌｉｔｙ

Ｔｈｅ ｃｏｕｎｔｒＹ ＳｔｒａｔｅｇＹ ＰｒＯＣｅＳＳ ｉｓ ａｎｉｍｐｏｒｔａｎｔｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ ｆｏｒ

ｔｈｅ Ｓｗｅｄｉｓｈ ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ ｔｏ ｄｅｃｉｄｅ ｏｎ ｔｈｅ ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ ｏｆ ｔｈｅ

Ｓｗｅｄｉｓｈ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ・Ｗｉｔｈ ａ ｐａｒｔｎｅｒ ｃｏｕｎｔｒｙ．Ｔｈｅ

ＣＯｕｎｔｒｙ Ｓｔｒａｔｅｇｙ ＳＰｅＣｉｆｉｅｓ ｔｈｅ ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ．＄Ｖｉｅｗ ｕｐｏｎ ｔｈｅ

ＣＯＯｐｅｒａｔｉｏｎ ａｎｄ ｄｅｔｅｒｍｉｎｅｓｉｔｓ ｃｏｎｔｅｎｔ，ＳＣＯＰｅ ａｎｄ ｐｒｉｏｒｉｔｉｅｓ

ａｆｔｅｒ Ｓｉｄａ ｈａｓ ｇｌＶｅｎｉｔｓ ｒｅｃｏｍｍｅｎｄａｔｉｏｎｓ．Ｔｈｅ ｓｔｒａｔｅｇｙ
■
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ｉｎｃｌｕｄｅ＄ａｌｌ ｔｈｅ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ ｂｅｔｗｅｅｎ Ｓｗｅｄｅｎ ａｎｄ

ｔｈｅｐａｒｔｎｅｒ ＣＯｕｎｔｒＹ・Ｔｈｅ ｃｏｕｎｔｒＹ ＳｔｒａｔｅｇＹ ｄｉｒｅｃｔｓ Ｓｗｅｄｅｎ－ｓ
■

ａｃｔｉｎｇ ｄｕｒｉｎｇ ａ ｐｅｒｉｏｄ ｏｆ ｆｉｖｅ ｙｅａｒＢ・Ｔｈｅ ｒｅｇｌＯｎａｌ

ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ＄Ｗｉｔｈｉｎ Ｓｉ申（Ａｆｒｉｃａ，Ａ＄ｉａ，Ｉ・ａｔｉｎÅｍｅｒｉｃａ ａｎｄ

Ｃｅｎｔｒａｌ－ａｎｄ Ｅａ８ｔｅｒｎ Ｅｕｒｏｐｅ）ａｒｅ ｒｅＳｐＯｎＳｉｂｌｅ ｆｏｒ ｔｈｅ

ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ ｏｆ ｔｈｅ ｃｏｕｎｔｒｙ ｓｔｒａｔｅｇｌｅＳ ａｎｄ ｔｈａｔ ｔｈｅ Ｓｗｅｄｉ＄ｈ

■

ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎｓ ｃｏｒｒｅ＄ｐＯｎｄ ｗｉｔｈ ｔｈｅｍ・Ｔｈｅ ｗｏｒｋｉｓ ｐｅｒｆｏｒｎｅｄｉｎ
●

ｃｌｏＢｅ ＣＯｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ ｗｉｔｈ ｔｈｅ ｓｅｃｔｏｒ ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔｓ，ｔｈｅ Ｆｏｒｅｌｇｎ

Ｍｉｎｉ８ｔｒＹ ａｎｄ ｔｈｅ ｅｍｂａｓｓｉｅｓ・

／

Ｓｗｅｄｅｎ′　ａＳ Ｏｎｅ Ｏｆ ｔｈｅ ｃｏｕｎｔｒｉｅｓ ｗｉｔｈ ｔｈｅｌｏｎｇｅｓｔ ｔｒａｄｉｔｉｏｎ

ｔｏ ｆｏｃｕｓｉｔｓ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ ｏｎ ｐｏｖｅｒｔＹ ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ′

ｉ＄ＳｔｒＯｎｇｌＹ ＣＯ皿ｍｉｔｔｅｄ ｔｏ ｔｈｅｉｎｔｅｍａｔｉｏＬ）ａｌ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ｔａｒｇｅｔ８０ｆ ｈａｌｖｉｎｇ ｔｈｅ ｐｒｏｐｏｒｔｉｏｎ ｏｆ ｐｅｏｐｌｅｌｉｖｉｎｇｉｎ

ｅｘｔｒｅｍｅ ｐｏｖｅｒｔｙ ｂｙ２０１５・ｒｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｌｙ′ｔｈｅｒｅ ｎｏｗ ｅｘｉｓｔｓ ａ

ｃｏｒｎｎｏｎ〉ｇｒＯｕｎｄ ｆｏｒ ｗｏｒｋｉｎｇ ｔｏｇｅｔｈｅｒ ｆｏｒ ｓｕｂｓｔａｎｔｉａｌ ｐｏｖｅｒｔｙ

ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ．

℡ｗｏ ｏｆ ｔｈｅｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｌｙ ａｇｒｅｅｄ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｔａｒｇｅｔｓ

ｑｏｎｃｅｒｎ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ：

●　ｔｈｅ ａｃｈｉｅｖｅｍｅｎｔ ｏｆ ｕｎｉｖｅｒｓａｌ ｐｒｉｍａｒｙ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｂｙ２０１５

．ｔｈｅ ｅｌｉｍｉｎａｔｉｏｎ ｏｆ ｇｅｎｄｅｒ ｄｉｓｐａｒｉｔＹｉｎ ｐｒｉｍａｒｙ ａｎｄ

ＢｅＣＯｎｄａｒｙ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｂｙ　２００５

（ＯＥＣＤ／ＤＡＣ ｒｅｐｏｒｔ・・Ｓｈａｐｉｎｇ ｔｈｅ２１ｓｔ Ｃｅｎｔｕｒｙ‡ｔｈｅ ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎ

Ｏｆ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ一一）

２．ＤＥセＥムＯＰＭ玉∬℡ＯＦ　℡ＨＥ５ＶＥＤ工ＳＨ ＥＤＶＣＡ℡ェＯＮ ＳＶｐｐＯＲ℡

Ａ＄ａｎｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ ｐａｒｔ ｏｆ Ｓｗｅｄｉ＄ｈｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ，ｔｈｅ ｏｖｅｒａｌｌ ｇｏａｌ ｏｆ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏ ｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｓ ｔｏ

ｅｎｈａｎｃｅ ｔｈｅ ｒｉｇｈｔ ｔｏ ｒｅｌｅｖａｎｔ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒ ａｌｌ－ａｎ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｔｈａｔ ｅｍｐｏｗｅｒｓ ｔｈｅ ｐｏｏｒ ｔｏ ｐａｒｔｉｃｌｐａｔｅ ａ＄ａＣｔｉｖｅ

■

ａｎｄｉｎｆｏｒｍｅｄ ｃｉｔｉ２；ｅｎＳｉｎ ａｌｌ ａｓｐｅｃｔｓ Ｏｆ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ・

Ｔａｂｌｅｌ ｓｈｏｗｓ Ｓｉｄａ・ｓ ｄｉｓｂｕｒｓｅｍｅｎｔＳ ｔＯ ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｒｏｍ

ｔｈｅ ｆｉｎａｎｃｉａｌ ｙｅａｒ１９９１／９２ｔｏ１９９９ｉｎ ｍｉｌｌｉｏｎ ＳＥＫ・Ｔｈｅｌａｓｔ

ｔｈｉｒｔｙ ｙｅａｒｓ ｏｆ Ｓｗｅｄｉｓｈ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏ ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｅｃｔｏｒｉｓ

ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｓｅｄ ｂｙ ａ ｈｉｇｈ ｄｅｇｒｅｅ ｏｆ ｃｏｎｔｉｎｕｉｔＹｉｎ ｔｈｅ ｗａＹ Ｏｆ
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ｔｈｉｎｋｉｎｇ，ＰｒＯＣｅｄｕｒｅ＄ａｎｄ ｃｏｎｔｅｎｔ・Ｏｖｅｒ ｔｈｅ Ｙｅａｒ８，ｂａ８ｉｃ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｈａ８ｒｅｐｒｅＳｅｎｔｅｄ ｔｈｅ ｍａコＯｒ ｐａｒｔ Ｏｆ ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ
●

ＳｕＰｐＯｒｔ，１ｉｔｅｒａｃＹ ＰｒＯｇｒａｍｍｅＢｉｎｃｌｕｄｅｄ．

■

Ｔｈｅ ｏｎｌｙｍａコＯｒ Ｓｈｉｆｔｉｎ ｔｈｉｎｋｉｎｇ ｒｅｌａｔｅＢ ｔＯ ＢｕｐｐＯｒｔ ｔＯ

ＶＯＣａｔｉｏｎａｌ ｔｒａｉｎｉｎｇ・Ｗｈｉｌｅ ｔｈｉ＄ｋｉｎｄ ｏｆ ｓｕｐｐｏｒｔ ｗａＢ

Ｓｕｂ＄ｔａｎｔｉａｌｉｎ ｔｈｅ１９７０＄ａｎｄ ｔｈｅ１９８０ｓ，ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏ

ＶＯＣａｔｉｏｎａｌ ｔｒａｉｎｉｎｇ ｈａ８ｇｒａｄｕａｌｌＹ ｂｅｅｎ ｐｈａＢｅｄ ｏｕｔ ｄｕｒｉｎｇ ｔｈｅ

１９９０Ｂ・Ｔｈｅ ｍａｉｎ ｒｅａｓｏｎ ｆｏｒ ｔｈｉｓｉｓ ｔｈｅ ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅ ｔｈａｔｉｔ

ｈａｓ ｂｅｅｎ ｄｉｆｆｉｃｕｌｔ ｔｏ ｓｕｐｐｏｒｔ ｖｏｃａｔｉｏｎａｌ ｔｒａｉｎｉｎｇ

ＳｕＣＣｅＳ８ｆｕｌｌｙ・℡ｈｅ ｔｅｃｈｎｉｃａｌ ｅｑｕｌｐｍｅｎｔｉｓ ｏｆｔｅｎ ｔｏｏ ｏｌｄ ａｔ
●

ｔｈｅ ｓｃｈｏｏＩｓ ａｎｄ ｔｈｅ ｙｏｕｔｈ ｒａｒｅｌｙ ｇｅｔ ｔｈｅ ｋｉｎｄ ｏｆ ｔｒａｉｎｉｎｇ

Ｗｈｉｃｈｉｓ ｎｅｅｄｅｄ ｆｏｒ ｔｈｅｌａｂｏｕｒ二ｍａｒｋｅｔ．

Ｔａｂｌｅｌ；Ｓｉｄａ－Ｂ ｄｉｓｂｕｒｓｅｍｅｎｔｓ ｔｏ ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｒｏｍ

１９９１／９２　ｔｏ１９９９

１タタ１／９　１９タ２／９・１”３／タ　１”４／タ　１”５／タ　　１”Ｔ ｌタタ８
２　　　　　３　　　　　４　　　　　５　　　　古★

Ｂａｎ９１ａｄｅｓｂ

Ｂｏｌｉｖｉａ

ＢｏｔさＶａｎａ

Ｃａｍｂｏｄｉａ

Ｃｈ土工ｏ

Ｅｒｌｔｒｅａ

Ｅｔｂｉｏｐｌａ

Ｇｕｉｎｏａ＿

Ｂｉｓさａｕ

ェｎｄｉａ

机ＯＺ山王ｑⅥｅ

封ａｍエｂｉａ

ｐａｒａ９ｕａｙ

Ｓｏｕｔｂ

Ａｆｒｉｃａ
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ｍｉｌｌｉｏｎ Ｓ玉Ｒ　　　３‘１　　４５１・　　４２９　　　５タ５　　　タ１２　　　　タ”　　　５２，

★Ｏｗｉｎｇ ｔｏ ａ ｃｈａｎｇｅｉｎ ａｃｃｏｔｌｎｔｉｎｇ ｐｅｒｉｏｄ，ｔｈｅ ｆｉ９ｔｌｒｅＢ ｆｏｒ１９９５／９６ｃｏｖｅｒ ｔｈｅ８ｅＣＯｎｄ

ｈａｌｆ ｏｆ１９９５ａｎｄ ｔｈｅ ｗｈｏｌｅ ｏｆ１９９６（１８ｍｏｎｔｈ白）

Ａ ｃｅｎｔｒａｌ ｆｅａｔｕｒｅ ｏｆ Ｓｉｄａ－ｓ ｅｄｕｃ畠ｔｉｏｎ ｓｕｐｐｏｒｔ ｈａＢ ｂｅｅｎｉｔｓ

ｆｌｅｘｉｂｌｅ。ＰｐｒＯａＣｈ ｔｏｗａｒｄｓ ｗｈａｔ ｃｏｍｐｏｎｅｎｔｓ ｔｏ＄ｕｐＰＯｒｔ Ｗｉｔｈｉｎ

ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｅｃｔｏｒ．ｗｈｅｎ ａｐｐｒｏｐｒｉ叫ｅ，ｉｔ ｈａＢ ｂｅｅｎ

ｒｅｌａｔｉｖｅｌｙ ｅａｓｙ ｔｏ ｒｅａｌｌｏｃａｔｅ ｔｈｅ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏ ａｎｏｔｈｅｒ
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ＣＯｍｐＯｎｅｎｔ Ｗｉｔｈｉｎ ｔｈｅ ｓｅｃｔｏｒ・Ｎｏｒｎａｌｌｙ′　ＢｕＣｈ ａ ｒｅａｌｌｏｃａｔｉｏｎ

ｈａｓ ｂｅｅｎ ｄｏｎｅ ｕｐｏｎ ｒｅｑｕｅ＄ｔ ｆｒｏｍ ｔｈｅ ｐａｒｔｎｅｒ ｃｏｕｎｔｒｙ ａｎｄ

ａｆｔｅｒ ｄｉｓｃｕｓｓｉｏｎｓ・ａｔ ａｎ ａｎｎｕａｌ ｍｅｅｔｉｎｇ．

Ａｎｏｔｈｅｒ ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｓｔｉｃ ｏｆ ｔｈｅ Ｓｗｅｄｉｓｈ

ＣＯＯｐｅｒａｔｉｏｎｉｎ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｈａｓ ｂｅｅｎｉｔｓ

ｈｏｌｉｓｔｉｃ ｖｉｅｗ ｏｆ ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｅｃｔｏｒ．

ａｍｏｎｇ ｏｔｈｅｒ ｔｈｉｎｇｓ，ｔｈａｔ ｅｖｅｎ ｔ．ｈｏｕｇｈ ａ

ｔｒａｄｉｔｉｏｎａｌｌｙｌｉｍｉｔｅｄ ｔｏ ａ ｓｕｂ－８ｅＣｔＯｒ

ｔｅａｃｈｅｒ ｔｒａｉｎｉｎｇ，ａ Ｓｉｔｕａｔｉｏｎ ａｎａｌｙｓｉｓ

ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ｔｒａｄｉｔｉｏｎ ｔｏ ｈａｖｅ ａ

℡ｈ土ｓ ｈａβｉｍｐｌ主ｅｄ．

ＳｕｐｐＯｒｔ Ｗａさ

１ｉｋｅ ｔｅｘｔｂｏｏｋＢ Ｏｒ

Ｏｆ ｔｈｅ ｗｈｏｌｅ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ＢｅＣｔＯｒ ＷａＳ Ｓｔｉｌｌ ｃａｒｒｉｅｄ ｏｕｔ．

Ｓｉｄａ－ｓ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｃａｎ ｂｅ ｄｉｖｉｄｅｄ

ｉｎｔｏ ｔｈｅ ｆｏｌｌｏｗｉｎｇ＄ｉｘ＄ｕｂ－ＳｅＣｔＯｒＳ Ｏｒ ＰｒＯｇｒａｍｅ ａｒｅａＳ；

●　ＰｒｉＡａｒｒ ｅｄｕｃａｔｉｏＡ ＳｕＰｐＯｒｔ ａｍＯｕｎｔｅｄ ｔｏ２６９ｍｉｌｌｉｏｎ ｓＥＲｉｎ

１９９９．

●　Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｕｐｐｏｒｔ ａｍｏｕｎｔｅｄ ｔｏ１２ｍｉｌｌｉｏｎ ｓＥＫｉｎ

１９９９．

●　Ｈｉｇｈｅｒ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｕｐｐｏｒｔ ａｍｏｕｎｔｅｄ ｔｏ１３０ｍｉｌｌｉｏｎ ＳＥＫｉｎ

１９９９．

●　Ｖｏｃａｔｉｏｎａｌ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｕｐｐｏｒｔ ａｍｏｕｎｔｅｄ ｔｏ５１ｍｉｌｌｉｏｎ ＳＥＫｉｎ

１９９９．

●　Ａｄｔ１１ｔ ｅｄｕｃａｔｉｏｈさｕＰＰＯｒｔ ａｍＯｕｎｔｅｄ ｔｏ７１ｍｉｌｌｉｏｎ ｓＥＲｉｎ

１９９９．

●　Ｏｔｈｅｒ．ｅｄｕｃａｔｉｏＡ ＰｒＯｇｒａｕｂｎｅ ＳｕＰｐＯｒｔ ａｍＯｕｎｔｅｄ ｔｏ２４３ｍｉｌｌｉｏｎ

ＳＥＲ　土ｎ１９９９．

Ｏｖｅｒ ｔｈｅ ＹｅａｒＳ，Ｓｉｄａ ｈａｓ ｃｏｍｅ ｔｏ ｆｏｃｕＢｉｔｓｉｎｔｅｒｅ＄ｔ ａｎｄ ｈａｓ

ａｃｑｕｉｒｅｄ＄ＰｅＣｉａｌ ｃｏｍｐｅｔｅｎｃｅ ｗｉｔｈｉｎ ｓｏｍｅ ａｒｅａｓ・Ｏｎｅ ｅｘａｍｐｌｅ

Ｏｆ ｔｈｉｓｉｓ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒ ｃｈｉｌｄｒｅｎ ｗｉｔｈ声ｐｅＣｉａｌ

ｎｅｅｄｓ，ａｎ ａｒｅａ ｈｉｇｈｌｙ ｒｅｌｅｖａｎｔ ｆｏｒ ｔｈｅ ｏｖｅｒａｌｌ ｇｏａｌ ｏｆ

ＰＯＶｅｒｔｙ ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ ａｎｄ ｔｏ ｒｅａｃｈ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒ ａｌｌ・Ｓｉｄａ ｈａｓ

ＳｕＰｐＯｒｔｅｄ ｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎｉｔｉａｔｉｖｅｓ ｆｏｒ ｃｈｉｌｄｒｅｎ ｗｉｔｈ ｓｐｅｃｉａｌ

ｎｅｅｄｓ ｓｉｎｃｅ ｔｈｅ ｍｉｄ１９７０ｓ，ｆｏｒ ｅｘａｍｐｌｅｉｎ Ｔａｎ２：ａｎｉａ ｆｒｏｍ１９７６

ｔｏ１９９３，ｉｎ－Ｂｏｔｓｗａｎａ ａｎｄ Ｓｒｉ Ｌａｎｋａ ｆｒｏｍ１９８３　ｔｏ１９９７，ｉｎ

Ｚｉｎｂａｂｗｅ ｆｒｏｍ１９８４　ｔｏ１９９９，ｉｎ Ｚａｍｂｉａ ｆｒｏｍ１９８０　ｔｏ１９９２　ａｎｄ

ｉｎ ｓｏｕｔｈ Ａｆｒｉｃａ ｓｉｎｃｅ１９９５．Ｄｕｒｉｎｇ ａ ｎｕｍｂｅｒ ｏｆ ｙｅａｒｓ，ｔｈｅ

－８４－



ａｎｎｕａｌ ｓｕｐｐｏｒｔｗｉｔｈｉｎ ｔｈｉ８ａｒｅａ ａｍＯｕｎｔｅｄ ｔｏｌＯ ｍｉｌｌｉｏｎ ｓＥＲ

Ｐｅｒ ｙｅａｒ・朗ＯＢｔ Ｏｆｔｅｎ，ｔｈｅ ｓｕｐｐｏｒｔ ｈａｓｉｎｃｌｕｄｅｄ ａ ｃｏ血ｂｉｎａｔｉｏｎ

６ｆ＄ｕｐＰＯｒｔ ｔＯ ｔｅａＣｈｅｒ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ｔｅａｃｈｉｎｇｍａｔｅｒｉａｌ′

ｔｅｃｈｎｉｃａｌ ｆａｃｉｌｉｔｉｅｓ ａｎｄ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏ ｔｈｅ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｏｆ

ｄｏｍ寧Ｂｔｉｃ ｓｌｇｎｌａｎｇｕａｇｅｓ●
●

３・ＣＥⅣ℡Ｒ払乱Ｅ比Ｅ叩Ｓ ＯＦ℡ＨＥさＷＥＤ王甜ＥＤＶＭ工０Ⅳ紺ｐｐＯＲ℡

タｒ血¢ｊ♪ユ．０β

Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｉｓ ａ ｋｅｙｐｒｉｎｃｉｐｌｅｉｎ ａｌｌＳｗｅｄｉｓｈｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ＣＯＯＰｅｒａｔｉｏｎ ａｎｄｉＢ ｂｅｃｏｍｉｎｇ ａｎｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｌｙ Ｂｈａｒｅｄ

ＣＯｎＣｅｐｔ Ｏｆ ｇｒｏｗｉｎｇ ｓｌｇｎｉｆｉｃａｎｃｅ．工ｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎＢ
■

ａｎｄ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｔａｒｇｅｔｓ，ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ ｔｈｅ ＥＦＡ ｃｏｍｉｔｍｅｎｔｓ，

ＣＯｎＳｔｉｔｕｔｅ ａ ｃｏｍｍｏｎ ｆｒａｍｅｖｏｒｋ ｏｆ ｖａｌｕｅ＄ｒ ｎＯｒｍＳ ａｎｄ ｖｉｓｉｏｎｓ．

班Ｏｒｅ ＳｐｅＣｉｆｉｃ ａｎｄ ａｃｔｉｏｎ－Ｏｒｉｅｎｔｅｄ ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ ｆｒａｍｅｗｏｒｋｓ

ｈａｖｅ ｂｅｅｎ ｄｅｖｅｌｏｐｅｄ ｆｏｒ ｄｉｆｆｅｒｅｎｔ ｐｕｒｐｏｓｅｓ・Ｆｏｒ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ＣＯＯｐｅｒａｔｉｏｎｉｎ ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｅｃｔｏｒｒ ｔｈｅ Ｃｏｄｅ ｏｆ Ｃｏｎｄｕｃｔ ｆｏｒ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｅｃｔｏｒ ｆｕｎｄｉｎｇ ａｇｅｎｃｉｅｓｉｓ ａ ｕ＄ｅｆｕｌｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ．

（Ｏｗｎｅｒｓｈｉｐ ａｎｄ ｄｏｎｏｒ ｃ００ｒｄｉｎａｔｉｏｎ，ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ ｈａｍｏｎｉＢａｔｉｏｎ ｏｆ

ｎｏｎｉｔｏｒｉｎｇ ａｎｄ ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ ｓｙｓｔｅｍＢ ａｎｄ ｂａｓｋｅｔ ｆｕ・ｎｄｉ哩／ｐｏｏｌｉｎｇ

Ｏｆ ｆｕｎｄｓ，ａｒｅ ｐｒｉｎｃｉｐｌｅｓ ｔｈａｔ ａｒｅ ｃｒｕｃｉａｌ ｆｏｒ ｆｒｕｉｔｆｕｌ

ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｓ・Ｔｈｉｓｉｍｐｌｉ甲ｕ８ｉｎｇ ｔｈｅ ｐａｒｔｎｅｒ ｃｏｕｎｔｒｙ・ｓ ｏｒ

ｐａｒｔｎｅｒ ｏｒｇａｎｉ＄ａｔｉｏｎ－ｓ ｏｗｎ ｓｔｒｕｃｔｕｒｅｓ ａｎｄ ｓｙ＄ｔｅｍＳ．Ｏｗｎｅｒ８ｈｉｐ

ａｎｄ ｄｏｎｏｒ ｃｏｂｒｄｉｎａｔｉｏｎ ｓｈｏｕｌｄ ｇｕｉｄｅ ａｌｌ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎ ｔｈｅ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｅｃｔｏｒ，ａｓ ｐａｒｔ ｏｆ ｃａｐａｃｉｔｙ ｂｕｉｌｄｉｎｇ ａｎｄ

ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ ｅｆｆｏｒｔｓ．

Ｄｅｎｏｃｒａｃｙ ａｎｄ ｒｅｓｐｅｃｔ ｆｏｒ ｈｔｎａｎ ｒｉ９ｈｔｓ ｆｏｒｎ ａｎｉｍｐｏｒｔａｎｔ

ｐｌａｔｆｏｒｎ ｆｏｒ ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ・Ｔｈｉｓ ｒｅｑｕｉｒｅｓ ｏｐｅｎｎｅｓｓ ａｎｄ ｎｕｔｕａｌ

ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙ・工ｔ ｒｅｑｕｉｒｅｓ ｐａｒｔｉｃｌｐａｔｉｏｎ ｏｆ Ｂｔａｋｅｈｏｌｄｅｒｓ ａｔ
●

ａｌｌｌｅｖｅｌｓ，ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ ｔｈｅｉｎｔｅｎｄｅｄ ｂｅｎｅｆｉｃｉａｒｉｅｓ ａｍｏｎｇ ｔｈｅ

ｐＯＯｒ・

Ａ ｄｅｍｏｃｒａｔｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｙｓｔｅｍｉｓ ａｂｏｕｔ ａｃｃｅｓｓ ｆｏｒ ａｌｌ ｔｏ

ｌｅａｒｎｅｒ－Ｃｅｎｔｒｅｄ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ＣＯｎｔｅｎｔ＄ｅｎｈａｎｃｉｎｇ ｈｕｍａｎ ｒｉｇｈｔ８

ａｎｄ ｄｅｍｏｃｒａｔｉｃ ｖａｌｕｅｓ，ａｎｄ ｓｔａｋｅｈｏｌｄｅｒｓ－ｉｎｖｏｌｖｅｍｅｎｔｉｎ
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ｅｄｂｃａｔｉｏｎａｌ ｐｏｌｉｃｉｅｓ・Ｔｈｅ ｐａｒｔｉｃｌｐａｔｉｏｎ ｏｆ ｔｅａｃｈｅｒ＄

●

ｔｈｅｍＢｅｌｖｅｓｉ＄Ｃｒｉｔｉｃａｌ ｆｏｒ ｔｈｅ ｆｅａｓｉｂｉｌｉｔＹ ａｎｄｌｅｇｉｔｉｍａｃｙ ｏｆ

ａｎｙ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｒｅｆｏｒｍｓ・・Ｔｈｅｒｉｇｈｔ ｔｏ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ａｎｄｒｉｇｈｔｓ ａｎｄ

ｄｅｍｏｃｒａＣｙｉｎ ａｎｄ ｔｈｒｏｕｇｈ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ａｒｅ Ｓｉｄａ．Ｂ・ｇｕｉｄｉｎｇ

ｐｒｉｎＧｉｐｌｅＢ・Ｔｈｅ・１ａｔｔｅｒ ｔｗｏ ａｒｅ ｇｏＯｄ ｅｎｔｒｙ－ｐＯｉｎｔｓ ｔｏ

ｅｎｈａｎｃｉｎｇ ｔｈｅ ｑｕａｌｉｔｙ ｏｆ ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌ ｍｅｔｈｏｄＢ ａｎｄ ｃｏｎｔｅｎｔｓ・

ＤｅＣｅｎｔｒａｌｉｓａｔｉｏｎ，Ｏｆｔｅｎ＄ｅｅｎ ａＳ ａ ｍｅａｎＳ Ｏｆ ｄｅｌｉｖｅｒｉｎｇ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ：ｍＯｒｅ ＣＯＳｔ－ｅｆｆｅｃｔｉｖｅｌｙ′ｉｓ ａｌｓｏ ｅｘｐｅｃｔｅｄ ｔｏ ｅｎｈａｎｃｅ

ｄｅｍｏｃｒａｃｙ ｂｙ ｐｌａｃｉｎｇ ｐｅｏｐｌｅ ｃｌｏｓｅｒ ｔｏ ｔｈｅ ｄｅｃｉｓｉｏｎ－ｍａｋｉｎｇ

ｐｒｏｃｅｓｓｅｓ・Ｎｏｎｅｔｈｅｌｅｓｓ，ｔｈｅｒｅｉｓ ｎｏ ｄｉｒｅｃｔ ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ

ｂｅｔｗｅｅｎ ｄｅｃｅｎｔｒａｌｉ＄ａｔｉｏｎ ａｈｄ ｄｅｍｏｃｒａｃｙ．Ｔｈｅ ｃａｐａｃｉｔｙ

ｃｏｎｓｔｒａｉｎｔＢ ａｔ ｂｏｔｈ ｎａｔｉｏｎａｌ ａｎｄｌｏｃａｌｌｅｖｅｌ＄ｎｅｅｄ ｔｏ ｂｅ

ａｄｄｒｅｓｓｅｄ．℡ｒａｎｓｐａｒｅｎＣｙ ａｎｄ ａｃｃｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙｉｎ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ｅｘｐｅｎｄｉｔｕｒｅｓ ａｒｅ ｋｅｙｉｓｓｕｅｓ ｆｏｒ ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ ａｎｄ ｄｅｍｏｃｒａｔｉｃ

ｄｅｃｅｎｔｒａｌｉＢａｔｉｏｎ．

●

Ｌｉｎｋｉｎ９ｐＯＶＯｒｔｙ ｒＯｄｕｅｔｉｏｎ ａｎｄ ｂａ＄ｉｃ ｅ血Ｃａｔｉｏｎ＄ｔｒａｔ０９１０古土ｓ

ｃｒｉｔｉｃａｌ．Ｗｉｔｈｏｕｔ ａｎ ａｄｅｑｕａｔｅ ｓｈａｒｅ ｏｆ ｎａｔｉｏｎａｌｉｎｃｏｍｅ ａｎｄ

ｓｔａｔｅ ｂｕｄｇｅｔ ａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓ ｔｏ ｂａ＄ｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ｔｈｅ ｇｏａｌｓ ｏｆ

ｐｏｖｅｒｔＹ ｒｅｄｕｃｔｉｏｎｗｉｌｌ ｎｏｔ ｂｅ ａｃｈｉｅｖｅｄ・Ｐｏｖｅｒｔｙ ｒｅｄｕｃｔｉｏｎｉｓ

ａｌｓｏ ｅｓ＄ｅｎｔｉａｌ．ｆｏｒ ｂｅｔｔｅｒ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ．工ｔｉｓｉｎｐｏｒｔａｎｔ ｔｏ

ｓｔｒｉｖｅ ｆｏｒ ｐｒｏｇｒｅｓｓｉｖｅ ｐｕｂｌｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｐｅｎｄｉｎｇ，Ｗｈｉｃｈ

ｂｅｎｅｆｉｔｓ ｔｈｅ ｐｏｏｒｅ＄ｔ ｇｒＯｕＰＳ ｍＯｒｅ ｔｈａｎ ｔｈｅ ｒｉｃｈｅ＄ｔ・Ｔｈｅ

ｒｅｓｐｏｎ＄ｉｂｉｌｉｔｙ ｏｆ ｔｈｅ ｓｔａｔｅ ｆｏｒ ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ＄ｙＳｔｅｍ′

ｐｒｉｎａｒｙ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ａｂｏｖｅ ａｌｌ′ｉｓ ｃｒｕｃｉａｌ・Ｓｉｄａ．ｓ ｐｏｓｉｔｉｏｎｉ＄

ｔｈａｔ ｎｏｎ－ｇＯＶｅｒｎｍｅｎｔａｌ ｓｏｕｒｃｅｓ ｃａｎ′ａｔ ｂｅｓｔ，Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎｔ ｂｕｔ

ｎｏｔ ｒｅｐｌａｃｅ＄ｔａｔｅ ｆｉｎａｎｃｉｎｇ ｏｆ ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ・

ＲｅａｌｉｔＹｉｓ ｆａｒ ｆｒｏｍｔｈｅ ｒｅａｌｉｓａｔｉｏｎ ｏｆ ｔｈｅ ｒｉｇｈｔ ｔｏ ｂａｓｉｃ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｒｅｅ ｏｆ Ｌｃｈａｒｇｅ・＝ｎ ｏｒｄｅｒ ｔｏ ａｄｄｒｅｓｓ ｔｈｅ ｐｒｏｂｌｅｍ ｏｆ

ｃｏｓｔ ｃｏｎｓｔｒａｉｎｔｓ，ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ＄ｎｅｅｄ ｔｏ ｅｘａｍｉｎｅ ｔｈｅｉｒ

ｆｉｎａｎｃｉｎｇ ｏｐｔｉｏｎｓ ｆｏｒ ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ ｔａｘ ｒｅｆｏｒｎ，

ｂｕｄｇｅｔ ｒｅｓｔｒｕｃｔｕｒｉｎｇ ａｎｄ ｅｘｐｅｎｄｉｔｕｒｅ ｔａｒｇｅｔｉｎｇ・

Ｐｒｉｏｒｉｔｙ ｔｏ加βヱｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

Ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒ ａｌｌ ｃｈｉｌｄｒｅｎ′　ｙＯｕｔｈ ａｎｄ ａｄｕｌｔｓ ｈａＢ ｂｅｅｎ

ｔｈｅ ｐｒｉｐｒｉｔｙ ｅ＞ｆ Ｓｗｅｄｉｓｈ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏＯｐｅｒａｔｉｏｎｉｈ ｔｈｅ
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ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ＢｅＣｔＯｒ Ｓｉｎｄｅ ｔｈｅ ｂｅｇｌｎｎｉｎｇ ｏｆ ｔｈｅ１９７０Ｂ．℡ｈｉ＄

■

ＰｒｉｐｃｉｐｌｅｉＢ ｂａｓｅｄｏｎｔｈｅｃｏｎｖｉｃｔｉｏｎｔｈａｔｍａ５Ｂ ｅｄｕｃａｔｉｏｎｉ８

ｎｅＣｅＢ８ａｒＹ ｆｏｒ ｎａｔｉｂｎａｌ ｄｅｖｅｌｏｐ鱒ｅｎｔ・ＴＥｘｐｅｒｉｅｎｃｅ ａｎｄ ｒｅ＄ｅａｒｃｈ

ｈａｓ ｓｈｏｗｎ ｔｈａｔ ｔｈｅ ｂｅＢｔ ｐｒ早ｐａｒａｔｉｏｎ ｆｏｒ ｆｄｔｕｒｅ ｒｏｌｅＢ＿

ｆａｍｉｌｙ－１ｉｆｅ，Ｃｉｔｉｚｅｎｓｈｉｐ，ａｎｄｔｈ色ＷＯｒｌｄｏｆｗｏｒｋ－ｉｓ ｇｏｏｄ

ｇｅｎｅｒａｌ ｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓｉｖｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ｉｎｃｌｕｄｉｈｇ ｕｎｉｖｅｒＢａｌ ｖａｌｕｅ８

ａｎｄ ｂａｓｉｃｌｅａｒｎｉｎｇ ｓｋｉｌｌｓ・Ｅｘｔｅｎｓｉｖｅ ｒｅｓｅａｒｃｈ ｈａｓ ｒｅｖｅａｌｅｄ

ｔｈｅｐｏＢｉｔｉｖｅｒｏｌｅｐｌａＹｅｄｂＹｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎｅｎｈａｎｃｉｎｇ

ＢｕＣｈｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｇｏａｌ＄ａＢ ｄｅｍｏｃｒａｔｉｓａｔｉｏｎ，ｇｅｎｄｅｒｅｑｕａｌｉｔｙ，

ＳｕＳｔａｉｎａｂｌｅｌｉｖｅｌｉｈｏｏｄＢ，ｒｅｐｒＯｄｕｃｔｉｖｅ ｈｅａｌｔｈ ａｎｄｐｒｅｖｅｎｔｉｏｎ

Ｏｆ ｔｈｅ Ｈ＝Ⅴ／Ａ＝ＤＳ ｐａｎｄｅｍｉｃ．

Ｓｉｄａｖｉｅｗ８ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ａｓ ａ ｂａｓｉｃ ｈｕｍａｎ ｒｉｇｈｔ ａｎｄ ｔｈｅ

ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｌｙ ａｇｒｅｅｄ Ｈｕｍａｎ Ｒｉｇｈｔｓ ｔｒｅａｔｉｅＢ ｆｏｒｍａ ｄｏＴｎｎＯｎ

Ｐｌａｔｆｏｒｍｆｏｒ ｅｎｓｈｒｉｎｉｎｇ ａｌｌ ｃｉｔｉｚｅｎｓ ｅｑｕａｌ ｒｉｇｈｔＢ ｔＯ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ・工ｎｔｈｉｓ ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅ，ｔｈｅｉｎｄｉｖｉｄｕａｌｉｎＢＯＣｉｅｔｙｉＢ

Ｖｉｅｗ畠ｄ ａｓ ｒｉｇｈｔｈｏｌｄｅｒ ａｎｄ ｎｏｔ ａｎｏｂｊｅｃｔｉｖｅｏｆｃｈａｒｉｔＹ．Ｔｈｅ

ｉｎｄｉｖｉｄｕａｌｉ８ｉｎｔｈｉｓ ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅ ｅｐｐｏｗｅｒｅｄｗｉｔｈｒｉｇｈｔｓ ｔｏ

Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ・ｔｈｅ＄ｔａｔｅ ｔＯ ｍｅｅｔ ｈｉｓ／ｈｅｒ ｒｉｇｈｔ ｔｏ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ．

Ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｓ ｓｅｅｎ ａｓ ｔｈｅ ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎ ｏｆ ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ＳｅＣｔＯｒ ａＳ ａ Ｖｈｏｌｅ・工ｔ ｆｅｅｄｓｉｎｔｏ ｔｈｅ８ｙＢｔｅｍ Ｏｆ ｐｏＢｔ－ｂａＢｉｃ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ａｎｄｔｒａｉｎｉｎｇ，ａＳ Ｗｅｌｌａ＄ｔｈｅ ｓｙｓｔｅｍｏｆｌｉｆｅｌｏｎｇ

ｌｅａｍｉｎｇ・Ｔｈｅｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔ ｏｆ ｂａｓｉｃ ｅｄ１１Ｃａｔｉｏｎ ｈａｓ ｏｂｖｉｏｕｓ

ｉｍｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ ｆｏｒ ｈｉｇｈｅｒｌｅｖｅｌｓ ｏｆ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ・Ｚｔｐｒｏｖｉｄｅｓ ｔｈｅ

ｈｉｇｈｅｒｌｅｖｅｌＢ Ｏｆ ｔｈｅ ｓＹ８ｔｅｍＷｉｔｈｍｏｒｅ ａｎｄ ｂｅｔｔｅｒ－Ｐｒｅｐａｒｅｄ

．Ｓｔｕｄｅｎｔｓ・Ｔｈｅｒｅｉ＄ａｌｓｏ ａ ｃｌｅａｒｉｎｔｅｒｄｅｐｅｎｄｅｎｃｅ ｂｅｔｗｅｅｎ ａｌｌ

ｌｅｖｅｌｓ ｏｆ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ・Ｔｈｅ ｈｉｇｈｅｒ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ＢＹＢｔｅｍｉｓ

ｎｅＣｅＳＳａｒＹ ｆｏｒｉｎｐｒｏｖｉｎｇ ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ｔｈｒｏｕｇｈ ｒｅＢｅａｒＣｈ

ａｎｄ ｔｒａｉｎｉｎｇ ｏｆ ｔｅａｃｈｅｒｓ ａｎｄ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｐｌａｎｎｅｒｓ ａｎｄ

ｍａｒｉａｇｅｒｓ・Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｈａｓ ａ ｍａコ０王ｉｎｐａｃｔ ｏｎ ｔｈｅ
●

ｕｈｄｅｒｓｔａｎｄｉｎｇｏｆｔｅａｃｈｉｎｇａｎｄｌｅａｒｎｉｎｇｏｆ ｆｕｔｕｒｅｐｒｉｍａｒｙ

ＳＣｈｏｏｌ ｔｅａｃｈｅｒｓ，ａｎｄ ｏｔｈｅｒ ｋｅＹ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｔａｆｆ．

Ｓｉｄａ一土ｓ＄ｔｒＯｎｇｌＹ，ＣＯｍｍｉｔｔｅｄ ｔｏ・・ｔｈｅ Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ ｆｏｒ ＡｃｔｉＱｎ Ｏｎ

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒＡｌｌ．・ｗｈｉｃｈ ｗａｓ ａｄｏｐｔｅｄｉｎ Ｄａｋａｒｉｎ皐ｐｒｉ１２０００．

Ｔｈｉｓ ｆｒａｍｅｗｏｒｋ ｆｏｒ ａｃｔｉｏｎ ｂｕｉｌｄｓ ｏｎ ｔｈｅＪｏｍｔｉｅｎ ｄｅｃｌａｒａｔｉｏｎ

Ｏｒ ｔｈｅｗｏｒｌｄＤｅｃｌａｒａｔｉｏｎ ｏｎＥｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒＡｌｌ′ａｄｏｐｔｅｄ ｂＹ

－８７－



ｔｈｅＷｏｒｌｄ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ ｏｎ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ａｌｌ（ＷＣＥＦＡ）ｉｎ

Ｊｏｍｔｉｅｎ，Ｔｈａｉｌａｎｄｉｎ１９９０・Ｓｉｄａ ｓｈａｒｅｓ ｔｈｅ ｒｅ－ａｆｆｉｒｎａｔｉｏｎ ｏｆ

ｔｈｅ Ｄａｋａｒ ｃｏｍｍｉｔｍｅｎｔｓ ｏｆ ｔｈｅ●▼早Ⅹｐａｎｄｅｄ ｖｉ８ｉｏｎ．１ｏｆ ｂａｓｉｃ
▼

ｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎｔｒｏｄｕｃｅｄｉｎＪｏｍｔｉｅｎ，Ｓｔａｔｉｎｇ ｔｈａｔ

・一Ｅｖｅｒｙ ｐｅｒＳＯ．ｎ－Ｃｈｉｌｄ′　ＹＯｕｔｈ ａｎｄ ａｄｕｌｔ－Ｓｈａｌｌ ｂｅ ａｂｌｅ ｔｏ
●

ｂｅｎｅｆｉｔ ｆｒｏｍ ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌ ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｉｅＢ ｄｅｓｌｇｎｅｄ ｔｏ ｍｅｅｔ

ｔｈｅｉｒ ｂａｓｉｃｌｅａｒｎｉｎｇ ｎｅｅｄＢ・Ｔｈｅｓｅ’ｎｅｅｄｓ ｃｏｍｐｒｉｓｅ ｂｏｔｈ

ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｅａｒｎｉｎｇ ｔｏｏＩｓ（ＳｕＣｈ ａｓｌｉｔｅｒａｃＹ，Ｏｒａｌ ｅｘｐｒｅ８Ｓｉｏｎ，

ｎｕｍｅｒａｃｙ．ａｎｄ ｐｒｏｂｌｅｍ ｓｏｌｖｉｎｇ）ａｎｄ ｔｈｅ ｂａｓｉｃｌｅａｒｎｉｎｇ

ｃｏｎｔｅｎｔ（ＳｕＣｈ ａｓ ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ，Ｓｋｉ１１ｓ，Ｖａｌｕｅｓ ａｎｄ ａｔｔｉｔｕｄｅｓ）

ｒｅｑｕｉｒｅｄ ｂｙ ｈｕｍａｎ ｂｅｉｎｇｓ ｔｏ ｂｅ ａｂｌｅ ｔｏ ｓｕｒｖｉｖｅ，ｔＯ ｄｅｖｅｌｏｐ

ｔｈｅｉｒ ｆｕｌｌ，ＣａＰａＣｉｔｉｅｓ，ｔｏｌｉｖｅ ａｎｄ ｗｏｒｋｉｎ ｄｉｇｎｉｔｙ′　ｔＯ

ｐａｒｔｉｃｌｐａｔｅ ｆｕｌｌｙｉｎ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，ｔｏｉｎｐｒｏｖｅ－ｔｈｅ ｑｕａｌｉｔｙ ｏｆ
●

ｔｈｅｉｒｌｉｖｅｓ，ｔＯ ｍａｋｅｉｎｆｏｒｎｅｄ ｄｅｃｉｓｉｏｎｓｐ ａｎｄ ｔｏ ｃｏｎｔｉｎｕｅ

ｌｅａｒｎｉｎｇ．．．（ａｒｔｉｃｌｅｌ）．一

・・Ｔｏ ｓｅｒＶｅ ｔｈｅ ｂａｓｉｃｌｅａｒｎｉｎｇ ｎｅｅｄｓ ｏｆ ａｌｌ ｒｅｑｕｉｒｅｓ ｍｏｒｅ ｔｈａｎ

ａ ｒｅｃｏｍｉｔｍｅｎｔ ｔｏ ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ａ＄ｉｔ ｎｏｗ ｅｘｉｓｔｓ．Ｗｈａｔｉｓ

ｎｅｅｄｅｄｉｓ ａｎ Ｍｅｘｐａｎｄｅｄ ｖｉｓｉｏｎ一一　ｔｈａｔ ｓｕｒｐａｓｓｅｓ ｐｒｅｓｅｎｔ

ｒｅｓｏｕｒｃｅｌｅｖｅｌｓ′ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ ｓｔｒｕｃｔｕｒｅｓｒ ｃｕｒｒｉｃｕｌａｒ ａｎｄ

ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎａｌ ｄｅｌｉｖｅｒｙ ｓｙｓｔｅｍｓ ｗｈｉｌｅ ｂｕｉｉｄｉｎｇ ｏｎ ｔｈｅ ｂｅｓｔｉｎ

ｃｕｒｒｅｎｔ ｐｒａｃｔｉｃｅｓ…・，ｔｈｅ ｅｘｐａｎｄｅｄ ｖｉｓｉｏｎ ｅｎｃｏｍｐａｓｓｅｓ：

●　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌｉｓｉｎｇ ａｃｃｅｓｓ ａｎｄ，ｐｒｏｍｏｔｉｎｇ ｅｑｕｉｔＹ

・Ｆｏｃｕｓｓｉｎｇ ｏｎｌｅａｒｎｉｎｇ

．Ｂｒｏａｄｅｎｉｎｇ ｔｈｅ ｍｅａｎｓ ａｎｄ ｓｃｏｐｅ ｏｆ ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

．Ｅｎｈａｎｃｉｎｇ ｔｈｅ ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ ｆｏｒｌｅａｒｎｉｎｇ

．Ｓｔｒｅｎｇｔｈｅｎｉｎｇ ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｓ

．‥・・（ａｒｔｉｃｌ占２）

Ｔｈｅ ｓｉｘ ｇｏａｌｓ ｏｆ ｔｈｅ Ｄａｋａｒ Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ ｆｏｒ Ａｃｔｉｏｎ ａｒｅ！

１・ｅＸｐａｎｄｉｎｇ ａｎｄｉｎｐｒｏｖｉｎｇ ｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓｉｖｅ ｅａｒｌｙ－ｃｈｉｌｄｈｏｏｄ ｃａｒｅｉ

ａｎｄ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ｅＳＰｅＣｉａｌｌｙ ｆｏｒ ｔｈｅ ｍｏ＄ｔ Ｖｕｌｈｅｒａｂｌｅ ａｎｄ

ｄｉｓａｄｖａｎｔａｇｅｄ ｃｈｉｌｄｒｅｎ；

２・ｅｎＳｕｒｉｎｇ ｔｈａｔ ｂｙ２０１５ａｌｌ ｃｈｉｌｄｒｅｎ′ｐａｒｔｉｃｕｌａｒｌｙ ｇｉｒｌｓ，
▲

ｃｈｉｌｄｒｅｎｉｎ ｄｉｆｆｉｃｕｌｔ ｃｉｒｃｕｍｓｔａｎｃｅｓ ａｎｄ ｔｈｏｓｅ ｂｅｌｏｎｇｌｎｇ ｔＯ

－８８－



ｅｔｈｎｉｃｍｉｎｏｒｉｔｉｅｓ′ｈａｖｅ ａｃｃｅｓ＄ｔＯ ａｎｄｃｏ呼１ｅｔｅ ｆｒｅｅａｎｄ

ＣＯｍｐｕｌｓｏｒｙ ｐｒｉｍａｒｙ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｏｆ ｇｏｏｄ ｑｕａｌｉｔｙ；

３・ｅｎＢｕｒｉｎｇｔｈａｔ ｔｈｅｌｅａｒｎｉｎｇ ｎｅｅｄｓ ｏｆ ａ１１ＹＯｕｎｇｐｅｏｐｌｅ ａｎｄ

ａｄｕｌｔｓ ａｒｅ ｍｅｔ ｔｈｒｏｕｇｈ ｅｑｕｉｔａｂｌｅ ａｃｃｅＢＳ ｔＯ ａｐｐｒｏｐｒｉａｔｅ

ｌｅａｒｎｉｎｇ ａｎｄｌｉｆｅ＄ｋｉｌｌｓ ｐｒｏｇｒａｍｍｅｓ；

４・ａＣｈｉｅｖｉｎｇ ａ５０ｐｅｒ ｃｅｎｔｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔｉｎｌｅｖｅｌｓ ｏｆ ａｄｕｌｔ

ｌｉｔ鱒ａＣＹｂＹ２０１５，ｅＢＰｅＣｉａｌｌｙ ｆｏｒｗｏｍｅｎ，ａｎｄ ｅｑｕｉｔａｂｌｅ

ａＣＣｅＢＳ ｔＯ ｂａｓｉｃ ａｎｄ ｃｏｎｔｉｎｕｉｎｇ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒ ａｌｌ ａｄｕｌｔ８；

５・ｅｌｉｍｉｎａｔｉｎｇ ｇｅｎｄｅｒ ｄｉｓｐａｒｉｔｉｅｓｉｎｐｒｉｍａｒＹ ａｎｄ８ｅＣＯｎｄａｒｙ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｂＹ２ＯＯ５，ａｎｄ ａｃｈｉｅｖｉｎｇ ｇｅｎｄｅｒ ｅｑｕａｌｉｔＹｉｎ

色ｄｕｃａｔｉｏｎ ｂｙ２０１５，Ｗｉｔｈ ａ ｆｏｃｕｓ ｏｎ ｅｎｓｕｒｉｎｇ ｇｉｒｌｓ・ｆｕｌｌ

ａｎｄ ｅｑｕａｌ ａｃｃｅｓ＄ｔＯ ａｎｄ ａｃｈｉｅｖｅｍｅｎｔｉｎ ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｏｆ

９００ｄ ｑｕａｌｉｔｙ；

６・ｉｐｐｒｏｖｉｎｇ ａｌｌ ａｓｐｅｃｔ８０ｆ ｔｈｅ ｑｕａｌｉｔｙ ｏｆ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ａｎｄ

ｅｎｓｕｒｉｎｇ ｅｘｃｅｌｌｅｎｃｅ ｏｆ ａｌｌ ｓｏ・ｔｈａｔ ｒｅｃｏｇｎｉｓｅｄ ａｎｄ

ｍｅａｓｕｒａｂｌｅｌｅａｒｎｉｎｇ ｏｕｔｃｏｍｅｓ ａｒｅ ａｃｈｉｅｖｅｄ ｂｙ ａｌｌ′

ｅｓｐｅｃｉａｌｌＹｉｎｌｉｔｅｒａｃｙ′　ｎｕｍｅｒａＣｙ ａｎｄ・ｅＳＳｅｎｔｉａｌｌｉｆｅ

Ｓｋｉｌｌｓ．

Ｔｈｅ ｓｔｒａｔｅｇｌｅＳ Ｏｆ ｔｈｅ Ｄａｋａｒ Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ ｆｏｒ Ａｃｔｉｏｎ ｓｅｒｖｅ ａｓ ａ

●

ＣＯｍｍＯｎ ｐＯｉｎｔ ｏｆ ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ ｆｏｒ ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｓｉｎ ａｌｌ

ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎ ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ８ｅＣｔＯｒ．

加¢ｔＯｒタｒｏｇｒ劇Ⅲ○ぶ叫甲Ｏｒｔ

Ｇｒａｄｕａ１１ｙ′　Ｓｗｅｄｉｓｈ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏ－Ｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｈａｓ

Ｓｈｉｆｔｅｄ ｆｒｏｍ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏ ｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｐｒｏコｅＣｔＳ ｔＯ
■

ＰｒＯｇｒａ叩ｅ ＳｕｐｐＯｒｔ、Ｗｈｉｃｈ ｇｌＶｅＳ Ｐｒｉｏｒｉｔｙ ｔｏ ｂａ＄ｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ．
●

Ｔｈｅ ｍａｉｎ ｒｅａｓｏｎ ｆｏｒ ｔｈｉｓ ｓｈｉｆｔｉｎ ｔｈｉｎｋｉｎｇｉｓ ｔｈｅ＄ｔｒＯｎｇ

ｂｅｌｉｅｆ ｏｆ ｔｈｅ ｋｅｙ ｒｏｌｅ ｏｆ ｔｈｅ ｐａｒｔｎｅｒ ｃｏｕｎｔｒｉｅｓ．ｎａｔｉｏｎａｌ

ＯＷｎｅｒＳｈｉｐｉｎ ｏｒｄｅｒ ｔｏ ｃｒｅａｔｅ ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ・

工ｎ ｍａｎＹ ｐＯＯｒ ＣＯｕｎｔｒｉｅｓ，ｔｈｅｌａｒｇｅ ｎｕｍｂｅｒｓ ｏｆ ａｉｄ ｐｒｏコｅＣｔＳ
●

ｈａＹｅ Ｃｒｅａｔｅｄ ａ－Ｂｉｔｕａｔｉｏｎ ｏｆ ｆｒａｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ・Ｅａｃｈ ｐｒｏコｅＣｔ ｈａｓ
●

ｉｔｓ ｏｗｎ ｒｏｕｔｉｎｅｓ，Ｗｈｉｃｈ ｈａｓｌｅａｄ ｔｏ ａ ｓｉｔｕａｔｉｏｎｉｎ ｗｈｉｃｈ
■

ｐｒｏ］ｅＣｔ ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ ｔａｋｅｓ ｕｐ ｔｏｏ ｍｕｃｈ ｏｆ ｔｈｅｌｉｍｉｔｅｄ ｔｉｍｅ

ー８９－



ａｎｄ＿－ｈｇｍａｎ嶋ｒｅＳＯｕｒＣｅＳ Ｏｆ ｔｈｅ ｐａｒｔｎｅｒ ＣＯｕｎｔｒＹ・ＡＢ ｔＯｄａｙ，８

ａｎａｌｙｓｉｓ ｏｆ ｗｈａｔｉ８ｎｅｅｄｅｄ ｔｏ ｃｒｅａｔｅ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｒｅ＄ｔ８０ｎ

ｔｈｅ ｎｅｅｄ ｆｏｒ ｏｖｅｒａｌｌ ｃｈａｎｇｅ＄ｉｎ ｆｉｎａｎｃｉｎｇ，＄ｙＳｔｅｍＳ ａｎｄ

ｐｏｌｉｃｉｅβ′Ｓｉｄａｍａｉｎｔａｉｎ＄ｔｈａｔ１ｉｎｉｔｅｄｐｒｏ］ｅＣｔ ＳｕＰｐＯｒｔｉｓ ｎｏｔ

●

ａｎ ａｐｐｒｏｐｒｉａｔｅ ｍｏｄａｌｉｔｙ ｆｏｒ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏ－Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ・

ｚｎｓｔｅａｄｒ ｔｈｅｒｅｉｓ ａ ｎｅｅｄ ｔｏ ｍｏｖｅ ｔｏｗａｒｄｓ ｎｅｗ ｆｏｒｍｓ ｏｆ

ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ ｗｈｉｃｈ ｐｕｔｓ ｔｈｅｌｅａｄｅｒ＄ｈｉｐ ｏｆ ｔｈｅ ｐａｒｔｎｅｒ

ｃｏじｎｔｒｉｅ８ｉｎ ｔｈｅ ｆｏｒｅｆｒｏｎｔ．

１ｎ ｏｒｄｅｒ ｆｏｒ ｔｈｅ ｐａｒｔｎｅｒ ｃｏｕｎｔｒｙ ｔＯ ｔａｋｅ ｔｈｅｌｅａｄｉｎｇ ｒｏｌｅｉｎ

ｉｔｓ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｐｒｏｃｅｓｓ，ｉｔｉ＄ｎｅＣｅＳＳａｒｙ ｆｏｒ／・Ｂ叩ｐＯｒｔｉ鱒ｇ

ｃｏｕｎｔｒｉｅ＄１ｉｋｅ Ｓｗｅｄｅｎ ｔｏ ａｃｔ ａβＰａｒｔｎｅｒＳ・Ｓｕｃｈ ａ ｐａｒｔｎｅｒ８ｈｉｐ

ｉｑｌｉｅ声・・ａ８ｈａｒｅｄ ｆｒａｍｅｗｏｒｋ ｏｆ ｃｏｍｍｏｎｖａｌｕｅｓ ａｎｄ ｏｂｊｅｃｔｉｖｅｓ・

ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ ｅｓｔａｂｌｉ８ｈｉｎｇ ａ ｎｅｗ ｃｏｄｅ ｏｆ ｃｏｎｄｕｃｔ ｂｅｔｗｅｅｎ
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Ｓｉｄａ Ｐｏｌｉｃｙ ａｐｐｌｉｅｓ ｔｏ ｓｉｄａ．ｓ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏ ａｌｌ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ｐｒｏｇｒａｍｍｅｓＩ Ｗｈｅｔｈｅｒ ｓｅｃｔｏｒ－Ｗｉｄｅ ａｐｐｒｏａｃｈ ｔｏ ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔｓ ｏｒ

ＣＯｆｅ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ．ｒｅｇｌＯｎａｌ ｏｒ ｎａｔｉｏｎａｌ
■

ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓ ｏｒ ＮＧＯｓ．Ｔｈｉｓｉｐｐｌｉｅｓ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏ ｗｈｏｌｅ

ｐｒｏｇｒａｍｅ＄，ａｄｏｐｔｅｄ ｔｏ ｔｈｅ ｐｒｏｇｒａｍｍｅ”ｏｗｎｅｒ－ｓ．一　ｏｗｎ ｐｌａｎｎｉｎｇ一

′　ｂｕｄｇｅｔ，ａｎｄ ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ ｓｙ＄ｔｅｍ．
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Ｓｉｄａ，ｓｐｒｏｇｒａｚｎｎｉｎｇｃｙｃｌｅｉｓｂａ＄ｅｄｏｎｄｅｍａｎｄｆｒｏｍｔｈｅｐａｒｔｎｅｒ

ＣＯｕｎｔｒｙＯｒＯｒｇａｎｉ８ａｔｉｏｎ・Ａｆｏｍａｌｒｅｑｕｅｓｔ ｆｏｒｓｉｄａ引叩ｐＯｒｔ

ｉｓｒｅｑｕｉｒｅｄ，Ｏｆｔｅｎａｆｔｅｒｉｎｆｏｒｈａｌｄｉｓｃｕｓｓｉｏｎｓ・Ｔｈｅｐｒｏｐｏ８ａｌ

ｉｓ・ａｎａｌＹＢｅｄａｃｃｏｒｄｉｎｇｔｏｔｈｅｏｖｅｒａｌｌｃｒｉｔｅｒｉａｏｆｐｏｖｅｒｔｙ

ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ，ｄｅｍｏｃｒａｃＹ，ｈｕｍａｎｒｉｇｈｔＢ，ｇｅｎｄｅｒｅｑｕａｌｉｔＹａｎｄ

Ｓｕ８ｔａｉｎａｂｌｅ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ・＝ｔｉ８ａｌＢＯ ａｎａｌｙｓｅｄｉｎ ｒｅｌａｔｉｏｎ ｔｏ

ｔｈｅｌｏｇｌＣａｌｒｅｌａｔｉｏｎＢｈｉｐｂｅｔｗｅｅｎｔｈｅｐｒｏｂｌｅｍａｎａｌｙｓｉＢ，

●

Ｏｂｊｅｃｔｉｖｅｓ，ａＣｔｉｏｎ ｐｌａｎ ａｎｄ ｔｈｅ ｅｘｐｅｃｔｅｄ ｒｅｓｕｌｔ＄．Ａｓｅｔ。ｆ
●

コＯｉｎｔｌＹ ａｇｒｅｅｄｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ ｒｅｌａｔｅｄｔｏｍｉｌｅｓｔｏｎｅｏｂｊｅｃｔｉｖｅＢｉｓ

ｎｅｅｄｅｄ ｔｏ ｆｏｌｌｏｗ ｕｐ ｐｒｏｇｒ由ｓ・＝ｔｉｓ ｐｒ色ｆｅｒａｂｌｅ ｔｏ ｓｅｌｅｃｔ ａ

ｆｅｗａｍｏｎｇｔｈｅｃｏｒｅ１８ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ ｕ＄ｅｄ ｆｏｒｍｏｎｉｔｏｒｉｎｇ

ｐｒＯｇｒｅＳＢ ｔＯＶａｒｄ８Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒＡｌｌ，８ｉｎｃｅ ｔｈｅ８ｅｉｎ ａｎｙ ｅｖｅｎｔ

Ｗｉｌｌｂｅ ｆｏｌｌｏｗｅｄ ｕｐ・＝ｎ ａｄｄｉｔｉｏｎ ｓｔｕｄｉｅＢ ａｎｄ ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ８０ｎ

ＳＰｅＣｉｆｉｃｉ琴ＳｕｅＳ ｍａＹ ｂｅ ｎｅｅｄｅｄ．

Ｔｈｅｇｒａｄｕａｌｓｈｉｆｔｆｒｏｍｐｒｏｊｅｃｔｔｏｐｒｏｇｒａ皿ｅ（ＯｒＳｅＣｔＯｒ－Ｗｉｄｅ）

ＳｕＰｐＯｒｔｉｎｐｌｉｅｓ ｔｈａｔｔｈｅｄｉａｌｏｇｕｅｗｉｔｈｐａｒｔｎｅｒｃｏｕｎｔｒｉｅｓ（Ｏｒ

Ｏｒｇａｎｉｓａｔｉｏｎｓ）ｃｈａｎｇｅｓ ｆｏｃｕｓ ｆｒｏｍ ｄｅｔａｉｌβＯｆ ｔｈｅ ｕｔｉｌｉＢａｔｉｏｎ

Ｏｆ Ｓｗｅｄｉ＄ｈ ｆｕｎｄｓ，ｔＯ ｑｕｅＳｔｉｏｎｓ ｏｆ ｐｏｌｉｃＹＰｒｉｏｒｉｔｉｅｓ，

ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌｃａｐａｃｉｔｙ，ＯＶｅｒａｌｌ ｒｅｓｏｕｒｃｅ ａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓ，ａＳ

Ｗｅｌｌ ａ８ｔｈｅ ｃｏｎｔｅｎｔ ｏｆ ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌ ｐｒｏｇｒａ皿ｍｅＳ．

Ｓｉｄａ．ｓ ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ ｈａｖｅ ｔｗｏｍａｉｎｏｂｊｅｃｔｉｖｅｓ，

ｎａｍｅｌＹｌｅａｒｎｉｎｇ ａｎｄ ａｃｄｏｕｎｔａｂｉｌｉｔＹ・Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎｓ ａｒｅ ｖｉｅｗｅｄ

ａｓ ａｎｉｎ８ｔｒｕｎｅｎｔ ｆｏｒｉｎｐｒｏｖｉｎｇ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏ－Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ

ｔｈｒｏｕｇｈ ｆｅｅｄｂａｃｋ ｏｆ ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅ ｆｒｏｍｏｎｇｏｉｎｇ・ａｎｄ ｃｏｍｐｌｅｔｅｄ

ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ・Ｂｕｔ ａｐｐｒｏａｃｈｅｄｗｉｔｈ ａ ｖｉｅｗｔｏ ａｃｃｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ，ｏｒ

ＣＯｎｔｒＯｌ，Ｓｉｄａ．＄ｅＶａｌｕａｔｉｏｎ＄ａｌｓｏ ｐｒｏｖｉｄｅ ａｎｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ ｆｏｒ

ｄｏｃｕ瓜ｅｎｔｉｎｇ ｔｈｅ ｕｓｅ ａｎｄ ｒｅｓｕｌｔ ｏｆ ｔｈｅ Ｓｗｅｄｉｓｈ ｓｕｐｐｏｒｔ，

Ｐｒｉｎａｒｉｌｙ ｓｅｒｖｉｎｇ ｔｈｅ Ｓｗｅｄｉｓｈ ｐｕｂｌｉｃ ａｓ ｔａｘｐａｙｅｒｓ・Ａｐａｒｔ

ｆｒｏｍｅｖａｌｕａｔｉｏｎｓ，ｔｈｅ ａｎｎｕａｌ ｒｅｖｉｅｗｓ ｏｆ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｐｒｏｇｒａｍｅｓ

ＳｕｐｐＯｒｔｅｄ ｂＹ ｔｈｅ Ｓｗｅｄｉｓｈ ｅｍｂａＢＳｉｅｓ ａｎｄ／ｏｒ ｔｈｅ Ｓｉｄａ・ｓ

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ Ｄｉｖｉｉｏｎ ｒｅｐｒｅｓｅｎｔ ｔｈｅ ｈｏｓｔｉｍｐｏｒｔａｎｔ ｏｃｃａｓｉｏｎｓ

ｆｏｒ ｓｉｄａ ａｎｄ ｆｏｒ ｔｈｅ・ＣＯＯＰｅｒａｔｉｎｇ ｐａｒｔｎｅｒ ｔｏ ｔｏｇｅｔｈｅｒ ｒｅｖｉｅｗ

ｔｈｅ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｏｆ ｔｈｅ ｐｒｏｇｒａｍｍｅ ａｎｄ ｔｏ ａｇｒｅｅ ｏｎ

ｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔｓ，Ｃｈａｎｇｅｓ ｏｒ ｅｌｕｃｉｄａｔｉｏｎ．
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Ｔｈｅｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ ｃｏｎｓｅｎｓｕＳ Ｏｎｔｈｅｉｎｐｏｒｔａｎｃｅ ｏｆｗｏｒｋｉｎｇ

ｔｏｇｅｔｈｅｒｆｏｒｐｏｖｅｒｔｙａｌｌｅｖｉａｔｉｏｎｉｓ ａｓｌｇｎＯｆｈｏｐｅ・ＳｉｄａＩｓ

●

ｍａｉｎ ａｐｐｒｏａＣｈｔｏ ｅｎｈａｎｃｉｎｇｔｈｅ．ＥＦＡｇｏａｌｓ，ａｄｏｐｔｅｄｉｎＤａｋａｒ，

ｉｓ ｔｏ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｈｅｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎ ｏｆ ｐａｒｔｎｅｒ ＣＯｕｎｔｒｉｅｓ－ｏｗｎ

ｓｅｃｔｏｒ－Ｗｉｄｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｐｏｌｉｃｉｅ＄ａｎｄ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｐｌａｎＢ，ｉｎ ａ

ｗａｙｔｈａｔｉｓ ａｄａｐｔｅｄｔｏ ｅａｃｈ ｃｏｕｎｔｒｙ－ＳＰｅＣｉｆｉｃ ｃｏｎｔｅｘｔ・

Ａｎ・ａｎａｌｙｓｉ＄Ｏｆ ｐａβｔ ｅＸｐｅｒｉｅｎｃｅｓ ａｎｄｃｈａｌｌｅｎｇｅｓ ａｈｅａｄ＄ｈｏｗ＄

ｔｈａｔ ｔｈｅｒｅｉｓ ｎｏ ｕｎｉｖｅｒ＄ａｌさＯｌｕｔｉｏｎ ｔｏ ｔｈｅ ｐｒｏｂｌｅｍｓ ｆａｃｉｎｇ

ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｅｃｔｏｒ，ａｎｄ ｔｈａｔ ｇｅｎｅｒａｌｍｅａ－ｓｕｒｅｓ ｔｏｉｎｐｒｏｖｅ

ａｃｃｅ芦Ｓ ａｎｄｑｕａｌｉｔｙｏｆ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ａｒｅｎｏｔ ｅｎＯｕｇｈ・Ｓｐｅｃｉａｌ

ａｔｔｅｎｔｉｏｎｍｕｓｔ ｂｅ ｇｌＶｅｎ ｔＯ・ｅｎｈａｎｃｉｎｇ ｔｈｅ ｒｉｇｈｔｓ ｏｆ ｔｈｅ ｐｏｏｒ
■

ａｎｄｅｑｕａｌｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｉｅｓ ｆｏｒｄｉｓａｄｖａｎｔａｇｅｄｇｒｏｕｐｓ・Ｓｉｄａｗｉｌｌ

ｃ。ｎｔｒｉｂｕｔｅ ｔｏ ｔｈｉｓｉｎ ｔｈｅ ｃｏｎｔｅｘｔ Ｏｆ ｊｏｉｎｔ ｕｎｄｅｒｔａｋｉｎｇｓ ｏｆ

＄ｅＣｔＯｒ ａｎａＩｙｓｉｓ，ｍＯｎｉｔｏｒｉｎｇ ａｎｄ ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ８，・ｉｎ ｐａｒｔｎｅｒ

ｃｏｐｎｔｒｉｅ＄・Ｆｏｒ ｔｈｅ ｓ血ｅｐｕｒｐｏｓｅ，‾Ｓｉｄａ・ｓ ａ＄＄ｅＳＳｍｅｎｔ ａｎｄ

ｆｏｌｌｏｗ－ｕｐ ａＣｔｉｖｉｔｉｅｓ，ａｓ ｗｅｌｌ ａ＄ｉｔｓ ｄｉａｌｏｇｕｅ ａｎｄ

ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎ ｔｏ ｃａｐａｃｉｔｙ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，Ｗｉｌｌ，Ｗｈｅｎｅｖｅｒ

ａｐｐｒｏｐｒｉａｔｅ，ｂｅ ｇｕｉｄｅｄｂｙｔｈｅ ｆｏｌｌｏｗｉｎｇｐｒｉｏｒｉｔＹ ＣＯｎＣｅｒｎＳ；

●　ｔｈｅ ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ ｏｆ ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎａｌ ｔｏｐ－ｄｏｗｎ ａｐｐｒｏａＣｈｅｓ

ｉｎｔｏｐ早ｒｔｉｃｌｐａｔＯｒｙ ｒｉｇｈｔｓ－ｂａｓｅｄ，１ｅａｒｎｅｒ－ｆｒｉｅｎｄｌｙ ａｎｄ
●

ｇｅｎｄｅｒ－ＳｅｎＳｉｔｉｖｅ ａｐｐｒｏａｃｈｅｓ ｔｏｔｅａＣｈｉｎｇ ａｎｄｌｅａｒｎｉｎｇ

．ｔｒａｎＳｐａｒｅｎｔ ａｎｄ ａｃｃｏｕｎｔａｂｌｅｍａｎａｇｅｎｅｎｔ Ｏｆ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ａｔ

ａｌｌｌｅｖｅｌ＄，ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｅｘｐｅｎｄｉｔｕｒｅ＄ｙＳｔ蝕Ｓｉｎ ｐａｒｔｉｃｕｌａｒ

．ｍａｋｉｎｇｂａｓｉｃ ｅｄｕｃａｔｉｏｎｃｏｍｐｕｌｓｏｒｙ ａｎｄｔｒｕｌｙ ｆｒｅｅｏｆ ｃｈａｒｇｅ

ｆｏｒ ａｌｌ ｃｈｉｌｄｒｅｎ

．ｍａｋｉｎｇ ｅｄｕｃａｔｉｏｎｌｅｇｉ８１ａｔｉｏｎ・ａｎｄｐｏｌｉｃｉｅｓｉｎｌｉｎｅｗｉｔｈｔｈｅ

ＨｕｍａｎＲｉｇｈｔｓ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎｓ ａｎｄｔｈｅＥＦＡｇｏＡＩｓ

．ｍｅｅｔｉｎｇｔｈｅ ｓｐｅｃｉａｌｎｅｅｄｓ ｏｆｃｈｉｌｄｒｅｎｗｉｔｈｄｉｓａｂｉｌｉｔｉｅｓ，

ｉｌｌ ｈｅａｌｔｈ ｏｒ ｏｔｈｅｒｌｅａｒｒｉｉｎｇ ｐｒｏｂｌｅｍｓ ｔｈｒｏｕｇｈ一一ｉｎｃｌｕｓｉｖｅ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ…

●ｒｅｍＯＶｉｎｇ ｇｅｎｄｅｒ，ｌａｎｇｕａｇｅ Ｏｒ ｅｔｈｎｉｃ ｂａｒｒｉｅｒｓ，ａｎｄ

ｅｎｈａｎｃｉｎｇ ｂｉ－Ｏｒｍｕｌｔｉ－１ｉｎｇｕａｌｌｅａｒｎｉｎｇ

．ｍＯｂｉｌｉｓｉｎｇ ｒｕｒａｌｃｏｍｎｉｔｉｅｓ ｔｏ ａｌｌｏｗｅｄｕｃａｔｉｏｎｆｏｒｇｉｒｌｓ
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．ａＶａｉｌａｂｉｌｉｔｙ ａｎｄ ｒｅｈａｂｉｌｉｔａｔｉｏｎ ｏｆ ｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎ ｅｍｅｒｇｅｎｑｙ

ａｎｄ ｐｏβｔ－ＣＯｎｆｌ土ｃｔ古土ｔｕａｔｉｏｎβ

・ｉｍｐｒｏｖｉｎｇ ｃｏｎｄｉｔｉｏｎ＄ｆｏｒ ａｃｃ卓ＢＳ・ａｎｄｌｅａｒｎｉｎｇ（：ｌｑｕａｌｉｔｙ■■）

ＳｉｍｕｌｔａｎｅｏｕｓＩＹ，（ａｖＯｉｄｉｎｇｉｎｔｅｒｖｅｎｔｉｏｎｓ ａｉｍｉｎｇ ａｔ ｏｎｌｙ

ｅｉｔｈｅｒ ａｃｃｅＢＳ Ｏｒ ｑｕａｌｉｔｙ）

・ｅｎｈａｎｃｉｎｇｌｉｔｅｒａｃｙ ｆｏｒ ａｌｌ　－Ｃｈｉｌｄｒｅｎ，ｙＯｕｔｈ ａｎｄ ａｄｕｌｔｓ　－

ｔｈｒｏｕｇｈ ｆｏｒｎａｌ ａｎｄ ｎｏｎ－ｆｏｒｍａｌ ｅｄｕｃａｔｉｏｎｔ ａ８Ｗｅｌｌ ａ＄

ｉｎｆｏｒ鱒ａｌ ｍｅａｎＢ，ＳｕＣｈ ａＢ ｂｏｏｋｓ（ｎｅＷＳｐａＰｅｒＢ，ａｎｄｌｉｂｒａｒｉｅ８・

・ｅｎｈａｎｃｉｎｇ ｆｏｒｍａｌ．ｎｏｎ－ｆｏｒｎａｌ ａｎｄｉｎｆｏｒｍａｌｌｉｆｅ－１０ｎｇ

ｌｅａｒｎｉｎｇ ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｉｅｓ ｅｓｐｅｃｉａｌｌｙ ｏｆ ｔｅａｃｈｅｒｓ－ｉｍｐｌｙｉｎｇ

Ｂｙ８ｔｅｍ８　ｆｏｒ ｎｏｎ－ｆｏｒｍａｌ ａｎｄ ａｄｕｌｔ ｅｄｕｃａｔｉｏｎｌｉｎｋｅｄ ｔｏ ｔｈｅ

ｆｏｒｍａｌ ＢＣｈｏｏ１８Ｙ８ｔｅｍ′　ａＳ Ｗｅｌｌ ａｓ ａｃｃｅＢＳ ｔＯ ｐｒｉｎｔ ａｎｄ

ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ ｍｅｄｉａ，ｉｎｃｌｕｄｉｎｇｉｎｔｅｒｈｅｔ．

Ｆｏｒ ｔｈｅ ｙｅａｒｓ ａｈｅａｄ（ｔｈｅ Ｓｗｅｄｉ８ｈ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆａｃｅ＄　ａ ｎｕｎｂｅｒ ｏｆ ｃｈａｌｌｅｎｇｅｓ．Ｔｈｅ ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅ＄　ｆｒｏｍ

ＷＯｒｋｉｎｇ ｗｉｔｈ Ｓｅｃｔｏｒ Ｐｒｏｇｒｗｅ ＳｕＬＰＯｒｔｉｎ ｃｏｕｎｔｒｉｅ８１ｉｋｅ

Ｅｔｈｉｏｐｌａ（Ｍｏ２；ａｍｂｉｑｕｅ ａｎｄ Ｔａｎ２＝ａｎｉａ ｈａｖｅ＄ｈｏｗｎ ｔｈａｔ ｔｈｉｓ
■

ｐｒｏｃｅｓｓ－Ｏｒｉｅｎｔｅｄ ｋｉｎｄ ｏｆ ｓｕｐｐｏｒｔｉｓ ｆａｒ ｆｔｏｍ ｅａ８ｙ ａｎｄ

ｅｓｐｅｃｉａｌｌｙ ｔｈａｔ ｔｈｅ ｔｉｎｅ ａ＄ＰｅＣｔ＄ｈｏｕｌｄ ｎｏｔ ｂｅ

ｕｎｄｅｒｅｓｔｉｍａｔｅｄ・Ｓｉｄａｌｓ ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅｉｓ ｔｈａｔｉｔ ｔａｋｅｓ ｙｅａｒｓ ｔｏ

ｅ畠・ｔａｂｌｉ＄ｈ ｔｈｅ〕Ｐｉｎｔ ｐｒｏｇｒａｍｍｅ ｏｆ ｗｏｒｋ ｗｈｉｃｈｉｓ ｎｅｃｅｓｓａｒｙ ｆｏｒ
●

ａ ｓｅｃｔｏｒ ｐｒｏｇｒａ皿ｅ Ｓｕｐｐｏｒｔ・Ｚｔｉｓ ｅｓｓｅｎｔｉａｌ ｔｏ ｗｏｒｋ ｆｏｒ

ｈａｒｎｏｎｉｓｅｄ ｊｏｉｎｔ ｒｅｖｉｅｗ ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ＄ＣＯｎＣｅｒｎｉｎｇ ａｇｒｅｅｍｅｎｔｓ′

ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ，ｍＯｎｉｔｏｒｉｎｇ，ｅＶａｌｕａｔｉｏｎ ａｎｄ ａｕｄｉｔｉｎｇ１ｔｈｅｌａｔｔｅｒ

ｉｎ ａｃｃｏｒｄａｎｃｅ ｗｉｔｈｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ ａｕｄｉｔｉｎｇ ｓｔａｎｄよｒｄ８）．

Ｈｏｗｅｖｅｒｒｉｔ ｈａｓ ｏｆｔｅｎ ｐｒｏｖｅｎ ｄｉｆｆｉｃｕｌｔ ｆｏｒ ｅｘｔｅｒｎａｌ ｆｕｎｄｉｎｇ

ａｇｅｎｅ，土ｅｓ ｔｏ ｃｈａｎｇｅ ｔｈｅｉｒ ｏｗｎ ｓｕｐｐｏｒｔ ｍｏｄａｌｉｔｉｅｓ ａｎｄ ｔｏ
●

ＣＯｎＣｅｎｔｒａｔｅＪＯｎ ｐＯｌｉｃｙ ｄｉａｌｏｇｕｅｉＢＳｕｅ８ａｎｄ ｔｏ ｇｌＶｅ ｕｐ

ｄｅｔａｉｌｅｄ ｃｏｎｄｉｔｉｏｎａｌｉｔｉｅｓ ａｎｄ ｅａｒｍａｒｋｉｎｇ ｆｕｎｄ＄．ＡＩｓｏ，ａｌａｃｋ

ｏｆ ｎａｔｉｏｎａｌ ｏｗｎｅｒｓｈｉｐ ａｎｄ ｐｏｌｉｔｉｃａｌ ｃｏｍｍｉｔｍｅｎｔ ｔｏ ｔｈｅ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｅｃｔｏｒ ｐｒｏｇｒａｍｍｅ ｈａｓ ｂｅｅｎ ａ ｐｒｏｂｌｅｍｉｎ８ｅＶｅｒａｌ ｏｆ

Ｓｉｄａ一＄ｐａｒｔｎｅｒ ＣＯｕｎｔｒｉｅｓ・

Ｏｎｅ ｏｆ ｔｈｅ ｍｏｓｔｉｍｐｏｒｔａｎｔ ｃｈａｌｌｅｎｇｅｓ ｏｆ Ｓｉｄａｆｓ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ｓｕｐｐｏｒｔｉｓ ｔｏ ｃｏｎｔｒｉｂｕｔ声ｔＯ ｒｅｄｕｃｉｎｇ ｔｈｅ ｆｕｒｔｈｅｒ ｓｐｒｅａｄ ｏｆ

ＨＺＶ ａｎｄ ｔｏ ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｅ ｔｏ ｍｉｔｉｇａｔｉｎｇ ｔｈｅ ｅｆｆｅｃｔ＄Ｏｆ ＡＺＤＳ・

－９５－



Ｔｏｄａｙ′ｉｔｉｓ ｃｌｅａｒ ｔｈａｔ ＡＺＤＳｉｓ ａ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｃｒｉ＄ｉｓ ｗｈｉｃｈ

ｃｕｔＢ ａＣｒＯＢＳ’ａｌｌ ｓｅｃｔｏｒｓ．Ｔｈｅ Ｈ工Ⅴ／ＡＩＤＳ ｐａｎｄｅｍｉｃ ｈａＢ

ｄｅｖａｓｔａｔｉｎｇ ｃｏｎ＄ｅｑｕｅｎＣｅＳ ｆｏｒ ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｅｃｔｏｒｉｎ

ｌｉｍｉｔｉｎｇｉｔｓ ｃａｐａｃｉｔｙ ｔｏ ｕｎｄｅｒｔａｋｅｉｔ＄ＣＯｒｅ ｆｕｎｃｔｉｏｎ８・

Ｔｅａｃｈｅｒｓ ｒｅｐｒｅｓｅｎｔ ｏｎｅ ｏｆ ｔｈｅ ｏｃｃｕｐａｔｉｏｎａｌ ｇｒｏｕｐｓ ｗｉｔｈ ｔｈｅ

ｈｉｇｈｅ＄ｔ ｄｅｇｒｅｅ ｏｆ Ｈ＝Ｖｉｎｆｅｃｔｉｏｎ．Ｓｏ ｆａｒ，ｔｈｅ Ｂｉｔｕａｔｉｏｎｉ８

ｗｏｒｓｔｉｎ ｓｕｂ－Ｓａｈａｒａｎ Ａｆｒｉｃａ，ｂｕｔ ｔｒｅｎｄ＄　ｅｌｓｅｗｈｅｒｅｉｎ ｔｈｅ

ＷＯｒｌｄ ａｒｅ ａｌ＄Ｏ ＷＯｒｒｙｌｎｇｉ Ｔｏ ｂｅ ａｂｌｅ ｔｏ ｈａｌｔ ｔｈｅｉｎｆｅｃｔｉｏｎ
●

ｐｏｌｉｔｉｃａｌ ｃｏｍｉｔｔｍｅｎｔ ｆｒｏｍ ｎａｔｉｏｎａｌ ｇｏｖｅｒｍｅｎｔＢ ａｎｄ ａｎ

ＯｐｅｎｎｅＳ８ｔＯ ｄｉＢＣｕ＄Ｓ ｔｈｅ ｓｉｔｕａｔｉｏｎ ａｒ９Ｖｉｔａｌ ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ＄・

Ｔｈｅｒｅ ｉｓ ａｌｓｏ ａ ｎｅｅｄ・Ｗｉｔｈｉｎ ｔｈｅ ｅｄｕｃａｔ土ｏｎ ｓｅｃｔｏｒ ｆｏｒ

ｉｎｎｏｖａｔｉｖｅ ａｎｄ ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔａｌ ｅｆｆｂｒｔｓｉｎ ｏｒｄｅｒ ｔｏ ｆｉｎｄ ｎｅｗ

ＷａｙＳ Ｏｆ ｃｏｐｌｎｇ Ｗｉｔｈ ａ ｓｉｔｕａｔｉｏｎ ｗｈｅｒｅ ｐｅｒｈａｐ８ｈａｌｆ ｏｆ ｔｈｅ
●

ｔｅａｃｈｉｎｇ ｆｏｒｃｅ ｗｉｌｌ ｄｉｅ ａｎｄ ｔｈｅ ｎⅦｍｂｅｒ ｏｆ ｏｒｐｈａｎｓ ｗｉｌｌ

ＣＯｎｔｉｎｕｅ ｔｏｉｎｃｒｅａｓｅ．Ｓｉｄａ－ｓ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ ｅｍｐｈａｓｉｓｅｓ

ＣＯｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ ａｎｄ ｃｏ－Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ☆ｉｔｈ ｏｔｈｅｒ ａｃｔｏｒｓｉ・ｅ・

ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ－ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ ｕＮ ｏｒｇａｎｉｓａｔｉｏｎ＄（Ｏｔｈｅｒ ｂｉｌａｔｅｒａｌ

ａｇｅｎｃｉｅ８　ａｎｄ ｎｏｎ－ｇＯＶｅｒｎｍｅｎｔａｌ ｏｒｇａｎｉ＄ａｔｉｏｎｓ・工ｔ ｗｉｌｌ

ｅｎｃｏｕｒａｇｅ‾ｄｏｎｏｒｓ ａｎｄ ａｃｔｏｒｓ ｔｏ ｃｏｌｌａｂｏｒａｔｅ ａｎｄ ｃｏ－Ｏｒｄｉｎａｔｅ

ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ ａｎｄ ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ．Ｚｔ ｗｉｌｌ　＄ｕＰｐＯｒｔ ａｎｄ ｐａｒｔｉｃｌｐａｔｅｉｎ
■

ａｌｒｅａｄｙ ｅｘｉｓｔｉｎｇｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ ｎｅｔｗｏｒｋｓｒ・１ｉｋｅ ｔｈｅｌｎｔｅｒ－

Ａｇ・ｅｎＣＹ Ｗｏｒｋｉｎｇ Ｇｒｏｕｐ ｏｎ Ａ工ＤＳ（ＳｃｈｏｏＩｓ ａｎｄ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ａｎｄ ｔｈｅ

工ｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｚｎｓｔｉｔｕｔｅ・Ｏｆ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌ Ｐｌａｎｎｉｎｇ（工工ＥＰ）ｉｎ

ｔｈｅｉｒ Ａ工ＤＳ ａｎｄ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｐｒｏｊｅｃｔ・Ｚｎ ｓｕｐｐＯｒｔｉｎ９月工Ⅴ／ＡＺＤＳ

ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ ａｔ ｔｈｅ ｃｏ１１ｎｔｒｙｌｅｖｅｌ′　ｔｈｅ ｎａｔｉｏｎａｌ ｇｏａｌｓ ａｎｄ

Ｐｒｉｏｒｉｔｉｅｓ ａｓ ｒｅ・ｆｌｅｃｔｅｄｉｎ ｎａｔｉｏｎａｌ ｓｔｒａｔｅｇｌｅ＄Ｗｉ１１ｐｒｏｖｉｄｅ
●

ｔｈｅ ｂａ＄ｉ８　ｆｏｒ ｔｈｅ ｆｏｒｎｕｌａｔｉｏｎ ｏｆ Ｓｉｄａ一＄　ＳｕｐｐＯｒｔ・

Ａｎｏｔｈｅｒ ｍａコＯｒ Ｃｈａｌｌｅｒｌｇｅ Ｏｆ Ｓｉｄａ，ｓ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓｅｃｔｏｒ
■

ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉ＄ｔＯ ｆｕｒｔｈｅｒ ｄｅｖｅｌｏｐｉｔｓ ｓｕｐｐｏｒｔ ｔｏ ｃａｐａｃｉｔｙ

ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ・Ｓｉｄａ－ｓ ｐｏｌｉｃｙ ｏｎ ｃａｐａｃｉｔＹ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ｅｎｐｈａｓｉ＄ｅＳ．１ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｏｆ ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ ａｎｄ ｃｏｍｐｅｔｅｎｃｅ一一　ａｓ ａ

ｔｗｏ－Ｗａｙｌｅａｒｎｉｎｇ ｐｒｏｃｅｓｓ ｒａｔｈｅｒ ｔｈａｔ　－Ｔｔｒａｎｓｆｅｒ ｏｆ

ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ”・Ｓｉｄａｌｓ ｐｒｏｇｒａｍｍｅｓ ｏｆ ｃｏｎｔｒａｃｔ－ｆｉｎａｎｃｅｄ ｔｅｃｈｎｉｃａｌ

ＣＯＯｐｅｒａｔｉｏｎ，Ｏｒ ｔＷｉｎｎｉｎｇ ａｒｒａｎｇｅｍｅｎｔｓ ａｒｅ ｅｘａｍｂｌｅｓ ｏｆ ｈｏｗ

ＣａｐａＣｉｔＹｉｎ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｃＱｕｌｄ ｂｅ ｓｔｒｅｎｇｔｈｅｎｅｄ・Ｗｉｔｈｉｎ ｔｈｉｓ

ＣＯｎｔｅＸｔ，Ｓｉｄａ ｗｉｓｈｅｓ ｔｏ・ｅｍｐｈａｓｉｓｅ ｔｈｅ ｃｒｕｃｉａｌ ｒｏｌｅ ｏｆ

－９６－



ｔｅａｃｈｅｒｓｉｎ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ．工ｎ ｏｒｄｅｒ ｔｏ ａｃｈｉｅｖｅ ａ

ｔｒｕｌｙｌｅａｒｎｅｒ－Ｃｅｎｔｒｅｄ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｓＹＳｔｅｍ．ｔｅａＣｈｅｒＢ ａｎｄ ｔｈｅｉｒ

ｐｒｏｆｅ声＄ｉｄｎａ工ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｈａｖｅセＯ ｂｅ ａｔ ｔｈｅ ｃｅムｔｒｅ ｏｆ ａｎｙ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎａ正ｒｅｆｏ印．・Ｓｉｄａ ｗｉｌｌ ｅｎｃｏｕｒａｇｅｉｎ８ｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ

ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ′　ａ８　ａ ｆｏギｍ Ｏｆ ｃ．ａｐａｃｉｔｙ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，ｔｈｒｏｕｇｈ

ｌｉｎｋｉｎｇ ｔｒａｉｎｉｎｇｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓ ｗｉｔｈ ｅａｃｈ ｏｔｈｅｒ・Ｚｎ ｔｈｉ＄ＷａＹｒ

ｔｅａｃｈｅｒ８ｍａｙ ｂｅ ｅｘｐｏｓｅｄ ｔｏ ａｌｔｅｒｎａｔｉｖｅ ａｐｐｒｏａｃｈｅｓ ｗｈｉｃｈ

ｍｉｇｈｔ ｂｅ ｕｓｅｆｕｌｉｎ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｒｅｆｏｒｍ ｐｒｏｃｅｓｓｅｓｉｎ ｄｉｆｆｅｒｅｎｔ

ｅｏｕｎｔｒｉｅ８．

Ｒ玉ＦＥＲＥⅣＣＥさ

ＯＥＣＤ／ＤＡＣ（１９９６）Ｓｈａｐｉｎｇ ｔｈｅ２１ｓｔ ＣｅｎｔｕｒＹ：ｔｈｅ ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎ

Ｏｆ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ＣＯＯｐｅｒａｔｉｏｎ

Ｓｉｄａ（１９９７）Ｓ土ｄａ ａｔ ｖｏｒｋ

Ｓｉｄａ（１９９９）Ｓｉｄａ－ｓ Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ ｐｏｌｉｃｙ

Ｓｉｄａ（１９９９）Ｓｉｄａｓ ｕｔｖｅｃｋｌｉｎｇｓｓａｍａｒｂｅｔｅ、ｆ６ｒ ｂａｒｎ ｏｃｈ ｖｕｘｎａ

ｍｅｄ ｆｕｎｋｔｉｏｎｓｈｉｎｄｅｒ

Ｓｉｄａ（２０００）Ｓｉｄａ．ｓ Ｐｏｌｉｃｙ ｆｏｒ Ｓｅｃｔｏｒ Ｐｒｏｇｒａｍｅ Ｓｕｐｐｏｒｔ ａｎｄ

Ｐｒｏｖｉｓｉｏｎａｌ Ｇｕｉｄｅｌｉｎｅｓ
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９．スウェーデンにおける国幹協力事業評価と教育協力事業に関する一考察

１．Ｉまじめに

本研究は、ＤＡＯ諸国６力画一）の基礎教育

協力事業とその評価動向をさぐるための一

考察として、スウェーデンにおける画際協力

事業評価とその教育協力事業の動向を導き

だすことを目的としてい卑。

本章では、政府開発援助（以下ｑＤＡ）評

価の重要性、国際教育嘩力という２つの点

から研究の背景及び意義を初めに述べ、研

究方法、研究対象国及び選定事例の理由、

さらには研究の限界性について述べることと

する。

（１）０８Ａ評価の同産

ＯＤＡ白書（２０００）でも言われているように、

１鍋０年後半、政府の施策が効果的・効率的

になされているのかという観点から評価への

関心が高まっで２）来ており、削減の一途を辿

ってい皐ＯＤＡも、国民にその事業を理解し■

てもらうためた、その成果（評価結果）を公表

することが求められてきている。限られた資
金内で効果・効率があがっていることを国民

に示す必要があるため、それを示すための

有効な評価体制の充実が求められてきてい

るのは当然の成り行きといえる。

このような鰊価体制をめぐる動きの中で、

ＯＤＡ評価研究会（８）により２００１年２月に行わ

れた討議では、次に述べる５－つの課題、①

政策レベルの評価の導入とプログラム．レベ

ルの評価の拡充、②評価のフィード／くック確

制の愚化、③評価の人材育成と有効活用、

④評価の一貫性の確保、⑤ｏＤＡ関係省庁

間め連携推進、が議論・検討された。

①及び②に関して、ＯＤＡ白書（２０００）では、

以下のように説朗されている。従来のＯＤＡ

評価はプロジェクト単位の評価が中心に行

われてきたが、「政策決定者が援助政策全

体や分野・国別政策を策定するにあたって

参考となるような教訓を提供できるようにす

る（フィードバック）のためには、従来の援助

を分野．渾題．国別等に従って包括的に評価
すること（プログラムｔレベル評価）や、援助

両部かおり

（広島大学大学院）

国や援助機関の援助戦略噸助政策た関す

る総合的な評価（政策レベル評価）が必衰で

ある」（ＯＤＡ白書、２０００）と述べており、政

策・プログラムレベル評価の早期導入．拡充・

とその評価手法の確立、計画中体系図と評
価指標の明確化、標準的寧ガイドライン、マ

ニュアルゐ作成などが検討された。

②の事前ヰ間．事後の一貫した評価プロ

セスの確立の重要性について、従来の事革

評価はプロジェクト完成時に行う終了時評価

やプロメェクト終了後「定期間をあけて行わ

れる事後評価が中心であったが、今後は「プ

ロジェクトを実施する事前の段蜘、ら実施の

中間時点や事後の段階にいたる一貫した評

価プロセスの確立と、稗益効果をより定量的

ヒ評価するため、目標達成度を示すＦ評価

指標」の設定をあらかじめ検討する」（ＯＤＡ

白書、２０００）ことが求められるとされており、

ｏＤÅ自書（２０００）にもあるように、国睦協力

事業団（以下ＪＩＣＡ）、国際協力銀行（ＪＢＩＣ）

もその垂備段階である。

（２）国際教育協力の動向

１さ９０年代の国際教育協力の大きな流れ

は、やはり９０年のｒ万人のための教育世界

会譲」（ＷｄＥＦＡ）で基礎教育の重要性とすべ

ての享どもたちに基輝教育の機会を与える

という国際的な目標が再確認されたことから

嘩まる。その後は１９粥年のＯＥＣＤ／ＤＡＯ新
開発戦略セ６つの具体的目標のうち２つが、

ｒ２０１５年までに初等教育の普及Ｊ及びｒ２００５

年までに初等ヰ等教育におけ昂男女格差

の解消」と掲げられていた。しかし、発展途

上国では財政の教育への低配分や教育制

度、教育内容．方法に関する人材及び能力

不足が現状であることから、２０００年に開か

れたｒ世界教育フォーラムＪではｒダカール行

動枠組みＪが採択され、ｒ就学前教育め拡

大・改善Ｊ、「２０１５年までにすべての子ども

へ無償初等教育の機会確保」、ｒ２０１５年ま
でに成人識字率の５０由改善と成人の基礎

教育への平等な機会わ確保」、ｒ２００５年まで

の初等中等教育における男女格差の解消」
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等が目標として挙げられ、今後の国際教育

協力政東及び実施に対する核となる指針と

なっている。

このような世界的な国際教育協力の動き

の中、わが国が行ってきた教育協力は、高

等教育及び職業教育への支援、学校建設な

どのハード面での援助であった。基礎教育

分野に関しては、青年海外協力隊や専門家

の派遣といった技術ぬ力や教育機材の供与、

学校建設がその中心であったといえる。

９０年代前半のわが国の国際教育協力に

対する姿勢は、いわゆ卑受身的といえ、国際
的な動向に足並みを揃えるのがほとんどだ

が、９０年代後半になると主導的な行動をと

るようになり、国際会議などで基礎教育協力

を重視した援助政策を明らかにしている。例

えば、先述のＯＥＣＤ／ＤＡＣ新開発戦略では、

各国が難色を示す中、日本のイニシアティブ

によりｒ２０１５年までに初等教育を完全普及さ

せることと２００５年までに初等中等教育での

男女格差是正」がその具体的目標に設定さ

れた。また同新開発戦略が採択される－ケ

月ほど前の１９９６年４月には、第９回国連貿

易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）総会において、、当時

の池田外相が、アフリカ地域の人づくり支援

として初等教育の普及を中心とした教育協

力に、３年間で１億ドルの援助を行う公約し

た。さらに、１９９８年に東京で開かれた第２回

アフリカ開発会議では、当時の小渕首相が

基調講演の中で初等教育協力を優先するこ

とを言明している。

（３）我が国の国際教育協力事葉評価の特
徴

我が国の評価の特徴は、１９９１年にＤＡＣ

で採択された評価５項目（妥当性、達成度、

効果、効率性ｉ自立発展性）を採用している

ことであり、我が国の国際教育協力分野に

おいても、同項目を用いて評価している。そ

の特徴と課題は牟田博光（１９９８）が、我が国

の１９８２年以降の国際教育協力案件（計６３

案件）をＤＡＣ評価５項目を用いて評価し、

明らかにしている。

牟田（１９９８）の研究によると、我が国の国

際教育協力事業評価の特徴は、ｒ達成度Ｊ

が最も高く、次いゼ「効果」、「妥当性」、ｒ効

率」及び「自立発展性Ｊの順に判断がし難く

なっている。「自立発展性」やｒ効率性」が低

い理由としては、評価時点で自立発展した

か、及び「効率性」に着目した記述が少ない

ことから、それらの判断が困難になっている

と彼は指摘している。

さらに、牟田（１９９８、Ｐ２５）は、評価指標に

関してｒ我が国の援助案件では教育の量的

質的効果に対し期待を表明するだけで何ら

指標も示さない」と指摘している。実際過去８

年間の教育事業評価を見ても、目標はｒ～

への貢献Ｊ、ｒ教育水準の向上のための施

設拡充」、ｒ～の育成、指導」といった抽象的

な表現になっており、明確な指標が設けられ
ているのはｒ建物を何戸建設する」という学

校建設案件で見られた数値目榛だけであっ

た。しかし、学校建設は教育改善の基盤とな

り得るが、教育の質的改善に対する目標に

多大に貢献するわけではない。

そこで、牟田く１９９８）は、ｒ妥当性Ｊ「効果Ｊ

「効率性」を高めるための課題として、セクタ

ー分析（４）（妥当性のため）、ニーズに合った

援助（５）（妥当性、効果、自立発展性のため）、

効果を重視した立案．評価指標の設定（８）（効

果、効率性のため）、長期的視点（自立発展

性のため）、ハードだけでなくソフト援助（丁）（教

育改善、効果のため）、住民参加（持続発展
・性のため）、日本の感験を生かした工夫（８）

（効果のため）をあげている。

（４）研究の目的と意義

既述のように、近年、ＯＤＡ評価に関する

関心がますます高まり、限られた資金で、い

かに効果的な協力を行うかが、今後援助国

であるＤＡＣ諸国の課題となってくるであろう。

また、援助の効果が見えにくいといわれる教

育協力分野（特に基礎教育協力）も、１９９０年

代以降、その重要性が認識されてきている

ため、本研究では、限られた資金でいかに

効果的な基礎教育協力事業を行うかという
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視点から、ＤＡＣ諸国６カ国の基礎教育協力

事業とその評価動向をさぐるための一考察

として、スウェーデンにおける国際協力事業

評価とその教育協力事業の動向を導きだす
ことを目的とする。

研究方法は、まず、スウェーデンの評価体

制について、スウェーデン国際開発庁

（Ｓｉｄａ）の資料を中心に、評価の目的、評価

体制、評価者、評価基準、評価手段、及び

事業評価報告書の特徴を明らかにする。

ぬこ、スウェーデンの国際教育協力事業と

その評価事例について考察していくが、まず、

事業評価報告書及びその担当部署をもとに

教育協力事業分野の傾向を明らかにする。

さらに、事例をもとに、評価目標、評価項目、

評価指標、、評価手段及び結果について考察

を行うこ

そして、事例考察で得られた評価の特徴

（特に評価目的、評価項目、評価手段）との

・整合性を考察し、事例から得られたスウェー

デンの基礎教育協力事業及び評価の傾向

を導き出す。

対象とした資料は、主にＳｉｄａの文献及び

Ｓｉｄａの援助評価などの特徴について研究を

行っている文献を使用した。

（５）研究の限界性

本研究は、ＤＡＣ諸国の基礎教育協力事

業とその評価動向をさぐるための一考察とし

て、スウェーデンの動向を導きだすことを目

的としているため、スウェーデンの傾向を考
察することが中心となり、比較の段階までに

達しておらず、全体的に他国との比較という

．視点に乏しい。

また事例が１案件というところで、特徴を述

べるには及ばないため、本碗究を「一考察」

としている。

（６）研究対象国及び事例の選定理由

①研究対象国の選定理由

既述のように、本研究はＤＡＣ諸国（６カ国）

の動向を探る研究の一環として位置付けら

れているので、まず、その６カ国くアメリカ合

衆国、デンマーク、スウェムデン、ノルウ土－、

オランダ、イギリス）の選定理由から述べる

こととする。６カ国の選定基準は、２０００年度

のＤＡＣ諸国が行う基礎教育への援助比率

がその平均（１．５％）以上（９）である国とし、か

つ評価報告章の入手可能な国とした。くちな

みに日本が行う基礎教育への援助比率は

０．３％と大きく平均を下回っている）

スウェーデンの国際教育協力の特色は、

Ｓｉｄａの教育セクターを担当している部署・デ

モクラシー、社会開発（ＤＥＳＯ）が行う教育協

力事業のうち、８割が基礎教育（初等教育、

成人教育など）が占め、初等教育事業のう

ち、４３％がソフト面での協力となっている

（Ｓｉｄａ、１９９８）。（ちなみに、日本は基礎教育

協力２３％、ソフト面への援助１０％（ＪＩＣＡ、

１９９７）であった）

②事例の選定理由

本研究で扱う事例は、１９９４年から開始

されたスリランカ教育セクターに対する

Ｓｉｄａの基礎教育協力事業である。既述の

ように、本研究は基礎教育協力に焦点を

当てているということ、また１９９６年以降の

Ｓｉｄａ事業評価報貴書の中で、２件しかな

い基礎教育事業案件のうちの１つであり、

ソフト面とハード面の双方から行う包括的

な協力事業であったということから事例と

して選定した。（ちなみにもう１件は、エチ

オピアへの教員訓練を中心としたソフト面

のみの協力事業である。）

２．Ｓｉｄａの評価体制の特徴

（１）評価目標

ＪＩＣＡ（２００１）によると、Ｓｉｄａは、その水か

らの評価活動の目鱒を①学習と②アカ

ウンタビリティの２つ分け、評価計画の

段階でどちらを重点に評価を行うかを明

確にし、どちらの目的を重視するかで評

価デザインを変えるという基本姿勢が見

られる。

（２）Ｓｉｄａの評価体制
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Ｓｉｄａの行う評価は、４つの各地域部局、６

つのセクター部局及び独立部居である「評

価および内部会計監査局」（ＵＴＶ）が担当して

いる。各部局とＵＴＶが行う評価活動の違い

としては、前者が各部局の責任の範囲内で

プロジェクトおよびプログラムのパフォーマン

スを評価するのに対し、後者はスウェーデン

の開発協力にとって戦略的な面で重要なも

のをより総括的に評価しており、Ｓｉｄａ自身お

よびＳｉｄａが出資している全開発協力を評価、

さらには評価に関する文書や情報に対する

重任を負っている。

Ｓｉｄａの評価活動の目的は、①ｓｉｄａの活動

に参与している関係者たちの間での教訓と

グッドパフォーマンスを促進すること、②ｓｉｄａ
図１．Ｓｉｄａの組織図

（評価および内部会計審査のための外部サ

ービス調達に対し）にＵＴＶに割り振られた予

算は８００万ドルであり、各部局が行う評価活

動については各部局の予算内でまかなわれ

ることとなっていた。

毎年、４つの地域及び８つのセクター部局

の代表一名ずつが、評価担当のコーディネ

ーターとして任命され（１０）、ＵＴＶとネットワーク

を確立し、ＵＴＶ定例ミーティングに各部局代

表として参加する。前者のネットワークでは、

ＵＴＶによる各部局の評価活動、年次評価報

告のコーディネート、各部局の評価プロセス

の補助などが主な内容となっている。

（出所）ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｉｄａ．＄ｅ／Ｓｉｄａ／をもとに筆者作成。

によるスウェーデンの開発協力の結果およ

び情報を一般人および政府に伝えるための

アカウンタビリティのためである。

１９９８年度、ＵＴＶには計６名のスタッフが常

勤しており、うち５名が評価専門、残り１名が

文書および情報担当であった。１９９９年度

（３－）評価者

各部署が選定する評価者については、１９９４

年と１９９９年に刊行された評価に関する文献

で若干違いが見られる。

①ｓＩＤＡ評価マニュアル（１９９４年）

１９９４年の評価マニュアルによると、評価
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者は専門知織、分析知乱言語能力こ発展

途上国での（活動）経験及び、評価チームメ

ン／く丁とのコミュニケーション能力、専門領

域及び人格的に信頼できる人が求められて

いる。また彼らはＳ舶及び当該途上国での

評価及び支配下において独立した存在でな

ければならないため、当該事業に関わって

いるＳｉｄａ職員が評価者として選定されること

はなく（ただし、諮問担当としてなら可能な場

合もある。ただし、Ｓｉｄａ本部に所属するプロ

ジェクト行政官の参加は認められていない）、

評価チームがＳｉｄａ職員だけで構成されるこ

とはない。Ｓｉｄａによると、このような外部及び

独立した評価者を雇うことは、評価結果の信

頼性、専門知識を有した人材の採用が可能、

及び開発援助プロジェクト（及びプログラム）

に関する見解に対して、新鮮な考えや方向

性を導きうるからとしている。実際、次の章で

分析する国際教育協力事業（１９９６年に評価

実施）のＴＯＲでは、ト２名の国際コンサルタ

ントを雇用することと規定されている。

また同評価マニュアルでＳｉｄａが望む評価

チームの構成は、少なくとも１名が当該途上

国からの看であることとしている。なぜなら、

①当該国からの意見を取りいれるため、②

当該国への評価結果のフィード′くックを容易

にするため、③評価技術を当該国へ伝える

ためである。しかし、Ｓｉｄａは当該国からの評

価者を国の代表としては考えていないため・

当該国が関係省庁の役人を候補者として選

ぶことに懸念を抱いている。しかし、この途

上国出身の評価者に関して、次章で挙げる

事業のＴｅｒｒｎｓｏｆＲｅｆｅｒｅｎｃｅ（ＴＯＲ）では彼ら

の雇用は規定されておらず、その代わり、ス

ウェーデン国内のコンサルタントをト２名雇

用することとなっている。この途上国出身コ

ンサルタントに関する問題点は、次に述べる

１９９９年版評価マニュアルの個所で詳しく述

べることとする。

評価チームは、もし評価者が十分な知識

を有するのであれば、小人数のほうがチー

ム内の調和やコストの面から考えると理想

セあるが、ほとんどの評価チームは２－５人

で構成されており、通常求められるバックグ

ラウンドは専門知識、当該酔地域の知識及

び開発に関する経験・知識（プロジェクト環

境及びジェンダー、環境問題など）、更には

評価方法に関する知識が求められている。

（評価に関する専門家の採用は、専門知識

に偏った見解を防ぐためである。）

たとえば、１９９７年に刊行された評価報告書

Ｓｗｅｄｅｎ，ｓ ＳｕｐＦ）ｏｒｔ ｔＯ Ｍａｙｉｂｕｙｅ Ｃｅｎｔｒｅ・

ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＷｅｓｔｅｒｎＣａｐｅ，ＳｏｕｔｈＡ胱ａは

２人の評価者によって評価された。それら評

価者は一人がノルウェー人コンサルタントで

あり、１９８５年以来南アフリカの文化と開発を

専門とし、ＮＧＯで働いており、１９７６－８５年ノ

ルウェーの文化組織でコーディネーター、

１９９２－９５年ノルウェー基金のモニタリング

経験及び１９９２年までオスロのユネスコオフ

ィス勤務経験のある者、もう一人が公認会計

士で１０年以上のＮＧＯ勤務経験を有し、２

年間はフリーのコンサルタントとして活躍、

ＮＧＯ勤務時は会計システムマネジメントシ

ステム、プロジェクト計酔予算に関するアド

バイスを行っていたという人材が評価者とし

て選定されている。

②　ＳＩＤＡ，ｓ Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ Ｐｌａｎ，Ｕｓｉｎｇ ｔｈｅ

ＥｖａｌｕａｔｉｏｎＴｏｏｌなど（１９９９年）

１９９９年の資料によると、評価者は、プログ

ラムオフィサーが課の同僚、大使館、外部の
知人に問い合わせるという非公式の人選に
ょって選ばれる。前回、類似事業案件評価
を上手くやり遂げたコンサルタントが次も任

命されるというのが概ねで、評価チームのメ
ンバーは、評価案件がジェンダーや児童保

健、家族計画でない限り、ほとんど男性で構
成されている。また被援助国の人材を評価

者として選東するか否かは各部署によって
様々であるが、専門性などの面で現地採用

の評価者に対する問題点を指摘している。
評価者に求められる知識及び経験は・
１９９４年の評価マニュアルに記されている事

項とほぼ同じで、当該国、地域及び言語に

精通していることに加え、評価経験、開発問
題、ジェンダーや環境等の知識、会計分析
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に長けていることが条件となっている。

（４）評価手法と評価基準

①評価手法
Ｓｉ血では、プロジェクト前後の比較、

Ｗｉｔｈ⊥Ｗｉｔｈｏｕｔの比較、費用・

便益分析及びその他の定

量・定性分析といったいくつ

かの評価手法を取り入れて、

多角的に評価を行うことを奨

励している－。（ＪＩＣＡ、２００り

②評価基準
評価基準に関して、１９９４

年の評価マニュアルには、評

価の間留意すべき点として、

１３項目が挙げられているが、

１９９９年の資料では８つに項

目が縮小されている。しかし、

１９９９年を基準に１９９４年の

項目を整理すると、すべてが

①妥当性、②目標達成度、
③イン／くクト、④効率性、⑤

自立発展性に分類される。

く表１参照）ここで注目したい

のが、１９９９年以降、ＤＡＣの

評価５項目に加え、⑥反復

アカウンタビリティとフィードバックなどを重視

する鱒来型援助評価（援助側に重点を置い

た評価）が一般的で、Ｓｉｄａの場合も他の援

助機関と同様の傾向が見られる。

表１．１，舛年及び１，，，年に刊行された評価マニュアルに見る評価基準の違ｌ
１９９４年．　　 ｌ　　　　　 ・１９如年

①妥当性 （Ｄ妥当性
②目標達成度 ②目標達成度

③原因と結果
④男女別インパクト
⑤間接的効果
⑥環境の因果関係
⑦プロジェクト実施の効果
⑧インパクト

③インパクト

⑨費用便益 ④効率性

⑳ターゲットグループ
⑪人的資源開発
⑫研究機開閉発
⑬自立発展性＊

⑤自立琴展性

⑥反復性
⑦スウ声－デンの開発目標の視点＊＊
⑧貧困、経済成長、民主主義・人権、環境、
ジュンダ「に関する政策の視点

（注）＊受け入れ側の政策、マネジメント組織・地域住民の参加、技術レべ

ル、社会文化的要因、環境要因の側面
＊＊経済成長、経済的政治的自立、経済社会的平等、民主主義社会の発展、
天然資源の持続的利用と環境保護、男女平等

（出所）Ｓｉｄａ．１９９４．Ｅｖａｔｕａｔｉｏｎ肋ｎｕａｌＰｒＳＬｕ・Ｓｔｏｄ血０１ｍ：Ｓｉｄａ，１９９９・

ＡｒｅＥｖａｌｕａｔｉｏ那偽¢Ｊｌ？．Ｓｔｏ９ｋｈｏｌｍ：Ｓｉｄａ，１９９９・Ｓｉｄａｂ餌Ｉｕａｔｉｏｎ飽〃・

Ｓｔｏｃｋｈｏｌｍ：Ｓｉｄａをもとに筆者作成。

性、⑦スウェーデン開発目標の視点及び⑧

貧困、経済成長、民主主革・人権、環境、ジ

ェンダーに関する政策の視点が加わってい

ることである。後者２つは、ほぼ内容が重な

っており、スウェーデンの開発目標が国際開

発分野の世界的な重点課題に沿って掲げら

れていることが明白である。前者の反復性

に関して、Ｓｉｄａがプロジェクトの応用可能性

に重点を置いていることがわかる。また応用

可能性に注目していることで、評価事項のフ

ィードバックに対して積極的な姿勢が見られ

る。

しかし、１９９０年代はじめから注目されてき

ている参加型評価に関する視点は見られな

い。ＪＩＣＡ（２００１）他がいうように、参加型評価

は近年国際的に注目を集めているが、実践

された例は少ないのが世界的な現状といえ、

（５）事業評価報告書の特徴

Ｓｉｄａの評価は１９粥年からはじまっており、

評価報告書にはＳｉｄａ ＥｖａＩｕａｔｉｏｎｓ（１１）（１０）と

ＳｉｄａＳｔｕｄｉｅｓｉｎＥｖａｌｕａｔｉｏｎに別れている。前

者はセクター別に分かれた評価報告書、後

者は１９９５年から始まった一連の評価の中

で得られた研究成果についての報告書とい

える。また評価対象となる案件は、特別の規

定はなしザ、概して費用のかかったもの、或
いは期間が長いものとなっており、すべての

評価報告書にＴＯＲの添付が義務づけられ

ている。

１９８６．年から全評価報告書数（ＳｉｄａＳｔｕｄｉｅｓ
ｉｎ Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎを除く）は現在までで計２６０件

刊行されており、１９９６年にシリーズがＳｉｄａ

Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎｓに変ってからは毎年３０－５０冊

刊行されている。（それ以前は毎年３－５冊
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刊行）そのうち国際教育協力事業評価報告

は１９粥年に始めて刊行されており、計２５件

（うちスウェーデン語とフランス語で書かれた

物が１件ずつ）．となっている。分野の内訳に

ついては、次の章で詳しく述べることとする。

３．スウェーデン国際琴青協力事業の特徴

（１）Ｓｉｄａ国際教育協力事業の概要

Ｓｉｄａは、４つの地域部局（アフリカ、アジア、

ラテンアメリカ、中央及び東ヨーロッパ）と７

つのセクター部署（デモクラシー・社会開発、

インフラストラクチャー・経済協力、自然資源

及び環境、調査協力、ＮＧＯ協力及び人道援

助、インフォメーション、評価及び内部監査）

で構成きれており、Ｓｉｄａから教育協力事業
予算を分配されている部署は表２に見るよう

に６部署、その内デモクラシー・社会開発部

（以下ＤＥＳＯ）が全体の６２％を占めている

（１９９９年）。

わかる。

さらに、その初等教育協力分野における

協力内容（１９９８年）は、学校建設・機材供与

が４９％、教材資材２０％、教師教育１３％、財

政サポート８％、カリキュラム開発５％、特別

ニーズ４％、その他１％となっており、教育資

材、教師数育及びカリキュラム開発などのソ

フト面での支援が約４割と高いことが分かる。

（Ｓｉｄａ．１９９８．ＥｄｕｃａｔｉｏｎＰｒｏｇｒａｍｍｅ＄．Ｐ．１８）

（２）Ｓｉｄａ国際教育協力目標と重点課題

Ｓｉｄａが行う国際教育協力事業の重点領域

は、①教育改革へのサポート、②基礎教育

協力、③基礎教育以上及び高等教育協力

があげられる。中でも基礎教育協力には２

つの目標（質的改善とアクセスの改善）が挙

げられており、近年では質の改善に重点が

おかれている（Ｓｉｄａ，１９９６ａ）。基礎教育協力

の具体的な重点課題としては、①教科書な

どの教育資材の供給、②カリキュラム開発、

表２．Ｓｉｄ乱国際教育協力事薫担当部局一覧及て凡少，＄年、１，，少年の教育車乗への支出及びその割合

Ｓｉｄａ由除数育協力事業担当部 局　 －
１９９８年 １９９９年

ＭＳＥＫ（％） ＭＳＥＫ（％）

デモクラシーー・社会開発 （ＤＥＳＯ） ３９５（４３） ４７７（６２）

ＮＧＯ協 力及び人道援助 （ＳＥＫ勾 ・ ４２８－（４７） １８０（２３）

調査協 力（ＳＡＲＥｑ． ４０（４） ５７（７）

中央及び東ヨーロッパ （Ｓｉｄａ－ＥＡＳＴ） １１（１） ２３（３）

インフラストラクチャー ・経済協力 （ＩＮＥｑ １７（２） １９（２）

自然資源及び環境 （ＮＡＴＵ叫 ２ｄ（３） ２１（３） 、

支 出金額合計 ９１１（１００） ７７７（１００）

（出所）Ｓｉｄｉ。１９９９ｃ．Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ．Ｓｔｏｃｋｈｏｌｍ：Ｓｉｄａ．Ｑ）．７）をもとに著者作成。

♯８．各部局における教育段階用予算配分（単位∬＄ＥＫ）及びその割合（単位：％）
初 等 教 育 、 中 等 教 育 高 等 教 育 癌 菜 教 育 成 人 家 育 ‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 教 書 全 般 ‘ 合 計

１９９８ １９９９ １拇 ８ １９９ｇ ・ １９９８ １射 ９ １９９８ １９９９ １９９８ １９９９ １９９８ １９！拍 ◆１９９８ １９！Ｉ９

Ｄ Ｅ＄０ ２４５ 伯 ２％ ｌ ２６０．２（糾 ．５％Ｉ ０．７ 【０．２％ ｌ ５．８ （１．２％ ｌ ２２．８ Ｉ５．７％ ｌ ８５．０ 日さ．６％ ｌ８４．８ 拍 ．８％ ｌ ８，８ （１．７％ ｌ ８５．５ 伯 ．０％ ｌ ５２．８ （１１．１％ｌ５６．ａイ１ヰ．３％） ８５．０ （１７．９％ ｌ さ９４．ｑ ヰ７７．１

ｌＮＥＣ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ５．９ 伯 ５．５％ １ ５．７ （３０．３％ ｌ ０．２ 【１．２％ ｌ １．９ １１０．・１％ ｌ ２．２ （１３．３％ ｌ １．ヰ 【７．５％ ｌ ８．さ （５０％ ｌ 乱８ Ｉ５２．１％ ｌ １¢，８ １８．８

Ｎ ＡＴＵ Ｒ ０．０ ■０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １９．６ （１００％ ｌ ２０．８ （１００％ｌ １９．６ ２０．８

＄Ａ ＲＥＣ ０．２ （Ｏｊ ％ ｌ ０．５ （０．９％ ｌ ０．０ ０．０ ３５、２１８６．９％ Ｉ４７．９ １８ヰ．８％ ｌ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ５．１ （１２．６％ ） ８．２ （１４．５％ Ｉ ４０．５ －　５６．６

ＳＥＫＡ ０．５イ１．５％ ｌ ７．２ （ヰ％ ｌ 乱 ４ （０．８％ ｌ １．０ （０．¢％ ｌ ０．０ ・ ０．０ ０．８ の ，２％ ｌ ３９．２ｆ２１、８％ｌ ５．０ 日 ．２％ ｌ １６．５ ｆ９．２％ ｌ利 ２．０（９８．う％ 〉１１５．８（糾 ．４叫 ヰ２７．７ １７９．５

・＄ｉｄａ・Ｅａｓｔ ０．４ 侍 ．６％ Ｉ １．０ （４．３％ １ ・０．０ ５．０ （２１．４％ ） １０．８（９１．９％ ）１ｊ．７ （５０．２％ ｌ ０．２ １１．８％ ｌ ・１．３ １５．６％ ｌ ０．０ ０．０ ０，ａ （２．７％ ｌ ４．３ 【１８．５％ｌ １１．２ ２き．３

＄はａ国 際 覇 育

協 力 事 集 全 体 ２５２．０ （２７．７％Ｉ ２６８．９（鋸 ．７叫 ４．１ （０．５％ ） １１．８ （１．５％ ） ７４．１ （８．１％ ） １８０．３（１８．８瑚 ａ６．０ （４％ ） ５０．６ （¢．５％ ）
４２・７ ま 司 ‾７ふ‾・； （９・－％ ）

釦 １．５（５５．１％ ）２４乱８（う１．ヰ％） ９１０．４

＄は＆１９９９ｃ．封ＵＣａ伽仇Ｓｔｏｃｋｈｏｌｍ：Ｓｉｄａ．

また、ＤＥＳＯが行う国際教育協力事業の

内訳（１９９９年）は、・表３に示す通り、初等教

育が全体の５４％、次いでその他１８％、高等

教育の１４％、成人教育１１％、職業教育２％、

中等教育１％の順となっており、基礎教育分

野（特に初等教育）に力を注いでいることが

③環境教育、④川∨／ＡＩＤＳ教育、⑤特別ニー

ズ教育、⑥教師教育、⑦識字∫成人教育、⑧

ジェンダーと教育、⑨学校建設及び維持管

理、⑩教育計画、マネジメント、研究及び評

価、の１０の項目に分けられている。
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（３）Ｓｉｄａ国際教育協力事業分野の傾向

Ｓｉｄａ国際教育協力事業分野の傾向を事業

評価報告書から分析すると、表４に見るよう

に高等教育分野が一番多く、次いでキャパ

シティ・ビルディング、トレーニングの順にな

っている。また表４は、国際教育協力事業評

価報告書を担当部局別、分野別に現したも

のであるが、これを見ると教育事業を主に行

っているＤＥＳＯが一番多くなっており、分野

も多岐に渡っていることが分かる。

また、先述のようにＳｉｄａが教育協力分野

で一番力を注いでいる基礎教育、特に初等

教育に関する事業評価報告は、表５の国レ

ベルの中に含まれている。

４．スウェーデン国際教育協力事業とその評
価事例

次に、実際にスウェーデンが行う国際教育

協力事業がどのように実施され、評価されて

いるめかを、事例を元に分析する。ここで事

例として扱う事業は、相９４年から開始された

スリランカ教育セクターに対するスウェーデ

ンの教育協力事業である。なぜなら、同事業

報告が、Ｓｉｄａの中で国際教育協力事業を主

に担当するＤＥＳＯから出されていること、ま

たＳｉｄａが重点を置いている基礎教育（初等
教育）を扱っているからである。

（１）事業内容

図１が示すように同事業は、①教育の質の

向上と②恵まれない

表４．Ｓｉｄａ国際教育協力事業評価報告書に見る事業分野
２
　
０
　
８
　
（
０
　
４
　
２
　
０

１

　

　

１

慧〆㌔㌦｝ノづ　針トッ㌦♂照♂　㌦

（出所）Ｓｉｄａ国際教育協力分野事業評価報告書をもとに筆者作成。

表５．Ｓｉ血部局別国際教育協力事業評価報告書数及びその内訳

地域及びグループの

児童の教育へのアク

セス向上を目的に、７

つのコンポーネント

で構成されていた。

各コンポーネントは

それぞれに達成目

標が定められでおり、

その日榛を達成する

ためのプロジェクト、

活動が行なわれてき

た。具体的に言うと、

プランテーション地域

の学校教育開発計

Ｓｉｄａ部局 国際教育協力事業
評価報告書数

キャパシティ・
ビルディング ‘

囲レベル カリキュラム開発 造幣教書 高等教育 トレーニング 職業教育 その他

嘩
韓
哲
卓

アフリカ １ １
アジア

ラテンアメリカ・ １ １
中央及 び東ヨー ロッパ ３ －１ １ １

喝
韓
‡
やｌ
小
中

デモクラシー・社 会開発 （ＤＥＳＯ） ９ ２ １ ・．１ ３ １ １
インフラストラクチャー・経済協力 （ＩＮＥｑ ３ １ ２
自然資源 及び・環 境 （ＮＡＴＵＲ）

調査協 力 （ＳＡＲＥＣ） ７ ３ ４

ＮＧＯ協 力及び人道援助 （ＳＥｍり
インフォメーション

評価及 び内部監 査 ｒ∽Ⅳ） １ １
計 ２５ ６ ２ １ １ ９ ４ １ １

（出所 ）ｓｉｄａホームペｑジ（ｈｔｔｐ：〟ｗｗ ．ｓｉｄａ．ｓｅ）及び評価報青書 （ＳｉｄａＥｖａｌ恨ｔｉｏｎ）をもとに著者作成 。

画（ＰＳＥＤＰ）には５つのプロジェクト目標が設

定されており、この目標を達成するために、

岡コンポーネントでは６つのプロジェクトを実
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施することとなった。（図１参照）

環境教育を除く他のコンポーネントは

１９９４年７月から１９９８年１２月までの実施が

予定されていたが、同事業の評価（厳密に

は中間評価）が行なわれたのは、１９９６年末

の事業実施期間中であった。

（２）事業評価

①評価者
同事業の評価を行ったのは、同ＴＯＲの規

定に沿って国内コンサルタント２名（うち一人

がチームリーダー、もう一人は部分的に参

加）と国際コンサルタント１名からなってい

た。

②評価目的及び項目

評価目的は、①評価当時のスウェーデン

が支援する教育セクターの評価、②今後の

支援政策への提言、③１９９８年以降の支援

の可能性を探ることであり、この目的を達成

するために、９つの具体的評価墳目が設定

された。（①各ヲンポ「ネントの全体目標と
具体的目標の分析、②関係省のプログラム
に関するＳｉｄａ援助の妥当性、③ターゲットグ

ループへのインパクト及びコンポーネントの

妥当性、④オーナーシップ、⑤ｓｉｄａと他援助

機関との関係ｔ協調、⑥自立発展性、⑦人
的資源開発へのインパクトと費用便益、⑧モ

ニタリング手段及び手法、そして⑨プログラ

ム実行・モニタリングの構造的（組織的・行

政的）状況。）この評価が行われた時期が
１９９６年であることから考えると、これらの評

価項目は、先述の１９９４年の評価マニュアル

に沿って決定されたものと考えられる。卓二

ュァルとの整合性を見ると表１の１９申年の

評価基準１１以外はほぼ網羅しており、これ

ら基準に加え、Ｓｉｄａ側のモニタリング手段及

び指標の設定という新たな項目が加えられ

ている。

③評価指標

このプロジェクト目標の指標に関して言える

ことは、目標が数値化されているものと抽象

的な奉現に止まっているものとに分けられる
ということである。例えば、表７にあるように

プランテ鵬・喝ション地域の学校教育開発計画

プロジェクト（ＰＳＥＤＰ）や初等学校開発計画プ

ロジェクト（ＰＳＤＰ）はｒいつまでに何％達成」と

いうように具体的な数値目標がたてられてい

るのに対し」障害児教育プロジェクト（ＤＳＥ）

は「～の能力向上をはかる」といった抽象的

な表現トなっている。これは、前者が指標を

作りやすい就学率などを目標にしているの

に対し、後者が能力養成といった質の評価

になっているからである。辛うじて、環境教

育の目標に数値が設定されているが、やは

りこれも量を測る指標といえる。このことから・

スウェーデンも同事業評価時点では質を図

る指標を持ち合わせていないことが明らかと

なった。

④評価手段とその結果

これらの項目を評価するために、①全関

連機関への訪臥②データ収集・分析、③フ

ィールド訪問、④インタビューが方法として採

られた。その結果、得られた結果をプラスの

評価結果とマイナスの評価（改善の必要性

のあるもの）結果に分けてまとめると・図２ａ

及び図２ｂのようになった。プラスの評価結

果にはＳｉｄａが定めている評価の重点項目‥

目標達成度、インパクト、自立発展性・効率

性、妥当性及びジェンダーの視点が見られ

る一方で、マイナスの評価結果には予期し

ていなかったインパクト（協力体制）や自立

発展性についての項目が目立つ。

この評価結果を元に出された提言は図２ｂ

に示す通りだが、プラスの評価結果から得ら

れた提言には、Ｓｉｄａの支援終了を部分的に

認めていたり、事業内容の継続及び他事業

への応用についての提言が見られるなど、

自立発展性、効果、効率性に、ついて必ずし

も低い評価がされているとは言えないことが

わかる。

またマイナスの評価結果から得られた提言

には、先の評価結果だけでなく、現地訪問の

ときに得られた結果も加えられている。
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表了．スリランカ教育セクター事業における各プロジェクトの目♯
プランテーション地域の学校教育開発計画¢ＳＥＤＰ）

全体目標 プランテーション地域の量的質的教育改善及び国家教育システムヘの統合。

具体的目棟 当該地域の小学校就学年齢児童（男女）のうち少なくとも弗％が事業開始後３

年までに就学する。
事業開始後３年目で８０％の在籍率と修了率を目■指す。
事業開始後３年時点で少なくとも６０％の児童が小学校から中学校へ進学する。
第３学年児童の少なくとも８０％が読み書き、及び基本的な計算能力を有する
第４学年児童の少なくとも６０％が国が定める算数とタミール詩の基準！こ達する。

初等学校開発計画伊ＳＤｒ）

全体目標 ・ スリランカにおける恵まれない地域の初等教育を改善する。

具体的日棟 １９９９年６月までに５地域の１９０選定校において母詩と算数の到達レベルを向上

させる。
Ⅰ９９９年６月５－１４歳児童，生徒の就学率を少なくとも甜％にまで向上させる。
上記１９０選定校において教室、教師、施設などに見られる男女格差を改曹する
ＰＳＤｐ活動のインパクトを評価する。

遠隔教育（ＤＤＥ）

全体目梯 特に表記なし。

具体的目棟 特に表紀なし。
」障害児教育（ＤＳＥ）‘

全体日額 障害児重の通常学校への入学を促進。
一遇常学校における特別ニーズに対応した教師の能力向上。
特別ニーズに対応した教育システムの必要性を認識する。

具体的目標 １９９９年までに仙 人を対象に１きの職業教育を実施し、教師の能力向上をはか
１９９４年から９９年にかけて」７つの教師用ガイド及び教材を開発し、陣事児教育

の質を改善する。
１９９４年から９９年にかけて、陣事児教育の意義を伝える政策を保護者、教師、
一般人、軟膏行政官向けに実施。
１９９７年までに５つの地域において地域資源センターを開発する。
１９９９年までに障害児教育の革新的実践を導入するための行動計画及び評価
１９９４年から９９年にかけて、職員教育活動を通し障害児教育局の職長全点の能

力を向上させる。
スタッフの能力隕発わＥＭｐ）

全体目棟 君まれない地域の学校関係機関のキヤ′くシティ能力向上。
政策決定者、プロジェクト計画者、実施者、訓練者に対して、恵まれない地域の

具体的目標

学校改善に関する新しい知織を提供し、広めるために大学のキャパシティを教 ・■
化す・る人
学校や地域のニーズをもとに自主的に変化できる能力の育成。
地域社会で入手できる資源を利用したり、再製できる能力の育成。
教育開発研究能力や組織改善のために必要な知識を利用できる能力の育成

恵まれない地域の学校を改善するためのサービスを提示できる教育マネジメント
ファシリテ一夕ーの養成。
他の恵まれない地域の学校に対し実敦的な学習センターとして機能する学校を
７０校養成。

恵まれない地域の学校開発に関する新しい知識を広めるために、刊行物の発
行、やセミナーの開催。

学校教育の効果的あり方に開する研究

全体目標
学校運営のより効果的な方法を、調査研究やその調査結果の普及、活動調査

を通した教師間の理解向上を通して明らかにする。

具体的目．樺 具体的目標に関する記述なし。
環境教育－

・全体目標 国家規模の現環境教育の効果的改善に必要と思われる基礎条件の確立。

具体的目標 教師が環境教育活動に関する情報や資料に接しやすくする。
１９９５年３月までに環境教育活動と資料をまとめ、１０，０００部出版する。
１９９８年までにパイロットプロジェクトとして、３０の環境クラブを作ることで学習能

力」態度を発展させる教授、学習方法を開発する。
学校の環境教育担・当の教員の専門性を高める第１段階として、国立教育研究

所職員１０名を外国の教育棟開でコ⊥ネを履修できるよう教育する「。
（出所）‥Ｓｉｄａ．１９９７．加ｅゐカぶゆＯｒ用 地ｅ肋 ｃ〟わ朋助ｃわｒ加計ｉエｄ乃血・Ｓｔｏ血 ０１ｍ：Ｓ軸・をもと■

に著者作成。
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回２．．スリランカ教育セクターにおけるスウェーデン国際教育協力事業とその評価（概念図）

絆中日的：
①現行のスウｒ－デンが支援する教書セクターを絆ずすること
②今織の支援政策に捷書を与えること
③この中間評価を元に、相９８年で教育セクターへの支援を終了するか、銅年以降も支援を続行するか
（援助ヰを減らした形で）を決定する。
騨中期間：１的年１１月１８日－１２月¢日

８つの絆優項目

絆年額日ｔ：
各コンポーネ

ントの全体目
標とょ体的月

標の分析

絆ず項目２：
関係省の全体
巨＊、プｂグラ
ム（特に声ま
教育政策）に
隅する弘ぬ緩
助の妥当性を
回る．

絆ず項日８：
ターゲットグ

ループへのイ
ンパクト及びコ

ンポーネントの

妥当性及び♯
合性を回る

絆ず項８４：
開係省のオー

ナーシップ

絆衝項目５：
＄ｉ血支援と他

のドナー機朋
との間係及び

協調

辞す項目８：
スリランカの自

立発展性

絆ず項目７：
人的責蒼開発
へのイン′くク
ト妥当性と費
用便益

絆ず項日８：

Ｓｋｂ支援のた
めのモニタリン

グ手段、指標

絆傭欄目９：
プログラム実
行・モニタリン
グの構造的
（組織的、行政
的）状態

絆価方法：
①全関連機間への訪問　　　　②データ収集・分析
③フィールド訪問　　　　　　④インタビュー

プラスの評優から得られた提言 マイナスの評価から得られた撰音

（出所）ｓｉｄａ．１９９７．ＳｗｅｄｉｓｈＳｕｐｐｏｒｔｔｏＬｈｅＥｄｕｃａｔｉｏｎＳｅｃｔｏｒｉｔｚＳｒｉＬａｎｋａ．Ｓｔｏｃｋｈｏｌｍ：Ｓｉｄ乱を元に著者作成。
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図２ｂ・スリランカ教育セクターにおけるスウェー≠ン国際教育協力事業とその評価（詳細図）

マイナスの辞儀から得られた擾書

非プロジェクト掌紋との協力体制構築 ｌ行政官のキャパシティビルディング向上

声 ポヰ ント㈹の協力体制強化
ｌ抽 のコンポーネントの統合　　　 ｌ

ｌイン′市議商の頬 ・１ １年次甲 暮の明攣化　　　 ｌ

データベ「スの早急の作成 ｌ ｌプロジェクト攻濃定暮準

専門用許、手段（モニタリング、報告手段）の一致 １ １ｒまれない地帆 の再定義　　 ｌ

ｔ紺 の頑

ｌロジ加レ元 功 こついての析

（出所）ｓｉｄａ・１９９７・伽ｅｄ混血脚ｒｆｆｏ血肋ｃ加わ〝∫ｅｃわｒ加計ほα〝ｈＳｔｏｃｋｈｏｌｍ：Ｓｉｄａ．をもとに著者作成。
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⑤ｓｉｄａ評価基準との整合性

図２ａおよび図２ｂで見られる評価項目及び

評価結果を、Ｓｉｄａの評価基準（表１参照）と

照らし合わせてみると、表８のようになる。こ

れをみると、－事例で挙げた事業評価は、Ｓｉｄａ

の評価基準及び視点のほとんどを基準に評

価を行っており、評価結果は設定された評

価項目をカバーしていることがわかる。しか

し、事例の評価項目５のように、Ｓｉｄａ評価基

準にはない評価項目が採用されていたり、

評価項目にない結果も見うけられる。特に前

者に関しては、現地での現状などを踏まえた

上で、よりフレキシブルに評価項目が設定さ

れていると言ってもよい。後者に関して、これ

は評価目標に直結する結果となっているた

め、全ての評価結果を踏まえた上での総括

的な結果といえる。

また、Ｓｉｄａ評価項目のうち、妥当性、目標

達成度、インパクト及び効率性に関する評価

結果ではプラスの評価結果が出ているのに
表 ８．Ｓｉｄａ評 価．基 準 とスリランカ教 育 セクタ⊥事 業 評 価 との整 合 性

＄；ｄａの醇価基準 スリランカ教育セクター事業評価項自 評価結果 備考

①妥当性

評価項目２：－
関係省の全体目標、プロゲラヰ（特に
国家教育政策）に関するＳｉｄａ援助の妥
当性を図る。

⑪

②目標達成度一‾
評価項目１：
各コンポーネントの全体目標と具体的
目標の分析

①

③インノ＿１クト

評価墳目３：
ターゲットグループベのインパクト及び

コンポーネントの妥当性及び整合性を
甲る

２３４６（３）

＠効率性

評価項目７：
人的資源開発へのインパクト妥当性
と費用嘩益

⑩

⑤申立発展性・

評価項目４：
関係省のオ⊥ナーシップ ・ ⑦⑧（７）（８）
評価項目６：
スリランカの自立発展性 ■

⑥反復性

評価項目８：

Ｓはａ支援のためのモニタリング手段、
指標 ⑤（４）（５）（６）
評価項目９：
プログラム実行・モニタリングの・構造的
（組織的、行政的）状態

⑦スウェーデンの開発目標の視ハ、

⑨（２）⑧貧困、経済成長、民主主義・人
権、環境、ジェンダーに関する政
策の視点

その他

評価項目５：

Ｓｉｄａ支援と他のドナー機関との関係及
び協調

（１．）
Ｓｉｄａ評価
基準には
なし

（９）
評価目標
に対する
評価結果

（注）評価結果欄の○で囲まれた数字は、図２ｂのプラスの評価結果と対応しており、（）で囲まれた
数字は、同じくマイナスの評価結果に対応している。

（出所）本稿の表１、図２ａおよび図２ｂの考察をもとに筆者作成。
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対し、自立発展性や１９９９年以降新たに加わ

った評価項目（反復性やスウ羊－デンの開

発目標の視点など）に対しては、マイナスの

評価結果が多く見うけられる。

この結果から、本稿で事例として挙げた教

育協力事業評価では、「インパクト」に対する

評価が高く、次いで「妥当性」、ｒ目標達成

度」、ｒ効率性」が並び、「持続発展性」、ｒ反

復性Ｊに対する評価が低いことが明らかにな

った。

これは、本稿導入部分で述べた我が国の

教育事業評価に見られる特徴（「達成度」が

最も高く、次いで「効果」、「妥当性Ｊ、ｒ効率」

及び「自立発展性」の順に判断がし難くなっ

ている。）と異なる点と言える。本稿で考察し

た事例に関して、自立発展性に関する評価

が低い理由としては、実施機関のキャパシ

ティビルディング強化だけでなく、事業実施

途中に評価を行ったために自立発展度を評

価しにくかったことも理由として挙げられるで

あろう。事た「インパクト」に対する評価が高
い理由を、評価結果の内容から考えると、ソ

フト面での協力が大きく影響しているといえ

る。なぜなら、「遠隔教師教育への満足度が

高い」、「自主学習教材の利用度高」という評

価結果は、学習ガイドの提供、言語改善コー

スの実施といった、ソフト面での協力から得

られた評価結果であるからである。

５．得られた知見

以上のような考察結果をもとに、スウェーデ

ンの国際協力事業評価及び基礎教育協力

事業の動向を述べることで、ＤＡＣ諸国６カ国

の基礎教育協力事業とその評価動向をさぐ

るための一考察としたい。

・ＤＡＣ評価項目に加え、フィード／くックな

どを重視したｒ反復性」をＳｉｄａ全体の評

価基準に導入している。

・また、「スウェーデンの開発目標の視点」

を導入することで、スウェーデンの国際

協力分野における役割及び援助の妥当

性を常に意識した評価活動を行おうとし．

ている。

しかし、これら新しく加わった項目及び視

点に関する評価結果は、本稿で扱った

事例に関しては低い結果が出ている。

基本的にＳｉｄａの評価基準に従った上で、

フレキシブルに評価項目を設定してい

る。

また評価項目に対する結果だけでなく、

上位事業評価目標も考慮した評価結果

が出ている。

学校建設などのハ⊥ド面での協力と教

員研修、教材開発などのソフト面での協

力を組み合わせることで、ｒ目標達成度」

や「妥当性」だけでなく、「インパクト」に

関する効果も上げている。

教育協力事業においても、評価を念頭

に置いた事業目標の設定（数値化）し、

事業及び評価に説得性を増し、アカウン

タビリティの確保に繋げている。しかし、

量的評価に限られている。

ＴＯＲの公開、評価目的、評価項目さらに

評価方法を明確にすることで、評価事業

の透明性を高める。

注記：

（１）選定基準は、ＤＡＣ諸国が行う基礎教育への

援助比率の平均（１．５％）以上の国とし、かつ評価

報告書の入手可能な国とした。選定国は、アメリ
カ合衆国、デンマーク、スウェーデン、ノルウェー、

オランダ、イギリスである。

（２）２００２年度から各省庁に「政策評価」制度が導

入されている。

（８）２０００年３月にＯＰＡ評価体制改善のための包
括的な検討が外務省経済協力局長の諮問機関
である「援助評価検討部会Ｊによって（実際には

その下部組織である評価研究作業委員会）行わ

れ、「『ＯＤＡ評価体制』の改善に関する報告書」
の中で、ＯＤＡ評価研究会の設置が提案された。

（４）援助資源の有効配分の観点からも重要。案

件をより的確に選択する必要性があり、セクター

全体における案件の位置づけを明らかにするこ

とができ、妥当性につながる。
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く５）資機材供与等の場合、相手側のニーズや管

理能力に合わせた、利用度の高い資機材を供与

する必要がある。

（¢）効果が測定できるような仕掛けをプロジェクト

の中に仕組む＝評価の視点を基本設計調査の

中に入れる。

（７）量的質的な教育改善のため。学校建設、資機

材供与はその手段にしかならない。ソフト面での
プロジェクトを平行することで総合的く量的質的）

な教育改善プロジェクトが実施されることとなる。

（８）他の援助国が失敗した案件に日本が挑戦す

る際、日本独自の工夫（日本国内の経験）が必

要。

（○）援助額が大きいことよりも、援助比率が大き

いほうが、基礎教育援助を重視していると考え

られるため、援助比率に注目した。

（１０）１４名中８名は女性。

（１１）１９９５年途中まではＳＩＤＡＥｖａＩｕａｔｉｏｎＲｅｐｏｒｔ

Ｓｅｒｉｏｓと称されていた。それまでの報告書数は

年に３－５冊であったが、９６年以降の報告書数

は年に平均４０冊（９６年：５０、９７年：４０、９８年：３８、

９９年：３７、２０００年：４２）
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テオドール・コリツインスキー

（オスロ・ユニヴアーシティ・カレッジ）
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ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ・Ⅰｗｉ１１ｂｃｕｓｏｎｍａｉｎａｎｄｔｙｐｉｃａｌｔｒａｉｔｓｏｆｔｈｅａｓｓｉｓｔａｎＱｅ，ＳｔｒｅＳＳｌｎｇｂｏｔｈ００ｎｔｉｎｕｉｔｙ

ａｎｄｃｈａｎｇｅｓ・ＢｕｔＩｗｉｌｌａｌｓｏｐｏｉｎｔｔｏｓｏｍｅｃｏｎｔｆａｄｉｃｔｉｏｎｓ，ｆｅｘｉｎｃａｓｅｓｗｈｅｎｒｈｅｔｏｒｉｃａｎｄ

ｒｅａｌｉｔｉｅｓｄｏｎｏｔ血ａｔｃｈｏｒｗｈｅｎｄｉｆｆｂｒｅｎｔｖａｌｕｅｓ，ｉｎｔｅｒ占ｓｔｓａｎｄｐ血ｃｉｐｌｅｓａｒｅ００ｎｆｌｉｃｔｉｎｇｗｉｔｈ

●

ｅａｃｈｏｔｈｅｒｏｒｗｉｔｈｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌｐｒａｃｔｉｃｅｓ・享Ｉｗｉ１１ｔｒｙｔｏａｎｓｗｅｒｔｈｅｆｏｌｌｏｗｌｎｇｑｕｅＳｔｉｏｎｓ：・

●

●　Ｗｈｉｃｈｂａｓｉｃｖａｌｕｅｓ，ｔｉｎｔｅｒｅｓｔｓａｎｄｐｒｉｎｃｉｐｌｅｓｈａｖｅｍｏｔｉｖａｔｅｄＮｏｒｗｅｇｌａｎａＳＳｉｓｔａｎｃｅ・ＰＯｌｉｃｉｅｓ，

●

ａｎｄｈｏｗｈａｖｅｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｐｕｒｐｏｓｅｓｂｅｅｎｉｎｔｅｇｒａｔｅｄｉｎｔｈｅｍｏｆｅｇｅｎｅｒａｌａｒｇｕｍｅｎｔ占？Ｗｈａｔ

ｅｘｐｌｉｃｉｔａｒｇｕｍｅｎｔｓｈａｖｅｂｅｅｎｕｓｅｄｆｏｒｅｄｔｉＣａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅ？

●　Ｗｈａｔｈａｓｂｅｅｎｔｈｅｒｏｌｅｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎ・ｉｎＮｏｒｗｅｇｌａｎｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔａｓｓｉｓｔａｎＣｅ？Ｈｏｗ

ｉｍｐｏｒｔａｈｔｈａｓｉｔｂｅｅｎｉｎｔｈ９０ｒｅｔｉｃａｌｓｔａｔｅｍｅ血ｔｓ，ｂｕｄｇｅｔａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓａｎｄｉｎｐｒａｃｔｉｃａｌ

ＯＰｅｒａｔｉｄｎ？Ｗｈａｔｃｈａｍｅｌｓ，ＣＯｕｎｔｒｉｅｓ鹿ｇｉｏｎｓ，ｌｅｖｅｌｓ，ａｒｅａＳ，・ＳＯｒｔＳＯｆｐｒｏｇｒａｍＳａｎｄｐｒｑｊｅｃｔｓ

七ａｖｅｂ¢弧血ｏｓｅｎ一皿ｄｗ吋？

●　Ｈｏｗｈａｓｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａ血Ｃｅｂｅｅｎｏｒｇａｎｉｚｅｄ，ａｄｍｉｍｉｓｔｅｒｅｄ・ａｎｄｏｐｅｑａｔｅｄ－ｉｎＮｏｒｗａｙ

ａｎｄｉｎｒｅｃｅｌＶ叫ｇｃｏｕｎｔｒｉｅｓ？Ｗｈａｔｈａｓｂｅｅｎｔｈｅｒｏｌｅｏｆｇｏｖ血ｍｅ血ａｌｉｎｓｔｉｔｑｔｉｏｎｓａｎｄｎｏｎ－

●　●

ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｌｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓ？

＊Ｔｈｉｓｐａｐｅｉｗｉ１１ｂｅｐｒｅｓｅｎｔｅｄｉｎＪａｎｕａｒｙ２００１ａｔｔｈｅＣｅｎｔｅｒｆｏｒｔｈｅｓｔｕｄｙｏｆＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＣｏｏｐｃｒａｔｉｏｎｉｎ

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，Ｈｉｇａｓｈｉ・ＨｉｒｏｓｈｉｍａｉｎｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎｗｉｔｈｔｈｅＣｅｎｔｅｒｓｃｏｍｐａｒａｔｉｖｅｔｅｓｅａｒｃｈｐｒｑｊｅｃｔｏｎｐｏｌｉｃｉｅｓａｎｄ・

Ｐｒ洩Ｃｔｉｃｅｓｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｑｉｎｓ占ｍｅＥｕｒｏｐｅａｎｃｏｕｎｔｒｉｅ？ａｎｄｉｎｔｈｅＵ．Ｓ．Ａ．ＩｔｈａｎｋＰｒｏｆｂｓｓｏｒＮｂｒｉｈｉｒム

馳ｒｏｄａｆｏｒｈｉｓｉｎｖｉｔａｔｉｏｎａｎｄｃ６ｄｓｔｒｕＣｔｉｖｅｓｕｇｇｅｓｔｉｏｎｓａｓｔｏｔｈｅｃｏｎｔｅｎｔｓｏｆｔｈｅｐａｐｅｒ・Ｉａｍｇｒａｔｅｆｕ１ｔｏｃｏ１１ｅａｇｕｅｓ

ａｔＯｓｌｏＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＣｏｌｌｅｇｅ，ＣＯｎｎｅＣｔｅｄｔｏｔｈｅＣｅｎｔｒｅｆｏｒＩｎｔｐｒｎａｔｉｏｎａｌＥｄｕｃａｔｉｏｎ（ｕＮ：Ｓ），血ｏｈａｖｅｍａｄｅ

ＣＯｍｍｅｎｔＳＯｎａＰｒｅｌｉｍｉｎａｒｙｄｒａｆｔ：ＡｎｄｅｒｓＢｒｅｉｄｌｉｄ，ＥｌｌｅｎＣａｒｍ，ＫａｒｅｎＢｒｉｔＦｅｌｄｂｅｒｇ．ａｎｄＳｉｓｓｅｌＯｓｔｂｅｒ＆Ｍｙ

ｔｈａｎｋｓａｌｓｏｇｏｔｏＳｉｓｓｅｌＶｏｌａｎ，ＳｅｎｉｏｒｅｄｕｃａｔｉｏｎａｄｖｉｓｏｒｉｎＮＯＲＡｌ），ｆｏｒｈｅｒｃｏｍｍｅｎｔｓ．

！ＮｏｒｗｅｇｉａｎＡｇｅｎｃｙｆｏｒＤ９Ｖｅｌ。ｐｍｅｎｔＣｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ（ＮＯＲＡＤ）（２０００）：ＡｎｎｕａｔＲｑｐ。ｒｔ１９９９，Ｐ．５．Ｏｓｌｏ．

２ＭｉｎｉぬｙｏｆＦｏｒｅ卸Ａ級血ｓ（２０００ｂ）‥翫揖０乃肋Ⅳｅｇ加助ｅ毎脚ｆα呼ｅ相加札馳細ｅ勅わ血

ぷｂ励好Ｐａｒｌｉａｍｅｎり０〝加ｖｅＪ甲椚ｅ〃ｆα甲ｅｒ戚‘明知Ｊ～甲２００ｑｐ．１２

３０ｆＢｃｉａｌｄｏｃｕｍｅｎｔｓｓｅｌｄｏＴＰＯｒｎｅＶｅｒａｎａｌｙｚｅｓｕｃｈｃｏｎｔｒａｄｉｃｔｉ。ｎｓ・Ｔｈｅｍｏｒｅｉｍｐ。ｒｔａｎｔａｒｅｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｔｒｅｖｉｅｗｓ

ａ血ｄ主ｖａｌｕａｔｉｏｎｓｏｆＮｄｒｗｅｇｉａｎａｓｓｉｓｔａｎｃｅ・Ｔｈｅｍｏｓｔｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓｉｖｅａｎｄｒｅｃｅｎｔｏｆｔｈｅｓｅ打ｅＯＥＣＤｎ）ＡＣ（１９９９）：

仙川・ＬＶ．・ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＣｏ－ＯＰｅｒａｔｉｏｎＲｅｖｉｅｗＳｅｒｉｃｓ．１９９９Ｎｏ３６．Ｐａｒｉｓ．

ー１１３－
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ｃ。ａＳｔｌｉｎｅｏｆｔｈｅＥｕｒｏｐ＄ａｎＰｅｒｉｐｈｅｒｙ・ＩｔｓｏｆＢｃｉａｌｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔａｓｇｉｓｔ聖ｅ（ＯＤＡ）ｈａｓｉｎｔｈｅ

１９９０，ｉ占ｓｂｅｅｎ．ｂｅｌｏｗ３％ｏｆｔｈｅＯＤＡｆｆｏｍａ１１０ＥＣＤ６０ｕｎｔｒｉｅｓ・Ｆｏｒｅｌｇｎｒｅａｄｅｒｓｗｈｏｆｂｒｔｈｅ

ａｂｏｖｅｍｅｎｔｉｏｎｅｄｒｅａｓｏｎｓｍｉｇｈｔｂｅｕｎｆａｍｉｌｉａｒｗｉｔｈＮｏｒｗｅｇｌａｎｆｂｒｅｌｇｎＰＯｌｉｃｙａｎｄ
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ｐａｐｅＴ・

２．ＳｏｔｌｒＣｅＳａｎｄｓｏｍｅｍｅｔｈｏｄｏｌｏｇｉｃａｌｐｒｏｂｌｅｍｓ

Ｍｙｍｉｎｓｏｕｒｃｅｓａｒｅｒｅｐｏｒｔｓ．ａｎｄｂｕｄｇｅｔｐｒｏｐｏｓａｌｓｆｆｏｍｔｈｅＧｏｖｅｒｎｍ９ｎｔ，ｒｅＰＯｒｔＳａｎｄｂｕｄｇｅｔ

ｄｅｄｓｉｏｎｓｉｎＰａｒｌｉａｍｅｎｔ，ｄｏｃｕｍｅｎｔｓ＆ｏｍＤÅＣｙＯＥＣＤ－ａｎｄｒｅｓｅａｒｃｈｂａｓｅｄａｒｔｉｔｉｅｓａｎｄ．ｂｏｏｋｓ

ｄｅａｌｉｎｇｗｉｔｈＮｏｒｗｅｇｌａｎｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔａｓｓｉｓｔａｎｃｅ・Ｔｈｅｍｏｓｔｉｍｐｏｒｔａｎｔｏｎｅｓｆｏｒｔｈｉｓｐａｐｅｒａｒｅ
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●
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Ａ肋血ｓ．４

Ｔｈｅｒｅａｒｅｓｅｖｅｒａｌｍｅｔｈｏｄｏｌｏｇｉｃａｌｐｒｏｂｌｅｍｓｌｉｎｋｅｄｔｏｔｈｅｃｈａｌｌｅｎｇｅｏｆｗｒｉｔｉｎｇａ・ｇｅｎｅｒａｌｐａｐｅｒ
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ｂｅｒａｔｈｅｒｌｉｍｉｔｅ＆Ｉｗｉｌｌｈａｖｅｔｏ００ｎＣｅｎｔｒａｔｅＯｎＳＯｍｅｍａｉｎ鉛ａｔｕｒｅｓ，Ｖａｒｉａｔｉｏｎち

ｃｏｎｔｒａｄｉｃｔｉｏｎｓａｎｄｃｈａｌｌｅｈｇｅｓ．
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ａｓｓｕｃｈｉｎｂｕｄｇｅｔｄｏｃｕｍｅｎｔｓ，ａｎｎｕａｌｒｅｐｏｒｔｓｏｒｉｎｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌｒｅｖｉｅｗｓ・Ｐｒｏｇｒａｍｓａｎｄ

ｐｒｑｊｅｃｔｓ，ＣｌａｓｓｉｆｉｅｄｆｅｘｕｎｄｅｒｉｔｅｍｓｌｉｋｅＡｇｒｉ００ｌｔｕｒｅａｎｄＢｓｈｉｎ‰Ｈｅａｌｔｈａｎｄｆａｍｉｌｙ

ｐｌａｎｎｌｎｇ，Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｈｔａｌｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ，Ｐｄｂｌｉｃａｄｍｉｍｉｓｔｒａｔｉｏｎａｎｄｐｌａｎｎｌｎｇ，Ｄｅｍｏｃｒａｃｙ，
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ｐｅａｃｅａｎｄｈｕｍａｎｒｉｇｈｔｓ，Ｗｉｌｌｏｆｔｅｎｈａｖｅｓｏｍｅａｓわｅｃｔｓｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄｌｅａｍｉｎｇｆｕｎｃｔｉｏｎｓ

ａｔｔａｃｈｅｄ．Ｔ恥ｉｓｐｏｉｎｔｉｓｏｆｃｏｕｒｓｅｉｍｐｏｒｔａｎｔｉｎａｎｙｃｏｕｎｔｒｙｂｅｃａｕｓｅｏｆｔｈｅｍｏｒｅｏｒｌｅｓｓ

ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄｆｕｎｃｔｉｏｎｏｆｅｄｕ００ｔｉｏｎａｎｄ・ｌｅａｍｌｎｇｍａｎｙｈｕｍａｈＯｒＳＯＣｉｅｔａｌａｃｔｉｖｉｔｙ・Ｂｕｔｉｔｉｓ

●

ｅｓｐｅｃｉａｌｌｙｒｅｌｅⅦｎｔｉｎｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇｃｏｕｎｔｒｉｅｓｗｈｅｒｅｉｎｆｂｒｍａｌ，・ｎＯｎ－ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌｉｚｅｄａｎｄ

ｕｎｒｅｇｉｓｔｅｒｅｄｅｄｕｃａｔｉｏｎｐｌａｙｓａｍｏｒｅｉｍｐｏｒはｎｔｒｏｌｅｔｈａｎｉｎｍｏｒｅｄｅｖｅｌｏｐｅｄｃｏ血ｔｒｉｅｓ・
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ＰｕｒＰＯＳｅＳｉｎｔｈｅ１９９０，ｉｅｓ・ＴもｅｆｏｕｒｌａｒｇｅｓｔｒｅｃｅｉｖｅｒｓｈａｖｅｂｅｅｎｔｈｅＷｏｒｌｄＢａｎｋ，ＵＮＩＣＥ抗

ＵＮＥＳＣＯａｎｄＩＤＡ，ｔＯｇｅｔｈｅｒｇｅｔｔｉｎｇａｒｏｕｎｄｔｈｒｅｅｆｂｕｒｔｈｓｏｆｔｈｅａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓ・Ｅｘ如ｐｌｅｓｏｆ

ｅａｍａｒｋｅｄ＊ｌｏｃａｔｉｏｎｓａｒｅｃｏｎｔｒｉｂＴｔｉｏｎｓｔｏＵ叩ＣＥＦｆｏｑｌＳＯ？血ｉｌｄｔｅｎ’ｓｒｉｇｈｔｓａｎｄｅｄｕｃａｔｉｏ叫

器莞慧蓋違憲還章霹霊三㌫
●

ＮｏｒｗｅｇｌａｎＰｕｌｔｉ－ｂｉｌａｔｅｒａｌｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎＣｅｈａｓａｌｓｏｂｅｅｎｃｈａｎｎｅｌ¢ｄｔｏｏｔｈｅｒ

ｌ

ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓａｎｄｎｅｔｗ９ｒｋｓ．Ｆｏｃｕｓ・ｉｓｏｎｆｂｌｌｏｗｉｎｇｕｐｔｈｅＥｄｕｃａｔｉｏｎｆｏｒＡｌｌ鱒ＦＡ）

ｇｏａｌｓ．．Ｆｏｒｍａｌａｎｄｎｏかｆｏｒｍ戎Ｉｐｒｌｍａｒｙｅｄｕｃａｔｉｏｎｆｏｒｇｉｒｌｓａｎｄｗｏｍｅｎａｒｅｇｌｖ甲ＳｐｅＣｉａｌ

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

ａｔｔｅｎｔｉｏｎ・４３ｈｔｈｅｌａｓｔｙｅａｒｓ，ＳＯｍｅＯｆｔｈｅｍｏｓｔｉｍｐｏｒｔａｎｔｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓａｎｄｎｅｔｗｏｒｋｓｒｅｃｅｌＶｌｎｇ

●　　●

ａ岳Ｓｉｓｔａｎｃｅｉｎｔｈｉｓｃｏｎｔ甲ｔａｒｅＡｉｓｏｃｉａｔｉｏｎｆｂｒＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎｉｎＡｆｒ阜Ｃａ（ＡＤＥＡ），

ＦｏｒｕｍｆｏＴＡ蝕ｃａｎＥｄｕｃａｔｉｏｎａｌｉｓｔｓ（ＦＡＷＥ）ａｎｄ．ｂｔｅｍａｔｉｏｎａｌＣｏｎｓｕｌｔａｔｉｖｅＦｏｒｕｍｆｂｒ

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ・ｆｏｒＡｌｌ（ＢＦＡ）．Ｙｅａｒ２０００Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ．Ｎｏｒｗａｙｈａ草ｐａｒｔｉｃｉｐａｔｅｄａｃｔｉｖｅｌｙｉｎｔｈｅｓｅ

Ｏｒｇ叩ｉｚａｔｉｏｎｓ，ｅＳｐｅＣｉａｌｌｙｉｎＡＤＥＡｗｈｅｒｅＮＯＲＡＤ，ｓｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｄｖｉｓｏｒ，ＳｉｓｓｅｌＶｏｌａｎ，Ｓｉｎｃｅ

１９９７ｈａｓｂｅｅｎｔｈｅｃｈａｉｒ・ＯｆｔｈｅＳｔｅｅｒｌｎｇＣｏｍｍｉｔｔｅも・４４

・７・３ＢｉＩａｔｅｒａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｃ：Ｔｈｅｐｎｎｃｉｐｌｅａｎｄｒｅａｌｉｔｉｅｓｏｆｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｉｏｎａｎｄ‘ｐｒｉｏｒｉｔｙ

●

ＣＯⅦｎｔｒｉｅｓＩ

血ｏｕｎｄ１９７０ＰａｒｌｉａｍｅｎｔａｇｒｅｅｄｕｐｏｎｔｈｅｐｒｌｎＣｉｐｌｅｏｆＣｏｎｃ？ｎｔｒａｔｉｏｎｉｎｔｈｅｂｉｌａｔｅｒａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅ・

●

Ａｓａｓｍａ１１ｄｏｎｏｒ，ｉｔｗ？ＳｅＳＰｅＣｉａｌｌｙｉｍｐｂｒｔａｎｔｔｈａｔＮｏｒｗａｙｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅｄｔｈｅａｉｄｉｎｏｒｄｅｒｔｏ

ｍａｋｅｉｔｍｏｒｅｅｆｆｂｃｔｉｖｅ．Ｔｈｉｓｐｎｎｃｉｐｌｅｗａｓｉｐｆａｃｔ鉛１ｌｏｗｅｄｍｏｒ占ｃＱｎＳｉｓｔｅｎｔｌｙｂｅｆｏｒｅｉｔｗａｓ

●．

ｆｂｒｍａｌｌｙｄｅｃｉｄｅｄｕｐｏｎｔｈａｎａｆｔｅｒｗａｒｄｓ・ｈｔｈｅ１９５０，ｉｅｓ．ａｎｄ１９６０，ｉｅｓｍｏｒｅｔｈａｎｈａｌｆｏｆｔｈｅ

ａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓｗａ ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅｄｔｏｈｄｉａ．Ｂｕｔｉｎｔｈｅｎｅ丈ｔｔｈｉｒｔｙｙｅａｒｓｔｈｅｎｕｍｂｅｒｏｆｃｏｕｎｔｒｉｅｓ

ｒｅｃｃｌＶｌｎｇａｉｄｉｎｃｒｅａｓｅｄｃｏｎｓｉｄｅｒａｂｌｙ，ＳｕｍｍｌｎｇｕＰｔＯａｒＯｕｎｄ１５０ｄｉｆｆｔｒｅｎｔｃｏ血ｔｒｉｅｓｉｎｔｈｅ

●　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

ｐｅｒｉｏｄ１９７０二２０００．

Ｔｈｅｇｅｏｇｒａｐｈｉｃａｌｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎｏｆｔｈｅｏｖｅｒａ１１ａｓｓｉｓｔａｎＣｅｈａｓｂｅｅｎｌｉｋｅｔｈｉｓ：Ａ丘ｉｃａｃａ・５５

ＣＯｕｎｔｒｉｅｓ，Ａｓｉａｃａ．４５，Ｃｅ？ｔｒａｌａｎｄＳｏｕｔｈＡｍｅｒｉｃａｃａ．３０，Ｅｕｒｏｐｅｃａ．１５，Ｏｃｅａｎｉａｃａ・５・Ｔｈｉｓ

ｌａｃｋｏｆｆｏ１ｌｏｗｌｎｇｕＰｔｈｅｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｉｏｎｐｒｌｎＣｉｐｌｅｗａｓｏｎｅｏｆｔｈｅｍａｉｎｃｒｉｔｉｃａｌｐｏｉｎｔｓｍａｄｅｉｎ

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

４ＯＩｎｔｅｒｖｉｅｗｗｉｔｈｓｅｍｉｏｒＡｄｖｉｓｅｒＳｉｓｓｅｌＶｏｌａｎ１８．０１．０１

４１０ＥＣＤのＡｑ１９９９，ｐ．２７

４２ＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒｅｌｇｎＡ肋ｉｒｓ２０００ａ，Ｐ・５０

４３ｓａｍｅｐｌａｃｅ，ｐ・４９

４４ｓａｍｅＰｌａｃちＰ・５０ｔＳ’ｅｅａｌｓｏｐ・５０－５２氏）ｒａＳｈｏｒｔｄｅ＄Ｃｒｉｐｔｉｏｎａｎｄａｓｓｅｓｓｍｅｎｔｏｆｔｈｅｓｅｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓａｎｄｎｅｔｗｏｒｋｓ・

－１２４－



ｔｈｅ１９９９０ＥＣＤ／ＤＡＣｒｅｖｉｅｗｏｆＮｏｒｗｅｇｉａｎｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔａｓｓｉｓｔａｎｃ＆４５Ｔｈｅｒｅｖｉｅｗｒｅｖｅａｌｓｔｈａｔ

ｔｈｅｔｏｔａｌｎｕｍｂｅｒｏｆｃｏｕｎｔｒｉｅｓｔｈａｔＮｏｒｗａｙｃｏｏｐｅｒａｔｅｓｗｉｔｈｈａｓｇｒａｄｕａｌｌｙｉｎｃｒｅａｓｅｄｏｖｅｒｔｈｅ

ｌａｓｔｄｅｃａｄｅ・鉦ｏｍ９０ｔｏｌ１５．４６

ＴｈｅｒｅａｒｅｍａｎｙｒｅａＳＯｎＳｆｂｒｔｈｉｓｓｔｒｏ喝ｄｅｖｉａｔｉｏｎ＆ｏｍｔｈｅｐｒｌｎＣｉｐ１６０ｆｔｏｎｃｅｎｔｒａｔｉｏｎ・・Ｓｏｍｅ

ｅｘｃｅｐｔｉｏｎｓｗｅｒｅｄらｃｉｄｅｄｕｐｏｎｂｙＰａｒｌｉａｍｅｎｔａｒＯｕｎｄ１９７０，ｆｅｘｆａｍｉｌｙｐｌａｎｎｌｎｇ，Ｗｈｉｃｈｗａｓ

●

ｃｏｎｓｉｄｅｒｅｄａｓａｎｉｍｐｏｒｔａｎｔｄａｌｌｅｎｇｅｉｎｎｕｍｅｒｏｕｓｃｏｕｎｔｒｉｅｓ・Ａｌｓｏｓｏｍｅａｒｅａｓｗｉｔｈｓｔｒｏｎｇ

ＮｏｒｗｅｇｌａｎＣＯｍＰｅｔｅｎＣｅ，１ｉｋ印ｈｉｐｐｌｎｇａｎｄｈａｒｂｏｒｃｏｎｓｔｒｕＣｔｉｏｎ，Ｓｈｏｕｌｄｎｏｔｂｅ曲ｃｔｅｄｂｙｔｈｅ

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｉｏｎｐｒｌｎＣｉｐｌｅ・ＴｈｅｓａｍｅｅｘｃｅｐｔｉｏｎｗａｓｇｒａｎｔｅｄｔｏｐａｒｔｌｙａｓｓｉｓｔａｎＣｅ一触ａｎｃｅｄ

●

ｐｒｑｊｅｃｔｓｒｕｎｂｙＮｏｒＹｅｇｉａｎｂｕｓｉｎｅｓｓ・ｎｒｍＳａｎｄｐｒｉｖｑｔｅｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓ（ＮＧＯｓ）・Ｅｍ６ｒｇｅｎｃｙ

ｒｅｌｉｅｆｗａｓａｌｓｏｅｘｃｅｐｔｅｄ蝕ｏｍｔｈｅｇｅｎｅｒａｌｒｕ１ｅｏｆｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｉｏｎ・

ｈｔｈｅｐｅｒｉｏｄ蝕ｏｍ１９７０ｕｎｔｉｌｔｏｄａｙｄｉｆｆｅｒｅｎｔｇｏｖｅｍｍｅｎｔｓａｎｄｍａ］ＯｒｉｔｉｅｓｉｎＰａｒｌｉａｍｅｎｔｈａｖｅ

ａｌｓｏｄｅαｅａＳｅｄｏｒｈａｌｔｅｄｔｈｅａｓｓｉｓｔａｎｃｅｔｏｓｏｍｅｃｏｕｎｔｒｉｅｓａｎｄａｄｄｅｄｎｅｗｃｏｕｎｔｒｉｅｓｂｅｃａｕｓｅｏｆ
●

ｉｎｔｅｒｈａｌ－ｅＣＯｎＯｍｉｃａｎｄｐｏｌｉｔｉｃａｌｃｈａｎｇｅｓｉｎｔｈｅｓ¢ＣＯｕｎｔｒｉｅｓｏｒｉｎｔｈｅｉｒｒｅｇｌＯｎ・加甲Ｏｒｔａｎｔ

ｅｘａｍＰｌｅｓｏｆｓｕｃｈｍｏｒｅｐｏｌｉｔｉｃａｌｍｏｔｉｖａｔｅｄｅｘｔｅｎｓｉｏｎｓｏｆｔｈ¢ｎｕｍｂｅｒｏｆｒｅｃｉｐｉｅｎｔｃｏｕｎｔｒｉｅｓａｒｅ

ｔｈｅＳＡＤＣＣｃｏｐｎｔｒｉｅｓｉｎｓｏｕｔｈｅｒｎＡｆｒｉａａｎｄａｆｔｅｒｔｈｅｆａｌｌｏｆ叩ａｒｔｈｅｉｄ，ＳｏｕｔｈＡ鮎偽・

ｌｍｐｏｒｔａｎｔｅ立ａｐｐｌｅｓ丘ｏｍｏｔｈｅｒｃｏｎｔｉｎｅｎｔｓａｒｅＳｅｒｂｉａ－ＭｏｎｔｅｎｅｇｒｏａｎｄＢｏｓｎｉａ－Ｈｅｒｚｅｇｏｖｉｎａ，

ｔｈｅＰｄｅｓｔｉｎｉａｎａｒｅａ，ＰｈｉｌｉｐｐｌｎｅＳ，Ｖｉｅｔｎａｍ，ＪａｍａｉｃａａｎｄＮｉｃａｒａｇｕａ・Ａｎｄｌａｓｔｌｙ：Ｔｈ ｎｕｍｂｅｒｓ

●

ｏｆｃｏｕｎｔｒｉｅｓｗｅｒｅａｌｓｏｅｘｔｅｎｄｅｄｂｅｃａｕｓｅｏｆｍｏｒｅｇｅｎｅｒａｌｆｂｒｅｌｇｎＰＯｌｉｃｙｗｉｓｈｅｓｔｏｅｓｔａｂｌｉｓｈ

●

ｂａｌａｎＣ畠ｄｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐｓｗｉｔｈｎｅｉｇｈｂｏｒｉｎｇｃｏｕｎｔｒｉｅｓｉｎｓｏｍｅｓｏｒｔｏｆｃｏｎｆｌｉｃｔ・Ｔｂｉｓｗａｙｏｆ

ｒｅａｓ６ｎｌｎｇｍｅａｎｔｆｅｘａｓｓｉｓｔａｎＣｅｂｏｔｈｔｏｈｄｉａａｎｄＰａｋｉｓｔａｎ，ｂｏｔｈｔｏＳｏｕｔｈａｎｄＮｏｒｔｈＫｏｒｅａ，

◆

ｂｏｔｈｔｏＥｔｈｉｏｐｌａａｎｄＥｒｉｔｒｅａ，ｂｏｔｈｔｏＧｒｅｅｃｅａｎｄＴｕｆｋｅｙ・

●

Ｔｈｅｍｏｓｔｉｍｐｏｒｔａｎｔｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ丘ｏｍｔｈｅ１９７０，ｉｅｓｔｏｒｅａｌｉｚｅｔｈｅｐｒｌｎＣｉｐｌｅｏｆｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅｄ

●

ａｓｓｉｓｔａｎｃｅｈａｓｂｅｅｎｔｏｐｏｉｎｔｏｕｔｓｏｍｅｍａｉｎｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｃｏｕｎｔｒｉｅｓ，ｉｎｔｈｅ１９９０，ｉｅｓｃａｌｌｅｄ

‘‘ｐｎｏｒｉｔｙｃｏｕｎｔｒｉｅｓ”・Ｔｈｅｉｒｍｂｅｒｈａｓｂｅｅｎｖａｒｙｍｇｂｅｔｗｅｅｎｎｉｎｅａｎｄｔｗｅｌｖｅｔｈｅｌａｓｔｔｈｉｒｔｙ

●
●

ｙｅａｒｓ・Ｔｈｅｙｈａｖｅｂｅｅｈｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅｄｔｏｔｈｅｆｂｌｌｏｗｌｎｇｒｅｇ１０ｎＳ：ＳｏｕｔｈｅｍａｎｄＥａｓｔＡ餌ｃａ，Ｓｏｕｔｈ

●　　　　　　　◆

ａｎｄＳｏｕｔｈＥａｓｔＡｓｉａａｎｄＣｅｎｔｒａトＡｍｅｒｉｃａ．Ｆｒｏｍ２００１ｔｈｅｆｂ１ｌｏｗｌｎｇｅｌｅｖｅｎ００ｕｎｔｒｉｅｓｈａｖｅｔｈｅ

●

ＳｔａｔｕＳＯｆｂｅｉｎｇｐｒ１０ｒｉｔｙｃｏ血ｔｒｉｅｓ：

●

●　ｈＡ餌ｃａ：Ｅｒｉｔｒｅａ，Ｅｔｈｉｏｐｉ恥Ｍａｌａｗｉ，Ｍｏｚａｍｂｉｑｕｅ，ＴａｎＺａｎｉちＵｇａｎｄａａｎｄＺａｍｂｉａ

・ｈＡｓｉａ：Ｂａｎｇｌａｄｅｓｈ，ＮｅｐａｌａｎｄＳｒｉｈｎｋａ

・ｈＡｎｅｒｉｃａ：Ｎｉｃａｒａｇｕａ

Ｓｏｍｅｃｏｕｎｔｒｉｅｓｈａｖｅｂｅｅｎｓｔａｂｌｅｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎａｎｄｐｒｉｏｒｉｔｙｃｏｕｎｔｒｉｅｓｓｉｎｃｅｔｈｅ１９７０，ｉｅｓ，ｆｅｘ

Ｍｏｚａｍｂｉｑｕｅ，Ｔａｎｚｍｉａ，ＢａｎｇｌａｄｅｓｈａｎｄＳｒｉｈｎｋａ・・ＯｔｈｅｒｈａｄｔｈｉｓｓｔａｔｕｓｆｏｒｍａｎｙｙｅａｒＳ，ｂｕｔ

ａｒｅｆｏｒｄｉ任ｅｒｅｎｔｐｏｌｉｔｉｃａｌｒｅａｓｏｎｓｎｏｌｏｎｇｅｒｉｎｔｈｉｓｃａｔｅｇｏｒｙ，ｆｅｘＫｅｎｙａ，Ｚｉ血ｂａｂｗｅ，ｈｄｉａａｎｄ

ｐａｋｉｓｔａｎ．Ａｓｔｏｔｈｅｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｉｏｎｏｆｂｉｌａｔｅｒａｌａ１ｌｏｃａｔｉｏｎｓ，ｔｈｅｓｅｃｏｕｎｔｒｉｅｓｈａｖｅｉｎｍｏｓｔｏｆｔｈ６

１ａｓｔｔｈｉｒｔｙｙｅａｒｓｒｅｃｅｉｖｅｄｂｅｔｗｅｅｎ４０ａｎｄ６０％ｏｆＮｏｒｗｅｇｌａｎｂｉｌａｔｅｒａｌａｓｓｉｓｔａｎＣｅ・Ａｎｄｉｎ－ｔｈｅ

●

ｌａｓｔｙｅａｒｓ，ｔｈｅｉｎｃｒｅａｓｅｄａｉｄｆｆｏｍＮｏｒｗａｙｔｏｃｏｕｎｔｒｉｅｓｏｎｔｈｅＢａｌｋａｎ，ｈａｖｅｍａｄｅｔｈｅｒｅｌａｔｉｖｅ

ｓｈａｒｅｏｆｂｉｌａｔｅｒａｌａｉｄｔｏｔｈｅｐｒ１０ｒｉｔｙｃｏｕｎｔｒｉｅｓｌｏｗｅｒ，ｉｎ１９９９ｄｏｗｎｔｏ２９％・４７

●

７．４Ｄｉｌａｔｅｒａｌｅｄｕｃ血ｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅ：Ｒｅｇｉｏｎａｌａｎｄｃｏｕｎｔｒｙｄｉｓｔｒｉｂｔｌｔｉｏｎ

ＦｏｒｍａｎｙｄｅｃａｄｅｓＡｓｉａａｎｄＡ餌ｃａｈａｖｅｇｏｔｔｈｅｌａｒｇｅｓｔｐａｒｔｏｆｔｈｅａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓｔｏｅｄｕｃａｔｉｏｎ，

ｂｏｔｈｉｎｔｈｅｍｕｌｔｉ－ｂｉｌａｔｅｒａｌａｎｄｂｉｌａｔｅｒａｌｃｈａｎｎｅｌ血ｔｈｅｙｅａｒｓ１９８８－９８Ａ丘ｉｃａｒｅｃｅｉｖｅｄｃａ・４０

４５ＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒｅｉｇｎＡ軌ｉｒｓ２０００ｃ，Ｐ・６４

４６０ＥＣＤ／ＤＡＣ１９９９，Ｐ・７３

４７Ｆｏｒ？Ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌｏｖｅｒｖｉｅｗｏｆｂｉｌａｔｅｒａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅｔｏｃｏｕｍｔｒｉｅｓａｎｄｒｅｇ１０ｎＳ１９９７－９９，ＳｅｅＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒｅｌｇｎ

Ａｆ払ｉｒ亭２０００ｂ，ｐ．６８任．

－１２５－



ｐｅｒｃｅｎｔｏｆａｌｌｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌ誠ｓｉｓｔａｎｃｅ，Ａｓ払ｃａ；３０・Ｔｈｅｒｅｓｔｗｅｎｔｔｏｈｔｉｎ－Ａｍｅｒｉｃａ，Ｅｕｒｏｐｅａｎｄ

慧慧慧霊£郡Ｓ・ｈｔｈｅｓａｍｅｐｅｒｉｏｄ由・８５ｐｅｒｃｅｎｔ。ｆａｌｌｅｄｕｃａｔｉ。ｎａｌａｓｓｉｓ轡

Ａｓａｌｒｅａｄｙｍｅｎｔｉｏｎｅｄ，ｔｈｅｂｉｌａｔｅｒａｌｓｕｐｐｏｆｔｔＯｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅｈａｓｉｎｃｒｅａｓｅｄ－

ｃｏｎｓｉｄｅｒａｂｌｙｆｒｏｍｔｈｅｍｉｄｓｔ１９９０，ｉｅｓ，ｆｆｏｍｃａ・５％ｏｆｔｏｔａ１０ＤＡｔｏｃａ・１０％ｉｎ１９９９・Ｔｈｉｓ

ｔｅｎｄｅｎｃｙｌＳｅＸＰｅＣｔｅｄｔｏｃｏｎｔｉｎｕ９ｔｈｅｎｅｘｔｙｅａｒ岳，ｔａｋｉｎｇｉｎｔｏａｃｃｏｕｎｔｔｈｅｄｅｃｉｓｉｏｎｉｎＰａｒｌｉａｍｅｎｔ

●

ｔｏｒｉｓｅｔｈｅａｕｏｃａｔｉｏｎｓｔｏｅｄｕｃａｔｉｏｎｔｏｗａｒｄｓｔｈｅａｉｍｏｆ１５％ｏｆＯＤＡ・Ａｓｉａｒｅｃｅｉｖｅｄｔｈｅｌａｒｇｅｓｔ

ｓｈａｒｅｏｆＮＯＲＡＤてＳｔＯｔａｌｓ甲ＰＯｄｆｏｒｅｄｕｃａｔｉ。ｎｉｎ１９９６－９８¢ａ・４２％）・ＨｏγｅＶｅｒ，ｔｈｅｔｅｎｄｅｎｔｙ

ｆｏｒ＝ｔｈｅｌａｓｔｙｅａｒｓｈａｓｂｅｅｎｔｏｇｉｖｅｈｉｇｈｅｒｐｒｉｏｒｉｔｙｔｏＡｆｒｉｃａｎｃｏｇｎｔｒｉｅｓ・Ｓｕｂ－Ｓａｈａｒａｎ、Ａ臆ａｈａｓ

ｆｂｒｍａｎｙｙｅａｒＳｌａｇｇｅｄｂｅｈｉｎｄ壷ｉｔｈｒｅｓｐｅＣｔｔＯｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ・Ｔｈｅ血ｂｉ石窟ｏｕｔ－Ｏｆｌ

ｓｃｈｏｏｌ－Ｃｈｉｌｄｒｅｎｈａｓｂｅｅｎｇｒｏｗｌｎｇａｎｄｔｈｅｇｅｎｄ打ｇａｐＩＳｎＯｔＳｈｏｗｌｎｇＳｌｇｎＳＯｆｄｏｓｉｎｇ・４９
●　　　　　　　　　　　　●　　　　　　●　　●

ＴｈｅｔｏｔａｌＮＯＲÅＤｄｌｏｃａｔｉｏｎｓｔｏｅｄｕｃａｔｉｏｎｈａｖｅｉｎｔｈｅｌａｓｔｔｅｎｙｅａｑｓｃｏｖｅｒｅｄｆｒｏｍａｒｏｕｎｄ４０－

６０ｄｉｆｆｂｒｅｎｔｃＱｕｎｔｒｉｅｓ・Ｔｈｅｍａｉｎｒｅａ＄Ｏｎｆｂｒｔｈｉｓｒｉｓｅｏｆ１ｈｅｎｕｍｂｅｒｏｆｃＱｕｎｔｒｉｅｓ，ＣＯｎｔｒｉｂｕｔｉｎｇ

ｔ。ｕｈｄｅｍｉｎｅｔｈｅｃｏｎｃｃ血ａｔｉｏｎｌｐｒｉｎｃｉｐｌらｉｓｔｈｅｅｘｔｅｎｓｉｏｎｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｐｒｑｊｅｃｔｓｔｈｒｏｕｇｈ

鱒ｒｖＶｅｇｉａｎＮＧＯｓ（戊ｓｅｃｔｉｏｎ８．ｂｅｌｏｗ）・ＮＯＲＡＤ戸ＯＷｎＣＯｕｎｔｒｙＰＯｒｔｆｂｌｉｏｉｓｍｕ血ｍｏｒｅ

禁…霊慧慧慧慧；慧ざ…慧慧還慧慧慧慧£恕０頑００叫
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

７．５ＣｏⅥ血ｔⅣｐｒＯｇｒａｍＳ

Ｅｄ。ＣａｔｉｏｎａｌｓｕｐｐｏｒｔｔｈｒｏｕｇｈｃｏｕｎｔｒｙｐｒｏｇｒａｍＳ匝ＯｔｉｎｃｌｕｄｉｎｇａｓｓｉｓｔａｎＣｅｔｈｒｏｕｇｈＮＧＯｓａｎｄ

ｍｕｌｔｉ－ｂｉｌａｔｅｒａｌｃｈａｎｎｅｌｓ）ｉｓｂｕｉｌｔｏｎｓｔａｔかｔＯｒＳｔａｔｅａｇｒｅｅｍｅｎｔＳ・ＵｓｕａｌｌｙｔｈｅｒｅｌｅｖａｎｔＭｉｎｉｓｔｒｉｅｓ

ｏｆｈｃａｔｉｏｎｗｉｌｌａｄｍｉｎｉｓｔｅｒｔｈｅａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓ．ＴｈｅＮｏｒｗｅｇｌａｎｅｍｂａｓｓｉｅｓｗｉｌｌｂｅｔｈ６ｉｒ

●

ＣＯＯｐｅｒａｔｉｎｇｐａｒｔｎｅｒ・

ＩｎＡ餌ｃａ，ＴａｎＺａｍｉａａｎｄＳｏｕｔｈＡｆｒｉｃａｂｙ－ｆｈｒｒｅｃｅｉｖｅｄｔｈｅｌａｒｇｅｓｔ叫ＯＣａｔｉｏｎｓｔｈｒｏｕｇｈｃｏｕｎｔｒｙ

ｐｒｏｇｒａｍＳｉｎｔｈｅｙｅａｒｓ１９９６－９８・ＳｕｐｐｏｒｔｔｏｃｏｕｎｔｒｙｐｒｏｇｒａｍＳａｌｓｏｗｅｎｔｔｏＺａｍｂｉａ，Ｂｏｔｓｗａｎａ，

Ｍａｄａｇａｓｃａｒ，Ｚｉｍｂａｂｗｅ，Ｎａｍｉｂｉａ，Ｅｒｉｔｒｅａａｎｄｓｏｍｅｏｔｈｅｒｓ・ｈＡｓｉａ，１９９６－９８，ＣＯｕｎｔｒｙ

ｐｒｏｇｒａｈｓｈａｖｅｃｏｖｑｒｅｄＢａｎｇｌａｄｅｓｈ，ＳｒｉＬ血ｋａ，Ｉｎｄｉａ，Ｎｅｐａｌ，Ｃｈｈａ，Ｖｉｅｔｎａｍａｎｄｓｏｍｅｏｔｈｅｒｓ・

Ｈｗｅｖｅｒ，ＢａｎｇｌａｄｅｓｈｇｐｔｍｏｒｅｔｈａｎｔｈｒｅｅｆｏｕｒｔｈｓｏｆｔｈｅａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓｔｏＡｓｉａｎＣＯｕｎｔｒｉｅｓ・Ｍｏｓｔ

ｏｆｔｈｅｓｕｐｐｏｒｔｔｏＢａｎｇｌａｄｅｓｈｈａｓｇｏｎｅｔｏｔｈｅｆｂｌｌｏｗｌｎｇｆｏｕｒｌａｒｇｅｐｒｏｇｒａｍＳ，ａｄｍｉ血ｉｓｔｅｒｄｂｙ

●

ｔｈＣＭｉｍｉｓｔｒｙｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ：ＦｅｍａｌｅＥｄｕｃａｔｉｏｎＳｔｉｐｅｎｄＰｒｑｉｅｃｔ，ＮｏｎＦｏｒｍａｌＥｄｕｃａｔｉｏｎ，

諾器慧蒜欝㌔霊認諾琵認諾鍔詔慧憲豊ｉ。
●．　　●

ｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎａｎｙｃｏｕｄｒｙ・Ｎｏｒｗａｙｗｉｌｌｍａｋｅａｖａｉｌａｂｌ占ＵＳＤ－３５ｍｉｌｌｉｏｎｆｏｒｔｈｅｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎ
５２

ｏｆｔｈｅＰＥＤＱＩｉｎｔｈｅｙｅａｒｓ１９９８－２００２・

７．‘Ｓｅｃｔｏｒ・Ｗｉｄｅａｐｐｒｏａ血ｅｓ、（ＳＷＡＰｓ）ｉｎｅ血Ｃａｔｉｏ血１ａｓｓｉ釦ａｎｃｅ

ＴもｅＯＥＣＤ／ＤＡＣｒｅｖｉｅｗｆｒｏｍ１９９９０ｂｓｅｒｖｅＳｔｈｅＮｏｒｗｅｇｉａｎ“ｍｏｖｅｆｔｏｍｗｏｆｋｉｎｇａｔｔｈｅ

霊悪璃悪霊震蒜謡鍔簑置鍔翠ｔ
ａｎｄｉｈｐｌｅｈｅｎねｔｉｂｎｏｆｓｅｄｏｒｉａｌｐｒｏｇｒａｍｍｅｓｏｒｓｅｃｔｏｒ－Ｗｉｄｅａｐｐｒｏａｃｈｅｓ（ＳＷＡ呵ｉｎｈｅａｉｔｈ

４８ＭｉｎｉｓｔｒｙｂｆＦｏｒｅｉｇｎＡぬｉ！Ｓ２０００ａ，Ｐ・２１－２２

４９ｓａｍｅｐｌａｃちｐ・２４

５０ｓａｍｅｐｌａｃｅ

＼

５１ｓａｍｅｐｌａｃｅ，Ｐ・３０・Ｍｏｒｅｉｎｆｂｒｍａｔｉｏｎ。ｎｔｈｅＮｏｒｗｅｇｌａｎａＳＳｉｓｔａｎｃｅｔｏｔｈｅｓｅｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｐｒｏｇｒａｍｓＩＳｇｌＶｅｎｉｎ

Ｏ由ＣＤのＡＣ１９９９，ｐ．９１－９３．

５２朗打ＣαｆｄＮｏｌ／１９９９

５３０ＥＣＤｎ）ＡＣ１９９９，Ｐ・１４

－１２６－



ａｎｄｅｄｕｃａｔｉｏｎ．

ｃｏｕｎｔｒｉｅｓ．，，５４

Ｔｈｅｙａｒｅｃｕｒｒｅｎｔｌｙｂｅｉｎｇｐｌａｎｎｅｄｏｒｉｍｐｌｅｍｅｎｔｔｄｉｎ・ｎｉｎｅｏｕｔｏｆｔｗｅｌｖｅｐｎｏｒｉｔｙ

●

Ａ∞ｒｄｉｎｇｔｏｔｈｅ１９９９ｅｖａｌｕａｔｉｏｎｒｅｐｏｒｔ＆ｏｍｔｈＣＭｉｎｉｓｔｉｙｏｆＦｏｒｅｌｇｎＡｆｈｉｒｓｏｎＮｂｒｗｅｇｌ？ｎ

●

ＳＩＷＯｒｔｔＯ．ｄｌｅ肋ｃａｔｉｏｎＳｅｃｉｏ ＮＯＲＡＤａｎｄ・Ｏｔｈｅｒｎａｔｉｏｎａｌａｉｄａｇｅｎｃｉｅｓｈａｖｅｌｅａｍｅｄｔｈａｔ

“ｓｕｐｐｏｒｔｔｏｉｓｏｌａｔｅｄｐｒｑｊｅｃｔｓｈａｓｆａｉｌｅｄａｓａｍｏｄｅｉｎｐｒｏｖｉｄｉｎｇｌｍｐｒＯＶｅｍｅｎｔＳｉｎｔｈ６ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

●

ＳｅＣｔＯｒｉｎｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇｃｏｕｎｔｒｉｅｓ”・５５ＲｅｆｔｒｒｉｎｇｔｏｔｈｅＷｏｒｌｄＢａｎｋ，ＳｅＣｔＯｒＰｒＯｇｒａｍＳａｒｅＳｅＣｔＯｒ－

Ｗｉｄｅ，ｂａｓｅｄｏｎａｃｏｈｅｒｅｎｔｐｏｌｉｃｙｆｒａｍｅｗｏｒｋａｎｄｆｅａｔｕｒｅｓｌｏｃａｌｓｔａｋｅｈｏｌｄｅｒｓａｎｄｎａｔｉｏｎａｌ

ＯｗｎｅｒＳｈｉｐ・Ａｌｌｄｏｎｏｒｓｍｕｓｔｓｉｇｎｔｏｔｈｅｐｒｏｇｒａｍ，ＣＯｍｍＯｎｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎａｒｒａｎｇｅｍｅｎｔＳｍｕＳｔ

ｂｅｄｅｖｅｌｏｐｅｄａｎｄｌｏｎｇｔｅｒｍｔｅＣｌｍｉｃａｌａｓｓｉ＄ｔａｎＣｅ甲ｕＳｔｂｅｅｎｓｕｒｅｄ・Ｓｕｃｈｓｅｃｔｏｒｐｒｏｇｒａｍｓａｒｅ

〃ｓｔｒｏｎｇｌｙｒｅｃｏｍｍｅｎｄｅｄｂｙｔｈｅｐｏｌｉｔｉｃａｌｌｅａｄｅｒｓｈｉｐｏｆＭＦＡ”・Ｔｈｅｙｎｅｃｅｓｓｉｔａｔｅｓｔｒｏｎｇｅｒｄｏｎｏｒ

ＣＯＯｒｄｉｎ？ｔｉｏｎａｎｄｐｏｌｉｔｉｃａｌｓｕｐｐｏｒｔ，ｉｓｓｕｅｓａｒｅｔａｃｋｌｅｄｈｏｌｉｓｔｉｃａｌｌｙａｎｄｎｏｔｔｈｒｏｕｇｈａｎｕｍｂｅｒｏｆ

Ｐｒｑｊｅｃｔｓｗｉｔｈｎｏｉｎｔｅｒｎａｌ’ｌｉｎｋａｇｅｓ，ｒｅＶｉｅｗａｎｄｅｖａｌｕａｔｉｏｎｃａｎｂｅｍｏｒｅｃｏｈｅｒｅｎｔａｎｄｒｐｏｒｅ

ＣＯｍＰｒｅｈｅｎｓｉｖｅａｐｐｒｏａｃｈｅｓｔｏｒｅｆｏｒｍａｎｄｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔａｒｅａｌｓｏｐｏｓｓｉｂｌｅ・５６

ｈ１９９８／９９Ｎｏｒｗａｙｓｔａｒｔｅｄｉｍｐｌｅｍｅｎｔｉｎｇｓｕ♭ＳｅＣｔＯｒＷｉｄｅ叩ＰｒＯａｂｈｅｓｉ血ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌ

ＣＱＯｐｅｒａｔｉｏｈｗｉｔｈＺａｍｂｉａａｎｄＮｅｐａｌ，ｂｏｔｈｏｒｉｅｎｔｅｄｔｏｗｉｒｄｓｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｏｎ．ＴｈｅＢａｓｉｃ

ＥｄｕｃａｔｉｏｎＳｕｂ－Ｓｅｃｔｏｒ血ｖｅｓｍｉｎｔＰｒｏｇｒａｍｍｅｉｎＺａｍｂｉａ（ＢＥＳＳⅣ）ｈａｓｉｎｖｏｋｅｄＴｂｅＷｏｒｌｄ

Ｂａｎｋ，ＵＭＣＥＦａｎｄｃｏｕｎｔｒｉｅｓｌｉｋｅｔｈｅＵＫ，ｈ：ｅｌａｎｄａｎｄＨｄｌａｎ血ＴｈｅｗｈｏｌｅＢＥＳＳⅣｂｕｄｇｅｔ

ｆｏｒ１９９９－２００２ｉｓｓｔｉｐ山ａｔｅｄａｔ５９０ｍｉｌｌｉｏｎＵＳＤ．ＴもｅＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔｏｆＺａｍｂｉａ，ｓｓｈａｒｅｉｓ３０７

ｍｉ１１ｉｏｎ・・Ｎｏｒｗａｙ，ｓｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎｗｉｌｌｂｅ１４０ｍｉｌｌｉｏｎ．５７ＴｂｅＢａｓｉｃＰｒｉｍａｒｙＥｄｕｃａｔｉｏｎＰｒｑｊｅｃｔｉｎ

Ｎｅｐａｌｅｎｔｅｒｓｉｔｓｓｅｃｏｎｄｐｈａｓｅ１９９９－２００４．Ｔｈｅｃｏｏｐｅｒａｔｉｎｇｐ如ｔｎｅｒｓａｒｅｔｈｅＷｏｄｄＢａｎｋ，ｔｈｅ

ＢｕｒｏｐｅａｎＵｎｉｏｎａｎｄＤｅｎｍａｒｋ，Ｎｏｒｗａｙａ鱒ｄＦｉｎｌａｎｄ・Ｎｏｒｗａｙｗｉｌｌａｌｌｏｃａｔｅｃａ．１０６ｍｉｌｌｉｏｎＵＳ

ｄｏｌｌａｒｓｉｎｔｈｅｐｅｒｉｏ¢ｂｅｉｎｇａｒｏｕｎｄｏｎｅ・丘ｆｔｈｏｆｔｈｅｗｈｏｌｅｐｒｏｇｒａｍ・５８

７・７・ＰｒｏｂｌｅｍｓａｎｄｃｒｉｔｉｃａｌｄｌａｌｌｅｎｇｅｓｔｏＳＷｊＷｓ

ＴｈｅｐｌａｎｎｌｎｇａｎｄｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎｐｒｏｃｅｓｓｅｓｏｆＳＷＡＰｓｉｎｓｏｍｅｃｏｕｎｔｒｉｅｓｈａｖｅｄｏｃｕｍｅｎｔｅｄ

ｍａｎｙｃｏｎｆｌｉｃｔｓａｎｄｃｈａｌｌｅｎｇｅｓｃｏｎｎｅｃｔｅｄｔｏｔｈｉｓｓｔｒａｔｅｇｙ．Ｃｒｉｔｉｃｓ，Ｏｆｔｅｎｗｉｔｈｒｅｓｅａｔｃｈｂａｓｅｄ
●　　●

ＯＰｌｎ１０ｎＳ，ｈａｖｅｕｎｄｅｒｌｉｎｅｄｔｈａｔｔｈｉｓｑｐｐｒｏａｃｈｔｅｎｄｓｔｏｂｅｔｏｏｄｏｎｏｒｄｏｍｉｎａｔｅｄ，ｔＯＯｆｂｃｕｓｅｄｏｎ

ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｖｅａｎｄ血ａｎＣｉａｌ叩ａＣｒＯｌｅｖｅｌｓａｎｄｏｆｔｅｎｌｉｔｔｌｅｒｅｌＥＮａｎｔｆｏｒｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄｔｈｅ

ｑｕａｌｉｔａｔｉｖｅａｓｐｅｃｔｓｏｆｌｅａｍ１ｎｇ・５９

ＴもｅＯＥＣＤ／ＤＡＣｒｅｖｉｅｗｏｎＮｏｒｗｅｇｉａｎｄｅｖｅｌＱＰｍｅｎｔａＳＳｉｓｔａｎｃｃ・Ｓｕｍｍａｒｉｚｅｓｓｏｍｅｉｍｐｏｒｔａｎｔ

ＯｎｅＳ：“ＴｂｅＳＷＡＰｓｒｅｑｕｉｒｅｔｈａｔｔｈｅ．ｒｅｃｉｐｉｅｎｔｇｏｖｅｍｍ印ｔＳａｎｄｄｏ血ＯｒＳＷＯｆｋｕｎｄｅｒａｎ・ＯＹｅｒａｌ１

ＳｅＣｔＯｒａｌｆｆａｍｅＷＯｒｋｉｎｓｔｅａｄｏｆｆｏｃｕｓｌｎｇＯｎｉｎｄｉｖｉｄｕａｌｐｒ再ｅｃｔｓｏｒｇｅｏｇｒ叩ｈｉｃａｌａｒｅａｓ．Ｉｄｅａｌｌｙ，

●

ｄｏｎｏｒｓ．ｃｏｕｌｄｃｏｎｔｒｉｂｕｔｅｔｏａｇｅｎｅｒａｌｂａｓｋｅｔｏｆｆｕｎｄｓｆｏｒｔｈｅｓｅｃｔｏｒｒａｔｈｅｒｔｈａｎｆｕｎｄｉｎｇｓｐｅＣｉｆｉｃ

ｃＯ血ｐｏｎｅｎｔｓ・Ｈｏｗｅｖｅｒ，ｉｎｒｅａｌｉｔｙ，ＳｅＣｔＯｒａｌｐｒｏｇｒａｍｍｅＳａｒｅｅＸｔｒｅｍｅｌｙｄｉ瓜ｃｕｌｔｔｏｉｍｐｌｅｍｅｎｔ

ｄｕｅｔｏｄｉｖｅｒｇｅｎｃｅｏｆｐｒｏｃｅｄｕｒｅａｎｄｖｉｅｗｓａｍＯｎｇｔｈｅｄｏ血ｏｒｓ，ａＳＷｅｌｌｗｉｔｈｉｎｔｈｅｒｅｃｉｐｉｅｎｔ

ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ・Ｔｈｅｒｅｆｏｒｅｉｎｍａｎｙｃａｓｅｓ，ｔｈｅｅｄｕｃａｔｉｏｎｓｅｃｔｏｒ，ｔＯＷｈｉｃｈＮｏｒｗａｙｃｏｎｔｒｉｂｕｔｅｓｗｉｔｈ

ｏｔｈｅｒｌｉｋかｍｉｎｄｅｄｄｏｎｏｒｓ，ｉｓｄｉｖｉｄｅｄｉｎｔｏｓｕ♭占ｅｃｔｏｒｓ”６０

５４ｓａｍｅｌ串ｃｅ，ｐこ５９

５５ＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒｅｉｇｎＡぬｉｒｓ２０００ａ，Ｐ・３２

５６ｓａｍｅｐｌａｃｅ

５７ｓａｍｅｐｌａｃｅ，Ｐ・３３・ＦｕｒｔｈｅｒｈｆｏｒｍａｔｉｏｎｏｎＢＥＳＳＩＰ，ｉｎｃｌｕｄｉｎｇｏｂｓｅｒｖａｔｉｏｎｓｏｎｄｉ瓜ｃｕｌｔｉｅｓａｎｄｃｏｎｆｌｉｃｔｓ，ｉｓ
●

霊宗鑑㌫慧霊ａ，。．。ト３２
５９ｓａｍ蝿Ｊｏｅｌ（１９９９）：ＥｄｕｃａｔｉｏｎＳｅｃｔｏｒＡｎａｌｙｓｉｓｉｎＡｆｆｉｃオ：ＬｉｍｉｔｅｄＮａｔｉｏｎａｌＣｏｎｔｒｏｌａｎｄＥｖｅｎＬｅｓｓＮａｔｉ。ｎａｌ

０ｗｎｅｒＳｈｉｐ・ＩｎｈｔｅｍａｔｉｏｎａｌＪｂｕｒｎａｌｑｆＥｄｕｃａｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｑｐｍｅｎｔ．Ｆｅｂｒｕａｒｙ１９９９．

６００ＥＣＤのＡＣ１９９９，Ｐ・５９

－１２７－



ＢｄｂＳｍｉｔｈ，ｄｉｒｅｃｔｏｒｏｆｔｈｅＣｅｈｔｒｅｆｏｒＩｎｔｅｍａｔｉｏｎａｌＥｄｕｃａｔｉｏｎｉｎＯｓｌｏ，ｈａｓｓｕｍｍａｒｉｚｅｄｓｏｍｅ

ｏｆｔｈｅｃｒｉｔｉｃａｌｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅｓｏｎＳｗＡＰＳ・Ｓｍｉｔｈｕｎｄｅｒｌｉｎｅｓｔｈａｔ㌔ｈｅｌｅｓｓｐｏｓｉｔｉｖｅｓｉｄｅｏｆ

ＳＷＡＰｓｉｓ．ｂｅｃｏｍｌｎｇｌｎＣｒｅａＳｉｎｇｌｙｏｂｖｉｏｕｓ・Ｆｒｏｍｔｈｅｒｅｃｉｐｉｅｎｔｇｏｖｅｎ皿ｅｎｔ，ｓｐｏｉｎｔｏｆｖｉｅｗ，

●　　　　●

ｓｅｃｔｏｒａｌａｐｐｒｏａｃｈｅｓｐｒｅｓｅｎｔｔｈｅｍｗｉｔｈｍ？ＳＳｉｖｅｒｅｆｂｒｍＣｈａｌｌｅｎｇｅｓｗｈｉｃｈｕｓｕａｌｌｙａｐｐｅａｒｏｎｔｈｅ

ａｇｅｎｄａｓｉｍｕｌｔａｎｅＯｕＳｌｙ”・ＲｅｆｅｒｒｉｎｇｔｏａｎａｎａｌｙｓｉｓｂｙＪｏｅｌＳａｍｏｆｆｏｆｓｏｍｅ２４０ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ｓｅｃｔｏｒｓｔｕｄｉｅｓａｎｄｒｅｐｏｒｔｓｆｒｏｍＡｆｒｉｃａ，ｈｅｓｔｒｅｓｓｅｓｈｏｗｓｕｃｈｓｔｕｄｉｅｓｓｅｅｍｔｏｆｏｃｕｓｏｎＢｎａｎｃｉａｌ

ａｎｄａｄｍｉｈｉｓｔｒａｔｉｖｅａｒｅａｓａｎｄｎｅｇｌｅｃｔｔｈｅｍｏｒｅｑｕａｌｉｔａｔｉｖｅｌｅａｒｎｌｎｇｐｒＯＣｅＳＳｅＳａｎｄｉｓｓｕｅｓｌｉｋｅ

●

ｃｉｔｉｚｅｎｓｈｉｐ，ｒｉｇｈｔｓａｎｄｎａｔｉｏｎｂｕｉｌｄｉｎｇ．Ｈｏｗｅｖｅｒ，ｒｅｆｅｒｒｉｎｇｔｏＳ．ａｍｏｆｆ’ｓｓｔｕｄｙ，Ｓｍｉｔｈａｌｓｏ

ｐｏｉｎｔｓｔｏｓｏｍｅｉｄｅａｓｔｈａｔｃｏｕｌｄｍａｋｅｔｈｅｅｖａｌｕａｔｉｏｎｏｆＳＷＡＰｓｍｏｒｅｒｅｌｅｖａｎｔｆｂｒｔｈｏｓｅ

ｉｎｖｏＩｖｅｄｉｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｐｒｏｃｅｓｓｅｓ・Ｔｈｅｓｅｉｄｅａｓｃｏｎｔａｉｎｂｒｏａｄｅｒｐａｒｔｉｃｉｐａｆｏｎｉｎｔｈｅｄｅｓｉｇｎａｎｄ

慧慧霊霊慧慧器崇認諾慧慧チＰｒＯＣｅＳＳ，ｂｅｔｔｅｒａｃｃｅｓｓｉｂｉｌｉｔｙｏｆｎｎｄｉｎｇｓ

●

●　　　　　　　　　　　　　●

７．８Ｒｅｃｉｐｉｅｎｔｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙ

ＮＯＲＡＤ，ｓ，Ｓｅｎｉｏｒ尋如ｉｓＱｆ．Ｏｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａ＄ＳｉｓｔａｎＣ＄，ＳｉｓｓｅｌＶｏｌａｎ，’ｕｎｄｅｒｌｉｎｅｓｔｈａｔｆｂｒｅｍｏｓｔ

ａｍＯｎｇｔｈｅｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌｐ血ｃｉｐｌｅｓ・Ｏｆｔｈｅａｇｅｎｃｙｉｓｔｈａｔｏｆｒｅｃｉｐｉｅｎｔｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙ・Ｔｈｅｓｅｃｔｏｒｏｒ

ａｒｅａｃｈｏｓｅｎｆｏｒｓｕｐｐｏｒｔ，ｔｈｅｍｏｄａｌｉｔｉｅｓｆｏｒｄｅｌｉｖｅｎｎｇｓｕｃｈｓｕｐｐｏｒｔａｎｄｔｈｅｄｅｓｉｇｎａｎｄ

●

ｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎｏｆｐｒｏｇｒａｍＳＯｒＰｒ房ｅｃｔｓａｒ。ｔｈｅｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙｏｆｔｈｅｒｅｃｉｐｉｅｎｔ・Ｆｏｒｅｘａｍｐｌｅ，

ＮＯＲＡＤｄｏｅｓｎｏｔｗｒｉｔｅ’ｐｒｑｊｅｃｔｐｒｏｐｏｓａｌｓ・血ｅｙ㌍ｅｍａｄｅｂｙｔｈｅｐａｒｔｎｅｒｃｏｕｎｔｒｙ・Ｂｕｔ・

ＮＯＲＡＤａｓｓｅｓｓｅｓｔｈｅｍｉｎｔｈｅｌｉｇｈｔ．ｏｆａｉｍｓａｎｄｐｒｌｎＣｉｐｌｅｓｏｆＮｏｒｗｅｇｉａｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌ

ａｓｓｉｓｔａｎｃｅａｎｄｐｅｒｃｅｐｔｉｏｎｓｏｆｔｈｅｐａｒｔｎｅｉ，ｓｃａｐａｃｉｔｙｔｏｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｎｄｓｕｓｔａｉｎｔｈｅａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ・

ＮＯＲＡＤａｌｓｏｎｅｇｏｔｉａｔｅｓｍｏｍｉｔｏｒｉｎｇａｎｄｅｖａｌｕａｔｉｏｎｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓｔｏｅｎｓｕｒｅａｃｃｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ・Ｂｕｔｉｔ

ｉｓｉｍｐｏｒｔａｎｔ以ｔｈａｔａｕｔｈｅｎｔｉＣｐｒｏｐｏｓａｌｓａｒｅｇｅｎｅｒａｔｅｄｂｙｏｕｒｐａｒｔｎｅｒＳ，ｔｈｅｒｅｃｉｐｉｅｎｔｓ・Ｉｎｅｓｓｅｎｃｅ，－

ＮＯＲＡＤｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓｆｏｌｌｏｗｔｈｅｐａｔｔｅｆｎａｄｏｐｔｅｄｂｙｔｈｅＷｏｒｌｄＢａｎｋａｎｄｏｔｈｅｒｄｏｎｏｒｓ・Ｔｈｅ

慧慧器慧霊芝冨慧諾諾芸霊箪㌢ＯＣｅｄｕｒｅｓａｎｄｗｅｅｘｐｅｃｔｒｅｃｉｐｉｅｎｔｃｏｕｎｔｒｉｅｓ

Ｔｈｅｌｉｍｉｔｅｄａｄｍｉｍｉｓｔｒａｔｉｖｅａｎｄ／ｏｒｔｅｃｌｍｉｃａｌｃａｐａｃｉｔｙｉｎｍｏｓｔｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｃｏｕｎｔｒｉｅｓｔｏ鱒Ｉｌｏｗ

ｕｐｔｈｉｓｍｏｄｅｌｏｆｒｅｃｉｐｉｅｎｔｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙｉｓｗｅ１１ｋｎｏｗｎ・ＮＯＷｔｒｉｅｓｔｏ００ｎｔｒｉｂｕｔｅｔｏ

ｈａｎｄｌｉｎｇｔｈｉｓｃｒｉｔｉｃａｌ申ＣｔＯｒｔｈｒｏｕｇｈｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌｓｔｒｅｎｇｔｈｅｎｉｎｇｉｎｓｏｍｅｃｏｕｎｔｒｉｅｓ，ｅｍＰｈａｓｉｚｉｎｇ

ｂｏｔｈｔｅｃｌｍｉｃａｌｃａｐａｃｉｔｙｂｕｉｌｄｉｎｇａｎｄｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎａｌｒｅｓｔｒｕＣｔｕｒｉｎｇ・Ａ∝ＯｒｄｉｎｇｔｏＮＯＲＡＤ，〟ｉｎ

ｓｏｍｅｐａｒｔｎｅｒｃｏｕｎｔｒｉｅｓ，ｔｈｅｒｅｉｓａｌｏｎｇｗ？ｙｔＯｇＯｒｂｅｆｂｒｅｅｉｔｈｅｒｏｆｔｈｅｓｅｐｒかＣＯｎｄｉｔｉｏｎｓｆｂｒ

器監禁慧慧芸㌫諒恕慧慧慧霊慧慧㌫
●

ｕｎｄｅｒｌｉｎｅｔｈｅｎｅｅｄｉｈＮＯＲＡＤ ａｎｄｉｎｔｈｅｅｍｉ）ａＳＳｉｅｓ，ｔＯｄｅｖｅｌｏｐａｄｅｅｐｅｒｕｎｄｅｒｓｔａｎｄｉｎｇｏｆｔｈｅ

ｐｏｌｉｔｉｅａｌ，丘ｎａｎＣｉａｌａｎｄａｄｍｉｍｉｓｔｒａｔｉｖｅｃｕｌｔｕｒｅｉｎｒｅｃｉｐｉｅｎｔｃｏ血ｔｒｉｅｓ・

＄．ＴｈｅⅦＳｅＯｒＮＧＯｓｉｎｅｄⅦＣａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｍｃｅ

＄．１０ｖｅｒ雨ｅｗｏｆｖｏｌｕｍｅａｎｄｔｈｅｒｏｌｅｏｆＮＧＯｓ

ｈｇｅｎｅｒａｌＮＧＯｓｐｌａｙａｎｉｍｐｏｒｔａｎｔｒｏｌｅｉｎＮｏｒｗｅｇｌａｎｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔａｓｓｉｓｔａｎｃｅ・Ａｐｐｒｏｘ・Ｏｎｅ

ｆｏｕｒｔｈｏｆｔｏｔａ１０ＤＡｈａｓｂｅｅｎｃｈａｎｎｅｌｅｄｔｈｒｏｕｇｈｔｈｅｍ．ｉｎ１９９８・Ｔｈｅｙ９０ｎｔｒｉｂｕｔｅｔｏｎｅｘｉｂｉｌｉｔｙ

ｉｎｔｈｅｓｙｓｔｅｍ，ＳｉｎｃｅｔｈｅｙａｒｅｎｏｔｃｏｎＢｎｅｄｔｏｐｒ１０ｒｉｔｙｃｏｕｎｔｒｉｅｓｏｒｐａｒｔｉｃｕｌａｒｓｅｃｔｏｒｓ・ＭａｎｙＯｆ

●

ｔｈｅｍｆｂｃｕｓｏｎｄｅｍｏｃｒａｃｙ，ｈｕｍａｎｒｉｇｈｔｓａｎｄｂａｓｉｃｓｏｄａｌｎｅｅｄｓｉｎｈｅａｌｔｈａｎｄｅｄｕｃａｔｉｏｎ・Ｔｈｅｙ

ａｒｅａｂｌｅｔｏｗｏｒｋｉｎａｒｅａｓａｎｄｏｏｕｎｔｒｉｅｓｗｈｅｒｅｓｔａｔかｔＯ－ＳｔａｔｅＣＯＯＰｅｒａｔｉｏｎｉｓｎｏｔｆｅａｓｉｂｌｅａｎｄｃａｎ

ｍｏｂｉｌｉｚｅｔｈｅｍｓｅｌｖｅ琴ｑｕｉｃｋｌｙｉｎｅｍｅｒｇｅｎｃｙｓｉｔｕａｔｉｏｎｓ・Ｂｕｔｔｈｅｉｒｃｏｍｐｒｅｈ６ｈｓｉｖｅａｎｄｇｒａｓｓｒｏｏｔｓ
●

ｏｒｉｅｎｔａｔｅｄｗｏｒｋａｌｓｏｃｏｎｔｒｉｂｕｔｅｓｔｏｕｎｄｅｒｍｉｎｅｔｈｅｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｉｏｎｐｒｌｎＣｉｐｌｅｏｆＮｏｒｗｅｇｌａｎ

６１ｓｅｃｔｏｒｗｉｄｅＡｐｐｒｏａｃｈｅｓ－ＡｕＮＳｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅ，ｉｎＥｄｕｃａｉｄＮｏ４／１９９９

６２ｖｏｌａｎ，Ｓｉｓｓｅｌ１９９９，ｐ・１８－１９

６３ｓａｍｅｐｌａｃｅ

－１２８－



ａｓ岳ｉｓｔａｎｃｅ・Ｉｎｔｈｅｅｎｄｏｆｔｈｅ１９９０’ｉｅｓｔｈｅＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒｅｉｇｎＡ肋ｉｒｓ（ＭＦＡ）鮎ａｎｃｔｄｍｏｒｅ

ｔｈａｎ７０ＮＧＯｓｂｒｓｈｏｒｔ－ｔｅｒｍａｔｔｉｖｉｔｉｅｓ，ｍＯＳｔｌｙｉｎｅｍｅｒｇｅｎｃｙｓｉｔｕａｔｉｏｎｓＪＮＯＲＡＤ銭ｎａｎｃｅｄ

ａｌｍｏｓｔｌＯＯｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓｉｎａｌｍｏｓｔｌＯＯＯｌｏｎｇｅｒ－ｔｅｒｍＰｒｑｊｅｃｔｓｉｈｍｏｒｅｔｈａｎ５０ｃｏｕｎｔｒｉｅｓ．

ＮＧＯｓｇｅｔｎｏｒｍａｌｌｙ８０％ｏｆｔｈｅｉｒｃｏｓｔｓｃｏｖｅｒｅｄｂｙｇｏｖｅｒｒｍｅｎｔｆｉｎａｎｃｌｎ＆６４

●

Ａｐｐｒｏｘ・ＯｎｅｔｈｉｒｄｏｆｔｈｅｔｏｔａｌＮｏｒｗｅｇｉａｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅｈａｓ．ｂｅｅｎｃｈａｎｎｅｌｅｄｔｈｒｏｕｇｈ

ＮＧＯｓｔｈｅｌａｓｔｙｅａｒｓ，ｍＯＳｔＯｆｉｔｔｏＮｏｒｗｅｇｌａｎＮＧＯｓ・６５ＴｈｅｍｏｓｔｉｎｌＰＯｒｔａｎｔＯｆｔｈｅｓｅｈａｖｅｆｏｒａ

●

ｌｏｎｇｐｅｒｉｏｄｂｅｅｎＮｏｒｗｅｇｉａｎＳａｖｅｔｈｅＣｈｉｌｄｒｅｎ（ＲｅｄｄＢａｍａ），ＮｏｒｗｅｇｉａｎＣｈｕｒｃｈＡｉｄ

（ＫｉｒｋｅｎｓＮ＠ｄ叫ｅｌｐ），ＮｏｒｗｅｇｉａｎＰｅｏｐｌｅ，ｓＡｉｄ（ＮｏｒｓｋＦｏｌｋｅｈｊｅｌｐ）ａｎｄＮｏｒｗｅｇｉａｎＲｅｆｕｇｅｅ

Ｃｏｕｎｃｉｌ（Ｆｌｙｋｔｎｉｎｇｅｒ邑ｄｅｔ・Ｉｎｔｈｅ１９９０’ｉｅｓｔｈｅＮｏｒｗｅｇｉａｎＵｎｉｏｎｏｆＴｅａｃｈｅｒｓ（Ｎｏｒｓｋｌａ５ｒｅｒｌａｇ）

ｈａｓａｌｓｏｂｅｅｎａｎｉｍｐｏｒｔａｎｔＮＧＯｃｈａｎｎｅｌ・Ｂｕｔａｌｓｏｍｏｓｔｏｆｔｈｅｏｔｈｅｒｃａ・１００ＮＧＯｓｗｏｒｋｉｎｇ

Ｗｉｔｈｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔａｓｓｉｓｔａｎｃｅ，ａｒｅｍＯｒｅＯｒｌｅｓｓｅｎｇａｇｅｄｉｎｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎａｂｒｏａｄｓｅｎｓｅ．６６

Ｉｗｉｌｌｉｎｔｈｅｎｅｘｔｐａｒａｇｒ中ＳｂｒｉｅｆｌｙｓｋｅｔｃｈｏｕｔｓｏｍｅｐｒｌＯｒｉｔｉｅｓａｎｄｗｏｒｋｉｎｇｍｅｔｈｏｄｓｏｆｔｈｅ

●

ｔｈｒｅｅＮＧＯ＄ｔｈａｔｈａｖｅｈａｄｔｈｅｍｏｓｔｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓｉｖｅｅｄｔｌＣａｔｉｏｎａｌａｓ＄ｉｓｔａｎｃｅｔｈｅｌａｓｔａｖｅｙｅａｒｇ．６７

＄．ヱＳｏｍｅｅｘａｍｐｌｅｓ

Ｔ匝ｗｏｒｋｏｆｔｈｅ∬ｂＴＷｅｇｉａｎＳａｖｅｔｈｅαｉ肋・ｅｎｉｓｆｂｕｎｄｅｄｏｎｔｈｅＵＮＣｏｎｖｅｎｔｉｏｎｏｎｔｈｅ

ＲｉｇｈｔｓｏｆｔｈｅＣｈｉｌｄ．Ｔｈｅｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｅｍｐｈａｓｉｚｅｓｔｈａｔｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｏｎｍｕｓｔｂｅｉｎｃｌｕｓｉｖｅｆｏｒ

ａｌｌ．ｃｈｉｌｄｒｅ叫ｉｒｒｅｓｐｅＣｔｉｖｅｏｆｅｏｏｎｏｍｙ，ｇｅｎｄｅｒ，ｄｉｓａｂｉｌｉｔｙ，ｅｔｌｍｉｃｉｔｙｏｒｒｅｌｉｇｉｏｎ．Ｉｔｆｏｃｕｓｅｓｉｎ

Ｐａｒｔｉｃｕｌａｒｏｎｐｒｑ３ｅｃｔｓｗｉｔｈｉｎｐｒかＳＣｈｏｏｌａｎｄｐｒｉｍａｒｙｅｄｕｃａｔｉｏｎａｓｗｅｌｌａｓｎｏかｆｏｒｒｈａｌ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎｐｒｑｊｅｃｔｓｔｏｒｅａｃｈｒｕｒａｌ，Ｓｔｒｅｅｔ，ａｎｄｗｏ止ｉｎｇｃｈｉｌｄｒｅｎ．ＴもｅｗｏｒｋｏｆＳａｖｅｔｈｅ．Ｃｈｉｌｄｒｅｎ

ｈａｓｉｎｒｅｃｅｎｔｙｅａｒｓｃｈ？ｎｇｅｄ丘ｏｍｂｒｏａｄ，Ｓｅｌｆ－ｉｍｐｌｅｍｅｎｔｅｄ６０ｍｍｕｎｉｔｙｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｐｒｑｊｅｃｔｓ

ｔｏｐａｒｔｎｅｒｉｍｐｌｅｍｅｎｔｅｄｐｒｑｊｅｃｔｓ．ＴもｅｐａｒｈｅｒｍａｙｂｅａｌｏｃａｌＮＧＯ，ｂｕｔｉｓｏｆｔｅｎｔｈｅ

ｇｏｖｅｒｍｅｎｔ，ｍＯＳｔｌｙａｔｄｉｓｔｒｉｃｔｌｅｖｅｌ・ⅥｌｅＯｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｈａｓｏｆｎｃｅｓｉｎｔｗｅｌｖｅｃｏｕｎｔｒｉｅｓｉｎＡｆｒｉｃａ，

Ａｓｉちｈｔｉｎ－ＡｍｅｒｉｃａａｎｄＥａｓｔｅｒｈＥｕｒｏｐｅ・

ＴｈｅＮｂｒｗｅｇｌａｎＣたｕｒｃｈＡｉｄｈａｓｆｏｒｍａｎｙｙｅａｒｓｄｅｖｅｌｏｐｅｄｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｓｗｉｔｈｃｈｕｒｃｈｅｓａｎｄ

ＮＧＯｓｉｎｃｏｕｎｔｒｉｅｓｉｎｔｈｅＳｏｕｔｈ．Ｐｒｉ０ｒｉｔｙｈａｓｂｅｅｎｇｌＶｅｎｔＯｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ｂｏｔｈｆｂｒｍａｌａｎｄ

●

ｎｏｎ－ｆｏｒｍａｌ，ｆｂｒ血ｉｌｄｒｅｎａｎｄａｄｕｌｔｓ．Ｅｄｕｃａｔｉｏｎｈａｓａｌｓｏｂｅｅｎｌｉｎｋｅｄｔｏａｒｅａｓｌｉｋｅｎｕｔｒｉｔｉｏｎ，

ｈｅａｌｔｈ，わｕｍａｎｒｉｇｈｔｓ・ａｎｄｐａｒｔｉｃｉｐａｔｉｏｎｉｎｃｉｖｉｌａｎｄｐｏｌｉｔｉｃａｌｐｒｏｃｅｓｓｅｓ．

Ｔｈｅ∧ｂｆＷｅｇｉａｎＵ＊ｉｏｎｑｆＴｂａｃｈｅｒｓｉミｅｎ甲ｇｅｄｉｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｄｅｖｅｌｑｐｍｅｎｔｔｈｒｏｕｇｈｏｕｔｔｈｅ

ＷＯｒｌもＣＯＯＰｅｒａｔｉｎｇ．ｗｉｔｈｔｅａｄｈｅｒｓ，ｕｎｌＯｎＳｌｎａｂｏｕｔ２０００ｕｎｔｒｉｅｓ・ｈａｄｄｉｔｉｏｎｔｏｏｏｕｎｔｒ㌢ＳＰｅＣｉ丘ｃ

Ｐｒｑｊｅｃｔｓ，ｉｔｈａｓｓｕｂ－ｒｅｇ１０ｎａｌｐｒｑ３ｅｃｔｓｉｎＡ餌ｃａ，ＡｓｉａａｎｄＣｅｎｔｒａｌ－Ａｍｅｒｉｃａ・Ａｌｌａｃｔｉｖｉｔｉｔｓ町ｅ

●

ｂａｓｅｄｏｎｍｕｔｕａｌｅｆｋ｝ｒｔＳＷｉｔｈｔｅａｃｈｅｒｓ，ｍｉｏｎｓｉｎｏｔｈｅｒｃｏｕｎｔｒｉｅｓ．Ｔｈｏｕｇｈｃｌｏｓｅｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ

ＷｉｔｈｔｈｅｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎＥｄｕｃａｔｉｏｎｈｔｅｍａｔｉｏｎａｌ（２３ｍｉｌｌｉｏｎｍｅ血ｂｅｒｓ），ｔｈｅＮｏｒｗｅｇｉａｎｕｎｉｏｎ

ｒｅｃｅｉｖｅ写ｄｅｔａｉｌｅｄｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎａｂｏｕｔｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｃＱｎｄｉｔｉｏｎｓａｎｄｃｈａｌｌｅｎｇｅｓ－ｉｎｄｉ飴ｒｅｎｔ

ＣＯｕｎｔｒｉｅｓ・Ｉｔｆｂｃｕｓｅｓ－ｍａｉｎｌｙｏｎｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎａｌｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｏｆｔｅａｃｈｅｒｓ，ｔｒａｄ９ｕｎｉｏｈｓｗｉｔｈ

ｇｒｅａｔ・ｅｍｐｈａｓｉｓｏｈｉｎｔｅｍａｌｄｅｍｂｃｒａｃｙ，ｇｅｎｄｅｒｅｑｕａｌｉｔｙａｎｄｔｈｅｒｏｌｅｏｆｔｅａｃｈｅｒｓ’ｕｍｉｏｎｓｉｎ

Ｃｉｖｉｃｓｏｃｉｅｔｙａｎｄｉｎｐｏｌｉｔｉｃａｌｌ脆．Ａｌｌｐｒｑｊｅｃｔｓａｒｅｒｕｎｂｙｌｏｃａｌｔｅａｃｈｅｒｓ，ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓ

ｔｈｅｍｓｅｌｖｅｓ．

＄・３ＴｈｅｒｏｌｅｏｆＮＧＯｓｉｎｅｄｕｃａｔｉｎｇｔｈｅＮｏｒｗｅｇｌａｎＰｕｂｌｉｃｏｐｌ聾１０ｎａｂｏｕｔｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

●　　　　　　　　　　　　●　■

ａｓｓｉｓｔａｍｃｅ

６４０ＥＣＤｎ）ＡＣ１９９９，Ｐ・１６ａｎｄｐ・５１－５５

６５ｓａｍｅｐｌａｃｅ，Ｐ・５５・Ｉｎ１９９８，９３％ｏｆｔｈｅＮＧＯａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓｗｅｎｔｔｏＮｏｒｗｅｇｉａｎＮＧＯｓ・
６‘

６７ｓａｍｅｐｌａｃちｐ・４２－４３

ＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒ９ｉｇｎＡ肋ｉｒｓ２０００ａ，Ｐ・４１

ー１２９－



Ａ以㍍ｄｈｇｔｏｔｈ６１９９９ｒｅｖｉｅｗ餌ｍＯＥＣＤのＡＣｏｆＮｏｒｗｅｇｉａｎｄｅｖｅｂｐｎｅｎｔｃｂｏｐｅｒａｄｏｎ，

Ｎｏ血卸ｉ＄‘‘ｏｎｅｏｆｔｈｅ’ｂｅｓｔａｎｄｎｇＤＡＣＭｅｍｂｅｒｓ，，ｈｒｅｇａｒｄｔｏｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｅｄｕｃａｄｏｎ

００呵由比Ｙ叫Ｓ叩Ｓｂｍヤ狐００ｎ血ｄｓぬ１９９２・Ⅵ旭ｍＯＳｔ托鱒ｂｏ如
恥鱒辞弧血ｄｏｐｍ孤ｔ鮎椙如ａ脇一班ⅣＯＳ・ＳｐｐｐＯ岬Ｏｍ鱒ｒ叫皿８０％ｏｆ也叩Ｏｐ血ｔｉｄｎ・

馳ｗｅｖｅｒ，ａＳｋｅｄａｂｏｕｔｔｈｅａｍｏｕｎｔＯｆａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓ，ａｌｍｏｓｔｏｎｅｔｈｉｒｄｗｏｔｌｌｄｈａｖｅｌｉｋｅｄｉｔｔｏ

ｄ血．‘８

顆ＯＥＣＤのＡＣｒｅｖｉｅｗｕｎｄｅｒｂｅｓｔｈａｔ“ｔｈｅｂｕｋｏｆｉｎｆｂｒｍａｔｉｏｎａｃｔｉｖｉｔｉ６Ｓａｒｅ血ｉｅｄｏｕｔ

叫頑ＮＧＯｓ”・血１９９７ｇ脚鱒ｍ印血ほ血血喝Ｏｆ鮎抽血脚肋間ｄ血・血ぬｎａ曲ｉｔｉｅｓ
ｗａｓ既ｐａｎｄｅｄｔｏｉｎｄｕｄｅａｌａｒｇｅｒｎｕｍｂｅｒｏｆＮＧＯｓｔｈａｎｂｅｆｏｒｅ・Ⅶｅｙｒｅｃｅｉｖｅｄ餌ｍｔｈｅ・

ＭｉｎｉｓｔｚｙｏｆＦｏｒｅｌｇｎＡぬｉｒｓａｂｏｕｔ７ｍ皿ｏｎＵＳｄｐｌｌａｒｓｏｕｔｏｆａｔｏｔａｌｂｕｄｇｅｔａｌｉｔｔｌｅｏｖｅｒ８

●

血肋ｎｄｏ伽Ｓ．伽＄弧８叩如伽ｍｉ鹿町¢Ｓｔ嶽舶ｓｂｄａ鉦弧脚（血ａ卵弧血血・

ｉｈｆｏｍａｔｉｏｎｗｉｔｈｆｉｖｅｌａｒｇｅＮＧＯｓ：ＴｂｅＮｏｒｗｅｇｌａｎＲｅｆｕｇｅｅＣｏｕｎｃｉｌ，Ｎｏｒｗｅｇｌａｎ伽ｒｃｈＡｉｄ，

●　　　　　　　　　　　　　　　　　●

ＮｏｒｗｅｇｌａｎＰｅｏｐＩＣｓＡｉｄ，ＳａｖｅｔｈｅＯ血ｄｒｅｎａｎｄｔｈｅＮｏｒｗｅｇｉａｎＲｅｄＣｍｓｓ，・血ｉ血ｊｏｉｎｔｌｙ
●

ｏｒｇａｎｉ品ｄａｐｕ品ｂｅｒｏｆふａｊｏｒｉｎｂｒｍａｔｉＱｎＰｒｑｊｅｃｔｓヰチ些ｉｏｎ聖甲Ｄａ！ｌｏｃａｔｅｄ９１９９７

ｕｓＤ３ｍ皿ｏｎｔｏｔｈｅｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎａｃｔｉｖ臆ｓｏｆｔｈｅ２８ＮＧＯｓ・Ｗｈｉｃｈｈａｖｅ仕ａｍｅｗｏｒｋ

呼餌ｍ租短雨払伽廟，舶血ｇｌ・４血鱒ＯｎＵＳＤｂ鮎蝕稚ｍ血ｏｎ¢Ｓ・‘９

＄．４取乱ｈａｔｉｏ札止仇ｅ・ｒｄｌ¢ＯｆＮＧＯＳｈｄｕ¢乳伽血細孔ｓ鮎ｈｎｅｅ

元品ｌふｅｂｅｅｎｓｅｖｅｒａｌｅｖａｌｕａｔｉｏｎｓｏｆｐｒｏｇｒａｍｓ，Ｐｒｑｊｅｃｔｓａｎｄｐｏｓｓｉｂｌｅｒｅｓｕｌｔｓｏｆｔｈｅ甲ＧＯ

ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓｉｎＮ６ｒｗｅｇｌａｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓ叫甲・Ｈｏｗｅｖｅｒ，ｔｈｅｓｅ即ａｌｕａｔｉｏｈｓ００ＶｅｒａＶａｒｉｐｔｙｏｆ

●

脚ＳＳｍ咄酎軸ｍ舶甲血血ｔ既ｔ∝血一雨甲Ｓ・ｂ加ｍｄｓｄ紬ｓｓｅ＄Ｓ血融Ｓ二間

ＮＧＯｓｐｌａｙａｓｌｇｎｉ丘ｃａｎｔｒｏｌｅｌｉｎＮｏｒｗｃｇｌａｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌ？ＳＳｉｓｔａｎｃｅ・Ｏｎｅｔｈｉｒｄｏｆｔｈｅａｎｏｃａｔｉｏｎｓ

●　　　　　　　　　　　　　　　　　●

牒溺血肌由血弧．血叫Ｓ血¢血¢也甲一紙如ｅ机ｕｎｄ８０％ｏｆ伽ｈ伽ｍａｔｉｏｎｂｕｄ画Ｏｆ

蒜扇ｉｎｉｓ毒ｏｆＦｏｒｅｉｇｎＡぬｉｒｓ．Ｎｏｄｏｕｂｔ，ｔｈｅｉｎｔｅｒｐｌａｙｂ９Ｗｅ竺ｔウｅｓｅ㌣０やＣｔＯｒＳｉｓ

ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔａｌｉｎｍａｎｙｗａｙｓ・Ⅱ００ｎｔｒｉｂｕｔｅｓｔｏ如ＳＳｒＯＯｔＳＯｒｉｅｎｔｅｄｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｃｏｏｐｅｑａｔｉｏｎｉｎ

ｔｈｅＳｏｕｔｈ．虹ｓｔｒｅｎｇｔｈ印ＳｔｈｅｅｄｕｃａｔｉｏｎｏｆｔｈｅＮｏｒｗｅｇｉａｎｐｅｏｐｌｅｑｎＮｏｒｔｈ－Ｓｏｕｔｈ血ａｌｌｅｎｇｅｓｉｎ

ｇｅｈｅｒａｌａｎｄｏｎｃｕｒｒｃｎｔｄｅｖｅｌｏｐ血ｅｎｔｉｓｓｕｅｓ，Ｏｆｔｅｎｆｏ００ＳｌｎｇＯｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅｉｎａ

●

’ｂｒｏａｄｓ竺＄¢・Ｔ血か血ｐｒｏｏｅ守Ｓ奉納Ⅳ顧ｎＮＯＯｓ血ｈ綱ｄ餅血ｐ¢ｄａｒａ肋ｓｔｍｎｇ
畑中鱒Ｏｎ伽Ｍ旭叫鱒伽甲Ａ蝕血ｓ（Ｍ叫弧ｄ加平嘩血中ＯｎｐＯ均ｉ＄凱隠心
ｏＥＣＤ／ＤＡＣｕｎ蜘ｅｓｉｎｉｔｓｒｅｖｌｅＷＯｆＮｏｒｗｅｇｉａｎａｓｓｉｓｔａｎｃｅ：“ＯＡｅｃｏｕ１４！ａｙｔｈａｔｔｈｅｒｅｉｓａ

ｍ血血卸孤ｄ鋸ｙ・ｂ腑鱒也¢伊ＶｅＨ皿¢鵬弧ｄＮＧＯｓ‥鹿野Ⅴ弧ｍ孤ｔｎｅｅ血ＮＧＯｓｔｏ

ｂ血ｇ血ｔ．ｐ血貼叩ｐＯ加ｎｄｉ叩血血肋叩血ｙｔｏｉ亨Ｓ勅ｒ呼ａ皿ち血α¢舶血Ｏｓ

ｎ餌ｄ血噛Ⅴ弧ｍ血，ｓ餌適地ｐ¢血ｍ也由如拙ｉ¢Ｓ・一一－助¢ｄ血甲ｉｓｕｎｄｏｕｂｔ叫ａ・地政

ｂ如賊ＮＧＯｓ細水ｉ鱒ｈ¢血鱒ｈｇ鱒ｉ中孤ふｄ也ｅｐ鵬ｃ申血ｄ即ｄｏｐｍ叫血ｄ也¢坤

ｒａｔｉｏｏｆＯＤＡｔｏＮｏｒｗａｙ，ｓＯⅣ・Ｔ鮎ｓｈａｓｂｅｅｎａｃｒｕＣｉａｌｆａｃｔｏｒｔｏｈｅｌｐｍａｉｎｔａｉｎｔｈｅａｉｄ曲ｒち

ａｔａｔｉｍ叩ｈ印ＯｔｈｅｒＤＡＣＭ如ｂｅｒｓｗｅｒｅ・ｓｃａｕｈｇｄｏｗｎｔｈｅｉｒａｉｄＰｒｏｇｒａｍｅＳ・”７１

・Ｈｏｗｅｖｅｒ，ａＳＯＥＣＤ／ＤＡＣｐｏｉｎｔｓｏｕｔｉｎｔｈｅｓａｎｉｅｒｅｖｉｅｗ，ｉｔｉｓ“ｄ６ｂａｔａｂｌｅｗｈｅｔｈｅｒＭＦＡａｎｄ

ＮＯＲＡＤｈａｖｅｔｈｅ叩ａＣｉｔｙｔｏｍｏｎｉｔ６ｒａｎｄ６ｖａｌｕａｔｅｓｏｍａｎｙＮＧＯｓａｎｄ・Ｐｒｑｊｅｃｔｓ・Ａｍｍｂｅｒｏｆ

ＮＧＯｓ００ｎＳｉｄｅｒｔｈａｔｉｔ・ｗｏｕｌｄｂｅｗｉｓｅｔｏｓｉｍｐｌｉ＆ｔｈｅ・苧ｙＳｔｅｍｉｈｐｌａｃｅｂｙｈａｖｉｎｇａｓｉｎｇｌｅ＄ＯｕｒＣ６

占用ｎｄｓ卵ｐ血）”．７２

６８０ＥＣＤｎ）ＡＣ．１９９９，Ｐ．３２

‘９５ａｍｅｐｌａｃちｐ・３３

７０ＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦ９ｒｅｉｇｎＡ飴ｉｒｓ２０００ａ，Ｐ・４３

７１岳ａｍｅｐｌａｃちｐ．５１

？２ｓａｍｅｐｌａ鴎ｐ・１７

－１３０－



ＮＯＲＡＤｉｍｉｔｉａｔｅｄａｒｅｖｉｅｗ（１９９４）ｏｆＮＱＯａｓｓｉｓねｎｃｅｔｏｅｄｕｃａｔｉｏｎ・馳ｅｅｃｒｉｔｉｃａｌｐ。ｈｔｓｃａｎ

ｂｅｕｎｄ∝ｌｉｎｅｄ：ＭｏｓｔＮＧＯｓｌａｃｋｅｄｓｔｒａｔｅｇｉｃｐｏｌｉｃｙｐａｐｅｒｓｆｏｒｅｄｕｃａｔｉ。ｎ・Ｔｈｅｇｅｏｇｒａｐｈｉｃａｕｙ

ＳＰｒｅａｄｉｎ岳Ｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅｗａｓｖａｓｔ，Ｏｆｔｅｎｗｉｔｈ。ｎｅｐｒｑｊｅｃｔｉｎｅａ血００ｕｎｔｒｙ，ｔｈｅｒｅｂｙ

ｕｎｄｅｒｍ１ｎｌｎｇｔｈｅｇｅｎｅｒａｌｐｒｌｎＣｉｐｌｅｏｆｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｉｏｎｉｎＮｏｒｗｅｇｌａｎａＳＳｉｓｔｑｎｃｅ・Ａｎｄｌａｓｔｌｙ，

●　　●　　　　　一ｔ ｔ　　　　　●
●

ａｌｔｈｏｕｇｈＮｏｒｗｅｇｉａｎＮＧＯｓｏｆｔｅｎｕｓｅｄ１９ＣａｌＮＧＯｓａｓｉｍｐｌｅｍｅｎｔｉｎｇａｇｅｎｃｉｅｓ，ｔｈｅｒｅｗｅｒｅ

慧謡㌫濫認諾諾芸慧Ｅｇｉｃｐｌａｎｓｆｏｒ００ｍＰｅｔｅｎＱｅｂｕｉｌｄｉｎｇａｎｄ

Ｉｎ－１９９９，ＣｅｎｔｒｅｆｂｒｈｔｅｍａｔｉｏｎａｌＥｄｕｃａｔｉｏｎａｔｔｈｅＯ由ｏＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＣ。ｌｌｅｇｅ（ｍＳ）ｅｖａｌｕａｔｅｄ

ｔｈｅ９ｄｕｃａｔｉｏｎａｌｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｓｏｆＮｏｒｗｅｇｌａ血ＣｈｕｒｃｈＡｌｄ・Ｉｔｃｏｎｃｌｕｄｅｄｔｈａｔａｌｌｔｈｅｐｒ可ｅｃｔｓ

ｉｎｖｅｓｔｉｇａｔｅｄｗｅｒｅａｐｐｒＱＰｒｉａｔｅｆｏｒｓｕｐｐｏｒｔｏｆｓｕｃｈａｎｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎａｎｄｔｈａｔｔｈｅｙｂａｓｉｃａｌｌｙｗｅｒｅ

慧認諾諾た芸㌻慧斑霊慧器蒜雲芸慧諾芸慧芸器慧慧頑

ＴｈｅＯＢＣＤ／ＤＡＣｒｅｖｉｅｗｆｒｏｒｎ１９９９ｒａｉｓｅｓｔｈｅｆｏｌｌＱＷｌｎｇｑｕ＄Ｓｔｉｏｎ：ＩｆＮｏｒｗａｙｗａｎｔｓｔｏ

ｅｍｐｈａｓｉｚｅｌｏｃａｌｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙａｎｄｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙｍｕｃｈｍｏｒ？，Ｓｈｏｕｌｄｎｏｔａｌａｒｇｅｒｐａｒｔｏｆｔｈｅ

ＯＤＡ，ｆｅｘｉｎｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ｇＯｔＯＺｏｃａｌｏｒｒｅｇｉｏｎａｌＮＧＰｓ？ｈ１９９８０ｎｌｙ６％ｏｆｔｈｅＮＧＯ

ａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓｗｅｎｔｔｏｔｈｅｓｅｐａｒｔｎｅｒｓｉｎｆｅＣｉｐｉｅｎｔｃｏｕｎｔｒｉｅ占・７５Ｔｈｅｒｅｖｉｅｗｓｔｒｅｓｓｅｓｔｈａｔｍａｎｙ

００ｕｎｉｒｉｅｓ，ｆｅｘＣｈｉｌｅ，Ｂａｎｇｌａｄｅｓｈａｎｄｈｄｉａ，ｈａｖｅｈｉｇｈｌｙｃｏｍｐｅｔｅｎｔａｎｄｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅｄＮＧ伽．

Ｔｈｅｙｃｏｕｌｄａｌｓｏｃａｒｒｙｏｕｔａｃｔｉｖｉｔｉｅｓｉｎｏｔｈｅｒｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｃｏｕｎｔｒｉｅｓａｍｄｓｕｃｈｃｏｎｔｒｉｂｕｔｅｔｏ

Ｓｏｕｔｈ－Ｓｏｕｔｈｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎａｎｄｓｔｒｅｎｇｔｈｅｎｒｅｇ１０ｎａｌｔｉｅｓ・Ｔもｅｒｅｖｉｅｗｃｏｎｃｌｕｄｅｓｉｔｓｓｅｃｔｉｏｎｏｎｔｈｅ

●

ＮＧＯｃｈａｎｎｅｌｗｉｔｈｔｈｅｆｏ１ｌｏｗｌｎｇｒｅｍｉｎｄｅｒ：”ＩｆＮｏｒｗａｙｃｏｕｌｄｔａｋｅｔｈｅｌｅａｄｅｒｓｈｉｐｉｎｔｈｉｓ

ＣｈａｌｌｅｎｇｌｎｇｔａＳｋｗｉｔｈｏｕｔｌｏｓｉｎｇｄｏｍｅｓｔｉｃＯＤＡｓｕｐｐ叫，ｉｔｃｏｕｌｄｎｏｔｏｎｌｙｂｒｉｎｇｂｅｎｅｆｉｔｓｔｏｔｈｅ

●

ｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇｗｏｒｌ¢ｂｕｔａｌｓｏｂｅｃｏｍｅａｂｅｓｔｐｒａｃｔｉｃｅｆｏｒｏｔｈｅｒＤＡＣＭｅｍｂｅｒｓｔｏｌｅａｒｎｆｒｏｈ．”７６

７３ｓａｍｅｐｌａｃちｐ・４４

７４ｓａｍｅｐｌａｃ¢
７５

７６ｓａｍｅｐｌａｃｅ

ＯＥＣＤＤＡＣ，１９９９，Ｐ．５４

－１３１－



９．Ｐｏｖｅｒｔｙ・Ｏｒｉｅｎｔａｔｉｏｎ

，．１Ｐｏ▼ｅｒｔ㌢Ｏｒｉｅｎｔａｔｉｏｍｉｎｇｅｎｅｒａｌ

Ｆｒｏｍｔｈｅｍｉｄｄｌｅｏｆｔｈｅ１９７０，ｉｅｓｐｏｖｅｒｔｙ－Ｏｒｉｅｎｔａｔｉｏｎｈａｓｂｅｅｎａｎｉｍｐｏｒｔａｎｔｐｒｉｎｃｉｐｌｅｉｎ

慧≡慧霊諾慧蒜苦言…慧慧諾蒜急浩三慧諾環票；‘慧ｅ‾
●

●　　　　　　　　　　　　　　　●

ｄｅｔｉｄｅｄｔｈａｔＮｏｒｗａｙｓｈｏｕｌｄｇｉｖｅｐｒｌＯｒｉｔｙｔｏｔｈｅｍｏｓｔｐｏｏｒａｎｄｌｅａｓｔｄｅｖｅｌｏｐｅｄｃｏｕｎｔｒｉｅｓ－Ｏｒ

●

ｔｏｔｈｅｐａｒｔｏｆｔｈｅｐｏｐｕｌａｔｉｏｎｉｎｒｅｃｉｐｉｅｎｔｃｏｕｎｔｒｉｅｓｔｈａｔｗｅｒｅｔｈｅｍｏｓｔｎｅｅｄｅｄｉｎｔｅｒｍＳＯｆ

ｎｕｔｒｉｔｉｏｎ，ｈｅａｌｔｈｓｅｒｖｉｃらｅｄｕｃａｔｉｏｎｅｔｃ・Ｂｕｔｉｎ甲ａｎｙＰｅｒｉｏｄｓｏｆＮｏｒｗｅｇｌａｎａＳＳｉｓｔａｎｃｅｔｈｉｓ

●

ｐｒｌｎＣｉｐｌｅｈａｓｂｅｅｎｍｏｒｅｒｈｅｔｏｒｉｃａｌｔｈａｎｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌ・ｈｔｈｅｅｎｄｏｆｔｈｅ１９９０，ｉｅｓｔｈｅｐｏｖｅｒｔｙ－

●

ｏｒｉｅｎｔａｔｉｏｎｈａｓｂｅｅｎｔａｋｅｎｍｏｒｅｓｅｒｉｏｕｓｌｙ，ｂｏｔｈｉｎｏｆｎｃｉａｌｓｔａｔｅｍｅｎｔｓａｎｄｉｎｐｒａｃｔｉｃｅ・Ｔｈｅ
●

“ＲｅｐｏｒｔｏｎＮｏｒｗｅｇｌａ血ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＣｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎ１９９㌢ｆｒｏｍｔｈｅＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒｅｌｇｎ

●

Ａｆｆａｉｒｓ，ＳｔａｔｅＳｔｈａｔ“ｐｏｖｅｒｔｙｒｅｄｕｃｔｉｏｎｉｓａｋｅｙｇｏａｌｉｎａｌｌＮｏｒｗｅｇｌａｎｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

●

ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ”・Ｉｔｓａｙｓｍｏｒｅｃｏｎｃｒｅｔｅｔｈａｔ“ａｓｌｇｎｉＢｃａｎｔｓｈａｒｅｏｆＮｏｒｗｅｇｌａｎｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

象Ｓ畠ｉｓｔａｔｉｅｅｃａ血・ｂｅｅｘｐｅｃｔｅｄｔｏｂｅｃｈａｎｈｅｌｅｄｔｏｔｈｅｌｅａｓｔｄｅヤｅ１６ｐｅｄｃｏｕｎｔｒｉｅｓａｎｄｏｔｈｅｒｌｏｗ－

ｉｎｃｏｍｅｃｏｕｎｔｒｉｅｓ．Ｉｔａ鮎ｃｔｓｔｈｅｃｈｏｉｃｅｏｆｐｒｉｏｒｉｔｙｐａｒｔｎｅｒｃｏｕｎｔｒｉｅｓｆｂｒｌｏｎ㌢ｔｅｒｍｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ，１Ｓｒｅｆｌｅｃｔｅｄｉｎｔｈｅｄｉａｌｏｇｕｅｏｎｔｈｅｏｒｇａｍｉｚａｔｉｏｎａｎｄｆｏｃｕｓｏｆｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｗｉｔｈ

●

笠芸慧慧霊慧霊慧誓慧慧軍ｇｕＰＰＯＶｅｄｙｉｓｓｕｅｓｉｎｒｅｓｐｅ。ｏｆｍｕｌｔｉｌａｔ∝ａｌ

●

ＡｍｏｎｇｔｈｅｌｌｐｒｌＯｒｉｔｙｃ９ｕｎｔｒｉｅｓｆｏｒＮｏｒｗｅｇｌａｎａＳＳｉｓｔａｎＣｅｉｎ２００１，９ｂｅｌｏｎｇｔｏｔｈｅｃａｔｅｇｏｒｙ・

●

“ｌｅａｓｔｄｅｖｅｌｏｐｅｄｃｏｕｎｔｒｉｅｓ（７Ａ餌ｃａｎａｎｄ２Ａｓｉａｎ）・Ｔｈｅｔｗｏｏｔｈｅｒｓ（ＳｒｉＬａｐｋａａｎｄＮｉｃａｒａｇｕａ）

ｔ。”。ｔｈｅｒｌ。Ｗｉｎｃｏｍｅｃｏｕｎｔｒｉｅｓ”．７９ｈａｄｄｉｔｉｏｎ，ａｈｉｇｈｅｒａｎｄｍｏｒｅｃｏｎｓｉｓｔｅｎｔｐｒｉｏｒｉｔｙｈａｓｂｅｅｎ

ｇｌＶｅｎｔＯｒｅａＣｈｔｈｅｐｏｏｒｐａｒｔｓｏｆｔｈｅｐｏｐｕｌａｔｉｏｎｉｎｔｈｅｓｅａｎｄｏｔｈｅｒｒｅｃｉｐｉｅｎｔｃｏｕｎｔｒｉｅｓ・Ａｌｓｏ

●

慧忠霊諾孟琵霊禁慧誌三野ｉａｌｌｙａｔｔｈｅｇａｓｓｒｏｏｔｓｌｅｖ？ｌｓ，ＮｏⅣａｙｔｒｉｅｓｔｏ
●

９．２Ｐｏｖｅｒｔ㌢０ｒｉｅｎｔａｔｉｏｎｉｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅａｎｄｓｕｐｐｏｒｔｔｏｔｈｅ２０／２０ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ

Ｔｂｅｇｅｎｅｒａｌｐｏｖ＄ｒｔｙ－ＯｒｉｅｎｔａｔｉｏｎｉｎＮｏｒｗｅｇｌａｎｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｓｉｎｍａｎｙｗａｙｓ

ｒｅｌｅｖａｎｔｆｏｒｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅ．■Ｔｈｒｏｕｇｈｔｈｅｃｈｏｉｃｅｓｏｆｒｅｇｉｏｎｓａｎｄｃｏｕｎｔｒｉｅｓ（１ｅａｓｔ

ｄｅｖｅｌｏｐｅｄｏｔ１６ｗｉｎｃｏｍｅ），ｌｅｖｅｌｓｏｆａｓｓｉｓｔａｎｃｅ（ｐｒｉｍａｒｙｓｃｈ９０ｌａｎｄｏｔｈｅｒｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｏｎ）ａｎｄ

ｔｈｒｏｕｇｈａｇＦｎｅｒａｌｃｏｎｃｅｍｆｏｒｐｑｕｉｔｙ，ｅｄｕ∽ｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎＣｅＣａｎＣＯｎｔｒｉｂｕｔｅｔｏｐｏｖｅｒｔｙ

ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ．Ｔもｅｓｅｍｉｏｒ－ａｄｖｉｓｅｒｏｎｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎＮＯＲＡＤｐｕｔｓｉｔｔｈｉｓｗａｙ：〃Ｅｑｕｉｔｙｃａｎｂｅ

ｄｅ鮎ｅｄｉｎｔｅｒｍｓｏｆｉｍｐｒｏｖｌｎｇｔｈｅｏｐｐｏｒｔｍｉｔｉｅｓｏｆｔｈｅ・ｈｉｔｈｅｒｔｏｄｉｓａｄｖａｎｔａｇｅｄｏｒｍａｒｇｉｎａｌｉｓｅｄ

ｇｒｏｕｐｓｉｎｓｏｃｉｅｔｙ・－－－ＣｏｍｐａｒａｔｉｖｅｄｉｓａｄｖａｎｔａｇｅｓｗｉｔｈｉｎＡｓｏｃｉｅｔｙｍ？ｙｂｅａｍａｔｔｅｒｏｆｇｅｎｄｅｒ，

ｏｆｃｌａｓｓｏｒｃａｓｔｅ，Ｏｆｇｅｏｇｒａｐｈｉｃａｌｌｏｃａｔｉｏｎｏｒａｈｏｓｔｏｆｏｔｈｅｒｆａｃｔｏｒｓ・ＮＯＲＡＤｉｓｉｎｔｅｒｅｓｔｅｄｉｎ

ａｌｌｔｈｅｓｅｇｒｏｕｐｓｏｆｃｈｉｌｄｒｅｎａｎｄｙｏｕｎｇｐｅＯＰｌｅ・”８１

Ｔｈ叩ＯＶｅｒｔ㌢ＰｒｌｎＣｉｐｌｅｉｓｅａｓｉｅｓｔｔｏｒｅａｌｉｚｅｔｈｒｏｕｇｈｔｈｅｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌｐｒｌＯｒｉｔｉｅｓｏｆｂｉｌａｔｅｒａｌ

●

●

ａｓｓｉｓｔａｎｃｅ．ＢｕｔａｌｓｏｉｎｔｈｅｃｈｏｏｓｌｎｇＯｆｐｒｑｊｅｃｔ＄ａｎｄｐｒｏｇｒａｍｓｉｎｔｈｅｍｕｌｔｉ－ｂｉｌａｔｅｒａｌｃｈａｎｎｅｌ

●

ａｎｄｔｈｒｏｕｇｈｇｅｎｅｒａｌｍｕｌｔｉｌａｔｅｒａｌａ１ｌｏｃａｔｉｏｎｓｔｏｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓｌｉｋｅＵＮＩＣＥＦ，Ｎｏｒｗａｙｃａｎｇｉｖｅ

ＰｒｉｏｒｉｔｙｔｏｔｈｅｐｒｌｎＣｉｐｌｅ・

●

７７ｓｅｅＥｄｋｓｅｎ，ｅｄ・１９８７ｐ・７３ぼ・

７８ＭｉｍｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒｅｌｇｎＡ肋ｉｒｓ２０００ｂ，Ｐ・１７

７９ＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒｅｉｇｎＡｆｆａｉｒｓ２０００ｃ，Ｐ・８０・ＯｎｔｈｉｓｐａｇｅＴａｂｌｅ７・１ｓｈｏｗｓｔｈｅｓｃｑｒｅｓｏｆｔｈｅｓｅｅｌｅｖｅｎｃｏｕｎｔｒｉｅｓｏｎ

ｖａｒｉａｂｌｅｓｌｉｋｅｎａｔｉｏｎａｌｉｎｃｏｍｅｐｒ・ＣａＰｉｔａ，ｇｒＯＷｔｈｉｎｎａｔｉｏｎａｌｉｎｃｏｍｅ，ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔａｓｓｉｓｔａｎｃｅｉｎｐｅｒＣｅｎｔａｇｅＯｆ

ｎａｔｉｏｎａｌｉｎｃｏｍｅ，ｌｉｆｔｅｘｐｅｃｔａｎｃｙａｎｄｉｌｌｉｔｅｒａｃｙａｎｄｔｈｅｉｒｓｃｏｒらｏｎｔｈｅＵＮＤＰＨｕｉｎａｎＤｅｖｅｌｏｐｍ９ｎｔＩｎｄｅｘ・

８０ＮＯＲＡＤ２０００，ｐ・９

８１ｖｏｌａｎ，Ｓｉｓｓｅｌ１９９９，Ｐ・２２

－１３２－



Ｔｈｅｐｏｖｅｒｔｙｐｒｉｎｃｉｐｌｅｉｎａｓｓｉｓｔａｎｃ？ｇＯｔａＳｔｒＯｎｇｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｂａＣｋｉｎｇｔｈｒｏｕｇｈｔｈｅｓｏ－Ｃａｌｌｅｄ

２Ｗ２０ｉｍｉｔｉａｔｉＶｅｆｆｏｍｔｈｅＵＮＳｏｃｉａｌＳｕｍｍｉｔｉｎＣｏｐｅｎｂａｇｅｎｉｎ１９９５．Ｉｔｗａｓｐｒｏｐｏｓｅｄｔｈａｔ

２０％ｏｆｔｈｅｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔａｓｓｉｓｔａｎｃｅａｎｄ２０％ｏｆｔｈｅｒｅｃｉｐｉｅｎｔｓ，ｂｕｄｇｅｔｓｓｈｏｕｌｄｂｅｅａｒｍａｒｋｅｄ

ｆｏｒｂａｓｉｃｓｏｃｉａｌｓｅｒｖｉｃｅｓｉｎｈｅａｌｔｈａｎｄｅｄｕｃａｔｉｏｎ・Ｎｏｒｗａｙｈａｓｆｒｏｍｔｈｅｂｅｇｉｎｎｌｎｇ＄ｑ）ＰＯｒｔｅｄ

●

ｔｈｉｓｍｏｄｅｌｉｎｓｅｖｅｒａｌｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｃｏｎｆｂｒｅｎｃｅｓａｎｄｏｒｇａｍｉｚａｔｉｏｎｓ．Ａｎｄａｓｄｅｓｃｒｉｂｅｄｉｎ

ＳｅＣｔｉｏｎｓａｂｏｖｅ，ｈｉｇｈｅｒｐｒｉｏｒｉｔｉｅｓｈａｖｅｂｅｅｎｇｉｖｅｎ．ｔｏ・ｐｒｉｍａｒｙａｎｄｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎｔｈｅ

ａｓｓｉｓｔａｎｃｅａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓ血ｏｍｔｈｅｍｉｄｄｌｅｏｆｔｈｅ１９９０，ｉｅｓ．

９．３Ｓｏｍｅｃｒｉｔｉｃａｌｒｅｍａｒｋｓ

ＴｈｅＯＥＣＤＤＡＣｒｅｖｉｅｗ（１９９９）ｏｎＮｏｒｗｅｇｉａｎｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｓｔａｔｅｓｔｈａｔｔｈｅ
●

ＮｏｒｗｅｇｌａｎＧｏｖｅｒｒＬｍｅｎｔｈａｓｃｌａｉｍｅｄ㌔ｈａｔｔｈｅｇｏａｌｏｆａｌｌｏｃａｔｉｎｇ２Ｑ％ｏｆｉｔｓａｉｄｈａｓａｌｒｅａｄｙ

ｂｅｅｎａｃｈｉｅｖｅｄ，ｔｈｅｄａｔａｉｔｈａｓｐｒｏｖｉｄｅｄｔｏＤＡＣｉｎｄｉｃａｔｅｓｏｔｈｅｒｗｉｓｅ（ｓｅｅＴａｂｌｅ３）．，，Ｔもｅｒｅｖｉｅｗ

ａｄｍｉｔｓｔｈａｔｔｈｉｓ・ｄｉｓｃｒｅｐａｎＣｙｍａｙＰａｒｔｌｙｂｅｄｕｅｔｏｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌｓｈｏｒｔｃｏｍｌｎｇＳｉｎｔｈｅｒｅｇｉｓｔｒａｔｉｏｎ

■

ａｎｄｃａｔｅｇｏｎｚｌｎｇＰｒＯＣ甲ＳｅＳ，ａｎｄｌｏｏｋｓ歓）ｒＷａｒｄｔｏａｎｅｗｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌｒｅｐｏｒｔｉｎｇｓｙｓｔｅｍｆｒｏｍｔｈｅ

●　●

鮎ｃａｌｙｅａ！（ｆ１９９９，Ｗｈｉｃｈｗｉｌｌｐｒｏｄｕｃｅｍｏｒｅｖａｌｉｄａｎｄ？ＣＣｕｒａｔｅｄａｔａｏｐａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓｔｏｂａｓｉｃ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎ・Ａｎｄｔｈｅｒｅｖｉｅｗｃｏｎｃｌｕｄｅｓｗｉｔｈｔｈｅｈｏｐｅｔｈａｔ１ｈｉｓｎｅｗｓｙｓｔｅｍｗｉ１１ｂｅｃｏｍｅａｂｅｓｔ

ｐｒａｃｔｉｃｅｆｏｒｏｔｈｅｒＤＡＣＭｅｍｂｅｒｓｔｏｌｅａｍ＆ｏｍａｎｄａｄｏｐｔｉｎｃｏｍｐｌｙｉｎｇｗｉｔｈｔｈｅ２α２０

ｂｉｔｉａｔｉｖｅ，，．８２

Ａｎｏｔｈｅｒｖｅｒｙｄｉ鮎ｒｅｎｔ，ｂｕｔａｓｉｎｔｅｒｅｓｔｉｎｇ，ＣｈａｌｌｅｎｇｅｔｏｔｈｅｂａｓｉｃｅｄｕａｔｉｏｎｐｒｌＯｒｉｔｉｅｓｏｆ

●
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Ｂｅｆｏｒｅ１９９０ｔｈｅＮｏｒｗｅｇｉａｎＰｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅｗａｓｍｏｓｔｌｙａｌｌｏｃａｔｅｄｔｏｈｉｇｈｅｒｔ伽ｃａｔｉｏｎ
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ＣｏｎｓｉｄｅｒａｂｌｅｆｕｎｄｓａｒｅＣｈａｎｎｅｌｅｄｔｈｒｏｕｇｌＴｔｈｅＣｏｍｍｉｔｔｅｅｆｏｒＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＲｅｓｅａｒｃｈａｎｄ

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ＷｈｉｃｈｉｓａｄｍｉｎｉｓｔｅｒｅｄｂｙｔｈｅＣｅｎｔｒｅｆｂｒＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＣかＯＰｅｒａｔｉｏｎｏｆ

ｔｈｅＮｏｒｗｅｇｌａｎＣｏｕｎＣｉｌｏｆＵｍｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓ・Ｔｈｉｓａｒｒａｎｇｅｍｅｎｔｉｓｂａｓｅｄｏｎｃｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎｂｅｔｗｅｅｎ

●

Ｎｏｒｗｅｇｌａｎｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓａｎｄｐａｒｔｎｅｒｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓｉｎｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇｃｏｕｎｔｒｉｅｓ・Ｏｎｌｙａｆｅｗｏｆｔｈｅｓｅ

●

ｒｅｓｅａｒｃｈｐｒｏｇｒａｍｓａｒｅｓｐｅＣｉｆｉｃａ１１ｙｒｅｌａｔｅｄｔｏｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｒｅｓｅａｒｃｈ・Ｉｎａｒｅｐｏｒｔ仕ｏｍｔｈｅ

ＮｏｒｗｅｇｉａｎＲｅｓｅａｒｃｈＣｏｕｎｃｉｌ（１９９５）ｒｅｓｅａｒｃｈ叩ｄｈｕｍａｎｒｅｓｏｕｒｃｅｃａｐａｃｉｔ㌢ｂｕｉｌｄｉｎｇｉｎｂａｓｉｃ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｒｅｐａｒｔｉｃｕｌａｒｌｙｓｉｎｇｌｅｄｏｕｔａｓａｒｅａｓｏｆｎｅｇｌｅｃｔ，ａｎａｒｅａｔｈａｔｔｈｅＣｏｕｎＣｉｌｎｏｗｉｓ

ｇｌＶｌｎｇｈｉｇｈｅｒｐｒｉｏｒｉｔｙ・

●　　●

ｂａｄｄｉｔｉｏｎａｎｕｍｂｅｒｏｆＮｏｒｗｅｇｉａｎｒｅＳｅａｒＣｈｉｎｓｔｉｔｕｔｅｓｈａｖｅａｇｒｅｅｍｅｎｔｓｗｉｔｈｃｏｕｎｔｅｒｐａｒｔｓｉｎ

ｔｈｅＳｏｕｔｈ，ｂｅｉｎｇｓｕｐｐｏｒｔｅｄｂｙｔｈｅＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒｅｌｇｎＡ助ｉｒｓ・Ｓｕｐｐｏｒｔｔｏｂｕｉｌｄｒｅｓｅａｒｃｈ

●

ｃａｐａｃｉｔｉｅｓｉｎｐａｒｔｎｅｒＣＯｕｎｔｒｉｅｓｈａｓｍａｉｎｌｙｂｅｅｎｕｎｄｅｒｔａｋｅｎｏｎａｂｉｌａｔｅｒａｌｂａｓｉｓ・Ｈｏｗｅｖｅｒ，ａ

ｎｕｍｉ）ｅｒＯｆｒｅｇｌＯｎａｌｅｆｆｂｒｔｓａｒｅａｌｓｏｂｅｉｎｇｍａｄｅ，ｂｏｔｈｔｈｒｏｕｇｈｂｉｌａｔｅｒａｌａｎｄｍｕｌｔｉｌａｔｅｒａｌ

ｄｌａｎｎｅｌｓ．

比ｇｈｅｒ¢ｄｕｃａｔｉｏｎｉｎＮｏｒｗａｙｆｏｒｓｔｕｄｅｎｔｓｆｒｏｍｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇｃｏｕｎｔｒｉｅｓｉｓａｌｓｏｏｆｆｅｒｅｄｔｈｒｏｕｇｈ
●

ＮＯＲＡＤａ１ｌｏｃａｔｉｏｎｓ．ＴｈｅｒｅｉｓａＦｅｌｌｏｗｓｈｉｐＰｒｏｇｒａｍｍｅａｎｄｓｐｅＣｉａｌｃｏｕｒｓｅｓａｔＮｏｔｗｅｇｌａｎ

ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓ，ｍａｉｎｌｙａｔＭａｓｔｅｒ，ｓｌｅｖｅｌ・Ｔｈｅｒｅｈａｖｅｂｅｅｎｓｏｍｅｅｖａｌｕａｔｉｏｎｓｔｕｄｉｅｓｂｅｉｎｇｍａｄｅｏｆ

ｓｕｃｈｅ蝕ｒｔｓ，ｄｏｃｕｍｅｎｔｉｎｇａｎｄｄｉｓｃｕｓｓｌｎｇＣｒｉｔｉｃａｌｐｏｉｎｔｓｌｉｋｅｒｅｃｒｕｉｔｍｅｎｔｏｆｐａｒｔｉｃｉｐａｎｔＳ，

●

ａｃａｄｅｍｉｃａｎｄｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌｒｅｌｅｖａｎｃｅ，ｉｎｄｉｖｉｄｕａｌａｎｄｍｏｒｅｓｙｓｔｅｍｏｒｉｅｎｔｅｄｅ鮎ｃｔｓ・以Ｎｅａｒｌｙａｌｌ

ｒｅｐｏｒｔちｈｏｗｅｖｅｒｃｏｎｃｌｕｄｅｔｈａｔｔｒａｎＳｆｔｒｏｆｓｋｉｌｌｓ，ＣＯｍＰｅｔｅｎＣｅ－ｂｕｉｌｄｉｎｇａｎｄｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇ

ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌｃａｐａｃｉｔｙｉｎｐａｒｔｎｅｒｃｏｕｎｔｒｉｅｓａｒｅｔｈｅｍａｉｎｃｏｎｃｅｍｆｂｒｔｈｅｓｅｐｒｏｇｒａｍｍｅｓａｎｄ

ｍｕｓｔｃｏｎｔｉｎｕｅｔｏｂｅｅｍｐｈａｓｉｓｅｄ・”９３

１０．２　Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ伽ｒＡｌｌ匹ＦＡ）－Ｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ｈｔｈｅ”ＷｏｒｌｄＤｅｄａｒａｔｉｏｎｏｎＥｄｕｃａｔｉｏｎｆｏｒＡｌｌ”Ｐｏｍｔｉｅｎ１９９０）Ｎｏｒｗａｙａｍｉｄｓｔｏｔｈｅｒ

ｃｏｕｎｔｒｉｅｓａｎｄｉｎｔｅｍａｔｉｏ血ａｌｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓｃｏｍｍｉｔｔｅｄｉｔｓｅｌｆｔｏｔｈｅｇｏａｌｏｆｅｎｓｕｒｌｎｇｂａｓｉｃ

●

ｅｄｕｃａｔｉｏｎｆｂｒａ１１ｃｈｉｌｄｒｅｎｂｙｔｈｅｙｅａｒ２０００・ＩｎｂｏｔｈＷｈｉｔｅＰａｐｅｒｓｏｎＮｏｒｗｅｇｌａｎｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎｔｈｅ１９９０，ｉｅｓ（ＷｈｉｔｅＰａｐｅｒｎｏ５１，１９９１－９２ａｎｄｎｏ１９，１９９５－９６），ｔｈｉｓ

ｃｏｍｉｔｍｅｎｔｗａｓｕｎｄｅｒｌｉｎｅｄ．ｈｂｕｄｇｅｔｔｅｒｍＳｉｔｍｅａｎｔｔｈａｔｔｈｅｅａｒｌｉｅｒｐｒｉｏｒｉｔｉｅｓｏｆｈｉｇｈｅｒ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄｒｅｓｅａｒｃｈｈａｄｔｏｂｅｒｅｐｌａｃｅｄｂｙｐｒｌｍａｒｙＳＣｈｏｏｌａｎｄｏｔｈｅｒｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｏｎ・Ｉｔｉｓ

ｗｏｒｔｈｍｅｎｔｉｏｎｌｎｇｔｈａｔｉｎ１９９０ｔｈｅｒｅｗｅｒｅ３３ｐｒｑｊｅｃｔｓｉｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎＣｅ，ｂｕｔｏｎｌｙｔｈｒｅｅ

ｏｆｔｈｅｓｅｗｅｒｅｐｒｌｍａｒｙ／ｓｅｃｏｎｄａｒｙｅｄｕｃａｔｉｏｎｐｒｑｊｅｃｔｓ・Ｔｈｅｎｅｗｆｏｃｕｓｏｎｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｏｎｗａｓ

●

ｎｏｔｒｅａｌｉｚｅｄｉｎｂｕｄｇｅｔａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓｕｎｔｉｉ１９９６／９７．Ｈｏｗｅｖｅｒ，ｔｈｅｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌｒｅｓｕｌｔｓｏｆｔｈｉｓｓｈｉｆｔ

ｏｆｐｒｉｏｒｉｔｙｈａｓｂｅｅｎｒａｔｈｅｒｄｉ瓜００１ｔｔｏｍｅａｓｕｒｅ，ｂｅｃａｕｓｅ“ｕｐｔｏ１９９９ＮＯＲＡＤ，ｓｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌ

≡霊謡£慧慧慧綜紆ｙｌｅｖｅｌｓｂｒｉｍａｑ，ＳｅＣＯｎｄａｒｙ，ｔｅｒｔｉａｒｙＰｔｈｅｒｅｂｒｅ
●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

●

ＴｈｅＥＦＡ－ｇＯａｌｓａｒｅｈｉｇｈｌｙｒｅｌｅｖａｎｔｆｏｒｔｈｒｅｅｏｔｈｅｒｐｒｌｎＣｉｐｌｅｓａｎｄｓｔｒａｔｅｇｉｅｓｉｎＮｏｒｗｅｇｌａｎ

ａｓｓｉｓｔａｎＣｅｔＯｅｄｕｃａｔｉｏｎ‥ⅥｌｅＰＯＶｅｒｔｙＯｒｉｅｎｔａｔｉｏｎ，ｔｈｅｇｅｎｄｅｒｅｑｕｉｔｙｐｒｌＯｒｉｔｉｅｓａｎｄｔｈｅｇｕｐｐｏｒｔ

ｏｆｔｈｅ２０／２０－ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ．Ｉｈａｖｅｔｏｕｃｈｅｄｔｈｅｓｅｔｈｒｅｅｉｔｅｍｓａｂｏｖｅ，ｂｏｔｈｐｒｅｓｅｎｔｉｎｇｓｏｍｅｆａｃｔｓ？ｎｄ

ｎｕｍｂｅｒｓａｎｄｒｅｆｂｒｒｉｎｇｔｏｓｏｍｅｃｈａ１１ｅ血ｇｅｓｐｒｅｓｅｎｔｅｄｉｎｒｅｃｅｎｔｅｖａｌｕａｔｉｏｎｒｅｐｏｒｔｓ・

ＩｎＡｐｒｉ１２０００Ｎｏｒｗａｙ，ｔＯｇｅｔｈｅｒｗｉｔｈ１８ｌｏｔｈｅｒｃｏｕｎｔｒｉｅｓａｎｄｎｕｍｅｒＯｕＳＯｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓｍｅｔｉｎ

Ｄａｋａｒ，Ｓｅｎｅｇａｌ，ｔＯａＳＳｅＳＳｔｈｅａｃｈｉｅｖｅｍｅｎｔｓｏｆｔｈｅＥＦＡ－ＰｒＯＣｅＳＳｅＳ・ＴｈｅＥＦＡ－ｇＯａｌｆｒｏｍ１９９０

ｔｏｇｌＶｅａｌ１ｃｈｉｌｄｒｅｎｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｂｎｂｙｔｈｅｙｅａｒ２０００ｈａｄｎｏｔｂｅｅｎｏｂｔａｉｎｅｄ・Ｎｅｖｅｒｔｈｅｌｅｓｓ，ｔｈｅ

●

ＦｏｒｕｍｎＯｔｅｄｔｈａｔｓｉｇｎｉＢｃａｎｔＰｒＯｇｒｅＳＳｈａｄｂｅｅｎｍａｄｅｉｎｍａｎｙＣＯｕｎｔｒｉｅｓ・Ｂｕｔｍｏｒｅｔｈａｎｌ１３

ｍｉｌｌｉｏｎｃｈｉｌｄｒｅｎｓｔｉｌｌｈａｖｅｎｏａｃｃｅｓｓｔｏｐｒｌｍａｒｙｅｄｕｃａｔｉｏｎ・８８０ｍｉｌｌｉｏｎａｄｕｌｔｓａｒｅｉｌｌｉｔｅｒａｔｅ・

●

９３ｓａｍｅｐｌａｃｅｐ・４０

９４ｓａｍｅｐｌａｃｅ，Ｐ・３１

－１３６－



ＧｅｎｄｅｒｄｉｓｃｒｉｍｉｎａｔｉｏｎｉｓｆｏⅧｄｉｎｍａｎｙｅｄ００ａｔｉｏｎｓｙｓｔｅｍｓ・Ｔｈｅｒｅｌｅｖａｎｃｅａｎｄｑｕａｌｉｔｙ。ｆ

ｌｅａｒｎｌｎｇｌＳ９ｆｔｅｎｌｏｗ・Ａｃｃｅｌｅｒａｔｅｄｐｒｏｇｒｅｓｓｉｓｔｈｅｒｅｆｏｒｅｎｅｃｅｓｓａｒｙ，ＰａｒｔｉｃｕｌａｒｌｙｉｎＳｕｂ－Ｓａｈａｒａｎ

●　　　●

Ａ扇ｅａ，ＳｏｕｔｈＡｓｉａａｎｄｌｅａｓｔｄｅｖｅｌｏｐｅｄｃｏｕｎｔｒｉｅｓｉｎｇｅｎｅｒａｌ．

Ｎｏｒｗａｙ，ａＳｔｈｅｏｔｈｅｒｐａｒｔｉｃｉｐａｎｔｓａｔＤａｋａｒ，００ｍｍｉｔｔｅｄｉｔｓｅｌｆｔ。ｓｕｐｐｏ鵬ｔｈｅａｉｍｏｆｅｘ四ｎｄｉｎｇ

ｅａｒｌｙｃｈｉｌｄｈｏｏｄｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ｉｍｐｒｏｖｅａｌｌａｓｐｅＣｔＳＯｆｔｈｅｑｕａｌｉｔｙｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄｅｎｓｕｒｅｔｈａｔａｌｌ

Ｃｈｉｌｄｒｅｎｇｅｔａｆｒｅｅａｎｄｃｏｍｐｕｌｓｏｒｙｐｒ皿ａｒｙｅｄｕｃａｔｉｏｎｏｆｇ９０ｄｑｕａｌｉｔｙ・Ｔｈｅ１８２ｃｏｕｎｔｒｉｅｓａｌｓｏ

●

ｄｅｃｌａｒｅｄｔｈａｔｔｈｅｙａｉｍｅｄａｔａｃｈｉｅｖｌｎｇａ５０％ｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔｉｎｌｅｖｅｌｓｏｆａｄｕｌｔｌｉｔｅｒａｃｙ，

●

監禁器慧㌶慧悪霊慧霊霊；野ｂｙｔｈｅｙｅａｒ２０１５・Ａｎｄａ１１ｓｔａｔｅｓ

ｌｌ・Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎａｎｄｌｅａｒｎ１ｎｇｆｒｏｍｅｖａＩｔｌａｔｉｏｎ

●

１１・１Ｔ血ｅｉｍｐｏｒｔａｎｃｅｏｆｅｖａｌｕａｔｉｏｍ

Ｒｅｓｅａｔｃｈｂａｓｅｄｅｖａｌｕａｔｉｏｎｏｆｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ００ｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎｅ血ｃａｔｉｏｎ－ｉｓａ００ｎｄｉｔｉｏｎｌｆｏｒｍ。ｖｌｎｇ

●

ａｈｅａｄｉｎｔｈｅｄｉｒｅｃｔｉＱｎＳＳｅｔｂｙｔｈｅｖａｌｕｅｓａｎｄｇｏａｌｓｃｏｎｎ９Ｃｔｅｄｔｏｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｐｒｏｇｒｅｓｓ．Ｆｏｒ

ｍｉｎｉｓｔｒｉｅｓ，ａｇｅｎＣｉｅｓａｎｄｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓｉｎｖｏＩｖｅｄｉｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｉｔｗｏｕｌｄｂｅｒａｔｈｅｒ

ｉｒｏｎｉｃｎｏｔｔｏｈａｖｅａｒｅｓｅａｒｃｈｂａｓｅｄｅｖａｌｕａｔｉｏｎｓｙｓｔｅｍｔｈａｔｃａｎｅｍｉｃｈｔｈｅｌｅ弧１ｎｇＰｒＯＣｅＳＳｅＳ
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ｆｆ９ｍＣｈａｒｉｔｙａｎｄｔｅｃｈｎｉｃａｌｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅｓｔｏｍｏｒｅｐｏｌｉｔｉｃａｌｔｈｉｎｋｉｎ＆ｆｒｏｍｐｅｒＣｅＰｔｉｏｎｓｏｆ

９９ｓａｍｅｐｌａｃｅ，Ｐ・５６・ＩｎｔｈｉｓｒｅｖｉｅｗｔｈｅｒｅｉｓａｒａｔｈｅｒｃｏｍｐｒｅｈｅｑｓｉｖｅａｓｓｅｓｓｍｅｎｔｏｆｔｈｅＮｏｒｗｅｇｌａｎＳｙＳｔｅｍＯｆａｉｄ

ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ，ＳｅｅＰ．５５－５８．

１００ＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＦｏｒｅｉｇｎＡ肋ｉｒｓ２０００ａ，Ｐ・６０

１０１ｓａｍｅｐｌａｃちｐ・５３－５８

１０２Ｆｏｒｆｕｒｔｈｅｒｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ：ｂｉｒｇｉｔ．ｂｒｏｃｋ－ｕｔｎｅ＠ｐｅｄ・ｕｉｏ・ｎＯ

ｌＯ３月血ｃα最Ｎｏ４／２０００，ｐ・４

ー１３８－



ｕｎｄｅｒｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｉｎｐｏｏｒｃｏｕｎｔｒｉｅｓｔｏｓｔｒａｔｅｇｉｅｓｆｏｒｄｅｖｅｌｏｐｎｅｎｔｉｎ００ｕｎｔｒｉｅｓａｎｄｒｅｇｌＯｎＳ

●

Ｗｉｔｈｖａｓｔｎａｔｕｒａｌａｎｄｈｕｍａｎｒｅｓｏｕｒｃｅｓ．

●　Ｔｈｅｖｏｌｕｍｅｏｆｔｈｅｏｖｅｒａｌｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅ，ｂｅｉｎｇａｒｏｕｎｄｌ％ｏｆＧＮＰｔｈｅｌａｓｔｄｅｃａｄｅｓ，ｈａｓ

ＰｌａｃｅｄＮｏｒｗａｙｏｎｔｏｐａｍＯｎｇＯＥＣＤ／ＤＡＣｍｅｍｂｅｒ＄．Ｈｏｗｅｖｅｒ，ｔｈｅａｓｓｉｓｔａｎＣｅｔＯ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎｈａｓｂｅｅｎｖｅｒｙｓｍａｌｌ，Ｃａ・５％ｏｆｔｈｅｔｏｔａｌａｓｓｉｓｔａｎＣｅｕＰｔＯａｒＯｕｎｄ１９９５・Ｄｕｒｉｎｇ

ｔｈｅｌａｓｔ丘ｖｅｙｅａｒｓｔｈｉｓｓｈａｒｅｈａｓｂｅｅｎａｌｍｏｓｔｄｏｕｂｌｅｄ・Ｈｏｗｅｖｅｒ，ＣＯｎＳｉｄｅｒｉｎｇｔｈｅｓｔｒｏｎｇ

ＰＯｌｉｔｉｃａｌａｎｄａｄｍｉｍｉｓｔｒａｔｉｖｅｒｈｅｔｏｒｉｃｉｎｏ組ｃｉａｌｄｏｃｕｍｅｎｔｓａｂｏ叫ｔｈｅｉｍｐｏｒｔａｎｃｅｐｆ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎＣｅ，ｉｔｓｈｏｕｌｄｍｏｒｅｃｏｎｖｉｎｃｌｎｇｂｅｆｏｌｌｏｗｅｄｕｐ・ｉｎｆｕｔｕｒｅｂｕｄｇｅｔ

●

ａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓ．

●　Ｔｈｅｆｏｃｕｓｏｎｐｒｌｍａｒｙａｎｄｏｔｈｅｒｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｏｎｈａｓｂｅｅｎｓｔｒｏｎｇｅｒｆｒｏｍｔｈｅｅｎｄｏｆｔｈｅ

●

１９９０，ｉｅｓ・Ｔｈｅｒｅｈａｓｂｅｅｎａｒｅｎｅｗａｌｏｆｔｈｅｐｏｖｅｒｔｙｏｒｉｅｎｔａｔｉｏｎ鈷ｏｍｔｈｅ１９７０，ｉｅｓ，ｉｎｓｐｉｒｅｄ

ｂｙｔｈｅＥｄｕｃａｔｉｏｎｆｂｒＡｌｌ（ＥＦＡ）ｐｒｏｃｅｓｓｅｓａｎｄｔｈｅ２０／２０ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ．ｈｔｅｎｔｉｏｎｓａｎｄｐｌａｎｓｆｏｒ

．ｇｅｎｄｅｒｅｑｕｉｔｙａｒｅｇｉｖｅｎｈｉｇｈｐｒｉｏｒｉｔｙ．Ｈｏｗｅｖｅｒ，ｅＶａｌｕａｔｉｏ血Ｓｔｕｄｉｅｓｓｈｏｗｔｈａｔｔｈｅ

ｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎｏｆｔｈｅｓｅｖａｌｕｅｓａｎｄｐｒｌｎＣｉｐｌｅｓａｒｅｌｉｍｉｔｅｄａｎｄｔｈａｔｔｈｅｙｓｈｏｕｌｄｂｅｇｌＶ印ａ

●●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

ｍｏｒｅｅ恥ｃｔｉｖｅｐｒｉｏｒｉｔｙｉｎｔｈｅｗｈｏｌｅａｓｓｉ＄ｔ如ｃｅｐｒｏｃｅｓｓ．

●Ｉｎｔｈｅｌａｓｔｙｅａｒｓ，ｔｈｅｓｔｒａｔｅｇｙ－ｏｆｄｏｎｏｒｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ，ｒｅＣｉｐｉｅｎｔｒｅｓｐｏｈｓｉｂｉｌｉｔｙａｎｄｓｅｃｔｏｒ－

Ｗｉｄｅａｐｐｒｏａｃｈｅｓ・ｉｎｅｄｕｃａｔｉｏｎｈａｖｅｂｅｅｎｆｏｒｗａｒｄｅｄ，ｕｎｄｅｒｌｉｎｉｎｇｌｏｎ㌢ｔｅｒｍＣＯＯｐｅｒａｔｉｏｎ

ａｎｄｃｏｍｍｉｔｍｅｎｔｔｈｒｏｕｇｈｃｏｕｎｔｒｙｐｒｄｇｒａｍＳ．Ｔｈｉｓｓｔｒａｔｅｇｙ，ｂｅｉｎｇｐｒｏｍｉｓｉｎｇｉｎｍａｎｙｗａｙｓ，

ｉｓｂｏｔｈｄｉｆｎｃｕｌｔ’ａｎｄｃｏｎｆｌｉｃｔｅｄ・Ｅ肋ｒｔｓｔｏｓｔｒｅｎｇｔｈｅｎｔｈｅｄｏｎｏｒｓ，００ｌｔｕｒａｌｃｏｍｐｅｔｅｎＣｅａｎｄ．

ｔｈｅｔｅｃｈｎｉｃａｌａｎｄａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｖｅｃ叩ａＣｉｔｉｅｓｏｆｔｈｅｒｅｃｉｐｉｅｎｔｓｓｈｏｕｌｄｂｅｄｅｖｅｌｏｐｅｄｉｎｏｒｄｅｒ

ｂｅｔｔｅｒｔｏｅｎｓｕｒｅｔｈｅｒｅｌｅｖａｎｃｅａｎｄｑｕａｌｉｔｙｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ・

●　ＴｈｅｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎｏｆｔｈｅｏｖｅｒａｌｌａｓｓｉｓｔａｎＣｅｂｅｔｗｅｅｎｔｈｅｂｉｌａｔｅｒａｌａｎｄｍｕｌｔｉ－ｂｉｌａｔｅｒａｌｃｈａｎｎｅｌ

ａｎｄｔｈｅｍｕｌｔｉｌａｔｅｒａｌｈａ）ｅｉｎｍｏｓｔｙｅａｒｓｂｅｅｎｂｅｔｗｅｅｎ４０－６０％，Ｗｉｔｈａｎｉｎｃｒｅａｓｅｏｆ

ｍｕｌｔｉｌａｔｅｒａｌａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓｉｎｔｈｅｌａｓｔｔｈｒｅｅｙｅａｒｓ．ｈｔｈｅ１９９０，ｉｅｓｂｅｔｗｅｅｎ８０ａｎｄ９０％ｏｆ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅｈａｓｂｅｅｎｂｉｌａｔｅｒａｌ，ｔｈｅｒｅｓｔｈａｓｂｅｅｎｅａｒｍａｔｋｅｄｍｕｌｔｉ－ｂｉａｕｏｃａｔｉｏｎｓ．

ＮＯＲＡＤａｎｄＭＦＡｓｈｏｕｌｄｃｏｏｐｅｒａｔｅｃｌｏｓｅｒｔｏｃｏｏｒｄｉｎａｔｅｔｈｅａｓｓｉｓｔａｎｃｅｔｈｒｏｕｇｈｄｉ飴ｒｅｎｔ

Ｃｂａｎｎｅｌｓ．

●　Ｒｏｍｔｈｅ１９７０，ｉｅｓｉｎｔｅｎｔｉｏｎｓａｎｄｐｌａｎＳｈａｖｅｕｎｄｅｒｌｉｎｅｄｔｈｅｖａｌｕｅｏｆｃｏｎｃｅｈｔｒａｔｉｎｇ

ＮｏｒｗｅｇｌａｎａＳＳｉ＄ｔａｎＣｅｔＯＴｍａｉｎｃｏｏｐｅｒａｔｉｎｇｏｒｐｒ１０ｒｉｔｙｃｏｕｎｔｒｉｅｓ．Ｈｏｗｅｖｅｒ，ｂｏｔｈ．ｉｎｔｈｅ

ＯＶｅｒａｌｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅａｎｄｉｎｅｄｕｃａｔｉｏｎｔｈｅａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓａｒｅｗｉｄｅｌｙｓｐｒｅａｄｇｅｏｇｒａｐｈｉｃａｌｌｙ，Ｐａｒｔｌｙ

ｄｕｅｔｏｔｈｅｄｉｓｐｅｒＳｅｄａｃｔｉｖｉｔｉｅｓｏｆＮｏｒｗｅｇｌａｎＮＧＯｓ．

●　ＮＧＯｓｐｌａｙ－ａｎｉｍｐｏｒｔａｎｔ．ｒｏｌｅｉｎＮｏｒｗｅｇｌａｎｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔａｓｓｉｓｔａｎｃｅ・Ｔｈｅｙａｄｍｉｎｉｓｔｅｒｃａ．

●

ＯｎｅｆｏｕｒｔｈｏｆｔｈｅｏｖｅｉａｌｌｂｉｒａｔｅｒａｌａｓｓｉｓｔａｎＣｅ，０鱒・ｔｈｉｒｄｏｆｔｈｅａｓｓｉｓｔａｎｃｅｔｏｅｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄ

ｔｈｒｅｅｆｏｕｒｔｈｓｏｆｔｈｅｓｔａｔｅｂｕｄｇｅｔｆｏｒｉｈｆｏｒｍａｔｉｏｎｑ叫ｎＯｒｔｈ－ＳＯｕｔｈｉｓｓｕｅｓａｎｄｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ‘

¢００Ｐｅｒａｔｉｏｎ・Ｈｏｗｅｖｅｒ，ＮｂｒｗｅｇｌａｎＮＧＯｓｃｏｕｌｄｃｏｎｔｒｉｂｕｔｅｔｏａｍｏｒｅｔａｆｇｅｔｅｄａｎｄ

●

ｅ鮎ｃｔｉｖｅｅｄｕｐａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅｔｈｒｏｕｇｈｇｅｏｇｒａｐｈｉｃａｌｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｉｏｎ．Ａｎｄ．ｍａｎｙｏｆｔｈｅｍ

ＳｈｏｕｌｄｔｏａｌａｒｇｅｒｅｘｔｅｎｔｍａｋｅｕｓｅｏｆＮＧＯｐａｒｔｎｅｒｓｉｎｒ＄Ｃｉｐｉｅｎｔｃｏｕｎｔｒｉｅｓａｎｄｓｔｉｍｕｌａｔｅ

ＳＯｕｔｈ－ｔＯ－ＳＯｕｔｈｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ．

●ＩｎｃｏｏｐｅｒａｔｉｎｇｅｏｕｎｔｒｉｅｓＮＯＲＡＤｏｆｎｃ甲ａｎｄＮｏｒｗｅｇｌａｎｅｍｂａｓｓｉｅｓｈａｖｅｂｅｅｎｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ

●

ｄｕｒｉｎｇｔｈｅ１９９０’ｉｅｓ．ＩｎＮｏｒｗａｙＮＯＲＡＤａｄｍｉｍｉｓｔｅｒｓｔｈｅｂｉｌａｔｅｒａｌｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎＣｅ，

ａｄｖｉｓｅｄｂｙｉｔｓＴｅｃｈｍｉｃａｌＵｎｉｔｆｂｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ，ＲｅｓｅａｒｃｈａｎｄＣｕｌｔｕｒｅ・Ｔｈｉｓａｄｖｉｓｏｒｙｕｎｉｔ

Ｓｈｏｕｌｄｂｅｂｅｔｔｅｒｓｔａｆｆｔｄ，ｅＳＰｅＣｉａｌｌｙｉｆｐｒｌｍａｒｙａｎｄｏｔｈｅｒｂａｓｉｃｅｄｕｃａｔｉｃ，ｎａＳＳｉｓｔａｎＣｅＷｉｌｌｂｅ

●

●

ｇｌＶｅｎａｈｉｇｈｅｒｐｒｌＯｒｉｔｙｉｎｔｈｅｃｏｍｌｎｇｙｅａｒＳ．Ｔｈｅｕｎｉｔａｌｓｏｓｅｅｍｓｔｏ－ｈａｖｅｔｏｏｌｉｔｔｌｅｉｎｆｌｕｅｎｃｅ

ＯｎＰＯｌｉｃ㌢ｍａｋｉｎｇａｎｄａｌｌｏｃａｔｉｏｎｓ．

●　ＴｈｅＭｉｎｉｓｔｒｙ６ｆＦｏｒｅｉｇｎＡｆｆａｉｒｓ（ＭＦＡ）ｈａｓｉｎｉｔｉａｔｅｄｌｅｓｓｔｈａｎ１０ｅｖａｌｕａｔｉｏｎｓｔｕｄｉｅｓｉｎｔｈｅ

鮎Ｉｄｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅｄｕｒｉｎｇｔｈｅ１９９０，ｉｅｓ，ＮＯＲＡＤｓｏ鱒ｅｍＯｒｅ・Ｖｅｒｙｆｅｗｏｆ

ｔｈｅｓｅｆｏｃｕｓｏｎｐｒｌｍａｒｙＯｒＯｔｈｅｒｂａｓｉｃｅｄｐｃａｔｉｏｎ，岳ｉｍｐｌｙｂｅｃａｕｓｅｔｈｅｐｎｏｒｉｔｙｏｆｔｈｅｓｅｌｅｖｅｌｓ

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

Ｃａｍｅｉｎｔｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎｔｈｅｌａｔｅ１９９０，ｉｅｓ．Ｔｈｅｒｅｉｓａｎｅｅｄｆｂｒｍｏｒｅａｃｃｕｒａｔｅａｎｄｖａｌｉｄｄａｔａ

Ｏｎｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅａｎｄ如ｒｃｏｎｔｉｎｕｌｎｇｒｅＳｅａｒＣｈｂａｓｅｄｅｖａｌｕａｔｉｏｎｓｔｕｄｉｅｓ．Ｔｈｅｓｅ

●

－１３９－



ｓｈｏｕｌｄｇｉｖｅａｈｉｇｈｅｒｐｒｉｏｒｉｔｙｔｏｅｘａｍｉｎｉｎｇｔｈｅｒｅｌｅｖａｎｃｅａｎｄｑｕａｌｉｔｙｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌ

ａｓｓｉｓｔａｎｃｅ－ｒｅｌａｔｅ４ｔｏｔｈｅｒｅｓｏｕｒｃｅｓ，ｎｅｅｄｓａｎｄｃｕｌｔｕｒａｌｉｄｅｎｔｉｔｙｏｆｔｈｅｒｅｃｉｐｉｅｎｔｓ・
√

ｕｔｅｒａ仙ｒｅ

Ｂｒｏ政－Ｕｔｎｅ（２０００）：肋０∫ｅ瓜血ｃα血〝ｆｂｒｄＪＪ７批月ｅｃｏわ〝ねα血〃げ助ｅノ炉ねα花腫乃ｄ

ＦａｌｐｅｒＰｒｅｓｓ．ＮｅｗＹｏｒｋ．
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Ｄｕｒｉｎｇｔｈｅ１９６０ｓ，ｔｈｅｓｃｏｐｅｏｆｔｈｅｓｅａｃｔｉｖｉｔｉｅｓｅｘｐａｎｄｅｄａｎｄＦｉｎｌａｎｄａｌｓｏｊｏｉｎｅｄｔｈｅｏｔｈｅｒＮｏｒｄｉｃｃｏｕｎｔ，ｉｅｓｉｎ

ＳｕｐＰＯｒｔｉｎｇａｎａｇｒｉｃｕｌｔｕｒａｌｔｒａｉｎｉｎｇａｎｄｒｅｓｅａｒｃｈｉｎｓｔｉｔｕｔｅｉｎＴａｎｚａｎｉａ・Ｉｎａｄｄｉｔｉｏｎ，ａＳｍａｌｌｎｕｍｂｅｒｏｆＦｉｍｉｓｈ

ｅｘｐｅｒｔｓｗｅｒｅｓｅｎｔｕｎｄｅｒｂｉｌａｔｅｒａｌａｒｒａｎｇｅｍｅｎｔｓｔｏｗｏｒｋｉｎｂｏｔｈｖｏｃａｔｉｏｎａｌａｎｄｈｉｇｈｅｒｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓｉｎ

ＳｅＶｅｒａｌＡｆｒｉｃａｎｃｏｕｎｔｒｉｅｓ．

Ａｎｅａｒｌｉｅｒａｎａｌｙｓｉｓｏｆｄｏｃｕｍｅｎｔａｒｙｍａｔｅｒｉａｌｗｈｉｃｈｈａｓｂｅｅｎｐｒｏｄｕｃｅｄｉｎｔｈｅｄｅｃｉｓｉｏかｍａｋｉｎｇｐｒｏｃｅｓｓａｎｄ

ｐｌａｍｉｎｇｏｆＦｉｎｌａｎｄ’ｓｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎｔｈｅｅｄｕｃａｔｉｏｎｓｅｃｔｏｒ（Ｔａｋａｌａ１９９８）ｓｈｏｗｅｄｔｈａｔｖｏｃａｔｉｏｎａｌ

ｅｄｕｃａｔｉｏｎｐｒｑＪｅＣｔＳＳｕＰｐＯｒｔｅｄｂｙＦｉｎｌａｎｄｈａｖｅｂｅｅｎＪｕＳｔｉｆｉｅｄｂｙｔｈｅｎｅｅｄｔｏｃｒｅａｔｅｔｒａｉｎｅｄＴ・ｍａｎｐｏｗｅｒ‖ｔｏｐａｒｔｉｃｕｌａｒ

ＳｅＣｔＯｒＳＯｆｔｈｅｅｃｏｎｏｍ”ｌｎＯｒｄｅｒｔｏｃｏｎｔｒｉｂｕｔｅｔｏｇｒｏｗｔｈｏｆｔｈｅｅｃｏｎｏｍｙａｎｄｔｏ一・ｎａｔｉｏｎａｌｓｅｌｆ－ｒｅｌｉａｎｃｅ一・ｏｆｔｈｅ

ｐａｒｔｎｅｒｃｏｕｎｔｒｉｅｓ・ＴｈｅｃｈｏｉｃｅｏｆｖｏｃａｔｉｏｎａｌｆｉｅｌｄｓｔｏｂｅｓｕｐｐｏｒｔｅｄｈａｓｂｅｅｎｉｎｎｕｅｎｃｅｄｂｙｐｅｒＣｅｉｖｅｄｓｈｏｒｔｃｏｍｌｎｇＳ

ＯｆｓｋｉｌｌｓｉｎｔｈｅｐａｒｔｎｅｒｃｏｕｎｔｒｙａｎｄｂｙｔｈｅａｖａｉｌａｂｉｌｉｔｙｏｆｒｅｌｅｖａｎｔｅｘｐｅｒｔｉｓｅｉｎＦｉｎｌａｎｄ，ｄｅｔｅｒｍｉｎｅｄｏｎｔｈｅｂａｓｉｓｏｆ

ｒｅｑｕｅｓｔｓｆｒｏｍｔｈｅｐａｒｔｎｅｒＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔｓａｎｄａｄｈｏｃａｓｓｅｓｓｍｅｎｔｓ．

ＴｈｅｃｏｎｔｅｎｔａｎｄｍｏｄｅｓｏｆＦｉｎｌａｎｄｆｓｓｕｐｐｏｒｔｔｏｖｏｃａｔｉｏｎａｌｅｄｕｃａｔｉｏｎｈａｖｅａｌｓｏｂｅｅｎｉｎｆｌｕｅｎｃｅｄｂｙｔｈｅ

ＣｈａｒａｃｔｅｒｉｓｔｉｃｓｏｆｔｈｅＦｉｍｉｓｈｔｒａｄｉｔｉｏｎｏｆｄｏｍｅｓｔｉｃｖｏｃａｔｉｏｎａｌｅｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄｔｒａｉｎｉｎｇ（ＶＥＴ）－ｐＯｌｉｃｙ．Ｔｈｅｓｅｉｎｃｌｕｄｅ

ａｈｅａｖｙｅｍｐｈａｓｉｓｏｎｔｈｅｓｃｈｏｏｌ－ｂａｓｅｄａｎｄＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔ－ｆｕｎｄｅｄｍｏｄｅｏｆＶＥＴ，ＷｈｉｃｈｈａｓｓｈａｐｅｄｔｈｅＦｉｎｎｉｓｈ

－１４５－



ｐｅｒｃｅｐｔｉｏｎｏｆｏｐｔｉｏｎｓａｎｄｐｒｉ。ｒｉｔｉｅｓａｎｄｈａｓｍａｄｅａｖａｉｌａｂｌｅＦｉｍｉｓｈｔｅｃｈｎｉｃａｌｅｘｐｅｒｔｉｓｅｉｎｔｈｉｓｍ。ｄｅ（ｐｌａｎｎｉｎｇ。ｆ

ｖＥＴ，Ｃｕｒｒｉｃｕｌｕｍｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，ｔｅａＣｈｅｒｓｏｆｖ。ｃａｔｉｏｎａｌｓｕｂｊｅｃｔ⇒・Ｔｈｉｓｐｏｓｉｔｉ。ｎｗａｓｗｅｌｌｉｎｌｉｎｅｗｉｔｈｔｈｅ

ｍａｉｎｓｔｒｅａｍｖｉｅｗｉｎｄｅｖｅｌ。ｐｍｅｎｔｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎｔｈｅ１９６０ｓａｎｄ７０ｓ，Ｗｈｅｒｅａｓｆｒｏｍｔｈｅ１９８０ｓｏｎｗａｒｄｓｉｔｈａｓ

ｂｅｃ。ｍｅｉｎｃｒｅａｓｌｎｇｌｙ。ｌｄ－ｆａｓｈｉｏｎｅｄｉｎｒｅｌａｔｉｏｎｔｏｔｈｅｃｈａｎｇｌｎｇＶｉｅｗｓａｂ。ｕｔＶＥＴ・ＰｒＯｖｉｓｉｏｎｃｈａｍｐ１０ｎｅｄｂｙｔｈｅ

ｗ。ｒｌｄＢａｎｋ．Ｃｌｅａｒｌｙ，Ｆｉｎｎｉｓｈｄｅｖｅｌ。ｐｍｅｎｔｃｏｏｐｅｒａｔｉ。ｎｈａｓｄｉｆｆｉｃｕｌｔｉｅｓｔ。ｔｈｉｎｋｉｎａｌｔｅｒｎａｔｉｖｅｔｅｒｍｓ¢ｕｐｐｏｒｔｔｏ

ｐｒｉｖａｔｅｐｒｏｖｉｓｉｏｎｏｆはａｉｎｉｎｇａｎｄｔ。ｎｏｎ－ｆｏｒｍａｌｍ。ｄｅｓｏｆｔｒａｉｎｉｎｇ）（Ｔａｋａｌａ２００１）・

Ｂｅｔｗｅｅｎ１９９０ａｎｄ１９９９，ＦＩＮＮＩＤＡｈａｓｓｕｐｐｏｒｔｅｄｔｗｏａｇｒｌＣｕｌｔｕｒａｌｔｒａｌｎｌｎｇｉｎｓｔｉｔｕｔｅｓｉｎＭｏｚａｍｂｉｑｕｅｔｈｒｏｕｇｈ

ｔｈｅｓ。－ＣａｌｌｅｄＳＡＴＩＭ－Ｐｒｑｊｅｃｔ（ｔｈｉｓｗａｓｐｒｅｃｅｄｅｄｂｙ。ｍｉｌａｒｓｕｐｐｏｒｔｉｍｐｌｅｍｅｎｔｅｄａｓａｊ。ｉｎｔｐｒｏｊｅｃｔ。ｆｔｈｅＮｏｒｄｉｃ

ｃ。ｕｎｔｒｉｅｓ）・Ｇｒａｄｕａｔｅｓｆｒｏｍｔｈｅｓｅｉｎｓｔｉｔｕｔｅｓａｒｅｅｘｐｅｃｔｅｄｔｏ－ＷＯｒｋｉｎａｇｒｉｃｕｌｔｕｒａｌａｎｄｒ∬ａｌｅｘｔｅｎｓｉｏｎ，ｉｎｓｍａｌｌａｎｄ

ｍｅｄｉｕｍ－ＳｉｚｅａｇｒｉｃｕｌｔｕｒａｌｅｎｔｅｒｐｒｌＳｅＳａｎｄａｓｔｅａｃｈｅｒｓ。ｆａｇｒｉｃｕｌｔｕｒｅｉｎ。ｔｈｅｒｉｎｓｔｉｔｕｔｅｓ・Ｔｈｅｓｕｐｐｏｒｔｈａｓ。ｏｎｓｉｓｔｅｄｏｆ

ｔｅｃｈｎｉｃａｌａｓｓｉｓｔａｎＦｅｆｏｒｃｕｒｒｉｃｕｌｕｍｄｅｖｅｌ。ｐｍｅｎｔ，ｔｅａＣｈｉｎｇａｎｄｓｔａｆｆｄｅｖｅｌ。ｐｍｅｎｔ（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇｅｘｐａｔｒｉａｔｅｔｅａｃｈｅｒ⇒，

ｂｕｉｌｄｉｎｇａｎｄｅｑｕｌｐｐｌｎｇＯｆｃｌａｓｓｒｏｏｍｓ，ｔｅａＣｈｅｒｓ－ｈｏｕｓｅｓａｎｄｗ。ｒｋｓｈｏｐｓ，ａｎｄｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｏｆｔｈｅｓｃｈｏｏｌｆａｒｍ・Ａ

ｖｅｒｙｓｉｍｉｌａｒｐｒＱｊｅｃｔａｔａｎｏｔｈｅｒａｇｒｌＣｕｌｔｕｒａｌｉｎｓｔｉｔｕｔｅｉｎＭｏｚａｍｂｉｑｕｅｗａｓｃ。ｍｍｅｎｃｅｄｉｎ１９９７ａｎｄｉｓｔｏｃ。ｎｔｉｎｕｅａｔ

ｌｅａｓｔｕｎｔｉ１２００５・Ｄｕｒｉｎｇｔｈｅ１９９０ｓ，ｍＯｒｅＳｈｏｒｔ－１ｉｖｅｄｓｕｐｐｏｒｔｔ。ｖｏｃａｔｉｏｎａｌｉｎｓｔｉｔｕｔｅｓｗａｓａｌｓ。ｇｌＶｅｎｉｎＺａｍｂｉａａｎｄ

Ｅｔｈｉｏｐｌａ・

Ｉｎ１９９８－９，ＤＩＤＣｃ。ｍｍｉｓｓｉｏｎｅｄａｎａｎａｌ”ｉｓｏｆｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｔｒｅｎｄｓｉｎｄ。ｎｏｒｓｕｐｐｏｒｔｔｏｖ∝ａｔｉｏｎａｌｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ａｎｄｏｆＦｉｎｌａｎｄ，ｓｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅｉｎｔｈｉｓｆｉｅｌｄ・Ｔｈｉｓｅｘｅｒｃｉｓｅｐｒｏｄｕｃｅｄｒｅｃ。ｍｍｅｎｄａｔｉｏｎｓｔｈａｔｃｏｕｌｄｈａｖｅｂｅｅｎ

ｄｅｖｅｌｏｐｅｄｉｎｔ。ａｓｕｂ－ＳｅＣｔＯｒａｌｓｔｒａｔｅｇｙ，ｂｕｔｎｏｓｕｃｈｗｏｒｋｗａｓｕｎｄｅｒｔａｋｅｎ，ｎＯｒｉｓｔｈｅｒｅｅｖｉｄｅｎｃｅｏｆｔｈねａｎａｌｙｓｉｓ

ｈａｖｉｎｇｉｎｆｌｕｅｎｃｅｄａｎｙｓｕｂｓｅｑｕｅｎｔｐｏｌｉｃｙｄｅｃｉｓｉｏｎｓ・

６．３．Ｈｉｇｈｅｒｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ｏｖｅｒａｌｌ，ｔｈｅｒｅｈａｓｂｅｅｎｒａｔｈｅｒｌｉｍｉｔｅｄｃ。ｏｐｅｒａｔｉｏｎｂｅｔｗｅｅｎｕｎｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓｉｎＦｉｎｌａｎｄａｎｄｔｈ。ｓｅｏｆｄｅｖｅｌｏｐｌｎｇ

ｃ。ｕｎｔｒｉｅｓ．Ａｍ。ｎｇｔｈｅｒｅａｓｏｎｓｆ。ｒｔｈｉｓａｒｅｔｈａｔＦｉｎｌａｎｄｎｅｖｅｒｗａｓａｃ。ｌｏｎｉａｌｐｏｗｅｒａｎｄｈｅｎｃｅｒｅｌａｔｉ。ｎｓｈｉｐｓｗｉｔｈｔｈｅ

ｄｅｖｅｌ。ｐｌｎｇＣＯｕｎｔｒｉｅｓ／ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓｗｅｒｅ。ｎｌｙｂｕｉｌｔｕｐｄｕｒｉｎｇｔｈｅｐ。ｓｔ－ＣＯｌｏｎｉａｌｐｅｒｉ。ｄ・ＴｈｅｆａｃｔｔｈａｔｔｈｅｐｒｌｎＣｌｐａｌ

ｍｅｄｉｕｍｏｆｈｉｇｈｅｒｅｄｕｃａｔｉ。ｎｓｔｕｄｉｅｓｉｎＦｉｎｌａｎｄｉｓｔｈｅＦｉｎｎｉｓｈｌａｎｇｕａｇｅｈａｓａｌｓ。ｃｏｎｓｔｉｔｕｔｅｄａｎ。ｂｓｔａｃｌｅｔｏ

ｅｓｔａｂｌｉｓｈｉｎｇｌｉｎｋｓｗｉｔｈｃ。ｕｎｔｒｉｅｓｔｈａｔａｌｒｅａｄｙｓｈａｒｅｔｈｅｌａｎｇｕａｇｅｏｆｈｉｇｈｅｒｅｄｕｃａｔｉ。ｎｗｉｔｈｔｈｅｅｘ－ＣＯｌｏｎｉａｌｐｏｗｅｒ・

ｏｎａｖｅｒｙｓｍａｌｌｓｃａｌｅ，Ｆｉｎｌａｎｄｈａｓｉｎｔｈｅ１９６０ｓ－１９８０ｓｓｕｐｐ。ｒｔｅｄｓｅｌｅｃｔｅｄｆａｃｕｌｔｉｅｓ（ｅ・ｇ・ａｒＣｈｉｔｅｃｔｕｒｅ，ｄｅｎｔｉｓｔｒｙ，

ｇｅｏｌｏｇｙ）ｉｎｓｏｍｅＡｆｒｉｃａｎｕｎｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓｔｈｒｏｕｇｈｐｒｏｖｉｓｉｏｎｏｆｅｘｐｅｒｔｓａｎｄｅｑｕ坤ｅｎｔ・

ＡｐａｒｔｉｃｕｌａｒｔｙｐｅｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎｓｅｃｔｏｒａｓｓｉｓねｎｃｅｈａｓｂｅｅｎｔｈｅｐｒｏｖＩＳ１０ｎ。ｆｔａｉｌｏｒ－ｍａｄｅｈｉｇｈｅｒｅｄｕｃａｔｉ。ｎ

ｐｒｏｇｒａｐｓ（Ｂａｃｈｅｌ。ｒ，ｓ，Ｍａｓｔｅｒ，ｓａｎｄｐｏｓｔ－ｇｒａｄｕａｔｅ）ｉｎＦｉｎｌａｎｄｗｉｔｈａｎａｔｉ。ｎａｌｏｒｒｅｇｉｏｎａｌｒｅｃｒｕｉｔｍｅｎｔｂａｓｅ（ｍａｉｎｌｙ
ｃｏｕｎｔｒｌｅＳＯｆＥａｓｔｅｒｎａｎｄＳｏｕｔｈｅｒｎＡｆｒｉｃａ）・Ｔｈｅｉｎｉｔｉａｔｉｖｅｓｆｏｒｔｈｅｓｅｐｒｏｇｒａｍｓｈａｖｅｃｏｍｅｅｉｔｈｅｒｆｒｏｍｔｈｅ

ｂｅｎｅＢｃｉａｒｙｃｏｕｎｔｒｉｅｓ。ｒｆｒｏｍａＦｉｎｎｉｓｈｉｎｓｔｉｔｕｔｉ。ｎｏｆｈｉｇｈｅｒｅｄｕ∽ｔｉｏｎ・Ｔｈｉｓｋｉｎｄｏｆｐｒ。ｇｒａｍｓｈａｖｅｂｅｅｎｒｅｇａｒｄｅｄ

ａｓｓｕｐｐｌｅｍｅｎねｒｙｔｏｔｈｅｒｅｓｔ。ｆＦｉｎｌａｎｄ，ｓｄｅｖｅｌ。ｐｍｅｎｔｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎｉｎｔｈｅｓｅｎｓｅｔｈａｔｔｈｅｙｈａｖｅｂｅｅｎ。ｒｇａｎｉｚｅｄ
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１２．オランダにおける対発展途上国教育政策の現状１

グリーク・リークレ

（広島大学留学生センター）

はじめに

本論文ではオランダの対発展途上国教育政

策の現状を明らかにすることを目指し、主と

して教育に関する開発協力、特にオランダの

国際教育に関するプログラム改革、基礎教育

の方針およびセクターアプローチの促進とい

う三つの問題を論じる。本論に入る前に戦後

オランダの開発協力の東関を説明することと

する。

オランダは１９９９年に開発援助の５０周年

を祝った。１９４９年に当時のトルーマン大統

領は就任演説の第４項目で「発展途上地域の

発展および向上のために我々の科学技術的な

振興および産業的な発展の成果を利用できる

ような積極的なプログラム」を発表した。そ

れに対して数年前に設立された国連は

ＥｘｐａｎｄｅｄＰｒｏｇｒａｍｏｆＴｂｃｈｎｉｃａｌＡｓｓｉｓｔａｎＣｅ

（ＥＰＴＡ）（技術援助増大プログラム）を設置し、

オランダは１９４９年に１５０万ギルダーを提供

することとした。

第２次世界大戦の直後はオランダにおける

開発援助への関心が低く、戦争の被害をうけ

た国を再建することが中心であり、その後は

インドネシアの独立運動の動きに注目が集め

られた。それにも関わらず、アメリカの国際

援助の発想に影響を受け、オランダも開発援

助活動を始めることになった。

その初期の動機としては第一に経済的な利

益であった。開発援助はオランダの産業界お

よび学問を途上国に広め、国の輸出を促進す

ると考えられた。その上、ＥＰＴＡの参加を通

じて植民地時代後のオランダから帰国した熱

帯専門家のための雇用機会の拡大が見込まれ

た。

冷戦時代の動機を中心とするアメリカと

違って、オランダの開発援助政策は最初から

多国間のほうに進められた。植民地時代の遺

産により、受取国の中に二国間の援助に対し

て反発が出てくると思われた。

６０年には開発思想の変化とともに、オラ

ンダの開発援助の本質と規模に変容が起き

た。他の西洋諸国と同様に開発援助のための

予算が急激に増加し、１９６１年の２億ギル

ダーから１９７１年には約１０億ギルダー（ＧＮＰ

の１％近く）に増加した。６０年代にも民衆か

らの圧力がより大きな役割を果たしてきたの

である。自国の再建を果たしたオランダ国民

の第三世界に対する関心はより高くなってき

た。大きな因子は反ベトナム戦争の運動だっ
ヽ

た。この変化の背景はオランダ社会の両極性

を生むことで、政党からは外国に対する方針

を明確な立場が要求されてきた。また、テレ

ビの導入も大きな影響力を及ぼし、アフリ

カ、アジア、南米の諸国はより身近く感じら

れてきた。

６０年代にも二国間援助は大幅に拡大され

てきた。この拡大の原因としては増加した開

発援助予算を自分の活動のために利用したい

と考えている中型企業および教会からの要求

が大きな圧力となってきた。企業は主に輸出

の機会を広げるためであり、教会は６０年代

に宣教的な活動より、貧困減少に力草江いで

きた。しかし、当初、外務省は教会の活動を

支援する補助金提供に同意せず、政界が教会

の活動に支援をしてきて、外務省が補助金を
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提供し始めたのはその後である。さらに

１９６５年以降にインドネシアとの関係の変化

も二国間援助に影響を及ぼし、Ｉｎｔｅｒ

ＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｌＧｒｏｕｐｏｎＩｎｄｏｎｅｓｉａ（ＩＧＧＩ）が

１９６７年に設立されオランダは数十年間に

わたってインドネシアに大規模の援助を行っ

た。

７０年代に入ると従来の開発思想に対して

大きな失望感が広がってきて、冷戦を背景

に、発展途上国と先進国の間に両極性を生む

ことになった。その当時、８０－９０年代のオ

ランダ開発援助政策に大きな影響を与えた

Ｊ．プロンク氏（社会党）が１９７３年に開発協

力大臣（１９７３－１９７７）－－となった。プロンク

氏は１９６９年に経済学のノーベル賞を受賞し

たＪ．ティンベルゲン教授の弟子であり、開発

経済専門家の資格をもつ初の開発協力大臣

だった。彼の政策はＳｅｌトＲｅｌｉａｎｃｅ（自己依

存）というコンセプトが中心となり、国連や

ＵＮＣＴＡＤ（連貿易開発会議）などの会議で、

北欧の国々と一緒に新しい国際経済秩序を促

進した。その自己依存は発展途上国の規模だ

けでなく、それらの国々におけるもっとも恵

まれてないグループの政治的および社会的な

権利も含む。その上、援助基金の大部分は受

取国に利用されるべきだという考えをもって

いたｄプロンク氏は妥協することなく、彼の

方針に対してより保守的なＥＧ国々および国

内の政治家と衝突してきた。それにも閑‾ゎら

ず、プロンク大臣の時代に国際協力の予算は

３倍に増加し、ＧＮＰの１．５％となった。

プロンク氏は受取国が実際に自国の状況を

改善できることに主眼を置きつつ、援助が社

会全体に利益となる（人権の保障を含む）社

会・政治的な構造の存在の有無を指摘した。

結果としてプロンク大臣はますます受取国の

国内の政治・社会状況に干渉してきた。人権

などの状況のもとでプロンク時代にインドネ

シアとチリなどのような国への援助は減少さ

れ、タンザニアとキューバのような国の援助

は拡大された。２

１９７８年以降は、原油の値段の急激な高騰

により、先進国も発展途上国にも真剣な国際

経済の危機となり、ドナー国の間で合理化へ

の動きが活発となってきた。結果としてはプ

ロンク大臣の総辞職の後ｉ他の国と同様にオ

ランダの開発援助の条件は強化されてきた。

プロンク氏の後任は主として同じような政策

を続けたが、この時から貧困撲滅および経済

的な発展がオランダ開発協力の柱となってき

た。また、「北」と「南」の相違より相互依

存が強調されてきて、企業界はより大きな役

割を果たすべきであるという考え方が主流に

なってきた。

「集中国」（二国間対象国）の数は減少され、

もっとも貧困状況にある国に集中することに

なって、開発援助はよりオランダめ商業に利

益となるような方向に移動してきた。合理化

に関わらず、この期間にも依然として開発協

力の予算はＧＮＰの１．５％水準のままであり、一

オランダは相変わらず世界的に主情なドナー

国の一つであった。

東アジアのＮＩＥＲの急激な経済発展および

ベルリン壁の崩壊により８０年代以降、伝統

的な開発援助思想は大幅に変容した。中央・

外縁理論および依存理論のような従来の開発

理論は意味を失い、発展途上国の多くに実行

された計画経済という発展モデルは失敗モデ

ルと結論づけられた。冷戦の終了により、ア

メリカなどのドナーによる国際援助の主な動

機がなくなった。

この動きに関わらず、オランダにおいて

は、開発援助に対する支持率が高いままで

あった。しかし、世論のなかで発展途上国の

状況の改善に対する楽天主義に代わって無力

感が生まれてきた。この背景の中でプロンク

氏は１９８９年に再び開発協力大臣として任命

（１９８９－１９９８年）された。１９９０年彼の指

示で「Ａ Ｗｏｒｌｄ ｏｆ Ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅ．Ｎｅｗ

ＦｒａｍｅｗｏｆｋｓｆｂｒＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＣｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ」

という政策案が国会に提出された。上記の世

界情勢の変化に対応して、従来のオランダ開

－１５５－
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発協力政策は根本的に改革を目指す政策案で

ある。ＡⅥわｒｌｄｏｆＤｉ鮎ｒｅｎｃｅでは次のよう

な点が強調されていた

＊開発は自由、民主主義、および人権の尊

重と伴うものである。

＊環境破壊せずに継続的な開発はメインと

なるム

＊オランダの開発援助の焦点は継続的に下

からの貧困撲滅すなわち自発的な開発活

動となるべきである。

この政策のいくつかはプロンク氏が７０年

代に既に強調したことであるが、環境への配

慮および、受取側の文化などを原点とするこ

とが初めて明確にされた。しかし、経済的状

況および開発協力の予算の利用範囲拡大

（ＰＫＯへの参加、難民の受入費など）により、

狭い意味の開発援助のための予算が実際に

減ってきた？その上、プロンク開発協力大臣

の在任期間に開発援助は人種間題として利用

され、インドネシアとの関係はさらに悪化

、し、インドネシアはオランダがＩＧＧＩの会長

を辞めることを要求し、二国間援助を受ける

ことを拒否した。また、政策案で予想された

国際的な動きは意外な方向に進み、新しい国

際秩序の実現は大きな混乱および不安定性を

伴ったものとなづた。

それに対応して、１９９３年にＡｗｏｒｌｄｏｆ

ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅ．Ｓｃｏｕ．ｔｉｎｇ ｔｈｅ ｂｏｒｄｅｒｓ ｏｆ

ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎという弾策案が国

会に提出された。この案では平和を守ること

とその実現がより強調された。そのために紛

争時の緊急援助、それから国の再建により重

点が置かれた。また、開発援助は徐々に紛争

状態などにある国の援助となってきたため

に、プロンク開発大臣は一般的な外交との結

合を促進レてきた。結果としては１９９６年か

ら外務省の構成が大幅に再構成され、従来に

分けられた地坪部局は一つの地域部局にし

た。その改革に伴って、純粋な開発援助の予

算はＧＮＰの１．１％から０．８兎に減ってきた。

この減少に関わらず、オランダはまだ主要

ー１５６－

なドナー国の一つであり、現在の大臣のもと

で、二国間の援助対象国の数がより減少さ

れ、受取国から積極的な態度を期待すること

になった。現在のところは受取国の社会経済

的な政策、良い統治、貧困の程度と実際の援

助ニーズが優先課題とされている。これに対

して世論からも政界からも反発がほとんどな

く、開発援助の効率に対する悲観が大きな要

因であった３

現在のところ、オランダの開発協力予算は

ＧＮＰの０．８％に設定され、２００１年に継続的

な貧困撲滅のためにＤＦＬ８兆２０億（およそ

４９０兆円）が利用できると予想される。オラ

ンダは主に限定された国との二国間協力、多

国間国際機関と社会団体と民間セクターとい

う三つの手段を通じて貧困と戦うのである。４

対発展途上国教育政策

先述のように、オランダは１９９９年に中心

国の数を大幅に減らして、現在、二国間援助

の対象の国は１２４ケ国から２１（１７＋４）ケ国

に限定された。この４ケ国は実際、選考の条

件を満たさないが、その援助関係短期間では

終了する予定となっている。その国とは南ア

フリカ、パレスチナ政府、エジプトおよびイ

ンドネシアである。これらの国々は自分で

どのセクターで（最大４つ）オランダの援助

が欲しいのかを定めることができ、選ばれた

セクターに関わらず、オランダから援助をう

けるために受取国からの要請が必要とされ

た。受取側に政治的な意思がなければ、教育

に基金援助することは無意味であるというこ

とが現在におけるオランダ政策の原点だから

である。５

現在、教育というセクターを選んだ国はバ

ングラデシュ、ボリビア、ブルキナファソ、

インド、イエメシ、マケドニア、マリ、モザ

ンビーク、タンザニア、ウガンダ、ザンビア、

パレスチナ、南アフリカとインドネシアであ

る。（表１）
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受取国はその教育開発政策の方針を自分で

行うべきであるため」オランダの教育開発に

対する政策を定めることは難しいと言える。

しかし．、提出された政策評価にオランダ外務

省は色々な条件をつける。１９９０年後半から

オランダ政府は中心国に対してセクターアプ

ローチを積極的に利用し、促進してきてい

る。オランダは長期間にわたる受取り側から

要請に基づいて協力をその国の政策の枠に組

み入れることを目指している。その上、オラ

ンダはセクターへの援助のために他のドナー

とのコーディネーションを狙っている。その

結果として近年・協力の重点がプロジェクト

からプログラムに移った。二国間協力の枠組

みにおける継続的な貧困撲滅は継続的な経済

的発展、継続的な社会的開発、環境保全およ

び良い統治と平和支持という四つの構成要素

で実施される。教育セクターの援助は主とし

て社会開発と関わっており、その分野では子

どもの基礎教育参加、リテラシーの向上等が

ある。セクターアプローチに必要なことは国

際的に合意された優先項目として良い統治の

促進、貧困撲滅、女性と開発および環境であ

る。

表１：２００１年のオランダの「中心国」およびセクター援助状況（二国間の場合）６

１７カ甲　　　　　　　　　　　　 セ クター 全体 教 育セ クター ７

万ＤＦＬ

２００１年

万 円

２００１年

万ＤＦＬ

１９９９年

万 甲

１９９９年

１ノキング ラデ シ ュ＊ 水 マ ネー ジメ ン ト、 保健 医 療、 教育 ７７００ ３畠５０００

ボ リ ビア 社 会参 加お よ び地 方 分権 、 教育、 農 地 開発 ７４００ ３７００００ ４２１．２ ２１０６０

ブル キナ フ ァソ＊ 農地 開 発、 初等 保 健 医療 、基 礎教 育 ５５００ ２７５０００ ■．一８０２．４・ ４０１２（）

エ チオ ピア＊ 保健 医療 ５３０’ｑ ２６．５０００ １０１．８ ５０９０

エ リ トリア＊ 戦争 の ため 未定 ８ｂｏ ４００００ ３０ １５００

ガー ナ 保 健 医療 、環 境 保護 ・３６００ １８００００ ２５ １２５０

イ ン ド 保 健 医療 、 教育 ７１００ ３５５０００ １７０１．９ ８５０９５

イ エ メ ン＊ 水 、保 健 医療 、 農業 、 鞍育 ７２００ ３６‾００００ ９３７．６ ４６８８０

マ ケ ドニ ア 教 育、 農 業、 環境 保 韓 ５０００ ２５００００ ６３．３ ３１６５

マ リ＊ 教 育、 保 健医 療、 農 地 開発 ５３００ ２６５０００ ８８７．５ ４４３７５

モザ ン ビー ク＊ ■教育、 基礎保健 異医療 、、水 と衛 生 （下 水道）、環境 保簿 ７４００ ３７００００ ７０９．８ ３５４９０

ニ カ ラグ ア 農地 開 発、 小企 業 、保 健 医療 ’４７００ ２３５０００ ４８２．４ ■２４１２０

ス リラ ンカ 農 地 開 発、 環境 保 護、 人道 援 助、 復 旧作 業 ・調 和 ２４００ １２００００ ６ ３００

タンザ ニ ア＊ 教 育 、地方 行政 、保 健 医療お よび飲 用水 、．小／中企 業 ９５００ ４７５０００ １０５１．５ ５２５７５

ウガ ンダ＊ 教 育 、農 地 開発 およ び 地 方行 政、 司法セ クター ６４００ ３２００００ １１１１．６ ５５５８０

ベ トナ ム 山林 お よび植 物 多 様化 ■（自然 管理 ）、 水 管理 、．水上

運 送 、保 線 医療
４２００ ２１００００ ３８９ １９４５０

ザ ン ビア＊・ 保 健 医療 、教 育、 経 済 開発 ４４００ ２２００００ １０１６．７ ５０８３■５

＋ ４ ケ国 セ ク ター

パ レス チ ナ 農 業、 水、 基 礎教 育　　　　　　　　 （ ３８００ １９００００ ８５１・声 ４２５９０

エ ジプ ト 水管 理 、飲 用 水お よ び衛 生 （下 水道 ） ４２００ ２１００００ ７８ ３９００

南 ア フ リカ 教 育 、 司法 、地 方 行政 、 青 少年 ５０００ ２５００００ １９７１．３ ９８５６５

イ ン ドネ シ ア ． 徹 底 した 行 政、 環境 保 護 、健 康医 療 、基 礎 教育 ．１５７００ ７８５０００

＊ＬＤＣｓ　 ＊＊１ギ ル ダー ＝５０円

－１５７－
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国際教育プログラムの改革

１９９９年に内閣は国際教育プログラムの再

編成することを決議した。２００１年２月にヘ

ルフケンス開発協力大臣は国際教育に関する

新しい政策枠案を国会に提出した。オランダ

外務省開発協力局は教育の分野における現在

の中心国を含む約５０ケ国まで減らす方針を

とり、国際教育のための予算は従来と同様に

年約２億５０００万ギルダー（１２兆５億円）と

された。８

この実の全体に関わる目標は貧困撲滅の枠

における継続的な能力開発を背景とし発展途

上国における中間行政者の質的および量的な

不足を無くすことに貢献することである。

この新しい方針の焦点は次の通りである。

＊オランダにおける教育供給の柔軟化およ

び相手国の要請に応じ改善することで、

その教育はできるだけ現地で行われる

＊セクター選考と関係なく、１７＋４ケ国と

テーマ国（援助関係が終了する予定の

３３カ国）における専門的な中間行政の

能力向上を目指す奨学金プログラムの設

立

＊高等教育の機関開発（Ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）プログラムは特定の教育

機関だけでなく省の一部、全国高等教育

委員会など、国における高等教育への関

連もねらっている。

＊プログラムを限定することで二国間の協

表３：オランダの国際教育プログラムの改革案

表２：国際教育予算

外務省・開発協力局
ＤＦＬ１２２００万国際教育プログラム

儲力支援財政 ＤＦＬ３２００万
文部省

ＤＦＬ７８００万能力支援財政
高等教育国際協力団体 ＤＦＬｌＯＯＯ万

（ＮＵＦＦＩＣ）財政

住宅垂間企画環境省 ＤＦＬｌＯＯ万

力の可能性が生まれる。

結果として、国際教育プログラムはてつか

ら３つに減らされ、そのうちの２つはＨＲＤ

のための奨学金プログラムで、もう１つは高

等教育の機関強化のためのプログラムであ

る。

プログラムの再編成は特に今まで国際教育

と関わっているオランダ高等教育機関に大き

な影響を与え、その機関には従来の安定して

いる予算がなくなり、発展途上国はより自由

に適切な教育プログラムを選ぶことができる

ようになる。結果として、今まで独立してい

たＳＡＩＬ９機関は予算を継続するために大学

と合併することにした。そのコースの選択は

オランダ国内に限られておらず、現地でも、

オランダの教育機関が他国と提供するコース

でも受けることができる。

２００１まで ２００２年から

機 蘭 開 発

用 共 同 資

ＭＨＯ 大学間協力用共同資金供給 ＤＦＬ４５００万 高等教育の機関強

化プログラム
ＳＰＰ ＳＡＩＬ （国際教育および農学機関協力団体）プ ＤＦＬ２０００万

金 供 給

（ＤＦＬ６８００

ロジェク・トプログラム　 ＿

ＨＯＢ 初等教育のためのオランダ職業教育大学 と発 ＤＦＬ３００万

万） 展途上国における教育機関の協力プログラム

奨 学 金 プ

ロ グ ラ ム

・ＨＲＤ

ＢＩＯ 国際蓼春機関の奨学金プログラム ＤＦＬ４０００万 学位取得用奨季金

プログラム．ＵＢＰ 大学奨学金プログラム （年１２０名） ＤＦＬ７０Ｐ万

ＳＢＰ 療別奨学金プログラム ＤＦＬ６００万 特別および短期間

訓練ＴＳＰ　ｒ Ｔｉｎｂｅｒｇｅｎ奨学金プログラム （年９０名） ＤＦＬ７０万

－１５８－
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新しいプログラムを見ると、高等教育の機

関強化プログラムは発展途上国自らがより高

等教育を提供できるように教育能力の継続的

な強化を狙う。上記の二つの奨学金プログラ

ムと関わって、・・今まですべてのＤＡＣ加盟国

は受けるこ．とができ、奨学金プログラムは二

表４：２００２年からの奨学金プログラム

国間の枠に限られていなかったが、２００２年

から原則として１７＋４ケ国と３３テーマ国ヰこ

限定される予定である。１０二つの奨学金プロ

グラムは要求方向性、柔軟性および供給の限

界の面でそれぞれ違っている焦点から取り上

げられた。

学位 取得用奨 学金 プログ ラム 特別 および短 期間訓練 プ ログ ラム

要 求方 向性 ：政府機 関 も民間 企業 もＮＧＯも候 補者 要 求 方 向性 ：プ ログ ラム の醸 時 杓 およ び短 期 間的

を推 薦で きる。 な本 質 に よ り既 に行わ れ て い る活 動お よ び計 画 と

柔 軟 性 ：修 士 串 よび 博士 学位 を取得 で き るす べ て 関連 させ る こ とが 可能 。 多 くの 発 展途 上 国は 現地

の教育機 関で留学 できる で行われ る短期 間にわ たる十ａｉｌｏ；－ｍａｄｅの コース が

供 給 ：教育 プ ログ ラ皐 をす べて オ ランダ で受 け る 望 ましいと思 っている。地方組織だけが依頼できる。

こ キは 必 要な く、■現 地 ・地 方 で も一部 を受 け る こ 柔軟 性 ：プ ログ ラム は依 頼 に よ り行わ れ る。 期 間

■とが で きる。 （特 に言辞 の壁 と関 連性 の面で 利点 を と しては ２渾 開 か ら最大 １年 が可 能 であ り、 な るベ

見 られ る － く現地 または地域で 教育 を行 う。

供 給 ：既 存 の 国 際 コー ス の参 加 が 可 能 で あ ーり⊥

Ｔａｉｌｏｒ－ｍａｄｅ訓練 も可能 であ る。 中間機 関は寂 育機

関 に見積 も りをす る。

今後のプログラムの管理は外務省などでな

く、未確定の中間機関に任命する予定であ

る。その中間機関は次のタスクを担う予定で

ある。

＊オランダ教育機関の適切な教育供給の目

録を作成

＊発展途上国に適切な教育供給に関する情

報提供

＊要求明確化への参加

＊候補者の選抜・評価の手引きの開発

＊奨学金の推薦管理および奨学金を授与さ

れる

＊教育を提供する機関の教育内容の適切さ

を守ること

＊オランダ大使館に特別および短期間訓練

プログラムの機会について情報提供

＊依頼の提出の促進

＊必要な場合、依頼の作成へ支援

＊評価構造とそれと関わる手引きの開発

＊１払ｉｌｏｒ－ｍａｄｅ教育提案の評価

＊手当ての提供

高等教育および教育能力の機関開発

（ＩＤ＝ＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）プログラム

には１９９９年に３つのプログラムに対し３９ケ

国が参加したが、オランダが協力関係のあっ

た他の国も参加できる状況であった。今後は

その参加は４７ケ国に限定され、数年にわた

る高等教育の教育能力の支援に注目する。要

求方向性の面でオランダは受取国が高等教育

の支援のニーズを自分で明確にすることを目

指し、必要であれば、現地のオランダ大使館

またはプログラムを運営する中間機関が実の

作成に援助する。

実の提出の段階で中間機関は主に量的な重

点項目を利用する：高等教育との関連度合い

またはセクター政策およびセクター上のテー

マ、予想するマルチプライア効果、予想され

る断続性とオランダの専門性の有用性であ

る。

柔軟性の面で、援助活動は一つの機関に限

定されるだけでなく、システム全体の高等教

育セクター（担当する省、教育委員会など）

にも重点が置かれる必要がある。高等教育の

多様性にも注目が必要であると考えられる。

ー１５９－
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供給の面では、今後の機関開発プログラム

にオランダの全ての教育供給を利用できるよ

うになる。オランダの高等教育機関だけでな

く、教育支援を行う団体なども有意な協力

パートナーになれ隆。この機関開発プログラ

ムでは中間機関の役割について次のような内

容を含んでいる。

＊現地のオランダ大使館と慎重に合わせた

全国的な重要課題決定にたいする支援と

動機付け、

＊選抜された提案の仕上げへの支援

＊オランダにおいて支援を提供する機関の

確認、

＊補助金の決定

＊モニタリングと質の保証

基礎教育の方針

２０００年４月にダカールで開催された世界

教育フォーラム以降オランダはより基礎教育

に重点を置くことにした。ダカールアクショ

ンプランと同様にオランダの政策は教育政策

に対する国の自己責任および透明な予算案の

枠に重点を置くことは重要なこととされ、オ

ランダは２００１年にＤＦＬ２億４４００万（およ

そ１２兆２億円）を基礎教育のために指定し

た。（２０００年にＤＦＬｌ億７１４０万であった）。

さらに多国間の予算からもおよそＤＦＬｌ億

３０００万を基礎教育のために使われる予定で

ある。１１

２０００．年１月に出版された「教育：基本人

権。開発協力と基礎教育：政策、実践および

実行」１２というペーパーに現在の基礎教育に

対する方針が説明されている。

イギリス、スウェーデン、世界銀行に比べる

とオランダの基礎教育の政策についての経験

は最近甲ことであり、オランダが基礎教育に

重点を置いたのは１９９１年からである。オラ

ンダ開発協力政策は基鹿教育について広い定

義を用いている。「基礎教育は人の学習ニー

ズに沿って、社会に効果的な役割を果たすた

めに基礎知識および個人的・社会的の発展のた

めの必須の技能および価値を取得させる」。１３

オランダの基礎教育政策の目標は発展途上国

における教育システムを継続的に改善し、万

人にとって適切且つ到達可能な質の高い基礎

教育を確保して、もっとも恵まれてないグ

ループに教育機会を与え、より公平で民主主

義的な社会に責献することである。

実行の戦略としては受取国が教育に優先を

置くべきで、それから教育セクターの中にお

ける基礎教育に重点を置くべきである。国際

教育の政策と同時に受取国は自らの力で、基

礎教育（ＥＦＡ）の目標を達成するために全国教

育政策を作成しなければならない。この分野

にもオランダはセクターアプローチを取り、

できるだけ他のドナー国と一緒にセクターの

予算を支援することを狙っている。プロジェ

クトベースの支援は教育の新しいアプローチ

の開発とその導入に貢献する活動に限られて

いる。

具体的にオランダは、１９９２年以降に次の

ような活動を支援してきた。たとえば、バン

グラデシュにおける総合教育プロジェクト、

インドにおけるマヒラサマキャプログラム

（地方の女性に権利を与えるためのプロジェ

クト）、中米における教育の質の改善に関わ

るプロジェクト、カーボベルデ共和国におけ

るセクター支援、パキスタンにおける社会活

動プログラム、タンザニアにおける地区開発

プロジェクトとボリビアにおける教育改革の

支援などがあげられる。

これらのプロジェクトから得た経験として

は質と適切さの面で改革によってもたらされ

る効果のより系統的な評価が必要で、改革の

各段階を包括的に配慮することの必要性があ

る。恵まれてないグループの教育参加および

社会的な公平について現地の人との打ち合わ

せ、教育の直接的および間接的なコスト、長

期間の教育参加を阻む因子への注目、学校と

コミュニティーのギャップの縮小、コミュニ

ティーベースの機関（ＣＢＯ）およびＮＧＯと

－１６０－
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の協力が強調されている。

政策実行の経験では次のことが主張され

た。セクター分析が不可欠であり、基礎教育

の目標を実現できるために国全体のマクロ経

済、政治、社会、文化の動きおよびセクター

全体の文脈に取り組む必要がある。その面に

もより効果的・継続的な支援ができるために

ドナー間の支援協調が必要であると考えられ

る。１４

セクターアプローチ

上記の二つの開発協力の額域に書かれたよ

うに、オランダは積極的にセクターアプロー

チ（他の名称はＳｅｃｔｏｒＷｉｄｅＡｐｐｒｏａｃｈ

（ＳＷＡＰ）である）を促進している。９０年代半

ばから開発援助の分裂を減らすために、オラ

ンダの二国間の開発協力を２１ケ国に絞り、

それから他の３０ケ国との協力は環境、統治

などのようなテーマに限れている。

１９９８年からセクターアプローチは２１カ

国との協力関係がメインとなり、積極的に導

入されている。セクターアプローチにより、

受取国は数年にわたる政策を考案でき、分裂

したプロジェクトに代わりにいくつかのセク

ターのための協調支援が可能となると考えら

れる。

世界銀行およびＩＭＦもセクターポリシー

を国の総合的な開発戦略の一部として考え、

その戦略はＰｏｖｅｒｔｙＲｅｄｕｃｔｉｏｎ Ｓｔｒａｔｅｇｙ

Ｐａｐｅｒｓ（ＰＲＳＰ）（貧困減少戦略書）に記録され

た。オランダにとって、そのＰＲＳＰはセク

タープログラムの枠組みとなる。

セクターとは政府が政策を考案した機関お

よび予算的な限定された枠におけるマクロ、

マイクロ、メソ、それぞれのレベルにある緊

密な活動である。１５セクターアプローチは次

の特色を持っている。

＊Ｏｗｎｅ ｒ ｓｈｉ ｐ（所有権）

受取国がセクター政策を定める。（理想

的にＰＲＳＰまたは総合開発計画が考案

－１６１－

された）しかし、所有権は国にあるセク

ターのグループも持つ。参加する国土相

談しながら、セクターによって受取国は

毎年セクターポリシーを作成し、目標、

優先項目および成果指標などを定める。

＊Ｐｏｌｉｃｙｄｉａｌｏｇｕｅ（政策討論）

ドナー国は政策作成段階に特定な重点項

目を提案できる。オランダの場合、その

重点項目は良い統治、貧困撲滅、女性と

開発、’機関開発と環境である。

＊Ｍｕｌｔｉ－ｙｅａｒｐｅｒＳＰｅＣｔｉｖｅ（数年間の見通し）

ドナーは長期間の援助を行う義務があ

る。必要な場合は調整ができるが、オラ

ンダは３年間の予算枠を利用している。

＊Ｍｏｄｅｓｏｆ丘ｎａｎｃｉｄｓｕｐｐｏ止（財政的な支

援の形）

独立している内部管理、基金の公平的・

効果的な利用、確かな報告・モニタリン

グおよび評価が存在したら、セクター予

算への援助が可能となる。それらが認め

られなければ、特定のプログラム部分、

セクター政策を支持するプロジェクトを

支援することになる。

＊Ｍｏｎｉｔｏｒｉｎｇ（モニタリング）

利用できる評価手段を設定することは難

しく、セクタこ分析と再調査などに通じ

てモニタリングを行う。
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国－１：セクター上アプローチの実践

探検段階

●セクターのインフラストラクチャー調査、

適切な要因およびその責任の調査

●弱点および得意点と外部からの支援の必要

性の臨時的分析

●セクターにおける関係者との討議

準備段階

●オランダの優先項目との連携性と政策の評

価

●政策枠を定めたり戦略案を考案するための

政府との政策討議

●手引き、意見の調和、ドナー協調の努力

●セクター実の政策および管理上の側面の評

価

●オランダの貢献を決定づけている文章作成

●必要なら、機関セクター分析を行う

実行段階

●基金的等な援助

●必要に応じて期間能力の強化のための技術

的な支援

●他のドナーおよび社会の中間グループ

（ＣＢＯ、ＮＧＯ等）との討議の継続

●共通な－評価とモニタリング、同意の調整、

セクター分析およびセクター上の政策の定

期的な調整

セクター上の実践におけるセクターアプ

ローチがまだ導入されてない場合、図１のよ

うに考えられている。実践面では大使館の

役割が大きい。選ばれたセクターに従って大

使館にセクター専門家が派遣されその専門

家がセクター分析と現地の機関との討議を行

う。

オランダの優先目標を達成することはド

ナー側も受取側でも難しいところがある。政

策の面ではその日様に沿って作成が可能だ

が、実行の段階で十分な能力がない場合、そ

のテーマをまだ徹底してないセクターも協力

関係に入れる。

受取国の指揮によるドナー間協調は支援の

効果を高め、関連性を向上させ、また各ド

ナーのやり方かつその多種性を防ぐために必

要だと考えられる。

政策討議の段階で社会にある中間機関の参

加が非常に大切であると考えられている。で

きるだけオランダは現地の政府機関を通じて

ＮＧＯなどを支援することが望ましいと考

え、もし、それが不可能であるなら、オラン

ダ大使館を通じたＮＧ．０支援を行う。

セクターアプローチにはｂａｓｋｅｔｆｕｎｄｉｎｇ

（一つの基金からの共通財政支援）のような

政府に直接的に行う財政支援が適応される。

結果として、どのように資金が運用されたか

が不明瞭になる。その代わりに、セクターま

たはサブセクターにおける監督および評価は

より重要となってきて、オランダに対する基

金的なリスクが高まってくる。そのため、受

取国の財政機関強化も重要な一部となる。モ６

セクター導入に当たって実行進行報告のあ

り方も変わってきた。例としてはここで

２０００年のタンザニアにおける教育セクター

の進行報告書を紹介する。タンザニア政府の

方針は主として初等教育へのアクセスを改善

することである。改革には地方分権が重要な

目標の一つである。

－１６２－
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表５：タンザニア教育セクター２０００年結果報告書１７

オランダの貢献

・政策作成と機関能力支援 実行のための支援 ドナー間協調 モニタリング ・評価
彪君

● 基礎教育におけるア ・●地区の初等教育が進行 ．●初等教育のためのドナ ●体系的なデータ収集お
クセスの拡大の重視 された。 一間協調によい進行が よび明確の評価水準が

（万人のための初等教育 ●小学校にある図書室の 見られる。 不十分でより重点を置
実現への努力） 設立によい進行が見ら ●セクターレベルでより く必要がある。・
●教育のためのＳＷＡＰ

の実現
●教師訓練の開発

れる。

●オランダの予算支援 ：

● ＤＦＬｌＯ３７．３万

難しい

２汐（〝卒穿 ・‘凋

●セクター開発に気づく ●現地でよい進行ん か ●一つの全国プログラム ●よりいい評価ができる
ことができる しフィー ドバックおよ のためにドナーのグル ためにスクールマッピン
●地方分権を優先する び政策と実行の関係を ープが協力◆のことを文 グの開発を重視する。
●教師の労働状況およか 実現することはより難 部省に納得させるよう

質が惨め しい 努力する。■

ガう戌 者

●政策討議への継続的な ●よりよい財政的な管理 ● ドナー共同の財政支援 ●毎年行う共同の再調査 ｔ・
参加

●教育へのよりよいアクセス

●諸計画の間のよりよい

関連性

および計画

●教員養成の改善

の強化

磨影

●中央レベルにおける討 ●地区の初等教育プログ ●非公式のドナー間協調 ● （複数の ドナーとの）
議の支援 ラム継綺のための支援 会議を増大する 様々な再調査、検査お
●セクター全体のため■め ●教育の質を高める機関 ●ＳＷＡＰの枠に公式的な よびインパクト評価を
計画についての政府と

ドナ⊥との討議

の女援

●教科書プログラムの支援

●教員養成の向上プログ

・・ラ．ムの支援
ｒ●できればＳＷＡＰによる

全国計画の開発

協議を強化する 行う

予鼻 ＤＦＩ －１４５０．５万

おわりに

本論文では教育協力におけるオランダの最

近の動向が論じられた。オランダの中心的な

コンセプトとしては、受取国が開発協力関係

のあり方に大きな責任を担うことである。そ

の結果、受取国にはかなりの政策作成能力が

要求される。それぞれの発展途上国の発展段

階が違っているため、どこまでその国が自分

のニーズを把握できているかは大きな疑問点

－１６３－

の一つである。

国際教育の方針にも上記のことを配慮し、

協力相手により教育の幅広い選択範囲を提供

し、より柔軟な対応ができるようになるであ

ろう。しかし、ここでもどのようにオランダ

の教育供給を評価するのは受取側に難しいと

思われる。今の段階では新しい中間機関の役

割がまだ明確になっていないため、効果的に

情報提供などができるかどうかは不明であ

る。
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それらの改革の裏にもオランダ国内に進ん

でいる実用主義化が見られる。従来の国際教

育を提供した機関が新しい枠租みにより競争

していかなければならない。その競争がより

質の高い教育内容を生むかどうかは疑問であ

る。教育機関の予算的な短縮およびプログラ

ム開発のための長期間にわたる予算的な支援

不足により、費用便益分析を行うと、このよ

うな活動は中止されることになるかもしれな

い。結果としては教育供給の範囲が狭くなる

恐れがあるだろう。

セクターアプローチの導入にもオランダが

受取国の機関的な能力に大きく依存してい

る。そのアプローチが導入されたのはごく最

近のことであるが、どこまで発展途上国がこ

のことを受け止められるかは今後の課題であ

ると思われる。特に他のドナー国との協力に

は様々な問題点が残されているだろう。同じ

ような目的意識で活躍する北欧諸国と協調す

ることが可能であるが、かなり違う開発協力

方法を採用しているアメリカ・日本などとの

協調は様々な面で問題が発生すると思われ

る。
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１３．イギリスにおける対途上国開発援助の現状

秋庭　裕子

（信州大学）

国際開発省（ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｆｏｒＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ、以下ＤＦＩＤ）は、１９９７年ブ

レア政権発足後、外務省（Ｆｏｒｅｉｇｎａｎｄ ＣｏｍｍｏｎｗｅａｌｔｈＯ組ｃｅ）下にあった国際開発庁

（Ｏｖｅｒｓｅａｓ ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＡｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ）を省庁再編により格上げし、独立した国際援

助機関として設立したものである。１９９７年には国際開発白書を発表し、国際開発目標

（ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＴａｒｇｅｔｓ、以下ＩＤＴｓ）である貧困の撲滅を政策の最重要課題

とし、２０１５年を目標にした最貧層人口の半減を業務の中心に掲げ、教育、環境、保健、貿

易などの様々な分野から総合的に途上国の開発援助を目指している。２０００年国際開発白書

では、１９９７年国際開発白書の最重要課題を再確認しながらも、グローバル化の中で貧困を

撲滅する手段として、パートナーシップ構築の必要性に注目している。

２０００年度国際開発白書には、環境の保全、借款の緩和、難民の保護、ＨＩＶ仏ＩＤＳ問題な

ど具体的な協力内容も記されているが、その中でも教育の普及を、目標としてだけではな

く、貧困撲滅の手段として、そして、Ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｓａｈｕｍａｎｒｉｇｈｔとして、教育の重要性

を取り上げている。

これらの目標は単にＤＦＩＤの単独目標ではなく、ＵＮＥＳＣＯ、ＷＨＯなどの国際機閑が掲

げた国際的目標に沿ったものであり、これが達成されるためには、国際機閑が協力しなけ

ればならないと、両白書で何度も言及されている。それは、イギリスが、①先進７カ国、

②ＥＵカロ盟国、③国連常任理事国、のメンバーであることを前向きに利用して、世界の国々

を感化し、貧困撲滅に向けてグローバルな協力関係を築こうとしているためである。ＤＦＩＤ

はこれらの国際的目標に向けて、ドナー国、国際機関、民間企業、ボランティアとの連携

を築き上げ、貧困撲滅という目標を達成していく意向である。このような関係を意識し始

めた背景には、情報化時代、経済のグローバル化、伝達手段の多様化により、教育援助に

も様々な可能性が見え始め、特に伝達手段の多様化で教育にも可能性が見えてきたからで

ある。

また、パートナーシップには国外に限らず、国内の企業、研究機閑などとの連携も強化

している。２０００年には、国内の１１の民間団体（Ｓａｖｅｔｈｅ Ｃｈｉｌｄｉｅｎ，０Ⅹ払ｍ，ＡｃｔｉｏｎＡｉｄ，

Ｖｂｌｕｎｔａｒｙ Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｏｖｅｒｓｅａｓなど）と／ｉ－トナーシップ・プログラム・アグリーメント

（ＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐＰｒｏｇｒａｍｍｅＡｇｒｅｅｍｅｎｔ）を結び資金援助を行い、援助対象国の民間団体と

の連携を広げ、貧困撲滅のパートナーシップを広げている。

貧困撲滅を目標として戦略的に活動を遂行するために、ＤＦＩＤはＣｏｕｎｔｒｙ Ｓｔｒａｔｅｇｙ

Ｐａｐｅｒｓ（ＣＰＳｓ），ＴａｒｇｅｔＳｔｒａｔｅｇｙＰａｐｅｒｓ（ＴＳＰｓ），ＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌＳｔｒａｔｅｇｙＰａｐｅｒｓ（ＩＳＰｓ）を打

ち出している。国際機関との戦略計画を打ち出しているのは、他の国際援助機閑のなかで
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ＤＦＩＤだけである。それだけ、ＤＦＩＤが国際機閑との連携を重視していることが伺える。

＊予算について

１９９９年以降、他省庁と同様に、ＤＦＩＤも財務省に対し今後３年間の明確な目標を提示し、

パブリック・サービス・アグリーメント（ＰｕｂｌｉｃＳｅｒｖｉｃｅＡｇｒｅｅｍｅｎｔ．以下ＰＳＡ）を結んだ

上で、目標に即した予算配分を受ける仕組みになっている。第１次ＰＳＡは、１９９９年度か

ら２００１年度までの３年間であったが、ＰＳＡの目標に到達したか否かの報告を求められて

おり、その成果が次のＰＳＡに影響を与える。２００２年度Ｄ机Ｄ報告書には、第２次ＰＳＡ（２００２

年度から２００４年度）の内容が記載されており、第１次より、貧困撲滅に向けたミレニアム

開発目標（ＭＤＧｓ）とＩＤ恥に、より密接な成果目標が掲げられている。

２００１、年度国際開発自書によると、１９９７／９８年から２００釘４年にかけて、開発援助予算を

４５％増、つまり３６億ボンド増額していく予定である、。この伸びは、過去２０年間で、最も

大きい。また、ＯＤＡについては、１９９７年に対ＧＮＰ比０．２６％だったものを２００３／４年には

０．３３％に引き上げる方針である（ＵＮの目標噂０．７％）。２００２年７月、ＣｌａｒｅＳｂｏ由ま、この

数値を２００５／０６年までに０．４０％まで引き上げるとの声明を出した。もしこれが達成された

場合には、１９９７年以降、実質９７％援助予算が増加することになる。

また、イギリスの開発援助は、他の援助機閑に先駆けて、２０００年国際開発白書でアンタ

イド化を表明し、２０ｄｌ年４月より実施している。これによって、ドナー中心の援助からの

脱却し、被援助国の政府主導のもとで、長期的な視野に立ち、持続可能な発展の支援を目

指している。被援助国政府が貧困撲滅に対しどれだけコミットしているか、何ができるの

かが、より問われているともいえる。

＊援助対象国（地域）について

援助対象国（地域）については、低所得国なかでも、南アジアとサブ・サハラアフリカ

地域を優先させており、なかでも多額の援助をしているのがインドである（表１）。しかし、

２００２年度ＤＦＩＤ報告書では、サブ・サハラアフリカ地域を最重要地域（ｂｙｐｒｉｏｒｉｔｙ）と

明言し、ニカ国間援助予算のうち約４８％が拠出されている。今後は、貧困対策に積極的に

取組む国に対して、積極的にリソースを増やしていく方針である。

その一方セ、発展が進行している国、特に東欧の国々はＥＵ加盟が現実的となり、ＤＦＩＤ

はこの国々に対するニカ国間接助から手を引いている。

中所得国への援助に関しては、中所得国への貧困問題に言及しながらも、既にその国々

には財政的資源が豊富であり、ニカ国間援助を通じた資源の追加は適切ではないと挙げ、

スキル・経験・技術の移転など、技術協力（ｔｅｃｈｎｉｃａｌａｓｓｉｓｔａｎｃｅ）に限定している。
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表１：２カ国間援助の主要１０カ国（１９９９年度）

Ｒａｎｋ ＣｏⅥｎｔｒｙ £ｍｉｌｌｉｏｎ Ｉｎｃｏｍｅｇｒｏｕｐ

１ ・Ｉｎｄｉａ ｌｏ６ Ｌｏｗ

２＿ Ｓｔａｔｅ８０ｆＥｘ・Ⅵ堵ＯＳｌａｖｉａ ８７ ＬｐｗｅｒＭｉｄｄｌｅ

３■ ＵｇａｎｄＡ ８１＿ ｂ ｗ

４　ｒ Ｂａｎｇｌａｄｅｓｈ ６６ Ｌｏｗ

５ ■恥 ｎ朗叩ｉａ ６４ Ｌｏ☆

‾．６ ＧｈａｎＡ∴ ４８ Ｌｏｗ

７ Ｍａｌａｗｉ ４７ Ｌｏｗ

８ Ｍｏｚａｍｂｉｑｕｅ ４４ Ｌｏｗ

９　■ Ｓｉｅｒｒａ■Ｌｅｏｎｅ▲ ３０ 、・■Ｌｏｗ

１０ ＳｏⅦｔｂＡ鉦ｉｅａ ３０ Ｌｏｗ

出典：ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＣｏｔｌｎｔＳ（２００１）

多国間（マルチ）援助については、ＥＣへの拠出が最も多く、同援助の予算のうち、約半

分を占める。これは、ＤＦＩＤの援助予算のうち、４分の１がＥＣに拠出されていることにな

るこしかし、ＥＣの開発援助は、ＤＦＩＤが重点地域とする低所得国への援助が１９９９年に５２％

だったものが、２０００年には３８％に減少している。２００２年度ＤＦＩＤ報告書では、ＥＣの援助

は、他の平均的ドナーはど貧困撲滅に役立っていない、とも述べており、ＤＦＩＤの援助プラ

イオリティとは異なる。しかし、ＥＣへの拠出は今後も増える見込みである（表２）。・

＊法整備について

イギリスの教育開発援助の法的基盤は、１９ＳＯ年のＯｖｅｒｓｅａｓ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ａｎｄ

Ｃｏ・ＯＰｅｒａｔｉｏｎＡｃｔが制定され、その後大きな法的改正は行われなかった。しかし、ＤＦＩＤの

設立をきっかけに、２００１年２月にⅠふｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＢｉ１１が提出され、２０Ｏ２年

には国際開発法（ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＩ）ｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＡｃｔ）が制定された。同法は貧困撲滅がイギ

リスの開発支援の中心目標である七とを初めて明言した法律であり、国際開発相（Ｓｅｅｒｅｔ町

ｏｆＳｔａｔｅｓ）の権限が強化されているのも特徴的である。また、イギリス海外債地（０ｖｅｒｓｅａｓ

恥ｒｒｉｔｏｒｉｅｓ）における開発援助を目的とした支援についても明確化している。
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表２：ＳｕｍｍａｒｙｏｆＤＦＩＤＥｘｐｅｎｄｉｔｕｒｅａｎｄｃａｓｈｐｌａｎｓ

£ｍｉｍｏｎ８

１９９８／９９ １９９９／００・ ２０００／０１ ２００１／０２ ２００２／０８ ２００３／０４

ＰⅦｔｔｕ∬ｎ ・Ｏ１１ｔｔⅦｒｎ ０Ⅵｔｔｕｆｎ 由ｔｉｍａｔｅｄ ｐｌａｎ白 ｐや ８

恥 ｔａｌＤＦＩＤ ｒｅ８０Ⅶｆｂｅ ２，４５４ 乳６２４ ２，９５２ ８，２！は ＄，５１０ ａ，６５６

Ｌｅｓｓ：

０ｖｅｒ声ｅａＳ・ＳⅦｐｅｒａｎｎｕａｔｉｏｎａｎｄ

ＧｉｂｒａｌｔａｒＳｏｃｉａｌＩｎすｕｒａｎＣｅＦｕｎｄ １４２ １５１ １３１ １３１ １３２ Ｉ８２

恥 ｔａｌｄｅｖ０ｌｏｐｍｅｎｔｂⅦｄｇｅｔ ２，３１２ ２，４７８ ２，８２ｌ ８，１６２ ＄，さ７８ ａ，６２８

Ａｍｏｅａ仕０血さ・

ＢｉｋｔｅｒａｌＥｘｐｅｎ心ｔ血 ｅｂｙＲｅ由Ｏｎ

ＳⅦｂ・ＳａｈａｒａｎＡ血ｉｃａ ・３９５ ３９９ ５８４ ５２８ ６６４ ６３５

ＭｉｄｄｌｅＥａ＄ｔａｎｄＮｏｒｔｈ Ａ仕ｉｃＡ ２２ ３６ ４５ ５８
＿　４１

・４０

ＳｏⅦｔｂＡ或ａ １９２ ２０１ ２１２ ３１９ ４３７ ４２４

Ｅａ８ｔＡｓ ｉよａｎｄ・ＰａＣｉｆｉｃ

ＧｎｃｌｕｄｉｎｇＡｓ ｉａＲｅｇｉｏｎａｌ）

ＬａｔｉｎＡｍｅｄｃａａｎｄｅａｄｂｂｅａｎ

８６

８３

７寧

８５

７９・

・８２

９４

９６

１３２

８０

１１４

７０

ＥａｓｔｅｒｎＥⅥ∫ＯｐｅａｎｄＣｅｎ仕ａｌＡｓｉａ ７６ ７７ ８３ ９８ ８１ ６９

ＯｔｂｅｒＢｉｌａｔｅｒａｌ■ 宰７０ ４５６ ３５８ ４４５ ３８３ ３５３

ＳⅦレｔｏｔａｌ １，１２８ １，急き３ １，４４３ １，８４９ １，８０８ １，¢８１

ＭⅦｌｔｉｋｔｅｒａｌ・Ｅｘｐｅｎ血ｔⅦｒｅ

ＥⅦｒＯｐｅａｎＣｏｍｍｕｎｉｔｙ ７０２ ７３７ ７６１ ７６５ ９６４ １，０２４

ＷｏｄｄＢａｎｋａｎｄＲｅ由ｏｎａｌＢａｎｋｓ ２６５ ２８７ ３２６ ３７７ ３７６ ４８４

ＵｍｉｔｅｄＮａｔｉｏｎｓａｎｄＣｏｍｍｏｎｗｅａｌｔｈ ８８ ■１２１ １３２ １４０ １２６ ｌ由

ＯｔｂｅｒＭｄｔ址ａｔｅｒａｌ

Ｇｎｃｌｕｄｉｎｇ ｃｏｎｆｌｉｃｔａｎｄ ｌｍ ｍａｎｉｔａｒｉａｎ

ａｓｓｉｓｔａｎｃｅ）

７７ ７２ １１８ １０５ １２６ １３８

Ｓ血ｂｔｏｔｉｌ １，１・犯 １，２１６ １，銅 ７ ｌ，３８７ １，５９２ １，７８１

Ｕｎａｌｌｏｃａｔｅｄ／ＣｏｎｔｉｎｇｅｎｃｙＲｅｓｅｒｖｅ ０ ０ ０ ０ ５０ １２０

出典‥ＤＦＩＤＤｅｐａｒｔｍｅｎｔａｌＲｅｐｏｒｔ２００２‘ｂ．８１）
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＊組織　ｓｔｒｅｎｇｔｈｅｎｉｎｇｏｆｔｈｅＤｅｐａｒｔｍｅｎｔ，ｓｒｅｐｒｅｓｅｈｔａｔｉｏｎａｔｃｏｕｎｔｒｙｌｅｖｅｌ

ＤＦＩＤの国内事務所は、Ｌ。ｎｄ。ｎとＥａｓｔＫｉ１ｂｒｉｄｅ（グラスゴー郊外）の２ケ所に位置す

る。海外事務所は、現在約２５の国と地域にわたる（表３参照）。２００２年度報告書によると、

ＤＦＩＤの組織改革の特徴として、組織の効率化と目標達成に向けて国レベルで協議ができる

よう、地域ごとの事務所だけではなく、被援助国に事務所を設置して、国対ＤＦＩＤで対応

し、援助のプログラミングと運営を現地事務所に一任する権限委譲の体制づくりを行うて

いる。そのため、今後も現地事務所を増やす意向である。

２００１年、ＤＦＩＤは組織の効率化のため、運営委員会（Ｍａｎ岬ｍｅｎｔＢ９ａｒｄ）を縮小し、

１３名から６名に半減させている。国際開発相（Ｓｅｃｒｅｔ叩ＯｆＳｔａｔｅｓ）のイニシアティブがより

強い体制になったとも言えるだろう。

表３：国内外の組織

拗 誠粟詳毅洩葦酔髄蘇離泄膳鷲♯滞 京班批
…沖無毒魁 綿茶器韻鞍・．．諌音軍．萄績鰐

．黛・♯擁辣据笛罠談礎・川・＿Ｙぴ′黙附こ榔、騨 ッ軍．残部賽箪簿兼幾寧童型茫・・、鼎〆・ 押′・Ｘ・小声ハ・・

ｂｎｄ叫 Ｅａ畠ｔＥ肋 ｒｉｄｅ　　 ・‥・崇＞・■、・・′Ｘ－・ヾ謀・モ・…Ｘ，・野：，・ぺ苅声パパ・・〉＝㍑１・三男・罠菅，・㍍醐 ：ゞ謝慧甑職 某；紀聞瑚鵜≧敬謙聴絵描 礪潤

Ｅｅｎｙａ，ＤＦＩＤ ＭａｌＡｗｉ，Ｉ）ＦＩＤＡ鉦ｉｃ訂Ｄ●　●　●ｍＳｌＯｎ ＤＦＩＤ Ｇｂａｎａ，ＤｆＴＤ

Ｍｏｚａｍｂｉｑｕｅ，ＤＦＩＤＮｉｇｅｒｉａ，ＤＦＩＤＳｏｕｔｈ Ａｆｒｉｃａ，

ｐＦＩＤ Ｎｉｇ占ｒｉａ，ＤＦＩＤ ＳｏｕｔｈＡｆｒｉｃａＧｎｃｌｕｄｉ喝 ｆｉｅｌｄ

０伍ｅｅｓ　ｊ血　 ＢｏｔｓｗＡｎａ， Ｌｅｓｏｔｂｏ，・Ｎａ印旛ｉａ， ａｎｄ

Ｓｗａｚ血ｎｄ），・ＤＦＩＤ恥 ｎｚａｎｉａ，ＤｆＴＤＵｇａｎｄａ，ＤＦＩＤ・

Ｚａｍｂｉａ，Ｉ）ＦＩＤＺｉｈｂａｂｗ？

ＡｓｉａａｎｄｌＰａｃｉｆｉｃＤｉｖｉｓｉｂｎ ＤＦＩＤＢａｎｇｌａｄｅｓｈ，ＤＦＩＤＩｎｄｉａ，ＤＦＩＤＮｅｐａｌ，ＤＦＩＤ

ｓ。ｕｔｈ ＥａｓｔＡｓ ｉａ（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇムｆｆｉｃｅ８ｉｎＣｍｉ ｂｏｄｉａ，

ＥａｓｔＴｉｍ。ｒ；１Ｉｎｄｏふｅｓｉａ，・ＳｒｉＬａｎｋａ，ａｎｄＶｉｅｔｎａｍ）・∴

Ｅｕｒｏｐｅ，＿ＭｉｄｄｌｅＥａｓｔａｎｄＡｍ ｅｒｉｃａ

Ｄｉｖｉｓｉｏｎ

ＤＦＩＩ）Ｂｏｌｉｖｉａ，Ｉ）ＦＩＤ Ｃａｒｉｂｂｅａｎ（ｗｉｔｈｏｖｅｒｓｉｇｈｔｏｆ

ＤＦＩＤや １ｉｚｅ，ＤＦＩＤＧⅥｙａｎａ，‘ＤＦＩＤＪａｍａｉｅわ，’ＤＦＩＤ

Ｂｒａｚｉｌ，ＤＦＩＤ　ＣｅｎｔｒａｌＡｍｅｒｉｃａ，ＤＦＩＩ） Ｃｅｎｔｒａｌ

Ａｍ ｅｒｉｃａ，ＤＦＩＤＨｂｎｄｕｒａｓ，ＤＦＩＤＰｅｒｕ－Ｌ

ＤＦＩＤの職員数はイギリス国内外、現地スタッフを含めて２，６９５名である（２００１年１２

月）。そのうち、イギリス国内のＤＦＩＤ職員は∴２０００年度と比べると、１２７９名から１，４４９

名に、現地採用の職員は４０４名から７３９名に増加している。そのため、２００１年度のＤＦＩＤ

運営費は、前年度７７４６万ポンドから８４６０万ボンドの見通しである。今後もＤＦＩＤは職員

数を増加させるため、運営費も増加傾向にある。

２０００年には、貧困撲滅をより効率的に遂行するために、国際援助の研究機閑として、ＤⅢＤ

は研究テーマ別に６つの開発研究センターを国内に設立（または指定）した。ＤＦＩＤが資金
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を提供し、その研究成果は毎年別組織がモニターを行っている。このような研究機閑を設

置することにより、ＤＦＩＤによる援助の効率を高めるだけではなく、イギリスからの情報発

信（ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ ｓｂａ血ｇ）というイニシアティブを積極的に活用している。しかし、

ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ・Ｓｂａｒｉｎｇという援助国・被援助国との関係を表す表現が何度もＤＦＩＤの出版物

には見られるが、Ｈ。ｐｐｅｒ（２００１）が述べるように、援助研究軋イギリスの研究者が中心と

なって遂行したものであり、研究手法も北側かちみたアプローチから脱却できないでいる

といえる。

開発研究センター

・ＣｅｎｔｅｒｆｏｒＮｅｗａｎｄＥｍｅｒｇｉｎｇＭａｒｋ６ｔ，ＬｅｎｄｏｎＢｕ８ｉｎｅｓｓＳｃｈｏｏｌ

・ＣｅｎｔｅｒｆｏｒｔｈｅＳｔｕｄｙｏｆＲｅｓｐｏｎｓｅｓｔｏＣｒｉｓｉｓ，ＬｅｎｄｏｎＳｃｈｏｏｌｏｆＥｃｏｎｏｍｉｃｓ

・Ｃｅｎｔ占ｒｆｏｒｔｈｅＦｕｔｕｒｅＳｔａｔｅ８，Ｉｎ８ｔｉｔｕｔｅｏｆＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＳｔｕｄｉｅ８（ＵｍｉｖｏｆＳｕｓｓｅｘ）

・Ｃｅｎｔｅｒ払ｒ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ｏｎ Ｃｈｒｏｎｉｃ Ｐｏｖｅｒｔｙ　＆　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｐｏｌｉｃｙ；Ｉｎ８ｔｉｔｕｔｅ　ｆｏｒ

ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＰｏｌｉｃｙ＆Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ（ＵｎｋｏｆＭａｎｃｈｅ８ｔｅｒ）

・ＣｅｎｔｅｒｆｏｒＲｅｓｅａｒｃｈｏｎＲｅｇｕｌａｔｉｏｎ＆ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｏｎ，ＩｎｓｔｉｔｕｔｅｆｏｒＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＰｏｌｉｃｙａｎｄ

Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ（Ｕ血ｖｏｆＭａｎｃｈｅｓｔｅｄ

・Ｃｅｎｔｅｒ ｏｎ Ｃｉｔｉｚｅｎｓｈｉｐ，Ｐａｒｔｉｃｉｐａｔｉｏｎ ａｎｄＡｃｃｏｔｍｉａｂｉｌｉｔｙ；Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ’ｏｆＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

Ｓｔｕｄｉｅｓ（Ｕｍｉｖ．ｏｆＳｕｓｓｅｘ）

＊教育援助について　＜初等教育の重点化・男女格差の是正・ＩＣＴの活用＞

ＩＤＴｓが掲げる教育目標軋①２０１５年を目標にした初等教育の普及、②２００５年を目標に

した男女格差の是正、である。貧困削減の目標を達成する上で、・教育、なかでも初等教育

の普及にｂⅢＤは力車入れている。教育支援の総額は８億ボンドにのぼり・その約８０％を

基礎教育・初等教育に充てている。多くはアフリカと南アジアに位置する、教育指標が低

い地域を対象にしている。教育の普及のために、まずは政府と連携をとり、一貫性があり

持続可能な教育制度を開発し、全ての子供に質の高い初等教育の機会を撹供することから

始める。この教育セクターにおける連携は、ウガンダ、南アフリカ、ガーナ、マラウイ、

ルワンダ、南アフリカ、中国、ベトナム、インドでも行われている。教育制度を整え、質

の高い初等教育を普及させることによって、中等教育、教師教育の需要にも繋がるという

考えである。

初等教育の普及のためには、女子の教育を促進し、女性のエンパワーメントを高めるこ

とが貧困撲滅の達成にも繋がる。そこで、Ｄｆ、ＩＤは、草の根レベルで活動を支援するよりは、

国際的に、政府と、そしてその地域と協力して、現地主導のもとで政策面から取組む活動
ｌ

を行っている。その一方で、男女格差の是正に対する援助機閑の関心が、グローバル化、

ＨＩＶ仏ＩＤＳなどの新たな問題に移っ七しまうことも懸念している。
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現在、通信手段の発達を利用して、ブレア首相の主導のもとで、Ｉｍ鮎ｎｄｏと呼ばれる新

たな連携を２０００年度から開始した。これは、発展途上国、とくにサブ・サハラアフリカ諸

国を中心とした地域で、ラジオ、衛星放送、インターネットなどの情報伝達技術（ＩＣＴ）を

駆使して、現地で教員訓練と教育経営を支援するプロジェクトである。教育の訓練を通じ

て、初等教育の普及に貢献し、ｋｎ０☆１ｅｄｇｅ ｓｈａｒｉｎｇを促進することが目的である。これは、

政府と民間企業（Ｃｉｓｅｏ，Ｍａｒｃｏｎｉ，Ⅴ辻ｇｉｎ）の連携のもとで行われている。

また、ＤＦＩＤが（一部）供与する奨学金のうち、発展途上国の学生が申請し、英国の高等教

育機関に留学できる奨学金としては以下のものがある。．

奨学金名 運嘗主体 要件

ＣｂｅｖｅｎｈｇＳｃｂｄｌａｒｓｂわｓ　Ｓｃｂｅｍｅ 外務省 国家のり⊥ダーとなる人材

（在外英国大使館で審査）

Ｃｏｍｍｏｎｖｅａｌ血　 Ｓｃｂｏｌａｒｓｈｐ　 ＆ 外務賓 ．英連連邦諸国及び英国統治領出身

Ｆｅ皿ｏｗｓｂ如Ｐｌａｎ ．者

ＤＦＩＤＳｈａｒｅｄＳｃｈｏｌａｒｓｈｉｐＳｄｈ寧ｍｅ ＤＦＩＤと参加大学の 英連連邦諸国及び英国統治領の出

共同助成 身者 （途上国出身考）

ＣｈｅｖｅｎｉｎｇＳｃｈｏｌａｒｓｈｉｐとＣｏｍｍｏｎｗｅａｌｔｈＳｃｈｏｌａｒｓｈｉｐ＆Ｆｅｌｌｏｗ＄ｈｉｐは、外務省が主体

となり、ＤＦＩＤが一部出資するという形態をとっていた。しかし、外務省が「国益」を優牢

する一方で、ＤＦＩＤは「貧困撲滅」という別々の優先課題を持っているため、必要とする人

材が異なってきた。そのため、２０００年度には、イギリスの政府奨学金といわれるＣｈｅｖｅｎｉｎｇ

からＤＦＩＤは手を引き、全面的に外務省の管轄となった１。しかし、２００１年度以降の予算案

を見ると、「貧困撲滅」を掲げるＤＦＩＤはその後、Ｃｂｅｖｅｎｉｎｇからの撤退で浮いた予算によ

って、２つの奨学金が増額されるわけでもない。教育分野の予算案を見ると、留学による人

材育成という予算の伸びは緩やかであるが、スキルと初等教育の普及という分野への予算

が２００２年度には前年度より倍増している。このことからも、近年のＤＦＩＤの開発援助が、

初等教育の普及とスキルの開発に絞られてきていることがわかる。

ＤＦＩＤは、高等教育よらも初等教育にはるかに重点を置いている。２０００年白書（案）に

は高等教育に関する言及があったにもかかわらず、最終版にはそれが消されていたとも指

摘されている（ＭｃＧｒａｔｂ．２００２）。また、初等教育を重視するＣｌａｒｅ Ｓｈｏｒｔのイニシアティ

ブが強いことも考えられる２。

１Ｃｂｅｖｅｎｉｎｇは、２００５年を目標にした留学生５０，０００人増加計画を受けて、外務省下で予
算が増えている。

２ＣｏｎｓｕｌｔａｎｔｏｎＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＥｄｕｃａｔｉｏｎのＰｅｔｅｒＷｉｌｌｉａｍｓ氏談（２００２年３月７日）。

－１７２－



参考文献

ＣｈｅｖｅｎｌｎｇＡｎｎｕａｌＲｅｐｏｒｔ１９９９・２０００

ＣｈｅｖｅｎｌｎｇＡｎｎｕａｌＲｅｐｏｒｔ２０００・２００１

ＤＦＩＤ．ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＣｏｕｎｔｓ２００１．

ＤＦＩＩ）・Ｅｌｉｍｉｎａｔｉｎｇ恥ｒｌｄＰｏｖｅｒｔｙ：ＡＣｈａｌｌｅｎｇｅｆｏｒｔｈｅ２１ｓｔＣｅｎｔｕｒｙ・ＷｈｉｔｅＰａｐｅｒｏｎ

ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ１９９７．

ＤＦＩＤ・ＥｌｉｍｉｎａｔｉｎｇＷｂｒｌｄＰｏｖｅｒｔｙ：ＭａｋｉｎｇＧｌｏｂａｌｉｓａｔｉｏｎＷｂｒｋｆｏｒｔｈｅＰｏｏｒ・Ｗｈｉｔｅ

ＰａｐｅｒｏｎＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎもＤｅｃｅｍｂｅｒ２０００．

ＤＦＩＤ・ＥｌｉｍｉｎａｔｉｎｇＷｂｒｌｄＰｏｖｅｒｔｙ：ＡＣｈａｌｌｅｎｇｅｆｏｒｔｈｅ２１ｓｔＣｅｎｔｕｒｙ－ＡＳｕｍｍａｒｙｏｆ

ｔｈｅＷｈｉｔｅＰａｐｅｒｏｎＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ１９９７．

ＤＦＩＤ・ＤＦＩＤＤｅｐａｒｔｍｅｎｔａｌＲｅｐｏｒｔ２０００．

ＤＦＩＤ・ＤＦＩＤＤｅｐａｒｔｍｅｎｔａｌＲｅｐｏｒｔ２００１．

ＤＦＩＤ・ＤＦＩＤＤｅｐａｒｔｍｅｎｔａｌＲｅｐｏｒｔ２００２．

ＤＦＩＤ・ＢｅｔｔｅｒＨｅａｌｔｈｆｏｒＰｏｏｒＰｅｏｐｌｅ．２００１

ＤＦＩＤ・ＨａｌｖｉｎｇＷｂｒｌｄＰｏｖｅｒｔｙｂｙ２０１５：ｅｃｏｎｏｍｉｃｇｒｏｗｔｈ，ｅｑｕｉｔｙａｎｄｓｅｃｕｒｉｔｙ２０００

Ｉ）ＦＩＤ・Ｔｈｅｃｈａｌｌｅｎｇｅｏｆｕｎｉｖｅｒｓａｌｐｒｉｍａｒｙｅｄｕｃａｔｉｏｎ２００１．

Ｈｏｐｐｅｒｓ，Ｗ（２００１）Ａｂｏｕｔ’ｈｏｗ ｔｏ ｒｅａｃｈｔｈｅ ｔｒｕｔｈｉｎ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｏ・ＯＰｅｒａｔｉｏｎ：

ＯＤｊＷＦＩＤ，ｓ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｐａｐｅｒｓ，ｉｎ ｔｈｅＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＪｏｕｒｎａｌｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎａｌ

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ２１．４６３・４７０

ＭｃＧｒａｔｈ，Ｓｉｍｏｎ（２００２）ＫｎｏｗｉｅｄｇｅｆｏｒｄｅｖｅｌｏｐｍｅｒＬｔ－ｔｈｅｃａｓｅｏｆｔｈｅＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｆｏ，

ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

ＴｈｅＣｏｕｍｉ１ｆｏｒＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＥｄｕｃａｔｉｏｎ・（２０００）ｓｔｕｄｅｎｔＭｏＰｉｌｉｔｙｏｎｔｈｅＭａｐ．ＵＸＣＯＳＡ

ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓＵＫ（２００１）ｐａｔｔｅｒｎＳＯｆＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓｉｎｔｈｅＵＫ，

Ｗｉｌｌｉａｍｓ，Ｐｅｔｅエ（２０００）ｃｏｍｍｏｎｗｅａｌｔｈＳｔｕｄｅｎｔＭｏｂｉｌｉｔｙ：ＧｏｏｄＮｅｗｓ＆ＢａｄＮｅｗ８ｉｎ

ＮＯＲＲＡＧＮＥＷＳ，Ｉ）ｅｃｅ血ｂｅｒ２０００．

国際協力事業団研修事業部（１９９９）研修プログラム開発「欧米の政府開発援助における人

材育成戦略と制度研究（高等教育を中心として）」報告書．国際協力事業団

－１７３－



１４．アメリカにおける対発展途上国教育援助政策・手法

浜野　隆

（武蔵野女子大学）

１．機関の概要（調査の対象としている機関）

１．１．名称：ＵＳＡＩＤ（米国国際開発庁）

１．２．設立、変遷

米国は、第２次世界大戦後の圧倒的な軍事力・経済力を背景に、戦争で疲弊した欧州を始め、

敗戦国であったドイツ、日本に対しても寛大かつ膨大な援助を与えた。戦後１０年間で、米国が

世界に供与した財・サービス・資金の総額は５３１億ドルにものぼる。すなわち、１９６０年代後半

までは米国は世界の援助の半分以上を供給する圧倒的な援助大国であった。しかしながら、１９７０

年代以降は米国の援助は停滞しており、ＯＤＡの対ＧＮＰ比も下降を続け、ＤＡＣ諸国の中でも最

低の水準となっている。

ここでは、米国の対外援助を、次の４期に分けてみていきたい。ＵＳＡＩＤが設立されるのは１９６１

年であるが、アメリカの開発援助の性質をよりよく理解するため、マーシャル・プランからみて

いきたいと思う。

第１期　マーシャル・プランから１９６１年対外援助法成立まで（１９４８－１９６１年）

第２期１９６１年対外援助法成立以降、冷戦終結まで（１９６１－１９９０年）

第３期　冷戦の終結から米国同時多発テロまで（１９９０年から２００１年）

第４期　米国同時多発テロ以降（２００１年９月－）

１．２．１．マーシャル・プランと欧州復興（１９４８－１９４９年）

米国の対外援助は、１９４７年６月５日にマーシャル国務長官がハーバード大学で行ったスピー

チで、欧州復興計画と欧州援助計画の必要性を述べたことに始まる。これが、マーシャル・プラ

ンである。マーシャル・プランは、今日われわれが考えるような北から南に対する経済援助では

ない。マーシャル・プランとは、第２次大戦後の西欧諸国に対するアメリカの援助のことで、言

うならば「北から北への援助」である。その内容は「欧州諸国が食料と必需品の輸入に際して外

貨が不足している分をアメリカが援助する」というものである。援助総額は１０２億６０００万ドル

にものぼり、１９４８年から１９５１年にかけて実施されたといわれている。マーシャル・プランはめ

ざましい効果を発揮し、援助が開始されてから欧州の復興は順調に進んでいった。マーシャル・

プランは、「経済援助」により「経済が再建・復興」するという援助成功の格好の事例を提供する

結果となったのである。

戦後まもなくは「南北間題」というものはそれほど顕在化していなかったが、東西冷戦という

問題が南北間題にリンクしていくのにさはど時間はかからなかった。東西対立時代におけるアメ

リカの対ソ連戦略は「封じ込め政策」であり、ソ連の勢力圏拡大に対して「壁」を作るというも

のであった。発展途上の国々がソ連の勢力圏にならないように共産主義に対する「壁」を作る必

要があったのである。そして、その「壁」を確実なものとするためには、壁で囲った国々が経済

的にも政治的にも安定していなければならない。この時期のアメリカの経済援助は、それらの国々

の経済的・政治的安定を重要な目的としていたことは確かである。

このようなアメリカの戦略が、「アメリカから開発途上国への援助」という図式を作り出した面
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は否定できない。しかし、この時期のアメリカの援助は単にそのような戦略思考だけではなく、

「アメリカの世界平和に対する責任」という理念が流れていた。これが明確に現れているのが

１９４９年のトルーマン大統領の就任演説である。その演説の中で、大統額は「低開発国」に対する

援助を外交政策の柱のひとつとした。トルーマンは、低繭発国の貧困が「低開発国のみならず、

より豊かな地域にとっても重荷であり、脅威である」ことを強調し、戦略思考や東西対立を超え

た「援助」や「技術協力」を強く提案したのである。この演説の中で、低開発国への援助が外交

の柱の４番目として言及されたため、この提案は「ポイント・フォア（ｐｏｉｎｔ鮎ｕｒ）提案」とよ

ばれている。

マーシャル・プランは、当初４年間が想定されていたが、朝鮮戦争勃発にともない、米国は１９５１

年７月以降、対外援助の柱をマーシャル・プランからＭＳＡ（相互安全保障法）援助へと切り替

えていった。米国の対外援助は１９４０年代後半から１９５０年代初期にかけては欧州に集中していた

が、１９５０年代半ばには束アジアが、１９４０年代末から１９５０年代初めには南アジアがそれぞれ援

助を受けるようになっ．た。この時期の米国の対外援助は、「反共産主義」と「国家安全保障」の観

点から実施された戦略援助が基本であり、「生活水準が向上すれば、人々は共産主義から遠ざかる

であろう」というのが基本的な考え方であった。これに人道的配慮という理念が加わって、対外

援助が拡大していったのである。

１．２．２．１９６１年対外援助法成立以降、冷戦終嶺まで（１９６１－１９９０年）

１９６０年、アイゼンハワー政権のダグラス・デイロン国務次官補のイニシアティブにより、ＤＡＣ

の前身である開発援助グループ（ＤｅｖｅｌｐｐｍｅｎｔＡｓｓｉｓｔａｎｃｅＧｒｏｕｐ：ＤＡＧ）が結成された。そし

て、１９６１年にはケネディ政権の下で、米国はＤＡＧメンバー国により決定された「開尭途上国に

対する共通援助努力と効果的援助計画の実施」に参加した。

また、１９６１年には、ケネディ大統街が「対外援助法」（ＲＡＡ）を成立させるとともに、実施機

関としてＵＳＡＩＤを設立した。そして、ラテン・アメリカにおける「進歩のための同盟」を呼び

かけた。この時期における対外援助法に基づく援助は、ラテン・アメリカ諸国や韓国、台湾にお

いて成功したものの、貧富の差は拡大し、政治的混乱が続き、援助効果が限定的であ‘ったことが

問題となった。

１９６０年代から１９７０年代の初めまでの米国の対外援助は、①戦略的重要国における米国の政

治・経済・安全保障・軍事上の目標を達成するための「経済支持援助」（ＥｃｏｎｏｍｉｃＳⅦｐｐＯｒｔ餌ｎｄ：

ＥＳＦ）と、②被援助国の経済発展と公平な分配を目的とする「開発援助」（Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

Ａｓｓｉｓｔａｎｃｅ：ＤＡ）の２つに分かれていたが、前者は、小切手を直接供与する無償援助や商品援助

が中心であり、後者は、経済・社会インフラの建設など通常の開発プロジェクトが主であった。

１９７０年代に入ると、トリックル・ダウン仮説への失望から、開発援助の世界ではベーシック・

ヒューマン・ニーズ（ＢＨＮ）という考えかたが主流を占めるようになってきた。米国でも、１９７３

年には対外援助法が改正され、ＢＨＮ重視の新しい方針が採用された。そして、１９７０年代（ニク

ソン政権、カーター政権）においては、もっぱらＢＨＮ重視の援助が中心となり、それまでのイ

ンフラ整備中心のプロジェクトは少なくなった。また、この時期には、議会が援助の細部にわた

り介入するようになった。この時期に始まった議会の介入は今日に至るまで続いている。

１９８０年代も対外援助の基本的枠組みは維持軍れたが、ＵＳＡＩＤは、民間セクターをより重視す

る方向に変化していった。乳幼児生存率向上などの社会開発も重視されただけでなく、人口問題
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など米国がリーダーシップをとってきた分野も引き続き重視された。１９８０年代には、新たな課題

が援助に取り入れられるとともに伝統的な分野やその重視が継続され・援助優先分野が多角化さ

れていった。

１．２．３．冷戦の終結から米国同時多発テロまで（１９９０年から２００１年まで）

冷戦の終結は、米国の援助政策に大きな影響を与えた。冷戦終結を受けて、クリントン政権下

の対外援助では、ＵＳＡＩＤの組織、優先分野の変更を含め、大きな変革期を迎えた。１９９３年、ク

リントン政権が発足して以来、米国では「新対外援助法」の立法化など対外援助政策の大幅修正

への模索が続いている。このような動きの背景としては、①冷戦終結を受けて・援助の安全保障

面での戦略的意義が薄れてきたこと、②対外援助に対する厳しい国内世論に対する説明責任、③

ケネディ啄権下で枠組みが成立した「対外援助法」が時代にそぐわなくなってきたこと、などが

ある。

１．２．４．米国同時多発テロ以降（２００１年９月以降）

２００１年９月１１日の同時多発テロは、米国の政府開発援助にも大きな影響を与えた。１９９０年

代までの緊縮ＯＤＡ路線から貧困問題解決に向けてのＯＤＡ拡大へと政策は大きく転換したので

ぁる。ブッシュ大統領軋貧困にあえぐアフリカがテロの温床となっているとし、ＯＤＡ大幅増

額の方針を打ち出した（モンテレー合意）。また、２００２年６月にカナダのカナナスヰスで開かれ

たサミットで軋アフリカ問題が主要な議題の一つにあげられ・対アフリカＯＤＡの増額が表明

された。さらに、ブッシュ大統額は、演説においてアフリカへの教育援助大幅増額を表明してい

る。

１．２．５．＿米国の二国間捷助の形態

現在の米国の二国間援助は主として次の３つの形態から構成されている。これらの用語（特に

ＥＳＦとＤＡ）軋後に頻出するので、ここで説明しておきたい。

①経済支持援助（ＥｃｏｎｏｍｉｃＳ叩ｐＯｒｔＦｕｎｄ：ＥＳＦ）

政治的・．戦略的観点から機動的に実施されるもので、いわゆる「前線国家（対共産主義勢力の

前線に立つ国）に供与されてきた。脚は、二国間援助のうち３０～４０％を占め、米国が政治及

び安全保障上の観点から特に関心を有する国々に対して供与されるもので、国際収支改善のため

の商品無償、無償資金供与等を中心とした、いわゆる足の速い弾力的な援助形態である。特定の

政権維持のために供与されることが多く・その大部分はイスラエル、エジプトに向けられてきた。

脚は同時に構造調整型援助の財源でもある。援助内容の決定は国務省によって行われ、実施は

ＵＳＡＩＤが担当する。

②開発援助（Ｄｅｖｅｌ。ｐ竺ｅｎｔＡｓｓｉｓｔａｎ伐：ＤＡ）

標準的な意味でのＯＤＡで、大半が農業および社会セクターに向けられている。ＤＡの使用に

っいては議会がかなり大きな発言権を持っている。ｂＡはすべて贈与である。ＤＡは、開発途上国

の中・長期的な経済開発を目的とし、特に貧困層の生活環境改善のための案件について主に技術

協力を中心に実施するものであり、二国間援助の約３０％を占める。

－③食糧援助（Ｆｏｏｄ餌ＰｅａｃｅＰｒ喝ｒａｍ‥ＰＬ４８０）

途上国の食糧不足を緩和するという人道的配慮にもとづいているが、挙国の余剰農産物の処理
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という現実的な動機があることも事実である。贈与の場合もあるし、貸付の場合もある。タイト

ルⅠを除き無償である。食糧援助は、１９５４年農薬貿易開発援助法（Ｐｄ鵬ｅＬよｗ４８０帆４細）を

根拠にした援助である。同援助は、米国小麦等の低利・延べ払い輸出（タイトルⅠ）、無償による

緊急の食糧援助（タイトルⅡ）及び受額国の経済開発を目的とする対政府無償援助（タイトルⅡ）

に分かれており、タイトルⅠは農務省、タイトルⅡとⅢはＵＳＡＩＤが実施している。

１．３．主な機能・役割

ァ刈カのＯＤＡは、１９６１年に発足したＵＳＡＩＤが独自の予算を持ち、二国間援助計画及び国

際開発関係機関拠出金の大部分を所管している。ＵＳＡＩＤは国務省が管轄している対外援助実施

機関であり、援助専門省ではない。ＵＳＡＩＤ長官は国務次官と同格で・国務長官に対して責任を

持つ。ＵＳＡＩＤは、形式的には国際協力庁（ＩＤＣＡ）の長官の指示をあおぎながら業務を遂行する

とされているが、実際には国務省とＵＳＡＩＤが協議して実施している。世銀、地域開発銀行につ

いては国務省との協議を前提としつつ財務省が、国連機関は国務省が所管している。なお、議会

との関係は１９６１年に制定された対外援助法に基づき・ＵＳＡＩＤが対外援助に関わる資料を議会に

提出する。この資料に乱すべての国別計画および案件についての予算関連情報が含まれている。

議会は歳出予算法の審議・成立を通じて、行政府の対外援助活動に承認を与える。ＤＡについて

乱読会が国別の援助方針や基本的内容を細かくチェックしており議会の同意がないために動か

ないケースも多い。そのため機動性を欠くという批判も出されている。

二国間援助は、資金協九技術協力ともに基本的にＵＳＡＩＤが国務省と密接に協議の上実施す

る。また、ＵＳＡＩＤは援助プログラムの実施を専門に省庁に委託することもある。国際機閑を通

じた援助のうち、世銀、ＩＭＦ・地域開発銀行等の国際開発金融機関については財務省が管轄し、

国連専門機閑については国務省が管轄している。なお、国際開発金融機関を通じる援助の場合も・

外交政策の観点から国務省が関与する。

現行の対外援助法（１９６１年制定、１９７３年改正）では、行政府と議会との意見調整の難しさに

ょる機動性の欠如などさまざまな問題があるとして改正が議論されてきた。１９８０年代後半のタス

ク・フオ∵スの検討（例えば「ハミルトン・レポ→」）などを含めて長期にわたる議論が行われ・

非常に複雑な展開をしてきた。１９９５年にＵＳＡＩＤの国務省への統合を含む法案が議会に提出され

たが、大統額は拒否権を発動した。しかし、ヘルムズ上院外交委員会委員長を中心に統廃合を求

める動きは強く、これに対応するため１９９７年４月、クリントン政権は、ＵＳＡＩＤ、軍備管理・軍

縮庁及び情報庁という対外活動関連３機関の国務省への統合構想を発表した（ＯＤＡ白書２０００）。

議会での審議を経て、１９９８年３月外務改革・再構築絵が施行され、軍備管理・軍縮庁及び情

報庁は国務省に統合されたが、ＵＳＡＩＤは独自の予算を有する独立機関として存続することとな

った。ただ、業務遂行については、従来ＵＳＡＩＤ長官は大統額に直接報告することになっていた

のに対し、国務長官に報告することとなり、国務長官へのガイダンスに従うことになった。

ただ、この間も援助実施体制の簡素化への強い欲求は一貫して変わっておらず、これに押され

る形でＵＳＡＩＤの人員削減と機構縮小、とくに海外での活動拠点の整理が開始されている。

対外援助予算に対しては削減圧力が続いてきたが、１９９４年の中間選挙で共和党が多数を占めた

ことによってこの圧力がさらに強まり、１９９６年度の予算は繭年度に比べ１割程度の減少になった。

イスラエル、エジプト向けの援助は政府要求が議会によって満額認められたが、アフリカなどの

最貧国向け援助や国際機閑への援助は大幅に削減された。このような傾向の背景には、アメリカ
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国民の間に広がっている援助の意義や効果への疑問、国際機関の非効率性への不信感、そして財
缶

政再建への強い要求などがあるといえよう。

１．４．組織　勃動　機構、職員、在外事務所等

ＵＳＡＩＤの特徴は、海外事務所に多くのスタッフを置き、具体的な援助実施の権限が現地事務

所に委ねられている点であるが、ＵＳＡＩＤの機構改革、援助予算の削減等の理由から海外事務所

の閉鎖を余儀なくされている。なお、２０００年５月未現在のＵＳＡＩＤの現地採用を含む職員総数は、

７，４８１人（うち、本部勤務者数は１，８６２人）である。なお、２００２年１２月現在の組織図は、以下

の通りでとなっている（ＵＳＡＩＤホームページより転載）。

２．教育援助の理念と政策

２．１．政府開発捷助（ＯＤＡ）の理念と政策

アメリカはひじょうに個性のある援助を行ってきているが、その特色は次のように要約するこ

とができよう。

第１の特色は，米国の援助がその世界戦略と密接な関連を持っている点である。これは、戦後

の「東西対立」にその起源をもつ。共産主義勢力の浸透を防ぐために西側に属すると見られる途

上国に対して積極的に経済支援を行ってきた。自由と民主主義を重んじ、その価値を守るために
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援助をするという理念が米国の援助には一貫して流れている。

第２の特色は、「ベーシック・ヒューマン・ニーズ」を重視しているという点である。１９７３年

の対外援助法の改正以来、米国は貧困問題の解決に積極的に取り組み、食料、人口計画、保健・

衛生、教育などの社会セクターへの援助を重視してきている。１９９３年に成立したクリントン政権

は、開発・援助戦略の基本目標として「持続可能な開発」をあげた上で、「環境問題への対応」「民

主主義の育成」「人口の安定化と基礎医療の確保」「経済成長」「人道的援助」の５つの重点分野

を示した。このなかの「経済成長」には、貧困削減も含まれており、ＵＳＡＩＤは、ＤＡＣ新開発戦

略をふまえ、２００７年までに途上国の貧困層の４分の１にまで減少させるとの目標を掲げている。

第３の特色は、途上国への大量の人員投入による援助実施である。これによって技術移転と組

織づくりを進めることを目的として、援助現場に大量のスタッフが派遣されているために、きめ

細かな援助が可能となる。しかし、これについては１９９０年代の「援助疲れ」により伝統的な援

助体制の維持が困難になっていることを付け加えておく必要があろう。同時多発テロ以降の援助

増額がどの程度実現し、また、どの程度現地スタッフの充実が図られるかは今後注視していく必

要があろう。

２．２．教育捷助の理念と政策

ＢＨＮアプローチが援助の中心であった１９７０年代を除き、アメリカの教育援助は高等教育向け

が重視されてきた。基礎教育に援助がされる場合でも、その大半はＥＳＦ諸国に対する援助であ

り、アメリカの政治的な戦略によるものが多かった。後述のＤＡＣ資料を見る限り、高等教育重

視の構造は基本的にはそれｉまど変化しておらず、１９９０年のジョムティエン会議以降、基礎教育へ

の支援が大幅に増大したという形跡はない。

ＵＳＡＩＤは、２０００年９月に基礎教育に関する政策文書（ＰｏｌｉｃｙＰａｐｅｒ：Ｐｒｏｇｒａｍｆｏｃｕ８Ｗｉｔｈｉｎ

ｂａｓｉｃｅｄ１１Ｃａｔｉｏｎ）を発表している。そこでは、基礎教育を「初等教育、中等教育、成人あるいは

学校へ通っていない青少年への識字訓練、幼児保育、又はこれらのいずれかのレベルに関する教

員訓練の促進を狙ったあらゆるプログラム努力を含んだ広範な活動」と定義しているが、基礎教

育の中では初等教育が最も重視されており、ＵＳＡＩＤの基礎教育への支援は、初等教育の強化に

向けられるべきであるとしている。すなわち、ＵＳＡＩＤが実施する基礎教育支援は、一部の支援

を除き、初等教育に振り向けられるべきであるとしているのである（２０００年６月以降署名され

るすべての基礎教育支援プログラムに適用される）。しかし、援助受入国の状況によっては、初等

教育以外でも、例えば中等教育学校、成人への識字教育、幼児保育等への支援ほうが維持可能な

開発により貢献すると分析されるのであれば、初等教育以外の他の選択をすることができる、と

もし、柔軟な取り組みの可能性も残している。

初等教育に関する援助は、．対象となる子どもが多いだけに、そのアプローチは難しい。多くの

国際援助機閑が長年にわたって初等教育への援助に躊躇してきたのも、初等教育への援助で効果

をあげるのが困難だからである。現在、日本においても基礎教育レベルのソフト面で何ができる

がさかんに議論されているが、有効な協力モデルはいまだ明確ではない。

では、基礎教育支援の優先事項は初等教育であるとするＵＳＡＩＤは、どのようなアプローチを

取ろうとしているのであろうか。ＵＳＡＩＤは、初等教育に焦点を当てた基礎教育支援プログラム

は、「政策改革の促進」「組織的能力の構築」「教室レベルでの教授活動の改善」「コミュニティ参

加の促進」という４つの大枠なアプローチの一つ、或いは複数にかかわるものであるとしている。
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そして、援助プログラムの実施に関するその他の注意点として、組織的な改革、効果的な援助国

間協力の必要性、女子の教育機会の拡充、教育の質の重視、被援助国の責任としての基礎教育、

初等教育の完全普及、といった点があげられている。

２．３．政府開発援助政策における教育の位足付けの変事

１９９４年、ＵＳＡＩＤは援助目的（ｇｏａｌｓ）として次の５項目を設定した。

１．広範な経済成長と農業開発の促進（ｅｎｃｏｕｒａｇｉｎｇ ｂｒｏａｄ七ａｓｅｄ ｅｃｏｎｏｍｉｃ ｇｒｏｗｔｈ ａｎｄ

ａｇｒｉｃｕｌｔｕｒａｌｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎＯ

２．民主主義と良い統治の強化（ｓｔｒｅｎｇｔｈｅｎｉｎｇｄｅｍｏｃｒａｃｙａｎｄｇｏｏｄｇｏｖｅｒｎａｎＣｅ）

３．世界における人口の安定化と人権擁護（ｓｔａｂｉｌｉｚｉｎｇｔｈｅｗｏｒｌ∬ｓｐｏｐｕｌａｔｉｏｎａｎｄｐｒｏｔｅｃｔｉｎｇ

ｈｕｍａｎ正ｇｂｔ）

４．長期的持続のための世界環境保護（ｐｒｏｔ６ｃｔｉｎｇ ｔｈｅ ｗｏｒｌ∬ｓ ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔｆｏｒｌｏｎｇ・ｔｅｒｍ

ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ）

５．災害による損害と人命の救助、及び政治的経済的発展のための条件の再構築（ｓａｖｉ一喝ｌ緑ｅｓ

ａｎｄｒｅｄｕｃｉｎｇｓｕ飴ｒｉｎｇａｓｓｏｃｉａｔｅｄｗｉｔｈｄｉｓａｓｔｅｒｓ，ａｎｄｒｅ・ｅＳｔａｂｌｉｓｈｉｎｇｃｏｎｄｉｔｉｏｎｓｎｅｃｅｓｓａｒｙｆｏｒ

ｐｏｌｉｔｉｃａｌａｎｄｅｃｏｎｏｍｉｃｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）

これら５項目は、教育と全く無関係ではないものの、直接的に教育援助に触れているわけでは

ないが、１９９５年には第６番目の目的として、「教育と訓練によるヒューマンキャパシティの確立

仏ｕｉｌｄｉｎｇｈｕｍａｎｃａｐａｃｉｔｙｔｈｒｏｕｇｈｅｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄｔｒａｉｎｉｎｇ）」が新たに追加された。そして、教

育援助に関してはさらに次の４つの目標が設定されている。

１．２００７年までに不就学の初等教育段階の児童の割合を５０％減らす。

２．２００７年までに初等教育段階における男子と女子の就学率の轟をなくす。

３．初等教育段階の修了率を改善する。

４．高等教育への進学率を上昇させる。

教育援助は当初、「広範な経済成長」の目的のもとに位置付けられていたが、１９９５年の「ヒュ

ーマンキャパシティの確立」の援助目的設定以降はこの目的のもとに実施されている。ＵＳＡＩＤ

では、ヒューマンキャパシティ開発（ｈｕｍａｎｃａｐａｃｉｔｙｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）は、．経済成長、環境保護、人

口安定化、児童及び家族の健康増進、民主主義の達成、自然及び人による危機や災害への効果的

な対応、など持続的発展に不可欠なものとしている。経済成長との関連では、収益率による基礎

教育援助の重要性を指摘している。グローバルプログラム・フィールドサポート・研究局（ＢⅦｒｅａⅥ．

ｆｏｒＧｌｏｂａｌＰｒｏｇｒａｍｓ，ＦｉｅｌｄＳｕｐｐｏｒｔａｎｄＲｅｓｅａｒｃｈ）のもとにＵＳＡＩＤ本部及び現地事務所に技術

サービスを提供するヒューマンキャパシティ開発センター他ｅ ＣｅｎｔｅｒｆｏｒＨｕｍａｎ Ｃａｐａｃｉｔｙ

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）が設置された。ここには基礎教育、高等教育、訓練、情報工学の４分野の専門家が

配置されている。

しかしながら、ＵＳＡＩＤ内では教育援助は民主的制度や保健・人口ほどには優先順位は高くな

い。これは、後述のように教育援助割合ははば４％で推移し（１％台の年次もある）、援助におい

て上位のセクターにないことからもみてとれる。冷戦終結後は、東欧諸国や旧ソ連邦への援助が

拡大しており、その中で民主化に向けての公民教育に関するプロジェクトは実施されているもの

の、全体としてみると、教育援助の比率は高くはない。
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３．教育援助の実施体制一手法

３．１．教育捷助の態様

アメリカの教育援助は主とＥＳｆＩとｍのプログラムにより実施されている。ＥＳＦプログラム

は財政赤字補助による資金移転（１９９５年度の場合、ＥＳ万－の約５０％を占める）が主であるが、教育

援助プログラムが実施された場合はＤＡ対象国のプロジェクトよりも大規模となり援助額は非常

に大きいものとなる。一方、ＤＡ対象国昼数が多いことに付け加えて援助予算が小さいため、教

育援助プログラムは極めて選択的に実施されている。ＢＨＮが援助政策の中心であった１９７０年代

を除けば、アメリカの教育援助は１９５０年代から基本的には高等教育援助が中心であった。１９８０

年代は平均して教育援助の約４０％が高等教育援助であり、基礎教育援助は約１５％であったとい

われている。

アメリカの教育援助が高等教育中心であることに加えて、途上国をＥＳＦ対象国とＤＡ対象国

とに分けて援助を実施しているため、アメリカの教育援助は途上国の基礎教育援助ニーズに対応

することが困難になってりる。識字率が低いなど極めて深刻な基礎教育の問題を抱えた諸国には

十分な援助が行き渡らない一方、ＥＳＦ対象国には過剰ともいえるほどの教育援助が実施されると

いうケースが多い。

３．２．教育援助事業の実施方法

ＵＳＡＩＤの援助は、１９７０年代半ばまではＵＳＡＩＤ自身が各種調査団を派遣し、専門家・技術者

を直接雇用し、現地のＵＳＡＩＤ事務所に多数のスタッフを配置して、プロジェクトの実施を行う

という「直営」型が中心であったが、１９７５年のベトナム戦争の敗北にともなうスタッフの引き上

げを機に、このような直営による実施から、実施機関がコントラクター、大学、被援助国自身な

どによる・「間接」型に移行していった。

現在のＵＳＡＩＤは主にプロジェクトの企画・立案、モニタリング、評価業務を行っており、プ

ロジェクトは現地ＮＧＯや先進国ＮＧＯ、契約コンサルタント、大学等の専門機閑を通じて実施さ

れている。ＵＳＡＩＤは、特に人道援助に関してはＮＧＯ支援などを含めて迅速で効果的な危機の

対応に取り組んでいる。因みに、現在、米国の二国間ＯＤＡの３割以上がＮＧＯ（米国ではｒｖ０

〔ｐｒｉｖａｔｅａｎｄザｏｌｕｎｔａｒｙｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ））を通じて行われているが、９５年にはＵＳＡＩＤ／ＰＶＯパ

ートナーシップ政策が策定され、ＮＧＯとの連携を一層強化することとされている。

３．３．教育援助事業の評価

３．３．１．ＵＳＡＩＤにおける評価システムの推移

ＵＳＡＩＤの評価システムは、１９７０年以降様々な改革を経て、現在に至っている。まず、今日と

の大きな違いとして、１９７０年代当時は、ＵＳＡＩＤが資金を提供するプロジェクトの全てが評価対

象となっていた。援助現場におけるプロジェクト担当者は、プロジェクト進行中の「中間報告」

（ｍｉｄ・ｔｅｒｍｒｅＰＯｒｔ）、終了後の「最終報告」（丘ｎａｌｒｅｐｏｒｔ）と２回にわたって評価結果を上層部

に報告する義務があった。

しかし、１９７０年代後半に入ると、この体制の弊害がＵＳＡＩＤ内部で指摘され始めた。ＵＳＡＩＤ

本部は現場から上がってくる評価報告を元に、個々のプロジェクトの優先順位や翌年の予算配分

の決定を行うが、当時の評価報告は自分の担当するプロジェクトの正当性を誇大に主張するもの

が大半で、上層部が必要な決断を下すための材料としては不十分なものであった。このように、
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評価報告が形骸化している状況を改善するための一手段として、全プロジェクトが評価対象とな

っていた制度の見直しが行われ、現在では評価は優先順位が高いものに限定されて行われている。

個々のプロジェクトの進捗状況を監視する方法としては、１９８０年代半ばに「成果測定」

（ｐｅｒｆｏｒｍａｎＣｅｍｅａ８ｕｒｅｍｅｎｔ）という新しい概念が導入された。羊の制度は・現地に派遣されて

いるプログラム・マネージャーが、個々の援助プロジェクトが当初の目標と予算枠に対してどの

程度成果を上げつつあるかプロジェクト遂行中に測定し、必要ならば修正を加えることを規定し

ていた。この方法は、開発事業が当初設定された目標、あるいは事業戦略から帝離することを防

ぐ手段としては確かに有効であった。

、しかし、１９８０年代後半にはアメリカ議会が「成果測定」の限界に言及し、これが現在の評価制

度の基軸をなす「インパクト評価」の契機となった。議会側は、「成果測定」によって明らかにな

る個々のプロジェクトにおける投入の数値目標の達成と、長期的なマクロ経済基盤の発展とが必

ずしも連結していない点を指摘した。このような反省を土台にして、１９８０年代以降ＵＳ封ｂでは

個々のプロジェクトにおける投入数値目標重視から、プロジェクトの長期的インパクトや経済状

態改善のほうをより重視する傾向が強まった。

１９９３年には「行政機関の業務遂行と結果に関する法律」（ＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔＰｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ＆Ｒｅｓｕｌｔｓ

Ａｃｔ）が議会で成立した。この法律は政府機関の活動の能率と実効性を一層高めることをめざし

たもので、事業における目標設定、進行状態の測定の必要性をうたっている。現在のＵＳＡＩＤの

評価システムは「モニタリング」（監視）と「エバリュエーション」（評価）を２本柱としている。

「モニタリング」で待られた情報により必要性が認められると「評価」活動が行われるというよ

うに、両者は相互に関連している。

３．３．２．ＵＳＡＩＤにおける評価システム概要

（１）担当部局

ＵＳＡＩＤのモニタリングおよび評価活動は、組織全体から現場での援助プログラムを対象とす

るものまで、幅広く行われている。そしてそれら異なるレベルでのモニタリング・評価活動を統

括しているのがｒ開発情報・評価センター（ＣＤＩＥ：ＣｅｎｔｅｒｆｏｒＤｅｖｅｌｑｐｍｅｎｔＩｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ＆

Ｅｖａｌｕａｔｉ。ｎ）と呼ばれる部局である。ＣＤＩＥは、ＵＳＡＩＤの政策・プログラム調整局（Ｂｕｒｅａｕｏｆ

Ｐ鵬ｅｙ＆ＰｒｏｇｒａｍＣｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ）の中に位置し、１９９由年現在１２６名がその任務にあたっている。

（２）予算

モニタリングや評価のために割り当てられる予算の目標幅はＵＳ封Ｄ全体の予算の３％から

１０％程度とされている。そのほかに、一つのプログラムにかけられ号予算全体のうち、０・５％から

１％程度を評価活動に支出するという測定基準もある。

（３）モニタリング

モニタリングの対象となる援助プログラム、あるいは組織・特定部局を様々な段階にわたり継

続的に観察する。定期的にデータ収集・分析を履行しながら当初の戦略目標と照合して、どの程

度その目標に近づきつつあるか、あるいはどの程度目標を達成したかを測定する。モニタリング

は個々の事業から各事務所、最も包括的なものではＵＳＡＩＤ組織全体に至るまで広範囲にわたっ

て行われる。

（４）評価（Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ）

モニタリングがプロジェクト・サイクルの一部であり、常時行われるのに対して、評価はその
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必要性が認められた場合にのみ行われる。具体的には以下のような問題が撞起されたときに評価

を実行し、問題解決の糸口を探る。

・援助活動の過程で予期しない事態が生じた場合（目標に大幅に届かなかった場合、あるいは

予期しない成功をおさめた場合、その理由の説明）

・援助受けいれ側の必要性が満たされているかどうかの確認

・ＵＳＡＩＤの援助活動の総合的効果の分析（意図せざる効果も含む）

・優先順位が高いとみなされた特定の援助項目の調査

・評価を通じて新たに発見された事象の中で、将来他の状況においても活用可能な部分の抽出

・戦略目標を援助活動開始前に策定する際、その背景にある仮説の前提が妥当性を持つのかに

ついての再検討

評価活動を行うチーム構成には次のような種類がある：（１）内部の当事者によるもの、也）外部機

関によるもの、（３）合同評価、（め参加型評価（研究会・セミナー形式で複数の参加者を交えて行わ

れる）。

評価活動の手順は次のとおりとなっている：（１）評価をすることが運営上必要か否かの決定、（２）

評価計画の作成（評価手法の選択、デ←夕収集と分析の手法を詰める、評価チーム編成）、（３）評

価担当チ」ムによる研究会・セミナーの開催、（㊥データ収集・分析、（５）評価活動の報告・広報活

動（業績報告書など）、（６）評価結果の活用、（７）評価結果報告書のＣＤＩＥへの提出。

事業活動に実際に携わっているグループは評価内容を見直し、その提言を積極的に活用してい

く義務がある。援助活動担当者は評価結果に基づきながら、①評価により明らかになった点を再

吟味し、②評価結果のどの部分が受け入れられ、どの部分鱒受け入れられないかを識別し、③報

告にある提言を実行するにあたって必要となる運営上の措置、新しい体制を具体化し、④既存の

戦略目標、活動計画などに修正が必要かどうかを判断する。

３．４．セクター・プログラムに対するスタンス

セクター・プログラムに対するスタンスは援助対象国によって異なるが、ＵＳＡＩＤは基本的には

「慎重派」である。完全に独自路線というわけではないが、英国や北欧ほど強くはコミットして

いない。独自のプロジェクトを実施していくという方針が基本である。アメリカの場合は、現地

事務所にかなりの権限が与えられている。そのため、現地においてセクター・アプローチに対して

も柔軟な対応が可能となっている。

４．教育援助の集線

４．１．ＯＤＡ全体に占める教育援助の割合

表＊は、アメリカの’ｏＤＡ全体に占める教育援助の割合を見たものである。ＯＤＡに占める教育

援助の割合は５％以下であり、ＤＡＣ平均を下回っている。しかし、基礎教育への援助の割合は

ＤＡＣ平均を上回る年もあり、教育援助の中では基礎教育が比較的重視された時期もあることがわ

かる（表１）。

表１０ＤＡ全体に占める教育援助の割合（アメリカ）

ＯＤＡ 全体に占める ＯＤＡ．全体 に占め る基礎 ＤＡＣ平均 ・ＤＡ（）平均
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教育 疲 助の 割合 一教 育へ の援助 の割合
（教 育援 助） （基 礎教 育援 助）

１９９１年 ２・８甲 － ８．７％ －

’１９９２年　 ＿ ２．８％ ー ８．４％ ー

１９９３年 ・■ ４．３％
－ 臥５％ ０．１％

１９９４年 ４．７％ ０．１％以下 １１．２％ １．２％

１９９５年 ４．８％ １：８％ ．１１．２■％ １．２％

１９９６年 ４．６％ １．８％ １０．８％ １二３％

■１９９８年 １．．７元 ０．５％ １０．６％ １．０％

１９９９年 畠．２・％ １．２％ １０．７％ ■ １．２％

（出所）ＤＡＣ資料

二国間ベースのＯＤＡの国別の配分を見ると、エジプトのシェアが圧倒的に高い（表２）。つい

最近まではイスラエルも高かったが、ＯＤＡ対象国から外れたため、圧倒的に高いのはエジプト

のみとなった。

表２　米国のＯＤＡ供与国（上位１０カ国）

順
位
国 名

１９８０年
順
位
．国 名

Ｉ９９８年

ＯＤＡ 計 シ ェア ＯＤＡ 計 ・シェ ア ・

１ エ ジ プ ト ８３４．００ Ｉ９・１０ １ エ ジ プ ト ８１０．００ １３．５４

２‾ イ ス ラエ ル ７８０．００ ■１７．８７ ２ ボスニア・ヘルツェゴヴィナ ２１６．４５ ３．６２

３ トル コ ２６５．００ ６．０７ ３ ジ ョル ダ ン １３９．８８ ２．３４

４ バ ン グ ラデ シ ュ １７４．００ ３．９９ ４ ペ ル ー １２０．９６ ２．ｂ２

５ イ ン ドネ シ ア １１７．００ ２．６８ ５ ポ リヴ イ ア ９２．３１ ．１．５４

６ 太 平 洋 諸 島 （米 ） １０８．００ ２．４７ ６ 南 ア フ リカ 共 和 国 ８３．０２ １．３９

７ イ．ン ド ８３．００ １．９０ ７ ハ イ チ イ ８２．９３ ・１．３９

８ ニ カ ラ グ ア ７９．００ １．８１ ８ パ ラオ ７８．３３ ■１．３１

９ ポ ル トガ ル ６９．００ １．５８ ９ パ レス チ ナ 自治 地域 ７５．４０ １．立６

１０ ス ー ダ ン ６０．００ １．３７ １０’モ ザ ン ビー ク ７０・４５ １．１８

１０位 の 合 計 ２，５６９．００ ５８．８４ ＿１０鹿 の 合 計 １，７６９．７３ ２９．５７

二 国 間 ＯＤＡ 合 計 ■ ４，３６６．００ ．１００，００ 二 国 間 ＯＤＡ 合 計 ５，９８４．３７ ・１００．００

（出所：●ＯＤＡ白書２０００）

４．２．現行の教育援助プロジェクト

ＵＳＡＩＤでは、教育援助は主に人的資源能力センター（Ｃｅｎｔｅｒｆｏｒ Ｈｕｍａｎ Ｃａｐａｃｉｔｙ

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ：Ｇ／ＨＣＩ））が担当している。現行の教育援助プロジェクトのうち主なものは以下のと

おりである。

（２）米国の対アフリカ基礎教育援助

アフリカが独立した１９６０年代以降、ＵＳＡＩＤはアフリカに対して基礎教育に限らず、それ以上

の教育段階（特に高等教育）にも積極的に援助を行ってきた。しかし、１９８０年代の後半にはアフ
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リカに対する教育援助は基礎教育を中心に据えることになる。その背景としては、次の３つの点
をあげることができる。

①アフリカ開発基金（ＤｆＡ）の設立

１９８７年に議会は「アフリカ開発基金」（ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＦｕｎｄｆｏｒＡｆｒｉｃａ：ＤＦＡ）を設立する法案を

通過させ・米国の対アフリカ支援の基盤を作った。これは、１９８０年代のアフリカの危機（経済危

機、累積債務、貧困など）に対し、国際社会の関心が高まっていたことを背景に設立されたもの

である。アフリカ開発基金の設立により、ＵＳＡＩＤはそれまでよりも効果的なアフリカ支援が可

能となった。アフリカ開発基金は３つの重点分野を掲げたが、その一つが基礎教育を含む′「人間

への投資」であった。これにより、米国はアフリカに対し基礎教育支援を重視する資金的な基盤

を得ることとなったのである。

②米国議会による基礎教育重視の方針

アフリカ開発基金設立とはば時を同じくして、１９８８年に米国議会は対外援助改革の法案におい

て・教育分野を特に重視するという方針を明確にした。その方針は、教育援助に向けられる額を

明示し、また、教育援助め５０％は基礎教育に向けられるべきであるとしている。この方針の決定

により、ＵＳＡＩＤはアフリカの基礎教育支援の増加を迫られることとなった。

・③アフリカ基礎教育に対する国際的な関心の高まり

１９８０年代後半は、開発援助の額域において国際的にもアフリカ基礎教育に対する関心が高まっ

た時期でもあった。その背景としては、言うまでもなくアフリカの「失われた１０年」があり、

また、アフリカにおける「教育の危機」鱒あった。１９８８年に世界銀行は、『サブ・サハラ・アフリ

カ、における教育：調整・再活性化・拡大のための政策（肋毘血血助ム１免血相月Ａ丘血二月畑ぬ

伽Ａ伽ぉか即ち助ｄ由勉励８月ｄ如月月度わ乃）』と題した報告書を発表し、アフリカにおける

教育の危機的状況にいかに対処していくべきかを検討した。

また、１９９０年にはタイのジョムティエンで「万人のための教育世界会議」が開催され、基礎教

育普及に関する国際的な目標が設定された。むろん、「万人のための教育世界会議」は必ずしもア

フリカのみを念頭においていたわけではないが、初等教育の普及状況を地域間で比較した場合、

アフリカが最も遅れており、多くのドナーにとって関心の中心であったことは言うまでもない。

上記のような３つの背景により、米国の河アフリカ教育援助軋基礎教育が中心となっていっ

た。世銀が『サブ・サハラ・アフリカにおける教育』を発表したのと同じ１９８８年に、ＵＳＡＩＤのア

フリカ局は『基礎教育アクションプラン（励血．肋躇血Ａｅぬ点助）』を発表し、アフｔ」カ

への基礎教育援助を拡大させていった。そして、１９８８年当時進行中であったカメルーン、レソト、

ボツワナ、スワジランド、南アフリカでの教育プログラムに加えて、１９８９年～１９９１年にはガー

ナ、ギニア、マラウイ、マリ、ナミビアで基礎教育に関する新たなプログラムを、１９９２年にはウ

ガンダ、ベニン、１９９４年にはエチオピアでも教育プログラムを開始した。

１９８８年の．『基礎教育アクションプラン』において注目される点の一つは、従来から実施してき

た「プロジェクト型の援助」に加え、「ノン・プロジェクト援助」が援助の態様として明確に鱒置

付けられたことである。「ノン・プロジェクト援助」とは、世銀の構造調整プログラムと同じ方式

によるものである。すなわち、具体的なプロジェクトに直接結びフけるものではなく、資金的な

サポートによって政策を支援していくというものである。後の対アフリカ基礎教育援助を見ると、

援助の態様としては、プロジェクト援助とノン・プロジェクト援助を組み合わせて実施されてい
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るケースが多い（表３）。

表３　米国の対アフリカ基礎教育援助

対象 国 期 間
金額 （百 万 ドル ）

プ ロジ ェク ト嘩 助 ノ ンプ ロジェ ク ト援 助

ベ ニ ン ・ １９９１－１９９９年 ２０．０ ５６．０

エ チ．オ ピア １‾９９５－２００１年 ３０．０ ５０．０

ガ ーナ １由 １－１由 ６年 ‾・ ３．０ ３２．０

１９９６－２００１年 ■１５「４ １２．０

ギ ニ ア ｉ９９０－ １９９６年 １０．７ ２ｄ．１

１９９８－ １９９９年 １５二０ －

マ ラウイ １９９１ｒ １９由８年 １０．５ ３５．０

マ リ １９８９－ １９９９年 ‘ａ８．０
－３．０

ナ ミ ビア １９９１⊥２０ｂｌ年 １臥３ １６．０

ウ ガ ンダ １９９２－２００立年 ． ２■５■．０ ８３，０

南 ア フ リカ １９８６－１９９８年 ５０」０
－

１９９２⊥■２０００年 ４０．０ －

表３４に掲げられたそれぞれの援助の目的は、どれも初等教育の質的向上、量的な拡大、効率

性の向上など一般的な表現となっている。特定の社会集団（たとえば女性や農村地域）などに焦

点が当てられていることもあるし、初等教育全般に焦点が当てられていることもある。また、

ＵＳＡＩＤ単独で実施しているものもあるし、世界銀行と連携して初等教育システムを支援して′い

る場合もある。

ちなみに、米国は「アフリカ」といってもそのすべての国を基礎教育援助の対象としているわ

けではない。米国はアフリカ諸国のなかでも、内戦中の国や経済的破綻国、民主化が遅れている

国、政治的な基盤が窮めて弱い国（シエラレオネ、ソマリア、スーダン、ルワンダ、コンゴ民主

共和国、リベリア、ナイジェリア、ニジェール、トーゴなどがそれに該当する）は基礎教育の援

助対象にはしていない。比較的民主化が進行し、経済改革が進みつつある国（ベニン、エチオピ

ア、南アフリカ＼ナミビア、ウガンダ、マリ、マラウイ、ギニア、ガーナ、セネガルなど）を主

な援助対象としている。

（３）教育セクター支援（ＥｄｕｃａｔｉｏｎＳ９ＣｔＯｒＳｕｐｐｏｒｔ：ＥＳＳ）

１９９８年に発表された『アフリカ基礎教育に対するＵＳＡＩＤの戦略枠組み（ＵＳＡＩＤ，ｓ Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ

ＦｒａｍｅｗｏｒｋｆｏｒＢａｓｉｃＥｄｕｃａｔｉｏｎｉｎＡｆｒｉｃａ）』においては、ＵＳＡＩＤの今後の援助戦略として教育

セクター支援（ＥｄｕｃａｔｉｏｎＳｅｃｔｄｒＳｕｐｐｏｒｔ：ＥＳＳ）のアプローチが重視されている。ここでいう「教

育セクター支援」とは、アフリカ政府の教育改革プロセスを支援していくということである。そ

れは、これまでのようなプロジェクト型の援助ではない。プロジェクト型の援助は、教育セクタ

ーの中で、改善すべき特定の額域にスポットを当てて、それに対する援助を行、うものであるが、

「教育セクター支援」は、教育システムそのものの改革をめざしている。教育システムの改革と
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は、教育政策の抜本的な変革（たとえば、資源配分の変化、組織やオペレーションの改革）など

を含むものである。

ところで、「教育システムの改革」といっても、その具体的な中身は何であろうか。システムが

改革されたかどうかはどのような観点から見ればいいのであろうか。

ｕｓＡＩＤは、「教育セクター支援」のプログラムは、次の３つの観点から見られるべきであると

している。

①そのプログラムは「効果的な学校他飴。血ｅＳｃｂｏｏｌ）」に結びついたかどうか

②そのプログラムはシステムの改革努力を推進したかどうか

③その改革は「持続可能（ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ）」かどうか。

まず、①の「効果的な学校」について。「効果的な学校」とは、・子どもたちの学習を支援するよ

ぅな学校の雰囲気があり、学習効果を高めるような教育戦略があり、それを支援するためのイン

プットや条件が整っているような学校のことである。そのような学校づくりにプログ他無償資金

協力が貢献したかどうかが第一のポイントである。

次に、②の「システムの改革努力」であるが、あくまでもシステムの改革はアフリカ政府の手

によってなされるべきであり、援助機閑の責任ではないとしている。援助機閑はあくまで側面か

ら改革努力をサポートできるのみである。ＵＳＡＩＤは、システムの改革として、次の６つの関連

分野をあげている：【１撒育サブセクター（初等教育・中等教育、高等教育、職業教育といった教

育セクター内での諸額域の関係）、【２】システムの構成要素（教育インフラ、教員、か」キュラム、

教材、試験制度など教育システムを形作る諸要素）、【３】システムの「場」（政策、学校や教室、地

域社会といった「場」）、【現行政（中央政府、地方政府の関係）、【５】ステークホルダー（様々な関

係者：教育省、生徒、親、ＮＧＯ、宗教団体、教員組合など教育に影響する様々な関係者）、【６撼

助機関（ドナー間の調整など）。

③の「持続可能性」については・【１】システムの改革（個別分野の改善努力ではなく全体的な改

革を支援する）、【２】合意とオーナーシップ（教育改革についてアフリカ側に大筋の合意があり、

主体的な教育改革努力に投資する）、【３制度能力の強化（改革の管理・実行のための組織能力を

強化する）、【蚕現実の公的支出の裏付け（アフリカ側の資源によって資金調達が可能な改革を支

援する）、といった原則が重視されている。

（４）教育統計データに関する支援

米国がアフリカの基礎教育を見るときに、個別の問題というよりはシステムそのものの問題を

重視するのは、アフリカにおいては教育行政の能力がまだ十分ではないからである。行政能力が

十分でないことを示す一つの例としては・教育統計や情報の不備があげられる。

アフリカにおいては、教育統計情報の整備が遅れていることが大きな問題点として指摘される

ことが多い。この点に関してＵＳＡＩＤは、ＤＨＳ（ＤｅｈｏｇｒａｐｈｉｃａｎｄＨｅａｌｔｈＳｕｒｖｅｙＳ）という調

査を通じて支援を行ってきた。ＤＨＳは、遜上国の教育政策とプログラムの立案・モニタリング、

評価のためのデータを提供するものである。ＤＨＳ調査により、アフリカにおいてこれまで十分に

把握されてこなかった教育の実態が示されるようになってきている。たとえば、これまで子ども

がどれくらい学校へ行っているかは「就学率」といった指標であらわされてきたが、実際、子ど

もがどれくらい学校に出席しているかは明らかではなかった。しかし、ＤＨＳにより、出席の実態

や女子の就学を阻害している要因などもある程度は把握できるようになってきている。
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１５．日本の国際教育協力の特質

揮村信実

（広島大学）

１．はじめに

日本の国際協力・開発援助はわかりにくい。特に教育分野の国際協力・援助（以下、国

際教育協力あるいは教育協力とする）は、政策決定を誰がするのか、どの機関が実施して

いるのか、この複雑さは国際的な常識を超えている。そのような元来の複雑さに加え、１９９０

年以降、日本の教育協力は政策的にも実践面でも大きく変わってきた。それゆえに、日本

の国際教育協力の特質を理解しているのは、一部の援助実施担当者を除けば日本人でも稀

であるし、国際的には誤解こそあれ、正確にはなかなか理解されない。日本側関係者が外

国の関係者に対して繰り返し説明しても、言い訳のように聞こえ、理解はしても納得はし

ていないことが多い。もちろん、日本の援助を理解するためには、日本の社会そのものを

研究する必要があり、日本の官僚制度や雇用制度、官民の関係、日本人の価値観、日本文

化など、最後のところは、日本論・日本人論まで持ち出さなければならない。

本稿では、１９９０年代初頭からこれまでの日本の教育協力を、特に政策面からどのように

変容してきたのか、十分な考察ではないが多少の整理を試みたい。筆者の浅薄な経験と知

識から誤解している点もあるかもしれないが、関係の方々のご批判を賜れば幸いである。

２．１９９０年代の国際的教育協力の動向と日本

１９９０年３月、タイ王国ジョムチェンで「万人のための教育世界会議」が開催された。万

人のための教育（ＥｄｕｃａｔｉｏｎｆｏｒＡｌｌ‥ＥＦＡ）という考え方自体は決して新しいことではない

が、基礎教育の重要性が再評価され、国際協力の重点領域を基礎教育に向ける国際的な合

意が形成された。この会議は、教育に係わる主要国際機関であるユネスコ、ユニセフ、ＵＮＤＰ

及び世界銀行の共催で行われ、二国間援助機関はもちろんのこと、ＮＧＯも公式に招待され

るなど、通常の国際会議とは異なる開催の意義と重みがあった。この会議で採択された行

動計画に掲げられた２０００年までに基礎教育の完全普及を目指すという目標の達成は困難で

あったが、１０年以上経過した現在も教育協力政策の形成の礎として大きな影響をもってい

る。日本においては、この会議開催と前後し、国際協力事業団（ＪＩＣＡ）が「教育援助検討

会」を設置し（１９９０年３月）、国際的援助の動向と日本の援助のあり方を検討し、次にそ

れを発展させた形で「開発と教育　分野別援助研究会」を設置し（１９９２年９月）、今後の

日本の教育援助方針を提言している１。国際的には、ジョムチェン会議のフォローアップ会

１１９９０年からこれまでのＪＩＣＡの取り組みは、国際協力事業団『ＪＩＣＡＦＲＯＮＴＩＥＲ』２００３

年３月号（通巻４４号）、１４真の表が参考になる。
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合等が開催される一方、１９９６年５月にＯＥＣＤ開発援助委員会（ＤＡＣ）において「新開発

戦略」を採択し、２０１５年までに初等教育の完全普及を達成すること、及び２００５年までに

初中等教育の男女間格差を解消すること開発目標を設定している２。

１９９０年のジョムチェン会議の開催は、それまで高等教育と職業訓練が教育協力の中心で

あった日本にとって、特に大きなインパクトがあったことは、先に述べたように１９９０年直

後からＪＩＣＡ内部で教育援助の研究会等が立ち上げられたことからもわかる。それが１９９０

年代半ばには、１９９４年のＯＤＡ白書からも読み取れるように、日本政府は国際援助の量的

な面だけではなく政策形成をリードする意志を表明し、１９９６年のＤＡＣ新開発戦略におい

て定められた開発目標設定にも積極的であった３。従来、欧米の先進援助国に追いつくこと

を目標に援助額を増額してきた日本であるが、１９９０年代半ばになり、他援助国がいわゆる

「援助疲れにより開発援助を縮小したこともあり、自らの役割を果たさなければならな

いと考え始めたのであろう。この頃は、アジアの経済危機（１９９７年）が起こる以前であり、

世界銀行による『東アジアの奇跡』４が刊行され（１９９２年）、東アジアの現在の経済発展は日

本の開発援助と関係のあることをＯＤＡ白書（１９９６年版）に強調するなど、日本自身が自

らの開発援助の方法と実績に自信を持ち始めたときである。欧米追従の理論では、援助額

を増加する理由がなくなってしまうという関係者の危機感もあったかもしれない。

このような日本の援助に対する自信と日本の当時の経済状況には、微妙な関係がある。

１９９０年前後は、日本がバブル経済を謳歌していたときであり、「日本こそ世界一だ、もはや

欧米に学ぶものはない。日本型の官僚主導体制と日本式経営を世界に広めるべきだという

主張さえ湧き上がった。」５と記されるように、日本人が経済面に絶対的な自信をもっていた。

１９９５年４月には、為替レートが一時、１ドル８０円を超えるような勢いであった。このよう

な欧米の知識に疑問を呈し始めた日本の姿勢を、１９９５年１月の『エコノミスト』誌は「日

本の気持ちのいい新たなナショナリズム（Ｊａｐａ〟ｓｎｉｃｅｎｅｗｎａｔｉｏｎａｌｉｓｍ）」と評し、「長年、

欧米は日本が自ら発言しないことに不満であった。今もし、′そうするのであれば、歓迎す

べきことである。」と評している６。建前としては、多様な考えを尊重するというところであ

るが、日本の開発援助に対する国際的な風当たりは、経済力をつけるに従って、より強い

ものになっていく。

３．日本の開発援助に対する国際的批判

２「新開発戦略」では７つの開発目標を設定しており、このうち２つの目標が教育に関係し
ている。

３外務省『我が国の政府開発援助（ＯＤＡ白書）』国際協力推進協会、１９９６年。

４ＷｏｒｌｄＢａｎｋ，ｍｅ励ｓｔＡｓｉｂｎ肋ｃｈ：＆ｍｗＩＣｇｍＷｔｈａｎｄｐｕｂＬｉｔｐｏｈｂＥＯｘｆｏｒｄ：

０ⅩｆｏｒｄＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＰｒｅｓｓ，１９９２．

５堺屋太一『日本の盛衰一近代百年から知価社会を展望する－』ＰＨＰ新書、１７１頁、２００２
年。

６Ｊａｐａｎ’ｓｎｉｃｅｎｅｗｎａｔｉｏｎａｌｉｓｍ．ｍｅＥｂｏｎｏｍＬｇち１４Ｊａｎｕａｒｙ１９９５．
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日本の援助供与国としての歴史は１９５４年から始まり、欧米の国々に比較して浅いものの、

被援助国としての経験を併せ持ち、国際機関や米国等からの援助を効果的に経済発展に結

び付けてきた経験を有する国である。また、日本の国際援助の開始は、アジア諸国に対す

る戦後賠償に関連して供与されたものであり、米国のヨーロッパに対する戦後復興等や英

国やフランスのような旧植民地との関係を基礎とした援助でもない。そのことからすると

欧米の援助と日本のそれは、その目的や理念が異なっていないほうが不思議である。ただ、

好むと好まざると、日本の援助も欧米が考える援助の良し悪しで評価されることになる０

たとえば、古くは１９８０年代半ばにＣａｓｓｅｎらが日本の援助を皮肉るように、’ｒサブサハ

ラ・アフリカの貧困農民に（援助が）届くより、東南アジアでインフラ・プロジェクトを

実施するほうがはるかに容易である」と述べている７０日本の開発援助は、日本企業に資金

が環流するようになっており、貧困の撲滅には関心もなく、成功することが確実な案件に

だけ協力しているという批判であろう。また、‘ドイツの援助実施団体からは、「金に強いが、

実施に弱い」と批判されたりしていた８。日本は資金力だけであり、現場に強い援助人材は

いないということであろうか。このように資金力はあるが、開発援助に関する知識を日本

はもっていないと言う批判的論調は、１９９０年頃までの日本に対する評価としては一般的な

ものである。最近ではその方向は少し変わっているが、どこの国とまで名指しはされてい

ないが、２０００年にダカールで開かれた「世界教育フォーラム」においてＤＦＩＤが配布した政

策文書には、「時として、融通のきかない手続き、援助機関の独自性、時間に制約された経

費支出、弱い技術能力、貧弱な言語力およびアカウンタビリティーと属性に対する懸念は、

相手国政府の目的や目標に戦略的に支援することに反して作用している」と、暗に日本を

批判しているとしか思えない文章が掲載されている９。

また、２００２年６月のＧ８カナナスキス・サミットにおいてはアフリカの開発が主要議題

の一つとなったが、１９９０年代にアフリカが周縁化しつつある時に、日本だけがアフリカ開

発会議を主催（１９９３年及び１９９８年の２回）するなどアフリカの開発に関心を持ち続けて

いたにもかかわらず、ホスト国であるカナダの首相から小泉首相に対して、もう少し日本

もアフリカの開発に貢献してもらいたい、との話があったと報道された。これにショック

を受けた外務省は、２００２年８月、アジス・アペパで開かれた「国連アフリカ経済委員会」

における川口外務大臣のスピーチ「アフリカと共に歩む我が国の決意」（仮約）に次のよう

なパラグラフを入れている。

７Ｃａｓｓｅｎ，Ｒ．ａｎｄＡｓｓｏｃｉａｔｅｓ・ＤｏｅｓＡｌｄ仲ｂ止？Ｒｑ，ＷｔｔＯａｎｈｔｅｍａｔｉｂｎａノ乃ｓｋｈｍｅ・

㌘慧票認諾£芸慧霊ｐｌ。ｍ。ｎｔａｔｉ。ｎ‥Ｊａ，ａｎ，ｓｄｅｖｅｌ。ＰｍｅｎｔＰ。１ｉｃｙ”
ＤｅｖｅｋｐｍｅｎｔａｎｄＣｂＱＰｅｍｔｈｎ，Ｎｏ・４，Ｆｒａｎｋｆｕｒｔ‥ＤＳＥ／ＧｅｒｍａｎＦｏｕｎｄａｔｉｏｎｆｏｒ

ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａＩＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，１９９２，Ｐ・２８・

９Ｄｆ、ＩＤ．β加古函β丘ば班ｅ血ｆｅｍβ£加∂ノβｅ－′ｅ毎皿∽≠乃聯ねノ励びＣ∂血打点ばＡ〟－Ｔｈｅ

ＣｈａｌｌｅｎｇｅｏｆＵｎｉｖｅｒｓａｌＰｒｉｍａｒｙＥｄｕｃａｔｉｏｎ，Ｌｏｎｄｏｎ，２０００，Ｐ・１５・
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アフリカ問題の解決なくして２１世紀の世界の安定と繁栄はありません。アフリカが直面し

ている問題は、アフリカという一地域を超えて、由際社会全体にとって重要な課題です。

日本がこのような問題に対して危機感を持ち、１９９３年に「アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）」

を開催してから、来年で１０年が経ちます０当時は、冷戦終了直後で、国際社会は「援助疲

れ」の兆しを見せていました。日本の主導で始まったＴＩＣＡＤプロセスは、９８年のＴＩＣＡＤ

Ⅱ、昨年の閣僚レベル会合と、脈々と続いています．日本はＴＩＣＡＤプロセス１０周年とな

る明年１０月に、首脳レベルでの会合であるＴＩＣＡＤⅢを開催します。

このように、一部には正当な批判もあるが、他援助国・機関の側に日本の開発援助に対

する基本的な思い込みと認識不足があるように思える。援助の良し悪しが、欧米のそのと

きの援助が基準となり、それに合わない形の援助は評価が低くなるという傾向もある。そ

の一方で、外務省やＪＩＣＡの英語のホーム・ページにアクセスすると、冷や汗が出るくらい

の貧弱な古い情報しか得られないことも事実であり、日本側にも反省すべき点はありそう

である。世界に誇るべき教育協力事例がアフリカ地域などで実施されている事実からする

と、この英語版ホーム・ページから情報を得ようとする関係者を落胆させているし、誤解

も招いているかもしれない。

４．日本の教育協力の複雑性

日本の教育協力政策は、どの機関が作成するのであろうか。英国であればＤＦＩＤが作成

し、米国であればＵＳＡＩＤであり、それぞれの国内の教育行政を担当する教育省などは、は

とんど援助政策形成に関係していない。ところが、日本の場合は、外務省は開発援助の総

合調整は行うが、それぞれの関係官庁が強力な影響力を有している。技術協力の実施機関

であるＪＩＣＡは、これら官庁以上に開発援助に関する知見が蓄積されており専門性も高いが

政策決定機関ではない。教育であれば、ＪＩＣＡが技術協力予算を、外務省は無償資金協力の

本体予算を、そして文部科学省は国費留学生の予算をそれぞれ有している。ＪＩＣＡは外務省

所管の特殊法人であり、教育分野の協力を実施するためには文部科学省が所管する国立大

学等の支援も必要になり、ＪＩＣＡと外務省だけで教育協力はできない。実際に協力している

国立大学教官についても、無報酬で支援しているだけであり、適切なインセンティブもな

い。これほど複雑な体制のもと、国際教育協力を行っている主要援助国は日本だけである。

１９９９年のＪＩＣＡの組織改革では、それまでのような援助形態別の部局を廃止し地域別に

再編する革新的な計画があったが、最終的には今もっていわゆる「援助スキーム」という国

際的にはまったく理解されない日本独特の分類により業務が動いている１０。この改革の過程

で、派遣事業部と研修事業部等は統合され地域４部が新設されたが、各省庁の権益が複雑

１０ＪＩＣＡ職員の意識としては、旧来のスキーム別に考える思考は変容しており、援助スキー
ム別の予算制度なども見直され急速に改善されている。
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に絡む部局の解体と再編までには手をつけられていない。教育分野の協力は、社会開発調

査部・社会開発協力部やこの地域部でも行われており非常にわかりにくく、外国人の理解

をはるかに超える複雑なシステムの中で行われている。なぜこのように複雑になっている

のかはＪＩＣＡの成り立ちにも関わってくることであるが、ここまで正確に理解してくれる外

国人はほとんど皆無であり、大部分は表面的な非効率性に気づき、不思議な感情を抱くだ

けである。

１９９０年初頭から日本の教育援助において小学校建設が中心となったのは、日本側の教育

政策や学校運営などいわゆるソフト面に強い人材の不足だけではなく、文部省（当時）が国費

留学生の受け入れを除けば外向きの国際協力にほとんど関心を持っていなかったこと、さ

らに基礎教育に対する支援に非常に慎重であったためでもある１１。

予算の執行においても、日本は制約が多い。海外の国際協力活動でも、国内の公共事業

と同じように、日本の会計年度末になると忙しくなる。予算消化に奔走することもある。

相手の代わりに働かざるを得ない場合が多くなる。昨今の参加型開発が前提となるような

場合も、一番困るのは相手のリズムに合わせて、相手が行動を起こすまで待てないことで

ある。

５．日本の教育協力における比較優位性

これまで日本の教育援助政策と呼べるものは、ＪＩＣＡの研究会の教育援助指針や外務省の

ｏＤＡ中期計画などを除けば、２００２年６月のＧ８サミット（カナナスキス）で小泉首相が発

表した「成長のための基礎教育イニシアティヴ（ＢＥＧＩＮ）」まで存在していなかった。これ

も基礎教育に特化したもので教育協力の政策と言えるものではないかもしれないが、非常

に高いレベルでの政治的コミットメントであることからすれば、今後の基礎教育援助の重

要な指針となるものである。このＢＥＧＩＮは２００２年７月に最終報告が発表された文部科学

大臣の私的懇談会である「国際教育埼力懇談会」の審議内容の影響を強く受けている。た

とえば、ＢＥＧＩＮには、支援に当たっての基本理念として「日本の教育経験の活用」、日本

の新たな取り組みとして「現職教員の活用」が含まれているが、この両者は国際教育協力

懇談会の骨格を成す方針である。

日本の教育経験の活用を基本理念として出すには、国際的な援助思潮や昨今のグローバ

ル化の議論からすれば１０年近く遅れているように感じられる。第一に、国際援助自体が財

政支援の方向にあり、援助供与国の経験を普及するような時代ではなくなっていること。

第二に、知識社会へ移行しようとしている現在、高等教育の役割がアフリカなどにおいて

も再評価されており、基礎教育・初中等教育についてだけしか言及していないこと０第三

１１たとえば、ＪＩＣＡへの関係官庁からの出向者数（人事交流者数）を比較すると、農林水産省・

経済産業省などからはＪＩＣＡ設立当初から、今でも役員を含め数名以上の幹部を派遣してい
るが、文部科学省からは１９９０年代半ばから１名が派遣されているだけである０
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に、最近の国際協力はローカル・リソースの活用が大前提となっているが、日本人の現職

の小・中・高等学校の教員を海外へ派遣しようとしていること。ただし、これらの政策が

上記の議論を経て、さらに日本の特色や比較優位性として国際的にアピールしようとして

いるのであれば、これが日本の特徴であると言えなくはないが、他援助機閑をリードしよ

うとする国の援助政策としては、物足りないところがある。

これらの政策文書が国際的には違和感がある理由は、日本の援助が官主導で行われてい

ることが一因であり、必要とされる知見は官に蓄積されているという考えと無関係ではな

いであろう。経済面では、官僚主導体制で行う事業が景気後退の局面では、特にうまくい

かないことがすでに実証されているように、国がシステムを作り官や民間の国際協力を促

進しようとする方法は、うまく機能する場合は即効性もあるであろうが、そうでない場合

は影響力も大きいだけに、関係者からのそしりを免れ得ない１２。国際協力の市場が未成熟な

日本においては、国がある程度の必要なシステム作りをすることが重要であることも事実

であるが、これまでに構築されてきた諸機関との関係を蔑ろにするものであってはならな

い。

６．変容している日本の教育協力プロジェクト

このような援助政策的な文書は、日本の場合、その政策に基づき新たな協力を開始する

というより、現場で実施されているプロジェクトが先に進んでいるのが普通である。すな

わち、政策で決めた内容を実施するというより、現在実行しつつあり成功を収めつつある

内容を政策に反映させようとすることが多い。そして現実に、政策以上に速いペースで現

場の教育協力プロジェクトは変容している。特に国際的な援助が集中するアフリカ諸国で

は、日本も開発援助における国際競争力が自然と気になるのか、ここ数年で案件の形成の

方法が根本的に違っている。アフリカ地域では、ガーナ・エチオピア・ケニア・タンザニ

ア・マラウイ・南アフリカなど、１９９０年代前半には考えられないような学校建設以外の多

種多様な基礎教育支援のための教育協力プロジェクトが行われている。

このようなアフリカにおいて日本が協力する基礎教育プロジェクトは、大規模な施設の

建設や機材の供与が行われていないところが特徴であり、この点はインドネシアやフィリ

ピンなどで行われた類似のプロジェクトと大きく異なるところである。アフリカ諸国に対

する協力は、現職教員の再研修システムなど、相手国のキャパシティー・ビルディングを

プロジェクトの目標としている。その一方で、アジアの教育協力には無償資金協力などに

よる施設建設が付随する事例が多い。この理由は、アジアは中央に資源を投入すれば相手

国の既存のシステムに乗って知見の普及が行われるが、アフリカはそのレベルに達してい

１２先に述べた文部科学省「国際教育協力懇談会」最終報告、日本政府の提唱するＢＥＧＩＮ
の両者に、初中等教育分野の国際協力のための「拠点システム」について言及されており、

２００３年度からそのための新規予算も認められている。
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ないのだ、というだけでは説明できない。

被援助国とのパートナーシップやオーナーシップを重視する自助努力に対する支援など、

日本側で考えている援助の理念は、途上国側でどれぐらい意識されているか確証はないが、

プロジェクトの実施とともに急速に浸透しつつあるのは間違いないであろう。日本が初め

て策定した教育協力のポリシーとも言える１９９４年のＪＩＣＡによる「開発と教育　分野別援

助研究会」の最終報告書にある「それゆえに、わが国の教育の経験に学ぶと共に、途上国

の教育実践から学ぶ姿勢が重要であり、…」と述べられていることは、今もって古くなら

ない国際的にもユニークな方針であると考えられる１３０この謙虚な姿勢は、日本の自信のな

さとは無関係の日本人が元来もつ考え方だと思われるが、前に述べた日本の教育経験の活

用を全面に出す政策文書を見ると、日本の教育協力の進む方向が多少気がかりになるとこ

ろである。

７．従属から独立的思考へ

日本は１９９０年代に最大の援助供与国になり、２００１年には米国がトップ・ドナーとなっ

たものの、有数の援助国であることには変わりない。主要援助国としては、唯一非西欧の

国である。１９９０年代半ばまでは、欧米追従、あるいは欧米補完的な援助であったが、１９９６

年のＤＡＣにおける国際開発目標を設定するあたりから、独自性を出すような動きが出てき

た。２０００年のＯＤＡ白書にも、アフリカなどで主流になりつつあるセクターワイド・アプ

ローチに批判的な日本の考えを示し、次のように記している１４０

特に財政支援に等しい共通基金方式の実施は、実施のやり方次第では援助国が主体性を発

揮する余地を狭める可能性があるものであり、また、「顔の見える援助」の実現を困難にす

る可能性を秘めている。そうなれば、国民の援助に対する理解と支持を得ることも難しく

なる。また、このような方法は、いまだ試行段階のものであり、効果的か否かが明らかに

なるには更に時間と検証が必要であろう。途上国の開発を一定の手法の実験の場とするこ

とは援助国としては慎まなくてはならない。途上国側の直面する援助課題や援助吸収能力

が様々であることを踏まえれば、これらの国がたどる開発の道筋も多様であるべきでなか

ろうか。そのためには、ドナー側が提供しうる多様な経験や援助手法から途上国が適切な

ものを選択する余地を残すべきであり、画一的な解決法を提示し、途上国の主体性発揮の

余地を狭めるようなことは好ましくない。援助協調が途上国側の真の開発への主体的取り

組み姿勢の強化に寄与するよう努めていくことが求められよう。

それまで、欧米が設定したスタンダードに日本がいかに努力して合わさせようとしてい

１３国際協力事業団『開発と教育　分野別援助研究会報告書』１９９４年、３５頁。

１４外務省『我が国の政府開発援助』国際協力推進協会、２０００年、２１頁０
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るか、あるいは援助強調の重要性を述べることが多かったＯＤＡ白書に比べると、国際社会

における独自の役割を担おうとする意思がこの中に読み取れる。

日本の国際教育協力において、ＥＦＡという考えは１９９０年のジョムチェン会議が一つの

契機であり、日本はその外来の考えに合わせてきたところがあった。ところが、２０００年前

後から、日本はこのＥＦＡを内在化してきたように思われる。すなわち、自らの発展の歴史

における基礎教育普及の果たした役割に求めようとしている。小泉首相が所信表明演説

（２００１年５月）に引用した「米百俵の精神」の影響も少なくないかもしれない１５。たとえ

ば、ＢＥＧＩＮには、「教育を国づくりの根幹とし、公教育の普及と教育の質の向上を両立さ

せてきた日本の教育経験を活用し、途上国の教育発展に効果的に役立てていく」と記され

ている。一方の文部科学省も国際教育協力懇談会・最終報告に「我が国の教育経験を生か

した国際教育協力」「現職教員の活用による『日本人の心』が見える協力の促進」など日本

の経験を提供することに精力的である。このような日本政府の発表を見ていると・ようや

く日本はアジア諸国に対する植民地主義の呪縛から開放された、という解釈もできる。ま

た、ＪＩＣＡにおいて、２００２年度に日本の教育経験（政策及びアプローチ）に関する研究会

も行われている。

日本の開発援助の特質は、被援助国からすれば日本の色が付いていないところが好まれ

ていたところもある１６。悪く言えば、途上国の「御用聞き」的なところがあった。そのよう

な考えは、援助の要請主義とも関係があるであろうし、日本の援助の起源が戦後賠償にあ

ることにも起因するのであろう。しかし、このような国際協力は、教育分野に限っては、

１９９０年前半にほとんど姿を消し、相互に案件形成を行ってきた。これからの日本の教育協

力の課題は、日本の教育経験に関して開発援助の文脈で自信を持ち始めた日本が、それぞ

れの国際協力の現場でどれだけ謙虚でいられるかであろう。日本の教育経験だけが日本の

教育協力の独自性を発揮する手段ではないはずである。この自信が独善にならないように

注意しなければならない。日本の国際教育協力の特質が、日本の教育経験の提供だけにと

どまらない発展を期待したいところであるし、国際教育協力の現場では日本の教育経験を

超えた協力がすでに行われていると考えている。

１５所信表明演説では、今の痛みに耐えて、明日を良くしようと「米百俵」の故事を引用し、

構造改革への決意を語ったものであるが、それが教育・人づくりの重要性を演説したよう
に関係者に便利に転用されてきた面がある。

１咽際的には、教育協力は援助供与国の特色が色濃く出る傾向がある。

－１９５－



１６．教育分野の国際協力政策・戦略の世界的潮流と日本の教育協力

黒田一雄

（広島大学）

本稿の目的は、１９９０年代の教育分野における国際協力政策・戦略の世界的潮流を振り

返り、これを鏡にして、日本の教育分野国際協力政策の変遷を写すことによって、今後日本

のとるべき政策・戦略を考察することである。

１．１９９０年代における教育分野国際協力政策の世界的潮流（表１参照）

（１）１９９０年以前

１９６０年代には数多くの植民地が宗主国からの独立を果たし、教育はそれらの国々にお

ける最重要課題の一つとなった。ユネスコは１９６０年にカラチ、１９６１年にアジスアベ

バ、１９６２年にサンチアゴで、それぞれアジア、アフリカ、ラテンアメリカにおける教育

教育開発に関する地域国際会議を開催し、１９８０年までに学齢児に対する初等教育の完全

普及（ラテンアメリカでは１９７０年まで）を決議した０その後、急速に初等教育は拡大し、

就学者数は飛躍的に伸長したが、人口増加はそれ以上の速さで進行し、初等教育の普遍化の

目標は達成されなかった。１９８０年代は、発展途上国を未曾有の債務危機が襲い、教育予

算は削られ、教育を初めとした社会セクター全体の発展が足踏み、あるいは後退し、「失わ

れた１０年」となった。

（２）万人のための教育世界会議

１９９０年の「万人のための教育世界会議（ＷｂｒｌｄＣｏｎｆｅｒｅｎｃｅｏｎＥｄｕｃａｔｉｏｎｆｏｒＡｌｌ）」

はこのようなタイミングで、タイのジョムティエンで開催された０１９９０年代の発展途上

国における教育開発を語るとき、もはや「ジョムティエン会議」は枕詞のようになりつつあ

る。それほど、世界銀行・ユネスコ・ユニセフ・国連開発計画により共催された、この国際

会議は、その後の途上国における教育政策および教育分野の国際協力をめぐる潮流形成に大

きな影響を与えた会議であった。この会議がなぜそこまでのインパクトを有することができ

たのか。第一に「失われた１０年」から貧困撲滅（削減）や社会開発重視の９０年代へのち

ょぅど過渡期の時宜を得た会議であったこと、第二に世界銀行と他の国連機関との共催のか

たちをとったことで、可能な限りの国際的な正当性を有したこと、第三に会議が単なる共同

宣言の採択に終わらず、アンマンやダカールでの会合のような政策的フォローアップに相当

のエネルギーが割かれたこと、などが成功の鍵を握ったと考えられる。特に、表１に示され

るような、１９９０年代の一連の国際会議や国際的宣言で、社会開発・貧困撲滅の重要性は、

繰り返し強調され、また国連機関だけではなく、世界銀行やＯＥＣＤがその方針を追認する
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に及び、社会セクターにおいて主要な位置付けを有する教育セクターが、その重要性を高め

たのだと考えられる。

表１：１９９０年代における教育分野の国際協力をめぐる国際会議と日本の政策・戦略形成

教育分野の国際協力潮流形成に 日本 にお け る教 育 分野 国 際協 力政

影響 のあった主な国際会議 ・宣言 策 ・戦略の形成

１９９０

１９９０

１９９３

１９９４

１９■９５

１９９５

１９９６

１９９６

１９９８

２０００

２０００

２００２

２００２

・万人のための教育世界会議 １９９０

１９９２

・国際協力事業団 「教育援助検討会」

（ジ ョムティエ ン） の設置

・世界子供サ ミット ・「政府開発援助大綱」閣議決定

（ニューヨー ク） １９９３ ・「ＯＤＡ第 ５次 中期 目標」の策定

・Ｅ９教育サ ミッ ト １９９３ ・第 １回東京アフ リカ開発会議

（ニューデ リー） １９９４■

１９９５

１９９６

・国際協力事業団 「開発 と教育分野

・世界人口開発会議 別援助研究会」報告書

（カイ ロ） ・国際協力事業団 「教育援助拡充の

・世界社会開発サミッ ト ための提案」タス クフォース報告書

（コペンハーゲ ン） ・アフリカ支援イニシアティブ発表

・第 ４回世界女性会議 １９９６

１９９７

１９９７

１９９８

・文部省 「時代 に即応 した国際教育

（北京） 協力のあ り方 に関する懇談会」

・ＯＥＣＤ ・ＤＡＣ新開発戦略ｄ）採択 ・広 島大学教育開発国際協力研究セ

（パ リ） ンターの設置

・ＥＦＡ国際協議フォー＿ラム中間会議 ・国際協力事業 団 「教育援助 にかか

（アンマ ン） る基礎研究」報告書

・ユネスコ高等教育世界会議 ・第 ２回東京アフ リカ開発会議

（パ リ） １９９９

２０００

・「政府開発援助 に関する中期政策」

・世界教育フォー ラム 発表

（ダカール） ・文部省 「国際教育協力懇談会」

・国連ミレニアムサミッ ト ２００２

２００２

２００２

・「成長のための基礎教育イニ シアテ

（ニュー ヨー ク） イブ」発表

・国連子 ども特別総会 ・文部科学省 「国際教育協力懇談会

（ニュー ヨー ク） （第二次）」

・主要先進国首脳会談 国 際協力事業 団 「課題別指針」の策

（カナナスキス） 声

出典：ユニセフ（１９９８）、外務省（２００１）、村田（２００１）他

（３）基礎教育の重視

ジョムティエン会議が発信した最も明確なメッセージは基礎教育の重視ということであ
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った。この会議によって基礎教育は、「人々が生きるために必要な知識・技能を獲得するた

めの教育活動」と定義され、具体的には就学前教育、初等教育、前期中等教育、識字教育な

どのノンフォーマル教育を意味している０これは、人間の基礎的ニーズもしくは基本的人権

としての基礎教育という、ユニセフ的な人権アプローチと最大の社会的収益率・最大の開発

効果・投資効果が期待できるサブセクターとしての基礎教育という、世界銀行的な開発アプ

ローチが合致した結果と言える。これ以降の途上国における教育政策と先進国・国際機関の

国際協力政策、最も端的には財政配分をめぐる意志決定は、この明確に示された優先順位を

基本にして、この会議以降動き出したのである０万人のための教育（Ｅｄｕｃａｔｉ。ｎｆｏｒＡｌｌ、以

下ＥＦＡ）はその後の教育開発のキーワードとなった０

もちろん、このような議論は１９９０年に始まったことではない０教育経済学は１９６０

年代から基礎教育の重要性を説き、ＢＨＮの議論が盛んになされたのは７０年代のことであ

る。しかし、ジョムティエンにおいては、開発アプローチと人権アプローチがそれぞれを友

好的なパートナーとして、「基礎教育の重視」と言う当然過ぎる政策的優先課題を前に押し

出すことに成功したのである。（詳しくは、黒田２００１）

社会経済開発のために、教育段階の初期を重視するという考え方はその後発展し、１９９

０年代の中盤になると幼児教育や保育の重要性が国際機関レベルでも指摘されるようにな

ってくる。途上国においては、従来「贅沢」とされた就学前教育がその後の教育段階に対す

る就学促進効果や知能の発達という面から評価されるようになった０

（４）女子の教育振興の重視

基礎教育の重視と並んで、ジョムティエン会議以降、急速に重視されるようになったのは、

女子の就学促進である。ほとんどの途上国社会において、女子のほうが男子よりも就学率が

低いので、「万人のための教育」達成のためには、女子の就学促進は、当然の帰結ともいえ

る。しかし、それだけではなく、女子の教育を政策的優先課題とすることはＷＩＤからＧＡＤ

へと続く、開発援助・開発研究の潮流の中から誕生した明確な政策的メッセージであった０

女子教育の経済開発に対する効果に関しては様々な学術的・政策的議論があるが、女子教育

が社会開発のための効果的・効率的な投資先であることに関しては多くの研究がこれを裏付

けている（詳しくは黒田２０００）。

（５）教育の質の重視

教育の質とアクセス（量）は、教育の質（例えば教師一人当たりの学生数）を重視すれば、

教育の量（受容可能な学生数）を犠牲にしなければならないというトレードオフの関係であ

るとされていたが、ジョムティエン会議以降は、教育の量を達成するためには、一定以上の

質を維持せねばならず、同者は補完的な関係であるという考え方が国際社会で認知され、就

学率に重きが置かれがちであった途上国の教育開発において、学習成果にも意が注がれるよ

うになった。
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その他、ジョムティエン会議では、青年や成人の学習の継続や、生活向上、持続可能な開

発に必要な知識、技能、価値観の学習に強調された。

「万人のための教育世界会議」によって設定された主要目標

①　幼児ケアの強化

②　２０００年までに初等教育の普遍化

③　学習成果の重視

④　女性の識字の重視

⑤　青年・成人のための基礎教育・訓練の拡大

⑥　生活向上や持続可能な開発に必要な学習

（６）その他の１９９０年代における教育協力の動き

１９９０年代の教育協力を進展させたのは、無論ジョムティエン会議だけではない。ジョ

ムティエン会議と同じ１９９０年には、ニューヨークにおいて「世界子供サミット」がユニ

セフの主催で開催され、世界の政治的指導者を結集させ、特に第三世界の子供たちの状況に

光を当てることに成功した。１９９３年にはニューデリーで「Ｅ－９教育サミット」が開催

され、世界の人口の約半分、非識字成人の７０％を占める人口最多の９カ国（バングラデシ

ュ、ブラジル、中国、エジプト、インド、インドネシア、メキシコ、ナイジェリア、パキス

タン）が２０００年までに教育の完全普及を目指すことで合意された。１９９４年には、カ

イロで「世界人口開発会議」が開催され、特に女子教育に重点を置いて、質の高い教育への

普遍的なアクセスを実現することが要請された。１９９５年にはコペンハーゲンにおいて、

「世界社会開発サミット」が開催され教育やその他の社会セクターに優先的に予算や援助

の配分がなされることが約束された。また、同じく１９９５年には、北京で「第４回世界女

性会議」が開催され、女子教育の重要性を国際的にアピールすることに成功した。１９９６

年には、アンマンで「万人の教育に関する国際協議フォーラムの中期会議」が行われ、ジョ

ムティエン会議で定めた２０００年に向けた新たなる目標を設定した。このような国際会議

は途上国における教育分野一般への関心を高め、資源の配分を促すだけではなく、教育セク

ター内での高等・職業教育から初等教育・女子教育への優先順位の移行を推進する大きな原

動力となった。

教育セクター協力政策の変化は１９９０年代の国際機関の公式文書や年次報告の中にも

確認できる。ＯＥＣＤは「万人のための教育世界会議」の後、先進各国の二国間援助をより

初等教育へ向けるよう、努力を始めた。ＯＥＣＤの開発援助委員会は１９９１年の公式報告

書「開発協力（ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＣｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ）」において、初等教育と女子教育の重要性を示

し、援助供与国が基礎教育を、被援助国とのマクロ政策協議において取り上げることを提言

している。また、１９９６年に経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）が採択した「新開発戦略」には、
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初等教育の普遍化と教育の男女格差の解消が重点課題として盛り込まれた。

ユネスコも「世界教育報告（ＷｏｒｌｄＥｄｕｃａｔｉｏｎＲｅｐｏｒｔ）」において、途上国の高等教育が

他の教育段階に比して不均衡に急速な発展をしてきたことを指摘し、世界の関心が初等教育

や女子教育に向き始め、高等教育に対してはより一層の運営の説明責任と効率性を求め始め

ていることを説明している。国連開発計画も１９９０年から発行している「人間開発報告

（ＨｕｍａｎＤｅｖｅｌ。ｐｍｅｎｔＲｅｐｏｒｔ）」において初等教育に最高の予算分配上のプライオリティ

を与えるべきことを提言し、その理由として初等教育はあらゆる教育段階中、貧困層への再

分配作用を最も強くもつにもかかわらず、実際には高等教育に教育予算の不当な配分がなさ

れていることを指摘している０また、１９９５年のこの報告書では特にジェンダーを取り上

げ、女性の教育が男性の教育に比べて、経済開発においても社会開発においても大きな影響

力をもちうることを説明している０

ユニセフは、従来から基礎教育を基本的人権としてとらえ、その振興のために国際的な努

力が必要な根拠を、１９４８年の「世界人権宣言」や１９８９年の「子供のための権利条約」

に求めてきた。１９９９年のユニセフ「世界子供白書（ＴｈｅＳｔａｔｕｓ。ｆｔｈｅＷｏｒｌｄ，ｓＣｈｉｌｄｒｅｎ）」

では、教育をその年次テーマとして取り上げ、「何よりもまず学校教育は生涯学習の基礎に

ならなければならず、アクセス可能で、質が高く、柔軟で、ジェンダーに配慮し、女子教育

を重視するものでなければならない。また国がその主なパートナーになり、幼い子供のケア

からスタートしなければならない」とし、これらを「万人のための教育」への「教育革命」のた

めに必要な要素であるとしている。

世界銀行は１９９１年の「世界開発報告（ＷｏｒｌｄＤｅｖｅｌ。ｐｍｅｎｔＲｅｐｏｒｔ）」において教育、

特に女性の教育が経済成長や生産性の向上、その他の社会開発に果たす役割の大きさを、主

に経済学的な分析によって提示し、その後もこの主張を一貫させている。１９９５年に１５

年ぶりに出された教育分野政策文書「教育のための優先課題及び戦略（Ｐｒｉ。ｒｉｔｙａｎｄ

ｓｔｒａｔｅｇｙｆｏｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ）」においても「ほとんど全ての国にとって最も優先されるべき課

題は、特に女子教育に配慮した、高い質の基礎教育の普遍化を達成することである」として

いる。また、１９９９年には「教育セクター戦略（ＥｄｕｃａｔｉｏｎＳｅｃｔｏｒＳはａｔｅｇｙ）」を発表し、

教育経済学中心の分析手法を改め、また教育協力政策は規範的な枠組みではなく途上国ごと

の独自性を尊重すべき、という方針の転換はありながら、優先課題に関しては、これまで通

り、基礎教育・女子教育に重点をおいている。

世界銀行「教育のための優先課題及び戦略」 （１９９５）の主要目標

①あらゆる政策課題の中で教育をより上位の優先事項とすること

②教育の労働市場における成果により注目すること

③基礎教育に重点的に公共投資を行うこと

④教育における公正・平等に十分に配慮すること

（９ 教育に対する家庭や地域社会の参加を促進するこ
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⑥ 教育機関が財政的な自律性とアカウンタビリティーをもつようにすること

（７）高等教育・職業教育への批判と見直し

１９９０年代の基礎教育の重視は、一方で高等教育・職業教育へのリソースの投入の低下

を意味した。それは、第一に初等中等教育に比してユニットコストが非常に高いという批判、

第二に高学歴失業の顕在化を含めて、高いコストに比して経済効果が一般的に高くないとい

う投資効率に関する批判、第三に高等教育に対する公的支出は高等教育の稗益者である比較

的に富裕な層に対して向けられるため社会的に公正でないという批判、等の背景を有する。

よって、特に８０年代後半から９０年代にかけて途上国の高等教育セクターは財政の自己充

足率を上げることを求められ、予算の削減、授業料の引き上げや、産学連携の促進などが政

策的に推進された。しかし、学生運動の先鋭化や高等教育の質の著しい低下等の課題を残し

た国も多かった。

また、職業教育もそのユニットコストの高さや、労働市場とのミスマッチが指摘された。

例えば、世銀は職業教育以前の一般教育の充実が結果的に職業的知識の受容に大きな効果を

もつこと、職業教育は職場との密接な連携の上で行うことによって効率的な運営ができるこ

と、などを提言している。

このように９０年代の中盤までは高等教育・職業教育はその非効率性を批判され、リソー

ス投入のプライオリティを初中等教育に渡してしまっていた。しかし、９０年代後半の情報

通信技術－ＩＣＴの急速な発展は、教育セクターにおける知識経済への準備の重要性を再認

識され、特に１９９８年の「ユネスコ高等教育世界会議」、１９９９年の世界銀行とユネス

コによる高等教育共同報告書「Ｈｉｇｈｅｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎ Ｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇ Ｃｏｕｎｔｒｉｅｓ・Ｐｅｒｉｌａｎｄ

Ｐｒｏｍｉｓｅ」の出版以降は、高等教育の重要性が再認識されるようになっている。また、この

よう流れの中で、ＩＣＴを利用したヴァーチャルユニヴアーシティが、高等教育に対する大

きな需要の吸収とユニットコストの縮減のために効果があると期待されている。

（８）世界教育フォーラムとその後

「世界教育フォーラム」は「万人のための教育世界会議」及び１９９６年の「万人の教育

に関する国際協議フォーラムの中期会議」のフォローアップとして、２０００年にダカール

でセネガルのダカールで開催された。この国際会議では、１９９０年代のＥｍの努力が一

定の成果を残したものの、未だその達成にははるかに及ばないとのとの厳しい認識のもと、

目標達成のため、今後の目標と戦略として「ダカール行動枠組み」が設定された。「目標」

として掲げられた６項目、「戦略」として挙げられた１２項目は、９０年代の教育分野国際

協力の動向を総括する内容となっている。

「ダカール行動枠組み」の目標

（Ｄ　 就学前保育 ・教育の拡大 と改善。
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②　２０１５年までに無償で質の高い教育を全ての子供達に保障すること。

③　青年・成人の学習ニーズの充足。

④　２０１５年までに成人識字率（特に女性）を５０％改善すること。

⑤　２００５年までに初等・中等教育における男女の格差を解消すること。

⑥　読み書き、計算及び基本的な生活技能習得のために教育の質を改善。

「ダカール行動枠組み」の戦略

①　政治的コミットメントと基礎教育投資の拡大

②　セクタープログラム内のＥＦＡ政策の推進

③　市民社会の主体参加の確保

④　教育運営・管理システムの開発

⑤　教育プログラムによる暴力と紛争の防止

⑥　教育における男女平等実現戦略の実施

⑦　ＨＩｍＩＤＳ抑制の教育プログラムの実施

⑧　安全・健康・包括的で公平な教育環境の創造

⑨　教員の社会的地位・モラル・職業意識の向上

⑩　新しい情報通信技術の活用

⑪　ＥＦＡ目標と戦略の進捗状況のモニタリング

⑫　既存のメカニズムの再構築

村田（２００２）、国際協力事業団（２００２）、文部科学省（２００２）を参考に修正

その後、２００１年のジェノバサミットにおいて、「ダカール行動枠組み」について、言

及がなされ教育は成長と雇用の中心的基盤であり、普遍的初等教育と女子教育、教員訓練、

情報通信技術の利用拡大等の重要性が改めて指摘され、また、途上国の教育に関するＧ８

作業部会が設置された。

この作業部会は、翌年のカナナスキスサミットにおいて、途上国・先進国の双方にコミッ

トメントを求め、評価・モニタリングの必要性を指摘した報告書を提示した。

カナナスキスサミットにおけるＧ８教育作業部会報告書の要旨

（Ｄ　途上国のコミットメントの重要性

・政治的コミットメントは前提条件

・十分な資金的コミットメントの重要性

・国家開発計画は教育のアクセスと平等（特に女子・ＨＩＶ仏ＩＤＳの影響を受けている児童・

就労児童・障害児・紛争被災児童・地方の児童に配慮）、教育の質（特に中途退学の問題・

教員給与・教員訓練・ＨＩＶ仏ＩＤＳの影響に配慮）に対処しなければならない。

②　先進国の対応の必要性
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・現場でのドナー調整・セクターアプローチの推進

・基礎教育における高い経常費用の認識とＥＥＡに対する資源の解放（モンテレーコンセン

サス・世銀ファストトラックイニシアティブの支持）

・ＥＦＡ達成における世界銀行とユネスコの重要性の認識

③　評価・モニタリングを改善する必要性

・質の高いＥＦＡモニタリングレポートが不可欠

・ユネスコ統計研究所・世界銀行の努力継続と国際機開聞の調整の必要性

・途上国における政治的支持の強化とキャパシティビルディング

（文部科学省（２００２）資料４．２－２「Ｇ８教育タスクフォース報告書」から作成）

また、２００１年９月には米国において同時多発テロがおこり、これ以降の世界情勢から、

教育協力においても、ＳｏｃｉａｌＣｏｈｅｓｉｏｎ（社会的統合）や紛争解決後の平和構築における教

育の役割等が重視されるようになった。

２．日本の教育分野国際協力政策の展開

（１）１９９０年以前の日本の教育分野国際協力

日本の教育分野における国際協力は、１９９０年のジョムティエン会議まで、高等教育・

職業訓練分野が中心であった。例外的に青年課外協力隊の中等理数科隊員の派遣や、当時の

文部省によるユネスコを通じた初等教育・識字教育への教育協力等があり、相応の成果を挙

げてきた（ユネスコアジア文化センターの活動などは日本の政府ベースの基礎教育協力の金

字塔と言えよう）が、主体は留学生・研修生の受け入れや大学・職業訓練校への専門家派遣、

資機材供与などであった。特に国際協力事業団（以下、ＪＩＣＡ）ベースの協力としては、タ

イのモンクット王工科大学やケニアのジョモケニアッタ農工大学に対する息の長い協力な

どが、日本の代表的教育協力プロジェクトして知られていた。このように１９９０年までの

日本の教育協力が高等教育・職業訓練中心であった理由として、第一に経済インフラ中心で

あった日本の国際協力全体の傾向に基礎教育はなじまなかったこと、第二に基礎教育は国の

発展の根幹である、といった考え方を日本人は共有しており、逆に援助になじまない分野だ

と考えられていたこと、第三に、第二の点とも関連するが、日本は戦前・戦時中に植民地や

占領地で日本語教育・日本型教育を強制した歴史があり、初等中等教育における教育協力を

このような過ちと結びつけて考える傾向があったことなどが挙げられる。

（２）１９９０年以降における日本の教育分野国際協力政策の動向（表１参照）

しかし、１９９０年の「ジョムティエン会議」において、ＥｆＡの達成が国際社会の一致

した目標と位置付けられると、日本でも基礎教育分野における協力の拡充のため、様々な議

論が行なわれ、施策が講じられるようになった。
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１９９０年には、さっそくジョムティエン会議を受けて、ＪＩＣＡが外務・文部両省の協力

を得て「教育援助検討会」を設置し、次いで１９９２年には「開発と教育分野別援助研究会」

が設置され、１９９４年に報告書が発表された。その後もＪＩＣＡでは、１９９４年に、「教

育拡充のための提案」タスクフォース報告書、１９９７年には「教育分野における開発調査

実施ガイドライン」、「教育援助にかかる基礎研究」報告書、２００１年に「開発課題に対す

る効果的アプローチ一基礎教育」などを発表し、継続的に教育分野の国際協力拡充のための

研究を続けている。特に、「開発と教育分野別援助研究会」報告書と１９９７年「教育援助

にかかる基礎研究」報告書は日本の教育分野国際協力の明確な方向性を提言しており、その

後のＪＩＣＡの教育分野国際協力に大きな影響を与えた。

ＪＩＣＡ「開発と教育分野別援助研究会」提言骨子

①　職業訓練も含めた教育援助をＯＤＡ全体の１５％程度に増大させる。

②　開発における基本的な土台としての基礎教育を最重視する。

③　教育開発段階のバランスを見極めた最も必要性の高い分野への援助の実施

ＪＩＣＡ（１９９４）より作成

ＪＩＣＡ「教育援助にかかる基礎研究」報告書

①　高等教育・職業訓練から基礎教育へのシフト

②　ハードからソフトへのシフト

③　アジアからアフリカへのシフト

ＪＩＣＡ（１９９７）より作成

外務省では、１９９２年の「政府開発援助大綱」の策定や１９９３年の「ＯＤＡ第５次中

期目標」、１９９９年の「政府開発援助に関する中期政策」の中で、人的資源開発、特に基

礎教育を重視する傾向が明らかとなっていった。このような背景の中から、２００２年、外

務省の主導により、後述する「成長のための基礎教育イニシアティブ」が発表された０

文部省（現文部科学省）では、１９９５年に「時代に即応した国際教育協力の在り方に関

する懇談会」、２０００年に「国際教育協力懇談会」、２００２年には「国際教育協力懇談会

（第二次）」を組織し、文部省としての教育分野国際協力支援体制の構築を進めてきた０こ

の間、担当部局であった「教育文化交流室」が「国際交流政策室」を経て、「国際協力政策

室」へ部署の名前を変えてきたことからも、文部省の積極的な姿勢をうかがうことができる０

また、懇談会の答申を受け、広島大学と筑波大学に教育開発国際協力研究センターが設置さ

れ、高等教育での農業（名古屋大学）・医学（東京大学）・工学（豊橋技術科学大学）・法学

（名古屋大学）等の分野の国際教育協力を進めるために、それぞれの大学に国際教育協力研

究センターが設置された。
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（３）２００２年の教育分野国際協力政策の展開

以上のように１９９０年代に日本の教育分野国際協力政策は大きく展開した。ここでは、

その最近の動向を、２００２年に発表された２つの政策文書をたたき台として、見てみたい。

その一つは外務省による「成長のための基礎教育イニシアティブ（Ｂａｓｉｃ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎｆｏｒ

ＧｒｏｗｔｈＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ、以下ＢＥＧＩＮ）」であり、今ひとつは、文部科学省の第二次国際教育協

力懇談会報告書である。双方とも、「ダカール行動枠組み」を強く意識しながら、日本の教

育分野国際協力の方向性を示した政策文書である。この２つの文書の内容は相当に異なるが、

相反するということではなく、ＢＥＧＩＮ策定に当たっては、外務・文部科学両省の間で検討

がなされ、未だ最終報告に至っていなかった国際教育協力懇談会の議論の一部が、取り入れ

られた。また、国際教育協力懇談会では、ＢＥＧＩＮの説明がなされ、どのように懇談会の議

論が取り入れられたか、に関する報告が行なわれている。一般に、ＢＥＧＩＮは日本の教育分

野国際協力政策の基本理念や重点分野等の総論的記述であるのに対して、懇談会最終報告は、

教育分野国際協力を拡充し実施する際の具体的各論、であるとの位置付けもできる。その意

味では、両者は相互補完的であるとも言える。

しかし、両省の立場の違いも両文書には明確に現れている。ＢＥＧＩＮは基本的に国際社会

への発信を目的に策定された政策文書であり、国際社会の援助潮流への対応と我が国の政府

開発援助の理念を基としている。一方で、国際教育協力懇談会最終報告は、国内向けの発信

と国内での教育分野国際協力支援システムの構築を意図した内容となっている。

まず、ＢＥＧＩＮは日本の教育分野国際協力政策指針として、国内的リソース・国内的議論

と国際的ディマンド・国際的動向をバランスさせたものとなっている。基本理念として小泉

首相の「米百俵の精神」を基に、自助努力や文化の多様性の認識といった日本独自の援助理

念を述べ、そのうえでセクタープログラムへの対応や、地域社会の参画促進、マルチセクタ

ーアプローチといった国際的な動向に適合させた方針を示した後、我が国の教育経験の活用

という国際教育協力懇談会の提言を提示している。重点分野に関してもアクセスと質をバラ

ンスさせ、「女子教育」や「ＩＣＴ」といった国際的な重点課題と学校建設や理数科教育とい

った日本の実績のある分野を交互に織り込んでいる。同じく、「新たな取り組み」において

も、国民参加型の「現職教員の活用」とともに、国際的に注目を集めている「世銀ファスト

トラックイニシアティブ」や「紛争終了後国造り」等を挙げている。このようにＢＥＧＩＮは、

バランスのとれた政策文書だと評価できる。

カナナスキスサミット発表「成長のための基礎教育イニシアティブ（ＢＥＧＩＮ）」の概要

（ダカール行動枠組みの目標達成に困難を抱えている低所得国を支援するため、向こう５

年間で教育分野へのＯＤＡを２５００億円以上行うことを、このイニシアティブと共に表明）

１．支援に当たっての基本理念

（１）途上国政府のコミットメント重視と自助努力支援
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（２）文化の多様性への認識・相互理解の推進

（３）国際社会との連携・協調（パートナーシップ）に基づく支援

（４）地域社会の参画促進と現地リソースの活用

（５）他の開発セクターとの連携

（６）我が国の教育経験の活用

２．重点分野

（１）教育の「機会」の確保に対する支援

①多様なニーズに配慮した学校関連施設の建設

②ジェンダー格差の改善のための支援（女子教育）

③ノンフォーマル教育への支援（識字教育の推進）

④情報通信技術（ＩＣＴ）の積極的活用

（２）教育の「質」向上への支援

①理数科教育支援

②教員養成・訓練に対する支援

③学校の管理・運営能力の向上支援

（３）教育の「マネージメント」の改善

（Ｄ教育政策及び教育計画策定への支援の強化

②教育行政システム改善への支援

３．我が国の新たな取り組み

（１）現職教員の活用と国内体制の強化（「拠点システム」の構築）

（２）国際機関等との広範囲な連携の推進

①ユネスコ支援

②ユニセフ支援

③世銀ファスト・トラック・イニシアティヴヘの配慮

④アフリカ教育開発連合（ＡＤＥＡ）への参加

（３）紛争終結後の国造りにおける教育への支援

次に文部科学省国際教育協力懇談会最終報告は、主に日本国内の体制づくりをしていくた

めの提言として、日本の国際教育協力リソースについて、綿密な調査を行なって書かれた文

書である。「ダカール行動枠組み」に応えるため、日本の教育分野国際協力において、実績・

経験の豊富な分野と経験の浅い分野とを明確にし、これらをそれぞれ振興するための「拠点

システム」の構築を提言している。ＢＥＧＩＮと同様に「国際機関との連携」「紛争解決後の

国づくり」等の国際的な潮流への配慮はされているが、全体には、「現職教員の活用」「国民

参加型」「大学における国際開発協力の促進」のように国内的な国際教育協力のためのリソ

ース整備が提言の中心にある。そのために、ＪＩＣＡや国際協力銀行といった政府開発援助実
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施機関のみならず、各県教育委員会や大学、コンサルタント企業をも巻き込み、調査や聴聞

を繰り返しながら、この政策文書はまとめられている。また、二国間援助を実施する欧米諸

国において、国内教育を担当する官庁が、教育分野の政府開発援助政策において一定の役割

を果たす国は例外的であり、教育分野において卓越した専門性を有する文部科学省が国際協

力においてもイニシアティブをとろうとすることは評価できる。

この懇談会に特徴的なのは、文部科学省の所管である大学を国際協力においてどのように

活用していくかも具体的に審議している点である。これは狭い意味での教育分野の国際協力

に限られることではなく、国際協力全般における議論であり、この懇談会は設置当初の「ダ

カール行動枠組みの対する対応」という課題とあわせて、実質的に２課題を審議することと

なった。国立大学の独立行政法人化を控え、日本の大学の国際協力への取り組みを「無報酬・

無責任から有報酬・有責任の協力体制」に転換することを柱として、審議が行なわれた。

文部科学省「国際教育協力懇談会（第二次）」最終報告書の概要

１．「ダカール行動枠組み」に対する我が国の対応

（１）初等中等教育分野等に対する協力の重視

（２）我が国の教育経験を生かした国際教育協力の促進

（∋協力経験の豊富な分野における知見の共有化と伝達

②協力経験の浅い分野における我が国の教育経験の情報提供と対話の強化

（３）国際機関との連携を通じた我が国の教育経験の活用

（４）現職教員の活用による「日本人の心」が見える協力の促進

（５）初等中等教育分野等の協力強化のための「拠点システム」

①我が国の主力となる教育協力分野を強化するための協力経験の共有化

②派遣される現職教員の支援（共有化された協力経験の伝達）

③協力経験の浅い分野の活用促進に対する支援

（６）紛争解決後の国づくりにおける国際教育協力の強化

（７）国民参加型の国際教育協力の展開

２．大学における国際開発協力の促進

（１）大学教員個人による協力から大学組織による協力への転換

（２）我が国の大学による国際教育協力の制約要因・課題への対応

（３）大学における国際開発協力を促進するためのサポートセンターの設置

（４）国際開発戦略研究センターの設置

３．日本の教育分野国際協力政策への提言

以上述べてきたように、日本の教育分野国際協力はここ数年で大きな展開を見せている。

－２０７－



最後に本節においては、以上の議論を踏まえた上で、今後の日本の教育開発協力政策に関し

てその課題と展望を考察したい。

（１）　最大の課題は、教育分野の国際協力が規模や質の面において未だ不十分であり、政

策改善の努力が必要である、ということである。まず、規模については、日本の教育

協力は政府開発援助総額のうち５－９％の水準を推移しており、ＪＩＣＡ「開発と教育分

野別研究会」目標の１５％には遠く及ばず、９０年代を通して、政策的にはその重要

性がますます強調されてきたにもかかわらず、実額ベースで増加していない。また、

質的な側面については、９０年代前半に政策的に合意されたはずの「基礎教育の重視」

という政策目標に関しても、１９９９年のＪＩＣＡの教育協力実績では、就学前・初中

等・ノンフォーマル教育合計の教育協力は教育協力全体のわずか２５．％を占めるに過

ぎず、高等・職業訓練・産業技術教育合計の５９％を大きく下回っている（村田，２０

０１）。１実質的に達成されているとは言いがたい。また、文部科学省の国際教育協力

懇談会資料（２００２）によると、やはり１９９９年度実績で留学生支援などを含め

た我が国教育ＯＤＡ全体では、初等中等教育２７％に対し、高等教育・職業訓練が７

３％との試算もある。もちろん、９０年代を通じて、ＪＩＣＡにおける基礎教育案件数

は飛躍的に増加しているが、依然日本の教育協力は高等教育・職業訓練が中心となっ

ており、今後この点に関しては、さらなる政策的努力と現場での案件形成への努力が

望まれる。

（２）　また、教育分野における国際援助の潮流に日本が積極的に関与するための体制作り

が求められている。ＢＥＧＩＮでは国際社会との連携・協調のため、「セクター・ワイド・

アプローチにも対応していく」とされているが、現実にはサブサハラアフリカの諸国

等で急速に進展するセクタープログラムでの各ドナーのモダリティの共通化に日本

は明らかに対応できないでいる土とが多く、このような政策表明が絵に描いた餅にな

るのではないか、という懸念がある。貧困削減戦略文書（ＰＲＳＰ）やセクタープログ

ラムの進展する国々では、教育がその重点セクターとなっている場合が多く、今後こ

うした国々での教育協力を展開するためには、モダリティの共通化に対処できるよう

なシステムを構築していく必要がある。両政策文書ででも表明されているように、今

後日本が世銀のファストトラックイニシアティブ対象国への教育協力に積極的に対

処するためには、特にこのようなドナー協調の枠組みへの対応に努力していく必要が

ある。このため、教育セクタ‘一における日本のＯＤＡ協力の全体像を把握し、ドナー

協調の枠組みに積極的に関与してゆくための体制作りとして、（１）国別の包括的な情

ｌ他は教育行政９％、中等技術教育３％、その他４％である。いずれの数字も村田（２００

１）より。
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報を迅速に収集し共有するシステムを作ること、２（２）並行して、ＯＤＡ重点国に対し

ては、国別の教育支援計画作成のため、その国の内外の事情に応じた個別の調査研究

体制を構築し、支援計画実施とフォローアップ体制につなげること、が提案されるで

あろう。

（３）　以上の点にもかかわることであるが、効果的な教育分野での協力を行うための国内

体制作りの一環として、国内の教育開発・教育協力に対する学術研究を推進し、知的

情報の集積とその活用・さらなる人材養成に一層の努力を行ってゆく必要がある。

ＢＥＧＩＮに挙げられているように、女子教育や教育政策、紛争終結後の国づくりにお

ける教育への支援は、確かに非西洋で独自の発展を遂げてきた平和国家の日本が比較

優位をもって協力をする可能性のある分野である。しかし、このような重要な分野に

おいてさえ、未だ現地のニーズに即した協力が実施できる国内的なリソースの開発や

システムの構築が進んでいるとはいいがたい。こうした分野の研究や人材養成が急速

に進展しているのも事実であるが、相応の公的支援体制の強化を図るべきであろう。

また、教育開発に関する知見を集積し、これを教育開発の専門家が活用できるような

ナレッジマネージメントネットワークの確立が望まれている。最近ＪＩＣＡで教育課題

別チームが立ちあがり、活発な活動を展開しており、今後に期待したいが、こうした

動きが関係省庁や、国際協力銀行、開発コンサルタント、大学等を巻き込んだ、オー

ルジャパンのネットワーク形成につながってゆく必要があろう。

（４）　効率的かつ効果的な教育協力のための既存の教育協力スキームを改革してゆくこ

と、とりわけ政策的な改革努力を行ってゆくことは急務である。９０年代の教育協力

の進展において、一般無償資金協力による学校建設は重要なコンポーネントであった。

また、ＢＥＧＩＮの重点分野としても「多様なニーズに配慮した学校関連施設の建設」

が挙げられている。しかし、日本の一般無償による学校建設はその単価の高さと住民

参加の欠如から、世界銀行やＯＥＣＤをはじめ国際社会から厳しい批判にさらされて

いる状況であり、そもそも重点分野として国際的に提示することができるだけの優位

性を有していない。もちろん、学校建設に取り組む二国間ドナーはごく限られており、

やり方によっては、日本独自の誇るべき貢献となる可能性を潜在的に有している分野

である。このような批判に応えるため、実務レベルでは相当な努力がなされてきたが、

一般無償においては、そのスキーム的な制約を政策的に克服しない限り、抜本的な改

革はできないことも明らかとなっている。また、こうしたスキーム上の課題はセクタ

２協力内容については、有償・無償・債務救済無償・技術協力、二国間・多国間援助（例、

ＵＮＥＳＣＯや世銀の特定プログラムへの資金供与）といった違いに制約されずなるべく全て

を含めることが提案される。
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（５）

（６）

ープログラムが進展する国々では致命的な制約要因となっている０その意味で、近年、

開発調査や開発パートナー事業、開発福祉支援、公募型技術協力プロジェクトなど、

教育協力のスキームの多様化が進展していることは歓迎すべきことである。しかし、

最終的には、スキームの制約を取り除き、他のドナーとの国際的に協調しながら、途

上国の個別のニーズに柔軟に対応できる枠組み作りが強く望まれる０

垣力分野の多様化を通じた、教室嘘
重量。日本の理数科教育分野での技術協力や近年における教育政策改善・強化のため

の開発調査は、試行錯誤の後、受け手の途上国から高い評価を受け、日本の得意分野

として発信できる協力形態となってきた。しかし、国内的なリソースの制約や途上国

の多様なニーズに応えるためには・他の得意分野の開発は重要な課題である。現在、

女子教育や障害児教育、健康教育、環境教育などが検討されており、文部科学省は予

算的措置も含めた整備支援の努力をしている。しかし、本格的な体制整備のためには、

プロジェクトの形成・実施を通して同時に国内体制を充実させていく以上の道はなく、

そのための実施機関と大学・ＮＧＯ・開発コンサルタント等の協力機関との緊密な連携

と案件形成への地道な努力が望まれる。さらには、以下に述べるような、日本の教育

開発の経験を体系化し、その中から援助受け入れ国側の社会にとってふさわしい、教

育開発分野での案件を構築・識別してゆくという方向性は重要であるといえよう０ま

た、より根源的には、教育分野での開発を推進するために議論されてきた様々な需要

面・供給面における既存の政策介入に関する膨大な調査研究結果を体系化し、そのこ

とを通じて受け入れ国の状況に対して柔軟に対応できるような政策ツールの多様化

を模索することも意味があるといえよう。

塗±国の教育開発の主体は途土塁且生地担
三ニスであることを再度確塾血旦皇土り
ぅことである。日本は本来、「自助努力」といぅ形で、国際社会における「オーナー

シップ」強調の潮流の以前から、その重要性を援助の理念としてきた。また、教育分

野の国際協力に関しては、９０年代以前、日本においては、「教育は国の文化の根幹

であるから外国からの介入には慎重な配慮が必要」との意識が強くあった。しかし、

最近の政策文書では、途上国側のニーズや自助努力・オーナーシップに関する考察が

十分になされておらず、従来日本が忌避してきた文化政策的な教育協力を連想させる

「日本人の心」「日本の教育経験」ということを前面に押し出すことが多くなってき

た。これは、日本の政府開発援助政策全体でも盛んに話題にされるようになった「顔

の見える援助」や「国民参加型援助」「援助の国益論」の議論と機と一にするもので

ぁろう。もちろん、本来教育協力は文化交流的な要素をもち、日本の教育協力は日本

の比較優位がある分野でなされるべきである０また、日本の教育協力が公共政策の一
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部として国民の税金で賄われる活動である以上、そのあり方は当然様々な基準によっ

て評価され方向付けされていくべきであろう。しかし、それでも教育分野国際協力の

出発点は途上国側のニーズとオーナーシップである必要がある。途上国の教育という

極めて文化的な課題に対して、日本は非西洋の国というユニークな立場を有するドナ

ーである。日本が、従来から有している文化的センシティビティと自助努力の精神を

大切にしながら、途上国の側から発想した教育開発のための国際協力を果敢に進めて

いくことを強く望むものである。この様な前提を踏まえた上で、日本における教育開

発の経験を体系化し、役立てるということは、単一でない、複線的かつ多様な教育開

発のあり方を国際社会に投げかけてゆく上で、重要な意味を持つと言えるであろう。
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広島大学教育開発国際協力研究センター『国際教育協力論集』第５巻第２号（２００２）ｐｐ．３３～４３

１７．国際教育協力長期派遣専門家に関する一考察

－インドネシアでの経験から一

黒　田　則　博

（広島大学教育開発国際協力研究センター）

はじめに

平成１２年６月の外務省の「政府開発援助

に関する中期計画」にも盛り込まれているよ

うに、日本の国際開発協力において近年“顔

の見える援助”の重要性が指摘されるように

なっている。日本という抽象的な概念より

も、個々の日本人が汗をかいている様子がみ

える国際協力ということと理解すれば、国際

協力が途上国の人々にとってもまた日本の国

民にとってもより具体的で身近なものとな

り、その意味では歓迎されるべきことであろ

う。

しかし、まさに現地での日本の“顔”たる

べき、専門家やその他の国際協力に従事して

いる日本人がはたしてどのような“顔”を

もって活動を行っているのかは必ずしも明ら

かではない。筆者らが行った調査１）によれば、

専門家は少なからず問題を抱えていることが

明らかになっている。それは単に専門家個人

の資質の問題に止まらず、専門家に実際に期

待されていることと額面上の職務内容との帝

離、専門家の養成・募集システム、事前の準

備、サポートシステムなど多岐にわたってい

る。

さらには、専門家の役割も多様化しつつあ

り、従来の技術移転型専門家に加え、政策ア

ドヴァイザーや調整型専門家などと呼ばれる

専門家も増加している。

そこで本論では、派遣専門家の数が年々増

加しつつある教育分野を事例として、自らの

１年間のインドネシアでの国際協力事業団

（ＪＩＣＡ）派遣長期専門家の経験をも踏まえ、

長期専門家の活動の一端を紹介しその問題点

や課題を指摘するとともに、“顔の見える”専

門家に向けての若干の提言を行おうと試み

る。

なお長期専門家には、プロジェクトに携わ

る専門家と途上国の省庁等に単独で派遣され

ているいわゆる個別専門家とがあり、それぞ

れに事情が異なるため、ここでは筆者の経験

した後者に焦点を絞って論ずる。

１．何が期待されたか一専門家業務内容

（ＴｅｒｍＳＯｆＲｅｆｅｒｅｎｃｅ＝ＴＯＲ）

派遣前にまず個別専門家としてどのような

職務の遂行が期待されているかを知る手立て

が、ＴＯＲといわれるものである。私のＴＯＲ

によれば、私はインドネシア共和国の国民教

育省高等教育総局に配属され、高等教育行政

について何らかの“指導”を行うことになっ

ている。ここで“指導”という言葉を使った

のは、このＴＯＲにおいて高等教育行政が私

の“指導科目”とされているためである。明

らかにこれは典型的な技術移転型専門家の発

想で、高等教育行政について優れた知識・技

能を有する私が、そのような知識や技能を

持っていないインドネシア側（以下イ側と呼

ぶ）カウンターパートに対してこれを移転す

るという姿が想定されている。しかし、先に

述べたように専門家に期待される役割が多様

１）黒田則博、澤村信英、西原直美「国際教育協力長期派遣専門家に関する一考察－ＪＩＣＡ教育専門家に対するアンケー

ト調査の分析から」広島大学教育開発国際協力研究センター咽際教育協力論集』１９９９年Ｖｏｌ・２Ｎｏ・２ｐｐ・１５５－
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化しつつあるのみならず、オーナーシップや

パートナーシップが強調され、“援助する側”

と“援助される側”との関係が再考されつつ

ある中、そもそもこのような技術移転型の専

門家のみを念頭においたＴＯＲ自体が改訂さ

れる必要があるように思われる。

さて、もっと具体的に何が期待されたの

か。第一に、「政策策定に際しての情報提供、

助言」を行い、イ側の「高等教育に関する適

切な政策決定」に貢献し、第二に、「高等教

育機関の運営に関する調査研究、指導、助言」

を行い、「高等教育機関の運営の改善と教育

研究の活性化」を促し、さらには「ＪＩＣＡ教

育関係諸プロジェクト及び各支援機関事業と

の連絡調整」を行い、もって「各高等教育支

援事業の効果的実施」に資することとされて

いる。明らかにこのＴＯＲは、いわゆる政策

アドヴアイス型と調整型、両方の専門家の役

割を期待している。

はたしてこのようなＴＯＲに書かれている

役割が、実際にイ側の期待しているもので

あったのか。

２．　何をしようとしたのか

（１）ＴＯＲは正確だったか

１）政策アドヴアイスが必要というのは本

豊ヱ

赴任するまでは、当然カウンターパートで

ある高等教育総局長に対して政策アドヴアイ

スを行うことが、私の主たる職務であると固

く信じていた。実際私自身、高等教育の国際

化やグローバル化と呼ばれる現象についてこ

こ数年資料も収集し、わずかではあるが研究

もしてきたつもりであったので、ある意味で

総局長とインドネシアの高等教育政策につい

て議論できることを楽しみにしていた。

しかし私が初めて総局長に会った時の彼の

第一声は、「黒田さんはここでいったい何を

したいのか」というものであった。私は一瞬

耳を疑ったが、黒田という人間がインドネシ

アの高等教育について何ができ、何をしてく

れるのかという、いわば私に対する値踏みで

あると理解した。プライドの高いインドネシ

ア人、しかも高等教育総局長という高い地位

にある人ならではの言い回しであった。決し

てこれをして欲しいとか、あれが必要だとい

うような“懇願”はしない。それにしても、

インドネシアの高等教育政策策定への私から

の何らかの貢献について、彼が一切言及しな

かったのはなぜだったのか。

実はインドネシアは、高等教育政策につい

てはすでに既定の路線を歩み始めており、い

まさら高等教育政策について特にアドヴアイ

スを必要としていなかったのである。つまり、

規制緩和、独立法人化、アカウンタビリ

ティー、公的部門への市場原理の導入等々に

特徴づけられる、いわゆる新自由主義に基づ

く高等教育の構造改革路線が進行しつつあっ

たのである。この路線については、１９９６年に

総局が作成した「高等教育長期発展計画

１９９６－２００５」２）の中にその萌芽的なアイ

ディアが散見され、さらには、２０００年７月

の「高等教育戦略：ニュー・パラダイムの実

施」：う）において一層鮮明な形で提示されてい

る。

それでは、これらの政策形成について誰が

助言しどのような影響を与えたのであろう

か。少なくとも、日本からこれまでにこのポ

ストに派遣されたアドヴァイザー４）ではなさ

そうである。日本において構造改革の流れの

中で、国立大学の独立法人化が本格化してき

コ）ＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄＣｕｌｔｕｒｅ，ＤｉｒｅｃｔｏｒａｔｅＧｅｎｅｒａｌｏｆＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ，ＦｈｚｍｅｗｏｒｋｊｂｒＬｏｎｇ－Ｔ＞ｎｎＨｉｇｈｅｒＥＷｕｃａ（ｉｏｎ

伽ｖピノ叩椚ど乃′Ｊ９９か２００５，ｐＰ・１－２９９，１９９６・

１）ＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆＮａｔｉｏｎａｌＥｄｕｃａｔｉｏｎ＆ＮａｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＰｌａｎｎｌｎｇＡｇｅｎｃｙ，ｔｈｅＲｅｐｕｂｌｉｃｏｆＩｎｄｏｎｅｓｉａａｎｄｔｈｅＷｏｒｌｄＢａｎｋ，

“ＮｅｗＰａｒａｄｉｇｍｉｎＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ’’，ＥｄｕｃａｔｉｏｎＲｄｂｒｍｉｎ（ｈｅＣｏｎ（ｅｘｔｑｆＲｅｇｉｏｎａ／ＡｕＥｏｎｏｍｙ：（ｈｅＣａｓｅＱｆＬｎｄｏｎｅｓｉａ，ｐｐ．

１６４－２８１．２００１として再録。

４一本ポストに派遣された専門家は黒田で６人目である。
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たのはここ２～３年のことであり、よほどの

構造改革推進論者でないかぎり、このような

政策の助言を行う日本の大学関係者や教育行

政官はいないであろう。むしろ、世界銀行の

影響がちらほら窺える。例えば先に述べた

「高等教育戦略」は、１９９９年に世銀の支援を

得て国民教育省等が組織した、教育タスク

フォース報告書の高等教育に関する部分であ

る。また１９９０年代の中頃から、イギリスや

オーストラリアなどの高等教育の独立法人化

や民営化の最先端を行く国の専門家が世銀の

コンサルタントとしてインドネシアに入り、

セミナー等を通じ影響を与えたものと思われ

る。

しかしここで強調しておきたいことは、ア

フリカ諸国などでしばしば見られるように、

世銀等の援助機関が政策文書を作成しそれが

そのまま当該国の政府文書となるといった直

接的な影響あるいは介入は、インドネシアに

限ってはありえないということである。途上

国とはいえ、高等教育行政については一応有

能な人材を有している５）。事実先のタスク

フォースのメンバーはすべてインドネシア人

であるし、「高等教育戦略」の執筆者も同様

である。

要するに、イ側に政策立案能力もあり、さ

らには既に高等教育政策が策定されているこ

とから、そもそも最初からこのポストに政策

立案へのアドヴアイスなど求めていなかった

のである。

なお、ＴＯＲの第二に掲げられている「高

等教育機関の運営に関する調査研究、指導、

助言」は、上記の高等教育の構造改革の実施

に蘭わることと理解されるが、これについて

も調査研究を除いては、イ側としては、それ

は自分たち自身の仕事であって、外部の人間

が関与すべきことではないとの態度であっ

た。

＿２）ＪＩＣＡ等との連絡調整が仕事１

ＴＯＲの最後に書かれている「ＪＩＣＡ教育関

係諸プロジェクト及び各支援機関事業との津

格調整」が、まさに連絡調整型専門家に期待

されている重要な役割である。この職務内容

の前段は、赴任当時実施されてい．た高等教育

分野での３つのプロジェクトを中心とする、

ＪＩＣＡの高等教育関連事業全体についてアド

ヴアイスを行うとともに、実際に連絡調整

（事業間及びＪＩＣＡと高等教育総局との）に当

たることであり、後段は高等教育分野で協力

を行っているＪＩＣＡを含む援助機関の間の連

携を図ること、すなわちドナー間協調を促進

することである。

これらは教育協力を進めていく上で確かに

重要なことではあり、後述するように、実際

に私の仕事の少なからぬ部分を占めていた

が、イ側との話し合いの中でこのような役割

を私が積極的に果たすよう明確に要望された

ことはなく、むしろ直接的にはＪＩＣＡがこの

ような役割を担う人材を必要としたというこ

とであろう。

さらに、そもそもイ側にオーナーシップ意

識とそれを行使できるだけの能力があれば、

事業間やドナー間の調整や協調は、外部の者

ではなくイ側自身が行うべき性格のものであ

ろう。

３）イ側に代わって案件の発掘・形成を行

うことが重要？

案件の発掘・形成はＴＯＲにこそ書かれて

いないが、イ側にとってもＪＩＣＡ側にとって

も暗黙裡に期待しているものであることは確

かであった。事実前任の方々は、新しいプロ

ジェクトを作ろうと努力されたようであり、

それが実を結んで実施に移されたプロジェク

トも現にある。

しかし自助努力とそれに基づく要請主義を

重要な原則とする日本のＯＤＡにおいて、日

５）局長クラスの人材は、多くは大学の教官（大半が外国で博士号を取得）との併任、あるいはそれからの転職（引抜
き）である。
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本から専門家を送り当該国への援助事業案を

その国に代わって作成するというのは、いか

にも奇妙である。技術援助の本質は、例えば、

魚の捕り方を教えることであって、永久に魚

そのものを援助し続けることではないと、誰

しもが指摘する。とするならばここでの本旨

は、いつまでも途上国のためにプロジェクト

の発掘・形成を行うことではなく、そのこと

ができるように能力の形成を支援することで

あろう。

４）結論

以上のとおり、最も専門性が必要と思われ

る高等教育政策策定へのアドヴアイスについ

ては、実はその要望はなく、実際にイ側ある

いはＪＩＣＡ側が求めていたものは、連絡調整

的機能と案件形成という役務提供であるとい

うことが徐々に明らかになってきた。しかも

これらの役割は本来的にはイ側が果たすべき

ものである、との認識を持つようになった。

そこで１ヶ月ほどいろいろ考えあぐねた

末、本来のあるべき方向に私のＴＯＲを変更

すべく、その提案を高等教育総局長に提出す

ることとした。

（２）ＴＯＲの変更

上述のようにイ側は、高等教育政策の策定

についてはその能力もあり大いにオ「ナー

シップを発揮していることは確かであるが、

ことその政策実施のためにいかに国際的な協

力を活用するかについては、主体的な取組み

も十分ではなくその能力にも欠けていること

が明らかになってきた。

この国の高等教育における開発予算（事業

費）は、毎年４０～６０％もの多くを外国から

の援助（その大半が借款）に依存しているに

もかかわらず、それら外国からの支援が必ず

しも戦略的、計画的に活用されていないのが

実情である。これだけ政策立案についてオー

ナーシップの強いイ側であってみれば、自ら

が高等教育計画の一環として外国からの支

援・協力の必要性（どの政策の実施にあたっ

て、どの分野において、どのような外国から

の協力が必要か）を明確にしておくことが不

可欠であろう。すなわちより戦略的な援助メ

ニューの作成が必要であろう。

政策アドヴアイスという本来の役割が期待

されていないというのであれば、ここにこそ

その職務の意義があると認識し、高等教育総

局自身に“国際教育協力を活用する力”（案

件形成力、調整・交渉力等々）をつけてもら

うとともに、それを推進する制度やシステム

を形成することを目指すこととした。

そこで、「国民教育省高等教育総局が、高

等教育発展計画にマッチした国際協力事業を

発掘し企画立案できるようになること」を、

私の業務において達成すべき上位の目標とし

て業務実施計画書において明記した。これは

当初のＴＯＲを変更することになるものであ

り、カウンターパートである同総局長との協

議・合意の上で設定したものである。

本専門家の場合、１年間という短い任期で

もあり、また国民教育省高等教育総局のアド

ヴァイザーという本来の立場から考えて、従

来しばしばそうであったように、イ側に代

わって個々のプロジェクトの発掘・形成を行

うというのではなく、できればイ側自体にこ

のような意識や能力が形成されることを最終

的な目標としたものである。理想的には私の

ようなアドヴァイザーがここにいなくても、

イ側自身がその政策にマッチしたプロジェク

トを形成・提案できるようになることが望ま

れるのである。いずれにしても、一貫して持

続可能性（ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ）を展望しつつ、イ

側のオーナーシップを重視・鼓舞し、能力形

成を促すという態度で臨むこととした。

３．　何をしたか

私が実際に行った活動は、２種類に大別さ

れる。ひとつは、新たにＴＯＲに盛り込んだ

上記の“国際教育協力を活用する力’’の形成

に関わる活動であり、他方は旧来型の連絡調
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整的な業務である。以下に、それぞれの主な

活動を記述した。

（１）“国際教育協力を活用する力”の形成

に向けて

１）現行の高等教育政策・施策及び国際協

力事業のマッピング

イ側が主体的に、組織的、体系的で調整の

とれたプロジェクト形成ができるように、ま

ず現下の高等教育戦略・政策とこれまでの国

際的な協力・援助が対応しているのか、それ

とも相互の関係が十分意識されてこなかった

のかについて、いわば見取り図を作る作業を

提案し高等教育総局の合意と協力を得て、い

わゆるＲｅｖｉｅｗＴｈｂｌｅ作りを行った。総局長

や各局長との数回にわたるインタヴューや提

供された資料を基に、２００２年１月中旬に一

応の完成をみた６）。本来イ側のオーナーシッ

プや自主性を重視するということであれば、

ＪＩＣＡ専門家である私の協力を得て、総局自

身が本作業に取り組むべきところであるが、

何分総局長を含め６人の局長は極めて多忙な

上、これら局長以外に高等教育政策について

十分理解している人材がいないことから、総

局の協力を得て私が取りまとめることとなっ

た。

しかし、各局長は極めて協力的で、Ｒｅｖｉｅｗ

「ｈｂｌｅ自体の内容についても大いに関心を示

し、また、この作成過程でインドネシアの高

等教育政策について意見交換を行うことがで

き、実質的にインドネシアの高等教育政策に

ついてのアドヴアイスをもなし得たと考えて

いる。

この「ｈｂｌｅに基づき、今後のこの国におけ

る高等教育プロジェクトを考える上での

Ｉｓｓｕｅｓについてのメモ７）を作成し、ＪＩＣＡ及び

高等教育総局に提出し、それぞれにおいて検

討会（総局については、各局長と個別に議論）

を行った。

上記の資料は今後プロジェクトを発掘・形

成していく上での基本情報として活用が期待

されるものであるが、さらに、このような作

業を総局長はじめ各局長とともに行うことを

通じて、プロジェクト形成プロセスの一つを

関係者がともに経験することになり、高等教

育総局内における国際協力に対する主体的取

組みへの学習プロセスの第一歩と位置付けら

れる。

２）「連携・パートナーシップ国際ネット

＿ワーキング・センターｔ（Ｃｅｎｔｅｒｆｑ壬

ＩｎｔｅｒｎａｔｌＯｎａｌ Ｎｅｔｗｏｒｋｉｎｇ＿上９１

也！由ｂｏｒａｔｌＯｎａｎｄＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）の筐置

上記１）の作業を進める過程で、私が高等

教育政策を有効に実施していくには国際協

力・援助をもっと組織的・体系的に活用すべ

きであると再三指摘したこともあって、

２００２年１月に標記センターが高等教育総局

内に設置されることとなった。私がこのよう

なセンターの設置を直接提案したわけではな

いが、高等教育総局側において国際協力の組

織的な推進の必要性が十分理解されたことか

ら、このセンターの設置に至ったものであ

る。それにしても、率直にいってイ側の積極

的なオーナーシップとイニシヤティヴに驚く

とともに、改めてできる限りイ側のオーナー

シップを鼓舞しようという私のアプローチが

誤りではなかったことを認識した。

センターの設置に当たって、２００１年１１月

７日、高等教育総局はＪＩＣＡその他の関係の

ドナー等を招いて設置準備会合を開催した。

その際、今後のセンターの在り方、特に日本

との協力の進め方について発表を行った。さ

らに再三にわたり部内の会議に招かれ、セン

ターの事業について助言を行った。

このセンターは、基本的には高等教育の国

際交流・協力について高等教育総局における

６）ｔｌＲｅｖｉｅｗｌもｂｌｅｏｆｔｈｅＩｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎｏｆｔｈｅＮｅｗＰａｒａｄｉｇｍ．．（Ｊａｎｕａｒｙ１７，２００２）

７）“インドネシアにおける今後の高等教育プロジェクト（検討メモ）”（２００２年１月２１日）及び“Ｔ。Ｗａｒｄｔｈｅ

ＦｏｒｍｕｌａｔｉｏｎｏｆＮｅｗＰｒｄｅｃｔｓｆｏｒＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ（ＭｅｍｏｆｂｒＤｉｓｃｕｓｓｉｏｎ）”（２００２年２月５日））
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窓口・調整機関であり、現在ＪＩＣＡのシルバー

エキスパート、オーストラリア、オランダへ

の留学生の派遣等の事業に関わっている。同

センターはまだ設置初年度であるが、しばし

ば見られがちな名前はあっても実態がないと

いうことはなく、現在積極的にその活動範囲

を広げつつあり、本専門家も日常的にアド

ヴアイスを求められた。

３）ＳｉｌｖｅｒＥｘｐｅｒｔｓＰａｃｋａｇｅＲｅｑｕｅｓｔ方式

の実現

オーナーシップを持ったより組織的かつ調

整のとれた国際開発援助の活用という観点か

ら直接提案したのが、ＪＩＣＡのｓｉｌｖｅｒｅｘｐｅｒｔ

（日本ではｓｅｎｉｏｒｖｏｌｕｎｔｅｅｒ）へのパッケージ

申請というアイディアである。

インドネシアには２００２年８月当時で８０人

ほどのｓｉｌｖｅｒｅｘｐｅｒｔが派遣されているが、

ＪＩＣＡ側のｓｉｌｖｅｒｅｘｐｅｒｔへの零要の発掘や要

請の審査は、個々の機関等から出されるもの

を受けてその都度調査し検討するというのが

実情で、必ずしも戦略的あるいは先方の政策

ニーズに応じて決定されているわけではな

い。ＪＩＣＡとしてもｓｉｌｖｅｒｅｘｐｅｒｔをより戦略

的に活用することを模索していた。

高等教育関係（日本語教育、工学等）の派

遣は２０人ほどであるが、これらへの申請は

事実上まったく高等教育総局を通すことなく

行われていた。正式には高等教育総局の承認

が必要であるが、これはまったくの事後の形

式的手続きに過ぎなかった。そこで、ＪＩＣＡ

にとってもまた高等教育総局にとっても利益

があると思われる方式としてこのｐａｃｋａｇｅ

ｒｅｑｕｅｓｔを提案した。

この要請方式においてはまず、高等教育総

局側がＪＩＣＡの重点領域（日本語教育、工学

等）を考慮して５年程度の受入れ要請計画を

ＪＩＣＡに提出する。もちろんこの際、各機関

の要望をどう勘案するか、どのような政策的

配慮をするかなどは総局の責任においてなさ

れる。次に双方がこの計画について基本合意

をする（むろん計画の修正もありうる）。そ

してこの計画に基づき、毎年正式申請を提出

する。またこの計画はいわゆるｒｏｌｌｉｎｇｐｌａｎ

であり毎年協議の上改定が行われる。この方

式は、若干初年度は手間や時間がかかるかも

しれないが、２年目以降労力と時間の節約に

なり、何よりもＪＩＣＡの戦略的意図と総局側

の政策が反映されやすいやり方と思われる。

途中様々な粁余曲折があったが、年二回の

シルバーボランティア募集のうち、２００２年

度の前期分については試行的にこの方式を実

施し、後期の募集分から本格的に実施するこ

とで総局とＪＩＣＡ双方の合意をみた。この事

業は総局側では上記のセンターが担当するこ

ととなり、その初めての事業だったことも

あってセンター側は極めて熱心で、詳細な募

集要項や応募の評価基準を作成し、積極的に

この事業に取り組んでいる。募集するシル

バーエキスパートはわずか数名であるが、

オーナーシップ意識を高め積極的な主体的取

組みを鼓舞する一つのプロセスとして位置付

けられるものである。

４）「イ一日教育協力連絡会」の開催

さらに、国際開発協力に対するイ側の組織

的・主体的対応を促すためのもう一つの活動

として計画されたのが、この「連絡会」の開

催である。このような会合の開催を思い立っ

たのにはいくつかの理由がある。第一は、イ

側のオーナーシップを高めるためのひとつの

学習プロセスであるとの位置付けである。教

育分野に限っていえば、現在、世界銀行やア

ジア開発銀行のイニシヤティヴによる初等中

等教育に関するドナー会合（これには国民教

育省初等中等教育総局も出席している）が不

定期に開かれている。本専門家は直接の担当

ではないのでこれに出席したことはないが、

出席者（大使館担当官、初中等担当ＪＩＣＡ専

門家等）からの報告を聞くと、イ側は、自ら

主体性をやってドナー間の援助を調整すると

いうよりは、いつも援助プロジェクトの実施

等についてドナー側から注文や要望を受ける

立場で、いわば“宿題を忘れてばかりいる出
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来の悪い生徒’’のような立場だという。

率直に言って、これだけの被援助大国、し

かも一方ではＡＳＥＡＮの盟主のひとったら

んとする気概を有してきた国が、このことに

ついてこれほどオーナーシップ意識を欠いて

いるのには驚いた。スハルト体制崩壊後少し

ずつではあるが、新たな国づくりをしていか

ねばならないという意識が芽生えつつある

中、形だけでも国民教育省側のイニシヤティ

ヴでこのような会合を設けることによって、

オーナーシップ意識を高めるのに役立つので

はと考えたわけである。当初は国民教育省と

ＪＩＣＡを中心とする日本側だけの会合である

が、ゆくゆくは、国民教育省が教育分野の関

係ドナーを招集して調整会議を開けるように

なればという思いであった。

第二に国民教育省自身における縦割り行政

の弊害の問題がある。日本でも縦割り行政の

弊害はつとに指摘されているところではある

が、極端に言えば、“局（総局）あって省な

し”というのが少なくともここ国民教育省の

実情である。

着任早々の２００１年９月中旬、ＪＩＣＡイン

ドネシア事務所の教育担当が事務次官に呼ば

れたのに同行した。用件は要するに、ノン

フォーマル教育に情報技術（ｒｒ）を活用する

という同次官が個人的に担ぐプロジェクトの

“売り込み”であった。しかしＩＴについては、

当時非公式ではあるが高等教育総局長から既

に４件の提案がなされており、また、教育分

野では高等教育分野の事業に重点を置くとい

う合意が日－イでなされているにもかかわら

ず、このような提案が次官から直々になされ

るということは、この省全体を統括する立場

である次官ですら教育分野での国際援助につ

いて充分把握しておらず、省内での調整が

まったく欠如していることを如実に示すもの

であった。

そこで、このような「イ一日教育協力連絡

会」は少なくともＪＩＣＡの教育協力に関する

限り、全省的に情報を共有できる場を提供す

るものであり、縦割りの弊害を少しでも除去

する第一歩になればと考えた。

もちろん、従来主として個別の事業を通じ

てのみ話し合いが行われてきたＪＩＣＡ等の日

本側とイ側とが、より広く意見や情報を交換

する場を設けること自体、両者の意思疎通を

一層図る上で有益だと考えた。

その実現には、国民教育省側及びＪＩＣＡ側

に解決すべき問題が幾多あったが、結局は

２００２年４月２６日になって、ＪＩＣＡの（プロ

ジェクト等の）ニーズ調査説明会という形で

実現することとなった。事務次官の招集でほ

とんどの総局長が出席したほか、主任視学官

など国民教育省直属機関の長の出席も得られ

た。これだけの幹部を揃えたＪＩＣＡと国民教

育省との対話は初めてのことであり、国民教

育省内においてＪＩＣＡ及びＪＩＣＡへのプロ

ジェクト等の要請について共通の理解が得ら

れたこと、また次官から、今後国民教育省全

体として取りまとめ、国家開発企画庁

（ＢＡＰＰＥＮＡＳ）８）に要望を提出する態勢を整

える旨の発言があったことは、今後のオー

ナーシップの発揮にとって大きな意義を有す

るものであった。

（２）連絡調整的業務

１）平成１４年度（前年度）プロジェクト

要請案件の処理

平成１４年度の高等教育関係プロジェクト

案件の形成プロセス（ちょうど筆者が着任す

る直前の２００１年８月にそのプロセスはほぼ

終了）において、イ側とＪＩＣＡ側との間に十

分意思疎通がとられておらず若干の行き違い

が生じ、高等教育総局とＪＩＣＡの間に位置す

る私が両者の関係修復に尽力せざるを得な

かった。まさに典型的な連絡調整業務である。

次のような事態が生じたのである。

８リＩＣＡに対しインドネシア側の要請を集約・調整する機能を有している。
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この年は、たまたま事前の要望調査説明会

に多くの大学関係者が出席していたことも

あって、多くの高等教育機関から数十件にも

上る案件が直接ＪＩＣＡ事務所に寄せられた。

これらの案件は、一応高等教育総局がとりま

とめた形で（そして形式的にはＢＡＰＰＥＮＡＳ

を通じ）提出されたことになっているようで

あるが、実際は何ら精査されたものではな

く、高等教育機関からの案件がそのまま

ＪＩＣＡに提出されたものである。そのような

事情もあってＪＩＣＡ側が採択するに足る良質

な案件は皆無であった。

しかしＪＩＣＡインドネシア事務所として

は、何とか優良案件を東京に提案する必要に

迫られ高等教育分野の在イ日本人専門家の

協力を得て７案件を作成し、“イ側の要望”と

して２００１年８月に東京に提出した。時間的

な制約もあって、残念ながらこれらの案件に

ついて高等教育総局側との事前の協議はほと

んど行われていなかった。総局側がこのよう

な提案がなされ七いることを知るのは、翌年

の１月になってからである。

一方高等教育総局側では、２０００年７月の

沖縄サミットにおける日本のＩＴ支援表明後、

２００１年には相次ぎプロジェクト発掘ミッ

ションが来イしたことから、日本のＩＴ支援

への期待が高まっていた０そして、２００１年４

月にミッションに対し教育分野における汀

関連プロジェクトの提案を４件提出した。同

総局長としてはこれらの提案は非公式なもの

であるが、その後日本側から何らかの反応が

あり、それを受けて正式なルートに乗せるこ

とを考えていたようである。しかし、日本側

にいかなる事情が生じたのか不明であるが、

その年の末になっても何らのフォローアップ
はなかった。

これらの行き違いの結果、イ側に何がしか

の誤解や不信感を生み出したことは間違いな

い０実際総局長もある種の苛立ちを募らせて

いるとの情報が、直接、間接に私にも伝えら

れた０この間双方の間に立って関係修復に向

ー２２０－

けいろいろ尽力したが、結局２００２年２月に

入って、私の方から総局長に対しこれまでの

事態を率直に説明し、「ＩＴについて日本から

のミッションが何度も来て、局長自らが国民

教育省の取りまとめ役となって具体的な提案

まで作成・提出していながら、東京から何ら

反応もないことに同情するとともに、このこ

とについて、日本に成り代わって私からお詫

び申し上げる。現段階で■は次年度の要望調査

に正式に載せることを考えることが建設的で

あり、私もアドヴァイザーとして尽力する」

旨述べた。私がこのようなことを発言する立

場にあったがどうか、いまだに釈然としない

が、しかしこの間題についてどこかで区切り

をつけておかなければ、これまで極めて良好

であったＪＩＣＡと高等教育総局との関係を損

ねることにもなりかねないと思い、このよう

な発言を行った。これで事態は一応収拾する

こととなった。

以上、昨年度のプロジェクト形成過程につ

いて績々述べてきたが、これは、スハルトの

“開発独裁”体制の崩壊以降、援助に対する

従来の“物乞い”的態度から“オーナーシッ

プを持って援助を活用する”という態度へと

少しずつではあるが意識変革が起こりつつあ

る中で、今、イ日双方で合意を得ながらプロ

ジェクトを形成していく過程そのものが重要

であることを強調したかったに過ぎない。

コ）平成１５年度のフロジェクトの発掘・形

成

上記のような前年度の経験を踏まえ、連絡

調整を密にして高等教育総局とＪＩＣＡとの意

思疎通を図る一方、“国際教育協力を活用す

る力”の形成という観点から、イ側が主体的

にこの作業に取り組むべきであるとの方針で
臨んだ。

まず従来の専門家が行ってきたことを踏襲

して、先に行ったＲｅｖｉｅｗＴｂｂｌｅ作りや前任

者が行った大学の管理運営に関する調査研究

の成果を踏まえ、２００２年２月の下旬から私

の方で３つのプロジェクト案作りを開始し
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た。これと平行して、これらの実について関

係の局長やイ側大学関係者、さらには日本人

専門家との意見交換を行った。この結果３実

のうち、特にイ側が関心を示し、またこれま

でもイ側独自に小規模ながらパイロット事業

が実施されてきた、産学地９）の連携について

のプロジェクト案作成を本格的に進めること

とした。

しかしプロジェクトの形成過程にできるだ

けイ側が主体的に関わるようにするとの観点

から、本専門家がすべてプロジェクト案を書

くことはぜず、このテーマについてワーク

ショップを主催するなど積極的な姿勢を示し

ているガジャマダ大学に対し、私の当初案を

示しプロジェクト実作成の意志を打診した。

同大学はこれを歓迎し、当初案をさらに発展

させた総合的な産学地連携計画を作成しこれ

を高等教育総局に提出した。

一方２００２年４月にＪＩＣＡの要望調査が始

まった段階で、昨年の轍を踏まないため、総

局長に対しこの調査の趣旨や手順、さらには

ＪＩＣＡの優先課題やそこにおける高等教育の

位置付けなどを説明し、その準備を行うよう

アドヴアイスを行った。同局長は、２００２年

４月２６日に行われた「イ一日教育情報交換

会」（ＮｅｅｄＳｕｒｖｅｙ説明会）において、同総

局からの要望としてＢＡＰＰＥＮＡＳに提出を

希望する６つのプロジェクト案を明らかにし

た。これらの提案は、基本的には昨年正式な

ルートに乗らなかったＩＴ関連プロジェクト

等“積み残し”案件を正規のルートに乗せる

というものであった。とにかくパイプライン

に詰まっているものを正規のルートに乗せ、

日本側の正式な判断を求めたいという気持ち

は理解できるものであった。これで前年度の

若干の行き違いが一掃されることを期待し

た。

その後５月に入り、提案されたプロジェク

トの詳細の詰めについてアドヴアイスすると

ともに、これらプロジェクトの提案に対する

本専門家なりのコメントを総局長に伝えてお

いた。

この過程でのＪＩＣＡに対する作業として

は、ＪＩＣＡ事務所でのスクリーニングのため

の要請案件調査書（和文）の作成と、ＪＩＣＡ事

務所内でのスクリーニングを経た要請案件に

ついて英文の正式要請書作成があった。本年

はいずれも私が他の日本人専門家の協力を得

て行ったが、後者については、本来高等教育

総局のしかるべき部署が行うべきことであ

り、この点について、担当局長に申し入れを

行い次年度からこの局で行う旨合意を得た。

３）その他の連絡調整等の業務

上記の高等教育総局のために行う活動以外

に、直接的にはＪＩＣＡ自体の業務に関わって

本専門家が協力するものも少なくなかった。

まずＪＩＣＡが２００２年度の国別事業実施計画

策定を進める中、これに協力して２００１年１２

月高等教育関係部分の案を執筆し提出した。

加えて、２００２年度に入ってＪＩＣＡ内におい

てプログラム協力が本格的に進められること

になり、その作業への協力としてプログラム

協力における高等教育の位置付けについて、

２００２年４月、本専門家の私案１０）を作成し提

出した。またあわせて、ＪＩＣＡが行った高等

教育関係事業の“プログラム協力マトリック

ス’’作りの作業に対し、同年５月データの提

供を行った。さらに要望調査が本格化する

中、同月、プロジェクト等のスクリーニング

の基準や観点について本専門家なりの案１１）を

作成し提出した。

これらの協力については、高等教育総局の

アドヴァイザーはイ側と日本側の橋渡しの立

場にあると考え、直接に協力が求められてい

ない場合にも積極的に取り組んだつもりであ

る。

～り「地」は地域社会。

１｛－）「インドネシアにおける今後の高等教育分野の支援の在り方（私案メモ）」ｐｐ．１て、２００２年４月１７日

１１）「プロジェクト等の提案に対する評価（選考）基準いついて（メモ）」ｐｐ．１－２、２００２年５月２１日

－２２１－



国際教育協力長期派遣専門家に関する一考察－インドネシアでの経験から

その他、在任期間中に実施されていた、高

等教育開発（ＨＥＤ）プロジェクト等の関係者

と折に触れ情報・意見交換を行い、高等教育

総局アドヴァイザーという立場からの率直な

助言も行った。また、国際協力銀行（ＪＢＩＣ）

が２００２年６月から実施している高等教育セ

クター調査について、高等教育総局のアド

ヴァイザーとしてその実施態勢の構築と調査

内容の確定等に協力を行った。

４．　若干の教訓と提案

（１）ＴＯＲ

先に案件形成の一つの苦い経験について述

べたが、専門家の派遣もこのような案件の一

つであり、ＴＯＲが実際の途上国のニーズを

反映しているかどうかは、案件形成の過程で

当該国側といかに良好な意思疎通が図られて

いるかにかかっているといっても過言ではな

かろう。

また途上国側受入れ省庁の能力形成の度合

によっても、専門家に何が期待されるかが異

なってこよう。まったく能力を欠いている場

合には、当該国政府に代わってすべてのこと

を行うという、いわば“完全役務提供型”の

専門家が必要なこともあろう。

いずれにしても、しばしば同じポストに

１０年あるいはそれ以上にわたり、専門家が

派遣されるという現象も見られ、途上国側の

ニーズの変化、能力の発展の度合等を考慮し

たえずＴＯＲを改訂するとともに、ポストそ

のものについても見直しを行う必要がある。

（２）役務提供から持続可能な能力形成へ

１）能力形成型専門家

これまで績々述べてきたように、本論の一

つの明確なメッセージは、政策アドヴァイ

ザーといい調整型専門家といい、いつも日本

から人材を提供し日本の開発協力事業の円滑

な実施を図るという発想はそろそろ止めにし

てはどうかということである。むろん、外国

からの支援を有効に組織・活用できる能力を

十分有していない国の方が多いことは事実で

あろう。したがって、短期的には政策アド

ヴアイスや援助調整への支援が必要であろ

う。しかしそれは永続するものではなく、持

続可能性ということを考えると、当該国側に

そのような能力が身につくようなプロセスが

必要である。単なる役務提供であってはなら

ない。今こそ、役務提供型専門家から能力形

成型専門家へとさらなる発想の展開が必要と

思われる。

２）プロジェクトとしての“国際教育協力

を活用する力”の形成

このように個別派遣専門家の役割を捉えな

おすならば、“国際教育協力を活用する力”の

形成というひとつのプロジェクトを構想し得

る。現在のＪＩＣＡのスキームでは必要に応じ

様々な投入を柔軟に活用でき、長期専門家の

派遣のみならず、日本その他の国々での研

修、複数の短期専門家の派遣など多くの組み

合わせが考えられる。

この際留意すべき点は、単に個々人に能力

が身につくというだけでなく、私が試みたよ

うに、このような能力の形成とは、組織の中

に国際協力のための仕組みやシステムを作っ

ていくという過程でもある。したがって、い

わば組織としての学習プロセスということも

できる。

またこのような“プロジェクト’’に求めら

れる専門家は、個々の分野のスペシャリスト

というよりは、制度や仕組み作りとその運営

に長けたマネージャータイプのどちらかとい

えばジェネラリストが求められるであろう。

阜）＿＿目標設定と評価

これまでは、個別専門家については、雑多

な役務提供が求められているためかプロジェ

クトについて行われているような評価は行わ

れていない。しかし上記のように能力形成と

いう一つのプロジェクトとして捉えると、他

のプロジェクトと同様上位目標、目的、成果、

活動などＰＤＭ（ＰｒｑｊｅｃｔＤｅｓｉｇｎＭａｔｒｉｘ）を定

－２２２－
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め、それに照らして評価を行うこともできよ

う。さらにプロジェクトと同じように扱うと

すれば、３年とか５年とかの期限付きであり、

たえず見直しが行われることにもなる。

おわりに

私が職務を遂行する上で常に心がけたこと

は、私はＪＩＣＡの専門家であると同時に、高

等教育総局のアドヴァイザーであるというこ

とである。すなわち総局の一員でもあるとの

意識を常に持ち続け、総局の立場に立っても

のを考えることを忘れないようにした。しか

し一方で、本専門家は単なる総局への役務提

供者ではないという点にも十分留意した。さ

らには、本ポストはＪＩＣＡと高等教育総局を

橋渡しする単なる調整員ではなく専門家であ

るとの自覚を持つ必要があるとも痛感した。

このような微妙で合い矛盾するような職務を

遂行するには、やはり、インドネシア側の何

を変えるために当該専門家がここに派遣され

ているのかを十分明確にする必要があると思

い、上記「２」で述べたような活動目標を掲

げ、「３」のような活動をし、そして「４」の

ような提案を行ったのである。

要するに優れた“顔の見える”専門家とは、

いずれはカウンターパートの陰に隠れて“顔

が見えなくなる’’専門家ということであろう

か。

ー２２３－



１８・世界銀行教育セクター戦略とその実施状況に関する考察

結城貴子
（東京大学）

１．はじめに

近年の開発研究及び国際的な開発政策の潮流からは、途上国における教育の重要性に対する認

識が高まってきたことがわかる。教育分野における目的やその目的達成にむけた政策とアプローチ
についても、多様な議論が進み、国別・地域別の選択の必要性が強調されてきた。しかし、忘れて

はならないのは、１９９０年代の途上国と国際開発コミュニティの経験により、国際的な合意や教育課
題に対する共通認識が形成されたからといって必ずしも実施されるものではないということが顕著
になったことである。

ダカールの行動枠組みとそのフォローアップとして行われている活動には、教育の優先目標を
達成できるためにより確固としたセクター戦略と行動計画を途上国が策定し、そして計画に対する

ドナーの支援を確固たるものにしたいという強い意思が表れている。主要なドナーは、パートナー
シップを強化しダカール行動枠組みを実施に移していくプロセスについての国際的戦略を策定した

ものの】、実際にどういう戦略を途上国が準備し、実施を始めればその支援をどれほど保証するのか
という具体案については大きな課題を残しているといえよう。

本節は、ドナーの教育セクター援助戦略の役割に着目し、セクターにおいて影響力を増してき
た世界銀行の戦略について１９９９年に公式に発行された「世界銀行教育セクター戦略（ＷｏｒｌｄＢａｎｋ

ＥｄｕｃａｔｉｏｎＳｅｃｔｏｒＳｔｒａｔｅｇｙ：以下ＷＢＥＳＳ）２」の考察を行い、その経験から学びうることを検討し、

最後に日本のＯＤＡ戦略についての提案を試みたいと思う３。世銀の経験から日本のＯＤＡに対する提案
を考えることは一見かけ離れていると思われるかもしれないが、同じくマルチ・セクターを対象と

する日本のＯＤＡにおける教育セクター援助戦略にとって、世銀から学ぶことは十分にあるのではな
いだろうか０現在行われている日本のＯＤＡ戦略会議でも国別援助計画の内容、作成過程などが問題
にされており、４セクターの国別戦略における重要度が今後問われることにもなりえるだろう。

２・世界銀行教育セクター戦略とその実施状況

位界舘庁教育セクター戦略㈹肌刷の要点と炭討の嵐点

間ＥＳＳの要点５を簡単にまとめると次のようになる０世銀は教育を「包括的」に捕らえ、国に応

じた優先度によって「選択的」に取り組む、つまり教育と開発ニーズの国による違いは大きく、全
ての国に対する単一の手法はないと考える０よって、ＥＳＳは国、地域、そしてグローバルという３
つのレベルからなる。すなわち、グローバルな優先課題とプロセスからなる全般的な戦略佃ＢＥＳＳ

のこと）、１２０の国別行動計画、及びグローバルな戦略的考えと国別の行動計画との橋渡しをする６
つの地域別セクター戦略である。

国際教育目標へのコミットメントと教育の質に対するコンセンサスを反映し設定された芝旦
－パルな優先課題は：（１）基礎教育（貧困層・女子へ焦点）、（２）早期インタベーション（幼児
期の発達、学校保健）、（３）イノベーティブな教育方法（遠隔地教育、新しい技術の使用）、（４）

制度改革（学習の標準・カリキュラム・評価、ガバナンスと地方分権、政府外の供給者や資本家ら

について）である０ただし、これらグローバルな優先課題も全ての地域・国において、最も重要と

いうことではなく、ＥＳＳは、世銀のスタッフがそれぞれの国のクライアントとともに戦略的行動に

１Ａｎｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｓｔｒａｔｅｇｙｔ。ｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌｉｚｅｔｈｅＤａｋａｒＦｒａｍｅｗｏｒｋｆｏｒＡｃｔｉ。ｎｏｎＥＦＡ，Ａｐｒｉ１２００２．
２文献リスト参照。

３筆者は、世銀の中東・北アフリカ地域で三年半ほどの勤務経験を有しており、また本稿の内容について数人の世銀
スタッフから貴重な意見をいただいたが、本稿における見解は全て筆者個人のものである。

４外務省ホームページ（２００２年１１月）、ＯＤＡ総合戦略会議第１－３回議事録を参考。
５ｗＢＥＳＳの要約部（Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅｓｕｍｍｅｒｙ）を参考。

－２２４－



むけて最大限の努力をすることを狙いとしている０そのために５つの業務上原則（ｏｐｅｒａｔｉｎｇ

Ｐｒｉｎｃｉｐｌｅｓ）を設定している０（１）クライアントに焦点をあてる。（２）包括的に分析し、選択的

に行動する０（３）知識をよく使う。（４）開発効果に集中する。（５）生産的な他とのパートナーシ
ップをもつということである。

耶ＥＳＳの内容についての批評・批判として、例えば、黒田（２００１）は、１９９５年に世銀により発行
された「教育のための優先課題と戦略（Ｐｒｉｏｒｉｔｉｅｓ ａｎｄＳｔｒａｔｅｇｉｅｓ ｆｏｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ：ＡＷｏｒｌｄＢａｎｋ

Ｒｅｖｉｅｗ）」と比べ、世界を単一に取り扱いがちな傾向はなく、経済収益率など経済学的な分析手法に

基づく政策優先度の議論になっていないという点では改善がみられると指摘している。一方で、美
辞麗句ばかりで、意味のある政策分析が行われていない（Ｋｌｅｅｓ，２００２）という批判もある。この二点
は表裏一体で、教育政策またその分析手法について国際教育コミュニティが反対するような確固た

る優位付けはせず、基本的に国次第としながら複数の国を対象にした戦略を書くと、結果としてか

なり一般的な文書になりがちであるということを示唆ないだろうか。残念ながら、耶ＥＳＳが地域や

国別の対応を強調しているにもかかわらず、筆者が知る範囲では地域や国の視点から耶ＥＳＳの批評
を行っている文献はあまりないようである。よって、本節では、ＥＳＳの本来の策定目的を踏まえた

上で、ＥＳＳの意義や妥当性を作成過程と実施過程とに分け、地域や国別のケースにも考慮して検討

してゆく。戦略としての実行性について焦点をあて、セクターの政策分析の手法や分析内容と政策
提案との相関性についての議論を中心にはしない。

背景と首辟

ＥＳＳの作成は、ウオルウェンソン総裁（１９９６－）による世銀の全面的な改革・イニシエティブの一

部として（マトリックス・マネージメントの導入、海外事務所の権限委譲など６）、１９９７年９月に始

まり、１９９９年５月に理事会で報告される。世銀の人間開発ネットワークによると７、セクター戦略
は、国別援助戦略（ＣｏｕｎｔｒｙＡｓｓｉｓｔａｎｃｅＳｔｒａｔｅｇｉｅｓ：ＣＡＳ）を補充するものとして始まった。ＣＡＳが

ある国に対してクロス・セクターな分析を明確にするのに対して、セクター戦略はクロスカントリ
ー、クロス・リージョンな世銀の優先課題や方向性を決めるにあたってのアプローチを取ることが

意図された０より実務的に解釈すると、セクター戦略の目的は、世銀の組織マネージメントにおけ
る教育セクターの発言力を増加し、質・量ともに業務の改善を図るためのものと言えるだろう。具

体例として、地域局における教育セクター・チームと主にエコノミストからなるカントリー・チー
ムとの関係の改善を目指す、教育セクターの業務に携わるスタッフの専門性を高める、プロダクト
のセクター専門家からみた質を高めるなどが挙げられよう。

作成適者と成果品

戦略的目的を実践に移す役割を担うことになるスタッフの関心をえるために、その作成過程に
最終プロダクトと同様の注意を払うべきであるという合意が教育セクターの管理陣に始めからあっ

た８。当初は、ボトムアップを重視し、地域別の戦略策定を促しながらグローバルなまとめを行うこ
とが試みられた０世銀組織改革の一環として、教育セクター・ネットワークという新たな仕組みが

導入され、各地域局に教育の「セクター・マネージャーまたはリーダー」という役職ができ、各地
域局の教育関係の業務を管理し、国別行動計画の作成を促し、そのまとめとして地域戦略を形成す

ることが期待された。その過程の促進やまとめを教育の「ネットワーク・センター」と呼ばれる全

地域について把握する責任を持つ部が担うという方法が実施された。一方で、次第に上層部の要求
を満たすため、多様なテーマを一つのビジョンにまとめる必要性に迫られ、ボトムアップの方針が

貫かれず、結果として後のドラフトに政策的優先課題と業務原則についての章が加わったともネッ

６詳しくは、ＷｂｒｌｄＢａｎｋａｒｃｈｉｖｅ（ｗｗｗ．ＷＯｒｌｄｔ）ａｎｋ・ＯｒＥ）、大野（２０００），ＰＰ・８３－１１４・を参照。世銀の改革と教育分野との関

係については、Ｍｕｎｄｙ（２００２）が世銀教育分野のスタッフへのインタビューも交え内部の問題を説明している。

７ＨｕｍａｎＤｅｖｅｌ。ｐｍｅｎｔＮｅｔｗｏｒｋ，ＴｈｅＷｂｒｌｄＢａｎｋ（２００２）ｐｐ．４２９

８ＨｕｍａｎＤｅｖｅｌ。ｐｍｅｎｔＮｅｔｗｏｒｋ，ＴＹｌｅＷｂｒｌｄＢａｎｋ（２００２），ＰＰ．４３０．
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トワーク・センターは述べている。９

最終版のドラフトすなわち成果品としての耶ＥＳＳ９９における戦略の２本柱となったグローバル
な優先課題と業務上原則については、それぞれ実施計画として多少具体的な活動内容がマトリック

スにまとめてあり、四半月ごとにシニア管理職によってモニターされることが意図された。その実

施期間は、次の間ＥＳＳが当初２００２年の完成を予定されていたことから】０、三年間と考えられていた
ことが解る。しかし、同じく３年間の実施計画を提示するＣＡＳと比べてみて大きく異なる点は、

ＷＢＥＳＳ９９には特定の国に対して世銀の貸付及び貸付外業務について具体的予定が提示されていない
ということである。貸付外業務については、「業務原則の実施計画」に国別行動計画や地域別戦略を

策定すること、経済セクター調査（ＥｃｏｎｏｍｉｃＳｅｃｔｏｒＷｏｒｋ：ＥＳＷ）や社会セクター支出レビュー（Ｓｏｃｉａｌ

ＳｅｃｔｏｒＥｘｐｅｎｄｉｔｕｒｅＲｅｖｉｅｗ）を行うことなどが提示されており、ＥＳ机ま毎年５つ完成すること、ＣＡＳ

には少なくとも過去三年以内に行われたＳＳＥＲの情報が反映されていることなど目標数値も含んで
いる。しかし、こうしたＥＳＷやＳＳＥＲという国別の調査が実際にどの国にいつ行われるべきかという

ことは明確にされてはいない。

「グローバルな優先課題」のための特定の活動については、どの国が対象になるかということ
を示しているものの、これらは外部のパートナーと世銀のネットワーク・センターが中心となって

実施する貸付外の業務で、その過程や成果が国別の業務へどう反映されるべきかということまでは

追及されていない。例えば、優先課題の一つである「女子のための基礎教育」のためには、３１ター
ゲット国に焦点を当てた活動がＵＮＩＣＥＦ・Ｉ）ＦＩＩ）・Ｒｏｃｋｅｆｅｌｌｅｒをパートナーとして行われるとなって
いるが、その成果指標は「３１の国における女子のＥＦＡゴールに向けた展開」とあるように抽象的で

ある。特定の業務予定は、内部パートナーとして地域局、カントリー・教育チーム、また調査や評

価活動を担当する部署の経営陣にゆだねられたということを示唆している。
もちろん貸付についての実施プラン案を含むということは、始めから意図されていなかったの

かもしれないし、作成過程の方針が途中で変更されたため国別のセクター分析とそれに基づく行動
計画がでそろうまで待てなかったことが具体性を欠くことになったとも考えられる。ただ具体的提

案を含めなかったということは、耶ＥＳＳを地域・国別の教育チームに対する業務改善ガイドラライ
ンと考えても、その実施可能性を低める要因になったのではないだろうか。では、本来ネットワー

クが意図した過程、国別・地域別重視を貫いた場合、どのような耶ＥＳＳになったのだろうか。例え
ば、より充実した国別、クロス・カウントリー、クロス・リージョンの教育セクター分析を含み、

それに基づいた国別行動計画をまとめ地域別及び世銀全体の教育セクターにおけるより具体的な戦

略を提示するものになったのだろうか。もっとも、こうした戦略作成は、それに要する時間、予算、
そしてスキルなどドナー側・相手国側などの要因を考えれば、ある一定の期間で仕上げること自体

が不可能なものかもしれない。
では、ＷＢＥＳＳの作成と並行して始まり、ＷＢＥＳＳの実施計画に２０００年６月までには完成すること

が目標にされた地域別教育戦略（ＲｅｇｉｏｎａｌＥｄｕｃａｔｉｏｎ Ｓｔｒａｔｅｇｉｅｓ：ＲＥＳｓ）は、どのように作成され、
どういう成果品になったのだろう。容易に予想できるように、地域差が大きい。例えば、６つの地

域局のうち２つについては、セクターのリーダーがＲＥＳの作成責任者を兼ねているが、他の地域で

はそうではない。（参考資料表１）だれが作成責任者であったかということは、地域別の相手国及び

世銀内地域局の特徴とともに、ＲＥＳｓの作成過程の内容、業務の影響Ｊ成果品のイメージに違いをき
たしたのではないだろうか。最終的なＲＥＳｓの仕上げまでに費やされた時間も、最も早い東アジア太

平洋地域が１９９８年６月にＲＥＳを発行し、サハラ以南アフリカ地域が２００１年に発行したことをみて
も大きなひらきがある。南アジア地域については外部に公表されているものはない。ラテンアメリ

カ・カリブ地域や東ヨーロッパ・中央アジア地域のＲＥＳｓは比較的セクター分析に重きを置き、東ア

ジア太平洋地域は世銀の内部業務のあり方が中心で、サハラ以南アフリカ局と中東・北アフリカ局
はその中間的な内容といえるだろう。ただし、どのＲＥＳｓもＷＢＥＳＳ同様、貸付について具体的業務計

画を提示していない。共通の政策課題や業務の質の改善について提示しているもあるが、では具体

９ＨｕｍａｎＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＮｅｔｗｏｒｋ，ｎｅＷｂｒｌｄＢａｎｋ（２００２），ＰＰ．４３０．

１０ＨｕｍａｎＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＮｅｔｗｏｒｋ，ＴｈｅＷｂｒｌｄＢａｎｋ（２００２），ＰＰ．４３０．
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的にその地域国のどのくにで今後数年どのような貸付と貸付外業務を行うのかという特定な提示は

ない。これは、ＲＥＳもＷＢＥＳＳと同様に基本的な政策や業務のやり方についての方針を国別チームと
確認して、実施はあくまで国別行動計画・戦略にゆだねたということだろう。

戦勝の兵務状況ニ
ＷＢＥＳＳの実施状況について次の２つの視点でみていきたい。はじめに世銀全体としてＷＢＥＳＳが

理事会に報告された後の進展はどうか、ネットワークの役割と全体的な教育セクターの業務の改善

について考える。次に、ＷＢＥＳＳの作成過程から戦略を実行することが期待された国別の教育チーム

の業務はどう進んだのか、ＷＢＥＳＳとＣＡＳとの関連に焦点を当てイエメンをケースに検討する。

りり全般曹な進歩　〃飢相年７月以犀）
教育セクター・ネットワークという地域局やその他の部署における教育関係スタッフを結

ぶ体制の確立は、耶ＥＳＳの実施期間においてもある程度すすんだといえるだろう。セクター理事会１１

によるネットワークに属する教育スタッフのレベル査定１２、ネットワーク・センター主導によるト
レーニング、情報・データの共有の促進、優先課題の調査などが行われた。ただし、センターの役

割とその効果の適切性については、予算不足・不安定さとも関連して疑問が残った。例えば、セン

ターのスタッフと研究テーマの適切さも指摘されている。】３２００２年には新たなネットワーク議長の
もとでセンターの改革が進行しており、地域局においても様々な組織改革が行われたが、各地域局

にセクター・リーダーやそれに相当するセクター理事会での代表者がいるという体制は続いている。
また、世銀全体の組織をみると、２０００年にシニア管理職１４に人間開発セクターの代表が新たに加わ

ったことは、教育セクター・ネットワークが世銀の開発戦略やその実施おいて影響力を強めること
に貢献するかもしれない。１５

世銀全体としての開発戦略における教育の優先課題の徹底、特に基礎教育への最優先度は
堅持しているといえるだろう。ダカール会議のフォローアップ活動として始まった「ファスト・ト

ラック・イニシエティブ（ＦａｓｔＴｒａｃｋＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ：ＦＴＩ）」など、教育セクターの中でも特に初等教

育に重きを置くという姿勢が表れている。貧困削減戦略ペーパー（Ｐｏｖｅｒｔｙ Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ Ｓｔｒａｔｅｇｙ
Ｐａｐｅｒ：ＰＲＳＰ）作成のための資料として用意されたＰＲＳＰソース・ブックでも教育セクターについて

は１６、基礎・初等教育における政策分析やその典型的アプローチも提示に焦点を当てている。高等
教育については、２００１年に全地域の高等教育専門家がまとまった報告書を作成するが１７、－グローバ

ルな世銀のサブセクター戦略というような位置づけではない。
実際の世銀業務の量と質の改善を考えると、業務規模は必ずしも上昇していない。理由と

しては１８、プロジェクトの開始前及び監督中の質を改善すること（ＱＡＧ１９によると著しい改善がみら

れる）が量的な向上を遅れさせた場合があること、２０　小規模のイノベーティブなプロジェクトが

増えたこと（ＬｅａｒｎｉｎｇＩｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｃｒｅｄｉｔ）、ラテンアメリカや東アジアにおける政治変動や財政危

機など。しかし、ＦＹ２００２には状況が改善し（新規貸付合計ＵＳ＄１．４ｂｉ１１ｉｏｎ、内ＩＤＡ４４％）．その理由

としてグローバルなＭＤＧへのコミットメントの高まりと、教育を画家開発に位置づけたＰＲＳＰの採用

１１ネットワークのチャア、各地域局からの代表者などから成る。

１２世銀によると２０００年７月時点で、約２５０名が教育セクターを第一のネットワークとして登録。（Ｍｕｎｄｙ２０００，ＰＰ．５００）

１３Ｍｕｎｄ”ＰＰ・４９９・

１４マネージング・ディレクターのこと。２０００年５月時では世銀全体で４人。

１５　筆者が知る範囲では、２つの実施計画マトリックスについてのモニタリングレポートなど公表されているものが

ない。ＨｕｍａｎＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＮｅｔｗｏｒｋＴｎｅＷｂｒｌｄＢａｎｋ（２００２）も世銀の貸付額の進展やダカールにむけた新しいとりくみ

などについて述べているだけで、実施計画に掲げたことについて直接的には評価していない。

１６Ａｏｋもｅｔ．ａｌ（２００１）

１７ｗ）ｒｌｄＢａｎｋ（２００２ａ）

１８ＨｕｍａｎＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＮｅｔｗｏｒｋ，ｎｅＷｂｄｄＢａｎｋ，２００２，ＰＰ．４３６　を参考。

１９Ｑｕａｌｉｔｙａｓｓｕｒａｎｃｅｇｒｏｕｐの略、１９９７年にモニタリングのために新たに設置されたグループで、プロジェクトやセク
ター調査などについて、セクターの専門家などによって４段階で評価するなど質の向上を促進している。
２０例えば、ある一定の質を満たないと、新規プロジェクトの審査が認められないなど貸付を遅らせることもある。
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が増えたこと、ＨＩＰＣイニシエティブの債務救済が進んだことが挙げられている。２】今後は、ＦＴＩに

よるＥＦＡ達成促進への試みがどれほど実際に資金配分に反映されていくか注目に値するだろう。

（２ノ威勝美藤のイエメンのケースニ陀ｇ∫ぶの作成用潜から今βまで

中東・北アフリカ局に属するイエメンでは、旺Ｓのドラフトが完成した１９９８年６月頃に教育公

共支出レビューがマルチ・セクターを対象とするＰＥＲの一環として行われた。ＰＥＲの分析内容や政

策提案は、世銀の教育チームと教育省高宮と間で議論の末合意されまた全セクターを管轄する世
銀内のカントリー・マネージメントにも承認された。１９９９年始めに、このＰＥＲ及び耶ＥＳＳとＲＥＳＳ

を基に、中東・北アフリカ局のセクター・リーダーが中心となりイエメン教育セクター支援ストラ

テジー（ＹｅｍｅｎＥｄｕｃａｔｉｏｎＳｅｃｔｏｒＡｓｓｉｓｔａｎｃｅＳｔｒａｔｅｇｙ：ＹＥＳＡＳ）が作成され教育省高官との会合

や大臣が議長を勤めたドナー会議での議論などを経て政府との合意が達成した。同時期、１９９９年に

作成されたイエメンに対するＣＡＳ（ＣＡＳ９９）は、教育セクターについて提案した貸付案がセクター戦略
に対する教育省との確固たるコンセンサスを基盤としており、貸付外業務では戦略実施レビューを

行うことで問題に対する早期警鐘を行うつもりであることを明記している。２２ＹＥＳＡＳもＣＡＳ９９と一致

した具体的３年間の新規貸付・貸付外業務予定、また加えて進行中のプロジェクトの監督予定も提
示している０２３さらに「公共セクター管理改革プロジェクト」などマルチ・セクターを対象にしな

がらも教育セクター戦略の実施に重要な影響力をもつと考えられた支援についても言及してある２４
では、その後、ＣＡＳ９９とＹＥＳＡＳが提示した業務計画はどういう結果をもたらしたのだろう。２００２

年に８月に完成した新たなＣＡＳによると、「教育セクターの尽力は期待以上にうまくいった」となっ
ている。２５残念ながらＣＡＳＯ２はなぜ同じようにセクター戦略を作成していたはずの他のセクターと

比べて教育セクターの実施がうまく進んだかのということは述べられていない。政府とのコンセン

サスの違い、戦略の質、戦略実施のフォローアップに費やされた活動か、他の要因なのかいろんな
見方が可能だろう。一つ注目に億するのは、戦略実施レビューという貸付外業務がＣＡＳ９９によると

教育・ヘルス・農業の三セクターで毎年予定されていたにもかかわらず、教育セクターだけが２００１
年にもＰＥＲフォローアップとして行っていたということがはっきりわかるという点である。２６これ

は結果として、教育セクターがそのフォローアップに力をそそいだ、もしくはそそげたということ

を示唆していないだろうか。しかし、教育セクターもその極めて少ない予算規模からは質的に満足
のいく分析を行えたかどうかというのは疑問が残る。実際ＣＡＳＯ２は、セクターに関わらずに全般に
貸付外業務としての分析やアドバイスのサービスがＣＡＳ９９では少なかったと考え、今後より力をい

れることを目指し、個々の調査案件の題目だけでなく予算規模についても具体的に提示している。

３．教訓・留意点

世銀の教育セクター戦略の検討を踏まえ、今後のドナーによる教育セクター戦略（ＥＦＡ達成に
むけた支援戦略など）を想定した場合、どのようなことが学びうるか、留意すべきかということを

４点挙げてみる。（１）複数の国を対象にしたセクター支援戦略には限界があることを前もって考え、

国別セクター支援戦略や行動計画の形成に適切な組織の資源（予算、人材、情報など）を配分する
ことに重点を当てることが望ましい。（２）国別セクター支援戦略や行動計画の形成には、教育セクタ

ーの国際的課題を熟知しながらもセクターの問題をマクロな政策（またマルチ・セクターの）との

関連でも政府と、またドナー内でもと強いコンセンサスを築くことのできうるチームを形成し、そ

のチームが戦略実施にも継続的に関わることは援助の効果を向上しうる。（３）ドナーの組織改革に伴

２１Ⅵわｒｌｄｂａｎｋ（２００２ｂ）。

２２ｗｂｒｌｄＢａｎｋ・（１９９９ｅ）ｐｐ・１６－１７・ＹＥＳＡＳが貸付実にどのような影響を与えたかという例として、基礎教育の優先順位

徹底や教育省のプロジェクトに対するオーナーシップ強化という点が「基礎教育拡張プロジェクト（Ｂａｓｉｃ

ＥｄｕｃａｔｉｏｎＥｘｐａｎｓｉｏｎＰｒｏｊｅｃｔ）」のデザインに顕著に現れたといえよう０詳細は、結城（２００２），ｐｐ．２３０－２３９を参照。

２３正確にはＦＹ９９年も含めた４年分が載っているが、ＦＹ９９については既にそれが完成した段階では終わっている。
２４ｗｂｒｌｄＢａｎｋ・（１９９９ｄ）ＹＥＳＡＳ・ＰＰ・１５－１８・“Ｓｕｐｐｏｒｔｆｒｏｍねｒｔｎｅｒｓ”欄参照。

２５ｗｂｒｌｄＢａｎｋ・（２００２ｃ）ＹｅｍｅｎＣＡＳＯ２・Ｐｐ．１５参照。

２６ｃＡＳ９９のＡｍｅｘＢ３：ＢａｓｅＣａｓｅＮｏｎｌｅｎｄｉｎｇｓｅｒｖｉｃｅｓとＣＡＳＯ２のＡｍｅｘＢ４‥Ｓｕｍｍａｒｙ。ｆＮｏｎ－ＬｅｎｄｉｎｇＳｅｒｖｉｃｅを比較。
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う複数の国を対象にしたセクター支援戦略作成は、組織内関係者間のつながりの強化及び組織の管
理陣や外部者に対してのセクター支援方針や業務実績についての情報の透明性増加には貢献しうる。
但し限られた組織の資源配分においてその国別の業務とのバランスに留意する必要があろう。

４．日本の教育セクターにおける国際協力に対する提案：日本のＯＤＡ戦略の今後について

世銀のセクター戦略の経験を念頭に、日本政府が今後「成長のための基礎教育イニシエテ

ィブ（Ｂａｓｉｃ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒ ＧｒｏｗｔｈＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ：ＢＥＧＩＮ）」など教育セクターについての援助政策や

戦略的方向性をより明確にしていくことを想定し、その政策の効果向上のために次の４事項の早期
実行を提案したい。（１）国別に包括的な協力情報のタイムリーな共有を開始すべきであろう。協力

内容については、有償・無償・債務救済無償・技術協力、二国間・多国間援助（例、ＵＮＥＳＣＯや世銀
の特定プログラムへの資金供与）といった違いに制約されずなるべく全てを含め、教育セクターに

おける日本のＯＤＡ協力の全体像を把握しやすいようにする。（２）その上でまたは並行しながら、マ

ルチ・セクターな国別援助計画の策定が計画されている国などＯＤＡ重点国に対しては、国別の教育
支援計画作成のため、その国の内外の事情に応じた規模の調査などを行うべきであろう。またその

調査の成果が適切に国別援助計画の具体的内容に反映されるような調査体制を日本側また相手国政
府側でも築きながら、その後の支援計画実施とフォローアップ体制につなげるべきであろう。（３）

マルチなＯＤＡ援助にとっては重点国ではないものの、特に教育セクターについて重要度が高い国々

に対しては、国別のセクター戦略や他のドナーの支援動向をきちんと把握するための情報整理（場
合によっては調査）を行い、日本政府の対応について検討し、適宜対応できるようにすべきであろ

う。（４）最後に、これら一連の活動が中・長期的なＯＤＡ体制の抜本的改革、ＯＤＡ予算の一本化と多年
度化などによってより効果をあげるのかどうか、その組織改革に伴うコストも踏まえて、教育セク
ターにおける協力を例に調査を行うことが望ま－しいであろう。

参考資料 表 １．世銀の教育セクター戦略の作成及び管理責任者

１，９，年教育セクター戦略　　　 そ の後の管理 ・リーダー陣
作成責任者　　 署名者と役職　 （２００２年９月現在）

欝 警 ㌘ エ シャルプ。テクション，　　　　　　 警 豊 男 琵 クター

人間開発ネットワーク
ＤａｖｉｄｄｅＦｅｒｒａｎｔｉ　　　　 ＪｏＲｉｔｚｅｎ
人間開発局副総裁　　　 人間開発局副総裁
兼ネットワーク長　　　　 兼ネットワヤク長

炭青 セクター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 セクター屠事会メンバ ー

グロＬ－パル　　　　 ＪｅｆｆｒｅｙＷａｉｔｅ　　　　　 ＭａｒｉｓＯ，Ｒｏｕｒｋｅ　　　 ＲｕｔｈＫａｇｉａ

ＭａｒｉｓＯ，Ｒｏｕｒｋｅ　　　　　 セクタ⊥理事会議長　　 セクター理事会議長
ＤａｖｉｄｄｅＦｅｒｒａｎｔｉ　　　　　　　　　　　　　 ディレクター

北アフリか 中東　　　 ＭａｒｌａｉｎｅＬｅｃｋｈｅｅｄ＊　　 ＭａｒｌａｉｎｅＩ．ｏｃｋｈｅｅｄ　　 ＲｅｇｉｎａＢｅｎｄｏｋａｔ．

セクター・リーダー
サハラ以南アフリカ　　 ＡｄｒｉａａｎＶｅｒｓｐｏｏｒＬ　　　 ＲｕｔｈＫａｇｉａ　　　　　 ＢｉｒｇｅｒＦｒｅｄｒｉｋｓｅｎ

セクター・マネージャー　 ＤｚｉｎｇａｉＭｕｔｕｍｂｕｋａ
南アジア　　　　　　 ＲｅｇｉｎａＢｅｎｄｏｋａｔ　　　　 ＲａｌｐｈＨａｒｂｉｓｏｎ　　　　 ＭｉｃｈｅｌＲｉｂｏｕｄ

セクター・ディレクター
‾東アジア・太平洋　　　 ■ｃｈｒｉｓｔｏｐｈｅｒ‾Ｔｈｏｍａｓ　　　 ＡｌａｎＲｕｂｙ　　　　　 ＥｍｍａｎｈｅｌＪｉｍｅｐｅｚ

セクター・マネージャー
ヨーロッパ・中央アジア　 ＄ｕｅＥｌｌｅｈＢｅｒｒｙｍａｎ　　 ＪａｍｅｓＳｏｃｋｎａｔ　　　 ＪａｍｅｓＳｏｃｋｎａｔ

セクター・リーダー
ラテンアメリか カリブ　　 ＤｏｎａｌｄＷｉｎｋｌｅｒ　　　　 ＤｏｎａｌｄＷｉｎｋｌｅｒ　　　　 Ｗｉ１１ｉａｍＥｘｐｅｒｔｏｎ

リード・スペシャリスト
出所：ＷｏｒｌｄＢａｎ■ｋ（１９９９）及び世銀ホームページ （２００２年９月２５日）からの情報を基に筆者作成。

注：＊Ｋａｇｉａ氏着任前に臨時のセクター理事会議長となる。
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１９．ＥＵにおける対発展途上国教育援助政策・手法

浜野　隆

（武蔵野女子大学）

１．機関の概要（調査の対象としている機関）

１．１．名称：ＥＵ

ｌ．２．設立、変遷

ＥＵは、１９９２年の「マーストリヒト条約」により創設が合意された欧州連合体である。

１９９３年１１月１日、同条約が発行したことによりＥＵが誕生した。ＥＵは、経済通貨統合、

共通外交安全保障条約、司法・内務分野における協力、を厚保の柱としており、ＥＣ加盟

１２カ国（ベルギー、ドイツ、フランス、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、デンマー

ク、アイルランド、イギリス、ギリシア、スペイン、ポルトガル）に、オーストリア、フ

ィンランド、スウェーデンの新規加盟を得て、当初は１５カ国により構成された。そして、

さらにその後はさらに東欧諸国の参加を得て、加盟国は増加している。ＥＵ本部はベルギー

の首都ブリュッセルにある。

１．３．主な機能・役割

マーストリヒト条約は、Ｂ条でＥＵの目的について次のように規定している。

①域内国境のない地域の創設、および経済通貨統合の設立を通じて経済的・社会的発展

を促進すること

②共通外交安全保障政策の実施を通じて国際舞台での主体性を確保すること

③欧州市民権の導入を通じ、加盟国由民の権利・利益を守ること

④司法・内務協力を発展させること

⑤共同体の蓄積された成果の維持と、これに基づく政策や協力形態を見直すこと

すなわち、ＥＵ■は、経済統合に加え、政治統合の推進をも目指すものであるといえる。

ＥＵの主な業務としては、加盟国共通の経済政策、産業政策、エネルギー政策、農業政策な

どを策定することがあげられるが、開発援助政策もそのひとつとして位置づけられる。

１．４．財源

ＥＵの援助資金源には、ＥＤＦ（ＥｕｒｏｐｅａｎＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＦｕｎｄ）と一般予算の二種類があ

り、ＥＵ加盟国からの拠出金でまかなわれている。ＥＤＦとは、ＥＵ加盟国と旧植民地関係等

により関係の深いＡＣＰ諸国（Ａｆｒｉｃａｎ，Ｃａｒｉｂｂｅａｎ，ａｎｄＰａｃｉｆｉｃｃｏｕｎｔｒｉｅｓ）に対して、ロメ

協定（後述）とよばれる嘩済協力協定に基づいて供与されるものである。

なお、本稿は、ＥＵの援助全般を対琴とするものではあるが、ＡＣＰ諸国に対する援助を

中心に解説している。というのはＪ基礎教育においてその発展が最も遅れており、多くの

問題を抱えているのはサハラ以内アフリカ諸国であり、その多くはＡＣＰ諸国に含まれるた

めである。
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１．５．組織　劫却　機構、職員、在外事務所等

１．５．１．欧州委員会（ＥＣ）

ＥＵにおいて、開発援助を担当しているのは欧州委員会（ＥＣ：ＥｕｒｏｐｅａｎＣｏｍｍｉｓｓｉｏｎ）で

ある。現在の欧州委員会においては、２０名の欧州委員の内５名が開発援助に関する業務を

行っている。ＥＣのなかで開発援助を担当している部局は次の５つである。

①開発総局（ＤＧＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）：開発政策一般、ＡＣＰ諸国との対外関係及び経済協力、

ＥＤＦの運用、食糧援助（緊急援助を除く）等を担当する。

②対外関係総局（ＤＧＥｘｔｅｒｎａｌＲｅｌａｔｉｏｎｓ【ＲＥＬＥＸ】）：アジア、ラテン・アメリカ、ＮＩＳ、

中東、地中海諸国、旧ユーゴー・スラヴイア地域等を担当する。

③拡大総局（ＤＧＥｎｌａｒｇｅｍｅｎｔ）‥中・東欧、サイプラス、マルタ及びトルコ等ＥＵ加盟

申請国を担当する。

④対外援助・協力局（ＥｕｏｐｅＡｉｄＣｏ－ＯＰｅｒａｔｉｏｎＯ瓜ｃｅ）：上記の総局が決定したＥＵ域外

国に対する開発援助の実施と評価を担当する。

⑤欧州共同体人道援助局（ＥＣＨＯ：ＥｕｒｏｐｅａｎＣｏｍｍｕｎｉｔｙＨｕｍａｎｉｔａｒｉａｎＯｆｆｉｃｅ）‥緊急・

人道援助を担当する。

なお、欧州委員会の援助担当職員は本部及び在外の合計で１９９９年１０月現在、２，４５０名

となっている（外務省経済協力局　２０００）。現在のＥＣにおける開発援助関係組織図を示し

たのが図１である。

図１　ＥＣにおける開発援助関係組織図

翫甲㈲相野欄醸桓押動扉ほ闇血塊巌ぬ重野紙用轡醸鹿

【出所］ＯＥＣＤ（２００２）
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１．５．２．欧州投資銀行（ＥＩＢ）

ＥＣとは独立して対外支援を行っている機関としては・欧州投資銀行（ＥＩＢ：Ｅｕｒｏｐｅａｎ

Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ Ｂａｎｋ）があげられる。ＥＩＢは、１９５８年、ＥＣ地域に対する投資計画を支援

するため設立されたものであるが、１９６３年以降はギリシャ、トルコ及び独立間もないアフ

リカ諸国に対する融資など、ＥＵ域外への途上国への融資を実施してきた。現在は、中・東

欧諸国、地中海諸国、ＡＣＰ諸国、アジア、ラテン・アメリカ諸国等に対し融資が行われて

いる。欧州投資銀行の原資はＥＵ加盟国からの拠出金及び資本市場からの調達によってま

かなわれている。欧州投資銀行の職員数は１９９９年１２月末現在で１，０１１名となっている（外

務省経済協力局２０００）。

２．教育援助の理念と政策

２．１．政府開発援助（ＯＤＡ）の理念と政策

開発援助に関して、ＥＵは、加盟各国の二国間援助の調整と、ＥＣ（欧州共同体）として

独自の援助を行っている。すなわち、ＥＣとしてその旧植民地を含めた開発途上国に対する

集団的な介入を行っているのである。これは、ＥＵ構成各国が独自に展開する二国間援助と

は区別されねばならない。

マーストリヒト条約によれば、ＥＵの開発援助の目的を、（イ）途上国、特に最貧国の持

続可能な経済力・社会的発展、（ロ）途上国の世界経済への円滑かつ漸進的な統合、（ハ）

途上国の貧困削減、（ニ）民主主義と法の支配の発展と強化、人権及び基本的自由の尊重、

と規定されている。

２０００年のＥＵの二国間ＯＤＡ総額（ディスパースメント・ベース）は、４４億１，４００万

ＵＳドルであり、日、米に次ぐ世界第３位である。また、世銀グループに次ぐ世界第２の国

際援助機閑である。１９９５年～２０００年の５年間のＯＤＡ増加率は平均３．３％となっている。

ＥＵは伝統的に加盟国の旧植民地諸国に対する援助を重視しており、過去１０年間の援助

額の平均で約４割がＡＣＰ諸国向けであり、その内約７８％がサハラ以南のアフリカ諸国向

けである。

ＡＣＰ以外への援助としては、アジア、ラテン・アメリカ、地中海・中東に対する援助が

財政議定書（５年毎に改定）に基づきＥＵ通常予算及びＥＩＢより実施されている。援助対

象を地域別に見ると、アフリカ４１％、アジア１３％、ラテン・アメリカ１２％、中東６％、オ

セアニア２％、ヨーロッパ３１％となっている。ＤＡＣ全体の平均と比べると、アジアには比

較的少なく、ヨーロッパに手厚いというのが特徴である。近年は、中東欧、ＮＩＳ諸国に対

する援助の比率がとみに増大している。図１からもわかるように、中東欧の市場経済移行

国向けの技術・資金協力には、ＰＨＡＲＥ（中東欧１２カ国を対象）、旧ソ連諸国向けにはＴＡＣＩＳ

（旧ソ連１２カ国及び９４年以降モンゴルが対象）という特別の枠組みを作って実施してい

る。１９９９年の援助額（コミットメント・ベース）は、ＰＨＡＲＥ１５億１，５２０万ユーロ（１９９９

年推計値）、ｍＣＩＳ４億６，２５０万ユーロ（１９９９年推計値）となっている。
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表１は、ＥＵの二国間ＯＤＡ上位１０カ国を１９８９－１９９０年と１９９９－２０００年の２時点で比

較したものであるが、１９８９－１９９０年のほうは、サハラ以南アフリカ諸国が多く見られるの

に対し、１９９９・２０００年のほうはサハラ以南アフリカ諸国はほとんどなく、ヨーロッパ諸国

が多くなっていることがわかる。

表１ＥＵの二国間ＯＤＡ上位１０カ国の変化

１９８９－１９９０年 ■ １９９９・２０００年

国名 シェア 国名 シェア‾

１．Ｃｏｔｅｄ’Ｉｖｏｉｒｅ ６％ １．ＦＩＲｏｆ％ ｇｏｓｌ鱒Ｖｉａ ６％

２．Ｃａｍ９ｒＯＯｎ ６兎 ２．Ｍｏｒｏｃｃｏ ５％ ‾

３．Ｍｏｚａｍｂｉｑｕｅ ４％ ３．Ｂｏｓｎｉａ・Ｈｅｒｚｅｇｏｖｉｎａ ５％

４．Ｉｎｄｉａ ４％ ４．Ｓｔｓ．Ｅｘ・‰ ｇｏｓｌａｖｉａｕｎｓｐ． ４％

５．Ｅｔｈｉｏｐｉａ ４％ ５．Ｅｇｙｐｔ ４％

６．Ｂａｎｇｌａｄｅｓｂ ４％ ６．′ｎｌｎｉｓｉａ ３％

７．Ｓｕｄａｎ ４％ ７．ＳｏｕｔｂＡ駐ｉｃａ
‾３％

８．Ｅｇｙｐｔ ３％ ８．Ｔｕｒｋｅｙ ３％

９．ＣｏｎｇｏＤｅｍ．Ｒｅｐ．
－　３％■

９．Ａ払ａｎｉａ ２％

１０．Ｋｅｎｙａ ３％■ １０．Ｍａｋｅｄｏｎｉａ／ＦＹＲＯＭ ‾２％

【出所】ＯＥＣＤ（２００２）

ＥＵとＡＣＰ諸国の間では、貿易及び経済協力に関する枠組協定としてのロメ協定が７５

年２月から２０００年２月まで継続されてきた。ロメ協定とは、ＥＵ構成諸国がかつてアフリ

カ、カリブ海地域、太平洋地域に保有していた膨大な植民地（ＡＣＰ諸国）に対する、ＥＵ

の貿易・援助等についての包括的な協定のことである。ロメ協定は、、第１次（１９７５年から

８０年まで）、第２次（１９８０年から８５年まで）、第３次（１９８５年から９０年まで）と５年ご

とに更新され、第４次ロメ協定では１９９０年から２０００年までの１０年間をカバーした。そ

して、各次のロメ協定に基づき、全部で８次にわたってＥＤＦが実施されてきた。

ロメ協定以降の協定としては、２０００年６月にべナンのコトヌで同協定の後継となる新協

定（ＡＣＰとＥＵのパートナーシップ協定）が署名された。新協定の期間は２０年で、資金

協力の予算規模としては第９次ＥＤＦ（２０００～２００７年）として１３５億ユーロと欧州投資銀

行（ＥＩＢ）からの１７億ユーロの合計の１５２億ユーロが合意された（表２）。新協定の特色

は、政治対話、貿易、経済協力における関係を規律し、これまでの旧宗主国と旧植民地国

の関係に基づく構造を打破し、新たなパートナーシップを求めていくことであり、長期的

（２０２０年）にはＡＣＰとＥＵの間で自由貿易地域の形成を目指している。

表２　第６次ＥＤＦから第９次ＥＤＦまでの援助額の変化
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（単位：１００万ユーロ）

１９８５・１９９０年 １９９０・１９９５年 １９９５・２０００年 ２０００－２００７年

第 ３次 ロメ協 定 第 ４次 ロメ協 定 一第 ４次 ロ メ協 定 コ トヌ協 定

第 ６次 ＥＤＦ 第 ７次 ＥＤＦ 第 ８次 ＥＤＦ 第 ９次 ＥＤＦ

ＥＤＦ全 体－ ７４００ １０８００ １２９６７ １３５００

（うち 、贈 与） （４８６０） （７９９５） （９由 ２） ▼（１１３ｄｏ）

ＥＩＢ ・１１００
‾１２００

１６２５ ■１７００

合 計 ８５００ １２０００ １４６２５ １５２００

【出所】ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＲｅｓｅａｒｃｈｅｒｓ，Ｎｅｔｗｏｒｋ（２００２）

２．２．政府開発援助政策における教育の位置づけの変遷

ＥＵの開発援助において、教育はそれほど重視されてきた分野ではない。そもそも、第３

次ロメ協定までは、教育への援助はほとんど実施されてこなかった。第３次ロメ協定以降

は、国際的な潮流にそって、教育への支援が少しずつではあるが増大してきている。第３

次ロメ協定（第６次ＥＤＦ：１９８５年－１９９０年）は、職業技術教育や高等教育に焦点を当て

ており、基礎教育への配分はほとんどないが、第４次ロメ協定（第７次ＥＤｆ－：１９９０年一１９９５

年）におし＼ては、教育セクター全体を重点セクターと位置づけ、基礎教育も援助の対象に

含めていった。

このように、基礎教育への関心は芽生えてはいたものの、第４次ロメ協定策定過程（１９８０

年代後半）においては、ＥＣとしては高等教育や職業技術教育への関心が強かった。しかし

ながら、１９９０年代のはじめには、ＥＣの教育援助政策に大きな変化をもたらした２つの出

来事があった。１つは、いうまでもなく１９９０年に開催された「万人のための教育世界会議」

である。この会議では、周知の通り、国際社会が一致団結して基礎教育の普及をめざすと

いうことが確認された。当然のことながらＥＣもその例外ではなかった。もう一つの出来事

は、１９９２年に採択された「マーストリヒト条約」である。この条約により、貧困削減、人

権と民主主義、持続的な経済社会発展などがＥＵとしての開発援助政策の原則であること

が確認された。貧困削減や人権といったテーマは基礎教育の重視に結びつきやすいため、

マーストリヒト条約以降は基礎教育への支援に目が向くようになっていったのである。そ

の後は、１９９５年の社会開発サミット（コペンハーゲン）や世界女性会議（北京）を経て、

教育が貧困削減やジェンダー問題と結び付けて考えられるようになり、基礎教育を含む社

会セクターへの予算配分は増大していった。ロメ協定の後継となる「コトヌ協定」におい

ても、ＥＣの教育援助の優先分野として、初等教育へのアクセスにおける平等の確保を第一

に掲げ、資金的なサポートを増大させる方針を打ち出している。

３．教育援助の実施体制・手法
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３．１．教育援助の態様

教育援助は、大きく「プロジェクト援助」と「プログラム援助」の２種類に分けられる。

プロジェクト援助とは、具体的に決められた特定の具体的な目的に向けて支援されるもの

で、財政支援（Ｂｕｄｇｅｔａｒｙｓｕｐｐｏｒｔ）や構造調整（Ｓｔｒｕｃｔｕｒａｌａ４ｊｕｓｔｍｅｎｔ）といった特定の目的

に向けられていないプログラム援助とは区別される。

なお、ＥＵの援助過程においては、まず「予定額」（Ｐｌａｎｎｅｄａｍｏｕｎｔ）が決められ「約

革額（ｃｏｍｍｉｔｍｅｎｔ）」、「契約額（ｃｏｎｔｒａｃｔ）」の決定を経て、最終的な「支払い（ｄｉｓｂｕｒｓｅｍｅｎｔ）」

の額が決まってくる。一般的には、後の段階へ行くほど金額は小さくなっていく。プロジ

ェクトによっては、様々な要因から支払いまでに至らないものもある。金額の統計を見る

ときは、それがどの段階の額なのかに注意することが重要である。

表３は、ＥＣの教育援助においてプロジェクト援助とプログラム援助がどのくらいの額に

なっており、構成比がどのくらいになっているのかを示したものである。これをみると、

第７次ＥＤＦ、第８次ＥＤＦとも教育援助の半分以上がプログラム援助であることがわかる。

表３　ＥＣの教育援助（プロジェクト援助とプログラム援助の比率）

第 ７次 ＥＤＦ （約束 額） 第 ８次 ＥｂＦ－′二（予定 額 ）

約束 額 ′　構 成比（％） 約束 額 構 成 比（％）

教育 援助 （プ ロジ ェク ト援 助 ） ２８２ ４５．５ ３３７ ４８，０

教育 援助 －（プ ログ ラム援 助） ３３８ ５４．５ ３６５ ５２．０

教育 援助 全体 ．■６２０
＿１００．０ ７０２ ・１００．０

ＥＤＦ全体 ・ １０，８００ １２，９６７

ＥＤＦ 全 体 に 占め る教 育 援■助

の割 合 （％）■

１５．７ ５．４

（注）約束額の単位は１００万ユーロ

【出所】ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＲｅｓｅａｒｃｈｅｒｓ，Ｎｅｔｗｏｒｋ（２００２）

３．２．教育援助事業の実施方法

教育援助の実施のコンボネントは、後述の教育援助プロジェクトの例（４．２・）を見て

もわかるように、その対象分野、協力内容によって技術協力、機材供与、インフラ整備、

教員訓練、奨学金などのうち、いくつかが組み合わされて実施されている。

プロジェクトの特定から開始までの長さはおよそ３年くらいである。例えば、ウガンダ

の「人的資源開発プログラム」は、第７次ＥＤＦのもとで実施されたものであるが、プロジ

ェクトの特定が１９９１年のはじめであり、最初の技術協力が開始されたのが１９９４年であっ

た。３年というプロジェクト開始までの期間自体はそれほど長いわけではなく、特に問題視

はされてはないようである。むしろ大きな問題は、３年間の間に援助受入国の状況（担当者

や政権など）が変化することによって、プロジェクトの進行に支障をきたすことである。
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現在、実施に関してはその体制の見直しがされている。具体的には、①援助プロジェク

トの実施を担当する新しい機関の設立、②援助プロジェクトの運営・管理に関する権限の

在外代表部及び被援助国への委任、③コミットメント（約束）とディスパースメント（支

払い）との間の大きなタイム・ラグの原因になっている援助担当職員の不足の解消、など

が検討されている。

３．３．教育援助事業の評価

ＥＣにおける援助事業の評価は、対外援助・協力局（ＥｕｏｐｅＡｉｄＣｏ－ＯＰｅｒａｔｉｏｎＯｆｆｉｃｅ）の

中のＥｖａｌｕａｔｉｏｎＵｎｉｔ（Ｈ６）が担当している（図２）。拡大総局と欧州共同体人道援助局（Ｅ

ＣＨＯ）の中には、それぞれ独自の評価部がある。評価の視点としては標準的な評価５項

目（目標達成度、妥当性、効率性、効果、持続性）が採用されている。

図２　ＥｕｏｐｅＡｉｄＣｏ・ＯＰｅｒａｔｉｏｎＯｆｆｉｃｅ組織図

【出所】ＯＥＣＤ（２０００）

３．４．セクター・プログラムに対するスタンス

ＥＵは、セクター・プログラムに対しては積極的なスタンスをとっている。既に述べたよ

うに、ＥＵの教育援助は、プロジェクト援助に比べプログラム援助の割合が高く、特定の

目的に限定したプロジェクトタイプの援助よりは、財政支援、構造調整により制度改革や

行政能力の向上を図るというプログラム援助を重視している。ＥＵは、特にサハラ以南ア

フリカにおいては、世界銀行に次いでセクターワイドアプローチに関しては非常に積極的

なドナーのひとつである。具体的には、ブルキナファソ、ガンビア、ウガンダ、ザンビア

等で教育セクター支援プログラムを実施している。
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４．教育援助の実績

４．１．ＯＤＡ全体に占める教育援助の割合

表３で見たように、ＥＤＦ全体に占める教育援助の割合は５～６％程度である。ここで

は、それをさらに細かく見ていこう。

表４は、第６次ＥＤＦから第８次ＥＤＦまでの教育援助（プロジェクト援助）の推移を、

表５は、第７次ＥＤＦから第８次ＥＤＦにかけての教育援助（プログラム援助）の推移を、

見たものである。

表４　ＥＣの教育援助（プロジェクト援助）の推移

第 ６次 ＥＤＦ 第 ７次 ＥＤＦ 第 ８次 ＥＤＦ ＿

約束 額 予■定 額‾ｒ 約束額 予定額 約束 額

教 育援 助 （プ ロジ

ェク ト援助 ）

２５９．６ ２５９．２ ３３８．１ ４７７．５ ２１０．６

ＥＤＦ全体 ７４８４．９ １０８００ １０７４８ １２９６７ ８５３４．３

ＥＤＦ全体のうち厳育

援助 （プロジェクト援

助）が占める割合 （％）

３．５％ ２．４％ ・３．１％ ３．７％ ２．５％

（注）金額の単位は１００万ユーロ

拙所】ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＲｅｓｅａｒｃｈｅｒｓ，Ｎｅｔｗｏｒｋ（２００２）

表５　ＥＣの教育援助（プログラム援助）の推移

第 ７次 ＥＤｆ－（約束 額） 第 ８次 ＥＤＦ（予定額 ）、 第 ８次 ＥＤＦ（約束 額 ）

財 政 支援 （総 額） ９１４

構造 調 整 （総額 ）
－・‾７０９

１，９２８ １，３８３

プ ログ ラム 援助 全体 １，６２３ １，９２８ １，３８３

教 育 分 野 へ の プ ロ グ

ラム援 助

２８２ ３３７ ２４２

プ ログ ラム援 助全 体

に 占め る教 育 の割 合

１７．４％ １７．５％ １７．５％

（注）金額の単位は１００万ユーロ

拙所】ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＲｅｓｅａｒｃｈｅｒｓ，Ｎｅｔｗｏｒｋ（２００２）

これをみると、まず、プロジェクト援助に関しては、第７次ＥＤｆ’から第８次ＥＤＦにか

けて予定額が増加していることがわかる。また、プログラム援助に関しても、第８次ＥＤＦ

の予定額は第７次ＥＤＦの約束額を上回っている。このことから、教育援助は増加傾向にあ

ると見ることができる。
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次に、援助全体に占める教育の割合であるが、教育援助が援助全体の５～６％程度（表

３）であるのに対し、教育分野のプログラム援助ではプログラム援助全体の１７．５％にも達

している。すなわち、ＥＵの場合は、プログラム援助において教育が重視されている。こ

れは、教育分野においてはプログラム援助のほうが効果的であると認識されていると解釈

することができよう。

４．２．教育サブセクー別に見た教育援助

次に、教育サブセクター別に見てみよう。表６は、第６次ＥＤＦから第８次ＥＤｆ’までの

教育援助実行額を見たものである。第６次から第８次までの合計をもとに、それぞれのサ

ブセクターがどれくらいの割合を占めているかを見ると、最も多いのが職業教育であり、

次いで、施設設備と訓練、教育政策及び行政となっている。初等教育の割合は１０％程度で

あり、それほど多いとはいえない。

表６　教育サブセクター別に見た教育援助額

第 ６次 ＥＤｆ’ 第 ７次 ＥＤＦ 第 ８次 ＥＤＦ 第 ６次 か ら
構 成 比 （％）

実 行 額 実 行 額 ・ 実 行 額 第 ８次 合 計

教 育 政 策 及 び 行 政 ２７，２１２，８８２ ３３，８５９，２５３ ■５，５１６，８６８ ６６，５８９，００４ １２．６

施 設 設 備 と訓 練 ４３，５８７，２６７ ６８，３３２，６８８ ２，７９７，８６７ １１屯７１７，８２３ ２１．８

教 員 訓 練 ４，４０５，８５７ １４，４２８，５５９ ０ １８，８３４，４１７ ．３．６

初 等 教 育 １６，４７８，４３６ ３４，９６０，００２ １，１３１，１２０ ５２，５６９，５５８ １０．０

ノンフ ォーマル教育 １２，１６９，６８０ １３８，４７６ ０ １２，３０８，１５６ ２．３

中 等 教 育 ２，５００，６０５ ８，７９１，７７８ ２，６１８，７４２ １３，９１１，１２５ ２．６

職 業 教 育 ８２，７２６，１１１ ４９，０５９，６０４ ２，４０７，８４７ １３４，１９３，５６２ ・２５．５

高 専 教 育 ２３，３００，８７６ ３９，５１２，１３６ ２，３１１，０７２・ ６５，１２４，０８４ １２．４

高 度 技 術 訓 練 ３５，２５７，０２４ １２，７３８，０９４ ６５０，１４６ ４８，６４５，２６３ ・９．２’

合 計 ２４７，６３８，７３７ ２６１，８２０，５９２ １７，４３３，６６３ ５２６，８９２，９９２ １００．０

（注）金額の単位はユーロ

拙所】ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＲｅｓｅａｒｃｈｅｒｓ，Ｎｅｔｗｏｒｋ（２００２）

しかしながら、教育援助に占める初等教育の割合は増大しつつある。表７を見ると、第

６次ＥＤＦでは、初等教育の占める割合は６％程度であったが、第８次ＥＤＦでは２５％にま

でなっていることがわかる。逆に、職業教育は第６次から第８次ＥＤＦにかけて・大幅にそ

の割合を低下させている。また、教育政策や行政への支援が増加傾向にある点も注目して

おくべきであろう。

表７　教育サブセクター別に見た教育援助額（構成比率）
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教育段階 分野 第６次ＥＩ〕Ｆ 第７次ＥＤＦ 第８次ＥＤＦ

全般 教育政夷及び行政 １１％ １６％ ２２％

施設設備と訓練 １７？る ２３％ ６％

教員訓練 ＿２％ ７％

畢礎教育 初等教育 －　６％
１２％ ２５％

ノンフォーマル教育 ５％ ５％

中等教育 中等教育 Ｉ％ 白％ ６％

職業教育 ３４如 １８％ １２％

中等後教育 高等教育 ９％ １６％ １４％

高度技術訓締 １５％ ５％ １０％・

畠隷 １００％ １００％ １００％

【出所】ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＲｅｓｅａｒｃｈｅｒｓ，Ｎｅｔｗｏｒｋ（２００２）

次に、教育援助の対象国について見てみよう。表８は、ＡＣＰ諸国への教育援助を国別に

見たものである。第７次ＥＤＦの実行額と第８次ＥＤＦの予定額を合計すると、タンザニア

が最も多く、次いで土ジエール、パプアニューギニア、ウガンダ、ジンバブエ、エチオピ

ア、ザンビア、ボツワナ、モザンビーク、ナミビア、アンゴラ、ギニアの順に多くなって

いる。

表８　ＡＣＰ諸国への教育援助額

（単位：百万ユーロ）
一対 象 国

第 ７次 ＥＤＦ■ 第 ８ 次 ＥＤ Ｆ 対 琴 国 ■第 ７ 次 ＥＤＦ 第 ８次 ＥＤＦ

実 行 額 予 定 額 約 束 額 予 定 額

ア ン ゴ ラ ６．０６ －１５．００ シ エ ラ レオ ネ ０．１２
－　０■．００ｒ

ベ ニ ン １．００ ０．００ ソマ リブ ０．１５ ｄ．００

ボ ツ ワ ナ １１．５４ ・１２．７３ ス ｒ ダ ン Ｐ・１５ ０．・００

ブル キナフ ァソ ２．００ ４．５０ ス ワ ジ ラ ン ド １．５０ ０．００

ブ ル ン ジ ０．１６ ０．００ タ ン ザ ニ ア １１．９１ ．３‾ｄ．０８

カ メ ル ー ン ０．５０ ０．００ ト「 ゴ ０・ｑ８ ０．００

ガー ボヴェル デ １．６３ ０．００ ウ ガ ン ダ ・１０．５４ ２１．００

中央 ア フ リカ ０．１５ ０．００ ザ ン ビ ア ・ １１．２４ １６．５６

チ ャ ド ６二５＿９ ０．００‾ ジ ン バ ブ エ ４．０１ ２６．００

コ モ ロ ０．０畠 ０．２８ アンティグアバーブーダ ２．４２ ４．１２

コンゴ民主共和国 ０．２２ ０．００ ア ル バ

象 牙 海 岸 Ｐ・００ ０．００ バ ハ マ ０．０２ ０．００
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ジ ブチ ０．７９ ２．２０ バ ルバ ドス ０．１８ ４．２０

エ チ オ ピア ３．０７ ２６．４６ ベ リー ズ ■ ０．００ ０．７１

ガ ボ ン １‾．０５ ２．６１ ドミニ カ ０．０４ ０，７９

ガ ン ビア ‾　２．５７
５．００・下ミニカ共和国 ６．４３ １３．２５

ガ ーナ １．８５ ４・１＿６ グ レナ ダ ０．００ ０．１６

ギ ニ ア ５．２３ ・１５．４０’二ガイ アナ ０．００ ０．ｂｏ

ギニアビサウ ２．３７ ２．１９ ハ イチ ２．３■９ １４．６５

ケニ ア ・ １．７５ １６．１０ ジ ャマ イ カ １．０４ ４．２０

レソ十 ３．５９ ７．１８ セントクリストファーネイビス ０．２さ１ ０．６０

リ‾ペ リア ０．０２ ０．００ セントルシア
一二０．６１ １．１３

寸ダガスカル ２．４７ １４．１４ セントヴィンセント ０・ＯＰ ５．５５

マ ラウ イ １．０６ ０．００ ス リナ ム ０．１５ ０．００

マ リ ３．８３ １４「８０ トリニダードトバゴ ０．０１ ０．９２

モーリタニア ０．８１ ．５．９３ フ ィジ⊥ ｄ．由 ８．９３

モーリシャス ０．１１ ８．８６ キ リバ ス ０．６４ ０．６３

毛ザ シピーク １．８２ ２０．４０ ／げ■ァニューギニア １６■■．６４ ２０．００

ナ ミ ビア ６．７６ １年８２ サ モ ア ０．１８ １．３８

ニ ジェー ル ４．６５ ４２．２４ ソロモン諸島 １．８８ ０．００

ナイジェリア ２二３９ ０．Ｏｄ トンガ ０．００ ０．１１

ル ワンダ ３．８６ ０．００ ツバ ル ０．２６ ０．７６

セ ネ ガル ７．６３ ２．８６ バ ヌア ツ ３．６０ ７．６１

セ イ シェル　 ＿ ０．９９ ０．１１

【出所】ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＲｅｓｅａｒｃｈｅｒｓ，Ｎｅｔｗｏｒｋ（２００２）

４．３．教育援助プロジェクトの例

すでに述べたように、１９９０年代にはＥＵは基礎教育分野への葺援を増大させている。こ

れまでのところ、その対象はＡＣＰ諸国が中心のようであるが、今後はＡＣＰ以外の諸国に

も広がっていくであろう。

ここでは、ＡＣＰ諸国を中心に、第７次ＥＤＦ以降の基礎教育に関係が深いと思われるプ

ロジェクトについて、そのプロジェクト名、対象分野、内容（コンボネント）、時期、実行

額を表９に示しておく。

表９　教育援助プロジェクトの例
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対象国 プロジェクト名 対象分野 内容 時期 実行額

ブルキナファソ 卜基礎教育支援プログラ 初等教育 技術協力、機材供 第８次 ２；０１１，９９８

ム 与、インフラ整備 ．ＥＤＦ

ドミニカ共和国　＿地．方初等教育総合開発 初等教育 技緬協力、機材供 第７次 ４，８８１，２１２

プログラム 与、インフラ整備 ＥＤｆ、

ドミニカ共和国 ／ト学校修復 ・防災プロジ 初等教育 機材供与、インフラ 第占次 ７，２００，０００

ェクト 整備 ＥＤｆ■ （契約額）

ガーナ 人的資源開発プロ．グラ

ム

教育行政 第７‘哀

ＥＤＦ

１，０１２，４２１

‘ギニア 基礎教育セクター支援 ノンフォー

マル教育

技術協力 第８次

ＥＤＦ

９，５００，０００

（予定額）

マリ や 」北部小学校修復 初等教育 インフラ整備 第７次

ＥＤＦ

１，８９１，０３０

モザンビーク ザンベジア及びニアサ

における社会再統合

初等教育 機材供与、教員訓練 第ナ次

ＥＤｆ－

５，０９８，０１１

ナミビア 中等教育現職■教員研修 中等教育 技術協力、機材供 第７準 ４，５００，０００

支援 教育行政 与、教員訓練、イン

フラ整備 ‘

ＥＤＦ （契約額）

ナミゼア 農村 部小学校施設修 初等教育 技術協力、インフラ 第７次 １，６１８，３８８

復 ・改築 整備 ＥＤＦ

ナミビア 教育 ・訓練プログラム 中等教育 機材供与、■教員訓練 第８次

ＥＤＦ

２，６１８，７４２

パプアニューギ 人的資源開発プログラ 中等教育 教員訓練、奨学金、 第７次 １４，３２０，７２３

ニア ム インフラ整備 ＥＤＦ

タンザニア 教育セクター開発プロ

グラムに向けての組織

強化

教育行政＿ 機材供与 第７次

ＥＤｆｔ

１，０４８，９５９

ウガンダ 初等教育普遍化支援 初等教育 ． 機材供与、教育政策

支援

第８次

ＥＤｆｔ

３１，０００，０００

（契約額）

バヌアツ 農村部初等教育復興 教育行政

初等教育

教員訓練、インフラ

整備

第７次

ＥＤＦ

３，５４１，６３９

バヌアツ 教育開発プログラム 中等教育 技術協力、機材供

与、教員訓練、イン

フラ整備

第８■次 ■

ＥＤｆ、

１，９４０，８２７

ザンビア ザンビア教育制度能力 教育行政 インフラ整備、教育 第８次 ４，０３３，９０４

構，‾築 プ　ロ　グ　ラ　ム 初等教育 政策支援 ＥＤＦ
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（ＺＥＣＡＢ） ノンフォー

マル教育

ｒジンバブエ 教育改革プログラム 教育行政 機材供与、教育政策 第８次 １１，・４００，０００

初等教育 支援 ＥＤＦ （予定額）

【出所】ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＲｅｓｅａｒｃｈｅｒｓ，Ｎｅｔｗｏｒｋ（２００２）
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１　要旨

教育および専門教育の助成は、貧困撲滅や環境保護、資金援助とならんでドイツの開発協

力（比）め中心に位置し七いる。連邦政府はＢＭＺを通じて、・開発諸国の基礎教育や職業教

育、大学教育、そして第三の教育における措置や計画を支援しそも・１‥も。

基礎教育助成の重点

教育助成の内部では卯年代の初頭から、基礎教育が重要な地位を占めている。そのこと

については、とりわけ以下に示す理由が挙げられよう。

・鋤年代終わりにＵＮＥＳＣＯによって確言された「開発諸国における基礎教育のドラマ」

－一十就学率の急激な低下や学校退去率の上昇、青年や成人世代に増加しつつある非識字者

によらてこう特徴づけられる－は、基礎教育とか基礎教育システムの開発にとって外か

らの援助が必要であることを明確化した。

・基礎教育における投資は、ほとんどの開発諸国において高い社会的かつ個人的な収益率

をもたらしており、また世界銀行の計算によれば、教育分野のうちでもっとも高い率を記

録しているのはこの基礎教育である。このことはおおよそ女子および女性にも当てはまる。

というのも彼女たちの教育は、結婚時期、出生率、死亡率、そして教育機会という観点か

ら見れば、彼女たち自身の子どもに積極的な影響を及ぼすからである。

・さらに進んだ教育、とりわけ職業教育や第三の教育のあらゆる形態が効果的かつ持続的

なものとなるのは、それが適切な基礎教育のうえに築き上げられている場合のみであるム

十分な基礎教育が欠けていれ－ば、さらなる教育、生涯学習という意味での継続教育の成功

はほとんど見込まれないかちだ。

・一般的基礎教育が教育を受ける人権の実現に果たしてきた頁献度は、それが国連の人権

啓蒙の中に位置づけられていることからも明白であり、またこれは８０年代の終わりから

９０年代のはじめにかけて開かれたさまざまな国連会議によっても繰り返し要求されてき

た。

領域構想「基礎教育の助成」

「開発諸国における基礎教育の助成」という事ＭＺ・の領域構想は、開発要因としての基礎

教育の意義をはっきりと強調してきたし、したがってまた１９卯年にタイのＪｏｍｔｉｅ皿で開
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催された世界会議「みんなの教育」の推奨を広範囲にわたって継承するものであった。基

礎教育は、学習過程を組織化し、学習へ向かうよう手ほどきをし、さらなる学習のための

能力を養い、また問題解決的思考を促進するといった課題を有している。したがって読み

・書き・計算という基本的な能力の習得と並んで重要なことは、人間が自らの生活条件を

改善したり、自らの素質を発展させたりする際に必要となる基礎知識とその能力の習得で

ある。人間はこうした知識や能力を、自らが属する社会の発展へと読み替え、みんなで協

力して実現させる営みへと置き換えてきたのである。
●

基礎教育の助成はしたがって、教育を受ける人権の実現と並んで、それに相応する地域の、
ヽ■

またターゲットグループの特性に見合った重点の置き方をすることによって、貧困撲滅の

手段としても、さらに間接的にではあるが資源保護や環境保護として貢献しているのであ

る。

堂界宣言「みんなの教育⊥

１９卯年にＪｏｍｔｉｅ皿で開催された世界会議で可決・成立した世界宣言「みんなの教育」と

「根本的な学習欲求の充足に向けた活動大綱」は、二重の観点で基礎教育の幅広い理解を

得た。まず第一に、ただ読み・書き・計算の世話だけではなく、「根本的な学習欲求」の

充足もまた重要であるということであり、第二には、ただ就学義務ないし就学資格のある

子どもたち（就学前、小学校、中学校の）だけでなく、きわめて多様な学校外での（非公式

の）教育プログラムにおける識字能力を欠いた青年や成人の学習欲求もまた重要であると

いうことだ。

その世界会議は開発諸国における基礎教育の改善という視点から、２０００年までの１０年間

に果たされるべき主要自標を以下のように定義した。

・国家の開発計画案における基礎教育の統合、

・みんなの教育を可能にするための国家的な行動計画の作成、基礎教育の質や

学習成果の改善、

・一般に小学校教育の門戸を開放し、２０００’年までには然るべき地点にまで到達すること、

・成人世代の非識字率を１９９０年時点の約５０％にまで減少させること、である。

たとえば世界銀行とかその他の相互寄贈国のような多国間組織と並んで、引き続きドイツ

連邦共和国の相互開発協力もこれらの目標の達成に貢献するために、基礎教育への助成を

強化・向上させていった。
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道具

他の領域においてもまた基礎教育の助成は、技術協力（ＴＺ）や財政協力（陀）という道具以

上に影響力を発揮する。

広義のＴＺ（技術協力）は、本質的に人間の資格付与を目指しているような南方諸国におけ

る公共機関のための措置、実行、援助を包括するものである。その計画の大部分は狭義の

花として、ドイツ技術協力協会（ＯＴＺ）有限会社を通じて実行に移されている。成人教育

の領域においては、とりわけドイツ市民大学連盟国際協力機関（ＩＩ訂ＤＷ）が活動している。

両方あキリスト教教会やその救援事業、つまり開発援助のためのプロテスタント教会本部

（ＥＺＥ）や開発援助のためのカトリック教会本部（ⅩＺＥ）、Ｍｉｓｅｒｅｏｉ〔カトリック由織〕は、諸

国にいる膨大な数にのぼる自らの教会のパートナー以上に、基礎教育領域における計画を

１９９２年以降ふたたび強力に支援している。

ＦＺ（財政協力）は１９９３年頃からますます広範囲にわたって、教室、学校建築、教員養成施

・設の建設や拡充を通じて、また社会投資基金の整備を通じて、基礎教育の助成に従事して

いる。再建信用銀行（ＫｒＷ）は基礎教育領域における陀の実質的な担い手である。

基礎教育における人材協力（ＰＺ）は、ドイツ国際開発財団／教育資料センター（ＤＳ町ＺＥＤ），

ドイツ開発貢献（ＤＥＤ）や国際人口移動センター（ＣＩＭ）を通じて、広義のＴＺの重要な部分

として広範囲にわたりその影響力を示している。

領域構想の中で地域的な重点として予め計画に入れられているのは、サハラ以南のアフリ

カにおける貧困諸国と人口の多い南アジア諸国であり、計画の大部分はこれとともに遂行

されてきた。

構想上の重点

構想上の重点は９０年代に転移・拡張されて、現在では大体のところ副次的分野への包括

的な助成に置かれているが、つまり授業の人材や教員養成の人材（男性教師・女性教師の

養成と専門教育）の、また夢督する人材や運営する人材の専門知識の拡大に、琴文化間の

二カ国語教育や母国語授業の助成、選択された授業料自の改善、その領域専門組織や政治

機関の協議、青年や成人世代対象の非公式教育、学校の下部構造甲構築と拡充、こういっ

たことに構想上の重点が置かれつつある。たいていのプロジェクトの類型はこのような重

点に分類されうる。

依然として優勢な地位を占めているのは－とりわけＴＺにおいて－古典的領域のプロ

ジェクトであるが、それは－プロットタイプの開発やその臨床テストのモデルに応じて

－２４９－



方向づけられた⊥十産物とか問題解決を革新として発展させるプロジェクトである。この

プロジェクトの多くは年々、複合的な領域の助成へと展開してきており、それによってパ

ートナー国も徐々にではあるが経営能力や実行能力に適合できるようになってきている。

それに反してＦＺはむしろ計画の方向性によって特徴づけられているが、それは世界銀行

の共同出資あるいは領域投資計画への参加のようなものである。

１０年を経て日立って増えてきたのは、ＴＺ（技術協力）とＦＺ（財政協力）との、ときには蛇

（人材協力）の組織も一緒に加わるようないわゆる提携計画の数である。このような状況の

中では、ＴＺの中で展開されるプロットタイプを声量に産出すること、このプロットタイ

プをさらなる地平へと普及させるために出資すること、それゆえにまたドイツの頁献の影

響力を強化することが可能となる。その他にも、その領域内で活動する他の相互・多国間

の寄贈国との調整や提携といった多面的なメカニズムが存在する。

暫定的な決算

ＢＭＺは１９卯年から１９９８年までの期間に合計ＤＭ２．∝３，３Ｍｉｏ（２０億３，３３０万ドイツマルク）

を基礎教育に料ナる相互ＥＺ（開発協力）に援助した。ＢＭＺの給付業績は、はじめは比較的

低い水準だったが％年代初頭に突出し卯年代半ばには倍増したが、１０年間で見るとふ

たたび後退しつつある。総じて１０年間で狭義のＴＺ（技術協力）やＦＺ（財政協力）の１１０も

の計画が４１ケ国で開始・実施された。

計画の数という観点から判断すると、地域的な重点はまずサハラ以南のアフリカにあり、

次いで東アジア／東南アジアやオセアニア、ラテンアメリカや地中海／近東地域にある。

１９９６年にヨルダンのアンマンで実施された世界中の基礎教育開発の中間評価から次のよ

うなことがわかる、すなわち齢年代の就学率の下降傾向と学校退去を阻止し、一部では

そうした傾向を逆転させたという点で成功を収めたことがである。というのも１９９０年の

時点に比べて、就学者数は５０００万人も多くなり、逆に学校退去の被害を受けたのは２０００

万人も少なくなったからだ！また当時、女子教育や女性教育に率いて、また青年教育や成

人教育においてあまり成果が記録されていなかったこともはっきりとしてきた。

その結果としてドイツのＥＺは、青年教育においてよりいっそうの助成をすることで基礎

教育の理解拡大をかなえようと試みてきた。にもかかわらず、その１０年間の終わり頃に

はまたこう言われるはずで奉る、すなわちドイツの貢献の重点は依然として学校の基礎教

育助成へと集中していると。学校への出席を中断し、もはや学校への出席の可能性もない

ような女子や女性の、また青年や成人の基礎教育というのはそれゆえ２１世紀初頭にあっ

てなお、ドイツのＥＺ（開発協力）にとっては引き続き、ひとつの挑戦なのだ。
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２　ドイツの開発協力における教育助成

２．１開発諸国の教育の現状

２１世紀初頭の段階で、世界中に約１億１，３００万人の子どもが就学義務の年齢に達している

にもかかわらず学校への門戸が閉ざされている状態にあり、またおおよそ８億８，０００万人

もの青年や成人が読めない・書けない状態にある。女子や女性は不均衡にも冷遇されてい

る。たしかに近年、充実した請努力の甲斐もあって人口過密の諸国においては生徒の数や

識字可能な成人の数は上昇してきたが、しかし小学校教育や中学校教育、√学校外教育の拡

充は人口増加速度と歩調を合わせることはできていない。

たいていの開発諸国は二重の琴題に直面している。すなわちわれわれは、就学義務のある

出来るだけ全員の子どもに学校への門戸を開放し、非識字状態の青年や成人に学校外の教

育を提供しなければならないが、同時に既存の教育システムの必要不可欠な改革を遂行し

なければならないのである。同時に、短期間に充実した拡充がなされた教育システムへの

現鹿進行中の融資も保障され、改革への融資の亘能性も探られなければならないのである。

ほとんどの開発諸国に依然として欠けているのは、十分に教育を受けた専門家集団－い

ずれも男女の専門技能労働者、手工業者、教師〔Ｍｅｉｓｔｅｒ〕、そして技術者－などの経

済的・社会的な進歩の前提条件としての専門家集団である。しばしば独自の職業教育シス

テムが初歩的なものながら出現したり、あるいはまた既存の施設が、統一的で機能的であ

るとは言えないが、教育システムや勤労システムのうちに統合されたりしている。

多くの国々の教員養成システムは、その遂行能力をしばしば上回るような暴力的な抑圧状

態にある。持続的な経済的発展というのは、有能な専門家集臥先に挙げたもの以外にも

男女の技師、経営者、企業家たち、また革新の援助とそれに相応して増えつつある教員養

成の諸努力なしには不可能なのだ。現代の、しかしまた非公式の領域における職業教育と

いうのはそのうえ、とりわけ青年世代の失業者数の減少に寄与するはずである。

単科大学とか総合大学といった第三の教育施設はしたがって、全教育システムにとって重

要であるし、また専門家集団とか指導者集団の教育や養成にとっても、また経済、国家、

社会における開発に関連した課題の解決にとっても本質的に重要なものである。不適切な

学部の構造、実践との関わりを欠いた学問、一般的に見ても不十分な物質的・財政的設備

に直面して考えれば、こうした職務の遂行を充分に果たすことができ、そのうえ国際的な

知識交流に参加できる状態にあるのはごくわずかの単科大学だけである。
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２．２　教育助成の諸領域

開発諸国の教育領域は、１９９０年から１９９８年までの期間にＢＭＺの仲介を経て、合計する

とざっと７兆６１０億ドイツマルクもの資金援助を受けたことになる。この合計額には、教

育助成のためにＢＭＺがヨ「ロツバ共同体（ＥＵ）や多国間組織、また世界銀行やユネスコ

（ＵＮＥＳＣＯ）に自由に使わせているところの財源は含まれていない。さらなる財源が文化・

学校基金から外務省によって、また国によって－とりわけ大学生の在籍権コストのため

に－教育、教員養成、そして学問の援助に向けて用意されている。

助成の計画立案と組織化は、基礎教育、職業教育や単科大学制度の枠内では、分野ないし

副次的分野の特性に見合うようになされている。この領域のためにＢＭＺはいわゆる領域

構想を開発し、１９９２年に施行した。個別的には次のようなことが問題とされた。

・「開発諸国における基礎教育の助成」という領域構想

・「職業教育」という領域構想、そして

・「単科大学制度における開発協力」という領域構想であるム

その領域構想は開発政策上の利点を含んでいるが、それはプロジェクトや計画を進める上

でＢＭＺの活動を統一するために、ドイツの開発協力の実行組織、まず第一に技術協力を

託されたドイツ疲術協力協会（ｍ）有限会社とか財政協力を委託された再建信用銀行にと

って有利な条件を含んでいるのだ。

教育システムのひとつ、あるいはそれ以上の副次的領域におけるプロジェクトや計画の整

備の決定に際して一定の役割を演じているのは、単に個人、社会、経済の持続的発展にと

っての一般的な重要性だけで車まなく、互いに重なり合っている副次的領域の機能的な関連

性もである。つまり、たとえば基礎教育あるいは識字能力を十分に嘩えた社会こそが、効

果的な職業教育とか単科大学教育にとって絶対に欠かせない前提条件なのだ。他の副次的

領域における教育措置というのは、十分な基礎教育なしには費用もかきむし、大、した効果

も望めない。基礎教育の成果のうえに構築されていないような計画とか継続教育プログラ

ムは通例、時間もかかるし、また普通以上に高い費用がかかることになるのだ。

翻って、単科大学制度は専門家や指導者集団、とりわけ全力テゴリーの男女の教師集団を

配置しているわけだが、それは彼らなしには基礎教育システムも職業教育システムも不可

能だからである。さらに総合大学の課題は、新しい知識を獲得したり、科学技術を選択し

たり、適合させたり、継続・発展させたりする目的のために、たとえば教育研究や教育計

画のような研究とか開発を進めることである。そして最後に、改革の転換期に際して、ま

た開発プロセスの助成において、要請に応じて奉仕活動をしたり学問的な助言を提供した

りするのは単科大学の古典的な職務に属しているのである。
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基礎教育

教育助成の課題領域やターゲットグループに目を向けると、基礎教育という名のもとで理

解されているのは１５歳以下の子どもや青少年を対象とした公式の学校教育、すなわちそ

れぞれの教育システムに応じれば、就学前〔ｖｏ指Ｃｈｌｌｅ〕、小学校、中学校段階のことで

あるが、他方では、学校に通っていない、あるいは学校通いを早い時期に中断して－しまっ

た青年や成人たちにとっては根本的な学習欲求の充鬼のために学校外の教育プログラムが

ある。とりわけ識字教育プログラムはここに属している。

基礎教育助成の目標や傾向、重点や道具、構想上の重点、ストラテジー、プロジェクトの

類型、具体的な実例が、この冊子の以下に続く章の中で詳述されている。

職業教育

職業教育は既存の職業教育システムの改善や能率化を目標としているが、それは開発諸国

のさまざまな経済・生活領域の中で刻々と変化する不足状況に応じて、専門的な技能や知

識とか社会的な行動様式の効率的な仲介に顧慮してのことである。これは、専門家や指導

者集団の需要に漆うために互いに調整され実践に対応した最初の専門教育や継続教育の提

供によって、また非公式の領域におけるターゲットグループのための特別な提供によって

達成されるべきである。

職業教育の助成は職業教育政策とかその計画立案の領域に集中している。これは国家と経

済界の協力のメカニズムをも含むものである。さらにＢＭＺは専門教育や継続教育細度に

おける職業教育実践の改善に援助している－たとえば生活基盤づくりとか少額の借款授

与などの産業助成措置との関連でもますます支援している。さまざまな水準の専門豪集団

の専門教育やさらなる教育という古典的な課題と並んで、非公式の領域におけるターゲッ

トグループの資格付与のための措置や担い手の助成もますます意義を獲得しつつある（こ

れについてはＢＭＺａ加ｅｌ１９６号１９９９年４月を見よ）。

単科大学制度

単科大学制度における開発協力が目標としているのは、単科大学と同等の入学条件、少な

くとも３年の専門教育期間があってそれに応じて結果が出るといった条件を有した第三の

教育施設である。これが意味しているめは、－ごく普通の場合、高等職業教育施設もまた単

科大学と．見なされているということだ。ここで問題となるものをひとつずつ挙げていけば、

国立も、国立でないものも含め、総合大学、科学技術索大学、医学・獣医学大学、農業・

林業大学ならびに教育学系大学、専門大学や総合技術教育施設〔ポリテクニク〕、さらに
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は通信教育制大学である。

単科大学制度の助成が目指しているのは、単科大学に教育および文化・科学的な生活の拠

点としての資格を付与することであり、国の発展のために大きく貢献することである。労

働市場の刻々と変化する需要に直面していろ現在、本当に大事なことは、・現存している学

習・研究・助言の生産施設の強化と拡充である。したがって開発に関連した研究の助成は、

助言・奉仕機能においてもーまた開発計画を顧慮してもー注目されるのである（これ

に関してはＢＭＺａｋｔｕｅｌ１９３号１９９８年９月毒見よ）。

３　′基礎教育の開発と助成における目的と傾向

３．１世界宣言「みんなの教育（Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ＦｏｒＡ１１）」と相互・多国間

協力のための基盤としてのＢＭＺ領域構想
＼

堂界令議「みんなの教育」１９９０年，

１９９０年５月５日から９日まで、タイのＪ。ｍｔｉｅｎで世界会議「みんなの教育」（Ｅ血。ａｔｉ。ｎ

Ｆｏ一斗ＶＥＦＡ）が開催されたが、これは基礎教育の開発にとって中軸となるような刺激を与

えた。

現時点までで世界中でもっとも大規模な教育会議の組織にとって一般的な出発点は、包括

的で堅実な基礎教育なしに持続的発展はあり得ないのだという洞察であった。会議の実際

のきっかけは、とりわけ世界銀行やＵＮＥＳＣＯによって確言された８０年代終わり頃の開発

諸国の教育領域における破滅的な状況であった。

貧困化のプロセス、増大する負債、資源の欠乏、そして爆発的な人口増加は、教育制度の

発展におけるドラマチックな反動へと行き着いた。とくに打撃を受けたのは、教育ピラミ

ッドのもっとも下位レベル、すなわち基礎学校ないし小学校、そして成人向けの学校外教

育プログラムであった。数カ国では就学率が３分の１にまで低下し、学校退去率は－一最

初の４つの小学校クラスではすでに５０％までに－ほとんど例外なく上昇した。非識字

の青年や成人の数は１０億人の状態で停滞していた。

世界会議は「世界宣言：みんなの教育」および「根本的な学習欲求の充足に向けた清動大
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綱」を可決した。そこから生じてくる主要課題と事後措置は「世界会議みんなの教育に向

けた事後措置」に関する別の決議文の中で定式化されている。

Ｊｏｍ暮ｉｅｎでは「根本的な学習欲求の充犀」（ｂａｓｉｃｌｅａｒ血ｇｎｅｅｄｓ）という概念によって説明さ

れうるような基礎教育の拡大合意（ｅｘｐａｎｄｅｄ ｖｉｓｉｏｎ）が持ち出された。学習欲求として理解

されているのは、読み・書き・計算における基礎知識、言語表現能力、知識の獲得とかさ

らなる学習のための能力やモチベーションの前提条件としての問題解決的思考法である。

さらに続いて重要なのは、学習内容、すなわち知識、技能、価値観、考え方であるが、こ

れらは人間が自らの能力を完全に発揮したり、尊厳をもって生活したり働いたり、また開

発プロセスに筆面参加したり、自らの生活の質を改善したりするために必要とするものな

のだ。基礎教育の課題は、子どもや青年、成人たちの根本的な学習欲求を満たしてやるこ

となのだム

領域構想「開発諸国における基礎教育助成」

ＢＭＺは領域構想の中でこの合意を無条件に受け継いだ。

ｒ基礎教育は・・・学習過程を組織化し、学習へ向かうよう手ほどきをし、さらなる学習のた

めの能力を養い、また問題解決的思考を促進するといった課題を有している。したがって

読み・書き・計算とｉ、う基本的な能力の習得と並んでとくに重要なことは、人間が自らの

生活条件を改善したり、自らの素質を発展させたりする際に必要とする基礎知識とその能

力の習得であって、人間はこうした知識や能力を、自らが属する社会の発展へと読み替え、

ともに協力して実現させる営みへと置き換えてきたのである。これには自立や環境の造形

整備、．配慮の行き届いた自然との付き合いのための能力とかモチベーションも含まれてい

る。」（ＢＭＺａｋｔｕｅｌｌ，Ｎｒ．１０６仏ＩｌｇｕＳｔり９，Ｓ．２）

領域構想における基礎教育のターゲットグループに日を向けると、Ｊｏｍｔｉｅｎでとりわけ

ＵＮモＳＣＯによってプロパガンダされた二重のストラテジーは基礎教育の助成を指揮する

はずであった。

ターゲットグループは、：

・第一に－教育システムに応じて言えば－一就学前、小学校、中学校に通う１５歳以下

の子どもや青少年たち；

・第二に、学校に通わなかった、あるいは学校通いを早い時期に中断してしまった青年や

成人たちである（ＢＭＺａ加ｅｌｌ，Ｎｒ．１０６／Ａｕ騨成一９９，ｅｂｄａ）。

相互・多国間協力
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基礎教育における開発協力の重点は、政治的にも財政的にも二国間の国家協力にある。財

政協力の有利な借款や準済しなくてもよい財政出資によって、また技術協力の助言指導や

専門教育によって、パートナー国のプロジェクトや計画は直接的に支援される。どんな計

画でも、パートナー国やその社会組織とある一方の側に合うように緊密に調整され、別の

国家的・非国家的な寄贈とは別の方の側に調整しようと努力が払われる。．・

開発協力の目標が、非国家的な手段を用いることで迅速かつ効果的に達成されうる場合に

は、ＢＭＺは非国家的な相互協力という枠内で非政府組織（ＮＲＯ）と提携する。多くのＮＲＯ

が経験可能性を意のままにできる状態にあるが、こうした経験可能性によってＮＲＯは、

国家的協力の枠内で可能なレベル以上に、畢礎教育助成のターゲットグループに容易に接

近することができるのだ。

基礎教育の助成には、他のグローバルな問題の解決と同様、緊密な国際協力や国際機閑が

必要である。ＢＭＺはヨーロッパ開発協力の枠内では、独自の基礎教育計画を遂行してい

るＥＵに対して財政出資をしている。多国間開発協力の枠内では連邦政府が、同様に基礎

教育助成を促進している世界銀行および地域開発銀行への関与を続けている。

教育助成に従事する国連の特別組織、とりわけＵＮＥＳＣＯ、ＵＮＤＰ、ＵＮＩＣＥＦ、ＵＮＦＰＡ、そ

してＷＨＯはＢＭＺを通じて援助されている。このことはとりわけＵＮＥＳＣＯに当てはまる

が、それはＵＮＥＳＣＯがＢＭＺによって基礎教育措置の遂行を委託されていて、この目的

に向けていわゆる信託計画の遂行のための財源を授与されているからである。それゆえ

ＵＮＥＳＣＯその他は、１０年間の終わりに向けて（ＥＦＡＴｈｅＹｅａｒ２０００Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ）、基礎教育

開発および基礎教育助成の評価・活用のためのデータ調査に際して多数のアフリカ・アジ

ア諸国に援助をしてきたわけである。

「根本的な学習欲求の充足のための活動大綱」の履行のために、ＢＭＺはさまざまなレベ

ルで、パートナー由や他の寄贈国、また多国間組鱒と提携している。Ｊｏｍｔｉｅｎの後、パリ

でＵＮＥＳＣＯによって調整されたＥｄｕｃａｔｉｏｎＩｂｒＡｌ１国僚諮問会議においては、さまざまな

場所で開催されている国際教育ワーキンググループ（ⅣＯＥ）においてと同線に、ＢＭＺは運

営委員会に参加している。ＥｄｕｃａｔｉｏｎＦｏｒＡｌｌ国際諮問会議およびその事務局によるセネガ

ルのダカールでの世界教育フォーラムの準備にもＢＭＺは財政的に支援している。地域レ

ベルでは、基礎教育領域がもっとも厳しい状況に置かれている地域であるアフリカにおけ

る教育開発協会（ＡＥＤＡ）の創設や活動に加わったり、時には支援をしている。

３．２　６年後の中間決算

活動大綱の履行の６年後、１９９６年６月ヨルダンのアンマンで、１９９５／９６年の国際諮問会革

によって企てられた中間査定の評価が実施された。
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第⊥の成果

教育や学習の質をモニタリングするにはシステムが広範囲にわたって欠落しているために

基本的なデータが不足しているけれども、最初の一歩を記録することができた。とりわけ

１９８０年代の就学率の下落傾向を反転させることに成功した。つまり１９９６年までに世界中

で１９９０年より５，０００万人も多くの子どもたちが学校に入れたわけで、早い時期に学校を

離れてしまったとか学校通いを中断してしまった子どもの数は２，０００万人そらいで元の状

態に戻ったのだ。たとえ増加の規模がＪｏｍｌｉｅｎでの期待にひけをとるとしても、開発諸国

の釦－％においては１９９６年の就学率は１９９０年よりも高くなっているのだ。－数カ国では教

育の質の向上を月指した請努力による最初の成果も現れた。国際援助とともに、とりわけ

貧困な住民集団の女子や男子のために門戸を拡充するために、そして教科書も含めた新し

く開発されたカリキュラム、教授・学習方法によって、また親と学校当局の分担や協力な

どによって学校や授業の質を改善するために、基礎教育システムの包括的な改革が計画さ

れ、そして導入されたのだ。

就学率の上昇と並んで重要な成果と見なされてよいのは、そうこうするうちに基礎教育が

国際的な議論のテーマになっていったということである。Ｊｏｍｌｉｅｎに参加した国家の多く

は基礎教育を自国の政治議論の日程に組み入れた。すなわち南の多くの国々においては基

礎教育は優先的に扱われ、その際に北の国々から支援を受けたのだ。それにもかかわらず

アンマンでは次のよう、な認識が支配的であった、すなわち１労５・年、国連の社会首脳会談

〔鮎血１由ｐ鮎１〕で新たに明確に示された目標基準値（本章３．３を見よ）を「みんなの教育」

の意味で実現するために、より多くの徹底的な努力が今後も引き続き必要であるという認

識がである。

持続する問題

依然として持続し、また「みんなの教育」の助成の坪内において未だ克服されない問題、

あるいは未だ達成されてない目標として次のようなものが挙げられた：

・女子教育においては、明確な基準値にもかかわらず、

これまではほんのわずかな成果しか記録され得なかったこと；

・専門知識、質の高い教員養成、男女の教師の役割と地位；

・現存する、とりわけ財政上の資源の効果的で能率的な利用；

・教育過程に関与するすべてのものを結ぶ広範なパートナー関係である。

その評価の参加者たちはとくに次の点において意見の一致を見た、すなわち女子教育へ向

けた諸努力こそがより強化されなければならない点である。女子教育と女性教育はただ単
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、に同権主義や教育を受ける人権、それゆえにまた女性の権利という不可欠な転換に基づい

た場合にのみ最優先のもの（ｔｈｅｐｒｉｏｒｉｔｙｏｆｔｈｅｐｒｉ０ｒｉｔｉｅｓ）と説明されたのではなく、世帯所

得、家族計画、健康、子どもの教育などの観点から見て女性教育開発の重要性のためでも
もある。

全体を通して自己批判的にコメントするなら、過去数年の教育助成の強化が過度に小学校

に集中したこと、したがってまた本来、広範に考えられていた「みんなの教育」という構

想が背景に後退したことを指摘できよう。青年や成人のための非公式な教育の擾乱そし

て教育の質の向上・改善を目指した革新全般は１９９６年以後、教育制度の開発により強く

影響を与えるはずであったし、またその．際、公式・非公式の教育領域の堅固なネットワー

ク化がなされるはずであった。

たな　、と課題

１９９６年の世界政策的な現状を背景に、アンマン会議は全会一致で新たな挑戦と課題を定

式化した。

急速に変化する状況に対処するための批判的で自主的な思考の意義が、基礎教育において

仲介役を引き受けなければならないような重要な専門知識として強調された。

異文化・多文化教育、学習者の興味や欲求に対応した多言語は、激しさを増す民族間論争

や紛争に鑑み、寛容や平和への教育（Ｅｒｚｉｅｈ皿ｇ）と同様に強調された。

依然として継続されている「みんなの教育」というグローバルな挑戦や決して十分とは言

えない資金の問題には、寄贈側と受取り側の助成の強固なネットウーク化をもって対処で

きるし、またそうすべきである。

日常のグローバル化やメディア化という挑戦を正当に評価するためには、基礎教育の文脈

における新しい技術とメディアの徹底的な活用に向けてよりいっそう努力することが必要

である。そこから次のような期待も生じてくる、すなわちこうしたことを追求していけば、

個々の利用者グループそれぞれに特有の欲求に対応した新たな教育の提供へと行き着くと

いう期待がである。

世界規模の小学校教育（ｕｎｉｖｅｒｓａｌｐｒｉｍａｒｙ ｅｄｕｃａｔｉｏｎ）の導入のために、質と能率の改善のた

めに、基礎教育によって仲介された中心的な専門知識への門戸を青年や成人に開いてやる

ために払われる強力な国家的、国際的な諸努力には財政上の含意がある。絶え間なく続く

批判的な教育の指標を有した諸国は、基礎教育領域を財政面で優先的に取り扱うよう要求

している。そのうえ教育に対する支出がＢＩＰ〔国内総生産〕の６％を下回ってはならない
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ということが大原則と見なされている。・国際的な国家共同体からは継続が、部分的にはそ

れぞれの国家的な諸努力に対する援助の強化が期待されている。

批判された個々の分野に対してアンせン・フォーラムは次のようなことを推奨している：

・他言語社会に母国語の授業をこれまで以上に導入すること；

・追加の革新的研究に出資すること、また評価して実践のために活用すること；

・教授や学習の教材を一十地域に適合し†また種族によって異なる－主要な授業科目の

ために開発すること；

・革新的なプロジェクトや計画を周知させ、ネットワークを強化すること；

・学校に通う子どもの親たちを、たとえ彼ら自身が非識字であっても、学校の重要な

パートナーとして数え入れること、である。

あらゆる種類の改革は、今後も「学習欲求」の構想から始まるべきである。

ザイ．ッの基礎教育助成への反響

アンマンで代表的な役割をつとめたＢＭＺは、パートナー諸国での「みんなの教育」を目

指した広範な努力の必要性の評価を共にしている。したがって教育や専門教育は依然とし

てドイツの開発協力の重点のひとつであり、そこでは基礎教育が今後もなお中心的な位置

価値を占めている。同時た、アンマンでの中間評価とともに構想上の変化が際立ってきた

が、これはたしかに本質的には連邦ドイツの開発協力や基礎教育領域の構想上のさらなる

開発の展開においては根底に位置づけられているものである。ここに属するのは、まず第

一に、国語がすべての子どもたちにとっての母国語ではないような諸国のための二国語な

いし母国語による基礎教育の徹底を継続することである。とりわけドイツのＴＺ〔技術協

力〕はラテンアメリカの文脈ではこのテーマの先頭を切る存在であり、またこの１０年の

後半ではさまざまなアフリカ諸国においてもこゐようなプロジェクトの類型を拡充してき
たのである。

女子教育への努力はさらにすすめられた。プロジェクト活動への女性の積極的な参加、ま

た女子や女性へのその肯定的な影響は－教育領域外においてもープロジェクトの成果

の中心的な条件なのだ。

これと並んで拡充されたのが青年領域における提携であって、この提携はしたがってアン

マンで催告された「みんなの教育Ｊの拡大合意に漆うよう試みている。この新しい重点の

もとで、基礎教育助成は今や都市の貧困地域にも傾注されるようになっている。

基礎教育は、ドイツの開発協力においては貧困の減少に向けた貢献の中心と見なされてお

り、それゆえにまた優先的に貧困およびその周辺部の住民集団へと視線が注がれることに
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なる。ほとんどの国で貧困は都市一田舎の格差に応じているわけだから、教育分野におけ

るドイツのＥＺ〔開発協力〕はとくに、その特別な地位を理由に国家の社会的な奉仕によ

る利益を得ることがほとんどないような田舎やその周辺部の地域に住む住民や集団に傾注

されるのである。そうこうするうちに都市の貧困地域における適切な社会参加〔アンガー

ジュマン〕についての研究が提出されはじめ、それに相応した計画も作動し始めている。

３．３　開発と貧困撲滅をめそる国際的な議論における基礎教育

世界中の普遍的な基礎教育の充実した助成を求める開発諸国および北の国々に共通した諸

努力によって、人間的で普遍的な発展に視線が注がれ、国際的な議論の中で副次的領域の

相対的価値やその重大性がこれまで以上に強力に前面に押し出されてきた。

教育、とり－わけ基礎教育の意義はただＵＮＥＳＣＯによって優先的に発議された計画やキャ

ンペーンにおいてのみ高く評価されているのではなく、他の国家的ないし国際的な機関に

よってもますます認められているのだ。ＵＮＥＳＣＯのほとんどすべての加盟国やその関連

組織はＪｏｍｌｉｅｎで提起された基礎教育の開発および助成のプロセスに参加しているし、そ

の限りにおいてはすでにある一定の成果を収めていると言えよう。

南のほとんどの諸国においては行動計画が展開され、国際的な支援を受けた教育改革も軌

道に乗った。ふさわしいプログラムが通例その需要に遅れをとるという事実も、問題の重

大さと、そして将来的には優先権が置かれることの必要性とを指し示しているのだ。

９０年代の国連会議における基礎教育

いわゆる教育の１０年（鋸中ｎｇｓｄｅｋａｄｅ）は国連会議の１０年でもある。さまざまなテーマの

視座から、こ甲時代のあらゆる国際会議は、全員が出入りできて質のよい一般的な基礎教

育の必要性という問題に従事した。それぞれの最終結果の資料や行動計画の中で、教育は

二重の観点で主題化されている。すなわち一方では、その都度の目標を達成するための手

段として、しかしながら他方では、一歩一歩の成果のあらわれとしてである。・すべての会

議が、正義、平和、発展、そして平等を目指す努力において教育が中心的な役割を担うと

いうことを認めたのだ。

世界教育会議「みんなの教育」は、学校教育の観点からすそに１９８９年の子どもの権利の

・国連協定および１９９０年の世界子どもサミットのほぼ全世界による批准を継承することが

できた。これによって基礎教育（少年くとも４年間）は、すべての子どもの権利として確証

され、・またこの基礎教育を無償制および全入制〔ｋｏｓｔｅｎ血ｅｉⅦｎｄａｌｌｅ皿凱痴ｎｇｌ血〕にすると

いう国家の義務も確認された。
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将来的に見て影響力の大きいことが確実な国連会議、１９９２年にリオ・デ・ジャネイロで

開かれた環境と開発の世界会議は、２１世紀のための活動プログラム（Ａ野血２１）とともに

重要なスタンダードを設定した。この活動プログラムは後に続く一連の会議でもたびたび

確認され、それぞれの個別的なテーマに関しては詳細に論じられた。残された天然資源の

保護にとって前提条件となるような貧困減少の重要性や文明社会の地方・地域的な組織の

参加ということが、基礎教育との密接な連関のうちに位置づけられる。参加住民がいい意

味で敏感になり情報を得ようとすることで成り立つあらゆる活動も、その成功の本質的な

前提条件として基礎教育を必要としているのだ。

１９９３年にウィーンで開かれた人権に関する世界会議は、教育を人権として－１９４８年の

人権宣言の第２条と第２６条－一新たに確認し、さらに人権に注意を払ったり人権のこ七

を知るうえで果たしうる教育の意義について明らかにしている。

１９９４年のカイロにおける人口と開発に関する国際会議は、生酒の質を改善するための重

要な道具とか前提条件として教育を高く評価しているし、また第４章４．２の中ではとりわ

け女性のために不可欠な教育の助成のことを引き合いに出していたが、それはとりわけ効

果的な家族計画やそれに伴う出生率の低下、減少する子どもの死亡率、社会経済の変化に

対する女性の、したがってまた家族のうまい適応という点で効果をうむことになるのであ

る。この会議では生殖および性的な健康というテーマも重要視されたが、こうしたテーマ

の持つ重要性から、ここでも教育が一方で前提条件として、他方では啓蒙や感受性の道具

として含意されているのである。逆に、成果の豊かな人口政策は一般的で質のよい基礎教

育を容易にするが、それは人口が多ければコストも比例して伸びてあくからである。

１９９５年に北京で開かれた世界女性会議も、女性および女子のための教育というテーマを

明確に取り上げ、そしてこの権利の履行に向けたよりいっそう力強い努力を要求している。

それは２０世紀の終わり頃になってもまだ女性が、男性に比べると発展の恩恵にあずかっ

ている割合が少ないからだが、女性は組織調整の影響を受けやすく、また貧困はますます

女性化しているのである〔※訳者注：「女性」に貧困などの被害や不利益が集中している現象を

「女性化」と表現しているのではないふ？〕。基礎教育は世界女性会議ではとりわけ等価値で

同権の女子教育として議論されたが、それは一方では女子や女性の根本的な権利であり、

他方また女性の権利全般の転換の手段でもある。教育や専門教育は、最終記録の１２の行

動分野のひ・とつである。

１９９５年コペンハーゲンでの世界社会首脳会談はその１０もの自己責務のなかに「よい教育

の門戸がみんなに公平に開かれるという目標」を定式化し、その転換に向けた方法を目指

して努力した。２０：２０のイニシアチブによって、寄贈側と受取り側は、財政支出と開発

予算のそれぞれ２０％ずつを社会的領域のために保証することが義務づけられるべきであ

る。教育領野のためにも最終記録は以下のような目標を定式化している、すなわち２０ｄｏ

年までに基礎学校に通うべき年齢のすべての子どもの鮒％が基礎教育を完了させるべき
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であること、２００５年までに「ジェンダー・ギャップ」、？まり基礎教育への門戸をめそ

って未だに存在する女子と男子の間の不平等が克服されるべきこと、そして２０１５年まで

にはすべての子どもが就学すべきこと、すなわちみんなの普通小学校教育１浦野ｍｅｉｍｅ

血ｖｅｒｓａｌｅ Ｐｒｉｍａｒｓｃ血ｅ感ｅ加喝〕が達成されるべきことである。これによって世界社会首

脳会談は世界教育費議の中心的な要求を取り上げたし、教育の１０年の第一の成果に鑑み

ればその要求に適合したのだが、それによって国際的な義務が縮減されることはほとんど

なかった。２０‥２０のイニシアティブとともに今や、転換のための新しい道具と南北の諸

国の教育（と健康）へのよりいっそうの傾注が当面の課題なのだ。

１９９７年にハンブルクで開催された第５回成人教育国連会議ＣＯＮ椚恥汀℃Ａ Ｖは、成人教育

の特別の意義が２１世紀の挑戦（グローバルな競争、情報社会、持続的発展、民主主義や市

民社会）をめそる論争のための鍵となる要因であることを明らかｌ；した。いまなお世界の

非識字者の３分の２を占めている女性のための成人教育の必要性は特別の仕方で顧慮され

た。成人教育計画が成果の多いものになるためには、その計画は成人の知乱文化、価値、

そして先行経験に基づいていなければならない。成人教育はそれゆえ－小学校教育以上

に－一多くの切り口から、そしてそれぞれの地域的な条件に応じて展開されなければなら

ないが、それは市民としての男女が積極的に参加できるようにするためであって、それな

しでは教育プログラムもあまり成果を見込め寧いからである。生涯学習（臆ｌｏ喝Ｉｅａｍｉｎｇ）

はただ単に個々人の権利のみならず、社会に対する義務でもある。というのも社会の側は

市民としての男女全員の参加を社会のさらなる発展のために必要としているからである。

文化や言語の多様さはしたがって、それに応じて顧慮されるべきである。

この目標は、１９９８年にパリで開かれたＵＮＥＳＣＯの世界大学会議によっても、また１９９９

年にソウルで開催された第２回職業教育問題に関する国際ＷＥＳＣＯ専門家会議によって
も確認された。

些諭的・層想上のさらなる溌展（ＷｅｉｔｅｒｅｎｔｗｉｃｋｌＱ感

人間の発展、また社会的に責任を負っているところの発展に対する基礎教育の意義を明ら

かにした国際会議と並んで、すⅧｔｉｅｎで強調されたことが構想的にも取り上げられた。時

間的に見て、このプロセスはときおり重なり合い、補完しあっている。

１９８９年以来、ＵＮＤＰは人間の発展に関する報告書を発表した０「人間の発展」の見出し

（馳ｍａｎＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＩｎｄｅｘ）において教育は、全就学率（小学校、中学校、そして第三の教

育）とか（成人の）識字率の割合の数値として測定されるような３つの指標のうちのひとつ
である。

基礎教育構想の本質的な基盤や構想上のさらなる発展のことを収めているのは、「学習能
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力：われわれの隠された財産」（１９９７年）というタイトルを冠した「２１世紀のための教育

についての国際委員会」のＵＮ鱒ＣＯによって編集されたいわゆるＤｅｌｏｒｓ－Ｒ甲０鵬であるが、

これはオリジナルなものとして（ＥｄｕｃａｌｉｏｎＴｈｅ Ｔ陀ａＳｕｒｅ Ｗｉｔｈｉｎ）すでに１９９６年に公刊され

たものである。何をどのように学ぶべきかということがここでは、知識を獲得するための

学習（ｌｅａｍｈｇｔｏｈｏｗ）、行動するための学習（１ｅａｍｉｎｇｔｏ血）、生き一るための学習（１ｅａｍｉムｇ

ｔｏｂｅ）、そしてみんなと一緒に生活する左めの学習（１ｅａｍｉｎｇｔｏｌｉｖｅｔｏｇ血ｅｒ）として論じら

れている。世界宣言の中で用いられ部分的に定義された学習欲求という概念、学び方の学

習（ｌｅａ一皿ｉｎｇｂｏｗｔｏｌｅａｍ）やＣＯＮＦＩｍＶによってその間にさらに発展した生涯学習構想

という概念もまた、基礎教育という馴染みの理解をより豊かなものにすることに貢献して

きたのである。

多民族社会における教育プログラムに対する帰結を有した言語と文化の多様性、、これと関

連したさらに重要な観点が、「われわれの創造的な多様性（ＯｕｒＣｒｅａｔｉｖｅＤｉｖｅｒｓｉｔｙ）」（１９９６

年）というタイトルを冠した「文化と開発」世界委員会のいわゆる血　ＣｈｅｌｌａトＲｅｐｏ鵬の中

で議論されている（ドイツ語の要綱：「われわれの創造的な多様性（Ｕ皿光托　ｂｅａｔｉｖｅ

Ｖｉｅ肋１ｔ）」．）。

分野の内外で展開された基礎教育についての国際的な討論をざっと概観してわかるのは、

Ｊｏｍｔｉｅｎやアンマンでなされた基礎教育の重点化が国際的な国家共同体によって継承され、

引き続き優先的に注目されているということである。しかしながら議論の経過はまた、基

礎教育の改善が難しくて時間のかかるプロセスであることを示してもいる。というのもそ

のプロセスにおいて参加者は全員、転換ということを学習しているからだ。

この議論には諸々のＮＲＯもいよいよ本格的に参加してきた。国際的なＮＲＯと並んで、

改善された基礎教育の提供の遂行にかかわる南の諸国の諸組織も重要であり、また北の諸

国において支援活動をする諸組織も重要である。他の多くを代表する例示として、バング

ラデシュ地方向上委員会（ＢＲＡＣ）、そして先日はじめて「教育の現在（ｅ血ｃａｔｉｏｎ ｎｏｗ）」を

目指すよりいっそうの努力を強く要求し、このために計算された需要の数値を提示した国

際的なＮＲＯであるｑｘ魚ｍを挙げることができよう。
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４１９９０－２０００年間の一基礎教育におけるドイツの開発協力

４．１ドイツの開発協力の重点としての基礎教育

助成の範囲と基盤

すでに言及したように、教育助成、この中でもとくに基礎教育助成は、卯年代を鱒じて

ドイツの開発協力の重点のひとつであった。この１０年間のはじめの頃は比較的、低レベ

ルから出発し、１９９５／９６年の基礎教育領域でのＢＭＺの給付業績は二倍になったが、その

後の琴年でふたたび元に戻っている（付録２の表３～６を見よ）。平均して年間に、教育助

成金体の約‾貴％が、そしてＢＭＺの開発協力全体の約４％が、基礎教育のために費やさ

れてきた。

地域的な重点としては、この１０年間を通じて主にサハラ以南のアフリカのことが考慮さ

れていて、次いで束便南アジア、オセアニア、そしてラテンアメリカの願となっている。

ただ１９９４年から１９９６年までの間に限れば、総額で地中海／近東が寄付金ランキングのト

ップであった。総じて（ＧＴＺとⅩ爪Ⅴを通じて）１０年間で４１の国々と１１０もの計画が速行

され、その他にはアフリカとラテンアメリカにおいては３つの地域的な計画が、そして４

つの超地域的な計画が援助を受けている。

ドイツの開発協力は基礎教育の領域において－その他の分野におけるのと同様に－多

数の道具や機関に対し影響力を示している。ＢＭＺは政治的決定機関であり、ＢＭＺはパー

トナー国政府との対話の中で、計画の受け容れ、さらなる指導、終了、そして構想上の基

本線を決定したり、政治的、専門的、ストラテジー的な目標や原理原則、指導線を設定し
たりするのである。

１９９２年の２月に編集された領域構想「開発諸国における基礎教育の助成」には、開尭の

プロセスにとっての基礎教育の意義が記載されており、またその領域構想はよりい？そう

の基礎教育の助成のための指針とか決断を下すときに役立つ。．「ＢＭＺや国家的な開発協

力の実行組織の所属メンバーはプロジェクト探しとか、措置の吟味、計画立案、抑止、実

行、制御や評価に際しての決定を常助し」、そして「ドイツ連邦政府の非国家組織は基礎

教育領域での独自の活動のための指針を提示する」というわけだ（同上Ｓ．２）。

領域構想と並んで、ＢＭＺはさらなる援助を、たとえば一連の諸国での教育領域全般にお

ける、‘また特に基礎教育の（副次的）領域における不足範囲と助成の試みの確認という目的

で遂行された領域分析の作成のための方針を用意していた。
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一般的な助成原理

領域構想にはっきりと記述されていることだが、基礎教育の助成は、１９４８年１２月の国連

の世界人権宣言の第２条と第２６条の中に下書きされているように、教育を受ける人権の

実現に寄与する。

基礎教育を拡大理解すれば、学校と学校外の基礎教育も、運営団体が国家や地方自治体で

あっても私立であっても、原理的には等価値のものと見なされるべきである。必要な限り

において、また可能な限りにおいて、学校の基礎教育と学校外の基礎教育の助成は互いに

関連し合っているべきである。

助成措置の直接の目的は、学校および学校外の基礎教育の量的な拡充と同様、既存の構造

やプログラムの質的な改善もそうである。けれども相当な質の不足が現存しているうちは、

既存のシステムの強化や改善、自由に使える資源の効率的な利用、土地の人たちの資格付

与〔訳者注：住民登録のようなものか？〕による基礎教育の効率の維持や向上のために、無駄

のない資金が優先的につぎ込まれるべきである。

措置は通例、多くの弱点から同時に着手されるべきであって、たとえばカリキュラム改革

や教授・学習の教材の開発は、男女の教師の継続教育と結びつくものであるべきなのだ。

たしかに基礎教育は本質的には公的な課題と考えられているが、にやかかわらずこれは次

のことを出発点としなければならない、すなわち国家機関のみが基礎教育の需要を保証す

ることはできないのである。したがって、あらゆる参加者のもとでの協力の新しい形態を

開発することが肝要なのだ。

学校外の基礎教育のポテンシャルの展開にとって根本的に必要とされる開発プログラムに

おける結束は大きな意味を有しているが、それはそうした結束が教育の観点を顧慮するこ

となしには多方面でただ限定的な影響をしか示せないからだ。たとえば田舎の地域開発、

基礎的な公衆衛生業務、あるいは難民計画のための複合的な助成プロジェクトというのは

可能な限り基礎教育部門を内包しているべきである。

すでに言及した就学義務のあろ、あるいは就学資格もある年齢の子どもの一般的な夕ナゲ

ットグループと並んで、青年や成人、とりわけ貧困で冷遇されていごる住民集団は助成の対

象となるべきである。この１０年の当初から、女子と女性とで別々に成長度に応じて助成

することもあらかじめ計画に組み入れられていた。
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地域的、専門的な重点

基礎教育における開発協力の地域的な重点として計画されていたのは、サハラ以南のアフ

リカにおける貧困諸国および人口の多い南アジア諸国であり、１０年間を概観すると計画

の大部分はこのような重点化とともに進められてきたと言える。さらに付け加えれば、か

ってのＤＤＲ〔訳者注：旧東ドイツ〕が基礎教育の領域で援助していたような諸国にも、

たとえば土チオピアやモザンビーク、あるいはベトナムでなされてきたこと、また引き続

きなされているのと同じことが助成されるべきである。

優先的に協力をうける国は昔も今も、基礎教育に政治的優先権を認め、そして提携や改革、

財政的自己機能の用意ができているような国だ。その際しばしば重要になるのは、その第

一段階において基礎教育改革に徹底的に取り組むような幅広い射程をもつ教育改革を展開

中の諸国である。

専門的な観点においてＢＭＺは数多くの助成の試みを領域構想の中で選び取り実行したカ予、

それは学校の（公式の）と同様、学校外の（非公式の）基礎教育においてもそうセある。原理

的には、どんな助成もそれぞれの開発国における欠乏に見合ってなければならないのであ

る。それに基づいて取り決められた計画は問題状況それぞれに応じてさまざまな相に傾注

するのだが、このことについてはこの章の４．３でふたたび述べることにしよう。

９０年代がはじまる以前の時代に比べて新しくなったのは、基礎教育の助成に財政協力の

方法をよりいっそう採用することとか、ＴＺとＦＺないしｍとＥｎＶの間の提携である。

何年かが経つとふたっの実行組織のあいだには比較的に親密な協力関係が生じたが、これ

はしばしば人材協力の措置によっても補完される。

４．２　基礎教育助成の道具

基礎教育におけるドイツの開発協力は原理的には以下に示すような道具笹作用している。

技術協力

広義の技術協力は、南の国々における諸機関のための措置や給付、支援も含んでいるが、

これは本質的には人間や機関の資格付与を目標としている。知識や判断がさらに与えられ、

これを使用する条件は嘩善される。以下の仕事がＴＺの枠内で準備される：さまざまなレ

ベルでの助言、革新的な問題解決の習得や番人に際しての支援、その土地の専門家集団の

専門教育および継続教育、その土地の機関の資格付与、助言の付随措置としての設備や財

政支出。
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ドイツ側ではこうしたことは政府組織や非政府組織を通じて実行される。ＢＭＺは圧倒的

にドイツ技術協力協会（ｍ）有限会社に、花（狭義の花）の領域における計画の遂行を委

託している。ＴＺの枠内で、ある計画の助言を提示するひとりとして活躍する男女のエキ

スパー－トは生まれキ。研究や調査が実施され、パートナー国の機関の専門家集団はさらな

る教育を受ける。換言すれば、助言や支援は多数の水路に流れ込み、花の枠内で一般に

使用されるような道具や構想を利用するということである。他の領域においても重要なの

は、パートナー国の制度の専門臥組織的な収容能力の構築や改善（ｃａｐａｃｉｔｙｂｕｉｌｄｉｎｇ）であ

るが、その際、それらは参加型で、また種族の違いに考慮しつつ実行に移される。これと

並んで基礎教育の領域のために一連の特別構想が開発されたが、これについてはまた後で

述べるだろう（この章の４．３とプロジェクトの実例の章５．２を参照のこと）。

ドイツ市民大学連盟国際協力機関（ⅠⅠ訂ＤＷ）は非公式教育の領域における社会構造助成に

おいて活動し＼また成人との、そして部分的には青年との活動を専門的に扱う。

数あるＮｋｏのなかでもとりわけ挙げられるべきは両方のキリスト教教会とその救援事業、

つまり開発援助のためのプロテスタント教会本部（ＥＺＥ）と開発援助のためのカトリック教

会本部（ＫＺＥ）やＭＩＳＥＲＥＯＲ〔カトリック組織〕であるが、これらは諸国にいる膨大な数に

上る自らの教会のパートナー以上に、基礎教育領域における計画を１９９２年以降ふたたび

力を入れて支援している。彼らはしたがってＢＭＺの領域構想の中に含まれる原理に添っ
ているわけだ。

財政協力

財政協力はまず第一に、社会臥経済的な下部構造の改善、構築や拡充を目標とする。こ

のために借款とか貸付が有利な条件で与えられるわけだが、最小開発国であるとか直接的

に貧困を減少しようとする計画のためには助成金・も与えられる。ドイツ連邦共和国の相互

的なＦＺは圧倒的に再建信用銀行を通じて展開されている。

開発銀行として融資しているのは、連邦政府の委託をうけたＫ爪Ⅴであるが、それは環境

保護や資源保護、財政システムの発展のために、投資したり、それと結びついた社会的・

経済的な下部構造の拡充、市場経済の拡充への助言指導をする。Ｅ爪Ⅴは計画の開発政策

的な助成の威厳を吟味し、実施に際してはパートナーとなる諸国を援助し、最終的な成果

の評価を行う。

毎年の陀の承諾において教育計画の占める部分は、７０年代と紬年代と比べて９０年代に

おいては目立って増してきた。さらに付け加えれば、学校の設立や復興のためにその資金

の相当な部分を投入するような社会投資基金が援助される。教育領野における陀は当初、

そのほとんどが単科大学助成に集中していたのに引き換え、今日にあっては大部分におい
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て基礎教育および職業教育の計画が支援をうけている。

人材協力

基礎教育における人材協力は、ドイツ国際開発財団／教育資料センター（ＤＳ即正Ｄ）、ド

イツ開発貢献（ＤＥＤ）や国際人口移動センター（ＣＭ）を通じて、広義のＴＺの一部分として

本格的にその影響力を示している。

ＤＳ町ＺＥＤは特に南の諸国における教育制度の国家的・非国家的な施設における専門家や

指導者集団のための専門教育プログラムとか継続教育プログラムに従事している。それと

ともにＤＳ即盟Ｄは既存の教育プログラムを支援し、そしてパートナー諸国における経済

的、社会的、生態学的、文化的な必要条件に適合する新しい教育提供の開発に頁献する

（プロジェクトの実例の章５．４を見よ）。

基本計画に男女の開発支援者を派遣するＤＥＤは、教育の１０年の半ば以降はじめて基礎

教育助成に加わるようになった。いずれも男女の教育学者、教師、そして男女の教師を養

成するこれまた男女の教員養成者たちは直接的に、個別の学校で、あるいは男女の教員養

成機関で活動し、こうしてさまざまな改革が学校に導入されるという訳なのだ。

ＣＩＭは、ＧＴＺの、また連邦雇用庁の職業紹介本部（ＺＡＶ）の作業共同体として、開発政策

の委託を人的に仲介するところである。ＣＭが融資を受けているその大部分はＢＭＺから

であるが、その他の連邦省とか地方省〔Ｌａｎｄｅｓｍｉｎｉｓｔｅｒｉｅｎ〕、あるいは国家的・国際的な

組織からも融資を受けている。ＣＩＭは、パートナー国の組織が自国の労働市場では見る

ことのできなかった資格付与され専門知識を備えた有能な男女のエキスパートを採用する

ことを可能にするのである（プロジェクトの実例の章５．４を見よ）。

ＴＺとＦＺ間の掟擾

ドイツの開発協力とそれぞれの道具の枠内においては、個々の機関が独特のス、トラテジー

や活動形態を展開してきた。にもかかわらず、それらの間の、とりわけＴＺとＦＺ間の捷

携関係にはさらにそのうえネットワーク〔Ｎｅｔｚ〕が存続している。このような複雑な背景

を持った諸機関の発展の歴史に鑑みれば、ネットワークによって開発プロセスにおけるドノ

イツの貢献の影響力を強化するために諸機関がその協力の度合いを高めることは歓迎すべ

きことである。つまり、たとえばＤＳＥによって導入された革新はＴＺ計画の枠内で深め

られ普及され、場合によってはＦＺによって幅広く効果的に創出されたり融資されたりす

るのである（エチオピア・プロジェクトの実例の章５．１を見よ）。
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付録として載せたふたつのプロ平エクトリストが明らかにしているように、基礎教育領域

におけるＴＺとＦＺ間の捷携計画の数は目立って増えている。にもかかわらず依然として

こうした提携の改善は継続課題なのだ。

ヨーロッパの、そして多国間の協力

ドイツの実行機関のこのような国内の協調や提携と並んで存続しているのは、３．２で詳述

したように、多国間の寄贈国や国連組織との徹底的な協力であるが、それはとりわけ共通

の政策対談や技術ないし財政協力のレベルでのことだ。アンマンでのフォーラムを機に、

限りある財源との能率的な付き合い方というスローガンのもとに新たに催告されたこの捷

携や協調が有意義なものとなるのは、とりわけ大々的な教育改革が実行に移されており、

高い予算がついているにもかかわらず、国家の財源が足りないような諸国や状況において

である。

ここでも次のようなことが言える、すなわちさまざまな寄贈機関と実行機関との互いの提

携とかそうした貢献のパートナー国による協調というのは永続的な挑戦でありつづけるの

だ。

４．３　構想上の重点、ストラテジー、そしてプロジェクトの類型

基礎教育におけるＥＺ〔開発協力〕は－ＴＺやＦＺにおけるさまざまな行動様式とは独立

して－ドイツのＥＺの一般的な原則を指向するが、その一般的な原則というのは、貧困

の度合いに応じること、一人種の差異に留意すること、参加行動をすること〔※訳者注：エ

スノグラフイーのようなものか？〕、外部の専門家集団の投入をできるだけ少なく抑えること、

その領域にあって持続するであろう構造改革に寄与すること、教育の全（副次的）な領域を

観察すること、そしてストラテジー的に見て重大な弱点を手掛かりに介入するよう定義づ

けることである。

構碍上の重点

ＥＺが総じて、純粋に技術的な伝達から政策および運営の助言への転換を指向しているよ

うに、基礎教育においても政策や領域の助言がよりいっそう目耳ってきている。もっとも

それによって教育学的な物品や問題の解決を求め志ような傾向がなくなるわけではない。

というのも、納得できるような改変というのはしばしば、助言指導を拡張するのに不可欠

な専門知欝の中ではじめて信頼をうむからである。教育学的革新やシステムの構成要素の

改善は、パートナー国の教育領域における構造改革の核なのだ。
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基礎教育計画のターゲットグループは原則的には次のような目的利用者〔馳ｄｍｔ次ｒ〕、

すなわち就学前施設、小学校や中学校においては子どもであり、非公式な教育計画におい

ては青年や成人だ。計画をターゲットグル∵プのもとで成し遂げる仲介者は、原則として

は教育領域のどの機関に属している人物でも可能である、つまり大学および男女の教員養

成機関に関する省庁から地方の教育行政機関、また当然のことながら学校もそうだし、実

際には諸々のＮＲＯもそうで串る。従来、乾の大部分は国家的なパートナー機関や仲介

者機関とともに実行されてきた。

Ｊｏｍｌｉｅｎ以前と比べて、構想上の重点は転移し、また拡大した。それまでは本質的にはカ

リキュラム開発や教材開発とか教育学的／教育科学的な助言だけが－ほとんど単にＴＺ

〔技術協力〕として－提供されてきたため、構想上の重点は卯年代の終わり頃には次

のような点に置かれることとなった。

・授業や監督、運営に携わる人材の専門知識の拡大、

・授業言語の形態における基礎教育の能率化のために中心的な障害を除去すること、

・重要な授業料日の改善、

・専門分野の組織の発展や政策の助言、そして

・学校の下部構造の構築と拡充である。

ストラテジー

伝統的で支配的なストラテジーは古典的な領域のそれである。ＴＺにおいてはこのような

プロジェクトが今日もなお全般的に見て優位を占めているようだが、ＦＺはむしろ計画の

方向性によって特徴づけられている。それとともに包括的な広域計画（紀ＣｔムⅣｉｄｅ叩ｐｍａＣＶ

ＳＷＡＰ）の枠内における共同融資〔馳蝕ａ皿亭ｉｅｒｍ喝〕とか、特に世界銀行の領域投資計画へ

の参加（ｓｅｃｔｏｒｉｎｖｅｓｔｍｅｄｐｒｏｇｒａⅡ皿ｅ／ＳＩＰ）も準備されているわけだ。

ドイツのＥＺによって遂行された真正なる領域計画、すなわち全領域と関連しているよう

な計画は、基礎教育においてはほとんど存在しないし、別々に幅広く展開されている試み

においてもわずかに確認できるに過ぎない。このことはＴ号ＦＺの提携計画に関レても言

えることで、たとえばそれはエチオピアやパキスタン、バングラデシュといった人口の多

い韓国において実行されているようにである。それゆえ、たとえばパキスタンにおいては、

多くのＴＺの構成要素が領域のプロジェクトとして組織された　ＴＺとＦＺが協調的に補

完しあうような計画グループが存在するのである。

計画の方向性や領域計画は、ＢＭＺの領域構想の中で提唱され目指されてはいるけれども、

彫琢されたストラテジーとしセ実現することはなかった。なぜ総じて基礎教育領域には

ＳＷＡＰや５ＩＰが相対的に見ても少ししか存在しないのか？－この理由は、それによって
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約定された要求、とりわけパートナー国の経営・実施能力への過大な要求のうちにある。

こうした状況に鑑みれば、花計画の大部分や陀計画の多数が伝統的な領域計画とか領

域プロジェクトとして実行されているということもそう不思議ではないだろう。領域プロ

ジェクトは、議論の余地もないもののように見えたり、あるいはその国の文脈においては

革新を意味していたりするような問題解決を展開する（たとえば既存のカリキュラムのた

めの新しいカリキュラムやよりよい教授・学習方法、特定のターゲットグループのための

教育課程、男女の教師教育の方法、学校建築、計画立案や実施方法）。そのようなストラ
■‾

テジーは、ある「プロットタイプの作成や試行」のモデルから導かれるのである。

これらを制度的に持続させるために、こ・のプロジェクトは時とともにより包括的なものと

なり、また複合的な領域の助成を目指して、また部分的には広域に及ぶ試みを目指して

（ＳＷ）展開してきた。時間をかけて計画を段階的に拡大していくことによって、パート

ナー国は同様に、潜在的に自らの収容能力をその計画に相応するように拡充していくこと
が可能となるのである。

領域プロジェクトを財政的に持続させるためには陀の相互・多国間の機関とのパートナ

ー関係に頼らざるを得ない。プロジェクトの中で展開され試みられてきた「プロットタイ

プ」（たとえば男女の教師のためのカリキュラム、本、継続教育の教材）は、適量というか

適切な発行部数で生産されなければならないし、個々の実行組織とか連隊を組んだ個々の

寄贈者の可能性を越えていることは、より大きなレベル、たとえばサークル、地域、国家

レベルで実行に移されなければならない。こうした理由から、Ｔ訂ＦＺの提携計画の場合の

ように、いやそれ以上に他の組織や寄贈者との組織的なパートナー関係を模索し、実際に

関係を取り結ぶことが必要不可欠なのだ。協定とか最初の申し合わせ事項は比較的しばし

ば世界銀行とともに、さらにＥＵやその他の組織とともになされるのだ。

プロジェクトの類型

構想上の重点や支配的なストラテジーを背景にして、ドイツ連邦政府の相互的な基礎教育

助成における－とりわけＴＺにおける－一優勢なプロジェクトの類型について記述する

ことができる０この類型学は第５章で述べられる実例とともに、プロジェクトリストの中

に挙げられた計画（付録３を見よ）を容易に組み入れる一助となるだろう。

異文化間の二カ国語教育とか母国語の授業の計画は、多くの者にとっては外国語である言

語が授業言語になっているような、かつて植民地化されていた諸国における教育制度の主

要な問題を射程に入れている。このような分野においては、ドイツのＴ乙はラテンアメリ

カやアフリカにおけるプロジェクトとともに先駆者的機能を引き継いできた。、アフリカに

とって授業言語は住民の教育状況の改善におけるストラテジー的な要素であり、小学校に
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おける授業言語としての植民地言語から離反しないこ．とには、効率および質の向上はごく

わずかのものに限られる。∈のことは間接的にだが就学の収容能力にも影響を及ぼす。プ

ロジェクトの半分以上においてはその授業言語が中心テーマであり、複雑性の高いプロジ

ェクトへと行き着くのだが、それは新しい授業言語の導入が領域の多くの範囲で結果を出

しているからである。それは常に、領域特有の組織の開発や領域の助言、カリキュラムや

教材の開発、男女の教員養成や継続教育を、そしてきわめてしばしば広報活動も含んでい

る。母国語の授業や二カ国語教育はとりわけ女子に有効である。

副次的領域の包括的な助成のためのプロジェクトも同様に高い複雑性を有している。それ

は常に、領域特有の組織の開発や学校レベルの経営の改善、男女の教員養成や継続教育、

助言というた分野で活動的なものとなり、またほぼ常に財政措置も含んでいる－それは

ＴＺ計画の一部としてか、そうでなければＴＺ作Ｚ捷携を通じてなされる。男女の生徒の学

習成果にとっての授業の中心的な役割とか革新の実行に対する男女の教師の重要性は、こ

のプロジェクトにおいてはきわめてしばしば男女の教師教育への傾注という結果に行き着

くのである。

男女の教師の養成および継続教育というプロジェクトの類型は土地の男女の教師教育に傾

注しているが、というめもそれによって改革は－－一国民レベルでも－しっかりと根付い

て持続的なものとなりうるからだ。学校経営や財政上の措置は、このプロジェクトにおい

てはほとんど何の役割も演じない。連鎖伝達方式〔ｓｃｂｎｅｅｂａｌｌｓｙｓｔｅｍ：直訳すれば「雪ダルマ

式」〕における男女の教師の継鱒教育には大きな意義があるため、この以前に記述した複

合的なプロジェクトの類型にとっては特殊なモニター計画が品質管理の道具として開発さ

れた。

これまで若干のＴＺプロジェクトが、直接的な教育学の介入なしで領域特有の組織開発や

助言に傾注している。他方で、参加型の国民組織との領域対話における助言は、ＦＺの下

部構造プロジェクトにおいても意義を獲得する。このプロジェクトの中で本質的なのは地

方分権化の構成要素であり、学校に近いレベルであれば教育経営の重心移動である。した

がって利用者（尭臥　市の住民、．ご近所）と学校の間の関係にも、また男女の利用者にそれぞ

れふさわしい教育を具体的に提供したり教育の中心的意義を日常生活の中で経験できるよ

うにしたりすることに貢献するようなふさわしい参加型構造の助成にも特別な注意が払わ

れるべきである。

一連のプロジェクトは、たとえば環境教育、自然科学的な授業といった開発にとって有意

義な特別科目、そして労働生活に向けた準備という意味における実践的科目の助成をすす

めている。さらに最近では「純粋」自然科学的な授業に対して環境への指向性が前面に出

てきている０もっともこの両者は融合されるべきであるが、享いうのもこれらは互いに補

強し合うものだからである。

労働指向型の授業というのは一時的に意義を失うが、たとえばそれはかつて注目された構
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想がうまく一般化されず持続的なものとなり得なかったからである。にもかかわらず、そ

うした需要はとりわけアフリカにおいて高いのだ。

青年や成人のための非公式な教育は本質的にはⅠⅠ打ＤＷによって助成されており、最近

になってようやくｍでもテーマとなってきた。Ⅱ封ＤＷのプロジェクトはしばしば成

人の機能的な識字化をも目標としている。これは国家的ないし非国家的なパートナーとの

協力によって、そしてこうした領域における国際的なネットワークの支援によって実現す

る。成人教育は生涯学習の一部として理解されており、また解放を目指すという意味にお

いてそれは、さまざまな目標設定をしたそれぞれのパートナーを通じて助成される。すな

わち専門家集団の資格付与、、教授・学習の教材の検討・作成、制度的な下部構造の強化、

最終結果と関連した継続教育プログラムや女性教育の助成、女性の同等化に対する感受性

の助成、職業や就職活動を目指した専門教育および継続教育の助成、環境教育や平和教育、

人権教育の助成である（プロジェクトの実例５．２を見よ）。

９０年代半ば以降ＯＴＺもまた、学校に通わなかった、あるいは早い時期に学校を離れてし

まった子どもや青年に援助している。この計画は青年固有のものとして構想され、また全

体的に見てそれぞれのターゲットグループの生活世界やそこでの問題に、たとえば就労児

童、ストリートチルドレン、エイズ孤児、そして子どもの売春婦といった問題に対応して

いる。

Ｋ爪Ⅴによ＿るＦＺは中心的な重点として、狭義における学校の下部構造の構築や拡充を追求

するのだが、これが基礎教育領域において意味するのはとりわけ教室、学校、附属の経営

室や任務室をもったさまざまな種別の男女の教師教育の施設である。Ⅹ爪ⅤによるＦＺはこ

うして女子や男子に対する基礎教育の門戸開放の拡張・改善に貢献することになるのだが、

その際、密なる学校ネットワークによって利益を得るのはとりわけ、安全のためという理

由でかなり距離のある学校に常に通えるわけセはない女子である。

広義における学校の下部構造の構築や拡充によってＦＺは、建築上の下部鹿追だけでなく、

それ以上にそれぞれの施設（室内調度、実験室など）の設備にも支援している。広義におけ

る教授・学習方法の獲得や作成、普及に対する融資によって、教授・学習の諸条件もまた

改善される。言及されるべきは、男女の教員養成のための、また学校や共同体レベルでの

図書館設備であり、さらには自然科学的、環境指向的な授業のための教授・学習方法であ

る。そのうえ投資措置は、しばしば経営一倍報システムや中心から離れた整備基金を構築

しようとする支援活動によって補完されている。

ＦＺに特徴的なふたつのプロジェクトの類型が目指しているのは、全体を通して見れば、

該当する共同体の自己救済能力の強化である。共同体レベルでの学校設備の構築や拡充、

維持ということに関心を持った親や共同体にとって、こうした基金の協力援助があること

は、自分たちのイニシアチブを確認する際の励みとなるのである。

－２７３－



暫定的な決算

ＢＭＺの領域構想の中に記述された専門的な、また構想上の重点と比較すると、基礎教育

の１０年の終わりに、セネガルのダカールにおける世界教育フォーラム「みんなの教育」

によって基礎教育の開発や助成が世界中で評価・活用きれることを期待しつつ、次のよう

なことが暫定的な結論として捷示できよう。

ドイツの貢献は重点的に学校の基礎教育の助成に傾注しているが、具体的には次のような

ことに寄与している。すなわち１９９８年には８，２００万人もの子どもが、そのうち４，４００万人

もの女子が１９９０年の時よりも多く就学・したのである。非公式で、学校外の青年・成人教

育の支援はそれに比べると後退した。就学前教育の助成もまた、例外はあるが、国家的に

促進された計画の対象とはならなかった。横断的テーマとしての女子および女性の基礎教

育はほとんどすべての計画の中でテーマとされ、個別のケースでも特別のプロジェクトを

通じて助成された。

このような決算からは将来に対する挑戦が結果として生じてくるが、これと並んでとりわ

け次のような課題が２１世紀の初頭に据えられている。すなわちそれは教育開発に対する

ＨＩＷエイズの影響や含意を考慮することである。危機の防止や紛争の解決に対する教育

の潜在的な責献度もまた吟味されるべきである。他方また、授業や学習のための、あるい

は南部の人間の根本的な学習欲求の充足のためのメディアやテクノロジーと同様に、開発

協力に対する新たな情報技術のチャンスと可能性を全般的に確証することが肝要である。

５　プロジェクトと奉仕の実例

以下に報告するプロジェクトは、基礎教育におけるドイツの開発協力を例示的に説明して

いる。すなわちいくつかは、前述のプロジェクトの類型が特定の諸国でいかに変換される

のかということを示しており、その他のものは、一定地域の開発の実例として選出された

ものである。

付録にあるｍとＫ爪Ⅴによって実施されたプロジェクトのリストを背景にして－これ

らのプロジェクトリストに対して完全さを求めるなら、ＩＩＺのⅤⅤやＥＺＥ、Ｍｉｓｅｒｅｏｒ、ＤＳＥ、

ＤＥＤやＣＭによって実施されたプロジェクトや計画も加え入れなければならないだろう

ー「基礎教育においてドイツ連邦共和国め開発協力がこれまで－南の諸国で－→行われ

ており、そして他方で構想に関しては－とりわけパートナー国の期待に対するリアクシ

ョンとして－多種多様に計画されているということが明らかになる。

－２７４－



基礎教育において協力が行われるべきかどうか、またどのような国々において行われるべ・

きかということに対する決断は、これまで多層的なプロセス（政治的対話、パートナー国

の要求、適格審査のプロセス、寄贈国の調整など）を通じて行われてきた。ドイツ連邦共

和国は９０年代を通じて、極少数の相互寄贈国のひとつであった。このような状態が今後

も、すなわちダカールでの世界教育フォーラム後もそのように存続するのかということは、

連邦財政を一瞥すると、現在の統合の苦労に直面しては考えられそうにない。

５．１技術協力と財政協力の提携計画

蔓チオビア寧こおける小学校の問成と学鱒および教員養成施設の建設／垂輿

エチオピアでは、チグレイ州、オロミア州、そして国の南部地域において重点的に、ドイ

ツ陶発協力はＫ爪ⅤによるＦＺ（小学校の建設ならびに教員養成施設の改築）、そしてｄＴＺ

によるＴＺ（学校に適したかたちで小学校の授業を改善するための上述地方の重要な関係当

局の助言や、共同体と小学校との直接的な提携）の加わった複合的な捷携計画に従事して
いる。

教育は、エチオピア国内の、また地方の政治の中で高い相対的価値を有している。地域化

や地方分権化といった新たな政治は、地域言語の公認化の動きとも関連して、過去１０年

間の社会的・文化的な緊張状態を績和しようと試みている。ドイツのＥＺ計画は、それが

１９９４年に文書化されてまもなく、分権化された地方薮育行政（Ｒｅ如皿ａｌ Ｂｕｒｅａｕｘ。ｆ

Ｅｄｕｃ鵬ｉｏｎ）とと単に活動し、新しい教育政策への転換を助成している。それによってこの

計画は、現在の教育のための領域開発プログラム（‡９９７－２００１）の履行という段階まで進め

られている。

エチオピアの人口はおよそ６，０００万人にのぼる。辛うじて３３０万人の住民を有するチグレ

イは小さな連邦国家に属しており、それに対して人口がおよそ２，１００万人のオロミアは、

人口も面積も貴大規模のエチオピア連邦国家である・。国全体で６７％を記録する非識字率

（女性が約８５％）をもつエチオピアは、アフリカ諸国の中でも最も下位のグループに鳳し

ている。総就学率が２１％のオロミアの小学校制度を特徴づけているのは、極端に少ない

供給率および極度に低い能率（退学率：６５％、年間の留年率：１２％）である。チグレイは、

４６％という総就学率に関して言えばたしかに国の平均を上回っているが、．しかし退学率

は７０％にのばり、年間の留年者も１０％を記録している。この両地域では、供給率の点で

都会と地方に大きな格差があり、また地方では学校密度が不十分なため、３～４キロの通

学路というのも珍しいことではない。女子は、就学や在学、卒業という点では明らかに不

利な状態にある。だが最近、ポジティブな変化が生じつつある。
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学校制度の稼働率が低い原因は、とりわけ授業の重要性や質の低さ、また下部構造の欠陥

や不十分さにある。また同時に、以下のような観点が原因として顧慮されなければならな

い。すなわち、不適切に養成された教師集臥既存の学校の劣悪な建築状態、教授・学習

教材の不十分な設備、低い学校密度を理由とする詰め込みすぎの学級などである。

チグレイにおける地方教育行政は、西暦２０００年までに就学率を５３％にまで上昇させ、男

女の教員養成や学習教材の改善によって学校教育の質を向上させ（３人の子どもに対して

１冊の教科書という割合が目指されている）、同時に青年や成人のための識字教育アログ

ラムを提供するといった意欲的な目標を掘ネた。したがって、これらはドイツの捷携計画

によって支援されているｏＦＺの各部門はチグレイ‘の田舎の地方に集中しており、そして

４８の基礎学校の建設と設備、ならびに提携している花計画の枠内で行われているさら．に

２５の基礎学校の修復に融資している０最も優遇されている共同体は、このために学校委

貞会を創設し、土地を用立て、建設給付金の加％を分担し、校舎の設備に対しても責任

を負う。この計画によって、追加で１２，４００人〔原文では１２：４００となっているようにも見えるが

果たしてどうか？〕の子どもたちのために基礎教育への門戸が開放された。密なる学校ネッ

トワークによって、少なくとも両地域の若干の田舎地方では、とりわけ女子力比較的容易
に基礎教育へと門戸を開放されている。

オロミアでは、男女の生徒宿舎や行事を開催する建物や行政機関の建物、あるいは技術的

な下部構造を配置した男女の教貞養成施設の修復に対して、部分吋にはそうした施設の新

築や設備に対して重点が置かれている。その計画は、改革された授業に必要な教師集団の

資格付与と専門化の中心的意義を考慮に入れており、またそうした中で教授こ学習の諸条

件も下部構造や設備という観点から改善される０さらにそのうえオロミアにおけるＦＺは、

男女の幼稚園教育者の養成所の建設に、また教育分野での継続教育センターに対して、あ

るいは花計画の枠内で７０もの小学校を追加で修復する事業に対して融資している。

花計画はそれに加えて、適切な教授‘学習教材の選択にも関与しており、またそれは花

を通じて男女の教師教育制度の設備の一部となっているのである。

建設措置に対して責任を負っているのは南方の場合とも、ドイウの顧問相談役を後援にも

った地方教育当局である０両方のＦＺ計画とも１９９８年に始まったが、２００１年初頭には完

了されなくてはならない０これらの計画には、両方の地域のためにそれぞれ７５０万マルク

の寄付金が含まれている。

花計画は、１９９５年以降はチグレイとオロミアの地方で、そして１９９６年の１０月以降は南

部の地域でも推し進められている０この計画が目指しているのは、地域化／地方分権化の

文脈における基礎学校の改善された教授・学習の諸条件によって能率や質を改善すること

である０提携の範囲は、環項数育という学習分野のための統合的カリキュラムの試みを小

学校とか男女の教師の継続教育に導入することにまで及ぶが、これは学校チームの中で継

続教育が、単独で、もしくは近隣の学校を巻き込みながらさらに遂行されることを目指し

て努力するものであり、また学校開発という意味における行政レベルやそれを上回るよう
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な区域レベルでの教育経営のための統合的カリキュラムの試みも導入されつつある。実践

指向型の統合的カリキュラムの試みを導入するために行われる活動は、部分的には

ＤＳＲ佗ＥＤとの協力においてなされている。

学校を運営する共同体があらゆる領域に取り入れられている。そのための基盤は、まず第

一に、ＴＺプロジェクトの支援を受けて導入されはじめた再興における共同体と学校の間

の協力であり、また多くの場合、それは学校組織の地域的かかわりへの適応である。ＦＺ

からの助成金によって、これまでに３２５の学樫が再興され、抜本的に整備された。この計

画のパートナーは、先述の３つの地域における地方分権化された教育省である。再興すべ

き学校の選択は地方の側で行われ、またそれは、たとえば母国語の授業の条件、教育学的

活動の改善へのモチベーション、建設措置の際に自らも貢献するための準備といった需要

や専門的基準に別している。

プロジェクトは参加型の試みを追求するが、そうする中でプロジェクトは、地域の学校シ

ステムのさまざまなレベルで展開されるパートナー国の教育学杓活動や教育経営の改善を

求める諸努力をも適切な措置を通じて助成している。その際、地域や学校に馴染みのある

ような新しい内容、方法、教材や行動様式が獲得され、そして普及される。つまり、教育

政策的に、また教育計画的に国や地域において意図された変革が、学校での実践へと方向

づけられるのである。

プロジェクトは目下のところ、チグレイの全区域で、オロミアの全１２地区のうち８地区

で、そして南部地域の２地区で遂行されている。こうしたプロジェクトの着実なる拡張は、

単に財政的な可能性に左右されるばかりでなく、とりわけ共同体や当地の学校の教材や活

動における興味や心構え、協力関係や貢献度によっても左右される。現在、地方の３２５も

の学校がそのプログラムの中にぎっしりと詰め込まれている。プロジェクトの再教育活動

には約４，５００人からなる教師集団が参加したが、それによって間接的には学校に通う子ど

もの数が１０万｛に到達しえたのである。教師集団のための再教育と並んで、さまざまな

レベルでの教育行政に携わる男女の職員用のセミナーが実施されるが、これが目標として

いるのは、学校という場の質と能率を改善するために、この集団の助言能力を向上させる

ことである。セミナーやコースの枠内で、すでに⊥連の教材が開発されている。言うまで

もなく労働言語は地域言語である。とりわけチグレイでは、プロジェクトは一連の出版物

を提案し、公刊したが、これらの出版物はテーマから見ても、読み物として学校関心の外

部でも興味を惹き、また地域言語で書かれた書物が著しく不足している現状を緩和するこ

とにも寄与している。そうするうちにプロジェクトの影響が及ぶ範囲は、提携学校の数の

枠を超出しつつある。

ＴＺ計画は１９９５年に始まり、８年間の予定で組まれている。従来その計画に対して、ドイ

ツ側からはＴＺの枠内で１，１８５万ドイツマルクもの寄付がなされている。
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パキスタン北西国境沿いの州における基礎教育プログラム

公式の教育システムから脱落した、あるいはそれ以前にそうした教育システムへ近づくこ

とも全くなかった者にとって、職業的な専門教育の機会を得るのは殊のほか困難である。

それゆえ、幅広く計画された適切な基礎教育は、－効果的な職業教育にとっての可能性を高

めている。このような職業教育と基礎教育との連関を見失わないためｌ革も、他の諸計画を

代表して、パキスタン北西国境沿いの州（ＮＷＩ甲）におけるドイツの開発協力の基礎教育プ

ログラムを紹介することにしよう。

パキスタンは国際比較してみると、公式教育の領域においては皐後尾に位置している。た

とえば就学年齢ある女子のうち３０％しか通学の可能性を得ていないのである。健康の保

障や飲料水の保障にような他の社会領域においても、パキスタンはごくわずかな進歩しか

見せない国に数えられる。それゆえ国際的な寄贈団体は、現状の改善を求めるパキスタン

政府の諸努力を支援している。ドイツ連邦政府によ．っても助成されている「社会活動プロ

グラム」（Ｍ）は、投資や領域改革によって社会領域における機能を改善しようとしてい

る。

ＮＷ押における基礎教育システムの拡充および改革に対する助成は、ＳＡＰ〔社会活動プロ

グラム〕に対するドイツの貢献の中心問鬼である。ここではＧＴＺとＫ爪Ⅴはより大きなプ
１

ロケラムの枠内でそれらの相互補完的な課題設定という意図において密に協力し合ってい

るが、そのより大きなプログラムは、イギリスやオランダからも共同出資されており、そ

の活動を世界銀行と綿密に調整している。ＮＷＦＰの厄介な教育状況から生じるドイツの貢

献の本質的な目標は、基礎教育へと門戸を開放する実質的な改善および授業の質的改善で

ある。

ｍは、教育分野で進行しているさまざまな寄贈者のあらゆる措置の調整に際して

ＮＷＦＰ政府の援助も必要とするような活動を、改善された学習環境の整備に集中させてい

る。ＮＷＦＰの教育分野における男女の教師の継続教育であるとか制度の専門的で組織的な

収容能力の改善こそが、広く効果鱒な基礎学校教育をとりわけ女子のためにしっかりと保

証するためには欠かせない。そのために、ほぼ１，１００万ドイツマルクがＴＺ用に保証され

ているのだ。

５年間ある地区で、新しい学校教科書を開発したり、男女の教師のための継続教育プログ

ラムを試験的に展開してきたところの先駆的プロジェクトに基づいて、このプロジェクト

は今やすべての州で小学校教育を改善している。現行カリキュラムの枠内で、学年ごとの

新しい学校教科書が開発され、所轄の機関を通じて同意され、認可される。教科書開発と

いうプロジェクトグループは、そうするうちに所轄の教科書当局に組み入れられた。

男女の教師の継続教育の活動グループは、州単位の男女の教師の継続教育プログラムを構
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想し、それを実行している。目下のところ、毎年約２万８，０００人の男女の教員が＿３つそれ

ぞれの養成所で連鎖伝達方式的に再教育されている。そのシステムは約５０人の「マスタ

‾●トレーナー」という小規模グループをよりどころとしている。彼らは地区レベルで継

続教育の人材（約１，５００人の男女の学習コーディネーター）を養成し、こうした人材が彼ら

の立場から、平均して１８人そらいの小さな男女の教師グループを再教育する。この方法

で男子・女子生徒は１００万人以上に達している。継続教育の実施はアドバイザーの学校訪
問によって補完される。

もちろん、このようなパキスタンの財政からかなり融資されている莫大な経費がそもそも

割りに合うものなのかどうかといった問いが生じる。この間いを追求するために、１９９９

年には学校の業績の比較研究が行われ、３つの地区が比較された。ひとつは２年間、もう

ひとつは１年間だけプログラムに参加した地区であり、いまひとつはまだ参加していない

地区の監査としてであった。その結果は明白かつ説得力のあるものである、すなわち第１

学年および第２学年の学習成果は倍増し、３倍にまで伸びたのだ。この１年間に、さらな

る比較研究が計画されており、そして教師の継続教育の実施に参加した男女の学習成果も

同様に、さらなる改善を行えるように調査される０総じて、今や次のように言うことが許

されよう、すなわち男女の教師はこれまでよりもうまく、暗記法からアクティブな方法へ

の転換に成功しているのだと。

既存の構造におけるこのような活動グループもまた、その持続性の確保へと統合される。

地方の教師教育施設への編入も目前に迫っている。証明された専門知識に基づいてプロジ

ェクトは、中学校段階の生徒すべてへの教育提供を拡大しようとする当局の構造改革に際

して、助言としてますます引き合いに出されており、また領域ストラテジーを仕上げるに

あたって一定の役割を演じている。

ＫⅣはＢＭＺの委任により、改善された基礎教育の門戸開放のための物質的な前提条件を

整えるために、主として女子の学校に向けた３，０００以上の教室の建設や再興に４，卵０万ド
イツマルクを融資している。

大規模な建設措置の実施に対して責任を負うのは、建設省からは切り離され、私経済的な

基準にしたがって活動する建設諮問団（ＣＡＵ）であるが、そこはｍに専門的に支援を受

けているｏ ＣＡＵは建設業務を国内の公募に基づいて私企業に委託し、建設の質を私立の

エンジニア事務所（ＣｏｎｓｔｒｕＣｔｉｏＡＭｏｎｉｔｏｒｉｎｇＦｉｒｍｓ）に監督させている。

したがってドイツの貢献は、ＮＷ押の開発指向的な構造をもつ教育に対して二重に寄与し

ているのである０すなわち、一方では地域の制度の資格付与や教育分野の改善された下部

構造という点で、他方では私経済の領域においても需要をもたらすという点で寄与してい

るわけだが、この私経済的な今野の職場提供は、基礎教育にしても職業教育にしても、教

育システムの成果にとっては大きな意義を有しているのである。
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５．２　技術協力計画

カーボベルデにおける基礎教育の助成

アフリカ西部の島国カーボベルデは過去の数年間に、自国の教育制度の量的拡充を行った

際に注目すべき結果を得たことがある。すなわち、すべての子どもの９６％が就学してお

り、より多くの子どもたちが就学前施掛こ通い、また成人の大部分が識字化されており、

さらに年毎に、基礎学校の６年間を最後まで通い続けた男子児童および女子児童の数が増

大しているのである。ただこのような量的な改善に、基礎教育の質が伴っ七いるわけでは

ない。その理由としてとりわけ、専門教育を受けた教師集団の極端な不足、男女の教師を

養成するこれまた男女の人材であるとか男女の校長に対する資格付与の措置の欠落、郊外

の学校行政の人材的ないし物質的な整備における不足、そして就学前教育の領域のための

生産的な教育学的構想がないことを挙げることができよう。

ＴＺプロジェクトは、フォゴ島やプラバ島の子どもたちの潜在的な発達可能性をいかんな

く発揮させることに寄与するはずである。

プロジェクトの最初の段階で、就学前教育の領域では教育学者集団が養成され、再教育さ

れた。フォゴ島およびブラバ島の小学校領域のための男女の教師を訓練するこれまた男女

の養成者や男女の校長は、一般教育学や教授法において、ならびに教育学的な付随授業に

おいて再教育を受ける。学校の素晴らしい未来像のための活動支援が展開され１試行され、

採用された。それに加えて、管理運営領域での講習は、フォゴ島とブラバ島のいずれも男

女の学校長や教員養成者たち全員に及んだ。教授法／方法論の領域では、専門家の助けも

あって、いかにして地域的、社会的、また文化的な所与条件が直接的な男女の生徒たちの

生活世界から具体的に授業へと統合されうるのかといった専門的知識や社会的知識が説明

された。こうして計画は、男女の教師たちと協同で実践指向型の援助を展開した。指揮官

の領域では、共同体は親の会を創設し、学校と共同体との関係の強化を目的とした文化的

な小さなプロジェクトを実施した。地方自治体の決定権の助成によって、共同体の関心お

よび要求は、共同体が積極的に学校生清に関与するという結果とともに－一基礎教育の質

的改善のためのさらに根本的な前提条件を顧慮することができるわけだ。

このような活動に基づいて、１９９９年以来継続している局面は、経験が統合整理されるこ

ととか、専門教育や継続教育の措置が制度的に定着し、国家的に承認されることに集中し

たのだが、その結果それらの一般的な転換可能性に対して得られた成果を全国規模で実証

すること・もできるのだ。こうした文脈において、現在のところ国内の教員養成施設と

ＵＮＩＣＥＦ、そしてオーストリアの開発協力が協同で、小ずれも男女の学校長や教員養成者

の専門教育についての構想に従事している。就学前教育の領域においては、省との協同作

業で、教師集団の養成のための生産的な構想が仕上げられるよう試みられている。
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２００２年までに効果的な措置を規模の大きい島にまで拡張することが計画されている。そ

うすることによって、また他の島でそれに匹敵する目標を目指しているような基礎教育領

域で活動している他の寄贈者や開発斡旋団体の活動との効果的な調整によって、カーボベ

ルデにおける基礎教育の改善に向けた、したがってまた子どもの潜在的な発達可能性をい

かんなく発揮させることに向けた意義深い寄与がなされるはずである。

１０年間を通じて練られてきた計画は１９９６年に始まり、ドイツのＥＺの出資は総額１，１００

万ドイツマルクにのぼった。

ボリビアのケチュアとアイマラのための、

異文化間の二国語による教育のための男女の教師教育

ボリビアはたしかに南アメリカの中で最も貧困な国であるが、卯年代前半以降、発展へ

の独自の道を歩むというかなりの努力を払っている。その際、決定のプロセスへの市民の

参加、基礎教育や地方分権化といったことが、その改革の重点となっている。

ボリビアの教育制度は地域的に比較してみると最も脆弱な制度のひとつである。小学校の

就学率は最も少ない（地方平均では８７％）。平均して、子どもたちは６年間、学校に在籍

するが、そのあいだに彼らは８つの基礎学校の必鹿クラスの４段階を修了するに過ぎない。

学校や教師集団、教材・学習教材の供給に対する地方と都市とのギャップはかなりのもの

である。入学や在籍においては女子と男子の格差、さらにとりわけ土地の子ども七ちとそ

うでない子どもたちとの開きは大きい。ボリビア人の半分以上が土着の民族に属している

ので、このことは周辺住民に対してのみならず、むしろ社会全体の発展に対して重大な影

響を及ばしている。

１９９４年に始まった教育改革では、包括的でまた社会的に広範に議論された小学校改革の

文脈において国のあらゆる学校に対して異文化間教育が導入され、同様にまた母国語をス

ペイン語としないすべての子どもたちに対する二カ国語教育が導入されている。

ドイツのＴＺは、アンデス地域における異文化間のニカ国語教育の主導的地位を占めるひ

とつである。すでに７０年代の初頭からｍは、ペルー高原の土着の子どもたちや多くの

教師集団とともに、小学校におけるこの方式の導入を支援している。そうこうするうちに

終了したこの計画から諸隣国－とりわけエクアドルやボリビア－に対しても与えられ

た刺激は、ボリビアの教育改革においては異文化間の二カ国語教育の構想へとさらに発展

させられた。

二カ国語教育は、ボリビアの改革原則によれば、その土地の子どもたちが母国語で最初の
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読み書きの授業を受け、適切な方法でスペイン語を獲得し、その後の授業（およそ第早学

年から）は声カ国語で受けるという権利である。異文化間教育が意味するのは、国や多く

の個々の土着文化の文化的多様性が公的な学校の授業において活性化するということであ

る。

ＴＺプロジェクトはこうした革新を教師教育へ導入する際に教育改革を支援しており、し

たがってまた従来の改革のプロセスではほとんど統合されなかった土着の男女の教員養成

に集中的に取り組んでいる。７つの選び出された教員養成機関－二カ国語のケチュアの

教師集団の養成に対するものが３つ、アイマラの教師集団に対するものが２つ、そして三

カ国語の学科が２つ－に関して言えば、教員養成のカリキュラムが、教育改革や地域的

な社会・文化的な世界に、また特殊な学習条件の要求に適応させられ、そして小学校のカ

リキュラムへと方向づｉナられている。

したがってとりわけ重要なのは、局所的ないし地域的な諸状況を柔軟に理解することであ

る。つまり、とくに男女の教員養成施設における母国語授業の転換のために多言語教材や

男女の養成者の継続教育を提供すること－さらにまた諸施設（図書館、ビデオ、パソコ

ン）の設備を改善することが重要である。また別の部門は、教員養成施設（実施レベル）、

地方分権化された教育官庁（運営）、そして国家規模における省庁（規範的次元）の間での調

整の改善を目指している。

上述したその領域の施設と並んで計画のパートナーとなるのは、ケチュアやアイマラとい

った土着の諸組織であるが、これらはそゃ－ボリビアでは労働組合的な構造に定着して

いるＴ組織の中にあって、また教育改革原理において予め構想されていた教育評議会に

よって代表されている。

そのプロジェクトの中心的な方法の端緒は以下のように考えられている。つまり－異文

化間の二カ国語教育に対する社会的・歴史的に根拠づけられた抵抗に直面して－男女の

教師たちが本質的に個々の多言語能力や、少なくともこの授業めための２つの文化の知識

の経験やぬ大に熱心になりうるということである。したがって、ある民族集団の土着の文

化や言語がそうではない多数派のそれに対比させられるという対極化も、文化や言語の多

様性への研ぎ澄まされた眼差しへと置き換えられるのだ。

その計画では、教育改革を支援する他の組織との調整が計られる。一っまり、学校の建物や

設備、また男女の教育学的な助言者の継続教育のコストを財政的に支えるＫＦＷ、改革の

転換に対して多大な貢献をする世界銀行や国際アメリカ開発銀行などであるが、とりわけ

ボリビアの平地においては、異文化間の二カ国語教育を援助するＵＮＩＣＥＦ、ＵＮＥＳＣＯ、な

らびに国家教育研究所や諸大学との調整である。

このプロジェクトは１９９７年の終わり頃に始まり、全体を通して６年の予定で計画された。

この期間におけるドイツの貢献は０００万ドイツマルクｉこのばった。
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グアテマラにおける青少年やストリートチルドレンの助戒

まず明確なのは、青少年たちが、暴力や薬物、性、教育や労働に対する自らの行動やその

態度において、専門領域のワークショップやゼミナールによってはほとんど影響されない

ということである。したがって青少年プロジェクトを効果的なものにしようと思うなら、
需要に応じた参加型のものが主導的にならなければならない。

１，０３０万のグアテマラ人の５１％が１８歳以下であり、およそ５・４歳の子どもの８３％と青少

年が貧困地区で暮らしていて、就学義務年齢にある子どもたちの７０％が実際に就学して

いるが、このうちの７６％しか小学校を卒業できない０現在、ほぼ５，０００人の子どもたち

が路上で暮らしていて、この傾向は高まっている。５０万人以上の７歳から１４歳の子ども

たちが公認された領域で働いているが、対照呵に青少年のほぼ卯％が失業している。こ

れは、グアテマラにおける子どもや青少年の権利や尊厳がいかに軽視されているかを示す

データのほんの一部に過ぎない。労働する子どもたち、路上で、しかも極度の貧困の中で

暮らしている子どもたちや青少年の教育の必要性に対して、公式の教育制度はこれまで満

足のゆくいかなる答えも示すことができなかった。非公式の教育における新たなやり方が
進められねばならない。

グアテマラではＧＴＺが、男子や女子、思春期世代の社会的危機を統合的で持続的なプロ

グラムによって減少させるという目標をもって活動している。そのプロジェクトでは、青

少年対策とか子どもの権利や青少年の権利の間鹿に対する地域的に区分された諸組織にお

ける政策助言や広報活動において、また統合的で予防的なものを指向する市の少年保護補

導の政策において、なかでも教育の提供において、取り組みがなされている。

政策助言の領域でそのプロジェクトは、教育省（学校外教育）、労働組合や経営理事会との

交渉も含めた労働省（児童労働の撤廃、青少年の労働保護）、厚生省（青少年の健康）、国家

レベルでの子どもや青少年助成の領域からの非政府組織の同盟、ならびにさまざまな都市

の自治体レベルで活動している青少年援助組臥平和プロセスの枠組みでの国連組織（真

理委員会の報告の枠組みにおける子どもの権利の侵犯）とともに活動している。

予防を目指して参加型に構成された青少年援助への助成の領域において重要なパートナー

となるのは、周辺地区の青少年組織である０その活動は、プロジェクトの支援を受けて個
別的な措置を実施するさまざまなＮＲＯと協同でなされる。

非公式教育の領域においては、国家レベルでの計画から省内のしかるべき管理部に対して

助言がなされ、貧民街において学校外教育という措置が指導的に展開される。たとえばそ

れは、両親とマーケットで働く子どもたちのためにマーケットで行なわれる学校の授業で
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あり、社会教育助成とも関連したいくつかの小学校での宿題の補習であり、「移動図書館

〔Ｂｉｂｌｉｂｍｏｖｉｌｅｓ〕」（本や遊びが提供され、社会教育家によって付き漆われたでマス）の手助

けを受けたスラム街での訪問青少年保護事業であり、青少年組織の需要に応じたコースの

提供であり、そして公的な教育システムの中で卒業したいと考えている青少年のための奨

学金である。

プロジェクトは、多数の措置を通じて直ちに約１５，０００人のストリートチルドレンや青少

年、就労児童、また都市の貧困地区にいる青少年組織へと到達したわけだが、そのうち約

４０％が女子であった。政治的蕃級の助言とか子どもや青少年に関わる領域におけるネッ

トワークによって、子どもたちや青少年の間鬼が政治的会議の日程や社会全体を巻き込ん

だ議論にまでなるということ、また、たとえば児童就労の撤廃に向けた計画との関連で、

すでにあらゆる子どもや青少年のための最初の改善が達成されつつあるということ、こう

したことはこの計画に可能な貢献なのだ。

このプロジェクトは全体で８年を想定しつつ１９９７年に開始されたが、計画全体に対する

ドイツの貢献は約７５０万ドイツマルクである。

フィリピンにおける環境教育と女性教育

１９妃、年以来Ⅱ訂ＤＷは、とりわけ環境教育や女性教育の領域でますます多くのフィリピ

ンのＮＲＯと一緒に活動している。それは以下の通りである。

１９８９年に設立された環境問題センター（ＣＥＣ）は、環境問題に対する他の地域的な大衆運

動グループや国家的ネットワークとの密接な連関の中へ組み入れられている。Ⅲ打ＤＷに

よって支援されたＣＥＣの教員養成部門は、州のさまざまな地域におけるエコロジー意識

の教育や環境保護についての技術的知識を伝達するための自助グループの構成員に対し、

訓練措置を実行している。この場合ターゲットグループとなるのはこ環境破壊によって特

に脅かされている地域に住む女性や漁師、農家、そして都市居住者である。近年、諸活動

の中心には、公共団体に主導されたエコロジーの分析や監視による一連の継続教育がある。

ＣＥＣはそのテーマに対して研究活動も実施し、教材を作成し、‘′雑誌を出版している。

ＮＲＯ〔非政府組織〕であるエコロジー問題のための理解とサービスの共同体〔ｃｂｍ血ｙ

ＡｗａｒｅｎｅｓｓａｎｄＳｅｒｖｉｃｅｓｆｏｒＦｃｏｌｏｇｉｃａｌＣｏｎｃｅｒｎｓ〕（ＣＡＳＥＣ）は同様に１９８９年に創設されたが、

たしかにこれは女性や漁師のグループ、農家や労働者のグループ、そして青少年のグルー

プによるものであって、Ｂｏｈｏｌや周辺の島々での教育活動や実践的な措置によって環境保

護を助成し、地域文化の保存を目指している。諸々の措置は訓練施設の建設に傾注してい

る。その際のテーマは、天然資源の保持と再生、有機農業、持続的な農作物の栽培、共同

組合の組織化や経営、文化、伝統そして精神性である。いくつかの施設の建設は、伝統文
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化の保存方法を見出すために、部族の中で生活している民族の構成員へ向けられている。

諸活動のテーマの中心は‘‘ｐｅｍ肌１仙ｒｅ”、つまり持続的でネットワーク的に結合された

農業の特殊な形式に据えられた。専門教育措置は、無数の授業用教材、そして定期的に出

版される英語と地域の言葉による２、つの雑誌に支えられている。

女性教育センターである女性資源センタ⊥（ｍ）は、他め女性組織や女性ネットワーク

と密接に結びついて活動していて、その専門教育活動において、さらに多くの地域的な女

性センターへも注意を向けているｏＣＷＲの主要課題は、女性養成者の専門教育に、また

地域に適応した教授・学習教材の研究や開発にある。このように近年、さまざまな国の地

域において都市や地方の女性たちの状況に応じたワークショップが行われ、したがってま

た女性の国家的公用徴収、売春そして労働条件というテーマに対する研究方法や訓練モデ

ルが展開された。移動図書館、映画、写真展示会、芝居の上演、そして討論会を備えた多

くの施設がターゲットグル㌻プの意識形成や活性化に寄与している。同じ目的に貢献して

いるのが、ｍ●によって開催され、その組織が精力剛こ力を貸している国際会議や記念
日、そして教育キャンペーンである。

５．３　財政的共同活動の計画

些之グラデシュにおけるＮＧＯ＝ＢＲＡＣとａ？提携による女子のための基礎整葺

基礎教育は開発に不可欠の前操である０バングラデシュは９０年代のはじめに、６５％とい

う世界で最も高い非識字率を持つ国であることがわかった。最も不利益を被っているグル

ープは地方住民（都市の８５％に対し就学率はわずか５０％に過ぎない）、そして女子（田舎

地区での男子・女子の就学率の割合は２‥１）である。国の公的な基礎教育の提供はあまり

効率のよいものではなく、入学した者のうちわずかに３０％が小学校を卒業するださナだっ

た。原因は本質的には、劣悪な専門教育を受けてモチベーションの低い教師集臥古くな

った授業案や教授方法、そして校舎のひどい状態である。

１９９１年に政府は「２０００年までにすべての者に基礎教育を」という目標とともに、教育政

策の新たな方向づけに着手した。こうして教育に対する国家支出は、絶対的にも相対的に

も高くなった０続々と義務教育が導入された○同様に、すでに存在するその土地の非政府

組織による教育政策を直接的に財政資金から支え、徹宵政策全体へと統合するという統治

が始まった０ただ、この相当な自身の諸努力にもかかわらず、その統治が寄付団体による

支援を必要とすることははじめから明白であった。

教育領域における新たなストラテジーの調和的な構成要素として、ドイツの財政協力は

１９９３年、Ⅹ∩Ⅳを通じてＮＲＯであるバングラデシュ地方向上委員会（ＢＲＡＣ）の非公式の教

育活動への支援を開始した。ＢＲＡＣは１９８５年以降、貧困な田舎の家族の子どもたちに対
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する非国家的な基礎教育に積極的に関与している。プロジェクト領域は、とりわけバング

ラデシュの田舎地方であり、またごくわずかながら大都市のスラム街の学校である。

ＢＲＡＣの男女の生徒は、少なくとも両親の一方が読み書きできないようなとくに貧しい家

族から適切に選出されるが、子どもたちの７０％が女子である。

ＦＺ援助は、ＢＲＡＣによって、またさまざまな寄贈者によって共同出資された全計画の一

部である。基礎教育の需要が国家の公的な学校によって未だ満たされていない地域におい

て、ＢＲＡＣによる学校経営のための３４，０００もの部屋を賃借したり、３４，０００人の教員を雇

用したり、教授・学習教材を供給したりする諸々の措置がとられた。

これまで３０万人の生徒がＢＲＡＣ小学校を十分な成績で卒業した。中退率は８％で、許容

範囲である。３年課程を卒業した後、男女の卒業生の鮎％が公立学校へ進学し、引き続

き授業を受けた。目標はせいぜい５０％であった。少女の割合は実際は６９％であったが、

目標とされていたのはⅠ段階としては７０％で、ⅠⅠ段階では５５％であった。教師陣の９６

％が女性である。また男女の生徒の出席率（９５％）や効果的な授業時間（１年で２７０日）も

期待に添ったものとなっている。

プロジェクトの構想においては、物的投資〔ｓａｃｈｉｎｖｅｓｔｉｔｉｏｎｅｎ〕がほとんど生じないとい

うこと、したがってまたＦＺから主たる継続的な費用が島の通貨において出資されるとい

うことが必要とされている０このことは開発政策的に正当化される０近年ＢＭＺによ？て

きっかけを与えられた評価でも、ターゲットグループの達成度や量的目標への到達に関し

てこめプロジェクトは、独立鑑定所によって高い評価を受けた。・計画は、コストを安く抑

えつつも貧困者の要求に応じるよう展開された。一般的に困難な社会的・文化的環境にも

かかわらず、不利益を被っている女子グループの目標達成も成功したと言えよう。プロジ

ェクトは直接的な貧困撲滅のカテゴリーに組み込まれうる。

計画はそうこうするうちに成果を収め、寄与総額４，１２０万ドイツマルクで終了した。

セネガルに＿おける国内改革アロセネの文脈における

基礎教育の門戸開放の拡張

９０年代の初頭、セネガルは国民総生産が６１０（ＵＳ＄）で、たしかに中級段階の開発諸国に

属していキが、その教育指標は最も貧困なレベルにあった。識字者は成人男女のわずか４

分の３に過ぎない。就学率５６％は明らかに、他のサハラの国々の平均値である７１％を下

回っている。そのうえさらに地域的にも性別的にも著しい格差が存在する。都市での就学

率９５％は、地方でのわずか約３５％とは対照的であった。国全体では、就学義務のある女

子のわずか４６％だけが就学している状態で、とりわけ地方での就学率は平均値よりかな

り下回っている。クラスの人数も都市と地方では著しく異なっている。小学校の１クラス
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に４８人の生徒が割り当てられているのが地方の平均であるが、都市の地域では１クラス

７０人以上が普通である。年間２・７％の人口増加や全人口に占める若者の割合が大きいこと

（１５歳以下が４０％）は、増大しつつある教育施設の不足状態にとっては決定的である。こ

うした背景の中で、教育領域が低い効率性によって特徴づけられているということは驚く

に値しない。こうした事情は１６％という高い留年率とか卒業試験の際の年間４４％の落第
率に示されているとありである。

この明らかなシステムの欠陥を克服するために、セネガル政府は近年、寄贈団体の援助で、

基礎教育領域における包括的な改善を達成しようと試みている。主として世界銀行によっ

て融資されたプログラム‘Ｄｅｕｘｉ主ｍｅＰｒｑｊｅｔｄｅＤｉｖｅｌｏｐｐｅｕｎｔｄｅｓＲｅｓｓｏｕｒｃｅｓＨｕｍａｍｉｅｓ，

（ＰＤＲＨＩＩ）、非政府組織、地域ないし国家の官庁、Ⅹ爪Ⅴが実施したドイツのＦＺに引き合

わされた相互・多国間の寄贈国によって、より多くの子どもたちが小学校への通学を許さ

れ、またよりよい学習条件がうみだされるはずである。セネガル政府はプログラムの履行

とともに、基礎教育における限足条件を改善することになる詳細な措置立案た対して義務
を負うこととなった。

とりわけ不足の激しいカオラック地域やファティツク地域におけるお０の教室の建設や学

校の備品提供が陀の補助金による融資を受ける。この両地域はきわめて貧困だとされて

いるが、平均的な年間の家族収入はここでは国の平均の３分の１に過ぎない。就学率も、

国の平均よりはるかに低い水準に留まっている。

教室の建設や備品提供と並んでプロジェクトは、新たな学校事務所、水資源確保、仮設ト

イレに対しても配慮する。その際、維持補修の必要が少なくてすむ耐久性のある地域の材

料を使用することに対して高い価値が置かれる。

プログラムの革新的構想は、国家的なプログラムの担い手である教育省をその地域の代表

や地域のＮＲＯと結びつけているが、この地域のＮＲＯは建設政策や資材調達の実行に対

する責任者として私経済的に召集された‘Ａ評ｎＣｅαＥｘ６ｃｕｔｉｏｎｄｅｓ′取ａｖａｕｘｄｌｎｔ６．ｅｔＰｕｂｌｉｃ，

（ＡＧｍ）である。教室は地域の中小企業によって建設される。親は学校建設の費用の．１０

％を負担するが、それは補足的な方策の実行（敷地計画、植樹、垣根づくりなど）のために

活動したり材料を確保する形態か、あるいは現金の形態のいずれかで参加するのである。

この仕方で親は新たな設備とますます一体化し、また責任感も生まれてくるのである。最

終的に諸々の措置が確実に持続するように、新しい教室や設備を良好な状態に維持すると

いう課題も出てくるだろう。計画は短期間で完結したが、その際、学校建設における補助

金と貸付金として１，６００万ドイツマルクの寄与がなされた。
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グアテマラにおける市民社会の地方分権化と参加の助

グアテマラは少数民族と多言語で構成された国である。そこではスペイン語以外に、なお

２１もの異なったマヤ言語（Ｍａｙａ－Ｓｐｒａｃｈｅｎ）、ⅩｎｃａやＯａ鵬１ｎａが話されている。小学校に

入学した際、子どもたちの８０％がもっぱらその地域の言語で話しているにもかかわらず、

彼らは自分にとって外国語であるスペイン語のみでほとんどの授業を受けることになる。

そこでは、ほんのわずかな教師だけが、地域の言語を学校で使用するのに十分な知識を．身

につけている。７歳から１２歳までのグアテマラの子どもたちの数は１９９６年の時点で１８０

万人と見積もられていた。就学率は国の平均でたったの６９％であった。地方では由％で、

明らかに国家平均を下回っていたが、そこではさらに４１６，０００人ものマヤ民族集団あ大多

数の子どもたちが全く学校に通うことができていない。それゆえ早急に必要なのは、地方

の小学校のネットワークを拡充することであり、またマヤ言語の知識をもった男女の小学

校教師を任命するということである。

ＦＺの基礎教育プログラムは、基礎学校教育の人数増加とその質を持続的に改善すること

に寄与することになる。グアテマラ政府の新たな教育政策の構想は、学校教育への親や共

同体の包括的参加を意図している。親たちは「教育委員会（Ｃｂ ｔ寝ｓ Ｅ血ｃａｔｉｖｏｓ）」

（ＣＯＥＤＵＣＡ）において組織化される。男女の教師とともに親たち鱒、授業や学校経営に対

し責任を持つ。ＣＯＥＤＵＣＡ－国家ではなく－が男女の教師を募集・採用し、その出

勤や授業活動をコントロールして月給を支払うのだが、そのお金はＰＲＯＮＡＤＥ（Ｐｍ伊ａｍａ

ＮａｃｉｏｍｉｄｅＡｎｔｏｇｅｓｔｉ６ｎｐａｒａｅｌＤｅｓａｒｒｏｌｌｏＥｄｔＬＣａｔｉｖｏ）を通じて、国家によってＣＯＥＤＵＣＡが

自由にできるようになっているものである。さらにＣＯＥＤＵＣＡは教材の購入を調整し、

－同様に国家に皐っても出資される⊥一学校の子どものために毎日の食事を準備する。

ＣＯ巧ＤＵＣＡはそれ自体「教育サービス制度（ｈｓｔｉｔｕｃｉｏｎｅｓｄｅＳｅｒｖｉｃｉｏｓ以ｕｃａｔｉｖｏｓ）」（ＩＳＥ）に

よって支えられている。ＩＳＥの男女職員は主に、グアテマラの非政府組織や教会組織から

出向しているが、彼らはＰＲＯＮＡＤＥの財源から報酬を受けている。・

ＦＺから融資された諸措置は具体的には、既存の学校教室の修繕や整備であり、最も重要

なマヤ語とスペイン語における教科書の作成であり、学校の小規模図書館の琴立や男女の

教師のための活動教材の調達であり、男女教師の継続教育センターの整備および自宅学習

の学習教材の作成や供給である。

プログラムはまた、世界銀行や国際アメリカ開発銀行、ＥＵによって支援されている教育

領域の改革全体の構成要素である。世界銀行はＩＳＥの活動の費用、そしてＰＲＯＮＡＤＥに

よって支払われた男女の教師の給料に対する２，５００万ドイツマルクもの追加費用も出資し

ている。生徒のための教材や飲食物はグアテマラの自己負担で支払われている。このプロ

ジェクトは１９９８年の終わり頃に始まり、ＦＺの補助金２，０００ドイツマルク、グアテマラの

自己負担５，４００ドイツマルクが費やされている。
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５．４　人材協力計画

西アフリカにおける母国語での教科書や娯楽本

ＺＥＤ／ＤＳＥは、基礎教育やその他の領域でその土地の言葉の重要性を追求し、またフラン

ス語を母国語とし反英的なアフリカのさまざまな諸国、とりわけＳａｂｅｌ諸国やラテンアメ

リカにおいて括勤している。目標は、その土地の言葉での文字文化を推進することによっ

て、小学校や成人教育に母国語授業の導入方法を改善することである。このような目標設

定によって、個々の国々の書籍市場の状況について調査が実施され、教授・学習教材の作

成のためのいずれも男女の教師や著者が継続的に教育され、さまざまな土着の言語におけ

る朗読教材を製作する場合には、その土地の出版社が支援される０さまざまなアフリカ諸

国において母国語の授業は、基礎教育の改善のための重要なテーマとなってきた。むろん、

通常の形式として母国語の授業を小学校へ組み入れるための諸前提は、これまで長い間、

保証されなかった。ＤＳＥはパートナーとともにある訓練プログラムを開発し、その訓練

を通常の教科で母国語やアフリカの言葉が使用されうる学習あるいは朗読教材の執筆に結

びつけた０このプログラ‾ムの方法論的な試みは、男女の参加者が教科書を考案し、記述し、

テストできるような仕方で、またこのすべてが実践化されるような仕方で、理論と実践を
結合させるのである。

ＤＳＥは教科書と並んで、母国語における朗読教材の製作も助成しているが、それは次の

ような容易にあとづけできるような認識に直面しているからである。すなわち母国語で読

む能力がより興味深くなるの恥ただ単に教科書だけではなく、書かれた文章一般もが子

どもや青少年、成人に対して開かれる場合であるという認識である。著者や出版社との提

携関係はこうして生まれ、それは需要の多い母国語で書かれた本を公刊する出版社の助言
や能力を指向する。

ゼ之ノーざ一軍畢臣お里る重埋の登校での障害をもつ子どもたち嬰助成

ジンバブエにある公益の私立学校Ｓｔ・Ｃａｔｈｅｒｉｎｅ－ｓＳｐ比ｉａｌＳｃｈｏｏｌでは、ＣＩＭを通じて統合的

専門家が理学療法士として活動している０そこでは、精神あるいは身体に障害を持った６

歳から１８歳までの生徒たちが治療を受けることのできる理学療法部門が設立されている。

障害をもった子どもたちは全時間の付き添いを受けるし、また形、色、数、文字の認識へ

と遊びながら導かれる０そうした助成は、子どもたちが社会へ容易に統合されるために、

彼らの自律性を高め、そのコミュニケーション能力を改善することになる。さらに専門家

は理学療法的方法においてその土地の人材をも養成するのである。

理学療法的治療は、精神あるいは身体に障害をもった子どもたちをうまく社会に統合する
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ために重要な前操条件である。これまでジンバブエでは、障害をもつ子どもたち’の助成は

ほとんど行なわれなかった。Ｓｔ．Ｃａｔｂｅ血・ｓ坤ｅｃｉａｌＳ血００１はそれゆえ、国家の承認を受け

た大規模な学校施設として、障害をもった子どもたちが社会で生活するための準備とかそ

の後の職業生活の準備をすることに対して重要な貢献を行らているわけだ。
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付録１

１，タ０・１タ，き年間の教育領域におけるおＭＺの相互業績の概観（１）

表１教育領域（副次的領域すべてを含む）におけるＢＭＺの全業績

１９９０－１９９８年　単位‥１００万ドイツマルク（ＤＭ）

７８８，７　　７２９，４ 鮎４，３　　９４１，５ ７８２，９ 卯７，６　　６９７，９

表２　教育領域におけるＢＭＺの全業績の地方配分

１９９０－１９９８年（ＢＭＺ地方構想より）単位：１００万ドイツマルク（ＤＭ）

５１７，９

（１）この業掛こは１９９８年までの期間の狭義の陀と花および広義の花が含まれる。

１９９９年および２０００年はまだ申告の実数が手許に届いていない。
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付録２

１９，０・１，，＄年間の基礎教育領域における．ＢＭＺの相互業績の概観（２）

表３　基礎教育領域におけるＢＭＺの業績

１９９０－１９９８年　単位：１００万ドイツマルク（ＤＭ）（３）

１８０，０　　１８１，１ １９３，９　１８３，４　　３０６，８　　３８３，２　　３０６，４　　１９４，７

表４　基礎教育領域におけるＢＭＺの業績

１９９０－１９９８年　全教育領域に占める割合（％）

２２，８　　　２４，８　　２３，３　　２１，２　　３２，７ ４８，９　　　３３，８　　　２７，９　　　２０，１

表５　基礎教育領域におけるＢＭＺの業績

１９９０－１９９８年　全開発協力に占める割合（％）

２，９　　　　３，０　　　３，３　　　３，０　　　５，３　　　７，０　　　５，２ ３，８　　　　２，１

（２）この業績には狭義のＦＺとＴＺおよび広義のＴＺが含まれる。

（３）注意しなければならないのは、ここに挙げた業績の追加としてさまざまな基礎教育部門

のために年に約２０－２５％が支給されたということである。ただし技術的な理由からＢＭＺ

のタイトル「基礎教育」のもとには記載されていない。
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表６基礎教育領域におけるＢＭＺの業績の地方配分

１９恥１９９８年（ＢＭＺ地方構想より）単位：１００万ドイツマルク（ＤＭ）
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付録３

１，，０・２０００年間の基礎教育領域でＢＭＺが助成した相互計画の概観

１基礎教育領域における技術協力プロジェクト（狭義のＴＺ）のリスト

１９９０－２０００年間
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２．途上国との二国間資金協力及び技術協力に関する指針（仮訳）

Ｌｅｉｔｌｉｎｉｅｎｆｉｉｒｄｉｅｂｉｌａｔｅｒａｒｅ瓜ｎａｎｚｉｅｌｌｅｕｎｄｔｅｃｈｎｉｓｃｈｅＺｕｓａｍｍｅｎａｒｂｅｉｔ

ｍｉｔＥｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇｓｌａｎｄｅｒｎ

Ⅰ．一般的規定

ⅠⅠ．資金協力のための特別規定

ⅠⅠⅠ．技術協力のための特別規定

Ⅳ．構造適合と経済改革の支援のための規定
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Ⅰ．一般的規定

適用範囲

１．適用範囲

本指針は、途上国、その地域連合及び国連地域経済委員会（協力）との二国間資金協力

（ＦＺ）及び二国間技術協力（ＴＺ）に適用される。

本指針は、関係省庁（連邦経済協力開発省、外務省、財務省、経済省）によって決議さ

れた、連邦政府の行政規則（Ｖｂｒｗａｌｔｕｎｇｖｏｒｓｃｈｒｉｆｔ）である。本指針は、連邦政府、ドイツ

の実施機関、ドイツ側のその他の関係部門に向けられる０さらに、本指針は、関心を有す

る第三者に、協力の目標と手続きの像を与える。

連邦政府は、個々に、本指針から逸脱することを認められうる。

協力は、途上国との連邦政府の国際法上の取り決めに基づく。それにより協力の行為

（Ｌｅｉｓｔｕｎｇｅｎ）と資金は、理由と規模に応じて直接協定される。連邦政府と途上国は、共

同で協力する。

本指針は１９８４年１月１日に施行される０本指針は、契約規定に反しない限り、それ以前

の約束に基づく事業（事業）にも適用される。

目標・重点・任務・行為

目標と重点

２．目標

連邦政府は、ドイツの開発政策の一般原則に一致した協力によって、途上国における経

済的及び社会的発展を支援し、それとともに生活条件の改善に寄与するという目標を追及

する０このことは、途上国の独自の援助資源、とりわけ人間の能力及び知識がより開発さ

れ、活用されるときにのみ、長期的に達成される。協力は、自助と独自のイニシアチブを

呼びさまし、促進しようとする。協力は、－パートナーシップ的対話に基づき一途上国が

開発を促進する構造を構築するために着手する、必要な自己努力を支援する。

３．重点

協力のセクター的優先順位及び地域的重点は、ドイツの開発政策の一般的原則から生ず

る０協力の重点は、国の発展（特に食糧の確保）、エネルギー供給、自然資源の保護、手工

業・中小企業、教育・訓練である。すべての領域において、人間的な生活の前提条件とし

ての住民の基本的欲求の充足及び自助イニシアチブが優先的に促進される。自助は、例え

ば、協力の事業の周辺で支援されうる。セカタ一国有の原則は、セクターペーパー

（Ｓｅｋｔｏｒｐａｐｉｅｒ）から生ずる。
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任務と行為

４．資金協力の任務と行為

資金協力は、資本を準備することによって、途上国における経済的・社会的インフラス

トラクチャを含む生産ポテンシャルを利用可能にする、あるいは高めるという任務を有す

る。

資金協力の行為は、とりわけ以下のことである。

・資材（Ｓａｃｈｇｕｔ）及び設偏投資の財政措置。これには次のことも含まれる。

・行為：資金協力事業の準備、プロジェクトの目標に客観的に従属する必要な後見

（Ｂｅｔｒｅｕｕｎｇ）のためのプロジェクト関連行為、資金協力事業の監督（例えば（実行可能性

の）研究、計画における、及び担い手への助言のための専門家及び補助手段）。

資金協力の資金は、限られた範囲で、途上国における会社（Ｇｅｓｅ１１ｓｃｈａｆｔ）への信託の出

資（ｔｒｅｕｈａｎｄｅｒｉｓｃｈｅＢｅｔｅｉｌｉｇｕｎｇ）及び信託同様の貸付（ｂｅｔｅｉｌｉｇｕｎｇｓａｈｎｌｉｃｈｅＤａｒｌｅｈｅｎ）

のためにも用いることができる（例えば、当該国における資本を動産化するために）。

５．技術協力の任務と行為

技術協力は、知識と技能を伝達、動員し、その応用のための前提を改善することによっ

て、途上国における人間と組織の、とりわけ貧しい住民グループの達成能力を高める任務

を有する。技術協力は、担い手の構造の拡充及び構築（一般的担い手促進）を留保してい

る０技術協力は、民主的構造の長期的促進によって開発のための適切な枠組み条件をつく

りだすためにも投入されうる。その際、原則として、国家的措置よりも非国家　的な開発

協力が優先される。

技術協力の行為は、とりわけ次のものである。

・専門家の活動

・資材の供給及び設備の提供

・その他の行為及び活動（Ｄｉｅｎｓｔ－ｕムｄＷｅｒｋｌｅｉｓｔｕｎｇｅｎ）（例えば研究）

設備投資及び広範な資材供給は、技術協力事業の目的と直接的に関係していて、これを

補完し、及び／又はそれを実施するための必要な前提であり、客観的にそれに従う場合、

技術協力の資金供与（Ｆｉｎａｎｚｉｅｒｕｎｇｓｂｅｉｔｒａｇ）というかたちで展開されうる。

技術協力の枠組で、準備・随伴・評価に役立ち、途上国、途上国の地域連合あるいは国

連地域経済委員会によって直接実施されない、パイロット計画を含む二国間協力の地域的

事業及び地域を越える事業も実施されうる。

６．任務と行為

資金協力及び技術協力には、さらに次のようなものがある。途上国の成員のプロジェク

ト関連の訓練・研修（特別の指針に従う）、ライセンスの財政措置及び特許の購入、資材の

供与及び設備の提供に関連する行為（例えば、輸送、保険、架設）。贅沢品、軍事的な資材

－３０２－



及び設備あるいはそのような利用目的に向けられた行為は、協力から除外される。

実施形態

事業の種類

７．事業

連邦政府は、協力によって、途上国の具体的に定められた特定の目的（事業）を促進す

る０事業の重要な形態は、プロジェクト、プログラム、研究と専門家ファンド、一般的物
品援助である。

８．プロジェクトとプログラム

プロジェクトとプログラムは、協力の重点を形成する０プロジェクトは、目的志向の任

務を有する機能的、空間臥経済的、時間的に限定可能な措置である。内容臥組織的あ

るいは空間的共通性に基づき、複数のプロジェクトをまとめることができる。－場合に

よっては共通の担い手を越える－セクター、サブセクターあるいは地域的に結びついて

いて、確固とした明確なコンセプトによってまとめられたプロジェクトは、特に、プログ

ラムとして促進されうる０セクターあるいはサブセクターの目的を支援するための特定の

物品納入及び行為も、プログラムとして財政措置されうる０プロジェクト、プロジェクト

結合及びプログラムの間の移行は、流動的である０複数のプロジェクトのセクター的ある

いは地域的結合、及び途上国の実施キャパシティの増大においてはプログラムの一部ある

いはプログラムの促進は、決定的発端のゆえに、しばしば特に効果的になる。

９．銀行、信用組合等

開発銀行、信用協同組合、その他同様の機関を越えて、途上国の中小の信用受供者

（Ｋｒｅｄｉｔｎｅｈｍｅｒ）、一般的信用経済が促進される。

１０・研究及び専門家ファンド（ＳＦＦ）

研究及び専門家ファンド（Ｓｔｕｄｉｅｎ－ｕｎｄＦａｃｈｋｒａｆｔｅｎｆｏｎｄｓ）は、必要な援助手段を含む

研究、鑑定、専門家の財政措置のために使用される０連邦政府と途上国の政府は、ファン

ドから財政措置される個別の任務を調整する。

資金協力の研究及び専門家ファンドは、この任務が規模と独自性のゆえに独自の事業と

して実施されない限り、資金協力事業の準備と後見のために用いられる。

技術協力の研究及び専門家ファンドは、この任務が規模と独自性のゆえに独自の事業と

して実施されない限り、技術協力事業のその他の研究及び鑑定（途上国における私経済の

支援のためのそれを含む）の財政措置（Ｆｉｎａｎｚｉｅｒｕｎｇ）並びに準備に役立つ。小規模（５０

万マルク以下）の他の技術協力任務も、研究及び専門家ファンドによって十分に実施され
うる。
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１１．資金協力一物品援助

差し迫った輸入需要のために、特に経済全体の立て直し努力の一般的支援のために、あ

るいは構造的適合のために、限られた規模で資金協力一物品援助（一般的物品援助）が与

えられうる。一般的物品援助は、とりわけ、生産キャパシティ及びインフラストラクチャ

（例えば、原料及び生産用原料、半製品、補充交換部品及び付属部品、特許及び生産ライ

センス）の維持とより良い利用に役立つ。連邦政府は個別に目的規定を定める。財政措置

される資材及び行為の十般的リストは、原則として、広範な選択の可能性を提供するが、

必要に応じて具体化されるべきである。一般的物品援助は、プロジェクトあるいはプログ

ラムとして検証され、実施されるべき事業の財政措置をしてはならない。

連邦政府の直接行為、貸付、財政貢献

１２．一般論

事業の担当（恥ａｇｅｒｓｃｂａｆｔ）と責任は－またその準備と実施もー「途上国側にあり、途

上国は、最初はドイツ側によって実施される任務も後に引き受け、さらなる助成なしに続

行しなければならない。連邦政府は、実施機関を通じて、途上国に行為の財政措置のため

の資金を使用させ、あるいは行為自体を提供する（直接行為）。両方の場合において、ドイ

ツ側と途上国は調整を図る。

１３．資金協力行為

資金協力において、連邦政府は一国除法上の取り決めに基づき－、貸付または無償資金

供与（ｎｉｃｈｔｒｉｉｃｋｚａｈｌｂａｒｅ Ｆｉｎａｎｚｉｅｒｕｎｇｓｂｅｉｔｒａｅｇｅ）によって事業を促進する。事業の展

開に必要である場合（特に事業の準備と後見のための短期専門家への、そのような目的の

ために形成された運営資金ファンドからの財政措置）、連邦政府は例外的に、小規模の行為

を－」復興金融公庫（Ｋ爪Ⅴ）の提案に基づき－直接提供することができる。連邦政府に

よって促進されるプロジェクト関連の訓練・研修も、直接行為として実施される。

１４．技術協力行為

技術協力において、その任務設定は、連邦政府が行為を－国際法上の取り決めに基づ

き－直接提供することを必要にする。連邦政府によって促進されたプロジェクト関連の

訓練・研修も直接行為として実施される。現地の適切な担い手が事業の計画と実施を自主

的にかつ整然と引き受けることができると保証する場合、資金供与が予定される。建築の

ために、さらなる資金供与が行われる。
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権限

連邦政府の権限

１５．連邦政府の権限

ドイツ側で、連邦政府が協力のための枠組みを定める０連邦政府は、事業の促進のため

の政治的責任を負い、その開発政策的調整とコントロールを引き受ける。連邦政府内部で、

連邦経済協力開発省が権限を有する０連邦経済協力開発省は、１９６４年及び１９７２年の連邦

首相布告に定められているように、連邦政府の職務規程及び当該の権限規程にしたがい、

他の官庁を関与させ、例外的な場合にはこれらに基づき、これら官庁に運営のための資金

を配分する０途上国における協力の調整のために、及び途上国政府と継続的なコンタクト

をとるために、連邦政府は当該の通知（Ｒｕｎｄｅｒｌａｓｓ）及び対外業務に関する法律にしたが

い、その在外公館支所を使用する。

連邦政府は、特に次のことに権限を有する０各国分析（Ｌａｎｄｅｒａｎａｌｙｓｅｎ）、個々の途上

国との協力の目標・規模・手段の確定、事業の選択及び促進の目標と実施についての決定、

資金の準備、途上国との国際法上の取り決めの調整と締結、特に実施機関の報告に基づく、

及び評価に基づく促進の検証とコントロール。

連邦会計検査院及び予備検査部門の検査権は、この限りではない。

実施機関の権限

１６・ドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）及び復興金融公庫（Ｋｆ吋）の権限

ドイツ側により果たされるべき準備と実施の任務のために、連邦政府はドイツの実施機
関を使用する。

資金協力の枠組みにおいて、これは復興金融公庫（ＫｆＷ）であり、貸付（Ｄａｒｌｅｈｅｎ）、資

金供与（Ｆｉｎａｎｚｉｅｒｕｎｇｓｂｅｉｔｒａｇ）、場合により直接行為を行う０ドイツ投資開発協会（ＤＥＧ）

は、一十限られた規模の－一出資（Ｂｅｔｅｉｌｉｇｕｎｇ）及び出資同様の貸付（ｂｅｔｅｉｌｉｇｕｎｇａｅｈｎｌｉｃｈｅ

Ｄａｒｌｅｂｅｎ）が重要である限り委託される。

技術協力の枠組みにおいて、これはドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）であり、連邦政府及び

その機関、特に連邦地球科学原料庁（ＢＧＲ）あるいは連邦物理技術庁（ＢＧＲ）自体によっ

てそれが実施されない限り、諸措置を講じる。

資金協力及び技術協力のプロジェクトあるいはプログラムが直接関係していて、その種

類と規模に応じて、あるいは特別の専門知識のゆえに、共同の実施が目的にかなっている

場合、それらは当該の実施機関によって協力事業として共同で実施される。それぞれの権

限の事業を実施する諸機関は、密接に協力し、調整した提案を連邦政府に示す。各機関は、

新たな審査なしに他の機関の審査結果に依拠すべきである。

１７．実施機関の任務

実施機関に対する連邦政府の法律関係は、法規足にしたがい、また実施機関と締結した
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一般契約及びその他の協定にしたがい、規制される。実施機関への委託は、調整した手続

きにしたがい行われる。

実施機関の任務は、次のことである。事業の選択と準備に際してのドイツ側での協力、

審査、促進の実施（途上国におけるプロジェクト担い手との実施協定の締結、促進の専門

的調整と監督）。事業は、連邦政府の内容的・財政的基準に応じて、実施機関によって自主

的に自己責任の下で、経済性と節約を顧慮して、実施される。重要な疑問に際して、特に

計画されたコンセプトからの逸脱に際して、連邦政府の決定が求められなければならない。

１８．実施機関の権限

それぞれのプロジェクト担い手の影響範囲外でのプロジェクト関連の訓練・研修の実施

のために、実施機関は通常、カール・デュイスベルク協会（ＣＤＧ）、ドイツ国際開発財団（ＤＳＥ）、

ドイツ学術交流会（ＤＡＡＤ）を使用する。実施機関は、その権限の枠内で、連邦雇用庁－

一中央職業紹介部（ＺｅｎｔｒａｌｓｔｅｌｌｅｆｕｒＡｒｂｅｉｔｓｖｅｒｍｉｔｔｌｕｎｇ）－を関与させる。

１９．下部委託（Ｕｎｔｅｒａｕｆｔｒａｅｇｅ）、業務処理契約

連邦政府の直接行為に際して、実施機関は下部委託することができる。ドイツ技術協力

公社はその責務を果たす際、それが目的にかない、経済的であると思われる場合及びその

限り、適切な下部受託者を使用しなければならない。

実施機関は、貸付及び資金供与の枠内で、途上国と業務処理契約を締結することができ、

これに基づき、途上国の名において個々の委託を展開することができる。

事業の出発点と形成

２０．基礎

連邦政府は、協力の基礎及びアクチュアルな問題について、途上国とパートナーシップ

的対話を行う。このための適切な機会は、特に、定期的な政府間交渉、その準備のための

協議である。

対話は利害調整のために行われ、そこでは双方の関心が示され、話し合われる。その際、

連邦政府は、途上国が相応する自己努力によって、連邦政府によって促進される事業と全

体的発展のための適切な構造的前提と枠組み条件をつくりだすことが必要と考える。その

開発政策は、複数の構造、私的イニシアチブ、私経済的要素が認められ、勧められるほど、

ますます成果を生む。

対話において、開発の困難、開発ポテンシャル、これまでの協力の効果についても議論

され、将来の協力の目標・領域・手段が一致の上確定される。

事業の選択

２１．事業の選択
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連邦政府と途上国政府は、協力のための事業を一致の上選択する０その際、途上国の必

要、計画及び促進提案は、外交ルートであるいは他の公的報告によって拘束力を有するか

たちで連邦政府に提出され、また連邦政府の開発政策的目標並びに促進提案が考慮される。

事業の促進に際して、最小限の介入という原則が適用される０これは、事業ができる限

り途上国によって計画され、実施されるということを意味している０促進される事業は、

途上国の構造に適合されなければならない０その際、その開発と移転が協力によって促進

されうる、状況に合致した技術の使用が考慮される０先進国からの見本は、無審査で途上

国に移転されえない０むしろ、途上国の状況、とりわけその実施能力及び整備能力に対応

する解決策が開発されるべきである０促進のさまざまな可能性の下で、途上国のイニシア

チブと負担（Ｔｒａｇｅｒｓｃｈａｆｔ）にできる限りの余地を認める形態が選択される。

事業は個々の途上国において、陰路の克服と途上国の問題の解決にできる限り効果的に

頁献するために、また必要とされていることに実際に役立つために、中心的問題領域にお

いて開始される０さまざまな可能性の下で、遅滞している問題の解決に最もよく貢献する

ことのできる事業が選択される０問題に多様な側面から取り組む、統合的立場が優先され

る０事業はセクターに及び一目的にかなっている限り一地域的に集中され、直接的あるい

は間接的成果によって広範な効果をめざすべきである。

事業の計画と形成

２２．計画段階

促進の基本的計画と準備－「途上国における担い手と共同で－は、その成功にとって

決定的である０その解決に貢献すべき問題は、明確に示されねばならない。目標設定は、

後で成果コントロールのための基準としても適切であるために、詳細かつ明確に、二目

的にかなっている限り一十数量化されたかたちで確定されなければならない。場合により、

計画は初めは事業の進展とともに徐々に、途上国と共同で完全にされ、あるいは変化する

条件に適合される０事業の促進は、有意義な促進目標の達成のために十分な見通し可能な

期間について計画され、財政措置されなければならない０複琴の段階の促進においては、

最初の段階の検証に際してすでに、促進全体の予測される内容臥財政的、時間的枠組み

が見積もられ、評価されなければならない０個々の段階の促進は、事業がその限りでは生

存力があること、あるいはドイツからの促進がなくても後の段階の実施が確実であること
を前提とする。

促進の計画段階において、プロジェクトの成功のためにも、途上国眉身によって実施さ

れるべき必要な補完事業及び継続事業が把握され、その実現の見通しが考慮されるべきで
ある。

事業の準備、計画、実施に際して、目標グループ及び場合により関係住民が関与させら
れるべきである。
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２３．実施のための前提

事業に責任を有する者として、途上国における担い手はその実施と運営ができなければ

ならず、またそれに寄与しなければならない。途上国における担い手は、助言、その人員

の訓練・研修によって促進されうるし（例えば、委託において協力する、あるいは特定の

コントロール任務を引き受ける専門家によっても）、他の援助なしにできる限り早急に事業

を続行することができるべきである。担い手の構造は、技術協力によってつくり出され、

拡充されうる。

事業の実施のための前提は、特に、投入される専門家の十分な安全である０

２４．雇用効果（Ｂｅｓｃｈａｆｔｉｇｕｎｇｓｗｉｒｋｓａｍｋｅｉｔ）

開発政策上有意義な資金の使用の枠内で、納入と行為の授与に際して、ドイツ連邦共和

国における雇用効果が考慮されるべきである。その際、連邦政府は国際競争の原則を義務

づけられている。

２５．プロジェクトの成功の保障

プロジェクトの成功を保障するために、連邦政府による人的・物的後見（Ｎａｃｈｂｅｔｒｅｕｕｎｇ）

が必要である（例えば、短期助言者、補充交換部品の納入）。

途上国の成員の訓練・研修は、協力事業に降し途上国との取り決めにおいて、訓練され

た現地の専門家が適切に協力することができ、それによって促進の期間が限定されうるよ

う、早期に－場合によっては事業の開始前に－問始される。

２６．途上国の行為（Ｈａｎｄｌｕｎｇｅｎ）

連邦政府は、促進の成功を確保するために、それが必要あるいは目的にかなっている限

り、途上国の一定の行為を要求あるいは勧告する。それは、その履行が正当に行われる、

あるいは正当に行われることが期待されうるようなものであるべきである。行為は、プロ

ジェクト関連の問題（とりわけ協約形成（Ｔａｒｉｆｇｅｓｔａｌｔｕｎｇ）、助言者の介入、組織的前提の

創出）に、また事業の周辺における適切なセクター、サブセクター、地域の構造の創出に

も関係することができる。それは、事業の目標達成のために必要である限り、他の二国間

及び多国間のドナーの対応する事業と一致しているべきであるム

行為・手段・ドナーの調整

２７．行為・手段・ドナーの調整

事業の促進のためのドイツの行為は、まとまったものとして計画及び実施され（例えば、

物的投資、後見（Ｂｅｔｒｅｕｕｎｇ）、訓練・研修）、事業の目標にとって最大の利益をもたらすよ

う選択される。

個々の途上国において、資金協力と技術協力は密接に調整されて計画及び実施され、ド
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イツの協力の他の手段とも、また適切な場合には私経済の協力とも調整される。個別のプ

ロジェクト及びプログラムは、それが－１６を前提として一一協同事業として実施される

ときにのみ、同時に資金協力と技術協力によって促進される。協力は、私的財政資金にと

って代わったり、それを排除したりするべきでなく、むしろその活発化を促すべきである。

協力は一目的にかなっている限り－、他の二国間及び多国間ドナーと調整される。これ

は、とりわけ二国間コンサルテーション（例えば、他の先進国、ＥｔＪあるいは多国間ドナ

ーとの）において、あるいは世界銀行助言者グループなどの調整委員会において、行われ

る０その際、協力の枠組条件及び途上国の自己努力も話し合われる。

事業の財政措置

連邦政府及び途上国の貢献

２８．連邦政府及び途上国の貢献

連邦政府、途上国－場合によっては他のドナーーの貢献は、事業全体に必要な支出

（投資コストと経常コスト）に基づき、厳密かつ包括的に確定される。予算状況及び収支

決算の一般的言明の枠内で、途上国の将来の負担総額（将来コストを含む）と必要な貢献

を調達するための能力が見積もられる。途上国の公的予算からの資金が用立てられねばな

らない限り、途上国は、それを事業の担い手に適宜使用させること、場合により年間予算

に入れられることを、約束しなければならない。

２９．途上国の行為

事業及び手段の種類に関わりなく、通常、特に途上国の以下の行為が取り決められる。

財政措置全体の確保、土地と建物の用意、専門家及び援助者の適宜の投入、専門家の訓練・

研修に際しての協力、助言専門家の支援と保護、必要な認可の付与、任務に関連してドイ

ツの実施機関の途上国における税金・公課の免除、連邦政府の直接行為における物品納入

における途上国での税金・公課の免除、場合によりプロジェクト担い手によるこれら公課

の引き受け（途上国における調達に際して、それにより不適切な作業コストが生じる場合、

免税は行われない）。

３０．連邦政府の貢献

ドイツの貢献の種類と範囲は、事業の状態と必要にしたがう。

技術協力事業における以下の行為は、連邦政府によって引き受けられるべきであり、途

上国によって行われるべきではない。派遣専門家の宿泊またはその宿泊のための費用の引

き受け（宿泊の可能性がない場合、それが全体費用や専門家の活動期間に関して正当化で

きるときには、技術協力の資金から財政措置される）、派遣専門家の出張費用、納入された

材料のための途上国で生じる輸送経費・保険経費。
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３１・．為替コストと国内コスト

ー般的に、外国の通貨において生じるコスト（間接的為替コストを含む）は連邦政府に

よって負担あるいは相応する行為が行われ、また、現地通貨において生じるコスト（国内

コスト）は優先的に途上国の事柄である、ということが前提とされる。

開発政策上の優先順位が高い事業において国内コストが共同財政措置される限り、その

額と割当は、資金の効果的投入の観点により、また途上国の適切な自己関与の必要により、

決定される。

国内コストの一部または全部の負担は、途上国において国内コストの負担が不可能であ

ったり、期待できない限り、以下の場合に可能である。

・ＬＤ Ｃ

・ＬＤＣ以外の国で、当該住民が直接的に関与する貧困克服の分野、環境・資源保護、

基礎教育・職業教育、人口政策を含む保健制度

・イノベーション試行の地域的あるいは地域を越える意義を有するパイロット事業、研

究・開発事業

資金協力の一般的物品援助において、国内コストは一般に、国内輸送、保険、取り付け

の行為についてのみ引き受けられる。

経常コスト

３２．途上国経常コスト

事業の運営と維持のための経常コストは、原則として途上国自身によって負担される。

３３．経常コスト

継続的な目的達成のために必要で、途上国自身によって経常コストの一部または全部の

引き受けが期待されない場合、例外的に、経常コストは連邦政府によって一部または全部

が財政措置される。これは、特に以下の場合に適用される。

・ＬＤ Ｃ

・い〕Ｃ以外の国で、当該住民が直接的に関与する貧困克服の分野、環境・資源保護、

基礎教育・職業教育、人口政策を含む保健制度

・途上国にとってそのような事業のリスクの引き受けが期待できない限り、イノベーシ

ョン試行の地域的あるいは地域を越える意義を有するパイロット事業、研究・開発事

業

事業によってつくり出される施設はすその期間は途上国が自ら継続すべきであるので、

連邦政府による経常コストの支払いは、見通し可能な期間に限られる。経常コストの引き

受けの前提は、途上国と連邦政府によって負担される経費割合についての計画、途上国に

よる漸進的引き受けについての計画である。この計画は、全体計画の一部である。
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代償資金（Ｇｅｇｅｎｗｅｒｔｍｉｔｔｅｌ）

３４．代償資金

協力に際して途上国の通貨における収入が生じた場合（例えば資金協力条件付分割（５６）

によって、さらに途上国政府による物品・輸入ライセンス・外貨の売却において）、それは

連邦政府の口座に入れられない（ドナー独自の代償資金ではない）０代償資金が具体的な開

発政策目標のために使用されるということ（例えば、特定の植林・侵食防止プログラム、

資金協力または技術協力の事業のための国内コストの財政措置、ドイツ企業と現地パート

ナーとの合弁会社、リボルブの小規模信用ファンド）が、－資金協力貸付の償還期間分

割の際を除き－できる限り、途上国政府と協定される０前提となるのは、最終的あるい

は長期的に生じる特記すべき規模の代償資金が重要だということであり、途上国の法律に

よって認められるということである０そのような代償資金の確定の前提は、一般的にさら

に、連邦政府の見解にしたがって資金が使用される、相応の優先的使用目的が、′すでに存

在しているか明確になっているということである０目的設定は適切な期間及び－リボル

ブのファンドを例外として－最初の投入に限定される０途上国は、協定された目的のた

めの代償資金の使用について報告すべきであり、あるいは場合により、協定の履行につい

て他の適切な証明を行うべきである。

開発銀行への資金協力貸付において、開発銀行自身が借り手であって途上国政府が借り

手でない限り、具体的な開発政策目的のための利子分割資金の確定は必ず行われる。

開発銀行に用立てられる貸付全体は、一般的に、リボルブで投入される０すなわち、最

終信用受供者の償還額は、貸付全体への償還が必要とされない限り、新たに借款のために
使用される。

約束と国際法上の取り決め

３５．約束

連邦政府は途上国に、政府間交渉において、あるいは途上国政府への公的通知によって、

国際法上の取り決めの締結を留保して、適切な事業の促進を約束する。約束は複数年のも

のとして行うことができ、相応する年の約束を前もって行うことができる。途上国に複数

年約束の期間が伝えられたとしても、期間の経過後に新たな約束への要求は生じない。

国際法上の取り決め

３６・国際法上の取り決めの対象

個々の事業の促進は、連邦政府と途上国政府との間で、国際法上の取り決めにおいて合

意される０取り決めは、資金協力においては、原則として政府間協定のかたちをとる。技

術協力事業についての取り決め、既存の資金協力協定の変更についての取り決めは、一般

に、覚書交換というかたちで行われる。

研究・専門家ファンドから財政措置される個々の任務については、原則として、独自の
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国際法上の取り決めは行われない。

途上国と合意して行われる資金的に小規模の行為（例えば小規模物品引渡し、６か月ま

での短期専門家活動）においては、形式的な取り決めは行われなくてもよい。さらに、地

域的事業及び地域を越える事業において、直接的な契約パートナーが自由にならない場合、

場合により関与する途上国と行為が調整されている場合、国際法上守られる反対給付なし

でも事業が実施可能な場合（例えば専門家のための保護権）、形式的な取り決めは行われな

くてよい。

管理の単純化に役立つ限り、取り決めは複数の事業を包括する。

取り決めは、見本テキストに対応して、主要な点に限定される。特に、以下の点である。

目標設定、ドイツの貢献の使用目的と範囲、実施機関の免税及び公課免除を含む途上国の

行為、促進される事業の検査の留保、実施契約のためのドイツ法の適用。詳細は、実施機

関の協定において定められる。

３７＿．大綱条件′

枝術協力の基本ルールと大綱条件について、見本テキストにしたがく政府間協定という

かたちでの大綱協定が途上国と締結される。それは特に、協力の種類と領域、両国の行為

と貢献、専門家の権利と義務を定める。

３８．国際法上の取り決めの公表

政府間協定、既存の政府間協定を変更する覚書交換というかたちでの国際法上の取り決

めは、重要な理由がない限り、連邦官報第ⅠⅠ部において公表される。

事業の審査

事前表明（Ｖｂｒａｂｓｔｅｌｌｕｎｇｎａｈｍｅ）

３９．事前表明

連邦政府は審査の前に、通常、促進が提案された協力事業についての実施機関の最初の

態度表明（事前表明）を求める。事前表明は、事業の最初の専門的・開発政策的判断を可

能にし、事業の審査能力・審査評価性を明確にするのに役立つ。事前表明は、事業の目標

と準備状況について記述し、予定される財政措置のほかに予測されるコストを挙げ、実施

と後見の専門的・技術的問題（批判的側面とリスクを含む）について意見を表明し、連邦

政府の開発政策的評価のための示唆を与える。実施機関は、自己イニシアチブにおいて、

プロジェクト提案について態度表明を行うこともできる。

審査の内容

４０．プロジェクト及びプログラムの審査

連邦政府が事業を促進する前に、以下のことが審査される。
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・ドイツの開発政策の一般的原則にしたがい、セクターの促進基準にしたがい、本指針

にしたがい、また途上国の優先度を考慮して、それぞれの事業が促進に値するかどう
か

・協力資金は、どのくらいの範囲で、どのような方法で、事業のために使用されるべき
か

プロジェクト及びプログラムの審査は、以下のことを含む。

・途上国の経済全体の状況、セクター分析及び場合により・地域分析というかたちでのプ

ロジェクトあるいはプログラムのための需要証明０その際、開発政策上の判断も実施

機関によって明確にされるべきである。

・エコロジー的影響（環境適合性審査）を含む技術的形態（設計、実施、運営）。

・担い手の法的基盤、組織、運営、経済状況（プロジェクトあるいはプログラムを自主

的に実施し、継続する能力を含む）、場合により専門家による後見、必要な訓練・研修。

・全体コスト（為替コストと国内コスト）とその財政措置、人的・物的行為、個々の関

与者の財政的貢献

・国民経済学的・社会経済的・社会文化的影響、経営学的考察、リスクと成果見通し（勧

められる行為の実現可能性を含む（２６））、プロジェクトあるいはプログラムに対する

目標グループの態度。

審査は、オールタナティブな説明と実施の可能性及び優先順位も取り扱う。

４１・審査の支援のための研究及び専門家ファンド（ＳＦＦ）

研究及び専門家ファンドは、ファンドの必要性、その目的、規模、進展について示す、

実施機関の実施提案に基づき設置される。

実施機関は、ファンドから財政措置される、途上国政府と合意される（１０の第１段落）

個々の任務についても、連邦政府の合意を求める。

研究及び専門家ファンドから財政措置される他の小規模の技術協力任務（１０の第３段楽）

は、他のプロジェクトやプログラムと同様に審査される。

審査の手続き

４２．事業の審査

促進を提案された事業が連邦政府の見解により審査に値する、審査能力があるとされた

場合、連邦政府は当該の実施機関に審査を委託する０審査の委託について、連邦政府は途
上国に知らせる。

実施機関は、独自の判断と独自の責任において、連邦政府と合意した審査基準

（Ｍｕｓｔｅｒｇｌｉｅｄｅｒｕｎｇ）にしたがい、事業を審査する。審査に際して、さまざまなセクター・

サブセクターに適用される指針（セクターペーパー）も考慮される。審査は、事業のそれ

ぞれの状態と性質に応じて行われ、主要な問題に集中する０実施機関は、義務的な裁量そ
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れ自体により、どの問題を重点的に審査するか決定する。実施機関は、審査基準からの逸

脱を審査報告に書き留め、理由を述べる。連邦政府はいつでも付加的な条件を課すことが

でき、あるいは審査報告の個々の点について補完を要求することができる。十分な審査が

なくても促進の妥当性が明らかに認められる場合、連邦政府の限られた審査委託が例外的

に認められる。

審査報告が専門的な国際的あるいは国内的開発援助機関に提出される場合、実施機関は

報告に基づき判断することができる。実施機関の先行した審査に基づき事業が十分と判断

される場合、判断は実施機関の補完的態度表明というかたちで行うことができる（例えば

最終プロジェクト、連合プロジェクトあるいは平行プロジェクトにおいて）。

４３．審査の結果

審査を委託された実施機関は、審査の結果を極秘の報告で連邦政府に提出する。報告は、

事業が促進されるべきかどうか、促進されるとしたらどのような規模・種類・方法で行わ

れるべきかについての提案を含む。提案は、個々の経済的・社会経済的・社会文化的審査

結果の吟味と評価に基づき、その際、ある分野における批判的結果は他の分野における肯

定的結果によって相殺されうる。

審査報告は、正当な関心がある場合、極秘性と管理費用の観点で正当化される場合、事

業の整然とした実施が妨げられない場合、及びそれにより途上国との関係に負担が生じな

い場合、途上国の政府と担い手、第三者（例えば他の二国間あるいは多国間ドナー）に、

全部、一部あるいは主要部分が知らされる。

促進妥当性の決定

４４．促進妥当性の決定

連邦政府は、審査に基づき、事業を促進するかどうか、どのような規模・種類・方法で

行うか、決定する。連邦政府は促進妥当性を決定すると、途上国の政府に伝え、当該の実

施機関に促進の一層の進展を委託する。否定的決定においては、途上国に拒否の主要な理

由が伝えられる。

事業の促進

４５．事業の促進

ドイツの行為は、実施機関が促進の計画と実施について詳細に話し合う、途上国におけ

る担い手と密接な合意において行われる。

実施協定

４６．実施協定

国際法上の取り決め及び政府間協定に基づき、実施機関は途上国における当該部門と、
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促進の技術的詳細について私法上の契約を結ぶ０それは、場合により、特別の協定により

補完される０これらの契約の基となる見本、個別の逸脱は、連邦政府と調整される。

実施契約は、小規模の技術的に単純な事業で、担い手の行為の確定が実施契約において

必要とされていない場合（例えば政府助言者）、特に技術協力において不可欠である。さら

に、地域を越える事業のための直接的行為においては、関与する途上国の代償行為が必要

とされない場合、実施契約は結ばないことができる。

研究及び専門家ファンドから財政措置される個々の任務について、独自の実施契約は結
ばれない。

実施協定は、特に、以下のことについての規則を含む０促進の管理目的と行為について、

事業及びその促進の目標、時間的・組織的・技術的経過について、契約義務が含まれてい

ない場合には帰結について（場合により促進の中断）。

報告

４７．進展報告

実施機関は、事業及びその促進の進行についての報告を、連邦政府に定期的に提出する。

報告は、特に、実施状況、計画と財政措置（とりわけ時間計画、コスト計画）の遵守、生

じている困難（例えば、誤った方向への進展）、目標達成の予測、大綱条件の変更について

述べ、場合により、行動提案を含む０重要な機会に、別の報告が提出され、あるいは連邦

政府により要求される０プロジェクトの進展についての報告は、とりわけ、現地のプロジ

ェクト担い手あるいは現地の職員の報告、あるいは実施機関のプロジェクト訪問からの認
識に依拠することができる。

連邦政府は報告を評価し、そこから実施の継続、場合により促進の延長のための必要な
結論を引き出す。

４８．最終報告

促進の終了後、実施機関は、連邦政府に、目標達成、効果、得られた経験を含む詳細な

報告を提出する０連邦政府は、原則として、途上国にその主要な内容を伝える。

検証

４９．検証

事業の促進のための開発政策上の責任の行使において、連邦政府は、継続しているある

いは終了した事業の実施状況と目標達成について調べ、一層の促進のための勧告、協力の

一般的問題についての勧告を作成するために、特に－一途上国及び実施機関と調整の上で、

場合により外部の専門家の関与の下で－評価を行う。
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ドイツ経済への周知、協力のデータの公表

５０．ドイツ経済への周知

ドイツ経済は、協力の事業における納入可能性・行為可能性について、特に既定の公募

及び参加競争について知らされる。公募についての周知は、納入委託・行為委託の種類も

含む。

ドイツ経済への周知は連邦貿易情報庁（ＢＩＡＩ）の義務であり、同庁はこの任務を連邦政

府及び実施機関と密接に調整して、できる限り早期に行う。

連邦貿易情報庁による経済界への周知は、プロジェクトの準備と審査のさまざまな段階

で集積する資料と報告を基盤として行われる。連邦貿易情報庁は、プロジェクトの情報と

事前情報のために適した作業資料を評価のために得る。

周知は、資金協力においては、以下の４段階の情報システムによって行われる。

・肯定的事前表明に際して

・審査の委託に際して

・行為の委託に際して

・公募の提出に際して

技術協力においては、ドイツ経済は連邦貿易情報庁によって、そのつどの委託の規模に

合わせて、特に以下のような情報を与えられる。

・１０万マルクを超える物品納入委託に際しての事前情報、長期専門家の投入を伴う新規

コンサルティング委託に際しての事前情報

・ドイツ技術協力公社から伝えられた公募の早急な公表

・小規模物品納入委託のための生産グループ毎に区分された四半期の見通しの公表

５１．協力のデータの公表

協力事業の詳細は、個別に特に極秘性あるいはその他の理由に反しない限り、一般に周

知される。原則として、事業及び約東毎の途上国のための協力の一覧（個々の事業のため

の承認された資金を含む）、事業の概要が周知される。

自然災害及び政治危機における緊急手続き

自然災害、戦争、内戦あるいはその他の武力紛争によって生じた被害を除去するために、

措置の早急な開始と迅速な実施が必要な限り、特別の手続きが適用される。開発政策的な

結果除去（再建援助）は、連邦政府の人道的援助が行われる場合、時間的・内容的にでき

る限り直接それに結びつけられるべきであり、特別な場合－長期的危機－並行的にも

投入されるべきである。連邦政府がその開始について決定する手続きは、以下から成る。

・現地の短期間での必要声明

・実施機関の審査報告

・連邦政府による決定
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・連邦政府と調整した実施機関による実施中の詳細計画の確定／検証

現地の必要声明は、連邦政府の要請にしたがい、実施機関によって行われるか、実施機

関がすでに実施したあるいはまだ継続中の緊急援助措置を考慮して早急に審査報告を作成

する０そこには、提案された措置の早急な開始と迅速な実施がどのように行われるか、実

施のための詳細計画がどのように作成されるか、示されるム実施機関は、審査報告を連邦

政府に送付する。これに基づき、連邦政府は時間的に短縮された手続きにおいて促進につ

いて決定し、手続きの迅速性が必要とされる限り、４０の意味における個別基準の放棄につ

いて決定する。

技術協力の枠内における行為において、また資金協力補助金において、連邦政府と受け

入れ国との間で事業についての原則的了解が文書で確定されている場合、国際法上の取り

決めを締結する前に事業を開始することができ、支払いを行うことができる。

政治的危機（戦争、内戦、その他の武力紛争）において、外務省との密接かつ持続的な

調整において、再建援助が行われ、特別の緊急の必要がある場合には、第１～３段落を準

用する０この場合、外務省との了解において、文書による先の了解の条件を放棄すること

ができる。

その他、本指針の規定が準用される。
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ⅠⅠ・．資金協力のための特別規定

規定、任務、実施形態、権限

５２．資金協力規定

資金協力について、本指針第Ⅰ部の規足及び５３－８０の補完規定が適用される。

資金協力の任務と行為は、４及び６から生じる。

資金協力の事業は、通常、途上国によって、例外的に連邦政府の直接行為によって展開
される（１３）。

貸付、財政貢献、場合により直接行為のための実施機関は、復興金融公庫（Ｋ岬）であ

る０－限られた範囲での－出資及び出資同様の貸付の場合、ドイツ投資開発協会（ＤＥＧ）
に委託される。

５３．資金協力の行為

事業のための行為は、まとまったものとして計画及び実施される（２７第１段落）。事業の

準備と後見のための研究と専門家は、目的適合性に応じて、研究及び専門家ファンドから

財政措置され、あるいは自己の行為として、プロジェクト関連の訓練・研修は連邦経済協

力開発省により形成された特別のファンドから財政措置される。

提供と建物監督の詳細計画、公募、評価に際しての技師行為の財政措置は、原則として、

主要投資の資金から、その構成部分として行われる０通常、納入と結びつけられる助言と

訓練は、その構成部分として、納入者によって行われる（例えば機器の使用における指示）。

資金協力措置のプロジェクト関連の準備と後見は、途上国または復興金融公庫によって、

助言技師及びその他の専門家と並んで、ドイツ技術協力公社にも委託されうる。

条件

移転条件

５４．移転条件

資金協力貢献の財政措置条件は、個々の途上国の経済状況、特に発展状況、対外経済の

達成力及び負債状況に合わせられる０例外的に他の条件が定められない限り、現在、以下
の３つのカテゴリーがある。

Ｏ ＬＤＣは補助金を得る０補助金の供与は、さらに、以下の場合にＬＤＣにおいても可能
である。

・女性の社会的地位の改善に役立つ措置

・貧困克服のための自助志向の措置

・中間企業の信用保証ファンド

・社会的インフラストラクチャの事業

・環境・資源保護の事業
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○原則として、特に有利なＩＤＡ信用条件のためのそのつどの世界銀行ルールにある（す

なわち、例えば１９９６年の新約束では一人当たり収入が１９９４年ベースで１，３９５ＵＳドル）、

すべての途上国は、利子０・７５％、期間４０年、１０年間はＦｒｅ帥ｅｎという条件で信用
を得る。

○その他の途上国には、利子２％、期間３０年、１０年間はＦｒｅ軸ｒｅｎという条件で信用が
供与される。

○資金協力結合財政措置の枠内で、資金協力貢献は原則としてＩＤＡ条件で行われる。

財政措置貢献によって、さらに、４及び５３に挙げられた後見及び通常は準備（研究及

び専門家を含む）が財政措置される０進展した途上国において、経営学的に採算の合う事

業のための準備は貸付という方法でも財政措置されうる０提供及び建物監督の詳細計画、

公募、評価における技師行為は、主要投資と同じ財政措置条件を有する０直接行為（プロ

ジェクト関連の訓練・研修を含む）は無償である。

Ｗｅｉｔｅｒｌｅｉｔｕｎｇｓｋｏｎｄｉｔｉｏｎ

５５・Ｗｂｉｔｅｒｌｅｉｔｕｎｇｓｋｏｎｄｉｔｉｏｎ

プロジェクト担い手が資金を得る条件は、資金協力貢献の途上国への移転条件とは異な

る（条件分割）ｏＷｅｉｔｅｒｌｅｉｔｕｎｇｓｋｏｎｄｉｔｉ。ｎは、当該国の通常の信用条件を考慮して、事業の

種類及び経済的収益力にしたがうｏＷ６ｉｔｅｒｌｅｉｔｕｎｇは担い手への貸付、財政貢献あるいは自
己資本として行うことができる。

途上国の政府への開発銀行財政措置（Ｅｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇｓｂａｎｋｅｎｈａｎｚｉｅｒｕｎｇ）のために与え

られる資金協力貢献は、原則として、貸付あるいは出資として転送される。開発銀行によ

って負担される利率（Ｅｉｎｓｔａｎｄｓｚｉｎｓ）はｈ当該国の通常の利子に合わされた最終信用利

率を前提として－、消費の応分の補償のために（管理コスト、リスク補償）、また自己資

本の適切な利息のために、十分なマージン（銀行マージン）が残るように定められる。・こ
れは一般に３％となる。

通貨リスク

５６．通貨リスク

貸付及び財政貢献の通貨は、ドイツ・マルクである０貸付の恥融ｅｉｔｕｎｇにおいて、途

上国の政府はプロジェクト担い手の通貨リスクを免除すべきである０これは特に、開発銀

行貸付からの最終信用受供者にあてはまる０この場合、通貨リスクは、利子分割資金から

供給されうるし、開発銀行における特別ファンドによって、特別の相場リスク保証によっ

て、あるいは開発銀行における利子分割等価資金の一部の借方記入によっても、返済され
うる。
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専門・家

５７．専門家

資金協力専門家、とりわけ資金協力事業の準備・後見・監督のための技術助言会社は、

途上国における担い手によって委託され、途上国の担い手と契約を結ぶ。小規模の行為で

あって、それにより事業の展開が容易にされる場合（１３）、例外的場合にのみ、技術助言会

社あるいは専門家は、自己責任において、直接復興金融公庫によって、途上国の通知によ

り、委託されうる。その派遣については、原則として、技術協力専門家の派遣と同様の規

定が適用される。

専門家の義務と権利は、委託者とのそのつどの契約から生じる０

手続き

事業の審査

５８．事前表明、促進妥当性

連邦政府は、通常、促進のために提案される協力事業に対する実施機関の事前表明を求

める（３９）。

事業は、促進妥当性の決定の前に、４０－４３（４０、４１、４２、４３）の原則にしたがい、審査

される。付加的に、以下の規定が適用される。

５９．審査の前提

審査の前提は、事業の判断を可能にする審査可能な資料（例えば計画資料を伴う事前研

究、実施可能性研究）である。資料は原則として、途上国が用意し、提出する０実施機関

は、事前表明において、提出された情報及び資料に基づいて審査が可能かどうかについて

も表明する。実施機関は、さらにどのような資料が用意あるいは作成されねばならないか、

確認する。途上国が審査可能な資料を提出できない場合、連邦政府は適切な貢献（例えば

判定の財政措置、（実施可能性）研究、補充調査）によって、審査可能性をもたらすよう援

助することができる。

小規模の事業において、審査のために必要とされる資料には、個別に確認できるより少

ない要求がなされうる。

６０．審査対象

連邦政府によって開発政策的に重要とみなされる既存の大規模施設において小規模の部

分投資がなされる場合、審査には、需要と客観的な投入の確認、－事業全体の技術的複

雑性により－予定される部分投資の技術的・経済的に適切な形成、部分投資の適切な利

用と整備のための担い手の能力が含むまれる。

開発銀行あるいは同様の機関による促進において、審査は、途上国の開発政策的・経済

的状況、促進される経済セクター・信用セクターの分析、最終信用受供者の目標グループ
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とその達成可能性、開発銀行の制度的側面、業務政策（主動的業務、受動的業務）と活動

方式、業務発展と財政状況、開発銀行の開発政策的意義と資金需要に及ぶ。

８の第１段落第５段の意味におけるセクター関連プログラムの促進の審査には、予定さ

れる物品及び行為の需要とコストの確認、予定される調達手続きの適切な使用と実施のた

めの担い手の能力が含まれる。

連邦政府は、途上国の経済的状況に基づき、一般的物品援助のための前提を審査する。

場合により、目的税走の確定のために、復興金融公庫の態度表明が求められうる。

６１．審査の実施

審査の実施のために、並びに事業及び暫定的審査結果について途上国の当該部署との話

し合いのために、実施機関は通常、審査グループを派遣する。

貸付契約、財政措置契約、投資契約

６２．復興金融公庫による契約

復興金融公庫は、貸付についての契約（４６）（貸付契約）において、財政貢献についての

契約（４６）（財政措置契約）において、場合によりプロジェクト担い手との契約において、

以下のことを規定する。契約額と使用目的、貸付に際しては償還と利子、支払手続き、委

託、使用コントロール、報告、契約義務が遵守されない場合には帰結、事業の整然とした

進行と成功のために必要とされる、あるいは目的にかなっている、その他の詳細。

復興金融公庫は、途上国自身が借り手でない場合、支払い義務の履行に関する保証契約

を途上国と結ぶ。貸付に際して、起こりうる紛争は仲裁裁判所によって調停されるという

ことが仲裁協定に定められる。

途上国における非政府機関あるいは地方の担い手への資金協力補助金において、誤った

使用のゆえに起こりうる受取人の償還義務を確実にするための現地政府の保障声明は、原

則として必要である。以下の場合、この原則から、例外的に逸脱することができる。

１．現地政府が保障声明の交付を拒む場合

２・第三者によって代行されない、あるいは経済的に代行されない費用も調達されうる場
Ａ
口

３・受け手国の政府が事業に合意したことを明らかにし、事業を実際に妨げないこと、及

び起こりうる償還要求に際して受け手ではなく連邦政府を支援することを義務づける

場合

６３．ドイツ投資開発協会（ＤＥＧ）による契約

信託の出資について、ドイツ開発投資協会は他のパートナーと投資契約を結ぶ、あるい

はその定款に応じて既存の企業に参加する。その際、特に以下のことが定められる。団体

の目的と出資額、払い込み条件、投票権・コントロール権・共同発言権に応じた共同出資
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者の地位、積立金形成、出資分の譲渡、収益及び場合により清算剰余金の配分。

出資同様の貸付に際して、ドイツ投資開発協会はパートナーと契約を結ぶ。契約は、貸

付の出資への変更の権利を予定し、配当金への参加を定め、共同出資者の地位に応じた会

社への影響もできる限り確保すべきである。出資同様の貸付が他の方法で守られていない

限り、ドイツ開発投資協会は途上国の政府あるいは中央銀行と、保障契約を結ぶ。そのほ

か、両者は契約から生ずる争いの調整のための仲裁手続きについて協定する。

委託授与

６４．委託授与のための一般的規定

通常、納入及びそれと関連する行為のための委託授与に先立ち、公募が行われる。公募

は、十分な競争に際して、ドイツ連邦共和国に居所を有し、ここでその経済活動の主要部

分を行い、本質的に他の国からの納入や行為に手を出さない企業に限定されうる。競争の

ゆがみあるいは技術的理由により正当化される場合（例えば、つながりのある契約）、フリ

ーハンドの授与を行うことがで、きる。提供の適切性（価格と行為の関係）は、検討される。

委託授与の手続きは、できる限り早期に明確にされる。委託授与及びドイツの財政措置分

担分の使用のための可能性は、実施契約において確定される。

受け手国の提供者の納入及び行為は、それが事業の性質のゆえに（例えば小規模、地域

的拡散）あるいは技術的理由から提供される場合、特に問題となる。

一般的物品援助のために公募が必要とされるのは、・例えば納入の種類・量・価値により

それがふさわしいと思われる、あるいは公募が一般的であるといった、特別の場合のみで

ある。

６５．技術助言会社への委託

技術助言会社への委託は、特別の業績比較に基づき行われ、公募という方法では行われ

ない。判断に際して、提供の質が優先的に考慮されるが、行為と価格が不均衡であっては

ならない。

６６．輸送のための契約

協力の事業のための海上輸送、航空輸送、陸上輸送において、公正な競争条件が確保さ

れなければならない。交通企業の自由な選択という原理が適用される。途上国は、ドイツ

の交通企業の同等の関与を排除したり、困難にしたりしてはならない。

委託授与の審査

６７．委託授与の審査

委託授与は－直接行為における場合を除き－、実施の一部として、途上国における

担い手によって行われる。協定の維持及び整然とした授与手続きは、国際的に一般的な方
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法にしたがい、復興金融公庫によって監督される０この目的のために、途上国における担

い手は、公募の際に復興金融公庫に態度表明のために次のものを提出する。公表の前に公

募資料、委託授与の前に提供の比較評価など助言技術者の所見とともに根拠のある提案、

納入契約・行為契約の草案０小規模委託において、復興金融公庫は公募資料・授与提案の

提出を求めないことができる。▲

助言会社への委託は、専門的・人的・組織的・財政的クオリフィケーションを必要とす

る０復興金融公庫は、参加競争の実施（プレクオリフィケーション）への同意権、プレク

ォリファイされた企業（ショートリスト）・志願者の選択への同意権、行為契約への同意権

を留保する。

支払い手続き

６８．支払い手続き

貸付及び財政措置貢献は、原則として、事業の進展に応じて受け取り人の要求に基づき、

復興金融公庫によって支払われる０その際、受け取り人は復興金融公庫と調整して、次の

手続きの中から選択することができる０償還手続き（途上国によって立て替えられた額の

償還）、直接支払い手続き（復興金融公庫が直接、給付者あるいは行為者に支払う）、信用

補償手続き（信用から生ずる支払いの償還）。

契約パートナーが事前金融のために不可能、あるいは他の手続きは遅れて効果を現す場

合、特に、適切な自由裁量資金が受取人に用立てられる０自由裁量資金は、翌月の支払い

需要に応じて支払われ、補填される。

ドイツ投資開発協会は、促進されている企業の資金需要に応じて、出資あるいは出資同

様の貸付への支払いを行う。

開発銀行

６９．開発銀行

開発銀行からの財政措置による最終信用は、開発銀行による供与の前に、同意を求めて

復興金融公庫に提出される。経験のある開発銀行には、自己責任において個々の最終信用

について決定する、免税限度が認められうる。

報告と監督

７０．報告と監督

報告は、４７及び４８にしたがい行われる。

復興金融公庫は、受け取り人により資金が契約に沿って使用されるよう留意する。事業

の完成あるいは開始の後、復興金融公庫は技術的・財政一銀行的終了コントロールを行い、

それについて連邦政府に報告する０事業の効果が見通し可能になるとすそに、復興金融公

庫はそのほかに、事業に結びついていた期待がどのくらい満たされたかについてＳ。１トＩｓｔ
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比較により確認するために、国民経済学的・経営学的・社会経済的視点を考慮して、効果

の詳細な最終審査を行う。

出資及び出資同様の貸付において、ドイツ投資開発協会は、監督機関の協力によって、

また自らのコントロール権によって、促進された企業の業務執行を監督する。

支払い遅延

７１．支払い遅延

途上国によって行われなかった支払いは、段階的に督促される。途上国の支払いの遅れ

が不規則な場合、連邦政府は、このために予定される規定にしたがい、資金協力の継続に

ついて決定する。

出資及び出資同様の貸付

７２．出資及び出資同様の貸付

出資のための資金協力資金の信託的使用において、出資の獲得あるいは出資同様の貸付

の授与が問題となりうる。企業の責任資本の割当分がそれと結びついた権利及び義務とと

もに引き受けられる場合、出資が行われる。目的・条件・規模により出資の性格をもつ場

合、貸付は出資同様となる。それは、出資同様の性格を考慮して、償却され、利子が付さ

れる。

出資及び出資同様の貸付のために、明確に特別のことが規定されていない限り、本指針

の規定が意味に即して適用される。

他のドナーとの共同財政措置

７３．共同財政措置

それが可能で有効である限り、他の二国間あるいは多国間ドナーと協力した事業の促進

が計画され、実施される。これは、特に、使用できるドイツの資金が十分でない場合、あ

るいは経験をたばねるため、また事業の起こりうるリスクを分散するために、行われる。

これは、個々のドナーの経験状況にしたがい、早期のコンタクト受け入れと任務配分を必

要とする。

７４．並行財政措置

あらゆる寄与者が他の関与者と調整して事業の限られた部分を促進する、並行実施（並

行財政措置）が優先的に行われる。ドイツの貢献のために、原則として、協力の一般的な

規定が活用される。

事業の促進がさまざまな部分に分けられない場合、それぞれの寄与者が総コストのうち

他の関与者と調整した割合を引き受ける（共同財政措置）。関与者は共通の実施手続きを確

定するが、その際、ドイツの貢献のための事項のために、通常のドイツの規定から逸脱す
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ることも可能である。国内コストが財政措置される場合、応分の共同財政措置が努力され

る。

７５．共同財政措置の審査

共同財政措置の審査は、通常のように、復興金融公庫によって－場合により他の共同

資金提供者の審査報告に基づき－、あるいは他のドナーと共同して復興金融公庫によっ

て、行われる０場合により生ずる上乗せに際して、それぞれのドナーがこれまでの貢献に

応じて関与することが努力される０共同財政措置について、通常の国際法上の取り決め及

び実施協定が途上国と締結される０ドナーの間で、関与するパートナーの任務の調整に関

する協定を結ぶことができる。

７６．私的信用供与者

適切な場合、開発事業は資金協力の資金と私的信用供与者の資金とによって並行して財
政措置されうる。

混合財政措置

７７・資金協力と復興金融公庫資金との混合財政措置

資金協力の資金と復興金融公庫の独自資金との混合財政措置は、開発政策的に促進に値

する事業に財政措置するための重要な手段である。その際、７８－８０（７８、７９、８０）を補っ

て、本指針の規定が適用される。

７８．混合財政措置のための貸付契約

資金協力の資金と復興金融公庫の独自資金について、統一的な貸付契約が結ばれる。そ

の条件は、信用全体が公的開発協力に対応するように定められる。資金協力資金の条件は、

個別に、５４とは異なって規定されうる。Ｆｒｅ軸ｈｒｅは復興金融公庫資金の償却が終わった後

に初めて資金協力資金の償却が開始されるよう、定められる。

７９．混合財政の取り扱い

混合財政措置は、すべての手続き段階において、とくに迅速に処理される。

混合財政措置は、資金協力指針にしたがい、通常の手続きにおいて審査される（３９－４４、

５８－６１参照）。

８０．復興金融公庫資金の償還

連邦政府の保証金または保証による復興金融公庫資金の償還は、一般的な償却原則にし

たがう０当該の省庁間委員会は、事業の準備に際して、早期に意見を求められる。
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ⅠⅠⅠ．・技術協力のための特別規定

規定、任務、実施形態、権限

８１．技術協力規定、実施形態等

技術協力のために、本指針第Ⅰ部の規定及び８２－１０４の補完規定が適用される。

技術協力の任務及び行為は、５及び６から明らかになる。

支配的な実施形態は、直接行為（１４）である。

権限を有する実施機関は、措置が連邦政府及びその機関、特に連邦地質資源庁（ＢＧＲ）

及び連邦物理技術庁（ＰＴＢ）によって実施されない限り、ドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）で

ある（１６）。ドイツ技術協力公社は、連邦政府及び途上国と調整して、途上国に事務所を置

くことができる。事務所は、当該国（場合により近隣諸国）における協力の事業のために、

またドイツ技術協力公社本部のために仕事をする。

８２．技術協力税是のための指示

事業のための行為は、まとまって計画され、実施される（２７第１段落）。研究者及び専門

家は－目的に応じて－主要事業と結びつけられ、あるいは研究及び専門家ファンドか

ら、あるいは自己の事業として調達される。プロジェクト関連の訓練・研修は、主要事業

の一部である。

直接行為

委託授与

８３．委託授与

委託手続きは、連邦政府と実施機関との契約にしたがって使用されるように、公的資金

の使用に関するドイツの規定にしたがう。これにより、実施機関による委託授与の基礎は、

原則として競争である。

物品及び設備の所有

８４．物品及び設備の所有

通常、連邦政府によって納入される物品が途上国へ到着した療に途上国の所有に移るこ

と、ただしそれはその任務のための専門家及び促進される施設に用いられなければならな

いことが、途上国と協定される。後の他の技術協力事業において再び使用されるために、

機器が期限付きで用立てられる場合、所有の移転は協定されない。

ドイツ連邦共和国及び実施機関は、原則として、途上国において、連邦政府の資金によ

って設置あるいは購入される土地あるいは建物の所有権を得ない。このことは、宿泊の可

能性がないために連邦政府の資金により専門家のための住居が購入あるいは建築される場

合にも、適用される。この場合、ドイツ連邦共和国は、無期限でできる限り無償の住居利
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用権（所有者責任なし）が認められる０所有から生ずるすべての負担は原則として途上国

が負担するが、管理と維持のコストは連邦政府によって引き受けられうる。

財政措置貢献

８５．技術協力資金供与

技術協力資金供与のために、資金協力の規定（本指針第ⅠⅠ部）が意味に即して適用され

る０委託授与に際して、それが競争の意図に反しない限り、途上国の規定が公的委託のた
めに用いられる。

設備投資および大規模物品納入のための技術協力資金供与については、５第３段落が適
用される。

８６．小規模措置

特別の指針にしたがい、ドイツの在外公館を通じて、協力の原則に対応し、適切な担い

手によって迅速に実施されうる、技術協力の小規模措置が展開される。

条件

８７．条件

技術協力は、途上国に対して無償で行われる０途上国の政府によるプロジェクト担い手

への貸付（条件分割）としての％ｉｔｅｒｌｅｉｔｕｎｇは、原則として、行われない。財政力のある

途上国は、通常の自己出資を超えてその業績能力に応じて（事業のコストに関与すべきで

ある０例外的に、技術協力は貸付として行われうる。

専門家

一般的規定

８８．一般的規定

最小限の介入という原則にしたがい、技術協力による専門家は、途上国が任務のために

独自の専門家を用意することや財政措置することができない場合にのみ、投入される。そ

の際、プロジェクト担い手の自国の専門家への協力資金からの財政措置は、事業のために

必要な場合にのみ、可能である０自国の専門家への支払いは、労働市場において妨害的に

介入したり、途上国の賃金構造を侵害してはならない。

専門家の活動と投入期間及び財政措置の種類は、個々の事業の必要に応じて決定される。

専門家は、実施機関と途上国における担い手との間で個別に特段のことが協定されていな

い限り、雇用契約を結んだ部署に専門的に従属する。

派遣専門家

８９．専門家の派遣
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派遣専門家は、連邦政府の直接行為において、その国籍を所有することなく途上国に派

遣される、ドイツの実施機関あるいはその受託者の協力者である。派遣専門家は、通常、

ドイツ人である。適切なドイツ人専門家が得られない、あるいは極端に費用がかさむ場合、

他の国籍の専門家を派遣することができる。途上国の国籍を有する者は、自国でその職業

に影響分野がなく、「頭脳流出」が助長されない場合にのみ、派遣専門家として活動するこ

とができる。

９０．専門家の再編入

連邦政府と実施機関は、ドイツ人専門家の獲得に際して、途上国における活動の終了後

にドイツの職場に戻ることができることがすでに確保されているよう、努める。連邦政府

と実施機関は、さらに、専門家のドイツ連邦共和国への再編入を援助するよう努める。

その他の専門家

９１．その他の専門家

現地の専門家は、途上国に居住し、あるいはその国籍を有する、実施機関あるいはその

受託者の協力者である。

途上国あるいは現地の雇用者により直接雇用されていて、開発上重要な任務を果たして

いるドイツ人専門家は、給与補助を得ることができる。

－一般的前提にしたがい－財政措置貢献から財政措置される専門家は、途上国ある

いは途上国から委託された部署によって雇用される。それは、通常、ドイツ人に限定され

ない。途上国からの専門家については、８８と８９の限定が適用される。、、

専門家の義務と権利

９２．専門家の義務

専門家の専門的義務は、そのつどの任務から生ずる。専門家はその国の法律にしたがい、

その道徳と慣習を尊重しなければならず、その国の内的事項に干渉してはならず、公的部

署と信頼関係をもって協力しなければならない。

９３．専門家の権利

途上国は、派遣専門家及びその家族の人間と財産の保護に配慮しなければならない。重

要な権利は、特に、その任務遂行に際しての活動のための刑執行停止、妨げられない入国

及び出国である。

派遣専門家及びその家族には、さらに、自ら使用するための特定の重要な物品の免税に

よる輸出入、また後に起こり得る補償調達、個人的必要による生活に必要な消費財（食料

品、薬品など）の輸入が許されるべきである。派遣専門家は、さらに、その任務領域にお

ける侵害についての免責を得るべきである。派遣専門家に支払われる報酬について、途上
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国において税金その他の公課は徴収されるべきではない。

９４．非派遣専門家の権利

非派遣専門家の権利は、委託者と結ばれた契約から生ずる０途上国は、派遣専門家と同

様の権利を非派遣専門家に認めることができる。

手続き

事業の審査

９５．事業の審査

連邦政府は、通常、協力事業の促進提案に関して、実施機関の事前表明を求める（３９）。

事業は、４０－４３（４０、４１、４２、４３）の規定による促進妥当性の決足の前に、審査される。

実施機関またはその受託者は、・連邦政府の委託において、審査資料、とりわけ事業の促進

可能性、ドイツの促進の種類と範囲を探求し、明確にする所見と研究を作成する。その際、

特に、連邦政府及び途上国の行為、その提供のための日程表も確定される。これに基づき、

実施機関は自己責任において、審査報告を作成する。

実施と報告

９６．実施と報告

実施契約の終了と報告は、４６－４８（４６、４７、４８）にしたがう。

他のドナーとの共同の実施

９７．他のドナーとの共同の実施

それが可能で有効である限り、他の二国間・他国間ドナーとの協力による事業が計画及

び実施される０これは、特に、使用可能なドイツの資金が十分でない場合、あるいは経験

をたばねるために、事業の起こり得るリスクを分散するために、必要な課題と勧告を迅速

に変えるために、行われる０これは、必要な早期のコンタクト受け入れ及び個々のドナー

の経験状態に応じた任務配分を必要とする。

他のドナーとの事業の共同の実施に際して、資金協力の共同財政措置規則が意味に即し

て適用される（７３－７６）（７３、７４、７５、７６）。

無償技術協力

無償技術協力の概念と任務

９８．無償技術協力のための規定

無償技術協力は、９９－１０３の特別規定にしたがう（９９、１００、１０１、１０２、１０３）。
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９９・．概念

無償技術協力において、連邦政府以外の委託者は、連邦政府の同意を得て、連邦政府が

直接財政的に関与することなく、あるいは事業の実施のための共同責任を負うことなく、

技術協力のドイツの実施機関を用いる。委託者は、途上国あるいはその他のドナーであり

うる。財政措置は、委託者によって確保される。

無償技術協力は、他のドイツ企業の有望な私経済的協力を排除すべきではなく、あるい

は代わるべきではない。このことは、提供や継続追求の際に、実施機関によって顧慮され

る。

１００．任務

無償技術協力は、原則として、技術協力（例えば専門家の活動、研究、計画、物品の納

入、建築、訓練・研修）と同様の技術的・計画的行為を含むことができる。委託される実

施機関は、技術協力におけると同様の慎重さにより、また同様の開発政策上の視点により、

行動するべきである。

実施機関により派遣される専門家は、途上国においても、委託者と結ばれた契約に応じ

て、技術協力の専門家と同様の義務及び－－－途上国によって認められる限り－同様の権

利を有することができる。実施機関により派遣される専門家は、妨げられない出入国を含

む、人間と財産の適切な保護を享受すべきである。専門家との労働契約において、同一の

条件の下で技術協力の専門家よりも良好な条件が協定されてはならない。

無償技術協力の手続き

１０１．目標と行為

無償技術協力に責任を負うのは、ドイツの実施機関に計画と実施を委託した、委託者で

ある。

目標、行為、その他の詳細は、実施機関と委託者との契約において定められる（例えば

無関税・無公課の輸入、免税、委託授与、専門家の権利と義務）。実施機関は、それが目的

にかなっていて経済的に思われる場合、及びその限り、委託者と調整して、下部委託を依

頼する。

１０２．連邦政府の通知

実施機関は、無償技術協力のプロジェクト開始の可能性について、早期に連邦政府に通

知する。委託を引き受ける前に、連邦政府の同意が必要である。実施機関は、自己の実施

能力及び－可能な限り－「途上国における担い手の実施能力に関する記述及び判断、態

度表明を伴った事業計画を提出する。連邦政府は、事業計画が連邦政府の開発政策の一般

的原則に矛盾している場合、あるいは技術協力（専門家の派遣を含む）の委託が侵害され

る場合、同意を拒否する。
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実施機関は、事業の状況、特に基本的な性格（目標達成を含む）の起こり得る困難につ

いて、定期的に、連邦政府に通知する。

１０３．連邦政府の関与

委託者と比べて、連邦政府の無償技術協力事業への関与は、ドイツの実施機関のキャパ

シティを活用する可能性を開くことに限定される。

特別の場合、連邦政府は、無償技術協力事業について、国際法上の取り決めを締結する。

これは、委託する途上国がそれを希望し、実施機関が連邦政府の同意を得て、あるいは実

施機関自身が事業の意義のため、あるいは専門家の権利のためにそれを重要視するという

ことが前提となる０合意において、事業の財政措置と実施について委託者と実施機関が責

任をもつことが明確にされる０取り決めは、実施機関と委託者とで結ばれる契約を指示す

る。

連邦政府は場合により、無償技術協力がかなりの規模で実施される委託する途上国と、

一般的大綱協定と関連して、無償技術協力の一般的条件（とりわけ手続き規定、実施機関、

コスト引き受け、派遣専門家の権利と義務）を含む大綱協定を締結することができる。

ドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）の独自措置

１０４．ドイツ技術協力公社の独自措置

連邦政府の同意を得て、ドイツ技術協力公社協定された基準にしたがい、開発政策上促

進に値する事業を自己資金により実施することができる。
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Ⅳ．・構造調整と経済改革の支援のための規定

規定、任務、実施形態、権限

１０５．規則、任務、実施形態、権限

連邦政府は、特別の資金協力構造援助及び個々の事業（特にプロジェクト、プログラム、

一般的物品援助）の対応する方向づけによって、途上国における構造調整と経済改革も支

援する。

資金協力構造援助

１０６．資金協力構造援助の目的

資金協力構造援助は、以下の規定にしたがい、直接、途上国における構造調整及び経済

改革に貢献する。それは、個々のセクターにおける（セクター調整プログラム）あるいは

経済全体における（構造調整プログラム）対応する措置の支援に役立つ。

途上国の構造調整プログラムは、とりわけ、経済的・制度的な一般的大綱条件を改善す

る、及び内外の資金を活発化と効果的活用を助長するという目的を有する。途上国のセク

ター調整プログラムは、セクターの大綱条件の改善の同様の目的に役立つ。

構造援助は、世界銀行の対応する促進プログラムと関連して、そしてできる限り二国間

ドナーと共同で、投入される。例外的に、セクター調整プログラムのための構造援助は、

他の多国間ドナーの対応するプログラムと関連しても行われうる。ドイツの協力は、補完

的プログラム要素を取り決めることができる。多国間ドナーとの協力は、共同財政措置と

いうかたちで行われ、その際、並行財政措置と共同財政措置が同権ものとして考慮の対象

となる。

１０７．構造援助の審査

構造援助の審査は、途上国の構造調整及び経済改革の予定される措置に広がる。

審査は、復興金融公庫によって行われる。復興金融公庫は、このプログラムの特別の内

容に合わせて、審査報告及び進展調整報告を作成する。世界銀行あるいは他の多国間供与

者との共同財政措置において、審査報告は通常、その報告への態度表明になる。

１０８．構造援助の財政措置対象

構造援助の直接的財政措置対象は、輸入品及びそれと関連するＮｅｂｅｎｌｅｉｓｔｕｎｇｅｎである。

国内通貨コストは、構造援助において、本指針３１第４段落に応じて、財政措置されうる。

１０９．構造援助のための復興金融公庫の支払い

構造援助のための復興金融公庫の支払いは、構造調整及び経済改革の協定された措置に

したがう。それは通常、分割で行われる。最初の分割は、必要な契約の法的有効性にした
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がい、以降の分割は予定される政治的措置の開始または実施の後に、支払われる。一般的

に、協定された分割の枠内で満たされる自由裁量資金が設けられる。世界銀行との共同財

政措置において、世界銀行との密接な調整の下で支払いが行われる。

世界銀行との共同財政措置の枠内で、復興金融公庫の支払いは世界銀行の相応する要求

に基づき、世界銀行と応分で世界銀行によって定められた手続きにしたがい行われるとい

うことが協定されうる。この場合、復興金融公庫は支払い条件の審査に際し、また使用コ

ントロールに際して、世界銀行に依拠する。

構造調整と経済改革への事業の方向づけ

１１０．構造調整と経済改革への事業の方向づけ

二国間協力は、通常、本指針の原則及び手続きにしたがい、調整と改革が準備されるセ

クター及び領域における事業を促進することによって、上述の目的に貢献する。その際、

資金協力と技術協力の多様な貢献が可能である（例えば調整プログラムのための補助的準

備あるいは助言、制度的促進、セクター関連プログラム）。それは、個別事例の必要にした

がう０また、協力は促進される事業の周辺における良好な大綱条件についても努力する。

構造調整と経済改革の支援の枠内で、従前の約束の再プログラム化も、特に一般的物品

援助及び構造援助において、必要となりうる。
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